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ご挨拶

第92回日本衛生学会学術総会
会 長　島　正 之

（兵庫医科大学公衆衛生学主任教授）

　第92回日本衛生学会学術総会は現地（兵庫県西宮市）での開催を予定していました
が、新型コロナウイルスのオミクロン株による感染が急拡大している状況を鑑み、
完全オンライン方式による開催に変更することとしました。現地で皆さまにお目に
かかることができないのは大変残念ですが、参加される皆さまの安全・安心を優先
して決断しました。
　本学術総会のテーマは「ポストコロナ社会の衛生学」としましたが、ポストコロナ
社会の到来はまだ先になりそうです。しかし、ワクチン接種や治療薬の開発が進め
られるなど、少しずつ明るい兆しがみえてきたようにも思えます。一方、この2年間
で私たちの生活は大きく変化し、オンライン学会も普及してきました。オンライン
学会では直接対面して議論を交わすことができず、個人的なコミュニケーションや
交流を行うことも困難ですが、移動しなくてもよい、時間に縛られないといったメ
リットもあります。
　本学術総会は完全オンライン方式で開催しますが、参加者間で活発な議論ができ
るようにポスターセッション以外はすべてライブ配信を行います。メインシンポジ
ウムは「プラネタリーヘルス：人新世の健康・社会・環境」と題して、近年国際的に
注目されている気候変動とプラネタリーヘルスについての話題提供をしていただ
き、今後の課題についての議論を深めます。また、感染症をはじめとする衛生学のさ
まざまなテーマに関するシンポジウム、講演、自由集会を企画しました。一般演題は
200題を超えるご応募をいただき、若手研究者による発表も多数予定されています。
また、一部の講演やシンポジウムは会期終了後にオンデマンドで視聴できるように
します。
　このように困難な状況の中での開催となりますが、ぜひ多くの皆さまにご参加い
ただき、熱心な討議が行われることを期待していますので、ご支援、ご協力を賜りま
すようお願い申し上げます。
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日本衛生学会歴代学会長（学術総会長）および開催地

名 称 開催年月 学会長 開催地 備 考

第 1 回 連合衛生学会 昭和 4 年 4 月 横手千代之助 東　京
第 2 回 〃 昭和 5 年 4 月 石原　　修 大　阪 第 8 回日本医学会総会分科会
第 3 回 〃 昭和 6 年 4 月 北島　多一 東　京
第 4 回 〃 昭和 7 年 4 月 大庭　士郎 名古屋
第 5 回 〃 昭和 8 年 4 月 大平　得三 福　岡
第 6 回 〃 昭和 9 年 4 月 田宮　猛雄 東　京 第 9 回日本医学会総会分科会
第 7 回 〃 昭和10年 4 月 梶原　三郎 大　阪
第 8 回 〃 昭和11年 7 月 井上善十郎 札　幌
第 9 回 〃 昭和12年 4 月 近藤　正二 仙　台
第10回 〃 昭和13年 4 月 戸田　正三 京　都 第10回日本医学会総会分科会
第11回 〃 昭和14年11月 富士　貞吉 台　北
第12回 〃 昭和15年 9 月 水島　治夫 京　城
第13回 〃 昭和16年 6 月 及川　　周 新　潟
第14回 〃 昭和17年 3 月 草間　良男 東　京 第11回日本医学会総会分科会
第15回 〃 昭和18年 4 月 緒方　益雄 岡　山
第16回 〃 昭和19年 4 月 大谷佐重郎 金　沢
第17回 〃 昭和22年 4 月 梶原　三郎 京　都 第12回日本医学会総会分科会
第18回 〃 昭和23年10月 古谷　芳雄 東　京
第 1 回 日本衛生学会総会 昭和24年 5 月 緒方　洪平 京　都
第 2 回 〃 昭和25年 5 月 及川　　周 新　潟
第21回 〃 昭和26年 4 月 矢崎　芳夫 東　京 第13回日本医学会総会分科会
第22回 〃 昭和27年 4 月 鯉沼　茆吾 名古屋
第23回 〃 昭和28年 5 月 谷川　久治 千　葉
第24回 〃 昭和29年 4 月 藤本　薫喜 長　崎
第25回 〃 昭和30年 4 月 三浦　運一 京　都 第14回日本医学会総会分科会
第26回 〃 昭和31年 4 月 大谷佐重郎 金　沢
第27回 〃 昭和32年 7 月 萩原　兼文 横　浜
第28回 〃 昭和33年 7 月 入鹿山且朗 熊　本
第29回 〃 昭和34年 3 月 羽里彦左衛門 東　京 第15回日本医学会総会分科会
第30回 〃 昭和35年 5 月 沢田　利貞 前　橋
第31回 〃 昭和36年 4 月 鈴木　幸夫 徳　島
第32回 〃 昭和37年 4 月 吉岡　博人 東　京
第33回 〃 昭和38年 4 月 丸山　　博 大　阪 第16回日本医学会総会分科会
第34回 〃 昭和39年 4 月 藤原　元典 京　都
第35回 〃 昭和40年 5 月 佐々木直亮 弘　前
第36回 〃 昭和41年 4 月 大平　昌彦 岡　山
第37回 〃 昭和42年 4 月 六鹿　鶴雄 名古屋 第17回日本医学会総会分科会
第38回 〃 昭和43年 4 月 北　　博正 東　京
第39回 〃 昭和44年 3 月 猿田南海雄 福　岡
第40回 〃 昭和45年 4 月 石崎　有信 金　沢
第41回 〃 昭和46年 4 月 外山　敏夫 東　京 第18回日本医学会総会分科会
第42回 〃 昭和47年 4 月 大川　富雄 広　島
第43回 〃 昭和48年 5 月 金光　正次 札　幌
第44回 〃 昭和49年 4 月 相沢　　龍 長　崎
第45回 〃 昭和50年 4 月 永田　久紀 京　都 第19回日本医学会総会分科会
第46回 〃 昭和51年 7 月 渡辺　厳一 新　潟
第47回 〃 昭和52年 4 月 額田　　粲 東　京
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名 称 開催年月 学会長 開催地 備 考

第48回 日本衛生学会総会 昭和53年 5 月 辻　　達彦 前　橋
第49回 〃 昭和54年 4 月 白石　信尚 東　京 第20回日本医学会総会分科会
第50回 〃 昭和55年 3 月 東田　敏夫 大　阪
第51回 〃 昭和56年 6 月 高桑　栄松 札　幌
第52回 〃 昭和57年 3 月 山本　俊一 東　京
第53回 〃 昭和58年 4 月 大和田國夫 大　阪 第21回日本医学会総会分科会
第54回 〃 昭和59年 4 月 渡辺　嶺男 米　子
第55回 〃 昭和60年 4 月 野村　　茂 熊　本
第56回 〃 昭和61年 3 月 吉田　克巳 津
第57回 〃 昭和62年 4 月 菊池　正一 東　京 第22回日本医学会総会分科会
第58回 〃 昭和63年 3 月 緒方　正名 岡　山
第59回 〃 平成元 年 5 月 加美山茂利 秋　田
第60回 〃 平成 2 年 3 月 石西　　伸 福　岡
第61回 〃 平成 3 年 4 月 糸川　嘉則 京　都 第23回日本医学会総会分科会
第62回 〃 平成 4 年 3 月 渡辺　　孟 松　山
第63回 〃 平成 5 年 4 月 和田　　攻 東　京
第64回 〃 平成 6 年 4 月 岡田　　晃 金　沢
第65回 〃 平成 7 年 3 月 島　　正吾 豊　明 第24回日本医学会総会分科会
第66回 〃 平成 8 年 5 月 齋藤　和雄 札　幌
第67回 〃 平成 9 年 4 月 櫻井　治彦 東　京
第68回 〃 平成10年 3 月 青山　英康 岡　山
第69回 〃 平成11年 3 月 能川　浩二 千　葉 第25回日本医学会総会分科会
第70回 〃 平成12年 3 月 徳永　力雄 大　阪
第71回 〃 平成13年 4 月 田中　正敏 福　島
第72回 〃 平成14年 3 月 山内　　徹 津
第73回 〃 平成15年 3 月 三角　順一 大　分 第26回日本医学会総会分科会
第74回 〃 平成16年 3 月 稲葉　　裕 東　京
第75回 〃 平成17年 3 月 山本　正治 新　潟
第76回 〃 平成18年 3 月 原田　規章 宇　部
第77回 〃 平成19年 3 月 森本　兼曩 大　阪 第27回日本医学会総会分科会
第78回 〃 平成20年 3 月 上田　　厚 熊　本
第79回 〃 平成21年 3 月 相澤　好治 東　京
第80回 〃 平成22年 5 月 佐藤　　洋 仙　台
第81回 〃 平成23年 3 月 中館　俊夫 東　京 第28回日本医学会総会分科会
第82回 〃 平成24年 3 月 小泉　昭夫 京　都
第83回 〃 平成25年 3 月 城戸　照彦 金　沢
第84回 〃 平成26年 5 月 大槻　剛巳 岡　山
第85回 〃 平成27年 3 月 宮下　和久 和歌山 第29回日本医学会総会分科会
第86回 〃 平成28年 5 月 吉田　貴彦 旭　川
第87回 〃 平成29年 3 月 黒田　嘉紀 宮　﨑
第88回 〃 平成30年 3 月 横山　和仁 東　京
第89回 〃 平成31年 2 月 加藤　昌志 名古屋 第30回日本医学会総会分科会
第90回 〃 令和 2 年 3 月 坂田　清美 盛　岡
第91回 〃 令和 3 年 3 月 稲寺　秀邦 富　山
第92回 〃 令和 4 年 3 月 島　　正之 西　宮
第93回 次期学術総会会長 令和 5 年 3 月 西脇　祐司 東　京 第31回日本医学会総会分科会
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大会組織

氏 名 所 属

学術総会会長 島　　正之 兵庫医科大学公衆衛生学 教授

顧　問 小泉　直子 兵庫医科大学 名誉教授

企画運営委員 東　　賢一 近畿大学医学部環境医学・行動科学 准教授

伊木　雅之 近畿大学医学部公衆衛生学 教授

上村　浩一 兵庫県立大学看護学部・保健医療福祉系 教授

奥村　二郎 近畿大学医学部環境医学・行動科学 教授

甲田　勝康 関西医科大学衛生・公衆衛生学研究 教授

小久保喜弘 国立循環器病研究センター健診部 特任部長

佐伯　圭吾 奈良県立医科大学疫学・予防医学 教授

篠原　正和 神戸大学大学院医学研究科疫学分野 准教授

祖父江友孝 大阪大学大学院医学研究科環境医学 教授

高野　裕久 京都大学大学院地球環境学堂環境健康科学論分野 教授

西山　利正 関西医科大学衛生・公衆衛生学教授

吉益　光一 神戸女学院大学人間科学部心理・行動科学科 教授

若林　一郎 兵庫医科大学環境予防医学 教授

事務局 余田　佳子 兵庫医科大学公衆衛生学 講師

蓮沼　英樹 兵庫医科大学公衆衛生学 特任講師

木佐貫弥生 兵庫医科大学公衆衛生学

（役職順・五十音順）
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ご案内

学会参加者の皆様へ

1. 参加登録
【登録期間】2021年9月13日（月）～2022年4月19日（火）
第92回学術総会はオンライン開催となります。オンライン開催への参加は、参加登録が必要です。
参加費の納入をもって参加登録が完了となります。

2. 抄録集
登録者全員の方にPDF版の抄録集をメールでお送りいたします。また2月22日（火）までに参加登録を完了
された方には、3月中旬（予定）頃、ご登録の住所へ抄録集を送付いたします。2月22日以降に参加登録の場
合は会期後の発送となります。

3. オンライン視聴方法
•  参加登録時に設定したID（メールアドレス）とパスワードで、オンライン学術総会ホームページ（https://

online-conference.jp/jsh92/login）へアクセスし、各セッションの視聴ボタンからご視聴いただけます。

•  事前に接続テスト用の下記URLにアクセスし、当日視聴するPCネットワーク環境から接続テストをお願
いいたします。（https://zoom.us/test）

•  会期中はプログラム通りのリアルタイムでセッション・演題の配信を予定しております。

•  会期終了後は2022年4月19日（火）までオンデマンド配信の予定です。（演者の承認を得られない場合など
オンデマンド配信できないセッションや演題が生じる可能性がございます。あらかじめご了承ください。）

•  講演内容の写真撮影・動画撮影・音声録音・印刷・スクリーンショット等でキャプチャーする行為は一切
禁止いたします。また、無断転用・複製も一切禁止します。

•  事前参加登録時の登録内容の変更や参加取り消しをされる場合は、メールにて運営事務局までご連絡く
ださい。ただし、一度納入された参加費は理由の如何に関わらず返金はできません。あらかじめご了承く
ださい。また、虚偽の申請あるいはオンライン学術総会上での上記の不正行為や迷惑行為などが発覚した
場合は、参加権利が取り消され、一切返金いたしませんのであらかじめご了承ください。

4. 社会医学系専門医・指導医関連の講習　単位の認定について
•  社会医学系専門医・指導医関連の講習は学術総会の参加者であればどなたでも視聴できます。また、別途
参加費は徴収いたしません。

•  会期以降も参加登録期間受付中は参加が可能です。オンデマンド配信は2022年4月19日（火）までを予定
しています。ただし、オンデマンド配信不可のセッションではライブ配信のみの単位認定となります。

•  講習会では、あらかじめオンライン学術総会ホームページのフォームから、単位認定のエントリーが必要
です。また、視聴の際も参加登録番号と参加登録時のe-mailアドレス、指導医もしくは専門医番号が必要
になりますので、ご用意の上、聴講してください。正確な情報を入力せずに参加した場合、参加確認がで
きず証明書が発行できない場合がありますので十分ご注意ください。

•  受講証明書はオンデマンド配信終了後、5月下旬（予定）にオンライン学術総会のマイページからダウン
ロードいただけます。
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•  本学会への参加は鍵となる学会の場合、G単位が2単位となります。（鍵学会でない場合は1単位です。） 
詳しくは下記のサイトをご参照ください。 
（http//shakai-senmon-i.umin.jp/specialist/specialist02）

•  本学会のような全国規模の学術総会の場合、共通講習は上限3単位まで、選択受講科目は上限3単位まで、
指導医講習会は上限1単位までとなっています。本学会では共通講習・選択受講科目が3単位よりも多く
用意されていますが、更新の際、申請に使用できる上限は3単位までですのでご注意ください。詳細は下
記サイトの「更新ルール」のQ10とA10をご参照ください。（http://shakai-senmon-i.umin.jp/QA/）

  【社会医学系専門医協会指導医講習会】

日 時 演 題 単 位

3月23日（水）
15:00-16:00

社会医学系専門医協会指導医講習会
演者：大久保 靖司

K-1単位

  【共通講習】

日 時 演 題 カテゴリー 単 位

3月21日（月）
16:00-18:00

自由集会「開発途上国そして日本における感染症対策の問題点」 感染対策 K-2単位

3月22日（火）
9:30-11:30

シンポジウム2「環境中における新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）のリスクとその予防策」

感染対策 K-2単位

3月23日（水）
14:00-14:50

教育講演3「日本におけるマダニ刺症とマダニ媒介性感染症の現状」
演者：夏秋 優

感染対策 K-1単位

  【選択受講科目】

日 時 演 題 単 位

3月21日（月）
13:30-15:30

市民公開講座「環境汚染を克服して未来志向の衛生学へ」 K-2単位

3月22日（火） 
16:00-18:00

メインシンポジウム「プラネタリーヘルス：人新世の健康・社会・環境」 K-2単位

3月22日（火）
16:00-17:00

教育講演1「災害とメンタルヘルス〜現代におけるうつ病・不安症の理解と治療〜」
演者：中尾 智博

K-1単位

3月22日（火）
17:05-18:05

教育講演2「保健医療におけるALDH2多型rs671の重要性」
演者：松本 明子

K-1単位

3月23日（水）
9:30-11:30

シンポジウム4「環境化学物質の健康影響研究の知見と今後の展望」 K-2単位
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5. 衛生学エキスパートのポイント授与について
•  衛生学エキスパート制度のポイント授与規定表（http://www.nihon-eisei.org/_ehpmexpertpoint/）「4」 
および「5」については、以下のシンポジウム・教育講演・特別講演を対象とします。

•  ただし、衛生学エキスパートのポイント取得と社会医学系専門医・指導医の単位取得を同一セッション
（講習会）で同時に取得することは認められません。

•  各セッション（20ポイント）の視聴確認として、視聴後に表示されるQRコードまたは視聴サイトに記載の
URLから、衛生学エキスパート認定申請フォームへログインしていただき、200字程度の受講の感想を入
力していただきます。なお、受講証明証等は発行しません。
※申請フォームへのログインには、会員管理システムのID（会員番号）とパスワードが必要です。

•  第92回日本衛生学会学術総会の参加（30ポイント）については、参加費の支払いをもってエキスパートの
ポイントが加算されます。

•  ポイント授与規定表「1」および「5」によって、第92回日本衛生学会学術総会の参加（30ポイント）およ
び当該セッション参加（各20ポイント）の合計の上限は70ポイントまでとします。

　　　【ポイント授与の対象となるセッション】
　　　　特別講演
　　　　シンポジウム1
　　　　シンポジウム2
　　　　シンポジウム3
　　　　シンポジウム4
　　　　シンポジウム5
　　　　シンポジウム6
　　　　メインシンポジウム
　　　　教育講演1
　　　　教育講演2
　　　　教育講演3

6. オンライン企業展示
3月21日（月・祝）～4月19日（火）まで（予定）
第92回日本衛生学会学術総会オンライン学術総会HPより閲覧できます。
https://online-conference.jp/jsh92/login

7. 関連会議について
理事会 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 3月21日（月・祝）  9：20～11：50　（会場は別途ご案内します）

代議員総会・会員総会 . . . . . . . . . . 3月22日（火）　    13：30～14：20　第1会場

衛生学公衆衛生学教育協議会  . . . . 3月21日（月・祝）13：30～15：30　（会場は別途ご案内します）

教育協議会世話人会  . . . . . . . . . . . 3月21日（月・祝）15：30～16：30　（会場は別途ご案内します）



S12

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

座長・演者の皆様へ

第92回学術総会はオンライン開催となり、会期中はプログラムに即してリアルタイム配信を行います。
会期終了後は4月19日（火）までオンデマンド配信を行う予定です。

1. 座長の皆様へ
•  本学術総会はZoomウエビナーまたはミーティングを使用した完全オンライン開催です。

•  各セッションへのご入室用URLは3月中旬にご連絡いたします。

•  座長の進行に併せて運営事務局が事前に提出された演者の発表動画を配信いたします。動画終了後は、座
長の進行によりライブで質疑応答を行ってください。質疑応答は演者の方もライブで参加されます。（質
疑応答のないセッションもございます。）

•  セッション開始前に進行確認のための直前打ち合わせを行いますので、指定の時刻にご入室をお願いい
たします。（指定の時刻は別途ご案内いたします。）

2. 演者の皆様へ
【各講演、一般口演の先生方へ】

• 学術総会はZoomウエビナーまたはミーティングを使用した完全オンライン開催です。

• 各セッションへのご入室用URLは3月中旬にご連絡いたします。

•  ご発表は、ご発表スライドに音声を録音し、MP4形式に変換した動画データを、あらかじめご提出いた
だきます。メールにてお知らせしたURLにご提出をお願いいたします。（締切り：3月7日（月））

•  ファイル名は一般演題は「演題番号、氏名」、指定演題は「セッション名、氏名」の順にてお付けください。

•  スライドの1枚目は、一般演題は、演題番号「O31-01（例）」、演題名、演者名（共同演者名）とし、2枚目
はCOIに関する表示としてください。指定演題は1枚目は演題名、演者名（共同演者名）とし、2枚目はCOI
に関する表示としてください。

（COI申告スライドのサンプル） （COI申告スライドのサンプル）

•  座長のご紹介の後、運営スタッフがあらかじめお預かりしている動画データを配信いたします。配信終了
後、Zoomの「手を挙げる」の機能を使用して質疑応答に入ります。座長および参加者の方からのご質問
にご回答をお願いいたします。（質疑応答のないセッションもございます。）

【一般演題】ご発表8分・質疑応答2分

【指定演題】個別にご案内いたします。
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•  ご発表データはスライドに枚数制限はありませんが、必ずご発表時間以内で作成をお願いいたします。
（一般演題は8分以内、指定演題は個別にご案内いたします。）

•  セッション開始前に直前打ち合わせを行いますので、指定の時刻にご入室をお願いいたします。（指定の
時刻は別途ご案内いたします。）

【ポスター発表の先生方へ】

•  ポスター発表はオンデマンド配信です。PowerPoint等のプレゼンテーションソフトでスライド（スライ
ドサイズ16：9、横長1枚、容量50MBまで）を作成の上、PDF形式でご提出いただきます。いただきまし
たデータはオンライン学術総会のHPに掲示いたします。メールでお知らせいたしましたURLにご提出を
お願いいたします。2ページ以上のPDFファイルやPDF形式以外のファイルは受け付けません。
（締切り：3月7日（月））ファイル名は「演題番号（（例）P-124）、氏名」の順にお付けください。

•  ポスターの左上に演題番号（（例）P-124）と氏名、演題名を明記ください。また、下欄にCOIに関する表示
をご記載ください。

•  ポスターデータ作成にあたっては、学術総会HP「座長・演者のご案内」ページに掲載のひな型をご使用
ください。

•  オープンは3月21日（月・祝）を予定しております。また、会期終了後もオンデマンド配信（4月19日（火）
まで）の予定です。

•  質疑応答はBBSシステムを使用して行います。掲示期間中は参加者より質問が書き込まれますと、ご登
録のメールアドレスにご連絡が届きますので、オンライン学術総会のHPにアクセスし、BBSにてご回答
をお願いいたします。

【講演、口演、ポスター共通のご連絡事項】

 �  著作権に関する注意事項
•  オンラインも含めた開催での発表は著作権法上の公衆送信にあたるため、ご発表データやご発表デー
タ内の映像・音声などのコンテンツは著作権上の問題のないものに限るよう、ご注意ください。

•  受託研究や共同研究の場合は、オンライン学会でのご発表であることを事前にご確認いただきますよ
う、お願いいたします。

•  ご発表にあたり、発表者の著作権利用許諾への同意が必要です。ご同意につきましては別途ご連絡いた
します。

 �  個人情報保護法に関するお願い
2006年4月より、上記法律が施行されております。個人が識別され得る症例の提示に関しては、ご発表内
容に関して演者が患者のプライバシー保護の観点から十分な注意を払い、ご発表いただくようにお願い
いたします。

【お問合わせ先】
　第92回日本衛生学会学術総会運営事務局
　株式会社プロコムインターナショナル
　〒135-0063　東京都江東区有明三丁目6番地11  TFTビル東館9階
　TEL：03-5520-8821　FAX：03-5520-8820
　E-mail：jsh92@procom-i.jp
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オンライン開催の視聴について

1. 視聴方法
【参加者の方】 参加登録時に設定したID（メールアドレス）とパスワードで、オンライン学術総会ホームペー

ジ（https://online-conference.jp/jsh92/login）へアクセスしてください。
【ご招待の方】視聴に関するご案内をメールまたは郵送でお送りいたします。
会期中にリアルタイムで配信されている各セッションは視聴ボタンをクリックするとアクセスできます。
ポスター発表、会期後のオンデマンド配信は、各視聴ボタンより視聴可能です。

2. 接続環境
ブロードバンド有線またはワイヤレスのインターネット回線が必要です。
※安定的な接続のため、インターネットは有線のご利用を強く推奨いたします。
WiFiでのご利用の場合、通信環境が不安定となりセッション中に中断する危険性がございます。

3. 会期中のリアルタイム配信にご対応いただく際の注意事項
お持ちのPCにカメラ・スピーカー・マイクが付属されているかご確認いただき、可能な限りマイク付きイ
ヤホンやヘッドセットマイクなどをご使用ください。内臓のカメラ・スピーカー・マイクも使用できます
が、内臓マイクは雑音や環境音を拾いやすく、ハウリングを起こしやすいため、ヘッドセットの使用を推奨
いたします。

4. Zoomアプリのインストール
座長・口頭発表の演者、およびリアルタイム配信をご視聴する場合は、あらかじめZoomアプリをホーム
ページ（https://zoom.us/download）よりダウンロードすることをお勧めします。
また、Zoomは頻繁にバージョンアップします。会期前日までに、Zoom環境を最新バージョンへアップデー
トしていただきますよう、お願いいたします。（https://support.zoom.us/hc/ja/articles/201362233）

5. テスト接続
座長・演者の方は、当日セッションに実際にご利用いただく場所・回線・パソコン等の端末を用いて、以下
URLよりあらかじめテストを行ってください。（https://zoom.us/test）

テストではご利用のインターネットの通信環境が安定しているかご確認ください。通信環境は時間帯によ
り変動します。事前に必ずご登壇と同じ時間帯にて、通信環境に問題がないかテストしてください。

テスト接続にて、必ずマイク・カメラの接続チェックを行ってください。
※ 「施設内LAN」や「施設内PC」をお使いの場合、各種制限によりZoomを使用して通信ができない場合
がございます。必ず、事前にZoomのテストを実施してください。

6. 質疑応答への参加
【口頭発表】
一部のプログラムを除き、質疑応答はライブで行われます。会期中のリアルタイム配信はZoomウェビナー
もしくはミーティングを使用するため、一般の聴講者はビデオとマイクの設定があらかじめOFFとなって
います。質問がある場合はZoomの挙手機能を使用し、挙手をしてください。座長が指名しましたら運営ス
タッフがマイクONの許可を出しますので、マイクをONにし、質問をお願いいたします。
進行と時間の都合上、すべての質問に回答できない場合がございます。あらかじめご了承ください。

【ポスター発表】
質疑応答は掲示期間中各演題のページにあるBBSシステムにて行います。質問ボタンからご質問いただけ
ます。
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日程表　第1日目　2022年3月21日㊊・㊗

第1会場 第2会場 ポスター
（オンデマンド）

関連行事

ポスター供覧

9:00

9:20-11:50

理事会

10:00

11:00

12:00
12:00-12:50

共催セミナー１

子どもの健康と環境に関する全国調査 
（エコチル調査）のあゆみと今後の展望

座長：島 正之
共催：エコチル調査兵庫ユニットセンター

12:00-14:40

若手研究者の会 
企画1

衛生学の発展に向けた 
先制医療の可能性を考える
座長：鈴木 武博・堀中 真野

13:00

13:30-15:30

市民公開講座

環境汚染を克服して未来志向の衛生学へ： 
阪神地区における環境と健康

座長：島 正之・山崎 新

13:30-15:30

衛生学公衆衛生学 
教育協議会

14:00

15:00
14:50-15:50

若手研究者の会 
企画2

若手研究者交流会、 
若手研究者の会定期会合

座長：小林 果 15:30-16:30

教育協議会 
世話人会

16:00
16:00-18:00

シンポジウム１

The role of forest medicine in  
post-COVID-19 health management  

and disease prevention
座長：李 卿・島 正之

16:00-18:00

自由集会

開発途上国そして日本における 
感染症対策の問題点

座長：小林 宣道

17:00

18:00
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日程表　第2日目　2022年3月22日㊋

第1会場 第2会場 第3会場 第4会場 ポスター
（オンデマンド）

8:50-9:00　　　開会式

ポスター 
供覧

9:00
9:00-9:50

一般演題（口演）1

大気、水、物理因子および 
放射線と健康・疾病（1）

座長：加藤 昌志

9:00-9:50

一般演題（口演）4

金属の生態影響、動態等（1）
座長：松岡 雅人

9:30-11:30

シンポジウム2

環境中における 
新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）のリスクと 

その予防策
座長：東 賢一・塚原 照臣

9:30-11:30

シンポジウム3

出生コホート連携
座長：佐田 文宏10:00

10:00-10:40
一般演題（口演）2

大気、水、物理因子および 
放射線と健康・疾病（2）

座長：道川 武紘

10:00-10:40
一般演題（口演）5

金属の生態影響、動態等（2）
座長：西村 泰光

11:00
10:50-11:40

一般演題（口演）3

産業保健・労働衛生
座長：諏訪園 靖

10:50-11:40

若手優秀演題選考会

座長：辻 真弓

12:00
11:50-12:40

共催セミナー2
電磁過敏症って本当にあるの？ 
－WHOの見解を紹介します－

座長：高田 雄史
共催：（一財）電気安全環境研究所  

電磁界情報センター

12:45-13:25
次期会長講演

衛生学の伝統と挑戦
座長：稲寺 秀邦
演者：西脇 祐司

13:00

13:30-14:20

代議員総会

会員総会
14:00

14:25-14:55　　学会賞受賞講演
森林環境（森林浴）の健康増進及び 

疾病予防効果に関する研究 
－「森林医学」の確立－

座長：黒田 嘉紀　演者：李 卿
15:00

15:00-15:40

奨励賞受賞講演

座長：吉田 貴彦
演者：清水 悠路・山内 貴史

15:00-15:50

一般演題（口演）6

化学物質の生態影響、動態等
座長：中山 祥嗣

15:00-15:50

一般演題（口演）7

ストレス、行動科学、 
難病・特定疾患等（1）

座長：村田 真理子

15:00-15:50

一般演題（口演）9

生活習慣病
座長：須賀 万智

16:00
16:00-18:00

メインシンポジウム

プラネタリーヘルス： 
人新世の健康・社会・環境
座長：渡辺 知保・橋爪 真弘

16:00-17:00

教育講演1

災害とメンタルヘルス  
〜現代における 

うつ病・不安症の理解と治療〜
座長：吉益 光一
演者：中尾 智博

16:00-16:50

一般演題（口演）8

ストレス、行動科学、 
難病・特定疾患等（2）

座長：佐伯 圭吾

17:00
17:05-18:05

教育講演2

保健医療における 
ALDH2多型rs671の重要性

座長：加藤 貴彦
演者：松本 明子

18:00

CD34陽性細胞の動脈硬化及び 
高血圧への関与に関する疫学研究

演者：清水 悠路

地域・職域におけるメンタルヘルス向上
および自殺予防に関する疫学研究

演者：山内 貴史
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日程表　第3日目　2022年3月23日㊌

第1会場 第2会場 第3会場 第4会場 ポスター
（オンデマンド）

ポスター 
供覧

9:00
9:00-9:50

一般演題（口演）10

高齢者保健、疫学とその応用等
座長：欅田 尚樹

9:00-9:50

一般演題（口演）13

免疫、遺伝子・エピジェネティクス
座長：高野 裕久9:30-11:30

シンポジウム4

環境化学物質の健康影響研究の 
知見と今後の展望

座長：伊藤 由起・池田 敦子

9:30-11:30

シンポジウム5

大気汚染物質と健康影響： 
成育や生活習慣病等への影響

座長：奥村 二郎・戸次 加奈江
10:00

10:00-10:40
一般演題（口演）11

予防医学と健康保持増進、 
地域保健等

座長：上村 浩一

10:00-10:40

一般演題（口演）14

生物学的モニタリング（1）
座長：原田 浩二

11:00
10:50-11:40

一般演題（口演）12

健康危機管理、医の倫理等
座長：甲田 勝康

10:50-11:30

一般演題（口演）15

生物学的モニタリング（2）
座長：上島 通浩

12:00
12:00-12:50

共催セミナー3

気候変動による 
健康への影響評価と適応

座長：中根 英昭
共催：（独）環境再生保全機構

13:00
13:00-13:50

特別講演

Ambient air pollution and health 
in China in the context of zero-net 

emission and accelerating aging
座長：島 正之

演者：Xinbiao Guo

13:00-15:00

シンポジウム6

脳波脳トレによる健康脳の 
維持・増進

座長：高田 宗樹

13:00-13:50

一般演題（口演）16

母子保健・小児保健（1）
座長：目澤 秀俊

13:00-13:50

一般演題（口演）19

感染症・感染症対策
座長：黒田 嘉紀

14:00
14:00-14:50

教育講演3

日本におけるマダニ刺症と 
マダニ媒介性感染症の現状

座長：島 正之
演者：夏秋 優

14:00-14:50

一般演題（口演）17

母子保健・小児保健（2）
座長：浜崎 景

14:00-14:50

一般演題（口演）20

新型コロナウイルス感染症（1）
座長：小林 宣道

15:00
15:00-16:00

社会医学系専門医協会 
指導医講習会

座長：小橋 元
演者：大久保 靖司

15:00-16:00

一般演題（口演）18

母子保健・小児保健（3）
座長：西條 泰明

15:00-15:50

一般演題（口演）21

新型コロナウイルス感染症（2）
座長：西浦 博

16:00

17:00

18:00
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学術総会プログラム

次期会長講演	 S67
3月22日㊋　12:45-13:25　第1会場

座長： 稲寺　秀邦（富山大学）

LPE-01 衛生学の伝統と挑戦
西脇　祐司 東邦大学医学部 社会医学講座 衛生学分野

衛生学会賞受賞講演	 S71
3月22日㊋　14:25-14:55　第1会場

座長： 黒田　嘉紀（宮崎大学）

JAL-01 森林環境（森林浴）の健康増進及び疾病予防効果に関する研究 －「森林医学」の確立－
李　　卿 日本医科大学付属病院 リハビリテーション科

奨励賞受賞講演	 S79
3月22日㊋　15:00-15:40　第1会場

座長： 吉田　貴彦（旭川医科大学）

YIA-01 CD34陽性細胞の動脈硬化及び高血圧への関与に関する疫学研究
清水　悠路 大阪がん循環器病予防センター 循環器病予防部門 

長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 総合診療学分野

YIA-02 地域・職域におけるメンタルヘルス向上および自殺予防に関する疫学研究
山内　貴史 東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座

教育講演1	 S85
3月22日㊋　16:00-17:00　第2会場

座長： 吉益　光一（神戸女学院大学）

EL1-01 災害とメンタルヘルス 〜現代におけるうつ病・不安症の理解と治療〜
中尾　智博 九州大学大学院医学研究院精神病態医学

教育講演2	 S87
3月22日㊋　17:05-18:05　第2会場

座長： 加藤　貴彦（熊本大学）

EL2-01 保健医療におけるALDH2多型rs671の重要性
松本　明子 佐賀大学医学部 社会医学講座 環境医学分野
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教育講演3	 S91
3月23日㊌　14:00-14:50　第1会場

座長： 島　正之（兵庫医科大学）

EL3-01 日本におけるマダニ刺症とマダニ媒介性感染症の現状
夏秋　　優 兵庫医科大学皮膚科学

特別講演	 S93
3月23日㊌　13:00-13:50　第1会場

座長： 島　正之（兵庫医科大学）

SL-01 Ambient air pollution and health in China in the context of zero-net emission and 
accelerating aging
Xinbiao Guo
Peking University School of Public Health 
Institute of Environmental Medicine, Peking University

メインシンポジウム	 S97
3月22日㊋　16:00-18:00　第1会場

「プラネタリーヘルス：人新世の健康・社会・環境」
座長： 渡辺　知保（長崎大学） 
　　　橋爪　真弘（東京大学）

MSY-01 Planetary Health: Addressing the biggest global health challenges of our times
Tony Capon Monash Sustainable Development Institute, Monash University, Australia

MSY-02 プラネタリーヘルスにかかわる取り組み：現状と課題
渡辺　知保 長崎大学熱帯医学・グローバルヘルス研究科

MSY-03 日本のヘルスケアサービスに関するカーボンフットプリント
南齋　規介 国立環境研究所 資源循環領域

MSY-04 グローバル・コモンズの責任ある管理と食料システム
石井菜穂子 東京大学理事、未来ビジョン研究センター教授、グローバル・コモンズ・センター ダイレクター

MSY-05 気候変動の健康影響と適応 －IPCC第6次評価報告書の概要
橋爪　真弘 東京大学大学院医学系研究科 国際保健政策学
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シンポジウム1	 S103
3月21日㊊・㊗　16:00-18:00　第1会場

「The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease prevention 
ポストコロナの健康管理・病気予防に対する森林医学の役割」

座長： 李　　卿（日本医科大学付属病院） 
　　　島　正之（兵庫医科大学）

SY1-01 The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease 
prevention in Japan
李　　卿 日本医科大学付属病院 リハビリテーション科

SY1-02 The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease 
prevention in China
Min Du
Executive Secretary General of the forest health research committee, the World Federation of Chinese Medicine 
Societies

SY1-03 The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease 
prevention in Korea
Won Sop Shin
Graduate Department of Forest Therapy, Chungbuk National University, Korea

SY1-04 The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease 
prevention in Canada
Bernadette Rey
Lecturer, guide in Forest Therapy, UQAM (Universite du Quebec a Montreal), Quebec, Canada,  
President of Canada chapter of INFOM

SY1-05 The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease 
prevention in Germany
Melanie H. Adamek
�Head of IM-WALD-SEIN® Institute for Forest Medicine and Forest Therapy based in Munich

SY1-06 The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease 
prevention in Italy
Francesco Riccardo Becheri
Pian dei Termini Forest Therapy Station, San Marcello Piteglio, Italy

SY1-07 The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease 
prevention in the UK
Gary Evans
The Forest Bathing Institute

SY1-08 The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease 
prevention in the world
李　　卿 日本医科大学付属病院 リハビリテーション科
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シンポジウム2	 S111
3月22日㊋　9:30-11:30　第1会場

「環境中における新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のリスクとその予防策」

座長： 東　　賢一（近畿大学） 
　　　塚原　照臣（信州大学）

SY2-01 スパコン「富岳」によるウイルス飛沫エアロゾル拡散シミュレーションと感染リスク評価
坪倉　　誠 理化学研究所計算科学研究センター、神戸大学大学院システム情報学研究科

SY2-02 感染確率を考慮したCOVID-19における換気対策の評価について
倉渕　　隆 東京理科大学工学部

SY2-03 COVID-19の二次感染やクラスターの分析と有効な感染予防策
水越　厚史 近畿大学医学部 環境医学・行動科学教室

SY2-04 COVID-19感染拡大リスク低減策になるか？家庭での抗原検査キット使用による感染者の行動
変容から考える
岩澤　聡子 防衛医科大学校医学教育部医学科 衛生学公衆衛生学講座

シンポジウム3	 S115
3月22日㊋　9:30-11:30　第2会場

「出生コホート連携」

座長： 佐田　文宏（中央大学）

SY3-01 国内出生コホート連携基盤の構築・維持・更新：日本の出生コホートの取り組み
佐田　文宏 中央大学 保健センター

SY3-02 統合メタ解析のプロセスについて －AMED Birthday研究班より－
森崎　菜穂 国立成育医療研究センター 社会医学研究部

SY3-03 ゲノムコホート研究におけるIPDメタ解析の取り組み
清水　厚志 岩手医科大学 医歯薬総合研究所 生体情報解析解析部門

SY3-04 成育母子コホートによる連携
堀川　玲子 国立成育医療研究センター 内分泌代謝科

SY3-05 浜松母と子の出生コホート研究（HBC Study）：出生コホート連携における役割
土屋　賢治 浜松医科大学 子どものこころの発達研究センター

SY3-06 BOSHI研究による連携
目時　弘仁 東北医科薬科大学医学部 衛生学・公衆衛生学教室 
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シンポジウム4	 S121
3月23日㊌　9:30-11:30　第1会場

「環境化学物質の健康影響研究の知見と今後の展望」

座長： 伊藤　由起（名古屋市立大学） 
　　　池田　敦子（北海道大学）

SY4-01 私たちの健康と環境：エコチル調査からわかってきたこと
岩井　美幸 国立環境研究所 エコチル調査コアセンター

SY4-02 出生コホートによる縦断的な研究成果とこれからの疫学調査 －北海道スタディ
宮下ちひろ 北海道大学 環境健康科学研究教育センター

SY4-03 環境化学物質の曝露の低減に向けて：食事調査から分かってきたこと
伊藤　由起 名古屋市立大学大学院医学研究科 環境労働衛生学

SY4-04 環境因子影響研究のために開発したオミックスやAIシステム
大迫誠一郎 東京大学大学院医学系研究科 疾患生命工学センター 健康環境医工学部門

シンポジウム5	 S125
3月23日㊌　9:30-11:30　第2会場

「大気汚染物質と健康影響：成育や生活習慣病等への影響」

座長： 奥村　二郎（近畿大学） 
　　　戸次加奈江（国立保健医療科学院）

SY5-01 大気汚染物質と妊婦・子どもの健康影響： 測定局データと産科合併症
道川　武紘 東邦大学医学部 社会医学講座 衛生学分野

SY5-02 大気汚染物質と妊婦・子どもの健康影響：黄砂と妊婦や子どものアレルギー症状
金谷久美子 京都大学大学院医学研究科

SY5-03 大気汚染物質が青年期の呼吸器系に及ぼす短期的影響：瀬戸内海の離島での調査
余田　佳子 兵庫医科大学 公衆衛生学講座

SY5-04 大気汚染物質と大気環境基準の設定；PM2.5やベンゼン等の設定の考え方
名越　　究 島根大学医学部 環境保健医学講座

SY5-05 エコチル調査における妊娠中の大気汚染物質曝露濃度推計
荒木　　真 大阪大学大学院工学研究科、国立環境研究所 エコチルコアセンター
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シンポジウム6	 S131
3月23日㊌　13:00-15:00　第2会場

「脳波脳トレによる健康脳の維持・増進」
座長： 高田　宗樹（福井大学学術研究院）

SY6-01 脳波BMIによる認知トレーニングシステムの開発とその「bスポーツ」への応用
長谷川良平 国立研究開発法人 産業技術総合研究所

SY6-02 映像視認方法の違いが脳活動性に及ぼす影響
杉浦　明弘 岐阜医療科学大学保健科学部 放射線技術学科

SY6-03 bスポーツの社会実装
平田　　仁 名古屋大学 予防早期医療創成センター

SY6-04 人間の動作計測・模倣やBMIによるロボット遠隔操作（テレオペレーション）に向けて
築地原里樹 福井大学

若手研究者の会企画1	 S137
3月21日㊊・㊗　12:00-14:40　第2会場

「衛生学の発展に向けた先制医療の可能性を考える」

座長： 鈴木　武博（国立環境研究所） 
　　　堀中　真野（京都府立医科大学）

YSCM-01 衛生学における先制医療
牟礼　佳苗 和歌山県立医科大学・医学部・公衆衛生学講座

YSCM-02 先制医療と一塩基多型（SNPs）：前向き出生コホート「北海道スタディ」の研究成果から
小林　澄貴 北海道大学 環境健康科学研究教育センター

YSCM-03 予防・先制医療に向けたデータ駆動型アプローチ
川上　英良 理化学研究所 先端データサイエンスプロジェクト、千葉大学大学院医学研究院人工知能（AI）医学

YSCM-04 研究の倫理と社会の連帯
井上　悠輔 東京大学医科学研究所・公共政策研究分野

YSCM-05 先制医療の普及における遺伝性腫瘍の体制整備について
小野　寿子 京都第二赤十字病院 腫瘍内科、京都府立医科大学大学院 創薬医学
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若手研究者の会企画2	 S143
3月21日㊊・㊗　14:50-15:50　第2会場

「若手研究者交流会、若手研究者の会定期会合」

座長： 小林　果（三重大学）

自由集会	 S145
3月21日㊊・㊗　16:00-18:00　第2会場

「開発途上国そして日本における感染症対策の問題点 ～新型コロナ対策の視点も含めて～」

座長： 小林　宣道（札幌医科大学）

SCM-01 サルモネラにみられる開発途上国と日本の感染症対策 －ラオスにおけるwith サルモネラとゼロ
コロナ－
翠川　　裕 三重大学医学系研究科

SCM-02 ラオス人民民主共和国のヒトフィラリア症について
中村　　哲 広島文化学園大学看護学部

SCM-03 激甚災害と動物媒介感染症
平林　公男 信州大学学術研究院理工学域

SCM-04 ミャンマー、バングラデシュにおける病原細菌の薬剤耐性 －現状と今後の課題
小林　宣道 札幌医科大学

市民公開講座	 S151
3月21日㊊・㊗　13:30-15:30　第1会場

「環境汚染を克服して未来志向の衛生学へ：阪神地区における環境と健康」

座長： 島　正之（兵庫医科大学） 
　　　山崎　新（国立環境研究所）

CL-01 大気汚染による健康影響の歴史と現状
島　　正之 兵庫医科大学公衆衛生学

CL-02 アスベスト飛散による健康被害
祖父江友孝 大阪大学大学院医学系研究科 環境医学

CL-03 阪神淡路大震災における環境問題への対応
真継　　博 元環境庁（現環境省）大気規制課、NPO法人 低炭素未来都市づくりフォーラム

CL-04 尼崎市におけるアスベスト対策について
稲村　和美 尼崎市長

CL-05 次世代の健やかな環境をめざして（エコチル調査）
山崎　　新 国立環境研究所
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社会医学系専門医協会指導医講習会	 S157
3月23日㊌　15:00-16:00　第1会場

座長： 小橋　元（獨協医科大学）

FRM-01 社会医学系専門医制度 指導医講習会
大久保靖司 社会医学系専門医協会、東京大学環境安全本部

共催セミナー1	 S159
3月21日㊊・㊗　12:00-12:50　第1会場

「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）のあゆみと今後の展望」

座長： 島　正之（兵庫医科大学）

LS1-01 子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）の概要
山崎　　新 国立環境研究所

LS1-02 エコチル調査の軌跡 ～初心にかえって次期10年に向けて～
蓮沼　英樹 兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター

LS1-03 兵庫ユニットセンターにおける取り組み
島　　正之 兵庫医科大学公衆衛生学、エコチル調査兵庫ユニットセンター

共催： エコチル調査兵庫ユニットセンター

共催セミナー2	 S163
3月22日㊋　11:50-12:40　第1会場

座長： 高田　雄史（一般財団法人 電気安全環境研究所 電磁界情報センター）

LS2-01 電磁過敏症って本当にあるの？－WHOの見解を紹介します－
大久保千代次 一般財団法人 電気安全環境研究所 電磁界情報センター

共催： 一般財団法人 電気安全環境研究所 電磁界情報センター

共催セミナー3	 S165
3月23日㊌　12:00-12:50　第1会場

「気候変動による健康への影響評価と適応（環境研究総合推進費 研究成果発表）」

座長： 中根　英昭（独立行政法人 環境再生保全機構 プログラムオフィサー）

LS3-01 気候変動による健康影響予測と適応 －デング熱、熱中症、新型コロナウイルス感染症－
西浦　　博 京都大学大学院医学研究科

LS3-02 高齢化社会における暑熱環境の変化が熱中症に与える影響評価
北詰　恵一 関西大学環境都市工学部

共催： 独立行政法人 環境再生保全機構
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一般演題（口演発表）

3月22日㊋　第3会場

9:00-9:50　一般演題（口演）1　大気、水、物理因子および放射線と健康・疾病（1） S170

座長： 加藤　昌志（名古屋大学）

O01-01 中国新郷における環境保護対策の実施と多環芳香族炭化水素（PAHs）とニトロ多環芳香族炭化水素
（NPAHs）の影響
張　　　昊 金沢大学大学院医薬保健学総合研究科

O01-02 ロシアウラジオストクにおける大気中多環芳香族炭化水素及びニトロ多環芳香族炭化水素の経年
変動と健康リスク
王　　エン 金沢大学医薬保健学総合研究科 創薬科学専攻

O01-03 大気汚染による住民肺機能への影響評価：中国の深刻な大気汚染都市でのパイロット調査
張　　セン 金沢大院医薬保

O01-04 黄砂飛来時に輪島で観測された多環芳香族炭化水素類の濃度と組成変化
白　ポウ楚 金沢大学医薬保健学総合研究科

O01-05 バングラデシュにおける皮なめし工場由来のフェノール化合物による水質汚染を浄化するシステ
ムの開発
カーニアサリ フィトリ　　　　　名古屋大学大学院医学系研究科 環境労働衛生学

10:00-10:40　一般演題（口演）2　大気、水、物理因子および放射線と健康・疾病（2） S171

座長： 道川　武紘（東邦大学）

O02-01 アレルギー性鼻炎患者における鼻腔中鉛レベルと症状との関連性
香川　　匠 名古屋大学大学院医学系研究科 環境労働衛生学、 

名古屋大学情報・生命医科学コンボリューション on グローカルアライアンス卓越大学院

O02-02 モルモットの特異的気道抵抗における亜硝酸の最小毒性濃度
大山　正幸 大阪健康安全基盤研究所

O02-03 室内亜硝酸や屋外二酸化窒素と喘息発作に関する疫学的試行調査
大山　正幸 大阪健康安全基盤研究所

O02-04 入浴中の傷病発症による救急搬送
梅村　朋弘 愛知医科大学医学部 衛生学講座

10:50-11:40　一般演題（口演）3　産業保健・労働衛生 S172

座長： 諏訪園　靖（千葉大学）

O03-01 化学防護服材料における化学物質透過性能についての検討
宮内　博幸 産業医科大学

O03-02 サージカルマスク着用方法によるマスク内への飛沫侵入率の違い
大西　一成 聖路加国際大学大学院公衆衛生学研究科 環境保健学分野
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O03-03 ウイルス感染の複数の発生に関連したコンゴの医療従事者の労働安全と基準の遵守（エボラ出血
熱、チクングニア熱、コレラ、SARS-CoV-2）
Nlandu R. Ngatu
Department of Public Health, Kagawa University Faculty of Medicine, Japan

O03-04 男性従業員の健診者における冠動脈疾患と企業規模、産業分類との関連
山田　正明 富山大学医学部 疫学健康政策学

O03-05 多職種連携とリーダーシップ機能との関連性
藤谷　克己 文京学院大学保健医療技術学部

3月22日㊋　第4会場

9:00-9:50　一般演題（口演）4　金属の生態影響、動態等（1） S173

座長： 松岡　雅人（東京女子医科大学）

O04-01 ラオス北部住民の酸化ストレスと微量元素曝露および食生活との関連
水野　佑紀 東京大学大学院医学系研究科

O04-02 産後3-5ヶ月の母乳中総水銀に関する基礎的な検討
龍田　　希 東北大学大学院医学系研究科 発達環境医学分野

O04-03 母乳のラット仔組織水銀濃度への寄与：出生時の母仔交叉哺育研究
坂本　峰至 環境省 国立水俣病総合研究センター

O04-04 妊娠期のメチル水銀摂取が仔神経幹細胞の増殖能に及ぼす影響
若杉　拓哉 藤田医科大学大学院保健学研究科

O04-05 ヒ素による血圧上昇におけるレニン ‐ アンギオテンシン系の役割の解明
ラハマン エムディー シブルール　　　　　　　　　　　自治医科大学、ノアカリ科学技術大学

10:00-10:40　一般演題（口演）5　金属の生態影響、動態等（2） S174

座長： 西村　泰光（川崎医科大学）

O05-01 ヒト肝細胞株Huh7において無機ヒ素曝露は細胞老化およびSASP因子の亢進を誘導する
岡村　和幸 国立研究開発法人 国立環境研究所 環境リスク・健康研究領域

O05-02 銀ナノ粒子による神経芽腫の小胞体ストレス/オートファジーのクロストークと細胞死
宮山　貴光 東京女子医科大学医学部 衛生学公衆衛生学（環境・産業医学分野）

O05-03 酸化亜鉛ナノ粒子曝露によるヒト皮膚角化細胞の細胞老化に伴うIL-8誘導
与五沢真吾 東京慈恵会医科大学医学部 環境保健医学講座

O05-04 亜鉛欠乏が胸腺萎縮と脂肪変性を引き起こしT細胞成熟過程に影響を与える機序
木戸　尊將 東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座
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10:50-11:40　若手優秀演題選考会

座長： 辻　真弓（産業医科大学）

O01-05 バングラデシュにおける皮なめし工場由来のフェノール化合物による水質汚染を浄化するシステ
ムの開発
カーニアサリ フィトリ　　　　　名古屋大学大学院医学系研究科 環境労働衛生学

O05-04 亜鉛欠乏が胸腺萎縮と脂肪変性を引き起こしT細胞成熟過程に影響を与える機序
木戸　尊將 東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座

O09-03 杜仲葉配糖体アスペルロシドによる抗肥満作用および代謝制御機構の解明
中村　杏菜 東京慈恵会医科大学医学部医学科 環境保健医学講座、慶應義塾大学 SFC研究所 ヘルスサイエンスラボ

O10-01 地域在住高齢者における転倒と口腔機能、認知機能の関係 ～いきいき百歳体操参加者の調査か
ら～
林　　知里 兵庫県立大学地域ケア開発研究所 地域ケア実践研究部門

O19-05 気候変動下でのデング感染症の国内発生リスク評価
林　　克磨 京都大学

3月22日㊋　第2会場

15:00-15:50　一般演題（口演）6　化学物質の生態影響、動態等 S175

座長： 中山　祥嗣（国立環境研究所）

O06-01 日用品中のフタル酸エステル、ビスフェノール等の含有量調査
原田　浩二 京都大学医学研究科 環境衛生学分野

O06-02 PFOS異性体がGC-MSおよびLC-MS/MSによる血中濃度分析に与える影響
Soleman Sani Rachman　　　　　　京都大学医学研究科 環境衛生学、インドネシア・イスラム大学医学部

O06-03 1，2－ジクロロプロパンの毒性におけるNrf2の役割の検討
木村　優介 東京理科大学薬学部 環境労働衛生学

O06-04 甲状腺ホルモン受容体の作用におけるエクオールの影響
藤原　悠基 群馬大学大学院医学系研究科 応用生理学分野

O06-05 粒子含有消費者製品がアトピー性皮膚炎に及ぼす影響とその局在
本田　晶子 京都大学大学院 地球環境学堂、京都大学大学院工学研究科
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3月22日㊋　第3会場

15:00-15:50　一般演題（口演）7　ストレス、行動科学、難病・特定疾患等（1） S177

座長： 村田真理子（三重大学）

O07-01 Ret機能障害マウスを用いた小脳失調症の解析
童　　科銘 名古屋大学・院・医・環境労働衛生学

O07-02 脂肪酸代謝異常症におけるストレス脆弱性の解析
牛飼　美晴 鹿児島大学大学院医歯学総合研究科 衛生学・健康増進医学分野

O07-03 頻回の新規環境負荷に対するマウスの応答性について
冨宿小百合 鹿児島大学大学院医歯学総合研究科 衛生学・健康増進医学

O07-04 ヒトのライフスタイルを考慮した運動パターンがマウスの生体に及ぼす影響
竹下　温子 静岡大学教育学部

O07-05 THAラットの学習行動を制御する代謝物の同定と役割の解明
遠藤　　整 東海大学医学部 衛生学公衆衛生学 分子環境予防医学センター

16:00-16:50　一般演題（口演）8　ストレス、行動科学、難病・特定疾患等（2） S178

座長： 佐伯　圭吾（奈良県立医科大学）

O08-01 健康無関心層の行動変容過程：質的研究による検討
島崎　崇史 東京慈恵会医科大学医学部 環境保健医学講座

O08-02 更年期女性のヘルスリテラシー，健康の社会的決定要因と更年期症状，生活習慣病，抑うつとの
関連
竹中加奈枝 関西医科大学大学院看護学研究科 博士後期課程

O08-03 森林嗅覚成分ヒノキ精油の吸入による職場のストレス管理対策に関する研究
李　　　卿 日本医科大学、介護老人保健施設三郷ケアセンター

O08-04 神経線維腫症Ⅰ型患者の症候別ステージが社会的非活動性に与える影響の検討
藤田　悠希 東京慈恵会医科大学医学部 医学科

O08-05 臨床調査個人票から見た神経線維腫症2型患者の社会的自立状況の追跡調査（第2報）
大越　裕人 東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座

3月22日㊋　第4会場

15:00-15:50　一般演題（口演）9　生活習慣病 S179

座長： 須賀　万智（東京慈恵会医科大学）

O09-01 尿中L型脂肪酸結合蛋白（L-FABP）と循環器疾患危険因子との関連：篠山研究
久保田芳美 兵庫医科大学環境予防医学



S30

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

O09-02 下肢末梢動脈疾患における飲酒習慣とHDLコレステロールおよびD-ダイマーの関連性
外田　洋孝 恩賜財団済生会 山形済生病院 心臓血管外科

O09-03 杜仲葉配糖体アスペルロシドによる抗肥満作用および代謝制御機構の解明
中村　杏菜 東京慈恵会医科大学医学部医学科 環境保健医学講座、慶應義塾大学 SFC研究所 ヘルスサイエンスラボ

O09-04 高脂肪食負荷ラットにおける肝オルガノイドの作製
榊原　知秀 藤田医科大学大学院保健学研究科

O09-05 大腸がん幹細胞のメタボローム解析による肝転移機構の解明
宮崎　利明 埼玉医科大学医学部 社会医学

3月23日㊌　第3会場

9:00-9:50　一般演題（口演）10　高齢者保健、疫学とその応用等 S180

座長： 欅田　尚樹（産業医科大学）

O10-01 地域在住高齢者における転倒と口腔機能、認知機能の関係 ～いきいき百歳体操参加者の調査か
ら～
林　　知里 兵庫県立大学地域ケア開発研究所 地域ケア実践研究部門

O10-02 地域在住高齢男性における骨格筋量と認知機能との関連：FORMEN Studyの横断的検討
中間千香子 関西医科大学 衛生・公衆衛生学講座

O10-03 「太極拳ゆったり体操」の中長期的な効果検証 ～喜多方市のデータの生存分析による検討～
森山　信彰 福島県立医科大学医学部 公衆衛生学講座

O10-04 日本における血管性及び詳細不明の認知症による死亡の変動
板東　正記 香川大学医学部 衛生学、専門学校健祥会学園

O10-05 長期的な高齢者の熱中症発症リスクに関する予測モデル化の模索
藤本万理恵 京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻

10:00-10:40　一般演題（口演）11　予防医学と健康保持増進、地域保健等 S182

座長： 上村　浩一（兵庫県立大学）

O11-01 女子大学生のエネルギー摂取量が栄養素摂取状況に及ぼす影響の検討
篠原　厚子 清泉女子大学・人文科学研究所、順天堂大学・医・衛生学・公衆衛生学

O11-02 女性における喫煙と血中脂質関連指数との関係
千村　百合 兵庫医科大学環境予防医学、聖路加国際病院附属クリニック 予防医療センター

O11-03 たばこ製品喫煙者の有害化学物質の曝露量評価の検討
稲葉　洋平 国立保健医療科学院

O11-04 妊婦と共に受けるパートナーの禁煙支援の効果 －禁煙への行動変容と親性の関連検討－
林　　資子 関西医科大学大学院看護学研究科 博士前期課程
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10:50-11:40　一般演題（口演）12　健康危機管理、医の倫理等 S183

座長： 甲田　勝康（関西医科大学）

O12-01 放射線健康不安について幼稚園教諭が相談対応する時の自信を高めるプログラムの効果
陸　　智美 福島県立医科大学医学部 公衆衛生学講座

O12-02 福島第一原子力発電所事故から10年目における川内村住民の遺伝的影響に関する放射線リスク
認知とメンタルヘルス
劉　　夢潔 長崎大学災害・被ばく医療科学共同専攻

O12-03 福島第一原子力発電所事故後に再稼働した原子力発電所周辺地域に居住する保護者の原子力災害
や放射線被ばくに関連するリスク認知
松永妃都美 長崎大学 原爆後障害医療研究所 国際保健医療福祉学研究分野

O12-04 人の利己性と環境問題
加藤　貴彦 熊本大学大学院生命科学研究部 公衆衛生学講座

O12-05 「大連衛生研究所＝関東軍防疫給水部大連支部」が国立公文書館公文書で明らかとなる
西山　勝夫 滋賀医科大学

3月23日㊌　第4会場

9:00-9:50　一般演題（口演）13　免疫、遺伝子・エピジェネティクス S184

座長： 高野　裕久（京都大学）

O13-01 マクロファージのNO産生におけるO-結合型N-アセチルグルコサミン転移酵素の生理的役割
白土　　健 杏林大学医学部 衛生学公衆衛生学

O13-02 アミロイドβ凝集阻害剤Myricetinによる酸化的DNA損傷機構
平生祐一郎 三重県立看護大学看護学部 在宅・公衆衛生看護学、三重大学大学院医学系研究科 環境分子医学

O13-03 Effect of RNF213 suppression on endoplasmic reticulum stress.
Sharif Ahmed 三重大学大学院医学系研究科 環境分子医学

O13-04 大腸菌ゲノム資源を用いた機能ゲノミクススクリーニングによるがん治療標的の探索
加藤　洋人 東京大学大学院医学系研究科 衛生学

O13-05 SARS-CoV-2の5’UTRに依存した翻訳活性制御解明研究
伊藤　達男 川崎医科大学医学部 衛生学

10:00-10:40　一般演題（口演）14　生物学的モニタリング（1） S185

座長： 原田　浩二（京都大学）

O14-01 技術・環境・妊孕力に関する学際研究（IITEF）プロジェクト
小西　祥子 東京大学
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O14-02 精子ミトコンドリアDNAコピー数と精液所見の関連：IITEFプロジェクト
増田　桃佳 東京大学

O14-03 喫煙習慣およびカドミウム曝露と精子ミトコンドリアDNAコピー数の関連：IITEFプロジェクト
Cindy Rahman Aisyah　　　　　東京大学

O14-04 フタル酸エステル類曝露と精液所見および精子ミトコンドリアDNAコピー数との関連：IITEFプ
ロジェクト
水野　佑紀 東京大学

10:50-11:30　一般演題（口演）15　生物学的モニタリング（2） S186

座長： 上島　通浩（名古屋市立大学）

O15-01 日本人女性のビスフェノール類の曝露の経年的推移の解析とリスク評価
呂　　兆卿 京都大学医学研究科 環境衛生学

O15-02 日本の女子大生における食事性炎症指数とテロメア長の関連
増田　桃佳 東京大学

O15-03 乳歯切片中の元素分布に影響を及ぼす要因の探索
久田　　文 千葉大学 予防医学センター

O15-04 フリッカー値の時系列データの分散のZungのうつ的傾向自己評価尺度による評価
原田　暢善 千葉大学 フロンティア医工学センター

3月23日㊌　第3会場

13:00-13:50　一般演題（口演）16　母子保健・小児保健（1） S187

座長： 目澤　秀俊（国立成育医療研究センター）

O16-01 ボディーイメージ及び健康への無関心と妊婦の体重増加及び出生児のSGA（small-for-
gestational-age）との関連：子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）
Naw Awn J-P Department of Environmental Medicine, Kochi Medical School, Kochi University

O16-02 妊娠中のn-3系多価不飽和脂肪酸摂取量と出産後の不適切養育行動の関係：エコチル調査
松村　健太 富山大学学術研究部医学系 公衆衛生学講座、富山大学 エコチル調査富山ユニットセンター

O16-03 出産前後の心理的ストレスと妊娠時の気持ち及び産後の対児愛着の関連：エコチル調査
德田　成美 兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター、兵庫医科大学公衆衛生学

O16-04 子どもの出生月と粗大運動発達の関連について
安光 ラヴェル香保子　　　　 Gillberg Neuropsychiatry Centre, Sahlgrenska Academy, University of Gothenburg, 

Gothenburg, Sweden、高知大学医学部 環境医学教室

O16-05 乳児期に施行した全身麻酔下での外科手術と1歳時点の発達との関連：エコチル調査
小林　喜子 兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター、兵庫医科大学麻酔科学・疼痛制御科学
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14:00-14:50　一般演題（口演）17　母子保健・小児保健（2） S188

座長： 浜崎　景（群馬大学）

O17-01 周産期メンタルヘルスの状況：精神科疾患、新生児体重、向精神薬の影響への注目
田中　有咲 昭和大学横浜市北部病院 メンタルケアセンター、昭和大学医学部 精神医学講座

O17-02 1歳6か月児健診総合判定通過児における2年後の支援を要する判定への変化の寄与要因
西出りつ子 三重大学大学院医学系研究科 看護学専攻 広域看護学領域

O17-03 児童用AQ（Autism-Spectrum Quotient）による分類とGazefinderの視線の関連
加藤沙耶香 名古屋市立大学大学院医学研究科 環境労働衛生学

O17-04 小児の携帯情報端末の使用開始年齢と問題行動の程度との関連 ―北海道スタディ
宮下ちひろ 北海道大学 環境健康科学研究教育センター

O17-05 子どものスクリーンタイムおよび問題行動との関連：北海道スタディ
田村菜穂美 北海道大学 環境健康科学研究教育センター

15:00-16:00　一般演題（口演）18　母子保健・小児保健（3） S190

座長： 西條　泰明（旭川医科大学）

O18-01 日本人妊婦におけるガラケーとスマートフォンの過剰使用に関する比較検討
盧　　　渓 熊本大学大学院生命科学研究部 公衆衛生学講座

O18-02 青森県黒石市小学生児童における歯列状態と生活習慣・態癖の関連性
佐藤　啓志 ライオン株式会社 研究開発本部 口腔健康科学研究所

O18-03 学童児の自閉スペクトラム症傾向と感覚特性の関係
伊藤　由起 名古屋市立大学大学院医学研究科 環境労働衛生学分野

O18-04 学童期の日常生活習慣と体格・血清脂質との関連
槙野　裕也 兵庫医科大学公衆衛生学

O18-05 学童期のアレルギー素因と症状との関連
小嶋　和絵 兵庫医科大学公衆衛生学

O18-06 幼少期におけるダニアレルゲンとエンドトキシンへの曝露が喘息及び喘鳴の発症に及ぼす影響
蓮沼　英樹 兵庫医科大学公衆衛生学、兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター

3月23日㊌　第4会場

13:00-13:50　一般演題（口演）19　感染症・感染症対策 S191

座長： 黒田　嘉紀（宮崎大学）

O19-01 大阪府内における性感染症の現状分析（当院現状との比較）
永井　孝尚 TAKA LADIES CLINIC
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O19-02 インフルエンザワクチン接種による細胞性免疫の測定と比較
大谷　成人 兵庫医科大学医学部 公衆衛生学

O19-03 母体血と臍帯血のペア検体におけるRSウイルスに対する中和抗体価とエピトープ特異抗体
増山　　郁 福島県立医科大学医学部 小児科学講座、公益財団法人星総合病院 小児科

O19-04 パンデミック後の日本における水痘の疫学動態：新型コロナウイルス感染症の公衆衛生対策の影
響の検討
鈴木　絢子 京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻

O19-05 気候変動下でのデング感染症の国内発生リスク評価
林　　克磨 京都大学

14:00-14:50　一般演題（口演）20　新型コロナウイルス感染症（1） S192

座長： 小林　宣道（札幌医科大学）

O20-01 日本国内におけるアクティビティごとの新型コロナウイルス集団感染リスクの定量的評価
植田　　陽 京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 環境衛生学教室

O20-02 ヒト移動の勧奨による新型コロナウイルス感染症流行の空間的拡大に関する検討
安齋　麻美 京都大学大学院医学研究科

O20-03 サーベイランスデータを活用した新型コロナウイルス感染症の予防接種効果の推定
西浦　　博 京都大学大学院医学研究科

O20-04 COVID-19の予防接種により直接回避された感染者数および死亡者数の推定
茅野　大志 京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻

O20-05 新型コロナウイルス感染症のワクチン接種のリアルタイムモニタリング
笹波　美咲 京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻

15:00-15:50　一般演題（口演）21　新型コロナウイルス感染症（2） S194

座長： 西浦　博（京都大学）

O21-01 COVID-19後遺症の実態調査
阿部　夏音 広島大学大学院医系科学研究科 疫学・疾病制御学

O21-02 新型コロナウイルス感染症流行下における首都圏就労者の体重、身体活動、自覚症状の変化
須賀　万智 東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座

O21-03 新型コロナワクチンに対する医療科学部の大学生への半構造化面接調査結果
吉田　佳督 修文大学医療科学部

O21-04 高齢者の通いの場への参加とパンデミック下の感染予防/健康行動：JAGES2019-2020縦断研究
木村美也子 聖マリアンナ医科大学

O21-05 幼い子をもつ母親のCOVID-19流行前/流行期のストレス対処力SOCと感染予防行動及びコー
ピング
木村美也子 聖マリアンナ医科大学
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一般演題（ポスター発表）	 ＊：若手優秀発表賞

一般演題（ポスター発表）1　大気、水、物理因子および放射線と健康・疾病 S198

P-001 東京都区部におけるPM2.5質量及び成分濃度の比較
道川　武紘 東邦大学医学部 社会医学講座 衛生学分野

P-002 大気中粒子状物質のイオン成分が学生の肺機能に及ぼす短期的影響
小林　　悟 兵庫医科大学公衆衛生学

P-003 日本国内のハウスダストに含有されるフタル酸エステル類と代替物資の分布状況
稲葉　洋平 国立保健医療科学院

P-004 国際宇宙ステーションの船内環境曝露（模擬）が循環調節に与える影響
小川洋二郎 日本大学医学部 社会医学系衛生学分野

P-005 学童期における携帯電話等の電磁波曝露の実態調査 ―北海道スタディ
山崎　圭子 北海道大学 環境健康科学研究教育センター

P-006 電磁波の健康影響のリスク認知に関するアンケート調査
宮城　浩明 筑波大学大学院人間総合科学学術院 人間総合科学研究群

P-007 発達期に大気汚染物質を曝露されたラットの不安様行動における神経伝達物質と神経栄養因子の
役割
ウィンシュイ ティンティン　　　　　　　　国立環境研究所 環境リスク・健康領域

P-008 ディーゼル排気粒子のヒト肺線維芽細胞遊走に及ぼす影響
李　　英姫 日本医科大学衛生学公衆衛生学

一般演題（ポスター発表）2　金属の生態影響、動態等 S200

P-009 ゼブラフィッシュを用いた微量鉛曝露による胚発生影響の解析
蒋池　勇太 東京女子医科大学 衛生学公衆衛生学講座 環境・産業医学分野

P-010 インジウム・スズ酸化物ナノ粒子の皮下および気管内投与による生体影響の比較
田中　昭代 九州大学大学院医学研究院

P-011 酸化インジウム点鼻投与によるインジウム肺モデルマウスの作成
山﨑　慶子 高知大学医学部 環境医学教室

P-012 低濃度鉛曝露による離乳後の仔ラットの注意力低下と海馬中D,L-セリンへの影響
大森　由紀 北里大学医学部 衛生学、順天堂大学大学院疫学・環境医学

P-013 カドミウム曝露細胞から分泌された微小小胞による骨系細胞への影響の検討
宮崎　　航 弘前大学大学院保健学研究科 生体検査科学領域

P-014 自家産米摂取によりカドミウム経口曝露を受けた農業従事者の11年間の追跡調査
堀口　兵剛 北里大学
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一般演題（ポスター発表）3　化学物質の生態影響、動態等（外因性内分泌かく乱物質、農薬） S201

P-015 中国北京市の小学校における教室内外のPM2.5中多環芳香族炭化水素類の汚染調査
張　　露露 金沢大学 環日本海域環境研究センター

P-016 ベトナムの最も汚染された地域に居住する男性における周産期ダイオキシン暴露の脳領域体積へ
の影響
Vu Thi Hoa 金沢医科大学公衆衛生学

P-017 ベトナムの高濃度汚染地域における周産期ダイオキシン暴露とADHD傾向との関連性 －5歳と8
歳時点での比較－
西条　旨子 金沢医科大学公衆衛生学

P-018 思春期のパーソナルケア製品の使用状況：北海道スタディ
増田　秀幸 北海道大学 健康科学研究教育センター

P-019 尿中有機リン系殺虫剤代謝物濃度と便中短鎖脂肪酸濃度の関係
林　　舞衣 名古屋大学医学部 保健学科 検査技術科学専攻

P-020 乳幼児用玩具を介したフタル酸エステル類の曝露評価に関する研究
戸次加奈江 国立保健医療科学院・生活環境研究部

P-021 有機フッ素化合物と白血球DNAメチル化レベルの関連：主成分回帰分析
伊藤　弘明 順天堂大学医学部 衛生学・公衆衛生学講座（衛生学）、 

国立がん研究センター がん対策研究所 疫学研究部

P-022 3T3-L1脂肪細胞のキャラクターはヘキサクロロシクロヘキサンにより変化する
小笠原準悦 旭川医科大学医学部 社会医学講座

P-023 メチル水銀およびポリ塩化ビフェニルの妊娠期低用量複合曝露による仔への影響
柳澤　利枝 国立環境研究所

一般演題（ポスター発表）4　化学物質の生態影響、動態等（有機溶剤、ケイ素・アスベスト、その他） S203

P-024 フラーレン（C60）ナノ粒子の変異原性評価
関　　良子 東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座

P-025 主成分分析による悪性中皮腫のニボルマブ治療効果に関わる免疫動態の評価⇔
西村　泰光 川崎医科大学衛生学

P-026 行動学試験によるメスラットの中枢神経系への飲み水を介したフッ化物の影響評価
鈴木　聡子 防衛医科大学校 衛生学公衆衛生学講座

P-027 経口摂取されたマイクロプラスチックから溶出する化学物質と生体影響の検討
苣田　慎一 杏林大学医学部 衛生学公衆衛生学教室

一般演題（ポスター発表）5　生物学的モニタリング・バイオマーカー S204

P-028 アルツハイマー病患者尿中代謝産物の網羅的解析
渡邊　裕美 新潟大学大学院医歯学総合研究科 社会・環境医学
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P-029 頸動脈狭窄症の血液バイオマーカーの探索
北村　祐貴 金城学院大学薬学部

P-030 IQOSエアロゾルばく露は肺組織及び肺胞マクロファージに酸化ストレスを発生させる
澤　麻理恵 明治薬科大学

P-031 マウスを用いたヒト殺菌剤の網羅的曝露評価方法確立の試み
和佐田ひと実 名古屋市立大学大学院医学研究科 環境労働衛生学分野

P-032 幼児の使用済みオムツからの抽出尿を用いたフタル酸エステル類の曝露評価
ナヤン チャンドラ モハント　　　　　　　　名古屋市立大学大学院医学研究科 環境労働衛生学分野

P-033 尿中忌避剤および代謝物同時測定法の妥当性評価とその応用
西原　奈波 名古屋大学大学院医学系研究科 総合保健学専攻

P-034 学童のプラスチック添加剤への曝露実態：北海道スタディ
池田　敦子 北海道大学大学院保健科学研究院、北海道大学 環境健康科学研究教育センター

一般演題（ポスター発表）6　予防医学と健康保持増進 S206

P-035 COVID-19パンデミック時の急性アルコール中毒よる救急搬送の変化
南　まりな 高知大学医学部 環境医学教室

P-036 地域中高年者におけるβ3アドレナリン受容体遺伝子多型と生活習慣の体格に及ぼす影響
原　　章規 金沢大学医薬保健研究域医学系 衛生学・公衆衛生学

P-037 成人女性におけるイソフラボンEquol代謝腸内細菌タイプと尿中亜鉛濃度の関連
藤谷　倫子 京都大学大学院医学研究科 環境衛生学分野

P-038 レスベラトロールによる血小板内Ca2+流入および血小板凝集抑制
江川　可純 兵庫医科大学 環境予防医学講座

P-039 運動は肥満によるブラウンアディポカインの発現異常を減弱する
櫻井　拓也 杏林大学医学部 衛生学公衆衛生学

P-040 アロマ芳香浴が女子大学生アスリートの睡眠に与える影響
高橋　珠実 東洋大学

P-041 高校生における共食と精神的健康との関連
黒岩　美紅 神戸女子大学大学院・家政・衛生学

P-042 高血圧ラットの血圧に対する海藻摂取の影響と人工消化処理をした飼料粘度との関連
丸山　紗季 神戸女子大学・院・家政・衛生学

P-043 異なる量の昆布添加食の摂取が腎血管性高血圧モデルラットの血圧に及ぼす影響
瀬川悠紀子 神戸女子大学・家政・衛生学

P-044 妊娠中の環境化学物質曝露と胎児発育：遺伝環境交互作用の疫学研究（文献レビュー）
小林　澄貴 北海道大学 環境健康科学研究教育センター

＊
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一般演題（ポスター発表）7　母子保健・小児保健 S209

P-045 妊婦の口腔内細菌叢と出生体重
池上　昭彦 自治医科大学

P-046 母親の妊娠中の受動喫煙と低出生体重との関連
辻　　桜弓 大阪大学医学部

P-047 母親の妊娠中の受動喫煙とsmall for gestational ageとの関連
森脇なつみ 大阪大学医学部

P-048 帝王切開と3歳児の機能性便秘との関連：エコチル調査より
稲寺　秀邦 富山大学学術研究部 医学系公衆衛生学、富山大学 エコチル調査富山ユニットセンター

P-049 富山県の父親の乳児期の育児行動の傾向について ―全国との比較：エコチル調査より
土田　暁子 富山大学学術研究部 医学系公衆衛生学、富山大学 エコチル調査富山ユニットセンター

P-050 エコチル調査学童期検査（小学2年生）受検と質問票提出状況
北瀬　晶子 富山大学 エコチル調査富山ユニットセンター

P-051 妊娠中の母体の体重増加と児の精神神経発達との関係：エコチル調査より
元木　倫子 信州大学医学部 小児環境保健疫学研究センター

P-052 ビタミンDとアトピー性皮膚炎 ―エコチル調査よりー
羊　　利敏 国立成育医療研究センターエコチル調査研究部（エコチル調査メディカルサポートセンター）

P-053 妊婦における社会的孤立と不眠との関連：三世代コホート調査
村上　慶子 東北大学 東北メディカル・メガバンク機構、東北大学大学院医学系研究科、

P-054 自己記入式質問紙による産後うつハイリスク群の抽出の有用性と心理社会的背景の特徴
間宮　　祥 昭和大学横浜市北部病院 メンタルケアンセンター、昭和大学医学部 精神医学講座

P-055 スマートフォンのアプリケーションによる産後うつ病予防プログラム
西岡　笑子 防衛医科大学校医学教育部 看護学科 母性看護学講座

P-056 妊娠期から出産後5か月の母親のうつリテラシーと産後うつ情報源に関する縦断研究
今野　友美 防衛医科大学校医学教育部 看護学科 地域看護学講座

P-057 幼児と高校生の嫌いな食品の色に関するクラスター解析
大瀬良知子 東洋大学・食環境科学、神戸女子大学・衛生

P-058 中学生の骨密度の検討 ―A県の3地域の比較から―
谷川　涼子 青森県立保健大学

一般演題（ポスター発表）8　疫学とその応用 S212

P-059 東京都における社会環境要因とインフルエンザ報告数との関連
武田　悠希 東邦大学医学部 社会医学講座 衛生学分野

＊
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P-060 全国労災病院病職歴データベースにおける職業性身体活動 －心血管疾患編
古屋　佑子 東海大学・医学部・基盤診療学系・衛生学公衆衛生学

P-061 全国労災病院病職歴データベースにおける職業性身体活動 －がん編
深井　航太 東海大学・医学部・基盤診療学系・衛生学公衆衛生学

一般演題（ポスター発表）9　医療経済、社会保障・福祉および医の倫理 S213

P-062 EQ-5D-5Lによる肺・食道癌放射線治療後の晩期有害事象のQOL値
澤田　拓哉 筑波大学医学医療系 放射線腫瘍学

P-063 NDBから早産・低出生体重児の初回入院費の探索的検討
目澤　秀俊 国立成育医療研究センター

一般演題（ポスター発表）10　 地域保健・地域医療・学校保健（当該領域の健康増進・体力・運動、 
健康教育・喫煙問題含む） S213

P-064 市区町村の子宮頸がん検診の受診勧奨の実施状況と受診率の関連
飯島佐知子 順天堂大学大学院医療看護学研究科

P-065 北海道内の市町村国保加入者の特定健診受診率に寄与する要因の検討
山﨑尚二郎 北海道大学大学院保健科学研究院

P-066 地域在住高齢者におけるオーラルディアドコキネシスと歩行速度との関連
瀧口　知彌 金沢医科大学医学部 公衆衛生学

P-067 域在住高齢者における咀嚼回数及び摂食利用食品摂取量と栄養素摂取量の関連
橋本　弘子 大阪成蹊短期大学・栄養学科、神戸女子大学・院・家政・衛生学

P-068 出身地、入学試験、奨学金と地方勤務の関連：旭川医科大学卒業生質問紙調査
西條　泰明 旭川医科大学 社会医学講座 公衆衛生学・疫学分野

P-069 医学生が普段用いている避妊方法と大学での性教育の関連について
二武　有紀 兵庫医科大学医学部 公衆衛生教室

P-070 大学生の体力・運動能力の推移について（平成元年度〜平成31年度まで）
黒川　修行 宮城教育大学

P-071 女子大学生アスリートの睡眠と心理状態および疲労との関連
高橋　珠実 東洋大学

P-072 高校生アスリートの食事の好き嫌いと食行動の関連
伊藤　央奈 郡山女子大学

P-073 高校生のインターネット依存と身体活動および運動の心理学的指標との関連
衞藤　佑喜 兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科

P-074 ウェラブルセンサーを用いた小児の睡眠時間と生活習慣との関連
神田かなえ 香川大学医学部 公衆衛生学
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P-075 地方と都市における小学生の生活習慣と食事調査による比較
古川　照美 青森県立保健大学

P-076 小学生における食事速度が身体に及ぼす影響の検討
清水　　亮 青森県立保健大学

一般演題（ポスター発表）11　産業保健・労働衛生 S217

P-077 Self-Endangering Work Behavior（SEWB）評価尺度日本語版の妥当性と信頼性
横山　和仁 国際医療福祉大学大学院・公衆衛生学専攻、順天堂大学医学部 衛生学講座

P-078 医療従事者の夜間勤務における血漿中微量ミネラルと疲労指標との関連
亀尾　聡美 甲子園大学栄養学部 栄養学科、群馬大学大学院・医学系研究科・公衆衛生学

P-079 外国人介護職の雇用に関する質的研究：高齢者介護施設における定着にむけた取り組み
富永　真己 摂南大学看護学部

P-080 高齢がん患者の治療とその家族の介護・就労に関する実態
仁科　聖子 防衛医科大学校医学教育部 看護学科

一般演題（ポスター発表）12　高齢者保健・福祉 S218

P-081 乳製品の定期提供が日常生活および身体/認知機能に与える影響
門倉　悠真 NPO法人かえるハーモニー、東京大学大学院総合文化研究科

P-082 介護保険の居宅療養管理指導における歯科と栄養の連携状況にみられる課題
岡本　　希 兵庫教育大学人間発達教育専攻

P-083 転倒不安をもつ高齢者に関与する因子の検討
西山　　緑 宇都宮大学地域デザイン科学部

P-084 ニューラルネットワークによる後期高齢者の低栄養に影響する要因の検討
小林　和成 岐阜大学大学院医学系研究科 看護学専攻

P-085 中山間地域に在住する高齢者の就労状況とソーシャル・キャピタルの関係
小林　和成 岐阜大学大学院医学系研究科 看護学専攻

P-086 高齢者における避難指示の入手方法と避難意向との関連
小泉　沙織 埼玉医科大学医学部 社会医学

一般演題（ポスター発表）13　生活習慣病（悪性新生物） S219

P-087 Setanaxibは肝臓がんの低酸素領域を標的とした抗がん候補化合物として有用である
大和田　賢 東海大学医学部 衛生学公衆衛生学

P-088 グリチルリチンによる発がん抑制に伴うマウス脾臓の免疫細胞への影響
王　　桂鳳 三重大学・院・医・環境分子医学、鈴鹿医療科学大学・保健衛生・鍼灸

P-089 上咽頭癌細胞のオートファジー及びアポトーシス関連分子発現に対するタウリンの影響
岡野　元彦 三重大学大学院医学系研究科 環境分子医学、三重大学大学院医学系研究科 血液・腫瘍内科学

＊
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一般演題（ポスター発表）14　生活習慣病（循環器疾患・糖尿病・肝疾患・その他） S220

P-090 高齢男性におけるCD34陽性細胞数と身長低下の関係
清水　悠路 長崎大学大学院、大阪がん循環器病予防センター

P-091 慢性血液透析患者における連続した座位行動と健康関連QOLとの関係
浪尾　敬一 香川大学医学部 衛生学、九州医療スポーツ専門学校

P-092 糖尿病患者における動脈硬化性疾患のリスクと尿中プテリジンの関連性
丸茂　幹雄 兵庫医科大学 環境予防医学講座

P-093 昆布摂取は糞便移植による血圧上昇を抑制する
春井　彩花 神戸女子大学・院・家政・衛生学

P-094 授乳期母ラットの緑茶抽出物摂取が雄性仔ラットの肝臓に対する長期的な保護効果
山﨑尚二郎 北海道大学大学院保健科学研究院

P-095 プロテオーム解析を用いた降圧剤による肝炎・肝線維化抑制因子の探索
内藤　久雄 金城学院大学生活環境学部

P-096 miR-140-3pによる骨代謝への影響
勝山　博信 川崎医科大学公衆衛生学

一般演題（ポスター発表）15　遺伝子・エピジェネティクス S222

P-097 妊娠期無機ヒ素曝露によって孫世代の精子に伝達される遺伝子領域のDNAメチル化変化
鈴木　武博 国立環境研究所

P-098 GDF10はTGF-β/Smad/NF-κB経路を介して上咽頭癌の進展を抑制する
Guofei Feng 三重大・院・医・環境分子医学、三重大・院・医・耳鼻咽喉・頭頸部外科学

P-099 小児四肢疼痛発作症モデルマウスの減圧に対する疼痛行動解析
奥田　裕子 京都大学大学院医学研究科 疼痛疾患創薬科学

一般演題（ポスター発表）16　免疫 S222

P-100 SARS-CoV-2 Sタンパク質によるマクロファージのIL-6/1β発現誘導に対するEASの阻害機序
白土　　健 杏林大学医学部 衛生学公衆衛生学

P-101 鼻腔への鉛曝露は鼻アレルギー症状を増悪する
デルガマ ニシャディ　　　　名古屋大学大学院医学系研究科 環境労働衛生学

P-102 女子駅伝選手における20km走によるエネルギー消耗の違いが免疫機能に及ぼす影響について
梅田　　孝 名城大学

P-103 女子バレーボール選手における練習時のエネルギー消耗が免疫機能に及ぼす影響について
小椋　圭祐 名城大学

P-104 女子器械体操選手における運動前のE2値の違いが免疫機能に及ぼす影響について
澤　菜々実 名城大学

＊

＊
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一般演題（ポスター発表）17　感染症・感染症対策 S224

P-105 人囮法によるヒトスジシマカ雌成虫の捕獲数を予測するモデルの開発
渡邉　　悟 名古屋大学大学院医学系研究科 総合保健学専攻、株式会社ツムラ ツムラ先端技術研究所

P-106 北海道のウェルシュ菌臨床分離株における各種毒素遺伝子の保有状況と分子疫学的特徴
小林　宣道 札幌医科大学医学部

P-107 ミャンマーにて分離されたST9-MRSAの全ゲノム解析
漆原　範子 札幌医科大学医学部

P-108 本邦での複発性・多発性帯状疱疹の文献的考察
奥田　浩人 千春会病院

一般演題（ポスター発表）18　新型コロナウイルス感染症 S225

P-109 COVID-19対策下における日本の心疾患による超過死亡
髙橋美保子 埼玉医科大学医学部 社会医学

P-110 通いの場への参加とCOVID-19流行期の高齢者のwell-beingの関連：JAGES2019-2020縦断
調査による検証
木村美也子 聖マリアンナ医科大学

P-111 コロナ禍における衛生学実習
田中　里枝 産業医科大学医学部 衛生学

P-112 非接触型、顔認証型体表面温度および腋窩体温の関係
坂﨑　貴彦 福井工業大学スポーツ健康科学部

一般演題（ポスター発表）19　国際保健 S226

P-113 バングラデシュにおける干ばつの死因への影響
Intekhab Alam 鳥取大学医学部 健康政策医学

P-114 ラオスにおける高齢者の生活習慣病の現状について
翠川　　薫 鈴鹿大学、三重大学

P-115 COVID-19流行開始下のフィリピン・レイテ島の飲料水の衛生状況
中村　　哲 広島文化学園大学
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Program

Lecture by the President-Elect	 S67

March 22 (Tuesday)   12:45-13:25   venue 1

Chairperson: Hidekuni Inadera

	 LPE-01 	  Traditions and Challenges in Environmental Health and Preventive Medicine
Yuji Nishiwaki

JSH Award Lecture	 S71

March 22 (Tuesday)   14:25-14:55   venue 1

Chairperson: Yoshiki Kuroda

	 JAL-01 	  Research on health promotion and disease prevention effect of forest environment (Shinrin-yoku/Forest 
Bathing/) - the Establishment of "Forest Medicine"-
Qing Li

Young Investigators Award Lecture	 S79

March 22 (Tuesday)   15:00-15:40   venue 1

Chairperson: Takahiko Yoshida

	 YIA-01 	  Influence of circulating CD34-positive cell on hypertension and atherosclerosis: Epidemiological study 
Yuji Shimizu

	 YIA-02 	  Epidemiological study on mental health and suicide prevention in the general and workers population
Takashi Yamauchi

Educational Lecture 1	 S85

March 22 (Tuesday)   16:00-17:00   venue 2

Chairperson: Kouichi Yoshimasu

	 EL1-01 	  Disasters and mental health; Current understanding and treatment of Depression and Anxiety disorders
Tomohiro Nakao

Educational Lecture 2	 S87

March 22 (Tuesday)   17:05-18:05   venue 2

Chairperson: Takahiko Katoh

	 EL2-01 	  Importance of ALDH2 polymorphism rs671 in public health and medicine
Akiko Matsumoto
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Educational Lecture 3	 S91

March 23 (Wednesday)   14:00-14:50   venue 1

Chairperson: Masayuki Shima

	 EL3-01 	  Current state of tick bites and tick-born infectious diseases in Japan
Masaru Natsuaki

Special Lecture	 S93

March 23 (Wednesday)   13:00-13:50   venue 1

Chairperson: Masayuki Shima

	 SL-01 	  Ambient air pollution and health in China in the context of zero-net emission and accelerating aging
Xinbiao Guo

Main Symposium	 S97

March 22 (Tuesday)   16:00-18:00   venue 1

Planetary health: environment, society and human health in the Anthropocene
Chairperson: Chiho Watanabe / Masahiro Hashizume

	   MSY-01 	  Planetary Health: Addressing the biggest global health challenges of our times
Tony Capon

	 MSY-02 	  Current status and challenges for Planetary Health research and activities
Chiho Watanabe

	 MSY-03 	  Carbon footprint for health care services in Japan
Keisuke Nansai

	 MSY-04 	  Global Commons Stewardship and Food System Transformation
 Naoko Ishii

   	MSY-05 	  Climate change and health: impacts and adaptation from the IPCC 6th Assessment Report 
Masahiro Hashizume

Symposium 1	 S103

March 21 (Monday)   16:00-18:00   venue 1

The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease prevention
Chairperson: Qing Li / Masayuki Shima

	 SY1-01 	  The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease prevention in Japan
Qing Li
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	 SY1-02 	  The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease prevention in China
Min Du

	 SY1-03 	  The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease prevention in Korea
Won Sop Shin

	 SY1-04 	  The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease prevention in Canada
Bernadette Rey

	 SY1-05 	  The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease prevention in Germany
Melanie H. Adamek

	 SY1-06 	  The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease prevention in Italy
Francesco Riccardo Becheri

	 SY1-07 	  The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease prevention in the UK
Gary Evans

	 SY1-08 	  The role of forest medicine in post-COVID-19 health management and disease prevention in the world
Qing Li

Symposium 2	 S111

March 22 (Tuesday)   9:30-11:30   venue 1

Assessing the risk of COVID-19 from exposure to SARS-CoV-2 and the practical infection control in occupational and 
general environment

Chairperson: Kenichi Azuma / Teruomi Tsukahara

	 SY2-01 	  Viral droplet/aerosol dispersion simulation on the supercomputer “Fugaku” and infection risk assessment
Makoto Tsubokura

	 SY2-02 	  Evaluation of ventilation measures against COVID-19 considering infection probability
Takashi Kurabuchi

	 SY2-03 	  Analysis of the secondary infection and cluster of COVID-19 and the practical infection control
Atsushi Mizukoshi

	 SY2-04 	  Is it a risk reduction measure for the spread of COVID-19 infection?Thinking from the behavior change of 
infected people by using the antigen test kit at home.
Satoko Iwasawa

Symposium 3	 S115

March 22 (Tuesday)   9:30-11:30   venue 2

Birth cohort collaboration
Chairperson: Fumihiro Sata

	 SY3-01 	  Building, Maintaining, and Updating the Infrastructure for Domestic Birth Cohort Collaboration: Efforts for 
Birth Cohorts in Japan
Fumihiro Sata
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	 SY3-02 	  Creating an infrastructure for Meta-Analysis across Birth Cohorts in Japan
Naho Morisaki

	 SY3-03 	  IPD analysis in genomic cohort studies
Atsushi Shimizu

	 SY3-04 	  Seiiku-Boshi cohort in collaboration with multiple birth cohort study in Japan
Reiko Horikawa

	 SY3-05 	  Hamamatsu Birth Cohort for Mothers and Children (HBC Study): the role in the birth cohort collaborative 
consortium
Kenji J Tsuchiya

	 SY3-06 	  The BOSHI Study
Hirohito Metoki

Symposium 4	 S121

March 23 (Wednesday)   9:30-11:30   venue 1

Environmental chemical exposure and health effects: current findings and future perspectives
Chairperson: Yuki Ito / Atsuko Ikeda

	 SY4-01 	  Our health and environment: A review of Japan Environment and Children's Study
Miyuki Iwai-Shimada

	 SY4-02 	  Longitudinal epidemiological findings of health effect and ongoing challenges in the Hokkaido Study on 
Environment and Children's Health
Chihiro Miyashita

	 SY4-03 	  Toward reducing exposure to environmental chemicals: findings from our dietary surveys
Yuki Ito

	 SY4-04 	  Trials of developing AI system/OMCS to predict onset of effects caused by environmental factors
Seiichiroh Ohsako

Symposium 5	 S125

March 23 (Wednesday)   9:30-11:30   venue 2

Air pollutants and health effects: Impact on child health and lifestyle-related diseases
Chairperson: Jiro Okumura / Kanae Bekki

	 SY5-01 	  Maternal exposure to air pollutants and obstetric complications
Takehiro Michikawa

	 SY5-02 	  Exposure to Asian dust and allergic symptoms on pregnant mothers and infants
Kumiko Kanatani T

	 SY5-03 	  Short-term effects of air pollutants on pulmonary function among healthy students
Yoshiko Yoda
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	 SY5-04 	  Formulation of air quality standards (benzene, fine particulate matter (PM 2.5), etc.)
Kiwamu Nagoshi

	 SY5-05 	  Estimating maternal exposures of ambient key air pollutants for the Japan Environment and Children’s 
Study (JECS)
Shin Araki

Symposium 6	 S131

March 23 (Wednesday)   13:00-15:00   venue 2

Health Promotion by Brain Training Using Electroencephalography and Intelligent Systems
Chairperson: Hiroki Takada

	 SY6-01 	  Development of a cognitive training system based on an EEG-BMI and its application to "bSports"
Ryohei, P. Hasegawa

	 SY6-02 	  Effect of difference in way of viewing movies on brain activation
Akihiro Sugiura

	 SY6-03 	  Social implementation of b-sports
Hitoshi Hirata

	 SY6-04 	  Towards Teleoperation of Robots based on Human Motion Measurement and Imitation and Brain-Machine 
Interface
Satoki Tsuichihara

Young Researchers Association Workshop 1	 S137

March 21 (Monday)   12:00-14:40   venue 2 

Potential for preemptive medicine for the development of hygiene
Chairperson: Takehiro Suzuki / Mano Horinaka 

	 YSCM-01 	  Preemptive medicine in hygiene and environmental medicine
Kanae Mure

	 YSCM-02 	  Preemptive medicine and single nucleotide polymorphisms (SNPs): the Hokkaido study on environment 
and children’s health
Sumitaka Kobayashi

	 YSCM-03 	  Development of data-driven approaches to preventive and pre-emptive medicine
Eiryo Kawakami

	 YSCM-04 	  Ethics in health research and solidarity
Yusuke Inoue

	 YSCM-05 	  Development of management systems for hereditary cancers with the spread of precision medicine
Hisako Ono
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Young Researchers Association Workshop 2	 S143

March 21 (Monday)   14:50-15:50   venue 2

Young Researchers Exchange Program and Annual Meeting of Young Researchers Association
Chairperson: Hatasu Kobayashi

Free-Style Session	 S145

March 21 (Monday)   16:00-18:00   venue 2

Issues in infection control in developing countries and Japan - including viewpoints from preventive measures  
against COVID-19

Chairperson: Nobumichi Kobayashi

	 SCM-01 	  Developing countries and Japan for Salmonella infection -With Salmonella and Zero COVID 19 in Lao PDR -
Yutaka Morikawa

	 SCM-02 	  Human filariasis in Lao People's Democratic Republic
Satoshi Nakamura

	 SCM-03 	  Serious Disaster and Vector-bone Disease
Kimio Hirabayashi

	 SCM-04 	  Antimicrobial resistance of pathogenic bacteria in Myanmar and Bangladesh: present status and future 
issues
Nobumichi Kobayashi

Public Open Seminar	 S151

March 21 (Monday)   13:30-15:30   venue 1

Toward Future-Oriented Hygiene Overcoming Environmental Pollution: Environment and Health in Hanshin Region in 
Japan

Chairperson: Masayuki Shima / Shin Yamazaki

	 CL-01 	  A historical review and current status on health effects of air pollution
Masayuki Shima

	 CL-02 	  Asbestos scattering and health damage
Tomotaka Sobue

	 CL-03 	  Activities for environmental issues in the Hanshin-Awaji Earthquake
 Hiroshi Matsugi

	 CL-04 	  Measures against asbestos in Amagasaki city
 Kazumi Inamura

	 CL-05 	  Aiming for a healthy society for the next generation (Japan Environment and Children’s Study)
Shin Yamazaki
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Seminar for Board Certified Supervisory Physician for Public Health and Social Medicine	 S157

March 23 (Wednesday)   15:00-16:00   venue 1

Chairperson: Gen Kohashi

	 FRM-01 	  Seminar for Board Certified Supervisory Physician for Public Health and Social Medicine
Yasushi Okubo

Sponsored Seminar 1	 S159

March 21 (Monday)   12:00-12:50   venue 1

Progress and Perspectives of the  Japan Environment and Children’s Study (JECS)
Chairperson: Masayuki Shima

	 LS1-01 	  Overview of the Japan Environment and Children’s Study
Shin Yamazaki

	 LS1-02 	  The road to the launch of the Japan Environment and Children’s Study (JECS)
Hideki Hasunuma

	 LS1-03 	  Efforts in Hyogo Regional Center for JECS
Masayuki Shima

Co-Sponsor: Hyogo Regional Center for the Japan Environment and Children's Study

Sponsored Seminar 2	 S163

March 22 (Tuesday)   11:50-12:40   venue 1

Chairperson: Yuji Takada

	 LS2-01 	  Does electromagnetic field exposure cause electromagnetic hypersensitivity (EHS)? WHO's view.
Chiyoji Ohkubo

Co-Sponsor: Japan EMF Information Center

Sponsored Seminar 3	 S165

March 23 (Wednesday)   12:00-12:50   venue 1

Climate Change Health Impact Assessment and Adaptation
Chairperson: Hideaki Nakane

	 LS3-01 	  Prediction and adaptation of health effects due to climate change - Dengue fever, heat stroke, new 
coronavirus infection 
Hiroshi Nishiura

	 LS3-02 	  Evaluation of impact assessment in the hot environment on heat stroke in an aging society
Keiichi Kitazume

Co-Sponsor: Environmental Restoration and Conservation Agency (ERCA)
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Oral Session

March 22 (Tuesday)   venue 3

9:00-9:50     Oral 1  Air, Water, Physical Factors, and Radiation on Health and Illness 1	 S170

Chairperson: Masashi Kato

	 O01-01 	  Influence of Implementing the Environmental Governance Policies on Polycyclic Aromatic Hydrocarbons 
(PAHs) and Nitro-PAHs (NPAHs) in Xinxiang, China.
Hao Zhang

	 O01-02 	  Yearly variation and health risk of polycyclic aromatic hydrocarbons and nitro-polycyclic aromatic 
hydrocarbons in Vladivostok, Russia.
Yan Wang

	 O01-03 	  Air pollution exposure and lung function among residents: a pilot survey in heavy-polluted cities of China
Xuan Zhang

	 O01-04 	  Variations in concentration and composition of polycyclic aromatic hydrocarbons observed in Wajima 
during the Asian dust events
Pengchu Bai

	 O01-05 	  Development of remediation system for tannery-related water pollution by phenolic compounds in 
Bangladesh
Fitri Kurniasari

10:00-10:40     Oral 2  Air, Water, Physical Factors, and Radiation on Health and Illness 2	 S171

Chairperson: Takehiro Michikawa

	 O02-01 	  Relationship between Intranasal Lead levels and Allergic Symptoms in Patients with Allergic Rhinitis
Takumi Kagawa

	 O02-02 	  Lowest observed adverse effect level of nitrous acid in guinea pig specific airway resistance
Masayuki Ohyama

	 O02-03 	  Association between indoor nitrous acid, outdoor nitrogen dioxide, and asthma attacks: results of a pilot 
study
Masayuki Ohyama

	 O02-04 	  Emergency Transport Because Of Illness During Bathing Process In Japan
Tomohiro Umemura

10:50-11:40     Oral 3  Industrial and Occupational Health	 S172

Chairperson: Yasushi Suwazono

	 O03-01 	  A study on the chemical substance permeation performance in chemical protective clothing materials
Hiroyuki Miyauchi

	 O03-02 	  Differences in the rate of droplet penetration into the surgical masks according to the method of wearing.
Kazunari Onishi
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	 O03-03 	  Work Safety and Adherence to Standards Precautions among Congolese Nurses in Context of Multiple 
Infectious Disease Outbreaks (Ebola, Chikungunya, Cholera, SARS-CoV-2) 
Ngatu Nlandu

	 O03-04 	  Association between coronary diseases and company size and occupational category from corporate 
health check-up of male workers 
Masaaki Yamada

	 O03-05 	  Relationship between interprofessional collaboration and leadership function
Katsumi Fujitani

March 22 (Tuesday)   venue 4

9:00-9:50     Oral 4  Ecological Effects and Dynamics of Metals 1	 S173

Chairperson: Masato Matsuoka

	 O04-01 	  Oxidative stress in associations with trace element exposure and diet in rural residents of Northern Laos
Yuki Mizuno

	 O04-02 	  Basic consideration on total mercury in breast milk at 3-5 months after birth
Nozomi Tatsuta

	 O04-03 	  Breast milk contribution to tissue mercury levels in rat pups: cross-fostering study at birth
Mineshi Sakamoto

	 O04-04 	  The Effect of maternal methylmercury on the proliferation of neural stem cells in rat offspring
Takuya Wakasugi

	 O04-05 	  Arsenic increased blood pressure in mice via enhancement of angiotensin II and inhibition of ACE2
MD Shiblur Rahaman

10:00-10:40     Oral 5  Ecological Effects and Dynamics of Metals 2	 S174

Chairperson: Yasumitsu Nishimura

	 O05-01 	  Arsenite exposure induces premature senescence and following SASP induction in human hepatoma cell 
line Huh7
Kazuyuki Okamura

	 O05-02 	  Involvement of endoplasmic reticulum stress/autophagy crosstalk mechanism and cell death in 
neuroblastoma SH-SY5Y following exposure to silver nanoparticles
Takamitsu Miyayama

	 O05-03 	  Promoting effect of zinc oxide nano-particles on induction of IL-8 release from human keratinocyte HaCaT 
cells.
Shingo Yogosawa

	 O05-04 	  Effect of T cell maturation process associated with thymic atrophy / fatty degeneration in zinc-deficient rats
Takamasa Kido
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10:50-11:40     Session for the Best Presentation by Young Investigators    

Chairperson: Mayumi Tsuji

	 O01-05 	  Development of remediation system for tannery-related water pollution by phenolic compounds in 
Bangladesh
Fitri Kurniasari

	 O05-04 	  Effect of T cell maturation process associated with thymic atrophy / fatty degeneration in zinc-deficient rats
Takamasa Kido

	 O09-03 	  Asperuloside regulates metabolic signaling via changing gut microbiota composition
Anna Nakamura

	 O10-01 	  Associations between oral, cognitive function and falls who participate in community-based physical 
exercise groups
Chisato Hayashi

	 O19-05 	  Assessing the risk of a domestic outbreak of dengue infection under climate change
Katsuma Hayashi

March 22 (Tuesday)   venue 2

15:00-15:50     Oral 6  Ecological Effects and Dynamics of Chemical Substances	 S175

Chairperson: Shoji Nakayama

	 O06-01 	  Analysis of phthalate esters, bisphenols, etc. in consumer products
Kouji Harada

	 O06-02 	  Influence of Perfluorooctane Sulfonate Isomers on Blood Analysis by GC-MS and LC-MS/MS
Sani Soleman

	 O06-03 	  Investigation of role of Nrf2 in protective mechanism against toxicity of 1,2-dicholoropropane
Yusuke Kimura

	 O06-04 	  Effect of equol on thyroid hormone receptor action
Yuki Fujiwara

	 O06-05 	  Effects of particle-containing personal care product on atopic dermatitis and the localization
Akiko Honda

March 22 (Tuesday)   venue 3

15:00-15:50     Oral 7  Stress, Behavioral Science, and Intractable Diseases 1	 S177

Chairperson: Mariko Murata

	 O07-01 	  Analysis of cerebellar ataxia in c-Ret mutant mice
Keming Tong

	 O07-02 	  Analysis of stress vulnerability in fatty acid metabolism disorders
Miharu Ushikai
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	 O07-03 	  Response of mice to a repeated novel environment exposure
Sayuri Fushuku

	 O07-04 	  Effects of exercise patterns considering human lifestyle on mice
Haruko Takeshita

	 O07-05 	  Identification and elucidation of the role of metabolites on the learning behavior in THA rats
Hitoshi Endo

16:00-16:50     Oral 8  Stress, Behavioral Science, and Intractable Diseases 2	 S178

Chairperson: Keigo Saeki

	 O08-01 	  Behavior change process of people who have little interest in their health: A qualitative study
Takashi Shimazaki

	 O08-02 	  Investigation of Relationships among Health Literacy, Social Determinants of Health, Menopausal 
Symptoms, Lifestyle-related Diseases, and Depression in Menopausal Women
Kanae Takenaka

	 O08-03 	  Research on workplace stress management measures by inhalation of forest odor component hinoki 
essential oil
Qing Li

	 O08-04 	  Social Inactivity and Symptom Severity in Patients with Neurofibromatosis Type 1
Fujita Yuki

	 O08-05 	  Social independence in Neurofibromatosis type 2 patients in Japan: follow-up survey of national registry of 
patients receiving financial aid for treatment
Hiroto Okoshi

March 22 (Tuesday)   venue 4

15:00-15:50     Oral 9  Lifestyle-Related Diseases	 S179

Chairperson: Machi Suka

	 O09-01 	  Relationship of urinary liver-type fatty acid-binding protein with cardiovascular risk factors in the Japanese 
population without chronic kidney disease: Sasayama study
Yoshimi Kubota

	 O09-02 	  Associations of habitual alcohol drinking with HDL cholesterol and d-dimer in patients with peripheral 
arterial disease
Yoko Sotoda

	 O09-03 	  Asperuloside regulates metabolic signaling via changing gut microbiota composition
Anna Nakamura

	 O09-04 	  Establishment of Liver Organoids Culture Method in High Fat Diet-Fed Rats
Tomohide Sakakibara

	 O09-05 	  Elucidation of liver metastasis mechanism by metabolome analysis of colorectal cancer stem cells
Toshiaki Miyazaki
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March 23 (Wednesday)   venue 3

9:00-9:50     Oral 10  Elderly Health and Epidemiology	 S180

Chairperson: Naoki Kunugita

	 O10-01 	  Associations between oral, cognitive function and falls who participate in community-based physical 
exercise groups
Chisato Hayashi

	 O10-02 	  Relation between Skeletal Muscle Mass and Cognitive Function in Community-Dwelling Elderly Men: Cross-
sectional analyses of Fujiwara-kyo Osteoporosis Risk in Men (FORMEN) Study
Chikako Nakama

	 O10-03 	  Effect of "Tai Chi Exercise" on longevity: Survival analysis in Kitakata City, Fukushima Prefecture
Nobuaki Moriyama

	 O10-04 	  Variations in Deaths due to Vascular and Unspecified Dementia in Japan
Masaki Bando

	 O10-05 	  Modelling the long-term risk of heat stroke among elderly people
Marie Fujimoto

10:00-10:40     Oral 11  Preventive Medicine, Health Promotion, and Community Health	 S182

Chairperson: Hirokazu Uemura

	 O11-01 	  Effects of intake energy on nutrition intake status of female university students
Atsuko Shinohara

	 O11-02 	  Associations between smoking and blood lipids-related indices in women 
Yuri Chimura

	 O11-03 	  Study on the assessment of exposure of tobacco product smokers to harmful chemical compounds
Yohei Inaba

	 O11-04 	  Effectiveness of partner support for smoking cessation received with pregnant women - A study of the 
relationship between behavioral change toward smoking cessation and parenthood-
Yoshiko Hayashi

10:50-11:40     Oral 12  Health Crisis Management and Medical Ethics	 S183

Chairperson: Katsuyasu Kouda

	 O12-01 	  Effectiveness of an intervention program to enhance “self-confidence in dealing with health-related anxiety 
about radiation” for nursery teacher
Tomomi Kuga

	 O12-02 	  Risk perception of genetic effects and mental health among residents of Kawauchi village, 10 years after the 
Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant accident
Mengjie Liu
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	 O12-03 	  Risk perception regarding a nuclear accident and common factors related to health among guardians living 
residing near a restarted nuclear power plant in Japan after the Fukushima accident
Hitomi Matsunaga

	 O12-04 	  Human selfishness and environmental problem
Takahiko Katoh

	 O12-05 	  Dairen Institute of Hygiene = Dairen Branch, Kanto Army Epidemic Prevention and Water Purification was 
disclosed through the National Archives of Japan
Katsuo Nishiyama

March 23 (Wednesday)   venue 4

9:00-9:50     Oral 13  Immunology, Genetics and Epigenetics	 S184

Chairperson: Hirohisa Takano

	 O13-01 	  Physiological role of O-linked N-acetylglucosamine transferase in macrophage nitric oxide production
Ken Shirato

	 O13-02 	  Oxidative DNA Damage Mechanism by Myricetin an Amyloid β Aggregation Inhibitor
Yuichiro Hirao

	 O13-03 	  Effect of RNF213 suppression on endoplasmic reticulum stress
Sharif Ahmed

	 O13-04 	  Functional genomics screening using bacterial ORF library to discover novel metabolic Achilles’s heels in 
human cancers
Hiroto Katoh

	 O13-05 	  5'UTR-dependent regulation of translational activity of SARS-CoV-2
Tatsuo Ito

10:00-10:40     Oral 14  Biological Monitoring 1	 S185

Chairperson: Koji Harada

	 O14-01 	  The Interdisciplinary Investigation on the Technology, the Environment, and Fertility (IITEF) Project
Shoko Konishi

	 O14-02 	  Association of Sperm Mitochondrial DNA Copy Number with Semen Quality: The IITEF Project
Momoka Masuda

	 O14-03 	  Relationship between smoking status, cadmium exposure, and sperm mitochondrial DNA copy number: The 
IITEF project
Cindy Rahman Aisyah

	 O14-04 	  Associations of phthalate ester exposure with semen parameters and sperm mitochondrial DNA copy 
number: The IITEF project
Yuki Mizuno
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10:50-11:30     Oral 15  Biological Monitoring 2	 S186

Chairperson: Michihiro Kamijima

	 O15-01 	  Exposure to bisphenols in Japanese females from 1993 to 2016: Temporal trends and associated health risks
Zhaoqing Lyu

	 O15-02 	  Dietary Inflammatory Index and Telomere Length in Japanese Female University Students
Momoka Masuda

	 O15-03 	  The factors affecting the elemental distribution in deciduous teeth
Aya Hisada

	 O15-04 	  Evaluation of the Variance of Time-series data of Flicker Fusion Threshold by Zung Self-Rating Depression 
Scale
Nobuyoshi Harada

March 23 (Wednesday)   venue 3

13:00-13:50     Oral 16  Maternal and Child Health 1	 S187

Chairperson: Hidetoshi Mezawa

	 O16-01 	  Lack of concern about body image and health during pregnancy linked to excessive gestational weight gain 
and small-for-gestational-age deliveries: JECS study
Naw Awn J-P

	 O16-02 	  Association between n-3 PUFAs intake during pregnancy and risk of infant maltreatment: the Japan 
Environment and Children's study
Kenta Matsumura

	 O16-03 	  Feelings about pregnancy and mother-infant bonding as predictors of persistent psychological distress in 
the perinatal period: The Japan Environment and Children’s Study
Narumi Tokuda

	 O16-04 	  Birth month and infant gross motor development: Results from the Japan Environment and Children’s Study 
(JECS)
Kahoko Yasumitsu-Lovell 

	 O16-05 	  Association between surgical procedures under general anesthesia in infancy and developmental 
outcomes at 1 year: The Japan Environment and Children’s Study
Yoshiko Kobayashi

14:00-14:50     Oral 17  Maternal and Child Health 2	 S188

Chairperson: Kei Hamazaki

	 O17-01 	  Perinatal mental health support during pregnancy : Focus on  psychiatric disorders, newborn weight and 
psychotropic drug.
Arisa Tanaka
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	 O17-02 	  Contributing factors to change comprehensive judgment from 18-month-olds to 3-year-olds health 
checkups
Ritsuko Nishide

	 O17-03 	  Relationship between classification by Autism-Spectrum Quotient (AQ) for children and gaze measured by 
Gazefinder
Sayaka Kato

	 O17-04 	  Association between starting age of contacting mobile device and grade of behavioral problems among 
children in the Hokkaido Study on Environment and Children's Health
Chihiro Miyashita

	 O17-05 	  Association between Children’s Screen Time and their Behavioral Problems in Hokkaido Study on 
Environmental and Children’s Health
Naomi Tamura

15:00-16:00     Oral 18  Maternal and Child Health 3	 S190

Chairperson: Yasuaki Saijo

	 O18-01 	  Comparative study on overuse of feature phone and smart phone in Japanese pregnant women
Xi Lu

	 O18-02 	  The relationship between malocclusion and habits in elementary school children in Kuroishi city, Aomori 
prefecture.
Keishi Sato

	 O18-03 	  Relationship between sensory profile and autism-spectrum quotient in schoolchildren
Yuki Ito

	 O18-04 	  Association of lifestyle with physical constitution and serum lipids among school children
Yuya Makino

	 O18-05 	  Association between allergic disposition and their symptoms among school children
Kazue Ojima

	 O18-06 	  Effects of early-life exposure to dust mite allergen and endotoxin on the development of asthma and 
wheezing: the Japan Environment and Children’s Study
Hideki Hasunuma

March 23 (Wednesday)   venue 4

13:00-13:50     Oral 19  Infectious Diseases and Control Measures	 S191

Chairperson: Yoshiki Kuroda

	 O19-01 	  Analysis of the current situation of sexually transmitted diseases in Osaka Prefecture (comparison with the 
current situation at our hospital)
Takahisa Nagai

	 O19-02 	  Measurement and comparison of influenza vaccine-induced cell-mediated immunity.
Naruhito Otani
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	 O19-03 	  Neutralizing and Epitope-specific Antibodies against respiratory syncytial virus in Maternal and Cord Blood 
Paired Samples
Fumi Mashiyama

	 O19-04 	  Post-pandemic epidemiology of varicella in Japan: The impact of public health and social measures on 
varicella dynamics
Ayako Suzuki

	 O19-05 	  Assessing the risk of a domestic outbreak of dengue infection under climate change
Katsuma Hayashi

14:00-14:50     Oral 20  COVID-19 1	 S192

Chairperson: Nobumichi Kobayashi

	 O20-01 	  Quantitative risk assessment of activity-dependent clustering of COVID-19
Minami Ueda

	 O20-02 	  The impact of mobility promotion on the spatial spread of COVID-19
Asami Anzai

	 O20-03 	  Estimation of vaccine effectiveness against coronavirus disease (COVID-19) using surveillance data
Hiroshi Nishiura

	 O20-04 	  Averted number of COVID-19 cases and deaths directly attributed to vaccination program in Japan
Taishi Kayano

	 O20-05 	  Real-time monitoring of vaccine-induced immunity against COVID-19 in Japan
Misaki  Sasanami

15:00-15:50     Oral 21  COVID-19 2	 S194

Chairperson: Hiroshi Nishiura

	 O21-01 	  Long COVID occurrence in COVID-19 survivors
Kanon Abe

	 O21-02 	  One-year changes in weight, physical activity, and complaints in Japanese employees: before and during 
the COVID-19 pandemic
Machi Suka

	 O21-03 	  Results of a semi-structured interview survey of university students in the clinical laboratory department 
for COV-19 vaccine
Yoshitoku Yoshida

	 O21-04 	  The relationships between participation in Kayoinoba and COVID-19 preventive health behaviors among 
older people: JAGES 2019-2020 study
Miyako Kimura

	 O21-05 	  Sense of coherence, preventive behaviors and coping among mothers of young children before and during 
COVID-19 pandemic
Miyako Kimura
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Poster Session ＊: Best Presentations by Young Investigators

Poster 1  Air, Water, Physical Factors, and Radiation on Health and Illness	 S198

	 P-001 	  Comparison of total PM2.5 mass and its component concentrations in the 23 Tokyo wards
Takehiro Michikawa

	 P-002 	  Short-time effects of chemical constituents of ambient particulate matter on pulmonary function among 
students
Satoru Kobayashi

	 P-003 	  Distribution of phthalate esters and alternative materials in house dust in Japan
Yohei Inaba

	 P-004 	  The effects of environmental exposure to simulate the International Space Station on cardiovascular 
regulation
Yojiro Ogawa

	 P-005 	  Exposure level of radio frequency electro-magnetic field among Japanese children in the Hokkaido Study on 
Environment and Children's Health
Keiko Yamazaki

	 P-006 	  Cross Sectional Survey on Risk Perception About Health Effects of Electromagnetic Fields
Hiroaki Miyagi

	 P-007 	  Role of neurotransmitters and neurotrophic factors in anxiety-like behaviors in rats exposed to air 
pollutants in early life
Tin Tin Win Shwe

	 P-008 	   Effect of Diesel Exhaust Particles on Human Lung Fibroblast Migration
Yingji Li

Poster 2  Ecological Effects and Dynamics of Metals	 S200

	 P-009 	  Effects of trace amount of Pb on zebrafish embryonic development
Yuta Komoike

	 P-010 	  Comparison of health effects of indium tin oxide nanoparticles after a subcutaneous injection or an 
intratracheal instillation in rat
Akiyo Tanaka

	 P-011 	  Creation of indium lung model mice by nasal administration of indium oxide
Keiko Yamasaki

	 P-012 	  Effects of low-level lead exposure on attention and hippocampal D,L-serine in postweaning rat pups
Yuki Omori

	 P-013 	  Effects of the micro vesicles released from Cd-exposed cells on osteoblasts and osteoclasts
Wataru Miyazaki

	 P-014 	  Eleven-year cohort study on farmers orally exposed to cadmium through consumption of self-harvested 
rice
Hyogo Horiguchi
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Poster 3  Ecological Effects and Dynamics of Chemical Substances (Endocrine-Disrupt ing Chemicals and  
                   Pesticides)	 S201

	 P-015 	  PM2.5-bound polycyclic aromatic hydrocarbons inside and outside a primary school classroom in Beijing, 
China
Lulu Zhang

	 P-016 	  Alterations in brain structure associated with perinatal dioxin exposure in men living in the most dioxin-
contaminated area in Vietnam
Hoa Vu Thi

	 P-017 	  Prenatal dioxin exposure and increased ADHD traits in a hot spot of dioxin contamination in Vietnam: 
Comparisons between children at 5 and 8 years of age
Muneko Nishijo

	 P-018 	  Usage of personal care products at pubertal age: The Hokkaido Study
Hideyuki Masuda

	 P-019 	  Relationship between urinary organophosphate metabolites and fecal short chain fatty acid
Mai Hayashi

	 P-020 	  Study on exposure assessment of phthalate esters and alternative materials through baby toys
Kanae Bekki

	 P-021 	  Association between principal components of serum perfluoroalkyl substances and global DNA methylation 
levels in peripheral blood leukocytes of Japanese women
Hiroaki Itoh

	 P-022 	  Hexachlorocyclohexane induces the changes of character in 3T3-L1 adipocytes
Junetsu Ogasawara

	 P-023 	  Effects of maternal exposure to methyl mercury and polychlorinated biphenyls in offspring
Rie Yanagisawa

Poster 4  Ecological Effects and Dynamics of Chemical Substances (Organic Solvents, Silica, and Asbestos)	S203

	 P-024 	  Mutagenic effect of Fullerene C60 nanoparticle
Yoshiko Seki

	 P-025 	  Evaluation of immunological characteristics related to efficacy of treatment with nivolumab in malignant 
mesothelioma by principal component analysis
Yasumitsu Nishimura

	 P-026 	  The effects of fluoride on the central nervous system via drinking water of female adult rats evaluating by 
behavioral tests
Satoko Suzuki

	 P-027 	  Hydrophobic chemicals eluted from oral-ingested microplastics related to biological effects
Shinichi Chisada

Poster 5  Biological Monitoring and Biomarkers	 S204

	 P-028 	  A pilot study of metabolomics and lipidomics analysis of urine from patients with Alzheimer's disease.
Yumi Watanabe
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	 P-029 	  Discovery of serum biomarker for unstable carotid plaque in asymptomatic patients
Yuki Kitamura

	 P-030 	  IQOS aerosol exposure causes oxidative stress in lung tissue and alveolar macrophages in mice.
Marie Sawa

	 P-031 	  Development of comprehensive analysis method for fungicides in human urine using mice
Hitomi Wasada

	 P-032 	  Biomonitoring of phthalate metabolites in diaper-extracted urine of Japanese toddlers using liquid 
chromatography-mass spectrometry
Nayan Chandra Mohanto

	 P-033 	  Validation and Application of Analytical Method of Urinary Repellents
Nanami Nishihara

	 P-034 	  Exposure to plastic additives among childrenThe Hokkaido Study
Atsuko Ikeda-Araki

Poster 6  Preventive Medicine and Health Promotion	 S206

	 P-035 	  Acute effect of the COVID-19 pandemic on emergency transportation due to acute alcoholic intoxication:       
a retrospective observational study
Marina Minami

	 P-036 	  Effect of β3-adrenergic receptor gene polymorphism and lifestyle on physical constitutions in rural 
residents
Akinori Hara

	 P-037 	  The association between Equol-metabolizing status and urinary Zinc excretion in Japanese adult females
Tomoko Fujitani

	 P-038 	  Resveratrol inhibits Ca2+ signals and aggregation of platelets
Kazumi Ekawa

	 P-039 	  Physical activity attenuates the obesity-induced dysregulated expression of brown adipokines in murine 
interscapular brown adipose tissue
Takuya Sakurai

	 P-040 	  Effects of aroma on sleep of female university student athletes
Tamami Takahashi

	 P-041 	  Relationship between eating together and mental health in high school students
Miku Kuroiwa

	 P-042 	  Relationship of Feed Viscosity with Artificial Digestion Treatment to Effects of Seaweed Ingestion on Blood 
Pressure in Hypertensive Rats 
Saki Maruyama

	 P-043 	  The effects of different amounts of Saccharina Japonica ingestion on blood pressure in 2-kidney, 1-clip 
renovascular hypertensive rats
Yukiko Segawa

	 P-044 	  Gene-environment interaction between prenatal chemical exposure and fetal growth: an epidemiological 
literature review
Sumitaka Kobayashi

＊
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Poster 7  Maternal and Child Health	 S209

	 P-045 	  Oral Microbiota and Birth Weight in Pregnant Women
Akihiko Ikegami

	 P-046 	  Association between maternal passive smoking during pregnancy and low birth weight
Sayumi Tsuji

	 P-047 	  Association between maternal passive smoking during pregnancy and small for gestational age
Natsumi Moriwaki

	 P-048 	  Association of cesarean birth with prevalence of functional constipation in toddlers at 3 years of age: Japan 
Environment and Children’s Study
Hidekuni Inadera

	 P-049 	  Trends in the childcare behaviors of fathers of infants in Toyama Prefecture: Comparison with national 
trends from the Japan Environment and Children’s Study
Akiko Tsuchida

	 P-050 	  Questionnaire response rates of participants in school-aged examinations for JECS
Akiko Kitase

	 P-051 	   Insufficient maternal gestational weight gain and infant neurodevelopment at 12 months of age: The Japan 
Environment and Children’s Study
Noriko Motoki

	 P-052 	   Serum 25-Hydroxyvitamin D Concentrations and Atopic Dermatitis in Early Childhood: Findings from the 
Japan Environment and Children’s Study
Limin Yang

	 P-053 	  Social isolation and insomnia during pregnancy in Japan: the Tohoku Medical Megabank Project Birth and 
Three-Generation Cohort Study
Keiko Murakami

	 P-054 	  Usefulness of identifying high-risk groups for postpartum depression and characteristics of psychosocial 
background using self-administered questionnaire 
Sho Mamiya

	 P-055 	  Postpartum depression prevention program using Smartphone Applications
Emiko Nishioka

	 P-056 	  Depression literacy and use of postpartum depression resources in mothers: a prospective study from 
pregnancy to 5 months postpartum
Tomomi Imano

	 P-057 	  Consequences of Picky Eating of cluster analysis in children and high school students
Tomoko Osera

	 P-058 	  Examination of the bone density of the junior high student -From the comparison of 3 areas of A prefecture-
Tanikawa Ryoko

Poster 8  Epidemiology	 S212

	 P-059 	  Social environment factors and number of reported influenza patients in Tokyo
Yuki Takeda

＊
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	 P-060 	  Occupational physical activity (OPA) and cardiovascular disease in ROSAI hospital database
Yuko Furuya

	 P-061 	  Occupational Physical Activity (OPA) and all cancer in ROSAI hospital database
Kota Fukai

Poster 9  Medical Economics, Social Security and Welfare, and Medical Ethics	 S213

	 P-062 	  Utility scores for late adverse events in lung/esophagus cancer patients after radiotherapy with EQ-5D-5L
Takuya Sawada

	 P-063 	  Estimates of inpatient costs for preterm and low birth weight infants in Japan: An exploratory study using 
the National Database of Health Insurance Claims 
Hidetoshi Mezawa

Poster 10  Community Health and Medicine, and School Health 	 S213

	 P-064 	  Relationship between the implementation status of cervical cancer screening recommendations and the 
uptake rate
Sachiko Iijima

	 P-065 	  Analysis of factors for the participation rate of specific health examinations among municipalities in 
Hokkaido
Shojiro Yamasaki

	 P-066 	  Low articulatory oral motor skills (oral diadochokinesis) associate with gait speed in community-dwelling 
seniors
Tomoya Takiguchi

	 P-067 	  Relationship between the number of chews and the intake of foods used for eating and the intake of 
nutrients in the elderly living in the region
Hiroko Hashimoto

	 P-068 	  Relationships among native place, entrance examination, student loans, and intention to work in rural 
areas: a questionnaire survey among Asahikawa Medical University alumni
Yasuaki Saijo

	 P-069 	  The relationship between contraceptive measures which medical students use and sexual education class 
in a collage
Yuki Nibu

	 P-070 	  Trends in physical fitness and exercise capacity of university students (1989 to 1991)
Naoyuki Kurokawa

	 P-071 	  Relationship between sleep and mood states and fatigue concerns of female student athletes
Tamami Takahashi

	 P-072 	  Relationships between meal likes and dislikes and eating behaviors of high school athletes.
Teruna Ito

	 P-073 	  The relationship between Internet Addiction and psychological indicators of physical activity and exercise 
among high school students
Yuki Eto
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	 P-074 	  Relationship between sleep time and lifestyle in children using wearable sensors
Kanae Kanda

	 P-075 	  Comparison of lifestyle and dietary surveys of elementary school students in rural and urban areas
Terumi Kogawa

	 P-076 	  Study on the effect of eating speed on the body in elementary school students
Ryo Shimizu

Poster 11  Industrial and Occupational Health	 S217

	 P-077 	  Validity and Reliability of Japanese version of Self-Endangering Work Behavior (SEWB) Scale
Kazuhito Yokoyama

	 P-078 	  Association between fatigue evaluations and microminerals of blood plasma in the medical staff during the 
nighttime shift 
Satomi Kameo

	 P-079 	  Qualitative Research on employment of foreign care workers: efforts in elderly facilities toward retention
Maki Tominaga

	 P-080 	  Survey on the care and employment of family caregivers involved in the treatment of elderly cancer 
patients
Kiyoko Nishina

Poster 12  Elderly Health and Welfare	 S218

	 P-081 	  Effects of dairy products on daily activities and physical / cognitive function
Yuma Kadokura

	 P-082 	  Issues seen in the status of cooperation between dentistry and nutrition in home care management 
guidance for long-term care insurance
Nozomi Okamoto

	 P-083 	  A study of related factors with fear of falls among elderly people 
Midori Nishiyama

	 P-084 	  Examination of factors affecting malnutrition in the late-stage elderly using neural networks
Kazunari Kobayashi

	 P-085 	  Relationship between the employment status and social capital of the elderly living in semi-mountainous 
region
Kazunari Kobayashi

	 P-086 	  Relationship between how to obtain evacuation orders and evacuation intentions in the elderly
Saori Koizumi

Poster 13  Lifestyle-Related Diseases (Malignant Neoplasms)	 S219

	 P-087 	  Evaluation of setanaxib as a therapeutic agent under hypoxic conditions in hepatocellular carcinoma
Satoshi Owada

	 P-088 	  Glycyrrhizin attenuates carcinogenesis through the regulation of immune cells in the spleen of mice
Guifeng Wang

＊
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	 P-089 	  The effect of taurine on autophagy- and apoptosis- associated molecules in human nasopharyngeal 
carcinoma cells
Motohiko Okano

Poster 14  Lifestyle-Related Diseases (Cardiovascular Diseases, Diabetes, Liver Diseases, and Others)	 S220

	 P-090 	  Association between height loss and circulating CD34-posistive cell count among older men
Yuji Shimizu

	 P-091 	  Relation between Prolonged Sedentary Bouts and Health-Related Quality of Life in Patients on Chronic 
Hemodialysis
Keiichi Namio

	 P-092 	  Association between urinary pteridines and risk of atherosclerotic disease in patients with diabetes
Mikio Marumo

	 P-093 	  Saccharina japonica attenuates blood pressure-increase due to fecal transplantation
Ayaka Harui

	 P-094 	  The protective effects of maternal green tea extract intake during lactation in the liver of adult male rats 
exposed to high-fat diet from the foetal period
Shojiro Yamasaki

	 P-095 	  Proteome analysis of hepatitis and liver fibrosis inhibitory factors treated by antihypertensive drugs
Hisao Naito

	 P-096 	  Examination of miR-140-3p on bone metabolism
Hironobu Katsuyama

Poster 15  Genetics and Epigenetics	 S222

	 P-097 	  DNA methylation changes of gene regions transmitted to sperm DNA of F2 mice by gestational arsenic 
exposure
Takehiro Suzuki

	 P-098 	  GDF10 suppresses the progression of nasopharyngeal carcinoma by regulating TGF-β/Smad/NF-κB axis 
Guofei Feng

	 P-099 	  Pain behavior analysis for decompression of pediatric limb pain attack model mice
Hiroko Okuda

Poster 16  Immunology	 S222

	 P-100 	  Inhibitory mechanism of standardized extract of Asparagus Officinalis stem (EAS) on SARS-CoV-2 S protein-
induced IL-6 and IL-1β expression in macrophages
Ken Shirato

	 P-101 	  Intranasal exposure to Pb exacerbate symptoms of allergic rhinitis in mice.
Delgama Nishadhi

	 P-102 	  Effect of difference in energy consumption during 20km running on immune function in female Ekiden 
runners
Takashi Umeda

＊
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	 P-103 	  Effect of difference in energy consumption during practice on immune function in female volleyball players
Keisuke Ogura

	 P-104 	  Effect of difference in E2 value before exercise on immune function in female gymnastics athletes
Nanami Sawa

Poster 17  Infectious Diseases and Control Measures	 S224

	 P-105 	  Development of a model for predicting the number of adult females of captured Asian tiger mosquitoes 
(Aedes albopictus) by Human bait-sweep net collection
Satoru Watanabe

	 P-106 	  Prevalence of various toxin genes and molecular epidemiological characteristics of Clostridium perfringens 
clinical isolates in Hokkaido
Nobumichi Kobayashi

	 P-107 	  Whole genome analysis of ST9-MRSA strain isolated in Myanmar
Noriko Urushibara

	 P-108 	  A study of Herpes Zoster Duplex and Multiplex in the Japanese population
Hiroto Okuda

Poster 18  COVID-19	 S225

	 P-109 	  Excess death from Heart diseases in Japan during the COVID-19 measures
Mihoko Takahashi

	 P-110 	  The relationships between participation in Kayoinoba and well-being of older people during the COVID-19 
pandemic: JAGES study 2019-2020
Miyako Kimura

	 P-111 	  Hygiene Education during COVID-19
Rie Tanaka

	 P-112 	  Relationship between non-contact and face-recognition type body surface and axillary body temperature
Takahiko Sakazaki

Poster 19  International Health	 S226

	 P-113 	  Effects of drought severity on selected cause of mortality in Bangladesh
Intekhab Alam

	 P-114 	  Current status of lifestyle-related diseases among the elderly in Laos
Kaoru Midorikawa

	 P-115 	  Sanitary conditions of drinking water in Leyte, Philippines under the start of COVID-19 epidemic
Satoshi Nakamura

＊
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稲寺 秀邦
富山大学

演者略歴

西脇 祐司
東邦大学医学部 社会医学講座 衛生学分野

1989年	 慶應義塾大学医学部卒業 
1989年	 慶應義塾大学医学部整形外科 
1997年	 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学 
2002年～2004年	 ロンドン公衆衛生熱帯医学大学院留学 
2005年	 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学　専任講師 
2010年	 同准教授 
2011年	 東邦大学医学部社会医学講座衛生学分野　教授

博士（医学）、MSc in Epidemiology

現在に至る
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次期会長講演

	 LPE-01 衛生学の伝統と挑戦 

西脇 祐司
東邦大学医学部 社会医学講座 衛生学分野

【衛生学の伝統】
手元にある日本衛生学会75周年記念特別号を紐

解いてみると、改めて本学会の歴史と伝統に触れる
ことができる。衛生学者による全国規模の学会とし
て1902年（明治35年）の「衛生学」、「細菌学」、「伝
染病学」が連合した日本聯合医学会第1回学会分科
会にさかのぼれば実に120年、1949（昭和24）年の
「日本衛生学会」第1回総会からとしても70年を超え
る歴史がある。この特別号には、学会のこれまでの
あゆみと展望が記されており、まさに「生命を衛る
学問」として、その時々の環境変化に合わせてテー
マの変遷はあるものの、先輩研究者たちの研究への
情熱に思いを馳せることができる。
一方で、「衛生学の専門性は何か」、「公衆衛生学

との違いは何か」、「衛生学の実践活動とは何か」
等々、そのアイデンティティとの闘いの歴史という
側面があることも多くの方が感じているのではな
いだろうか。衛生学公衆衛生学教育担当者名簿をみ
ると、医学部のある大学の中に衛生学の名を冠した
教室の数が、2000年の48からこの20年の間に18に
減少している。国立大学法人化に伴う定数削減等の
影響で衛生学公衆衛生学教室という名の統合教室
に変化していたり、環境という名を含んだ教室が増
加しているという事実もあるので、単純に半減した
ともいえないが、なにかを物語っている気がするの
も私だけではないだろう。衛生学は社会からその存
在意義を求められているといってもあながち過言
ではないのではないか。
【自分と衛生学会とのかかわり】
私は、整形外科医として8年間の臨床経験を経て

からこの分野に入ったので、日本衛生学会への入会
は1997年である。本学会での最初の発表は、地下鉄
サリン事件の神経系への慢性影響に関する研究で
あった。大前和幸教授の指導の下、事件後3年時点
で、対応にあたった消防や警察関係者に神経行動学
検査上の異常がサリン曝露の濃度依存性に観察さ
れた結果を報告した。その後も当時の所属教室の伝
統的な研究テーマであった、二硫化炭素やメタクリ
ル酸メチルなどの産業化学物質の健康影響に関す

る疫学研究に関わらせていただいた。疫学の面白さ
にどっぷりとはまってしまい、英国公衆衛生熱帯医
学大学院への留学もさせていただいた。帰国後は、
ち密なデータ取得による地域密着型の研究と、もう
少しスケールの大きい環境疫学研究の両者に取り
組もうと決め、実践してきた。浅学菲才の身ではも
がき苦しむのが精いっぱいであるが、仲間に支えら
れてなんだかんだ楽しい研究人生を送らせていた
だいている。地域保健研究からは、研究遂行のため
には何といっても人のつながりが最重要であるこ
とを知ると同時に、研究と実装との間の大きな大き
なギャップの存在を実感させられた。また、環境保
健研究からは、避けられない曝露が及ぼすインパク
トの大きさに驚嘆させられるのと同時に、曝露評価
の理想と現実に直面している。
【新たなる挑戦】

10人いれば10通りの衛生学のとらえ方がある訳
だが、自分自身は、衛生学の真骨頂は、環境・社会
とのかかわりあいの中で健康問題をとらえ、それを
解決していくところにあると思っている。臨床医学
が疾病や患者のサイドから出発する学問とするな
らば、衛生学は曝露（原因）としての環境・社会因子
の側に軸足を置いた学問といえるのではないだろ
うか。社会から存在意義が問われている衛生学と前
述したが、実は最近すこし追い風が吹き始めたので
はないかと感じている。世間を賑わすキーワードに
環境に関連するものが増加したと感じているから
だ。もっともわかりやすい例は「気候変動」であろ
う。ニュース報道で取り上げられる機会が増えたの
に応じて、環境に対する関心が一気に高まってい
る。「SDGs」の考えも、人間社会や経済活動のサス
テナビリティは、そもそも環境の安定が土台となっ
ている。「DX」はどうだろうか。多様な「センサリ
ング技術」や「IOT」の進歩により、人を取り巻く
種々の環境のリアルタイムの計測が可能の時代が
来ている。「AI」等のイノベーションがもたらす
「Society5.0」社会とは、まさに環境の激変社会をい
うのではないか。こうした「変革」期において力を
発揮できる学問は、守備範囲が広く学際的、統合的
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な衛生学なのではないか。生活習慣の改善を個人に
求めるには限界がある。生活の環境そのものを変え
ていくことの重要性を多くの実践者、研究者が感じ
ている。健康を合言葉とした地域づくり、街づく
り、住宅づくりへの衛生学の貢献も期待されてい
る。人に最適な衣食住環境を追求するのは衛生学の
古くからの大事なテーマのはずである。「感染症」や
「災害」にレジリアントで、「人のつながり」を生み
やすい生活環境整備も社会から求められている。こ
うした分野に衛生学の研究者はもっと積極的にか
かわっていかなければいけないと感じている。
第93回の学術総会を担当させていただくことと

なった。これまでの衛生学会の長い伝統を踏まえた
上で、社会の変革期における衛生学の挑戦を期待で
きるような学会にしたいと考えている。講演では、
このような自分の考えをお示ししたい。
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衛生学会賞受賞講演

	 JAL-01 森林環境（森林浴）の健康増進及び疾病予防効果に関する研究  
－「森林医学」の確立－
李 卿
日本医科大学付属病院 リハビリテーション科

森林環境はその静かな雰囲気、美しい景観、穏や
かな気候、清浄な空気、特有な香りなどの要素で古
くから人々に好まれている。森林浴は1982年に林
野庁によって提唱され、長野県にある赤沢自然休養
林を森林浴発祥の地と命名された。森林浴は森林散
策を通して森林の持つ癒し効果を人々の健康増進・
疾病予防に活用する活動であり、五感（視覚・嗅覚・
聴覚・触覚・味覚）を刺激してその効果を発揮する。
では、なぜ森林浴が必要であるのか？実はストレ

スが森林浴の必要性を理解する重要なキーワード
である。厚生労働省の「労働者健康状況調査」によ
れば、「強い不安、悩み、ストレスがある」労働者の
割合は1980年代から50%を超え続けており、年々
増加の傾向を示している。ストレスは免疫系を抑制
し、癌、高血圧、心筋梗塞、うつ・不安障害、アル
コール依存症、睡眠障害など様々な生活習慣病を発
症・増悪させ、過労死も引き起こすことが報告され
ているため、ストレスは万病の元、生活習慣病の元
と言えよう。こうした状況の中で、人々の健康管
理・疾病予防が大きな社会問題になっており、有効
な予防対策が求められている。このような背景から
森林浴は、新しい健康増進・生活習慣病の予防法と
して大きく注目されている。森林浴による健康増
進・疾病予防効果を明らかにすることは、予防医
学・衛生学上極めて重要である。森林医学は、森林
環境（森林浴）による生体影響を研究する学問で環
境医学・予防医学の一分野として最近注目されてい
る新学問である。
以上の背景を踏まえて、私は森林浴がストレスの

低減を介してストレスによる免疫機能抑制及び生
活習慣病を予防できるのではないかという仮説を
立て、長年の研究で確立したNatural killer（NK）
細胞及びその細胞内の抗癌タンパク質（perforin, 
granzymeとGranulysin）測定法1-11)を用いて2004
年から様々な研究費の助成を受け、森林浴の健康増
進と疾病予防効果に関する包括的な研究を行い、以
下の森林浴効果を明らかにした。

  1. 森林浴は免疫系に作用してNK細胞数及びNK細
胞内の抗癌タンパク質を増加させることによっ
てNK活性を上昇させ、持続効果も認められ、抗
癌免疫機能を高めて癌になりにくい体づくりが
でき、癌の予防効果が期待される12-25)。
1）森林浴によるNK細胞機能への効果における
最初の実証実験
森林浴によるNK細胞機能への効果を調べるた
めに、2005年に長野県飯山市の森林遊歩道で中
高年男性を対象とした2泊3日の森林浴実験を実
施した。その結果、森林浴後1日目と2日目のNK
活性およびNK細胞数は、いずれも森林浴前よ
り有意に高いレベルを示し、さらに森林浴後2
日目は1日目よりも有意に高いレベルを示し、
森林浴はNK活性およびNK細胞数を上昇させた
ことが明らかとなった。
2）森林浴によるNK活性上昇のメカニズム
NK細胞は主にパーフォリン、グラニューライ
シン、グランザイムという3種類の抗がんタン
パク質を放出してがん細胞を傷害すると考えら
れる。森林浴によるNK活性上昇のメカニズム
を検討するために、NK細胞内の抗がんタンパ
ク質のレベルを測定した。森林浴がNK細胞内
の抗がんタンパク質のレベルを増加させること
を示したものである。これは森林浴がNK細胞
内の抗がんタンパク質の増加を介してNK活性
を上昇させたことを示した。
3）都市旅行によるNK細胞機能への影響
森林浴によって上昇したNK活性は、旅行によ
る転地効果であるか、それとも森林環境による
効果であるか、を解明するために、森林浴実験
の対照実験として、都市旅行によるNK細胞機
能への影響を検討した。都市旅行の対象者は、
全員が森林浴実験のメンバーであり、散策時間、
散策距離、ホテルでの生活様態および測定項目
は、すべて森林浴実験と同様であった。その結
果、都市旅行によるNK活性、NK細胞数及び抗
がんタンパク質への影響は認められなかった。
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4）森林浴の持続効果
森林浴がNK細胞数および細胞内の抗がんタン
パク質を増加させ、NK活性を上昇させること
が明らかとなったが、この効果は持続するのだ
ろうか？
この疑問に回答するために、2006年に森林浴発
祥の地である赤沢自然休養林で中年男性を対象
とした2回目の森林浴実験を実施した。その結
果、森林浴はNK細胞数および細胞内の抗がん
タンパク質の増加によってNK活性を上昇させ
ることが再度確認された。さらに、森林浴後1か
月経過しても、被験者のNK活性、NK細胞数、
細胞内の抗がんタンパク質が森林浴前よりも有
意に高いレベルを示し、森林浴の持続効果が認
められた。これは、月に1回森林浴すれば、生体
は常に高い免疫機能を維持できることを意味
し、予防医学において非常に重要である。
5）女性における森林浴効果
男性被験者において森林浴による免疫機能増進
効果が明らかとなったが、女性においても同様
の効果が得られるだろうか？この疑問に回答す
るために、2007年に長野県信濃町の癒しの森で
女性看護師を対象とした3回目の森林浴実験を
実施した。森林浴はNK細胞数および細胞内の
抗がんタンパク質の増加によって、女性のNK
活性を上昇させることが明らかとなり、男性と
同様の効果が示された。さらに森林浴による女
性のNK活性、NK細胞数および細胞内の抗がん
タンパク質の上昇において持続効果があること
も明らかとなった。このように森林浴は男女に
関係なく免疫機能を増強させることが明らかと
なった。
6）日帰り森林浴効果
2009年の研究では埼玉県にある森林公園での
日帰り森林浴もNK活性、NK細胞数、細胞内の
抗がんタンパク質を増加させ、その免疫増進効
果が実証された。

7）森林率と癌の標準化死亡比（SMR）との関連性
NK活性が高まれば、生体の抗癌能力も高まる
と考えられる。以上の結果を踏まえて私は森林
率の上昇が癌の死亡減少に寄与する可能性があ
ると考え、各都道府県の森林率と癌のSMRとの
関連性について検討した。その結果、各都道府
県の喫煙率及び生活水準の差を統計的に控除し
たうえ、森林率と一部の癌のSMRとの間に有意
な逆相関が認められ、森林率の高い地域の癌死
亡率が低くいことが判明し、森林が癌の死亡減
少に寄与している可能性が示唆された。

  2. 森林浴は交感神経の活性を抑え、副交感神経の
活性を増進してリラックス効果を示す26-33)。
人体の自律神経系は、交感神経系（闘争・逃走の
神 経）と副交感神経系（休息・回復の神経）で構
成されている。即ち、交感神経は緊張状態を表
し、副交感神経はリラックス状態を表す。これ
までの研究では森林浴は交感神経の活性を抑
え、副交感神経の活性を増進してリラックス効
果を示す。

  3. 森林浴は緊張・不安、抑うつ・落ち込み、敵意・
怒り、混乱、疲労の症状を有意に低下させ、活
気と血中セロトニン濃度を上昇させ、「うつ状
態」の改善効果及びうつ病の予防効果が期待さ
れる12,14,17-35)。また森林浴後に特に精神的疲労
症状は大きく減少し、森林浴は精神的疲労によ
り効果的であることが明らかとなった。

  4. 森林浴はストレスホルモン（コルチゾール、アド
レナリンとノルアドレナリン）を減少させ、スト
レスを軽減し、特に精神的ストレスに有効であ
る13,14,20,23)。
男女に関係なく、森林浴は有意に尿中アドレナ
リンの濃度を減少させたが、都市旅行による尿
中アドレナリンの濃度の影響は認められなかっ
た。さらに森林浴は男性の血中コルチゾール及
び男女の尿中ノルアドレナリン濃度を減少させ
ることも明らかにされた。これは森林浴がヒト
をリラックスさせ、ストレスを減少させる最も
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重要なエビデンスである。ストレスは未病の元
と言うことから、今後ストレス解消法と未病予
防法として森林浴の有用性が注目される。

  5. 森林浴は血圧と心拍数を低下させ、血中アデイ
ポネクチンを上昇させ、高血圧症・心臓病など
の生活習慣病の予防効果も示唆される29-34)。
2010年には、中高年男性を対象とした日帰り森
林浴による血圧などへの影響を調査し、森林浴
による生活習慣病予防の可能性について検討し
た。その結果、①都市部散策と比べ、森林浴は
有意に血圧を低下させた。②森林浴は有意に尿
中ストレスホルモン濃度を減少させた。③森林
浴は有意に血中アィポネクチンとDHEA-Sレベ
ルを上昇させた。アディポネクチンは、動脈硬
化予防やアンチエイジング効果が報告されてい
る。DHEA-Sも心疾患、肥満および糖尿病の予
防効果が報告され、アンチエイジング指標とし
て注目されている。また2015年に赤沢自然休養
林で行った森林浴実験でも中高年男性における
心拍数低下とリラックス効果が実証された。

  6. 森林浴は睡眠改善効果を有している23,34)。
睡眠不足や不眠はストレスによって起こる症状
のひとつであることが知られている。日本では
労働者の約40%は睡眠時間が6時間未満であり、
約30-40%がス トレスのために眠れないと報告
されている。睡眠不足や不眠が重なると、心臓
病や腎臓病、高血圧、糖尿病、 脳卒中などのリ
スクが増大する。私たちは睡眠に関する森林浴
実験も行った。まずは2005年に東京在住の中年
男性を対象者とし、長野県飯山で2泊3日の森林
浴実験を行い、その結果、睡眠時間は森林浴の
夜に大幅に増加した。これは、森林浴後は心身
が休息し、眠りにつきやすい状態になっている
ことを示し、森林浴時に身体活動量を増やさな
くても、散歩程度の緩やかな身体活動で、よく
眠れることが判明した。また2019年には赤沢自
然休養林と近郊の都市部で森林浴による睡眠の
質への改善効果に関する実験を行った。この実

験では睡眠に関するアンケート調査用紙を用
い、森林浴と都市散策前後の睡眠状況を調べた。
その結果、森林浴は都市部での散策と比較して
起床時眠気を有意に改善し、疲労回復を有意に
促進することが証明され、森林浴による睡眠改
善効果が明らかになった。

  7. 都市公園での森林浴も健康増進効果をもたら 
す22,23,34)。
都市公園散策によるリラックス効果を検証する
ために、演者らは東京の都市公園（新宿御苑、北
の丸公園、日比谷公園、明治神宮、自然教育園、
六義園、有栖川宮記念公園、代々木公園、昭和
記念公園等）で森林浴を行い、ストレスや疲労 
への影響について検討した。都市公園散策は緊
張・不安、抑うつ・落込み、怒り・敵意、活気、
疲労、混乱の症状を有意に改善したことが明ら
かとなり、都市公園での森林浴も健康増進効果
が認められた。都市公園の様な身近な環境にお
いてリラックス効果が得られる森林浴は、新し
いストレス軽減法と疾病予防法として期待さ 
れる。

  8. 森林浴はリハビリテーション医学への応用も期
待できる34)。
脳卒中発症後及び骨折後の入院患者ではうつ病
症状を示す割合は何れも約30%と報告され、有
効な対策が求められている。この背景を踏まえ
て、2018年から都市公園における森林浴のうつ
予防効果をリハビリ診療への応用を試みた。回
復期リハビリ病院の入院患者を対象に病院に隣
接している日本庭園での森林浴によるうつ症状
改善効果とリラックス効果を検討した。20分の
日本庭園散策は有意に入院患者の緊張・不安、
憂うつ・落ち込み、怒り・敵意、混乱、疲労症
状を低下させ、庭園散策によるリラックス効果
が認められ、庭園散策によるうつ症状改善の有
効性が示唆された。リハビリ病院の入院患者に
おける森林浴のうつ予防効果が期待される。
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  9. 森林環境の嗅覚成分（フィトンチッド）の吸入は
免疫機能増強、ストレスホルモン減少及びリ
ラックス効果をもたらすことが明らかにされ、
森林環境の嗅覚成分は森林浴効果に最も寄与す
ることを突き止めた36,37)。
森林のどの要素がNK活性を上昇させたのだろ
うか？我々は森林環境の嗅覚成分に注目した。
2004年に行ったフィトンチッドによるNK活性
への影響のin vitro実験及び2008年に行ったホ
テルにおけるヒノキ精油吸入実験の結果をまと
めると、森林からのフィトンチッドは2つのメ
カニズムでNK細胞を活性化させたと考えられ
る。1つ目はフィトンチッドが鼻から吸入され、
血液に入り、直接的にNK細胞に作用する。2つ
目はフィトンチッドが嗅覚神経を通して脳の鎮
静化をもたらし、自律神経のバランスを制御す
ることによってストレスホルモンの分泌を抑
え、NK細胞の活性化に寄与する。

10. 森林浴は免疫機能増強、メンタルストレス減少
及び生活習慣病の予防効果を介してコロナ感染
症への予防効果も期待される38-40)。
免疫機能低下の高齢者及び基礎疾患をもつ患者
はコロナウイルスに感染しやすく重症化しやす
い。即ち、コロナ感染症の予防及びその重症化
の予防には免疫機能増強・維持が重要である。
この視点から森林浴による免疫機能増強はコロ
ナウイルス感染予防及びその重症化の予防に貢
献できる。
また森林浴はメンタルストレスとストレスホル
モンを減少させ、うつ状態の改善に有効である
ことから、コロナ流行によるメンタルストレス
対策には有効である。イタリアとの共同研究で
は室内で森林景色の映像視聴はロックダウンに
よる精神的疲労の回復効果を有することが判明
した38)。また森林環境の嗅覚成分の吸入による
職場のストレス管理対策の研究ではヒノキ精油
の吸入は室内森林浴としてコロナ感染症による
隔離、長期的外出自粛などに由来するメンタル

ストレスの管理対策にも貢献できると示唆され
た39)。これらの研究はポストコロナの健康管
理・健康維持における森林医学の重要性が示唆
された。
ストレスは免疫機能を抑制し、万病の元である。
森林浴はストレス減少を介して高血圧、糖尿病、
心疾患、呼吸器疾患などへの予防効果を発揮で
きる。この視点からも森林浴はコロナウイルス
感染症の予防とその重症化の予防に貢献でき
る。これからコロナと共生・共存する生活様式
に強いられ、森林浴による免疫機能増強は重要
な予防法である。

このように、現在、森林浴は感覚から科学に発展
され（From a feeling to a science）、森林浴の健康
増進効果及び様々な疾病予防効果が実証されつつ
ある。
私はこれらの研究成果を日本衛生学会総会のシ

ンポジウムで11回発表し40,41)、森林医学に関する英
文論文・著書を多数発表し、Forest Medicine23)を
編集・執筆し、2012年に米国で出版し、2013年に
中国語に24)、2017年に韓国語に翻訳され25)、森林医
学の確立を目指している。また本研究成果は日本の
森林資源の有効利用を大きく促進させ、大きな社会
効果と経済効果をもたらしたため、学術界だけでな
く、一般社会にも大きなインパクトを与え、NHK、
民放テレビ、朝日・読売・毎日・日本経済新聞、
BBC、NBC、ニューヨークタイムズをはじめ、多
数の大手マスコミにも報道された。さらに2018年
に著書 Shinrin-yokuとForest Bathingが世界大手
出版社Penguin Random Houseによって英国と米
国で同時に出版され42,43)、米国ではベストセラーと
なり43)、その後25の言語（オランダ、フランス、ス
ペイン、ドイツ、イタリア、ポルトガル、フィンラ
ンド、ハンガリー、ブルガリア、ポーランド、ロシ
ア、チェコ、スロバキア、中国語簡体字と繁体字、
デンマーク、スウェーデン、ルーマニア、韓国、ス
ロベニア、ベトナム、リトアニア、日本語、タイ、
トルコ）34,44-68)に翻訳され、Shinrin-yokuは英語と
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して定着している。
また2019年に共同編集した「International 

Handbook of Forest Therapy」は森林セラピーの
教科書・ハンドブックとして世界中に活用されてい
る35)。現在日本から発祥した森林浴・森林医学23,34)

は世界中に広がり、森林浴は健康増進・ストレス対
処法・生活習慣病予防法として大きく注目されてい
る34,35,42-69)。
現在、森林医学のリハビリテーション医学への応

用を目指しては以下の研究を進めている70)。
① リハビリ病院の入院患者における森林浴のうつ
予防効果に関する研究
② リハビリテーションの視点からヒノキ精油の吸
入による認知機能低下の予防効果に関する研究
③ ヒノキ精油の吸入による嚥下機能への影響に関
する研究
④ fMRIを用いたヒノキ精油の吸入による嚥下機能
への影響の機序に関する研究
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奨励賞受賞講演

	 YIA-01 CD34陽性細胞の動脈硬化及び高血圧への関与に関する 
疫学研究
清水 悠路
大阪がん循環器病予防センター 循環器病予防部門 
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 総合診療学分野

【背景】
造血幹細胞（CD34陽性細胞）は、マクロファージ

や泡沫細胞に分化し、器質的な動脈硬化形成に中心
的な役割を担う。またCD34陽性細胞は、血管内皮
などにも分化することで、血管修復をはじめ、血管
新生や血管の成熟化など微小循環維持にも貢献す
る。加齢に伴い組織の低酸素状態や酸化的ストレス
は増え、血管内皮は障害され、血管修復の必要性は
高まる。一方、加齢性骨髄機能低下などはCD34陽
性細胞の産生を低下させる。従って高齢者では、血
管修復不足に陥り、器質的な動脈硬化形成は認めな
いが、微小循環動態の悪化に伴い、機能的動脈硬化
の進展や末梢血管抵抗の上昇に伴う高血圧が認め
られるようになると考えられた。
【器質的動脈硬化と機能的動脈硬化の関係】
器質的動脈硬化指標として超音波を用いて頸動

脈内膜中膜肥厚（CIMT）を計測し、機能的動脈硬化
指標としては心臓足首血管指数（CAVI）の測定を
行った。これらの指標を用いてCD34陽性細胞数で
層別化し検討を行った[1]。結果、高CD34陽性細胞
群（中央値以上）でのみCIMTとCAVIは有意な正の
相関を認め、器質的動脈硬化指標が機能的動脈硬化
指標を示唆するには、充分なCD34陽性細胞が必要
であることが判明した。また低CD34陽性細胞群で
のみCD34陽性細胞とCAVIの間には有意な負の相
関を認め、血管修復不足の影響は機能的動脈硬化指
標でのみ検出可能であることが判明した。
【慢性腎臓病と器質的動脈硬化との関係】
器質的動脈硬化の進展には骨髄などで産生され

るCD34陽性細胞が必要であるが[1,2]、腎性貧血な
ど骨髄機能低下を伴う慢性腎臓病（CKD）はCIMT
進展リスク因子でもあり矛盾を感じた。しかしさら
なる検討で、CKDとCIMTとの有意な正の相関は高
CD34陽性細胞群のみに認めた[3]。従って、器質的
動脈硬化の進展にはCD34陽性細胞が必要であるこ
とが再確認された。
【器質的動脈硬化と高血圧の関係】
酸化的ストレス増加は、動脈硬化・高血圧双方の

危険因子である。しかし器質的な動脈硬化の進展に
必要なCD34陽性細胞[1,2]は、末梢血管抵抗（高血
圧リスク）を下げる微小循環維持にも貢献する。
従って、器質的動脈硬化の進展は高血圧も予防し得
ると考えられ検討を行った[4]。酸化的ストレス指
標として有用なγGTP値は、器質的動脈硬化とは高
CD34陽性群においてのみ正の関係を示し、高血圧
とは低CD34陽性細胞群においてのみ正の関係を示
した。これらの器質的動脈硬化の進展と高血圧の関
係から、酸化的ストレスに伴う器質的動脈硬化の進
展は、高血圧の予防に寄与すると考えられた。
【握力と高血圧の関係】
握力低下も高血圧も心臓血管病リスク因子とし

て報告されているが、握力と高血圧の間の正の関係
も報告されている。従って握力維持に貢献している
高血圧は、充分な血管修復を伴い心臓血管病リスク
にはならないと考えられた。そこでCD34陽性細胞
数で層別化し、高CD34陽性細胞群でのみ、握力と
高血圧の間に正の関係を認めた[5]。このことから、
血管修復が握力と高血圧の関係に強く影響を与え
ていると考えられた。
【筋力と器質的動脈硬化の関係】

CD34陽性細胞は微小循環維持のみでなく器質的
動脈硬化の形成にも貢献することから、高血圧高齢
者において活動的な器質的動脈硬化の形成は筋力
維持に貢献すると考えられた。血小板はCD34陽性
細胞と共に血管修復に貢献するため、血小板数は血
管修復の活動性を示唆するが[6.7]、この血小板数の
多い高血圧高齢者において、器質的動脈硬化の存在
が筋力維持（舌圧および握力）に寄与する可能性を
認めた[8.9]。
【結論】
これらの検討から、器質的動脈硬化形成に必要不

可欠なCD34陽性細胞は、高血圧にも影響すると考
えられた。加齢に伴いCD34陽性細胞の産生は低下
する。従って、高齢者における器質的動脈硬化の進
展は、CD34陽性細胞が充分に存在し、微小循環維
持能を保持していることの指標になりうる。加齢に
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伴い酸化的ストレスは上昇するが、これに対応する
為、生体は血流代償を行う。高血圧は既存血管を用
いて行う代償方法であり、微小循環維持は新生血管
などが関与し新たな血流を作り出す方法である。こ
の新たな血流を作り出す方法に器質的動脈硬化の
形成は深く関わっている。従って、器質的な動脈硬
化形成も高血圧も単なる健康阻害因子ではなく、重
要な加齢性身体変化への適応反応であり、共に密接
な関連を有すると考えられた[10]。
【参考文献】
[1]  Shimizu Y, et al. Geriatr Gerontol Inter. 

2019;19:557-62.
[2] Shimizu Y, et al. Sci Rep 2020;10:4656.
[3] Shimizu Y, et al. Atherosclerosis 2019;283:85-91.
[4]  Shimizu Y, et al. Environ Health Prev Med 2019; 

24:69.
[5]  Shimizu Y, et al. Environ Health Prev Med 2021; 

26:62.
[6] Shimizu Y, et al. Atherosclerosis 2017;259:26031.
[7] Shimizu Y, et al. Oncotarget 2016;7:44919-26.
[8] Shimizu Y, et al. Oncotarget 2017;8:69362-9.
[9]  Shimizu Y, et al. Environ Health Prev Med 2019; 

23:31.
[10]  Shimizu Y, et al. Environ Health Prev Med 2021; 

26:19. 



S82

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

奨励賞受賞講演

	 YIA-02 地域・職域におけるメンタルヘルス向上および 
自殺予防に関する疫学研究
山内 貴史
東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座

過労自殺を含めた自殺の予防および自殺の保護
因子としてのメンタルヘルスの向上は、わが国およ
び世界における重要な健康課題である。私のこれま
での地域・職域における自殺予防に関する疫学研究
を中心に、奨励賞受賞対象となる業績の概要を紹介
する。
1.  精神疾患に対する態度の変容のための介入啓発
プログラムの開発
看護学生ならびに一般市民を対象とした語頻度

分析の結果を踏まえ1,2)、独自に作成した精神疾患
と芸術活動に関するブックレットを用いた講義お
よびグループワークから構成された、精神疾患への
態度変容介入プログラムを開発した。このプログラ
ムを看護・福祉系学生に施行した結果、精神疾患当
事者への態度がプログラムにより改善されること、
かつこの態度変化は当事者との関わり経験の有無
によって相違がないことを示した3)。
2.  悉皆統計を用いた自殺の危険因子に関する疫学
研究
人口動態統計・国勢調査の目的外使用による悉皆

情報を用い、就業状態・配偶関係と自殺のリスク分
析ならびに国際比較を行った4)。1980年～2005年を
対象期間としたポアソン回帰分析の結果、特に男性
における無職かつ離別者の自殺リスクが顕著に高
く、両者の相乗効果が認められた。自殺予防におい
ては、仕事や家庭生活といった、それまで有してい
た社会的役割、生活手段、人間関係などを喪失した
状態にある者の見守り・支援が重要であることが示
唆された。
3.  コホート及び症例対照研究による身体疾患と自
殺および他の外因死のリスク分析
The Japan Public Health Center-based 

Prospective Studyの多目的コホートを用い、がん5)、
脳卒中6)、および糖尿病7)の罹患者における自殺や
他の外因（不慮の事故など）による死亡リスクを分
析した。
がん進展度などの影響を調整した解析の結果、が

ん診断から1年以内の者で自殺や他の外因死のリス

クが顕著に高く、死亡前1年をハザード期間とした
ケースクロスオーバー分析においても同様の結果
が得られた。また、がん罹患者における自殺および
他の外因死のリスク上昇は40～64歳でのみ約2倍と
有意であったが、65歳以上では認められなかった。
脳卒中罹患者においても、自殺および他の外因死の
有意なリスク上昇は40～64歳でのみ認められたこ
とから、相対的に若年であるほど身体疾患による
様々な社会活動・能力の低下や喪失の影響が大きい
可能性が考えられた。
以上の結果から、身体疾患に伴う抑うつやストレ

スのアセスメント、失業・生活苦や後遺症による身
体機能低下に対する心理社会的ケアの充実は、自殺
予防のみならず、事故死などの外因死の予防にも寄
与することが示唆された。
4.  長時間労働などの業務負荷と過労自殺に関する
研究
全国の労働基準監督署で2010年以降に精神障害

で労災認定された全事案のうち自殺事案を対象と
した分析を行った8,9)。まず、性・年齢・業種別の雇
用者100万対の自殺事案発生率を算出した。学術・
専門技術サービス業、情報通信業、建設業など男性
の自殺事案の多い業種の中でも、建設業では40～
59歳で、学術・専門技術サービス業では29歳以下で
顕著に自殺事案が多いなど、業種により自殺の実態
は大きく異なっていた10)。さらに、自殺・精神疾患
の背景にある業務負荷に着目した11,12)。民間労働者
では情報通信業や学術・専門技術サービス業などを
中心に男性自殺事案の70%超で長時間労働関連の
強い業務負荷が確認された一方、医療・福祉業など
では事故・災害や対人関係・ハラスメントなど長時
間労働以外の強い業務負荷がより多く認められた。
以上の結果から、過労自殺を予防するためには男

性労働者の長時間労働対策のみでなく、ハラスメン
トなど労働時間以外の職務要因や業種特性も考慮
に入れた複合的な過重労働対策の重要性が示唆さ
れた。
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5.  COVID-19流行下における地域住民・労働者の健
康規定要因に関する研究
首都圏在住者を対象として、COVID-19流行下で

の日常・職業生活とその健康影響についての調査を
実施した13)。メディアなどを介してのCOVID-19に
関する情報収集パターンと精神的健康との関連を
分析した結果、外向性の高い者には適度な情報収集
はポジティブにはたらく一方で、情緒不安定性の高
い者が過度の情報収集を行うことで精神的健康が
より悪化しやすいことが示された14)。また、フルタ
イム労働者において、労働時間の増加および社会的
交流の減少と精神的健康悪化との関連は単身世帯
でより強く見られた。COVID-19流行下での労働者
のメンタルヘルスの維持増進のために、労働時間な
どの勤務面だけでなく、他者との交流や社会活動の
減少および孤立といった社会的側面にも留意する
必要性が示唆された15)。
結 語
奨励賞受賞をさらなる励みとし、十年来積み重ね

てきた自殺予防に関する研究をさらに進展させ、
人々が安心して暮らし働ける社会の実現に貢献し
ていきたい。
謝 辞
私に大学で研究・教育に携わる機会をお与えくだ

さるとともに、奨励賞にご推薦を賜りました柳澤裕
之先生、常日頃より研究の根幹の部分をご指導くだ
さいました須賀万智先生、私が大学院生の時分から
変わらずご支援くださいました竹島 正先生にあら
ためて深く感謝申し上げます。
また、国内外の共同研究者の先生方、国立精神・

神経医療研究センター自殺予防総合対策センター、
労働安全衛生総合研究所過労死等調査研究セン
ターならびに東京慈恵会医科大学環境保健医学講
座の皆様、そしてこれまでに我々の調査・研究にご
協力くださいました方々にこの場を借りて御礼申
し上げます。
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教育講演1

災害とメンタルヘルス 
～現代におけるうつ病・不安症の理解と治療～

 座 長 

吉益 光一
神戸女学院大学

演者略歴

中尾 智博
九州大学大学院医学研究院精神病態医学

平成  7年（1995）  3月　九州大学医学部 卒業 
平成  7年（1995）  4月　九州大学医学部神経精神医学教室入局 
平成17年（2005）  9月　九州大学大学院医学研究院・臨床大学院博士課程終了 
　　　　　　　　　　　 医学博士取得 
平成18年（2006）12月　九州大学大学院医学研究院精神病態医学 助手 
平成20年（2008）  6月　九州大学病院精神科神経科 助教講師 
平成22年（2010）  4月　ロンドン大学精神医学研究所客員研究員 
平成23年（2011）10月　九州大学病院精神科神経科 講師 
平成29年（2017）10月　同診療准教授併任 
令和  2年（2020）  4月　九州大学大学院医学研究院精神病態医学 教授



S86

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

教育講演1

	 EL1-01 災害とメンタルヘルス 
〜現代におけるうつ病・不安症の理解と治療〜
中尾 智博
九州大学大学院医学研究院精神病態医学

ストレスの多い現代社会においてうつ病・不安症
などの精神疾患に罹患し、医療機関を受診する患者
は増加の一途を辿っている。特に最近では、2020年
初頭から猛威をふるい始めた新型コロナウイルス
感染症（COVID-19）のメンタルヘルスへの影響が大
きく、いつか感染するのではないかという不安や重
症化して死に至るのではないかという恐怖に加え、
ソーシャル･ディスタンスの保持を余儀なくされる
ことにより孤独の不安とも闘わなければならない。
また経済面への影響も大きく多くの人が将来への
不安を抱えている。
米国の研究ではCOVID-19感染後には精神病、気

分障害、不安障害、いずれの発症頻度もインフルエ
ンザをはじめとする従来の感染症に比して有意に
高かったという。またやはり米国の研究で、
COVID-19流行下において精神的苦痛を感じる人の
割合が約45パーセントにまで及ぶことが明らかに
なっている。演者も実際の臨床において、行動をと
もにした知人がCOVID-19に感染したことからうつ
になった方、行動制限の影響でひきこもり生活を続
け孤独の不安から不調になった方、あるいは感染不
安から過度の洗浄行為に至り強迫症を発症した方
など、まさに様々な形で多くの人々のメンタルに影
響が出ていることを実感している。さらにうつ病や
不安症、アルコール依存症等の発症リスク増加とと
もに自死リスクの増加も危惧され、実際に昨年の後
半から国内でも自殺者が急増しており、その傾向は
特に若い女性で目立っている。
本講演ではCOVID-19が私たちのメンタルヘル

スに与えた影響に触れつつ、うつ病や不安症をはじ
めとする代表的な精神疾患の理解と治療について
述べる。
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教育講演2

保健医療におけるALDH2多型rs671の重要性 

 座 長

加藤 貴彦
熊本大学

演者略歴

松本 明子
佐賀大学医学部 社会医学講座 環境医学分野 准教授

1999年産業医科大学医学部卒。
同大学病院神経内科研修医、同大学医学部衛生学助手、佐賀大学医学部社会学講座助
教、University of Colorado Skaggs School of Pharmacy and Pharmaceutical 
Sciencesポスドク、佐賀大学医学部社会医学講座講師を経て現職。

産業医、医学博士、社会医学系指導医。

2016年度日本衛生学会奨励賞受賞。

生物学的モニタリングやALDH2遺伝子多型に関する研究を続けている。
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教育講演2

	 EL2-01 保健医療におけるALDH2多型rs671の重要性 

松本 明子
佐賀大学医学部 社会医学講座 環境医学分野

ヒトでは19種のアルデヒド脱水素酵素（aldehyde 
dehydrogenase, ALDH）アイソザイムが知られて
いる。ALDH遺伝子変異が先天性異常や小児の慢性
難治性疾患を生じることが知られ、必要不可欠の代
謝酵素群である。ところが、2型アルデヒド脱水素
酵素（aldehyde dehydrogenase 2, ALDH2）の機能
障害は単独ではこのように著しい表現型を生じな
い。周知のとおり、機能欠損型のALDH2多型rs671
（注1）は東アジア人の約半数が保有しているが、飲
酒時の皮膚発赤が目立つのみで先天性異常などの
顕著な表現型が観察されないことが体験的にも明
らかである。

ALDH2と言えば、飲酒時に生じるアセトアルデ
ヒドの代謝責任酵素である。しかし、アセトアルデ
ヒドの代謝が「ALDH2が果たすべき主要な役割」と
は考え難い。アセトアルデヒドがALDH2の幅広い
基質群の一つに過ぎず、アセトアルデヒドのほとん
どが環境由来とみられるためである。ALDH2は、
他のアイソザイムと比べ、種々の臓器に広く分布
し、発現量が多い。不定期にばく露される環境由来
物質の解毒を主に担う酵素というよりは、生体内で
産生され続ける内因性のアルデヒド類の解毒を担
うと考えるのが妥当である。

ALDH2活性が失われた個体では、代償的に解毒
システムが誘導されるなどして、生体恒常性が守ら
れているようである。例として、カタラーゼやグル
タチオン、ヘムオキシゲナーゼ等によるものが報告
されている。広く多く発現するALDH2活性が欠損
すれば、生体内ではダイナミックなリモデリングが
起こるはずである。結果、ALDH2欠損個体ではリ
モデリングに伴って生じる表現型や、比較的軽微で
あるものの、代償機構によってカバーしきれずに
残った表現型が、種々存在すると推測される。実
際、rs671多型の変異アレル保有者やモデル動物に
おいて、様々な表現型が観察される。例として、末
梢血白血球の血球組成に生じる違いや、行動パター
ン・性格傾向の違いは、ヒトとモデル動物に共通し
ているようである。

ALDH2は種々のアルデヒドを解毒し、一定の役

割を果たすが、活性が失われたとしても代償機構で
ある程度カバーされる。しかし、代償機構によるア
ルデヒド耐性を超える負荷が課されると、破綻して
強い表現型が生じる。例を挙げると、ALDH2はホ
ルムアルデヒド（発生源の一例として、one-carbon 
metabolismと呼ばれる代謝経路において葉酸代謝
物から生じる）を代謝するが、先にも述べたように、
ALDH2欠損では目立った表現型がみられない。こ
れは、グルタチオン依存性のホルムアルデヒド脱水
素酵素ADH5の欠損も同様である。ところが、これ
らの同時欠損は半致死的である。ALDH2欠損に「重
大な負荷」が重なると、極めて強い表現型を示すの
である。ヒトにおいてもADH5の遺伝子変異と
rs671多型が重なることで遺伝性骨髄不全が生じる
ことが報告されている。
上記のようなケースにおいて、予防的介入によっ

て患者にもたらされる恩恵は限られているが、外因
性アルデヒドばく露とrs671多型とが重なって生じ
る疾病は個別化予防が有用である。Rs671と飲酒が
重なると食道がんリスクが著しく増加することは
既によく知られているが、飲酒の他にもアルデヒド
を生じやすい環境因子として、喫煙、日光曝露、慢
性ストレス、糖質負荷、などが考えられるため、こ
れらとrs671の交互作用について、知見を集積する
必要があるのではないだろうか。医薬品に起因する
アルデヒドばく露や、職業性の化学物質ばく露も同
様である。

Rs671多型研究は特に東アジアにおいて重要度が
高く、発展が望まれる。しかし、前述した「内因性
アルデヒドばく露による影響」や「生体内リモデリ
ング」を考慮せねばならないため、仮説の構築が難
しい。この問題点が、信ぴょう性の高い知見の蓄積
を妨げているように思う。Rs671は飲酒習慣と強く
関連するため、疫学調査において飲酒量を制御すべ
き場面で制限が生じる、という問題点もある。
ALDH2と同じ12番染色体上にあり遺伝的連鎖する
多型が多く存在するため、rs671と従属因子との関
係が直接的なものであるか、疫学的手法では明らか
にできないという問題点もある。これらの問題を克
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服するためにはモデル動物を用いたin vivo研究や
in vitro研究との組み合わせが必須となる。
保健医療の現場では、知見の集積を待たず、アル

デヒドばく露の低減努力が求められる。母子保健分
野では、rs671変異アレル保有胎児における出生前
健康影響を防ぐための保健指導、産業保健分野で
は、法的規制以上の化学物質曝露レベル低減努力な
どが挙げられる。また、rs671変異アレル保有者の
飲酒について、保健指導の充実が望まれる。rs671
変異アレル保有者では飲酒による肝障害や高血圧
が比較 的軽度となりやすく、飲酒が問題視されづ
らいという背景があるためである。医療者の態度に
よって、受診者が飲酒態度を顧みる機会が奪われ、
結果、食道がんの発症を促進してしまう可能性が 
ある。
国民の半数がrs671変異アレルを保有している日

本においては、rs671多型に関する知識の普及が公
衆衛生水準を向上させ得るのではないだろうか。本
講演を通して、ALDH2多型rs671の重要性認知と
研究の発展を促すことができれば幸いである。

（注1） 遺伝子名を指す場合は斜体（ALDH2）で、た
んぱく質を表す場合は立体（ALDH2）で表記
した。
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教育講演3

日本におけるマダニ刺症とマダニ媒介性感染症の現状 

 座 長 

島 正之
兵庫医科大学

演者略歴

夏秋 優
兵庫医科大学 皮膚科学

1984年　兵庫医科大学 卒業 
1988年　兵庫医科大学大学院（皮膚科学）修了 
1988年　兵庫医科大学皮膚科学 助手 
1989年　カリフォルニア大学サンフランシスコ校皮膚科 研究員 
1991年　兵庫医科大学皮膚科学 講師 
1995年　大阪府済生会吹田病院 皮膚科医長 
1997年　兵庫医科大学皮膚科学 講師 
2000年　兵庫医科大学皮膚科学 助教授（2009年より名称変更により准教授） 
2021年　兵庫医科大学皮膚科学 教授 
現在に至る
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教育講演3

	 EL3-01 日本におけるマダニ刺症とマダニ媒介性感染症の現状 

夏秋 優
兵庫医科大学皮膚科学

マダニは野外に生息し、ヒトを含む哺乳動物や鳥
類、爬虫類などから吸血する節足動物である。体長
は種類によって異なるが成虫で2～8mmである。日
本では46種類ほどが知られており、山野の林床部や
河川敷の草地などに生息する。主にイノシシやシカ
などの野生動物に寄生して吸血し、幼虫、若虫を経
て成虫へと成長する。マダニは皮膚に口器（顎体部）
を刺入し、吸血を続けるうちに腹部が次第に膨大す
る。そして3～14日間吸血を続け、飽血すると自然
に脱落する。ヒトにおけるマダニ刺症の症例は都市
部では少ないが、マダニが多く生息する農山村部で
は頻度の多い疾患である。そのため、農業や林業に
従事する人たちの間では、日常的にマダニによる被
害が認められる。一方で、登山やハイキングなどの
野外レジャーでマダニに寄生される例も多い。原因
種としては、北海道や本州中部山岳ではシュルツェ
マダニ、北日本～東日本ではヤマトマダニ、西日本
ではフタトゲチマダニやタカサゴキララマダニが
多い。近年、各地でシカやイノシシが増加し、分布
を拡大することに伴ってマダニの生息地が拡大し
ており、刺症被害も増加傾向にある。
皮膚に吸着したマダニの除去方法として、先端の

尖ったピンセットなどでマダニの顎体基部をはさ
んで引き抜く方法が最も手軽である。マダニ除去用
の器具を用いる方法も有用とされるが、口器がちぎ
れて皮膚に残存する場合があり、異物肉芽腫を生じ
ることがある。最も確実な方法は、局所麻酔をして
皮膚ごと切除してマダニを除去する方法である。
マダニがリケッチアやウイルス、ボレリアなどの

病原体を保有していた場合は感染症を発症するこ
とがあるが、通常その発症率は低い。日本における
主なマダニ媒介性感染症としては、リケッチア感染
症の日本紅斑熱、ウイルス感染症の重症熱性血小板
減少症候群、ダニ媒介性脳炎、ボレリア感染症のラ
イム病、新興回帰熱などが挙げられる。これらは感
染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律（感染症法）で四類感染症に指定されており、
診断すれば直ちに最寄りの保健所に届け出る必要
がある。リケッチア、およびボレリア感染症には有

効な抗菌薬があるが、ウイルス感染症に対しては現
時点では全身管理と対症療法しかない。いずれも、
診断が遅れ、適切な治療が行われなければ後遺症や
生命の危険を伴う重要疾患である。なお、タカサゴ
キララマダニ刺症に伴って直径5cmを越える大きな
紅斑を生じる疾患はtick-associated rash illness
（TARI）と呼ばれており、マダニ由来の唾液腺物質
に対するアレルギー反応の関与が示唆される。
TARIは感染症ではないので、ライム病で見られる
遊走性紅斑との鑑別が必要である。
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特別講演

Ambient air pollution and health in China in the context of  
zero-net emission and accelerating aging

 座 長 

島 正之
兵庫医科大学

演者略歴

Xinbiao Guo
Peking University School of Public Health 
Institute of Environmental Medicine, Peking University

Professor Xinbiao Guo graduated from Beijing Medical College (current name: 
Peking University Health Science Center), China in 1984 and received his Doctor 
of Medical Science at University of Tokyo, Japan in 1990. He is now the professor 
and chair of the Department of Occupational & Environmental Health Sciences, 
Peking University School of Public Health, and the director of Institute of 
Environmental Medicine, Peking University.

Professor Guo has been engaged in the teaching and research work of 
environmental health for many years. His research focuses on the health effects 
of environment pollutants and environmental health risk assessment. He has 
published more than 260 papers in peer-reviewed scientific journals. He is also 
the editor of several books such as Introduction to Environmental Medicine, 
Environmental Health Science, Air Pollution and Health.

Professor Guo currently serves on the Board of Directors, Chinese Society for 
Environmental Sciences, and is the chair of the Branch of Environmental Medicine 
& Health and the deputy chair of the Branch of Indoor Environment & Health of 
this society. He is also the deputy chair of the Branch of Environmental Health in 
the Chinese Preventive Medicine Association, and the deputy chair of the 
Environmental & Ecological Toxicology Committee in the Chinese Society of 
Toxicology, the deputy chair of Committee on Environmental Health of Beijing 
Preventive Medicine Association, and the member of National Consulting 
Committee for Environmental Health.  
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特別講演

	 SL-01 Ambient air pollution and health in China in the context of 
zero-net emission and accelerating aging
Xinbiao Guo
Peking University School of Public Health 
Institute of Environmental Medicine, Peking University

	 Ambient air pollution significantly 
contributes to the disease burden in China. A 
recent study showed that ambient particulate 
matter pollution was one of the top risk 
factors for both number of deaths and 
percentage of disability-adjusted life-years, 
ranking fourth after high systolic blood 
pressure, smoking, diet high in sodium.
	 To mitigate the serious levels of ambient 
air pollution in China, the State Council of 
China issued the Air Pollution Prevention and 
Control Action Plan (APPCAP) in 2013. This 
policy is a milestone in air quality control in 
China, which comprises ten specific measures, 
and specific concentration goals were 
proposed for achievement by 2017. The 
analysis of national air quality monitoring 
and mortality data from 2013 to 2017 in 74 
cities in China has showed that substantial 
reductions in mortality and years of life lost 
(YLL) related to control of ambient air 
pollution were achieved. Between 2013 and 
2017, annual average concentrations of PM2·5 
decreased by 33·3%, PM10 by 27·8%, sulfur 
dioxide by 54·1%, and carbon monoxide by 
28·2%. However, no significant change was 
seen in annual average concentrations of 
nitrogen dioxide or ozone. As the result of 
substantial improvements in air quality, 
there were 47 240 (95% CI 25 870–69 990) 
fewer deaths and 710 020 (420 230–1 025 
460) fewer YLL in the 74 key cities in China in 
2017, compared with those in 2013. 
	 On June, 2018, a new three-year air 
pollution action plan comes after APPCAP. 
The new plan expands PM2.5 reduction 
requirements to all cities in China. It also 
tightens regulations on VOCs and NOx 
emissions that are key to the formation of 

ozone pollution. According to this plan, 
emissions of SO2 and NOx should drop by 
more than 15 percent compared to 2015 
levels. Cities with low air quality should 
reduce their PM2.5 concentrations by over 18 
percent compared to 2015. The number of 
polluted days should drop by more than 25 
percent from 2015. In this plan, key regions 
are Jingjinji and its surrounding regions, 
Yangtze River Delta, and Fenwei Plain in 
Shaanxi and Shanxi provinces. To achieve 
this aim, further tough measures against 
atmospheric pollution in China were brought 
forward. For example, the households 
previously fueled by coal in the Beijing-
Tianjin-Hebei region and its surrounding 
areas as well as in the Fenwei Plain now have 
been changed to clean fuel. Ultra-low 
emission was expanded to about 950 million 
kilowatts of coal-fired generating units. In 
2020, out of all the 337 cities at and above 
prefecture-level across China, the 
concentration of PM2.5, PM10, O3, SO2, NO2 
and CO were 33 μg/m3, 56 μg/m3, 138 μg/
m3, 10 μg/m3, 24 μg/m3 and 1.3 mg/m3, 
respectively.
	 Recently, China has declared to phase 
down coal consumption from 2026 to 2030, 
and finally become carbon neutral before 
2060, which is the country’s first long-term 
climate goal. The carbon neutrality will lead 
to a fundamental transition in China’s energy 
and economic structure, and its impact on 
environmental health will also be profound 
and long lasting. One simulation study has 
shown that by choosing appropriate pathway, 
the health co-benefits will be higher than 
mitigation costs for carbon neutrality in 
China.
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	 At the same time, China is experiencing 
significant changes in the age structure of the 
population, declining fertility rates, and 
accelerating population aging. It is well 
known that the aging population has the 
higher prevalence of chronic diseases such as 
cardiovascular diseases, and is also more 
susceptible to ambient air pollutants. It is 
plausible that the benefits of air pollution 
improvement could be offset in some degree 
by the accelerating aging in China.
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メインシンポジウム

プラネタリーヘルス：人新世の健康・社会・環境 

 座 長 

渡辺 知保
長崎大学

橋爪 真弘
東京大学

開催趣旨

　産業革命以降、大量生産・大量消費社会が到来し、化石燃料を燃焼し続けた結果、大気中の二酸
化炭素濃度が上昇し温暖化が進み、生態系が破壊され、人類による地球環境の変化に象徴される人
新世（anthropocene）と呼ばれる地質時代に入ったと言われている。地球システムが不可逆的かつ
急激な変化の転換点、プラネタリー・バウンダリーズ（Planetary boundaries）を越えつつある。食
料、燃料、水、住居など人類文明にとって必要不可欠な基本的サービス（essential services）をも
たらす自然システムの侵食という代償の上に我々の健康が成り立っている現状への強い危機感と反
省から、プラネタリーヘルスという新たな視座に関心が広がっている。地球生態系の中の人間社会
という視点を価値規範、行動基準として持つ必要が、これまでのどの時代よりも強く求められる。
本シンポジウムでは、米国ロックフェラー財団とLancet誌の共同で2014年に設けられたプラネタ
リーヘルス委員会のメンバーで、プラネタリーヘルスの概念確立を先導してきたAnthony Capon
氏の基調講演と環境学、人類生態学、疫学、グローバル・コモンズなどの視点から話題提供を受け、
我が国におけるプラネタリーヘルス研究・実践について議論を深める。
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メインシンポジウム

	MSY-01

Planetary Health: Addressing the biggest 
global health challenges of our times
Tony Capon
Monash Sustainable Development Institute,  
Monash University, Australia

	 By most measures, human health is better 
now than at any time in human history.  However, 
these gains in human health have been unequally 
distributed and have come at the high price of 
degradation of natural systems on a scale never 
before seen.  Published in 2015, The Rockefeller 
Foundation–Lancet Commission on Planetary 
Health report Safeguarding human health in the 
Anthropocene epoch concludes that continuing 
degradation of natural systems threatens to 
reverse the health gains achieved during the last 
century.  Anthropogenic environmental changes–
including climate change, ocean acidification, 
land degradation, water scarcity, biodiversity loss 
and toxic pollution of air, water and ecosystems–
have direct and indirect health impacts.  The 
consequences for future health are far reaching, 
ranging from increasing emergence of zoonotic 
diseases, food insecurity and malnutrition, to 
conflict and displacement.  Those who are least 
responsible for driving these changes–poor 
people in developing countries–will be most 
vulnerable to their consequences.  Put simply, 
planetary health is the health of human civilisation 
and the state of the natural systems on which it 
depends.  In this presentation, Professor Capon 
will introduce the findings of the Commission 
and canvass their implications for future health 
development.  

	MSY-02

プラネタリーヘルスにかかわる取り組み：
現状と課題

渡辺 知保
長崎大学熱帯医学・グローバルヘルス研究科 

基調講演で示されるプラネタリーヘルス（PLH）
の概念・枠組みを踏まえ，PLHにかかわる研究・取
り組みの現状と，その可能性，克服すべき課題につ
いて議論する．PLHで扱う課題は，衛生学・公衆衛
生学・環境保健学となどの既存の領域が扱う課題と
重なる部分も多いが，PLHが持つ最大の特徴はその
生態学的な視点にあり，人間の健康やウェルビーイ
ングを考える際に，人間（社会）を包含する生態系と
の関係を重視する．こうした生態学的な健康観その
ものは以前から存在し，全く新しいというわけでは
ない．しかし，気候変動や外来生物などの問題が人
間の健康や社会の安定に与える影響の大きさが実
感されるようになったことに加え，観測データの充
実や，データ結合，モデル研究の進展によって複雑
な事象を扱えるようになったことによって，PLHへ
の取り組みが増えてきているという現状にある．こ
こでは，研究機関を中心とした世界的な取り組みの
動向を紹介し，また演者の所属する研究機関での取
り組みの現状にも触れたい．
持続可能性（サステナビリティ）を巡っては様々

な研究枠組みが存在し，取り組みも多様であるが，
PLHは「人間の健康」と「地球（生態系）の健康」に
着目し，これらを並列的・個別に扱うのではなく，
互いに影響を及ぼしあうものとして捉え，両者の
「関係」の持続可能性をターゲットとしている．こう
した視点は，例えばSDGsの目標達成へのアプロー
チや，達成後の事後策について重要な示唆を与える．

PLHの実現には，大きな課題がある．一つは（シ
ナリオと組み合わせた）科学的な予測の精度を実験
的に確認するのが難しい点で，このことは様々な社
会実装の意思決定で問題になると考えられる．ま
た，PLHの実現はアカデミアだけで達成できるもの
ではなく，科学的に得られた知見を社会実装に持っ
ていく必要があることが挙げられる．そのために
は，関連する様々な知識を多様な実施母体につなぐ
役割を担う人材が必要であり，そうした人材の養成
も大学を中心とする研究機関が検討すべき課題と
なると思われる．



S99

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

メインシンポジウム

	MSY-03

日本のヘルスケアサービスに関するカーボ
ンフットプリント

南齋 規介
国立環境研究所 資源循環領域 

2021年11月に英国グラスゴーで開催された
COP26では，世界の平均気温の上昇を産業革命以
前と比較し1.5度未満に抑える長期目標が共有され
た。その実行に向け， 2030年には世界の温室効果ガ
ス（GHG）排出量を2010年と比較45%削減するこ
と，2050年頃には実質ゼロにする必要性の認識に
ついても合意された。その直前に日本のパリ協定に
おけるGHGの自主的削減目標は改訂され，2030年
までに2013年比で46%減と目標を引き上げた。具
体的には，14億8百万トンであった排出量を7億6千
万トンに減少させる目標である。
日本のGHGの主排出源は発電所等のエネルギー

転換（約40%），鉄鋼や化学産業等の工場（約25%），
トラックや自動車の輸送機関（約18%）であり，各 
産業活動の化石燃料の燃焼が要因である。しかし， 
産業活動は消費者の商品需要を満たすためであり，
GHGの排出は消費者の需要が発端であると理解す
れば，家計消費が日本の総排出量の約60%を誘引し
ていることになる。これはパリ協定目標やその先の
カーボニュートラルニュートラル社会への転換には，
家計消費の脱炭素化が必須であることを示唆する。
家計消費の中でもヘルスケアに対する支出は，政

府負担分を加味すると家賃の次に大きい支出項目で
あり，ヘルスケア需要が誘引するGHG排出量（カー
ボンフットプリント）は日本全体の約5%を占める。
具体的には，2011年のカーボンフットプリントは
62.5 MtCO2e（M＝106）であり、2011年では，「入
院を伴う医療サービス」への需要が15.7MtCO2eの
排出に起因し，続いて「入院を伴わない医療サービ
ス」が14.2MtCO2eの排出と推計された。この最大
の排出需要である2つのカテゴリーは，患者一人当
たりの排出量に換算すると大きな差があり，前者の
患者1人当たりの排出量は平均12tCO2e/人であるの
に対し、後者では2.1tCO2e/人と5.4倍小さい。診療
医療費に基づき，疾患別に排出量を比例配分すると
循環器系疾患（6.2MtCO2e）、新生物（4.0MtCO2e）
の年間排出量が最も多い。年齢別では、65歳以上の
患者の排出量が全体の半分以上を占める。

2015年にはヘルスケアのカーボンフットプリン

トは72.0MtCO2eに増加し，4年間で15%以上も変
化した。増加の要因は医療サービスと医薬品への需
要が大きいが、介護サービス需要による排出量も増
えており、高齢化社会の進展はヘルスケアサービス
により高度な脱炭素化を要求すると推察する。ヘル
スケアサービスがパリ協定に貢献し，カーボニュー
トラル社会と整合的に提供されるには，ヘルスケア
に関わる各主体がカーボンフットプリントの削減目
標を設定し，その進捗開示と市民や政府，金融機関
等による評価手法を確立することが有益と考える。
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	MSY-04

グローバル・コモンズの責任ある管理と食
料システム

石井 菜穂子
東京大学理事、未来ビジョン研究センター教授、 
グローバル・コモンズ・センター ダイレクター

今、人類は地球環境の危機に直面している。特に
20世紀後半以降の急速な経済発展は地球環境に巨
大な負荷をかけ、気候変動や生物多様性の喪失を引
き起こすなど、地球システム全体を不安定にしてい
る。地球システム科学者は、人間の活動によって地
球システムが限界（プラネタリー・バウンダリー）を
超え、これまでの安定とレジリエンス（自己回復力）
を不可逆的に失いつつあると警告している。人類の
経済社会システムが地球システムと衝突を起こし、
それが一層深刻化しているのである。
私たちは、この課題の解決に向けて、地球の安定

とレジリエンスを担う人類の共有財産「グローバ
ル・コモンズ」を守る方法を確立し、共に行動しな
ければならない。エネルギーシステムを始め、食
料、生産・消費、都市といった地球に大きな負荷を
かける現在の経済社会システムを抜本的に転換す
る必要がある。私たちに残された時間は少ない。人
類が安定的な地球環境に留まるためには、2050年
までにプラネタリー・バウンダリーの境界内で持続
的な発展を実現する必要性が指摘されており、
2030年までに大きく舵を切る必要がある。
とりわけ私たちの食料システムは、地球環境に大

きな負荷をかけ、地球の健康を損なう大きな要因に
なっている。農業生産は、地球上の温室効果ガスの
25%を排出し、水資源の70%を使い、食料生産のた
めの土地転用、特に貴重な熱帯雨林の開発などによ
り1970年以降60～70%の生物多様性を喪失させて
いる。肥料に使われる化学物質は土壌や海洋汚染に
つながり、海の生態系を脅かしている。
一方で、人間の健康という観点からも、現在の食

料システムは大きな問題を抱えている。いまだに8
億人が栄養不良の状態にある一方、肥満で苦しむ人
口は19億人に上る。世界の貧困層のほぼ80%は主と
して農業に従事しており、その多くは生活ぎりぎり
の所得しか得ていない。さらに食料の3割が、生産、
流通、消費の過程で廃棄されており、極めて非効率
である。こうしたことから食料システムは「壊れて
いる」と表現される。
今後、世界人口は100億人にも届くと言われてい

る。しかし現状の食料システムのままでは、プラネ
タリー・バウンダリーの枠内でこの人口を持続的に
支えていくことはできないだろう。それでは、生産
から流通、消費まで、世界のバリューチェーンの中
で、実に複雑で多くの主体を抱えている食料システ
ムを転換するには、どうすればよいだろうか。食料
システムが生み出す環境コストを、どのように可視
化すれば、人々の行動変容を促すことができるだろ
うか。本講演では、東京大学グローバル・コモンズ・
センターが各国のパートナー機関と共に推進して
いる、「グローバル・コモンズの責任ある管理」のた
めの枠組みや指標作りなどの取組を紹介しながら、
地球にも人類にも優しい食料システムの実現に向
けた転換について考えたい。
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	MSY-05

気候変動の健康影響と適応  
－IPCC第6次評価報告書の概要

橋爪 真弘
東京大学大学院医学系研究科 国際保健政策学 

今世紀末（2081～2100 年）の世界平均気温は，産
業革命前（1850～1900 年）と比較して，温室効果ガ
ス（GHG）排出が非常に少ないシナリオ（SSP1-1.9）
では1.0～1.8℃，GHG 排出が非常に多いシナリオ
（SSP5-8.5）では3.3～5.7℃高くなる可能性が非常
に高いと予測されている。
気候変動による直接的健康影響として，暑熱によ

る熱中症や熱関連死亡，洪水や暴風雨による溺水や
外傷などがある．間接的影響として，水および食物
由来の感染症（下痢症など）の増加，蚊やマダニなど
病原体を媒介する生物の生息域拡大による媒介動
物由来感染症（マラリア，デング熱など）の流行域拡
大，食料や生活用水不足による栄養性疾患の増加，
光化学オキシダント濃度の上昇による呼吸器疾患
の増加，自然災害後のメンタルヘルスの問題の増加
などがあげられる。

WHO の予測では，有効な温室効果ガス排出抑制
策が不十分なまま社会の高成長が持続した場合
（A1b シナリオ），温暖化が進行しなかったと仮定し
た場合と比べて，2030～2050 年に年間約25 万人
の過剰死亡が発生すると推計されている。サハラ砂
漠以南のアフリカ，南アジア地域で小児の低栄養，
マラリア，下痢症による過剰死亡が多く，先進国で
は，主に高齢者の暑熱関連死亡が問題と考えられて
いる。
本演題では、2022年2月に公表される気候変動に

関する政府間パネル（IPCC）第6次評価報告書（ワー
キンググループⅡ）の内容に沿って、気候変動の健
康影響に関する最新の知見を紹介する。



S102

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

メインシンポジウム

演者略歴

MSY-01　Tony Capon
Tony Capon directs the Monash Sustainable Development Institute, and holds a chair in 
planetary health in the School of Public Health and Preventive Medicine at Monash 
University.  Tony is a public health physician and authority in environmental health and 
health promotion. His research focuses on urbanization, sustainable development, and 
population health. He has more than two decades of leadership experience in policy, 
practice, research and education, and has consulted in many countries and for a wide 
variety of organizations.  A former Director of the International Institute for Global Health 
at the United Nations University (UNU-IIGH), Tony has previously held professorial 
appointments at Australian National University and University of Sydney.  Since 2008, he 
has been advising the International Council for Science on the development of its global 
interdisciplinary science program on health and wellbeing in the changing urban 
environment using systems approaches. Tony is a member of The Rockefeller Foundation-
Lancet Commission on Planetary Health and currently co-chairs the Future Earth Health 
Knowledge—Action Network (KAN).

MSY-02　渡辺 知保
1989         東京大学大学院医学系研究科保健学専攻博士課程・単位取得済退学 
1989.8　   東北大学医学部衛生学講座・助手 
1997.12　 東京大学大学院医学系研究科国際保健学専攻・人類生態学分野・助教授 
2005.4　   同教授 
2017.4　   国立研究開発法人　国立環境研究所・理事長 
2021.4〜   現職
保健学博士．東京大学名誉教授．

【専門領域】人類生態学，環境保健学，毒性学

MSY-03　南齋 規介
2001年3月京都大学大学院エネルギー科学研究科修了（博士（エネルギー科学）），同年4月より
国立環境研究所NIESポスドクフェロー，2003年より任期付研究員，2008年より主任研究員，
2014年より研究室長。現在，国際資源持続性研究室長兼研究プログラム総括。この間，シド
ニー大学理学部客員教授（2018−2019年），名古屋大学大学院環境学研究科客員教授（2018
−）， 国連環境計画国際資源パネル（UNEP-IRP）パネルメンバー（2018−）として従事。

MSY-04　石井 菜穂子
1981年大蔵省（現財務省）入省。国際通貨基金（IMF）エコノミスト、世界銀行ベトナム担当、
世界銀行スリランカ担当局長などを歴任。2010年財務省副財務官。2012年地球環境ファシリ
ティCEO。2020年8月より東京大学理事、未来ビジョン研究センター教授。新設されたグロー
バル・コモンズ・センターのダイレクターとして、人類の共有財産である「グローバル・コモ
ンズ」の責任ある管理について、国際的に共有される知的枠組みの構築を目指している。東京
大学博士（国際協力学）。

MSY-05　橋爪 真弘
2007年英国ロンドン大学衛生熱帯医学大学院博士課程修了。長崎大学熱帯医学研究所教授を
経て、2019年東京大学大学院医学系研究科国際保健政策学教授。専門分野は環境疫学。気候
変動に関する政府間パネル（IPCC）第6次評価報告書主執筆者。世界保健機関（WHO）Technical 
Advisory Group on Global Air Pollution and Health。中央環境審議会専門委員（気候変動
影響評価等小委員会）。
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The role of forest medicine in post-COVID-19 health management  
and disease prevention 

ポストコロナの健康管理・病気予防に対する森林医学の役割
 座 長 

李 卿
日本医科大学付属病院

島 正之
兵庫医科大学

Purpose of the Symposium

	 Since the first outbreak of the new virus, more than 265 million people have been 
infected in the world so far. The death toll increased to over 5.25 million people.
1. �Elderly people, patients with underlying diseases such as diabetes, hypertension, heart 

diseases and respiratory diseases are easy to develop COVID-19 and become more 
severe, and the mortality rate is also higher because of the reduced immune function in 
these patients. Therefore, immune function is very important to prevent COVID-19. 

2. �Shinrin-yoku may have preventive effect on COVID-19 by boosting immune function.
3. �Mental stress and various mental disorders due to “lockdown” and “isolation” are also 

major social problems.
4. �Shinrin-yoku reduces the negative emotions, mental stress and stress hormones, and 

increases vigor. Therefore, Shinrin-yoku may have preventive effect on COVID-19-
induced mental stress and mental disorders.

5. �Shinrin-yoku also has preventive effects on hypertension and heart diseases to prevent 
COVID-19.

6. �Shinrin-yoku will play a very important role on the preventive of COVID-19 by boosting 
immune function and by reducing mental stress in post-COVID-19 health management 
and disease prevention.

	 Currently, the term "Shinrin-yoku" is internationally accepted.
	 Based on the above background, we invited the outstanding researchers from China, 
Korea, Canada, Germany, Italy, and United Kingdom, and organized this symposium to 
discuss the role of forest medicine in post-corona health management and disease 
prevention in the world.
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	 SY1-01

The role of forest medicine in post-COVID-19 
health management and disease prevention in 
Japan

Qing Li
Department of Rehabilitation Medicine, Nippon Medical 
School

	 Researchers in Japan have tried to find a new 
method to reduce stress by visiting forests and have 
proposed a new concept called “Shinrin-Yoku or 
Forest Bathing”. 
	 In Japan, since 2004, serial studies have been 
conducted to investigate the effects of Forest 
Bathing/Shinrin-Yoku on human health. We have 
established a new medical science called Forest 
Medicine. We have reported the following beneficial 
effects of Shinrin-Yoku:
1. �Shinrin-Yoku boosts immune function.
2. �Shinrin-Yoku reduces stress hormones 

(adrenaline, noradrenaline and cortisol).
3. �Shinrin-Yoku shows preventive effect on 

depression by improving positive feelings and 
serotonin in serum and reducing negative 
emotions.

4. �Shinrin-Yoku reduces blood pressure and heart 
rate showing preventive effect on hypertension 
and heart diseases.

5. �Shinrin-Yoku has preventive effect on lifestyle 
related diseases by reducing stress.

	 On the other hand, elderly people, patients with 
underlying diseases such as diabetes, hypertension, 
heart diseases and respiratory diseases are easy to 
develop COVID-19 and become more severe, and 
the mortality rate is also higher because of the 
reduced immune function in these patients. 
Therefore, immune function is very important to 
prevent COVID-19, thus, Shinrin-yoku may have 
preventive effect on COVID-19 by boosting immune 
function.
	 Mental stress and various mental disorders due 
to “lockdown” and “isolation” are also major social 
problems. Shinrin-yoku reduces the negative 
emotions, mental stress and stress hormones, and 
increases vigor. Therefore, Shinrin-yoku may have 
preventive effect on COVID-19-induced mental 
stress and mental disorders.
	 Shinrin-yoku also has preventive effects on 
hypertension and heart diseases to prevent 
COVID-19.
	 Because forests occupy 67% of the land in Japan, 
Shinrin-yoku is easily accessible. In addition, there 
are 65 forest therapy bases in Japan. Therefore, 
Shinrin-yoku will play a very important role on the 
preventive of COVID-19 by boosting immune 
function and by reducing mental stress in post-
COVID-19 health management and disease 
prevention in Japan.

	 SY1-02

The role of forest medicine in post-COVID-19 
health management and disease prevention in 
China

Min Du
Executive Secretary General of the forest health research 
committee, the World Federation of Chinese Medicine 
Societies

	 From the global epidemic situation, the post 
epidemic era will be an era of long-term 
coexistence between COVID-19 and mankind. 
How to apply forest medicine to China’s forest 
health industry and let people obtain immunity 
from the forest health industry will become the 
main direction of the development of China’s 
forest health industry. As the application of 
Chinese traditional medicine in forest health care 
industry, how to help the healthy development of 
forest health care industry with the medical 
evidence-based achievements of forest medicine 
will be the main goal of China’s forest health care 
industry research. By learning from the forest 
health care policies and regulations of Japan, 
South Korea and Europe, combined with China’s 
green development concept, promote the 
development direction of forest health care 
industry from concept to practice at the national 
level. Carry out effective scientific inquiry on the 
enhancement of human immunity by forest 
medicine and traditional Chinese medicine in the 
representative forest health base in China. The 
report will also introduce some of the performance 
of China’s forest health care in the process of 
COVID-19 prevention and control, and put 
forward a series of cooperation mechanisms 
between China and the developed countries in 
forest health care. In short, through this report, 
we believe that forest health care should be 
guided by forest medicine to play a more healthy 
and effective COVID-19 control mode and health 
management method.
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	 SY1-03

The role of forest medicine in post-COVID-19 
health management and disease prevention in 
Korea

Won Sop Shin
Graduate Department of Forest Therapy,  
Chungbuk National University, Korea

	 The COVID-19 pandemic we are experiencing 
is deepening our concerns regarding the 
importance and utilization of forests in relation 
to our health. In the post-COVID era, the role of 
forests, especially in terms of ‘forest medicine’, 
will become greater and more significant. Forest 
is regarded as a natural/eco-vaccine or cure 
medicine for COVID because forest is the place of 
no crowding, no close contact, and open air.
	 In Korea, use pattern of forest resources for 
people has changed from outdoor recreational to 
human health promotion. Background to forest 
medicine was the strengthening scientific 
evidence of the effectiveness of forest therapy 
through investment in research and development 
and conducting the national plans, the revision of 
laws in relation to forest healing policy.
	 The presentation will deliver the Korean’s 
history of using forest for medicine and relating 
cases. Especially the presentation will focus on 
national plans to use forest for during and post 
COVID-19 health management and disease 
prevention.
	 The presentation also reports the results of 
more than 100 forest medicine programs for 
COVID-19 related health management and 
disease prevention, run and managed by Korea 
Forest Welfare Institute, and suggests more 
efficient ways of using forest for treating post 
COVID health management.

	 SY1-04

The role of forest medicine in post-COVID-19 
health management and disease prevention in 
Canada

Bernadette Rey
Lecturer, guide in Forest Therapy, UQAM (Universite du 
Quebec a Montreal), Quebec, Canada,  
President of Canada chapter of INFOM

	 In Canada, the following trends have been 
reported.
1. �The pandemic in Canada, the provinces and the 

increase in illnesses related to this situation
2. �Increase in consultations and requests for 

consultations with doctors and therapists 
during the pandemic

3. �The evolution of the need to visit forests and 
natural environments during the pandemic 
and the consequences of this need for 
frequentation on the environment

	 Following the review of the written literature 
and the statistics available, throughout the 
pandemic in Canada and in provinces, concerning 
the beneficial effects of forest environments on 
human health of one or more stays in the forest, 
what we can conclude?
	 The forest medicine in Canada needs to have 
the practice officially recognized as an alternative 
medicine by the different levels of government 
related to public health and education and the 
role of forest medicine is to offer session and 
educate the public:
• �Curative sessions due to the increased need for 

consultation among doctors and therapists for 
those suffering from diseases (mental health 
and physical) related to the pandemic and those 
already existing due by the stress and lifestyle-
related diseases.

• �Preventive sessions following the increase in 
attendance needs for stays in the forest

• �Preventive sessions at different educational 
institutions

	 Finally, the role of forest medicine in post-
COVID-19 health management and disease 
prevention in Canada will be discussed in the 
presentation.
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	 SY1-05

The role of forest medicine in post-COVID-19 
health management and disease prevention in 
Germany

Melanie H. Adamek1）, Volker Liefring2）, 
Christian Poklitar3）

1） Head of IM-WALD-SEIN® Institute for Forest Medicine 
and Forest Therapy based in Munich

2） Chief physician of department for orthopedic 
rehabilitation at Sana Clinic Sommerfeld/Berlin

3） Senior physician at department for orthopedic 
rehabilitation at Sana Clinic Sommerfeld/Berlin

	 During Corona pandemic restrictions, forests 
in Germany experienced a renaissance as a 
destination for individual excursions. Urban 
forests in particular are an important resource in 
crisis situations. However, forests become 
relevant in the context of complementary 
medicine measures for the prevention and 
therapy of various diseases.
	 At Sana Rehabilitation Clinic Sommerfeld, 
patients have been rehabilitated after severe 
corona infections since April 2020. Patients with 
typical symptoms of Long Covid Syndrome have 
been treated since 2021. Physical therapy, dosed 
endurance training on the treadmill with and 
without oxygen, targeted chest massage and 
outdoor therapy are elements of this treatment 
concept.
	 As a traditional pulmonary sanatorium, 
Sommerfeld has a rich experience in forest 
therapy. Since 1914, tuberculosis patients have 
been treated in forest halls and with dosed terrain 
cures. Guest books from the 1920s/1930s show 
hundreds of entries of observation and training 
of foreign doctors, also from Japan. 
	 Now it is important to adapt these established 
treatment methods to today’s requirements and 
new patient groups. The presentation will 
provide an overview of the discussed applications 
of forest medicine and forest therapy in medical 
care and address the challenges posed by 
Covid-19 in everyday clinical practice.
	 Finally, the role of forest medicine in post-
COVID-19 health management and disease 
prevention in Germany will be discussed in the 
presentation.

	 SY1-06

The role of forest medicine in post-COVID-19 
health management and disease prevention in 
Italy

Francesco Riccardo Becheri
Pian dei Termini Forest Therapy Station,  
San Marcello Piteglio, Italy

	 From the very early stages of the lockdowns 
imposed to counteract the spreadingof Covid-19, 
it was clear that the forced lack of contact with 
nature could contribute to the uncomfortable 
conditions and mental disorders experienced by 
many people in a highly urbanized world.
	 On March 21st, 2020, during the International 
Day of Forests, we published a video made with 
images and sounds of our forests called “A Health 
Pill for the Emergency”. The goal was to bring the 
forests inside our homes during the lockdown, as 
well as to carry out a research aimed at measuring 
the effects on the reduction of anxiety. With 90 
participants divided into two groups, one looking 
at and listening to the forest video and the other 
an urban video as a control, we found significant 
short-term effects.
	 Pursuing the goal of promoting forest medicine 
as a health promotion strategy in Italy,an 
extensive research project was carried out in 
2020 and 2021 together with Italian Alpine Club 
(CAI), National Research Council (CNR) and the 
Reference Centre for Phytotherapy (CERFIT) at 
the University Hospital of Careggi, Florence, Italy. 
	 The research involve 40 forest sites and about 
1000 participants. All sessions were led by 
professional psychologists, however according to 
an original, simpler and interoperable conduction 
method. In this research project, 
sociodemographic and psycho-physiological 
measurements were collected together with data 
concerning meteorological comfort, 
environmental coherence, and concentration of 
biogenic volatile organic compounds (BVOC). 
Currently, data are under investigation. 
	 Forest therapy research in Italy is currently 
undergoing an accelerated expansion due to the 
establishment of an important research 
agreement involving CAI, CNR, CERFIT, 
governmental agencies and the main Universities. 
Such agreement is aimed at the standardization, 
characterization and scientific qualification of 
green areas for the promotion of health, including 
the development of Forest Therapy Stations 
across the Italian territory.
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	 SY1-07

The role of forest medicine in post-COVID-19 
health management and disease prevention in 
the UK

Gary Evans1）, Kirsten McEwan2）

1）The Forest Bathing Institute https://tfb.institute 
2）The University of Derby

	 Gary Evans, Director of the Forest Bathing 
Institute (TFBI), will share the work TFBI has 
been conducting to gain support and funding 
from the UK Government in widening access to 
Forest Bathing as a public health initiative. In 
partnership with numerous UK Universities, TFBI 
is spearheading the replication of Japanese 
research in the UK. Their current research 
projects include an NHS evaluation of Forest 
Bathing for cancer rehabilitation and Forest 
Bathing as a mental health treatment. Gary will 
also provide a snapshot of the future, including 
developments to NICE (National Institute for 
Clinical Excellence) guidelines. 
	 Associate Professor Dr Kirsten McEwan from 
the University of Derby will then share research 
findings from the first UK trial of Forest Bathing, 
and an urban Forest Bathing project called 
ParkBathe which aimed to support mental health 
recovery and reduce social isolation post 
Covid-19. If available, early findings will be 
shared from research evaluating whether Forest 
Bathing can reduce Long Covid symptom severity, 
improve mental health and social connection. 
	 As part of a multinational study Kirsten has 
been monitoring self-reported mental health, 
trauma and post-traumatic growth in a UK 
sample. The data indicate that the UK has 
experienced similar rates of depression, anxiety 
and stress to other Countries and these rates 
have been moderated by fears of developing or 
spreading Covid-19 and social isolation. Over 
time though trauma has reduced and post-
traumatic growth has increased. In other UK data 
collected by the ONS and Mental Health 
Foundation, visits to nature increased during the 
pandemic and 45% of adults reported using 
nature to cope with stress.
	 Finally, the role of forest medicine in post-
COVID-19 health management and disease 
prevention in the UK will be discussed in the 
presentation.

	 SY1-08

The role of forest medicine in post-COVID-19 
health management and disease prevention in 
the world

Qing Li
Department of Rehabilitation Medicine, Nippon Medical 
School

	 “Shinrin-Yoku or Forest Bathing” was first 
proposed in Japan in 1982. To scientifically 
investigate the beneficial effects of Shinrin-Yoku, 
in Japan, the forest therapy research group was 
established in 2004 and developed to the Society 
of Forest therapy in 2008, the society of forest 
medicine in was established in 2007 in Japan, the 
International Society of Nature and Forest 
Medicine was established in 2011. Since 2004, 
serial studies have been conducted to investigate 
the effects of Forest Bathing/Shinrin-Yoku on 
human health. Forest Medicine as a new 
preventive/environment medicine was published 
in 2012. Then, the Forest Medicine was translated 
into Chinese in 2013 and into Korean in 2017. In 
2018, Shinrin-Yoku and Forest Bathing were 
published in the UK and in the US respectively 
and subsequently Shinrin-Yoku was translated 
into 26 languages. Since then, Shinrin-Yoku and/
or Forest Medicine, which originated in Japan, 
has spread all over the world as stress 
management, health promotion and disease 
prevention methods. Currently, the term “Shinrin-
yoku” is internationally accepted.
	 On the other hand, since the first outbreak of 
the new virus in 2019, more than 270 million 
people have been infected in the world so far. The 
death toll increased to over 5.3 million people. 
Because Shinrin-Yoku boosts immune function, 
reduces stress hormones, improves positive 
feelings and serotonin in serum, reduces negative 
emotions, reduces blood pressure and heart rate, 
showing preventive effect on hypertension and 
heart diseases, has preventive effect on lifestyle 
related diseases by reducing stress; therefore, 
Shinrin-yoku may have preventive effect on 
COVID-19 by boosting immune function and by 
reducing stress. Based on the above background, 
many countries have tried to apply Shinrin-yoku 
to prevent COVID-19. 
	 At this symposium, we will share and discuss 
the studies from Canada, China, Germany, Italy, 
Japan, South Korea, the United Kingdom on the 
role of forest medicine in post-COVID-19 health 
management and disease prevention.
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SY1-01, SY1-08　Qing Li
Dr, Qing LI (MD, PhD) graduated from Shanxi Medical University and got PhD from 
Kagoshima University. He is professor at Nippon Medical School, President of the Japanese 
Society of Forest Medicine, Director of the Forest Therapy Society, Vice-President and 
Secretary General of INFOM. He has studied at Stanford University. He received Society 
Award from the Japanese Society for Hygiene in Forest Medicine in 2022 and University 
Award from Nippon Medical School in Forest Medicine in 2011.

SY1-02　Min Du
Dr. Min Du graduated from Huanggang Normal University and got PhD from Huazhong 
Science and Technology University. He is the Doctor of management, senior international 
financial manager of the United States (IFMA), member of the Central Economic Committee 
of the Democratic League of China, Secretary General of the new class association of the 
Hubei Provincial Committee of the Democratic League of China, member of the social and 
legal Committee of the Hubei Provincial Committee of the Democratic League of China, 
and Executive Secretary General of the forest health research committee of the World 
Federation of traditional Chinese medicine.

SY1-03　Won Sop Shin
Won Sop Shin obtained his Ph.D. in forestry in 1992 from University of Toronto, Canada.
Dr. Won Sop Shin is a professor at Chungbuk National University in Korea and holding 
Chair of Korea Forest Therapy Forum. He has lots of experience in research and conducting 
projects on forest and human health for about 30 years. His main research interest is 
psychological benefits from forest and nature experiences. During the years of 2013-2017, 
he also served as Minster of Korea Forest Service (KFS), and Chair of Committee on Forestry, 
FAO. During his term, KFS developed many new forest policies relating to using forest for 
human health and welfare. He is now a Head of Graduate Department of Forest Therapy 
at Chungbuk National University enrolling about 150 students in masters’ and Ph.D. 
programs. Won Sop Shin is also working actively with international organizations such as 
International Society of Nature and Forest Medicine.

SY1-04　Bernadette Rey
Mrs. Bernadette Rey graduated from University of Montréal and sensitized by the practice 
of Shinrin Yoku since 2009, environment medicine, sustainable and medicine textiles and 
fibres, a member of different organizations as the Foundation of Mont Saint Bruno and 
INFOM, president of the Canadian Chapter of INFOM, a researcher and lecturer as a guide 
in Forest Therapy, Pure Science college diploma and certificate in anthropology

SY1-05　Melanie H. Adamek
Dr. jur. Melanie H. Adamek graduated from Ludwig Maximilians Universität, Munich, 
Germany, and got Doctoral Degree at Ludwig Maximilians Universität, Munich, law school.
Lawyer, author, managing director of a publishing house specialized in nature and health, 
forest and health expert, head of IM-WALD-SEIN® Institute for Forest Medicine and Forest 
Therapy based in Munich.
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SY1-05　Volker Liefring
Dr. med. Volker Liefring (MD) graduated from Humboldt-Universität zu Berlin, Berlin, 
Germany and got Doctoral Degree at  Humboldt-Universität zu Berlin, Berlin, medical 
school.
Specialist in physical and rehabilitative medicine, additional qualifications in naturopathy, 
physical therapy and balneology, pain medicine, social medicine and manual medicine, 
chief physician of department for orthopedic rehabilitation at Sana Clinic Sommerfeld/
Berlin.

SY1-05　Christian Poklitar
Dr. med. Christian Poklitar (MD) graduated from Martin-Luther Universität Halle-Wittenberg, 
Halle (Saale), Germany.
Specialist for physical and rehabilitative medicine, senior physician at department for 
orthopedic rehabilitation at Sana Clinic Sommerfeld/Berlin; Interests: Japanese martial arts, 
culture, tradition.

SY1-06　Francesco Riccardo Becheri
Dr. FrancescoRiccardo Becheri graduated from School of Psychology University of Florence, 
and received his specialization in Psychotherapy at Institute of Integrative Psychotherapy. 
He has always been fascinated by contact with nature, and combined his profession as a 
psychologist with personal passion by creating an innovative forest therapy project in 
Italian northern Apennines. His work has attracted the attention of universities, research 
centres and public institutions with which he currently cooperates.

SY1-07　Gary Evans
Gary Evans, director of The Forest Bathing Institute, is a peer-reviewed author and 
researcher on forest bathing. Gary pioneered Forest Bathing+ alongside his wife, Olga. 
Gary regularly consults with the UK government and universities and has been featured in 
countless publications; his media appearances include BBC print and TV.

SY1-07　Kirsten McEwan
Dr. Kirsten McEwan graduated from Nottingham Trent University and got PhD from 
University of Derby. She is an Associate Professor of health and wellbeing research at the 
University of Derby. Her research aims to provide the evidence-base for public health 
interventions such as Forest Bathing, reduce health inequalities and promote more pro-
environmental attitudes. She has published extensively on compassion-based and nature-
based wellbeing interventions.
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シンポジウム2

環境中における新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の 
リスクとその予防策

 座 長 

東 賢一
近畿大学

塚原 照臣
信州大学

開催趣旨

　2020年初め以降の新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミックに伴い、近年例をみ
ない公衆衛生上の問題が世界規模で生じている。COVID-19の感染を防止するためには、医療機関、
事業所、福祉施設、飲食店や店舗など、多数の二次感染が生じている環境において感染経路を分析
し、適切な予防策を講じることが重要である。これまで、二次感染やクラスターが生じた現場の状
況や感染者からの情報などをもとに、3密（密接、密集、密閉）や感染リスクが高まる5つの場面（飲
食を伴う懇親会等、大人数や長時間におよぶ飲食、マスクなしでの会話、狭い空間での共同生活、居
場所の切り替わり）が情報提供されてきたが、これらの場面や環境において、どのような感染経路が
感染リスクの主体であり、どのような予防策が重要かについては、十分な分析がなされてきたとは
言い難い。これまで、事業者に対する営業時間の短縮や一般住民への外出自粛要請などがなされて
きたが、社会経済への影響が大きく、事業者や一般住民において混乱を生じてきたことは否めない。
　COVID-19のパンデミックから約2年が経過した中で、ワクチン接種も進み、COVID-19に対す
る日常生活での感染予防策について、この間に研究されてきた科学的エビデンスを一旦議論する時
期でもあると考える。本シンポジウムではこのような状況を踏まえて、「環境中における新型コロナ
ウイルス感染症のリスクとその予防策」のタイトルでシンポジウムを開催する。SARS-CoV-2の拡
散シミュレーション、感染経路とクラスター分析、換気の効果、抗原検査キットを活用した一般住
民の行動変容等に関する最新のエビデンスを提供していただき、COVID-19の有効で実用的な感染
予防策についての整理と議論を行うとともに、今後取り組むべき学術的及び社会的な課題に関する
議論を行う。
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	 SY2-01

スパコン「富岳」によるウイルス飛沫エア
ロゾル拡散シミュレーションと感染リスク
評価

坪倉 誠
理化学研究所計算科学研究センター、 
神戸大学大学院システム情報学研究科

2020年に世界中で急速に感染拡大した新型コロ
ナウイルス（COVID-19）は，我々の生活を一変させ
た．この未知のウイルスはどのような経路から人に
感染し，広がっていくのか？様々な情報が錯そうす
る中，我々はマスコミからのニュースと，行政機関
から発せられる方針を頼りに行動するしかなかっ
た．日本ではダイヤモンドプリンセス号における集
団感染を始めとして，スポーツジムや屋形船，雪ま
つり会場での仮設テント内といった感染拡大初期
のクラスター発生事案を精査する中で，換気の悪い
密閉空間，多くの人が集まる密集場所，近距離で会
話等をする密接場面，いわゆる3つの密を避けるこ
とが感染リスクを下げるうえで重要であることが3
月早々に政府から通達された．感染拡大の初期に，
世界に先駆けて日本では，感染経路として飛沫感
染，特に近距離での飛沫核感染のリスクと換気の重
要性が認識されていたのである．このような状況の
中，我々のチームは，試運転中のスーパーコン
ピュータ「富岳」を用いて、様々な状況における飛
沫・エアロゾルの飛散をシミュレーションすること
で，流体力学に基づく科学的データを提供するとと
もに，感染リスク低減策を提案することを目的とし
て，昨年度4月末に活動を開始した．その結果，現
在までに50を超える感染シーンと，1000を超える
シミュレーションを実施し，社会に発信してきた．
本講演では，この活動の概要を紹介すると共に，飛
沫・エアロゾルの飛散をシミュレーションするため
の数理モデル，及び感染リスクを評価する手法につ
いて述べる．得られた結果から，特に飲食店や病室
等における感染リスクついて紹介し，感染リスクの
低減に向けた各種対策のリスク低減定量評価を示
す． また，シミュレーション精度の高精度化を目的
として最近行っている，室内環境での飛沫・エアロ
ゾル解析と連成させた，気道内での飛沫付着と生体
免疫反応に基づくウイルス増殖シミュレーション
についても紹介する．

	 SY2-02

感染確率を考慮したCOVID-19における
換気対策の評価について

倉渕 隆
東京理科大学工学部 

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は換気の悪
い室内空間において、感染者の発するマイクロ飛沫に
よる集団感染のリスクがあると感染拡大の初期段階か
ら指摘されており、換気対策が重要である。厚生労働
省は、機械換気によって対策する場合は、建築衛生法
に基づく一人当たり30 m3/hの換気の確保を推奨して
おり、WHOや各国の空調・換気関連学会も、感染リス
クの低減するために同様の推奨基準を示している。一
人当たり30 m3/hはカナダにおける結核の院内感染防
止の観点から定められたと説明されており、また
COVID-19のクラスターが、居住者由来の体臭等によ
る不快防止の観点から定められた必要換気量を大幅に
下回る室内環境で多発したことを踏まえたものと考え
られる。その一方で、現状での感染状況を考慮すると、
一般的な室での在室者に対し、想定される感染者数は
一人いるかどうかとなるため、感染対策として在室者
数に比例した換気量が必要となる理由については、明
確な説明がなされていない。一方、空気感染する疾病
の感染確率はWells-Riley感染確率モデルによって予
測できるとされている。このモデルを適用するのにあ
たっては，感染者が発する感染性粒子であるquanta生
成率の想定が必要となるが、一般的な室用途に対する
想定値はREHVA（欧州空調換気設備協会）によって与
えられている。そこで，これらを組み合わせることに
よって、一人当たり換気量を確保することの意義につ
いて考察を加える。その結果、一人当たり換気量を一
定にすることは、室内に一人の感染者が居る条件で、
在室者の人数によらずイベント終了後に二次感染者数
を一定の人数に抑制する条件に相当することを明らか
にする。この結果を踏まえて、各種用途の室について
イベント終了後に二次感染者数を1人未満とするため
の必要換気量を求めた結果、カラオケなどを除き、概
ね一人当たり30 m3/h程度となること、従って、室内に
CO2モニターを設置して1000ppmを必要換気量確保
の目安とすることの妥当性について確認する。さら
に、外気による外気による換気以外の感染リスク低減
要因として、エアフィルタによる濾過、重力沈降、不
活化による効果を相当換気量として評価する方法につ
いて検討する。特にエアフィルタによる感染性粒子の
除去効果については、一部実測結果や既往研究結果を
交え、安全側の評価を行う方法について検討する。最
後に、換気のエアフィルタを併用する室について、エ
アフィルタによる捕集率を変動させた場合の感染リス
クの試算結果について紹介する。
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	 SY2-03

COVID-19の二次感染やクラスターの 
分析と有効な感染予防策

水越 厚史、奥村 二郎、東 賢一
近畿大学医学部 環境医学・行動科学教室 

　COVID-19の感染予防策の実効性を明らかにするため
には、感染伝播の可能性のある環境において、感染経路別
のCOVID-19のリスクを定量的に評価し、感染予防策を
行った場合のリスクの低減を把握することが必要である。
感染経路としては主に飛沫感染、接触感染、マイクロ飛沫
感染の3つが考えられる。また、感染伝播環境を感染経路
の違いを基に分類すると、感染者と被感染者が近接する
環境、感染者と被感染者が離れた環境に分けて考えるこ
とができる。感染者が近接する環境としては、医療機関や
福祉施設、住宅等が考えられ、感染経路は飛沫感染、接触
感染、マイクロ飛沫感染の可能性がある。一方、感染者が
離れている環境としては、学校やオフィス等が考えられ、
感染経路は接触感染、マイクロ飛沫感染の可能性がある。
感染予防策としてはマスクやフェイスシールドの着用、
換気、消毒等が考えられ、感染経路によって効果が異なる
と考えられる。
　これまで3つの経路のCOVID-19のリスクをそれぞれ算
出し、比較することのできるモデルを作成した。飛沫感染
は、ポアソン分布を仮定したモンテカルロシミュレー
ションによるモデル、接触感染は、マルコフ連鎖モデルを
用いたモデル、マイクロ飛沫感染は、定常発生・減衰を仮
定したモデルを用いてSARS-CoV-2の曝露量を求めるも
のとした。COVID-19のリスクは、指数モデルの量反応関
係を用いて計算することとした。そして、感染者と近接す
る環境、感染者が離れている環境として、それぞれ医療現
場、オフィス環境を想定し、感染経路別のリスクを算出
し、各予防策の効果を評価した。
　医療現場において医療従事者のCOVID-19のリスクは
飛沫感染が主要（60%-86%）で、次に接触感染であり（9%-
32%）、唾液中ウイルス濃度が高濃度（107-108 PFU mL－
1）の場合、マイクロ飛沫感染の可能性が示唆された。ま
た、医療従事者がサージカルマスクとフェイスシールド
を着用した場合、99.9%以上のリスクの低減が見込まれ
た。なお、患者がサージカルマスクを着用することでリス
クは99.99%以上削減されることがわかった。また、オ
フィス環境においては、唾液中ウイルス濃度が高濃度
（108 PFU mL－1）で2日間（16時間）の曝露時、全員がマス
ク非着用の場合、マイクロ飛沫感染により100人中6人発
症、接触感染により100人中1人発症するという結果とな
り、COVID-19のクラスターが発生する可能性が示唆さ
れた。また、全員マスクをした場合のマイクロ飛沫感染の
リスクの低減率は61%-91%、接触感染は99.999%以上と
なった。以上の結果から、環境の違いによる感染経路の
COVID-19のリスクの寄与の違いや環境における予防策
の効果を定量的に示すことができ、特に感染者と感受性
者が共にマスクすることの重要性が定量的に示された。

	 SY2-04

COVID-19感染拡大リスク低減策になる
か？家庭での抗原検査キット使用による感
染者の行動変容から考える

岩澤 聡子
防衛医科大学校医学教育部医学科 衛生学公衆衛生学講座

　職域における感染予防対策として、健康観察、常時のマ
スク着用、手指衛生と「3つの密」の回避が基本である。
（1）健康観察として、体温測定を行い、発熱や風邪症状が
ある場合は出社をさせない。発熱を認めないが体調不良
を自覚する場合は出社をしない。また勤務中に体調不良
を認めた場合には直ちに帰宅してもらう。（2）常時のマス
ク着用を徹底する。（3）手洗いを基本とした手指衛生を行
う。また顔や目をむやみに手で触らないことも重要であ
る。（4）「3つの密」にならないような対策（環境整備・行
動制限）を実施する。リスクを低減させるため、出来る限
り「ゼロ密」を目指す。業務時間のみならず、業務時間外
（昼休み含む）においても感染リスクが高まる「5つの場
面」を避ける。事業者は業務時間外の感染予防行動に対し
ても、何らかの指針を示すことが重要である。
　しかし、健康観察後の出社可否については、各個人に判
断が任されているところが大きい。自宅で軽度の症状を
自覚した際に、通勤を控え、医療機関を受診しようと考え
る仕組みづくりが急務である。神奈川県では、抗原検査
キットを配布することで人々に行動変容を促せるかどう
かのアンケートを令和3年5月末に実施し、全体で
137,865人が回答した。そのうち、有症状時に医療機関を
受診しない・どちらかというと受診しないと答えたのは
36%であった。40歳代以下では約4割が受診しないと回答
した。医療機関を受診しない人のうち、約4割は、通勤・
通学を続けると回答した。有症状時に医療機関を受診し
ないと回答した32,860人を対象にしたアンケートでは、
抗原検査で陽性が判明したら、医療機関を受診し、通勤・
通学を控えると回答したのは9割以上であった。これらの
結果を受けて、県は神奈川県在住者で上記アンケートの
回答者から希望を募って抗原検査キットを2キット1パッ
クとして配布し、発熱・咳等の風邪のような症状発現時に
自宅で自ら検査してもらい、陽性の場合に、速やかな医療
機関の受診につながるかという効果測定を行う事業を
行った。令和3年9月1日時点で、陽性の反応が出たと回答
した方に向けた追加調査に回答した人数は161人であっ
た。そのうち実際に医療機関を受診したと回答したのは
142人（88%）、実際に通勤・通学・外出を控えたと回答し
たのは158人（98%）であった。抗原検査キットは、発病し
たらセルフチェックし、感染可能性が高い際の通学・出勤
を思いとどまらせる、医療機関受診の心理的なハードル
を下げるという効果が示唆された。感染者比率が高い、就
学・就労世代をターゲットとする対策として有効である
と考えられた。
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演者略歴

SY2-01　坪倉 誠
1992年3月京都大学工学部物理工学科卒業
1997年3月東京大学大学院工学系研究科博士課程機械工学専攻終了、博士（工学）授与
東京工業大学、電気通信大学、北海道大学を経て2015年より神戸大学教授
2012年より理研計算科学研究センター兼務
日本機械学会、日本流体力学会、日本自動車技術会のフェロー
日本工学アカデミー会員
2021年11月ACMゴードンベル新型コロナ研究特別賞受賞，（社）日本ITU（国際電気通信連合）
協会賞特別賞

SY2-02　倉渕 隆
1982年　　　　東京大学 工学部 建築学科 卒業
1984年　　　　東京大学 工学系研究科 建築学専攻修士課程　修了
1985年　　　　東京大学 工学系研究科 建築学専攻博士課程 中退
1985-1992年　東京大学工学部建築学科助手
1986-1987年　米国商務省付属国立基準局　客員研究員
1991年　　　　学位取得 博士（工学）東京大学
1992-1995年　東京理科大学工学部 専任講師
1995-2003年　同 助教授
2003年-　　　  同 教授（至る現在）
2020年より空気調和・衛生工学会副会長
研究分野は、建築空気環境、換気設備、室内気流のコンピュータシミュレーション

SY2-03　水越 厚史
【専門】室内環境、リスク評価学、感染症対策
博士（環境学）東京大学

【所属・役職】近畿大学 医学部 環境医学・行動科学教室 講師
1998～2002年　東京工業大学 工学部
2002～2011年　東京大学大学院 新領域創成科学研究科
2007～2014年　東京都立産業技術研究センター
2014～2019年　早稲田大学 応用脳科学研究所 招聘研究員
2014年～現在　  近畿大学 医学部 環境医学・行動科学教室

SY2-04　岩澤 聡子
防衛医科大学校 医学教育部医学科 講師
2003年産業医科大学医学部卒、2009年慶應義塾大学大学院医学研究科博士課程修了。同年慶
應義塾大学助教（医学部衛生学公衆衛生学）、2014年慶應義塾大学専任講師（同）。2018年より
現職。日本産業衛生学会指導医・専門医、許容濃度等委員会委員。社会医学系専門医制度指導
医・専門医、労働衛生コンサルタント（保健衛生）、第1種作業環境測定士。内閣府食品安全委
員会専門委員、神奈川県感染症対策協議会委員。
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出生コホート連携 

 座 長 

佐田 文宏
中央大学

開催趣旨

　最近の出生コホート研究は相互にネットワークを構築し、様々な形で連携することが世界的な潮
流となっている。背景には、DOHaD説とそれに基づくライフコースアプローチの疫学が注目され
てきたことによる。例えば、出生コホートのネットワークBirthcohorts.netには、ヨーロッパを中
心に、1980年以降に開始された母児300組以上の規模の約130の出生コホートが登録され、収集さ
れたデータと生体試料に関する情報が、採取時期とともにデータベースに登録され、公開されてい
る。また、2017年には、総計25万人以上の参加者からなる既存のヨーロッパの出生コホート研究
が中心となってEU Child Cohort Networkを設立し、最新のIT技術を駆使し、DOHaDの観点か 
らライフサイクルにおける健康問題を解決することを目指すライフサイクルプロジェクトが開始さ
れた。
　わが国では、先制医療の提唱とともに「ライフステージに応じた健康課題の克服」が政府の定め
る「医療分野研究開発推進計画」に明記され、国や地方自治体の重要施策として取り上げられるよ
うになってきた。日本の出生コホート研究は、これまで連携することが乏しかったが、2019年に
は、日本DOHaD学会が、日本疫学会、日本衛生学会等と連携して、出生コホート研究連携ワーク
ショップを開催し、インフラ整備、データ統合、生体試料、データヘルス、早期介入の５テーマに
関して、提言を取りまとめた。2019年度には、東北メディカルメガバンク三世代コホート、北海道
スタディ、千葉こども調査、成育出生コホート研究、浜松母と子の出生コホート研究、BOSHIの6
出生コホート研究が中心となり、日本医療研究開発機構（AMED）の支援を得て、AMED 
BIRTHDAY出生コホート連携研究開発班が発足した。現在、各コホートで低出生体重と妊娠高血圧
症候群（HDP）の健康影響を分析し、メタアナリシスを開始している。今後、Individual Participant 
Data（IPD）のメタアナリシス、バイオバンク機能を活かし、GWAS、EWASへの展開が期待されて
いる。
　本シンポジウムでは、わが国における出生コホート連携の推進のために、AMED BIRTHDAY出生
コホート連携研究班としての連携の取り組みとそれに付随する研究の進捗状況を紹介する。
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	 SY3-01

国内出生コホート連携基盤の構築・維持・
更新：日本の出生コホートの取り組み

佐田 文宏
中央大学 保健センター 

近年、出生コホート研究は、欧米諸国を中心に、
ネットワークやコンソーシアムを構築し、データの
様式の共通化、データ統合、メタアナリシスなどの
ような形で、連携を深めている。わが国では、この
ような連携が乏しかったが、2019年、日本疫学会、
日本衛生学会等との共催で、出生コホート研究連携
ワークショップを開催した。参加者によるグループ
ワークという形で、インフラ整備、データ統合、生
体試料、データヘルス及び早期介入という5つの
テーマに関し、日本におけるコホート及び介入研究
の連携のための戦略を検討した。このようなことが
契機となり、2019年度より、AMED BIRTHDAY出
生コホート連携研究開発班が発足した。現在、国内
出生コホート連携基盤の構築・維持・更新のため
に、出生コホート登録事業と研究者ネットワーク構
築を行っている。
出生コホート登録事業では、国内の代表的な出生

コホートを調査し、各コホートのプロファイル、既
収集情報・試料に関して情報を収集している。得ら
れた情報を基に、登録・管理・閲覧可能なWebペー
ジ「日本の出生コホート」（https://j-birthcohorts.
net/index/）を作成した。Webページの構造は
Birthcohorts.netと類似する内容を想定した。現
在、国内の9出生コホート約52,000組のプロファイ
ルが登録されている。1：1の共同研究、メタアナリ
シスに利活用できるようになっている。現在、出生
コホート連携研究開発班参加6コホートによるメタ
アナリシスが開始されている。将来的には、エコチ
ル調査の参加による15万人規模のメタアナリシス
を目指している。
研究者ネットワーク構築に関しては、国内の出生

コホートに参加する研究者等を対象に、情報共有の
機会を提供し、連携を促進するとともに人材育成に
も力を入れたいと考えている。具体的には、日本
DOHaD学会分科会合同セミナーの定期的な開催お
よび日本衛生学会、日本疫学会等のDOHaDを研究
対象とする学会におけるシンポジウム、ワークショッ
プ等の企画・開催によって、Webページの周知、登
録の促進を図っている。さらに、研究者ネットワー
クWebページとSNSを通して、国内外の出生コホー
トに関するきめ細かな情報提供を行っている。

	 SY3-02

統合メタ解析のプロセスについて  
－AMED Birthday研究班より－

森崎 菜穂
国立成育医療研究センター 社会医学研究部 

本邦には、数多くの出生コホートが存在していま
す。2019年1月の日本DOHaD学会・DOHaD疫学セ
ミナー共催で開催された「出生コホート研究連携
ワークショップ」等で議論が行われ、2019年4月か
ら日本医療研究開発機構（AMED）成育疾患克服等
総合研究事業-BIRTHDAY「出生コホート連携に基
づく胎児期から乳幼児期の環境と母児の予後との
関連に関する研究」が開始され、出生コホート間の
連携強化が期待されています。
本研究は北海道スタディ（母児約2万組）、三世代

コホート調査（母児約2万組）、BOSHI研究（母児約
600組）、千葉出生コホート（母児約400組）、成育母
子コホート（母児約1,500組）、浜松母と子の出生コ
ホート研究（母児約1,000組）からスタートした取り
組みです。本研究班において、妊娠高血圧症候群
（HDP）/ 低出生体重（LBW）それぞれのリスク因子
と予後の統合解析に向けた体制整備を進めてきた
ので、現状をご紹介させていただきます。
本研究を実施するにあたり、特に「All Japanか

ら出す」ことに意義があるリサーチクエスチョンを
進めることで、まずは実務プロセスを試行してみ
る、そして今後日本の出生コホート間の永続的な連
携に繋がるような体制を検討する、ということに重
点をおいて活動してきました。コホート関係者によ
る会議は2020年3月から2021年9月現在まで計5回
開催しております。
まず、第1弾の解析テーマとして「能動的喫煙と

妊娠高血圧症候群」を設定し、母集団、曝露の測定
方法、アウトカムの定義、調整変数の設定、などに
ついて詳細に協議を重ね、合意が得られた解析計画
に基づいて各コホートで解析をしていただいた後に
集計結果のみを送付いただき、当研究部でメタ解析
を実施しました。また、この過程の中で、新規テー
マの提案方法、メタ解析に参加コホートの決定方法、
詳細計画の決定方法、や、各コホート責任者、各コ
ホート情報の解析担当者、リード研究者、および事
務局の役割を明確にしていくことができました。ま
だ小さく始めている出生コホートの統合メタ解析
研究ですが、実情をお伝えできればと思います。
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	 SY3-03

ゲノムコホート研究におけるIPDメタ解析
の取り組み

清水 厚志
岩手医科大学 医歯薬総合研究所 生体情報解析解析部門 

新規DNAシークエンサーや高密度DNAマイクロ
アレイの開発によりゲノム解析のコストが低下し
た結果、全ゲノム規模の多型解析が加速しており、
ゲノム情報に基づく症例対照研究やゲノムコホー
ト研究の大規模化が進んでいる。
国外では70万人を超える米国の退役軍人を対象

としたMillion Veteran Programや50万人を超え
る英国のUK Biobankなど、すでに数十万人を対象
としたコホート・バイオバンク研究がゲノム研究を
進めており、ゲノムワイド関連解析（Genome Wide 
Association Study；GWAS）を始めとする多数の研
究成果が報告されている。
国内でも20万人のバイオバンクジャパン（BBJ）、

15万人の東北メディカル・メガバンク計画（TMM）
を始め、多目的コホート研究（JPHC Study）、日本
多施設共同コホート研究（J-MICC Study）、北海道
スタディ（Hokkaido Study）など1万人を超える規
模の独立したコホート研究が多数実施されている
が、ゲノムコホート研究でゲノム情報を十分に活用
するためにはより大規模な対象者数が必要とされ
ており、既存のゲノムコホート研究のデータの相互
利用、そして統合解析が期待されていた。
発表者らはこれまでに各コホートを訪問して現

地で解析を実施する訪問型の共同研究や、共同研究
先の研究者に解析を依頼し、要約統計量を利用する
メタ解析、スーパーコンピューターのネットワーク
を利用する連携解析など、複数のコホートデータを
様々な取り組みで利用し、コホート横断的な研究を
行ってきた。本年2021年には国内5つのコホート
データを統合し、37万人規模の解析を行うためのゲ
ノムコホート連携も構築し、現在解析環境の構築中
である。
本シンポジウムでは発表者らがこれまで進めて

きたバイオバンク・コホート連携の取組やゲノムコ
ホート研究における個人ごとのデータ（Individual 
Participant Data: IPD）を利用した解析の現状と課
題、今後の利活用の展望について紹介したい。

	 SY3-04

成育母子コホートによる連携 

堀川 玲子
国立成育医療研究センター 内分泌代謝科 

　成育母子コホートは、国立成育医療研究センターで
妊娠期からフォローされ、出産した母子の長期健康予
後を観察する研究である。コホート研究としては、
2010年末から妊婦の参加者募集を開始し2013年3月に
募集終了、登録数は2298名で、同年11月にすべての妊
婦が出産を終えた。出産時に再同意を取得し、2018名
が父母子のフォローアップ対象となった。本コホート
の特徴として、早産・SGA群（15%）と合併症・生殖補
助医療（ART）による妊娠群（ハイリスク妊娠群33%）を
おき、 コホート内コホートを行っていること、成育医
療研究センター内の各専門診療科が共同で、児の神経
･運動発達、成長･代謝、アレルギー、精神発達を多角
的に観察していること、父母および母方祖母の健康調
査を継続して行うことで、体質や疾患の世代間関連を
解析していることが挙げられる。また、当センターの
研究所と連携し、ゲノム･エピゲノム解析をおこない、
観察した事項の分子遺伝学的基盤を検討している。ま
た、参加者の胎盤サンプルの保存、解析との臍帯血の
保存に加え、定期的に血液･唾液･尿検査を行い、生化
学データを収集･検体保存を行っている。これらの検
体は、研究所及び成育バイオバンクに保存され、将来
の解析に供されると共に、他の研究との共有を行うこ
とが可能である。
　これまでに検討した内容として、母体の妊娠時及び
妊娠中の体重増加と児の出生時の状態、その後の糖脂
質代謝との関連、SGAの成因に関連する因子、自閉症
スペクトラムの検出方法開発とその応用、ART妊娠と
児の予後、妊娠中の栄養と児のアレルギー体質との関
連、SGA/低出生体重の世代間関連、更に無痛分娩の児
に対して及ぼす影響など広範囲な課題につき、検討を
行ってきた。今回はその一部をご紹介したい。
　このような一施設での研究は、それぞれの分野のエ
キスパートが、ある課題を深く掘り下げていくには適
している。対象の経済的あるいは文化的背景などが比
較的均一であることも、背景因子の調整を行わなくて
良い利点がある。一方で、解析結果の中には一般化で
きないものが含まれている可能性もあり、n数が限ら
れていることも問題点として上げられる。そこで、本
邦のコホートが、同じ課題に共通の検討項目を設定し
て研究を行うことは、大変意義のあることと考えられ
る。本コホートもこのようなコホート連携に積極的に
参加していく予定である。
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	 SY3-05

浜松母と子の出生コホート研究（HBC 
Study）：出生コホート連携における役割

土屋 賢治、Mohammad Shafiur Rahman、
西村 倫子
1）浜松医科大学 子どものこころの発達研究センター 
2）大阪大学大学院大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・ 
千葉大学・福井大学連合小児発達学研究科

浜松母と子の出生コホート研究（HBC Study）は，
子どもの神経発達学的・行動医学的表現型を，胎児
期・新生児期から青年期にわたって定量的かつ継続
的に計測する，多目的出生コホート研究である。そ
の目的は，個人ごとの神経発達の軌跡から「中枢神
経系の成熟遅延」のサインを見出し，自閉スペクト
ラム症をはじめとする神経発達症のなりたちの理
解に寄与することにある。2007年に運営を開始し，
1258名の新生児と1138名の母親が参加した。これ
までに，生後1ヵ月から13歳までの13回にわたり追
跡を継続している。
出生コホートの連携の枠組みの中で，HBC Study

は，神経発達学的予後のメタ解析に貢献することを
目指している。近年，環境化学物質や分娩時の硬膜
外麻酔（いわゆる無痛分娩）と神経発達症との関連
が取りざたされている。当日は，神経発達症にまつ
わるopen questionを紹介したのち，HBC Studyお
よび出生コホート連携に期待される役割について
議論する。

	 SY3-06

BOSHI研究による連携 

目時 弘仁、佐藤 倫広、村上 任尚
東北医科薬科大学医学部 衛生学・公衆衛生学教室 

　BOSHI研究は、2005年に計画が立案され2006年10
月より宮城県岩沼市にある産科婦人科生殖医療科の専
門病院であるスズキ記念病院で妊婦のリクルートが開
始された。BOSHI研究の名称は、「母子健康手帳・家
庭自己測定血圧に基づいた三世代（祖父母、父母、児）
の血圧・環境・遺伝要因連関と生活習慣病発症に関す
る研究」の略称で、英文研究名のthe Babies’ and their 
parents ’ longitudinal Observation in Suzuki 
memorial Hospital on Intrauterine period studyの
頭文字をとったものである。本研究では、①家庭血圧
を用いた妊娠時血圧の評価と妊娠高血圧症候群の早期
発見、②母体の血圧・妊娠高血圧や生活習慣病を始め
とする母体の環境とこどもの胎生期（子宮内）発育状況
との関連、③こどもの胎生期（子宮内）発育状況とこど
もの将来の高血圧症や生活習慣病発症との関連、④母
子健康手帳に基づく父母（妊婦とその夫）の生下時情報
と祖父母・父母・こどもの血圧の関連を調査すること
を目的とした。
　血圧変化には季節変動があること、心拍／血圧で計
算されるショック・インデックスという指標は夏期に
特異的に上昇し、産科危機的出血の指標以外に、慢性
的な血管内脱水の指標となる可能性、妊娠初期の血圧
レベルに加え、妊娠期間中の血圧変化の軌跡
（Trajectory）も児の体重に関連することが明らかと
なった。また、児の出生体重に及ぼす影響が大きい妊
娠期間があることも報告した。
　妊婦健診時に測定される血圧と家庭血圧との関連に
ついて検討を行い、妊婦健診時の血圧は家庭血圧に比
較し高く測定されていること（白衣現象）を明らかとし
た。この白衣現象は「三世代コホート調査」でも再確
認されたが、研究目的に妊婦健診と異なる場所で測定
した血圧では白衣現象は確認されなかった。これら白
衣現象に関わる結果は、2021年に報告されたメタアナ
リスで国際的にも追試された。
　BOSHI研究では、精度の高いデータを取得するこ
とで、少ない対象者人数でも強い関連が得られる項目
を検討するデザインで行っている。一方、いくつもの
層別解析が必要な分析を行ったり、交絡要因を増やし
て検討したりする際には、対象者の人数という点で限
界を伴う。コホート連携を行うことで個々のコホート
では限界のある分析を行ない得ることもあるので積極
的に連携を行いたい。
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SY3-01　佐田 文宏
1986年　京都大学医学部卒業
1989年　東京大学医学部公衆衛生学教室 助手
2000年　北海道大学大学院医学研究科公衆衛生学分野 講師
2003年　北海道大学大学院医学研究科公衆衛生学分野 助教授
2007年　北海道大学大学院医学研究科公衆衛生学分野 准教授
2008年　国立保健医療科学院疫学部 室長
2011年　国立保健医療科学院生活環境研究部 上席主任研究官
2016年　中央大学保健センター 医療管理者・産業医
2020年　中央大学保健センター 学校医

SY3-02　森崎 菜穂
2007年　東京大学医学部医学科卒業
2007年　沖縄県立中部病院、都内病院にて小児科・新生児科医として勤務
2012年　Harvard School of Public Health, MPH 取得
2015年　�東京大学医学系研究科 医学博士号取得 

国立成育医療研究センター社会医学研究部ライフコース疫学研究室長
2021年　現職

SY3-03　清水 厚志
平成11年3月　青山学院大学大学院 理工学研究科 博士後期課程 修了 博士（理学）
平成11年4月　�青山学院大学 理工学部、東京電機大学 工学部 非常勤助手 

至　平成12年3月
平成11年7月　�慶應義塾大学 医学部 研究員 

至　平成12年3月
平成12年4月　�慶應義塾大学 医学部 特別研究助手、助手、助教、専任講師、准教授 

至　平成25年2月
平成25年3月　�岩手医科大学 いわて東北メディカル・メガバンク機構 生体情報解析部門 特命教授、 

部門長代理、部門長、副機構長 
至　令和1年12月

令和  2年1月　�岩手医科大学医歯薬総合研究所 生体情報解析部門 教授 
現在に至る

SY3-04　堀川 玲子
1983年　　東北大学医学部卒業
1985年　　国立国際医療研究センター小児科 研修医
1989年　　�東京女子医科大学大学院修了 

国立小児病院内分泌代謝科レジデント・研究生
1994年　　バージニア大学医学部 リサーチフェロー
1996年　　国立小児病院内分泌代謝科 医員
2002年　　国立成育医療研究センター思春期診療科 医長
2004年　　国立成育医療研究センター内分泌代謝科 医長
2018年〜　同 診療部長
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SY3-05　土屋 賢治
1967年生まれ，1992年　東北大学医学部卒業。
1992～94年　東京都立松沢病院精神科，1994～95年　積善会曽我病院精神科（神奈川県），
1995～98年　東京医科歯科大学医学部附属病院神経科精神科，1998年　恩田第二病院精神
科（千葉県），1999～2001年　デンマーク・オーフス大学基礎精神医学研究所，2001～03年　
東京都立多摩総合精神保健福祉センター，2003～07年　浜松医科大学医学部精神医学講座を
へて，2007年　浜松医科大学子どものこころの発達研究センターに着任。
現在，同センター特任教授，および大阪大学大学院連合小児発達学研究科特任教授を兼務。

【専門】精神医学，疫学，小児発達学。

SY3-06　目時 弘仁
2001年　東北大学医学部卒業
2007年　東北大学大学院医学系研究科 内科病態学講座臨床薬学分野 修了
2007年　�東北大学大学院医学系研究科 発生・発達医学講座遺伝病学分野 

日本学術振興会 特別研究員PD
2010年　東北大学大学院医学系研究科 環境遺伝医学総合研究センター 婦人科学分野
2012年　東北大学 東北メディカル・メガバンク機構 地域医療支援部門周産期医学分野
2016年　東北医科薬科大学医学部 衛生学・公衆衛生学教室
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シンポジウム4

環境化学物質の健康影響研究の知見と今後の展望 

 座 長 

伊藤 由起
名古屋市立大学

池田 敦子
北海道大学

開催趣旨

　従来、天然に存在している重金属や化学物質の利用に加え、石油化学の発展により大量に様々な有機化
合物が産生、利用されるようになった。一方、それらが環境中に放出されることによる影響が懸念される
ようになった。1962年にレイチェル・カーソンが、「沈黙の春（Our Stolen Future）」によりDDTをは
じめとする農薬などによる環境への残留性や生体への影響を訴え、1996年にはシーア・コルボーンらが

「奪われし未来（Our Stolen Future）」において、いわゆる「環境ホルモン」問題を世界に知らしめた。環
境化学物質による生態系やヒトへの懸念は、WHO（世界保健機関）はIPCS（国際化学物質安全性計画）と
ともに、2002年にGlobal Assessment of the State-of the Science of Endocrine Disruptors、10年
後の2012年にはUNEP（国連環境計画）とともにEndocrine disrupters and child health: Possible 
developmental early effects of endocrine disrupters on child healthを出版した。今年は、「沈黙の
春」が出版されて60年、WHOとUNEPによる報告書出版から10年の節目の年にあたる。
　そこで、本シンポジウムでは環境化学物質による健康影響について、これまでの研究からの知見をまと
め、今後の展望について議論する。
　始めの2つの演題では、人への健康影響として、なかでも最も脆弱な胎児期からの健康影響評価に取り
組む出生コホートを紹介する。
　最初の演題では、2011年に全国で約10万組の親子を対象として開始した、環境省「子どもの健康と環
境に関する全国調査（エコチル調査）」から、これまでに発表された論文の結果を紹介する。
　次いで、エコチル調査に10年先駆けて2001年に開始した「環境と子どもの健康に関する北海道スタ
ディ（北海道スタディ）」からは、学童期でのデータが揃いつつある。また遺伝要因も含めたこれまでの知
見を紹介する。
　それでは私たちはどこで化学物質に曝露しているのか？続く3演題目では、高い関心事項である日々の
食事由来の環境化学物質曝露について、農薬類の曝露源としての食事に着目し、取り組んできた研究につ
いて紹介する。
　最後の演題では視点を変えて、ヒト幹細胞を用いたin vitro試験データから未知の化合物の次世代影響
の予測、そして化学物質の曝露による次世代影響の分子機構といえるDNAメチル化を網羅的に解析する
オミクス開発の成果などをまとめる。
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	 SY4-01

私たちの健康と環境： 
エコチル調査からわかってきたこと

岩井 美幸
国立環境研究所 エコチル調査コアセンター 

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル
調査）は、胎児期から小児期にかけての環境要因が
子どもの健康に与える影響を明らかにするために、
平成22（2010）年度より全国で約10万組の親子を対
象として開始した大規模かつ長期にわたる出生コ
ホート調査です。これまでに、出産時（妊娠期デー
タを含む）、1歳時、3歳時、4歳時とデータの固定が
進み、関係する研究者にデータ提供がなされ、これ
までに221報の論文が発表されています（2021年11
月末日現在）。221報の論文を「曝露」を基点とし、
論文の内容ごとに分類していくと、「化学物質・生活
環境」で47報、「食・栄養」で41報、「母親の健康・
状態」で61報、「出産・子どもの健康や状態」で17
報、「社会経済的要因・その他」で34報、化学物質
の曝露状況や対象者の属性などに関する基礎的な
集計（基礎情報）で20報となりました。また「アウト
カム（影響）」を基点とし、論文の内容ごとに分類し
ていくと、「妊娠経過・出産・新生児」で93報、「精
神神経発達」で19報、「免疫・アレルギー」で21報、
「先天形態異常」で15報、「その他の疾患（子ども）」
で7報、「産後の母親の健康・状態」で32報、「子ど
もの生活習慣」で5報、「その他」で9報、「基礎情報」
で20報となりました。本講演では、「曝露」と「ア
ウトカム（影響）」でそれぞれ論文テーマごとに分類
し、整理した結果からみえてくる私たちの健康と環
境について紹介します。エコチル調査により、今後
も私たちの健康と環境との関連がさらに明らかに
なることが期待されます。

	 SY4-02

出生コホートによる縦断的な研究成果とこ
れからの疫学調査 －北海道スタディ

宮下 ちひろ
北海道大学 環境健康科学研究教育センター 

　胎児期から乳幼児期の環境は、疾病の胎児期/乳幼児期
起源仮説（DOHaD）により、その後の生涯の健康を規定
する上で非常に重要な時期である。北海道大学で2001年
から母児約2万組の前向き出生コホート研究「環境と子ど
もの健康に関する研究・北海道スタディ」を開始し、胎児
期と生後の環境化学物質（有機フッ素化合物、ダイオキシ
ンやPCB類、フタル酸エステル類、ビスフェノールA、リ
ン酸トリエステル類、有機塩素系農薬、ネオニコチノイド
など）の曝露評価と共に、環境要因による次世代影響の解
明を目的とするライフコースアプローチを継続してきた。
生後の曝露評価として7歳児の尿中リン酸トリエステル類
代謝物は年次推移で増加しており、日用製品等への使用
の増加が示唆された。さらにビスフェノール類（BP）につ
いて、尿中BPA濃度は減少したが、一方でBPSは増加し
ており代替物質への置換とその使用の増加が示唆された。
これまでの研究成果で、日常の生活で一般集団が曝され
る曝露レベルでさえも、残留性有機汚染物質（POPs）の胎
児期曝露によって出生時体格の低下や生後6か月の神経行
動発達の遅れ、3歳半までの認知機能への影響、臍帯血中
IgEの低下、幼児の感染症の増加、7歳の感染症増加、喘鳴
増加を報告した。また、甲状腺ホルモン濃度の攪乱、母の
抗甲状腺抗体の有無による児の甲状腺・抗甲状腺抗体へ
の影響の差異、男児の精巣機能を示す性ホルモンInhibin 
BやInsulin-like factor 3等の低下など将来の生殖機能に
関係する研究成果を報告した。発達と喫煙に関して、妊娠
後期の血漿中コチニン濃度の増加による、新生児から生
後3歳までの体重を低下、5歳の社会的問題行動や6歳の注
意欠如多動症（ADHD）傾向の増加を報告した。環境-遺伝
交互作用として、妊娠中のダイオキシン類及び受動喫煙
曝露と出生時体格との関連は環境化学物質の解毒代謝に
関わる酵素の遺伝子多型が影響すること、妊娠中の有機
フッ素化合物曝露と脂肪酸濃度との関連は母のPPAR受
容体の遺伝型が影響すること、そして胎児期のアンドロ
ゲン曝露の指標である児の人差し指と薬指の比（2D/4D）
にエストロゲン受容体遺伝型やフタル酸エステル類曝露
が影響することを報告した。次世代影響の後天的遺伝子
（エピゲノム）修飾に関して、環境化学物質や喫煙により
特異的に変化するDNAメチル化部位が存在し、妊婦の妊
娠中の禁煙により、この特定的部位が元に戻る可変性を
報告した。さらに、有機フッ素化合物やフタル酸エステル
類による出生時体格の低下、喫煙によるADHD傾向の増
加に特異的CpGサイトのDNAメチル化が介在することを
明らかにした。今後はさらに、母児の遺伝要因が胎児期及
び生後の環境化学物質曝露と長期的な発育の軌跡および
発達の軌跡との関連に影響するのかを明らかにする必要
がある。
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	 SY4-03

環境化学物質の曝露の低減に向けて： 
食事調査から分かってきたこと

伊藤 由起、上島 通浩
名古屋市立大学大学院医学研究科 環境労働衛生学 

　一般の人の環境化学物質の曝露源として、食事は重要
である。本邦においては、食の安全・安心確保のため、一
日摂取許容量や耐容一日摂取量、急性参照用量、残留基準
値など様々な基準値が定められ厳しく管理されているが、
それでもなお、日々の食事由来の環境化学物質曝露が生
体に及ぼす影響については高い関心事項である。本発表
では、私たちが農薬類の曝露源としての食事に着目し、取
り組んできた研究について紹介する。
（1）幼児における農薬の曝露源の探索
　子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）
の愛知ユニットセンターの追加調査として、代諾を得た1
歳半のお子さん約1000人の夜間の使用済みオムツを回収
した（2015年6月～2016年6月）。また、そのオムツ装着日
一日の食材摂取量について独自の質問票を用いて回答を
得た。回収したオムツから尿を抽出し、その中に含まれる
有機リン系殺虫剤共通代謝物、ピレスロイド系殺虫剤共
通代謝物、ネオニコチノイド系殺虫剤および代謝物、クレ
アチニン濃度を質量分析計にて測定した。ネオニコチノイ
ド系殺虫剤については、ジノテフラン（DIN）の参照用量
（RfD）を1としたときの各物質のRfD比を各濃度にかけた
和（ΣDIN）を求めた。これらの尿中濃度が集団の上位5%
だった群に入るオッズが高い食材をロジスティック回帰
分析において検討した。その結果、一部の食材を摂取した
量が多いと集団の上位5%に入るオッズが僅かに高かった。
（2） 陰膳調査法を用いた尿中有機リン系殺虫剤共通代謝

物の由来の探索
　某大学の女子学生73名から同意取得後、連続2日分の陰
膳とその翌日の早朝尿を回収した。陰膳中の有機リン系
殺虫剤量と分解物量、尿中の有機リン系殺虫剤共通代謝
物濃度を測定し、それらの関係について明らかにした。陰
膳中の有機リン系殺虫剤の残留量は非常に低かった。一
方、有機リン系殺虫剤の分解物であるジアルキルリン酸
の総和量は殺虫剤の総和の340倍も多く含まれていた。
（3）農薬の尿中代謝物の網羅的分析法の検討
　有機リン系殺虫剤の尿中代謝物の網羅的分析を可能に
するため、動物実験から得られた尿を前処理し、高分解能
質量分析計を用いて、精密質量やフラグメントパターン
のリスト化を行った。ヒトの尿中に含まれる代謝物の
ピークのうち、このリストから有機リン系殺虫剤由来と
推定されたものをピックアップした。また、このリストを
拡充し、殺菌剤などの農薬の尿中代謝物の精密質量情報
等についてもリスト化を行った結果についても報告する。
これにより、尿中代謝物から食事などを通じて曝露した
親物質を推定できる可能性について言及する。

	 SY4-04

環境因子影響研究のために開発したオミッ
クスやAIシステム

大迫 誠一郎
東京大学大学院医学系研究科 疾患生命工学センター  
健康環境医工学部門

　化学物質の曝露が胎児や子供、その孫の健康に及ぼ
す影響（次世代影響）を予測する必要がある。胎生期や
幼弱期の細胞や組織が受ける不可逆的変化には、細胞
死や中枢神経ネットワークの破城のみならず、エピゲ
ノムの変化も考えられる。環境因子と曝露とその後の
発症の因果関係をヒトで検討できるのは、エコチル調
査などの大規模疫学研究であるが、人体実験ではない
ため。生物学的な機構レベルの検証は無理である。
　実験動物を用いた発生発達毒性試験は古くから行わ
れているものの、ダイオキシンやメチル水銀の長い歴
史的研究からも明らかなように、動物実験データを定
量的定性的にヒトへ外挿することは、ほぼほぼ無理で
あるには明らかである。また、使用動物数の削減の義
務が進む中、創薬に向けた特定遺伝子改変動物研究以
外、かつてのような野生型のみを用いた大規模な毒性
実験は急減すると考えられる。
　このような背景からも、成熟後の病態オンセットを
予測するため、ヒト幹細胞のin vitro分化培養系を利
用する試みが世界的に進展している。しかし、培養
データから個体となった後の複雑な疾患の発症機序を
説明できるようになるためには、いわずもがな、幹細
胞から試験管内で臓器を作ることに成功した後できる
話であって、極めて困難な道のりと言える。
　演者は2008年から6年厚生労働科研費の支援を受
け、ヒトES細胞を用いた次世代影響のオンセットに関
する予測システム開発を試みた。マウスやヒトES細胞
からの神経・肝細胞分化培養と曝露試験を泥臭く続け
たものの、目覚ましい成果は得られなかった。バイオ
インフォマテクス研究者とも連携し、未知化学物質が
胎児に曝露されたと仮定し、成人後にどのような影響
が予想されるか、既知の発癌性物質・神経毒性物質を
複数用い、ES細胞培養実験で得られた遺伝子発現変動
パターンをSVMを基礎とした予測装置に学習させる
ことで、正解率があがるという共著論文を発表した。
これはヒト幹細胞を用いたin vitro試験データから未
知の化合物の次世代影響を数理工学的に予測する初め
ての試みとなった。
　本発表では、細胞の記憶媒体の一つと言えるDNAメ
チル化を網羅的に解析するオミクス開発の成果も交え
ながら、これまでの取り組みをまとめてみたい。
【利益相反なし】
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演者略歴

SY4-01　岩井 美幸
2011年東北大学大学院医学系研究科博士（医学）取得、日本学術振興会特別研究員DC2、PDを
経て、2015年国立環境研究所任期付研究員、2019-2020年に米国マウントサイナイ医科大学
に在外派遣研修、2020年より現職の国立環境研究所環境リスク・健康領域 主任研究員。環境
保健学、毒性学、曝露科学が専門領域。薬剤師。

SY4-02　宮下 ちひろ
平成15年3月帯広畜産大学畜産学部 獣医学科を卒業、平成20年まで臨床獣医師として勤務、
平成20年4月より北海道大学大学院医学研究科医学専攻博士課程入学、同大学院を平成24年3
月卒業、博士（医学）号を取得。
平成22年7月から北海道大学・環境健康科学研究教育センター・学術研究員、同センター特任
助教、特任准教授を経て、令和3年8月から特任教授。

SY4-03　伊藤 由起
2002年  3月　名古屋大学 医学部 保健学科 検査技術科学専攻 卒業
2004年  3月　同 大学院医学系研究科 医療技術学 修了
2007年  3月　同 大学院医学系研究科 健康社会医学 修了、博士（医学）
2007年  4月　同 大学院医学系研究科 医学教育研究支援センター 特任助教
2007年11月　同 男女共同参画室 特任助教
2009年  6月　名古屋市立大学 大学院医学研究科 環境労働衛生学 助教
2013年  6月　同 講師
2019年10月　�同 准教授 

現在に至る 

SY4-04　大迫 誠一郎
平成  3年3月　東京大学 農学部 獣医学科
平成  7年3月　東京大学大学院 農学生命科学科
平成  7年4月　日本学術振興会 特別研究員
平成  7年8月　鹿児島大学農学部 助手
平成10年1月　国立環境研究所
平成18年1月　�東京大学大学院医学系研究科　 

現在に至る
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大気汚染物質と健康影響：成育や生活習慣病等への影響 

 座 長 

奥村 二郎
近畿大学

戸次 加奈江
国立保健医療科学院

開催趣旨

　大気汚染の健康影響については、いわゆる公害対策のNO2､ 光化学オキシダントなどから始ま
り、その後、有害大気汚染物質としてのベンゼン、ダイオキシン、PM2.5などに対して、環境基準
や種々の規制施策により、大気環境の改善をはかってきた。
　本シンポジウムでは、大気汚染物質と健康影響について、その対策が必要なものの中から注目す
べき報告を紹介し、環境政策に具現化できるような種々の検討を行うきっかけとしたい。
　まず、大気汚染と健康影響というテーマの中から、妊婦や子ども､ 青年期の若年者への健康影響
として、産科合併症や､ 黄砂とアレルギー症状、離島での肺機能検査について、初めの3名のシンポ
ジストがそれぞれ講演します。次いで、健康影響評価の際に基礎となる曝露評価について、従来の
沿道や定点の測定データの先にある、都市の中で必ずしも均一でない曝露評価についての推計方法
を紹介します。最後に、維持されることが望ましい基準とされる環境基準の設定の際の科学的根拠
についての実状を紹介し、その概要を理解して頂くとともに、新たな基準設定にも資する検討の端
緒となることも一つの目的にしたいと考えています。
　シンポジストは、①道川氏が､ 大気汚染物質と妊婦・子どもの健康影響：測定局データと産科合
併症、②金谷氏が､ 大気汚染物質と妊婦・子どもの健康影響：黄砂と妊婦や子どものアレルギー症
状、③余田氏が、大気汚染物質が青年期の呼吸器系に及ぼす影響：瀬戸内海の離島での調査（肺機能
検査）について、それぞれ最新の知見を紹介した後、④荒木氏が、エコチル調査における妊娠中の大
気汚染物質曝露濃度推計により、都市における曝露濃度推計を、⑤名越 究氏が、これまでの大気環
境基準の設定の実状についてそれぞれ講演し、最後に総合的に討論を行います。
　公衆衛生に携わる会場の皆さんが日ごろ経験する機会もある、病態や症状と大気汚染による健康
影響との関連について、皆様の関心を高めるとともに、シンポジストそれぞれの知見が広く周知さ
れ、行政関係者を含めた国内外の大気環境の改善に向けた検討に発展することを期待します。
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	 SY5-01

大気汚染物質と妊婦・子どもの健康影響： 
測定局データと産科合併症

道川 武紘
東邦大学医学部 社会医学講座 衛生学分野 

世界保健機関が昨年（2021年）に発表したair 
quality guidelinesの緒言には、「Air pollution 
（中略）increases the disease burden from lower 
respiratory tract infections and preterm birth 
and other causes of death in children and infants, 
which remain a major cause of the disease 
burden in low- and middle-income countries」と
いう記載がある。妊婦の大気汚染物質への曝露が早
産の原因であると言い切れるのか議論のあるとこ
ろではあるが、この10年ほどで早産、出生体重の低
下など胎児への影響に関する知見は蓄積されてき
た。しかしながら、早産や出生体重に影響する機序
についてはまだ明らかではない。そこで我々の研究
グループでは、相対的に濃度の高い大気汚染物質に
さらされた妊婦では産科合併症が増えることで早
産や出生体重の低下につながるのではないかと仮
説を立てて、日本では疫学的知見が数えるほどしか
ない大気汚染と産科合併症との関連性について検
討を進めている。これまでに例えば、大気汚染の循
環器影響が明らかなことから、血管内皮などの循環
系障害が病因・病態形成に関与する妊娠高血圧症候
群に着目し、微小粒子状物質（PM2.5）の炭素成分や
オゾン濃度との関連性を報告した。また、胎盤にお
ける虚血や炎症が発生の引き金になるという説が
ある常位胎盤早期剥離に関して、妊娠後半における
日単位の二酸化窒素への曝露が早期剥離にともなう
出産を増やす可能性を示した。その因果関係を議論
するには時期尚早であると考えるが、妊婦の大気汚
染曝露は産科合併症の発生と関連しているようで、
近年の日本の大気汚染物質の濃度範囲においても正
の関連性が観察されている。本講演では、我々の研
究、そして海外での研究動向を整理して紹介する。

	 SY5-02

大気汚染物質と妊婦・子どもの健康影響：
黄砂と妊婦や子どものアレルギー症状

金谷 久美子
京都大学大学院医学研究科 

近年，花粉症や喘息などのアレルギー疾患患者数
が増えている。アレルギー疾患には家族集積性がみ
られることから，その発症には遺伝要因が関与する
ことが示唆されているが，近年みられた増加につい
ては変化が急激であり，居住環境，食環境，衛生環
境などの変化が関与している可能性が考えられて
いる。増加の主なところはアレルギー性鼻炎や喘
息，つまり吸入系のアレルギーであり，大気の関与
も疑われている。
「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチ
ル調査）」は，約10万組の親子を対象とした出生コ
ホート調査（妊娠から児が13歳になるまで追跡する
調査）で，近年の環境の変化・生活様式や食生活の
変化など，現代に特有な何らかの刺激が子どもの健
康や発達に関与している可能性を探るものである
[Kawamoto et al., 2014]。
我々は，このエコチル調査の追加調査として，黄

砂等の大気汚染物質が妊婦・子どものアレルギーに
与える影響を調査した[Kanatani et al., 2014]。本
講演では，この追加調査の結果を紹介したい。子ど
もの健康を守るために共にできることを考える機
会になれば幸いである。
1） 研究デザイン：パネルスタディ　エコチル本体調
査で行われる紙ベースの質問票による追跡に加
えて，主にケータイのメール及びWeb上データ
ベースを利用したその日の症状と行動について
尋ねる質問票により追跡した。

2） 解析方法：アンケート回答データ（日の症状等）
と各参加者の最寄りのLIDAR及び常時監視局の
大気汚染データを照合し，黄砂・PM2.5曝露後に
症状発現や医療機関受診のリスクが何倍に上昇
するかを算出した。一般化推定方程式（GEE）に
より個人内相関を加味して解析した。
大気中の土壌性ダストはPM10の35%をしめてお

り[Boucher et al., 2013]，砂漠化の進行により今後
さらに増えていく可能性も懸念されている。屋外活
動は子どもの身体的・社会的成長に非常に大切なも
のであり，各国が一致協力して環境を守ることが今
後益々重要になるものと思われる。
また同時に，現段階での対処，つまりどの程度の

汚染までを許容して遊ばせるのか，量的判断を可能
にする指標や，汚染日だけでなく外遊びおススメ日
など屋外で過ごす時間も大切にできるような情報
提供のあり方，感受性の個人間ばらつきへの考慮な
どについても議論を深める必要があると思われる。
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	 SY5-03

大気汚染物質が青年期の呼吸器系に及ぼす
短期的影響：瀬戸内海の離島での調査

余田 佳子
兵庫医科大学 公衆衛生学講座 

　粒径が2.5μm以下の微小粒子状物質（PM2.5）は人の健
康に大きな影響を与えることが知られている。PM2.5への
曝露は、喘息児の症状の増悪と関連し、また粒子成分の一
つであるブラックカーボンの濃度が増加すると、呼吸器
疾患患者の入院数が増加したり、呼吸器症状が悪化するな
ど、気道炎症に短期的な影響を及ぼすことが報告されてい
る。これらの研究のほとんどは高度に汚染された地域で
実施され、呼吸器疾患を有する人を対象としたものが多
い。そこで、健常者の日常生活環境における大気汚染の影
響を評価するために、一連の調査を行ったので紹介する。
瀬戸内海沿岸部ではPM2.5濃度が比較的高いことが知ら
れている。この地域では越境移流や船舶などの影響が指
摘されているが、南北に山地がある瀬戸内海特有の閉鎖
的な地形も原因の一つと考えられる。我々は瀬戸内海の
ほぼ中央に位置する弓削島にある高等専門学校の学生を
対象に肺機能検査を毎日繰り返して実施し、同校屋上で
測定した大気汚染物質濃度との関連を評価するパネル研
究を実施した。
　2013年の秋に行ったパイロット調査では、喘息の既往
歴がある学生では検査前24時間のPM2.5、ブラックカー
ボン、二酸化窒素濃度が増加すると肺機能値が有意に低
下する関連性が認められた。この結果を踏まえて、2014
年春に行った調査では対象者のアレルギー疾患や喘息の
既往歴の有無と大気汚染物質との関連を評価したところ、
アレルギーの既往歴がある人では、PM2.5濃度が増加する
と1秒量（FEV1）の有意な低下がみられた。さらに2016年
までの3年間、毎年春と秋にそれぞれ約1か月間ずつ、大
気汚染物質濃度の測定と毎日の肺機能検査を行い、混合
効果モデルを用いて肺機能検査結果と検査前24時間の大
気汚染物質濃度との関連を評価したところ、PM2.5および
ブラックカーボンの濃度が増加するとピークフローと1秒
量の有意な低下がみられた。大気汚染物質及びその成分
は季節により濃度に差があり、呼吸器系に及ぼす影響も
異なる可能性が考えられるため、春と秋の結果を比較し
たところ、PM2.5濃度は春のほうが秋よりも高かったが、
PM2.5濃度の増加によるピークフローと1秒量の低下は春
よりも秋のほうが大きかった。同様に、ブラックカーボン
濃度の増加による肺機能への影響も秋に顕著であった。
　これらの結果より、近隣に大気汚染の主要な発生源が
ない地域においても、PM2.5等の大気汚染物質が健常者の
肺機能に短期的な影響を与えることが示された。また、大
気汚染物質が呼吸器系に及ぼす影響は、季節や大気汚染
物質の種類によって異なることから、発生源や成分の違
いによる可能性が示唆された。今後はPM2.5等の大気汚染
物質の構成成分や発生源との関連について明らかにする
必要がある。

	 SY5-04

大気汚染物質と大気環境基準の設定；
PM2.5やベンゼン等の設定の考え方

名越 究、田村 太朗、松本 伸哉、谷口 かおり
島根大学医学部 環境保健医学講座 

人の健康の保護及び生活環境の保全のうえで維
持されることが望ましい基準として環境大臣が定
める環境基準がある。そのうち、大気汚染を対象と
して設定されたものについては、「大気汚染に係る
環境基準」、「有害大気汚染物質（ベンゼン等）に係る
環境基準」、「ダイオキシン類に係る環境基準」、「微
小粒子状物質に係る環境基準」があり、合計11項目
が定められている。これらは、昭和40～50年台の
「公害対策」として策定されたグループ、平成に入っ
てからの「長期曝露による発がん性等の健康影響を
未然に防止する観点」で設定されたグループに大別
される。ここでは、後者の設定にあたっての考え方
やその具体的な流れについて、要約的にまとめる。
近年設定された環境基準の対象物質は、健康影響

が発生するまでに時間を要する毒性に注目してい
ること、性状が多様であること、発生源も工場等の
固定発生源と自動車等の移動発生源があること、当
該物質の製造・使用・貯蔵・廃棄等の様々な過程か
ら大気中に排出されることなどから多彩な観点で
検討が必要であり、さらに目標値を合意するために
は最終的に国の審議会を経るというプロセスも必
要となる。
すなわち、①物質の有害性に関する知見の整理、

②モニタリング（設定後の継続的な測定体制の整備
含む）、③発生源に関する情報の収集（対象物質の製
造・使用・保管状況、排出の原因となる場所、発生
機序、発生抑制技術、業界の取り組み等）、④国民 
が許容すると思われる濃度の探索、⑤国際的な基準
との調和、⑥ステークホルダーを交えた合意形成、
⑦周知　等である。
今回のシンポジウムでは、ベンゼン（平成7年）、

トリクロロエチレン（平成9年、30年改定）、微小粒
子状物質PM2.5（平成21年）について、設定時の社会
背景や審議会の動き等も含めて振り返る。煩雑な行
政の手続きにはなかなか理解が難しい点も存在す
るが、これらはまぎれもなく環境衛生や産業衛生の
場で培われた業績が国民全体の健康を守る上で有
効に活用されている実例である。今後この分野の研
究の重要性が一層注目され、多くの研究者が興味を
示すことを願っている。
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	 SY5-05

エコチル調査における妊娠中の大気汚染物
質曝露濃度推計

荒木 真
大阪大学大学院工学研究科、 
国立環境研究所 エコチルコアセンター

　これまでの大気汚染の健康影響に関する研究では、近
隣の大気汚染測定局における測定値を曝露濃度として、
健康アウトカムとの関連を評価することが一般的であっ
た。その後、都市内においても大気汚染物質濃度には大き
な空間変動があることが様々な研究で示された。また、都
市間の曝露濃度差よりも都市内における空間変動の方が
大きい場合もあり得る。疫学研究ではこうした都市内の
濃度差を考慮する必要があるが、観測のみで都市内の任
意の地点の濃度空間変動を把握することは容易ではない。
こうした問題に対応するために、2000年ごろからLand 
use regression（LUR）モデルが開発・適用されるように
なってきた。LURモデルは大気汚染物質の観測値を目的
変数に、その大気汚染物質濃度に影響を与え得る変数（土
地利用、気象変数、道路近接距離等）を説明変数として回
帰モデルを構築し、得られたモデルを用いて任意の地点
の濃度を推計するものである。当初は対象地域は都市レ
ベルであり、推計対象は年平均値等の長期平均であった。
その後、対象地域はより広域に、推計対象はより短期間と
なってきている。現在では疫学研究における曝露濃度の
推計にLURモデルを用いることが多い。LURモデルにお
ける回帰には、当初は線形回帰が用いられていたが、
2010年代の後半からは機械学習を用いるモデルが一般的
になっており、世の中のトレンドの影響がうかがえる。ま
た、計算負荷が非常に高い日単位の推計を全国スケール
で数年以上にわたって実施する研究も多くあり、コン
ピューターの処理速度の向上が寄与していると思われる。
　本講演では、環境省が行っている「子どもの健康と環境
に関する全国調査（エコチル調査）」への適用を前提とし
たLURモデルを構築し濃度推計を行った研究を紹介した
い。この研究では、エコチル調査の対象者が胎児期から出
生時までの期間（2010年～2015年）における日本全国の
大気汚染物質（NO、NO2、SO2、O3、SPMおよびPM2.5）
の月平均濃度を1km×1kmごとに機械学習を用いたモデ
ルにより推計した。その結果、個別の大気汚染物質濃度を
推計した同様の先行研究と同程度の精度をもって推計す
ることができた。これにより、エコチル調査において今
後、妊娠期や乳幼児期における複数の大気汚染物質への
曝露が子どもの健康に与える影響について総合的に評価
することが可能となった。特徴として、多くの物質を対象
とした全国スケールの推計はこれまでほとんどないこと
等があげられる。一方で、今回の推計は月単位であるた
め、より正確な推計のための日単位の濃度推計モデルに
ついて、今後の研究が期待される。
【参考文献】
Araki et al., 2021. Estimating monthly concentrations of 
ambient key air pollutants in Japan during 2010–2015 for a 
national-scale birth cohort. Environ. Pollut. 284, 117483.
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演者略歴

SY5-01　道川 武紘
2004年慶應義塾大学医学部卒。2010年慶應義塾大学大学院医学研究科博士課程修了後、同大
学衛生学公衆衛生学教室助教、国立がん研究センター予防研究部外来研究員を経て、2011年
から国立環境研究所研究員として「環境疫学」研究の研鑽を積む。2015～2016年London 
School of Hygiene & Tropical Medicine 訪問研究員。2018年から現職。

SY5-02　金谷 久美子
平成  9年　京都大学 医学部医学科 卒業
平成21年　カリフォルニア大学サンディエゴ校 Clinical Research Course 卒業
平成23年　京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 健康情報学 研究員
平成30年　京都大学大学院医学研究科 エコチル調査京都ユニットセンター 研究員／特定助教

SY5-03　余田 佳子
2014年3月兵庫医科大学大学院医学研究科博士課程修了。同年4月兵庫医科大学公衆衛生学助
教。2021年12月同講師、エコチル調査兵庫ユニットセンター兼任。
大気汚染物質が人の健康、特に呼吸器系に及ぼす影響を中心とした研究を行っている。

SY5-04　名越 究
1995年熊本大学医学部卒。
同年厚生省（現厚生労働省）に入省。
以後、環境省、島根県、山口県、栃木県等で勤務。
環境省環境保健部特殊疾病対策室長、厚生労働省医政局医療安全推進室長、防衛省衛生官等を
歴任し、2020年退官
2021年8月から現職。

SY5-05　荒木 真
大阪大学大学院工学研究科
国立研究開発法人 国立環境研究所
京都大学大学院工学研究科環境工学専攻修了。社会人として2014年に大阪大学大学院工学研
究科博士後期課程修了。博士（工学）。大気環境分野の研究、特に空間分布推定のためのモデル
研究に取り組む。
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脳波脳トレによる健康脳の維持・増進 

 座 長 

高田 宗樹
福井大学

開催趣旨

　2021, 2024年は、Alvarez（USA）/Berger（Germany）が当研究会でもお馴染みの胃電図/脳波を発見して
100年目の節目になる。特に、前者は胃の電気活動を経皮的に計測して記録したもので、映像酔いの評価にも
用いられている。
　これまでにない立体映像や高精細映像を見続けることによる身体への影響が懸念されている。前者について
は、自然視では水晶体調節と輻輳が一致しているが、立体映像視認時においては調節が画像を表示している
ディスプレイの位置に固定されるのに対し、輻輳は立体の位置で交叉していること（調節と輻輳の不整合）に起
因するというのが通説である。我々は科学研究助成事業「立体映像の長時間曝露が生体に及ぼす影響」（平成23
年度採択）や「立体映像による眼疲労と3D酔いの原因の特定と対策の確立」（平成24年度採択）などの助成を受
けて、水晶体・輻輳調節の同時計測を通じて、この通説が現実には必ずしも成り立っていないことを報告した。
　デジタル画像・映像が氾濫する現代において、視環境が介在する視聴の安全性を検討することは衛生学的に
意義深い。立体映像酔いや眼疲労を伴わない画像構成技術の可能性に関して、衛生学会若手プロジェクト研究
企画セッション（ミニシンポジウム）「映像技術と衛生学」などを通じて、検討を行ってきた。以上を継承して、
本研究会では、立体映像およびその表示媒体に関する衛生学的な評価に加え、その応用や新型の液晶ディスプ
レイなどの評価に関する研究成果を題材として議論している。これまでに、科学研究助成事業「生体評価を用
いた周辺視野領域の画像要素が映像酔いに及ぼす影響に関する研究」（平成31年度採択）、「人工複合現実環境
が引き起こす身体への影響とその対策」（平成30年度採択）などの中間報告を行い、当該研究分野に利活用が期
待される生体信号および生体信号処理の新展開についても議論を始めている。近年の発展が目覚ましい人工知
能の利活用も積極的に取り組んでいる。
　この程、未来社会創造事業「世界一の安全・安心社会の実現」領域の探索研究として、『脳波脳トレ競技「b
スポーツ」による健康脳の維持・増進』が採択された。脳波データのリアルタイム解読とそのフィードバック
を伴う認知トレーニング競技への反復参加が、運動機能が低下した高齢者や障がい者の脳の健康の維持・増進
し、生きがい・働きがいのある社会の実現に貢献しうることを示すことを目標としている。軽度認知障がい者
や長期の寝たきり生活を強いられている運動機能障がい者には、認知トレーニング（いわゆる「脳トレ」）が認知
機能低下の予防に有効と考えられる。ここで、本研究会で評価・検討を行ってきた映像技術の利活用が探索研
究との接点となる。以上に関連する研究者を招聘して、本シンポジウムで議論を行うこととした。
　快適・安全な画像視聴をめざして。
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	 SY6-01

脳波BMIによる認知トレーニングシステム
の開発とその「bスポーツ」への応用

長谷川 良平
国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

　本講演では産総研で開発中の脳波による認知トレーニ
ング装置の開発と、その対戦競技「bスポーツ」への応用
に向けた取り組みを紹介する。
　近年、脳科学に基づく認知トレーニングが認知症対策
などとの関連で注目されている。この認知トレーニング
の普及に貢献する可能性があるのが、脳と機械を直結す
るBrain-Machine Interface（BMI）技術である。産総研で
はこれまで、脳波BMI技術を認知トレーニングに応用す
る取り組みとして、「ニューロトレーナー®」の試作開発を
行ってきた。そのシーズとなっているのが、脳波BMIに
よる意思伝達装置「ニューロコミュニケーター®」である。
この装置は注意の瞬間的な高まりを反映する脳波成分「事
象関連電位」（Event-Related Potential: ERP）を仮想的
なワンボタンスイッチ（脳波スイッチ）として活用するこ
とで、重度運動機能障がい者が介護の要望を示した絵
カードをわずか数回ずつの選択肢の提示（数秒間）で選択
できるようになっている。脳波スイッチを実現するコア
技術のうち、ハードウェア面に関しては、高品質な脳波
データを簡便に計測できる小型無線脳波計搭載のヘッド
ギアに特徴がある。また、ソフトウェア面に関しては、独
自のパターン識別によって小数試行のERPを高速・高精
度で検出するデータ解析手法にも特徴がある。
　これらのコア技術をベースにしてニューロトレーナー
では、脳波スイッチで操作可能な認知トレーニング用の
アプリケーション（「脳波脳トレゲーム」と呼ぶ）を新規に
数種類、開発した。例えば、パソコン画面上に紙芝居のよ
うに1枚ずつ提示される複数のイラストのうち、事前に提
示された標的となるイラストが出た瞬間に「それだ！」と
頭の中で強く思うことによって、本来、不随意の脳活動で
あるERPをプレイヤー自らの意思で発生させ、脳波ス
イッチを「オン」にしてゲーム操作を行ったり、その結果
を即時に自分自身で確認したりすることを可能とした。
他にも画面上に配置したアイコンを順次フラッシュさせ
る刺激提示手法を用いたロボットアバターの操作やレー
スゲームなども試作した。
　今後、我々は複数のプレイヤーが交互にもしくは同時
にニューロトレーナーを利用することによる競技化（それ
を「bスポーツ」と呼ぶ）を目指した高度化開発も行って
いる。また、bスポーツへの反復参加が、認知機能の向上
や社会的交流機会の増加につながるかどうかを検証する
ために、名古屋大学や福井大学が開拓してきた実証
フィールドにおいて高齢者（軽度認知障害の患者を含む）
や運動機能障がい者、さらには発達障害児などを対象と
した実証実験を計画している。
　当該技術の早期実用化を目指し、想定ユーザーと関連
のある医療機関/福祉施設、自社技術との融合によって装
置の製品化やサービス提供の候補となる民間企業、さら
には医療/介護費の削減に関心のある自治体等と広く連携
を模索していきたいと考えている。

	 SY6-02

映像視認方法の違いが脳活動性に及ぼす影響
杉浦 明弘1）、早川 彩希1）、楳田 雄大1）、 
髙田 宗樹2）、田中 邦彦3）、丹羽 政美1）

1）岐阜医療科学大学保健科学部 放射線技術学科 
2）福井大学大学院工学研究科 
3）岐阜医療科学大学薬学部 薬学科

　視覚は人が外界から得ている情報や記憶の大部分に関
わる．そのため人が持つ5つの感覚の中でも重要な感覚の
1つである．視覚唯一の入力器官である網膜から入力され
た情報は，視神経繊維を通じて脳へ伝達され，最終的に大
脳皮質でそれらの情報は処理される．視野の解像度は均
一ではなく中心窩付近では高くなり，それ以外では低下
する．中心窩付近で視認することを中心視認，それ以外の
周辺で視認することを周辺視認という．周辺視認は，広範
囲の入力に長け，感度は高く，また運動する物体の認知に
優れている．さらに高次の機能として，空間知覚やそれに
伴う姿勢制御の補助的役割も担うとされる．この例とし
て，画面全体に動きがある映像を周辺視認し続けること
で，無意識に身体が映像の流れている方向に傾いたり，動
いたりすることがある．このような身体反応を視覚誘導
性姿勢反応と呼び，映像や観察者の特徴に応じた姿勢変
化を示す．また同様の映像を周辺視認し続けることによ
り視運動性眼振と呼ばれる特異的な眼球運動も観察され
る．このように，視認方法の違いにより異なる身体反応が
発生することを考慮すると，視覚情報処理の過程も視認
方法の違いにより異なることが推察される．本シンポジ
ウムのテーマである「脳トレ」において，視覚情報の利用
は入力される情報量の多さを考慮すると効果的であると
考えられるが，視認方法の違いが，脳活動性にどのように
関与するのかは不明瞭な部分も多い．そこで本研究では
「脳トレ」実践のための基礎的検証として，視認方法の違
いが脳活動性に及ぼす影響について脳機能イメージング
の一つであるFunctional MRI（fMRI）を用いて検証を
行った．
　被験者は，映像を視認しながら，視認中連続してBOLD
法にて撮影された．映像視認の方法については，ヘッドコ
イル上部の眼前約15cmの位置に40度程度傾けたミラー
を設置し，ガントリー内にて臥位の状態で足方向が視認
できるようにした．そして足元に設置されたスクリーン
に映し出された映像を視認させた．映像については，映像
空間内にランダムに配置された多数の球体が0.25Hzで上
下左右に正弦波様に一斉に運動する映像を用いた．中心
視認に用いた映像は中央に注視点があり，被験者は動く
注視点を中心視野で常に捉え続ける必要がある．実験タ
スクについては，脳機能イメージング分野で一般的に行
われるブロックタスクデザインを採用した．中心視およ
び周辺視それぞれで，映像視認（64秒）と黒い画面にて開
眼（32秒）を3セット繰り返した．得られた脳機能画像につ
いては脳機能画像解析プログラムSPM12（Statistical 
Parametric Mapping 12）を用いて，タスクタイミングに
基づき統計解析を行った．本発表では，中心視および周辺
視における脳活動性の統計的な解析結果とその要因につ
いて報告する．
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	 SY6-03

bスポーツの社会実装 

平田 仁
名古屋大学 予防早期医療創成センター 

　社会保障の充実や医療技術の発展は少子高齢社会と
いう人類史上未曾有の社会課題を生み出した。日本で
は65歳以上の割合は戦前まで5%程度で安定的に推移
したが、戦後に急激な増加トレンドに入り、2050年ま
でに37%に達して、その後再び安定化すると予測され
ている。この人口遷移と呼ばれる現象は本邦固有のも
のではなく世界の随所で進行しており、国連はDecade 
of Healthy Aging2021-2030を宣言して課題克服に動
き出した。奥三河メディカルバレープロジェクト
（OMV）は既に高齢化率が37%に達した愛知県新城市
と名古屋大学が包括協定を締結して開始した産官学民
連携による取り組みであり、住民のニーズに基づきボ
トムアップ的に人口遷移への現実解を探索する試みで
ある。世界幸福度調査は本邦高齢者の幸福度が他国と
比較して著しく低くく、年齢と幸福度の関係も典型的
なU字曲線を描かず、加齢後も下がり続けるL字曲線
となっている実態を明らかにした。同時に、高齢者が
不幸と感じる背景に”社会的孤立“や”失業“といった要
因があることを炙り出した。内閣府の調査でも70歳以
上の実に8割が高い就業希望をもっている実態も示さ
れている。高齢者の社会参加を促進することは就労人
口の確保という観点だけでなく、幸福な少子高齢化社
会を実現する上でも大変重要である。このような背景
に鑑みOMVでは高齢者の認知的予備脳を高められ、
地域における世代間交流が自然に生まれるような仕組
みを模索している。本講演ではその一例として産業総
合研究所の長谷川が提唱するbスポーツの社会実装の
試みを紹介する。
　bスポーツのbはbrainの頭文字であり、brain-
machine interface（BMI）により事象関連電位を検出
し、これを脳波スイッチとして活用する対戦型ゲーム
の総称である。これまでの研究により高齢者や障害者
でも脳波スイッチとして利用可能な事象関連電位を若
者と同様に検出できることが確認できており、世代や
健康状況に拘らず対戦を楽しめることも確かめられて
いる。オンラインゲームとすることで時空間の制約を
超えた世代間交流の広がりを期待することもできる。
そこで、OMVが新城市作手地区の住民との意見交換を
目的に設置し、マンスリーに運用している“つくでシャ
レット”を活用してbスポーツをこの地域に社会実装す
る試みを始めた。本講演ではその様子を紹介し、人口
遷移の克服におけるbスポーツの可能性を考察する。

	 SY6-04

人間の動作計測・模倣やBMIによるロボッ
ト遠隔操作（テレオペレーション）に向けて

築地原 里樹、髙橋 泰岳
福井大学 

　近年の少子高齢化に伴い，人間のタスクを代行する自
律型ロボットの導入が活発である．コンビニや大型倉庫
など様々な環境におけるロボットを自律化に需要があり，
人間の動作における動作特徴に倣いロボットを効率・効
果的に制御することが必要である．人間の計測・特徴量抽
出を起点に，計測データを活用したロボット制御までを
包含的に取り組んでいる．
　人型ロボットを活躍させる場合，人と類似した形態を
もつため，人間の動作を参考にし，姿勢推定により動作を
抽出することでロボットの動きを多彩に設計できる．生
活環境における人間の到達動作に関わらない冗長部位の
働きを観察し，ロボット動作に必要な特徴量として抽出
し動作教示する．光学式モーションキャプチャシステム
やRGB-Dカメラを用い，棚出し動作に着目し胴体の屈み
や脇，股の役割を計測し，人間の全身の安定性などの観点
で評価する．一方で，VR（Virtual Reality）環境での動作
計測は，実験環境を柔軟に変更することができ，ロボット
への動作教示のための動作計測の環境として有用である．
人間工学の分野では作業域という領域が定義されおり，
人間の腕の長さに応じて作業域が定義され，通常作業域
は人の腕のみの力で作業できる範囲なのに対し，最大作
業域は腕を伸ばした領域のため，腕以外の部分の力を必
要とする．通常作業域外での動作は作業能率の低下や作
業者の疲労などが考えられ，ロボットに代行させたい動
作となり注目する．VR環境における棚出し動作におい
て，操作者と棚の距離を任意に設定し，VR環境において
も人間工学における作業域が適用できるかを検証する．
　また，日常生活上の世話の作業が多い特別養護老人
ホーム等の介護士はレクリレーションを採り入れること
で要介助者の運動機能や認知機能の維持向上を図ってい
る．コミュニケーションロボットは介護や接客業などの
分野では既に導入されているが，動作の完全自律化は出
来ておらず，人の介入が必要な場面がある．遠隔操作者が
臨場感を得ながら直感的にロボットを介した人とコミュ
ニーションを行うために，VR技術と全周囲カメラを組み
合わせたロボットの遠隔操作システムを構築している．
操作者はHMD（Head Mounted Display）を装着し，ロ
ボット背部に取り付けた全方位カメラの映像を確認する
ことで，より臨場感を得ることが出来る．さらに，HMD
と両手に装着したコントローラの動きに合わせてロボッ
トの頭部や腕が動くように制御することによって，より
直観的な視線方向制御とジェスチャ動作の操作が可能と
なった．一方で，これまで人間のスタッフが認知症高齢者
や発達障害を持つ児童生徒のために行ってきたカード
ゲームに対して，コミュニケーションロボットの導入に
よるレクリエーションシステムの開発を目指し，一部自
律化したカードレクリエーションシステムの開発と実験
を行った．今回の実験では，高校生を対象に実験を行なっ
たが，参加者に協調性のある行動が見られた．
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座長略歴

高田 宗樹
福井大学学術研究院工学系部門教授

【学歴】
1995年　名古屋大学理学部物理学科中退 
1997年　名古屋大学大学院多元数理科学研究科博士課程前期課程修了 
2002年　名古屋大学大学院多元数理科学研究科博士課程前期課程満了 
2004年　博士（理学）

【職歴】
2002年　名古屋大学大学院理学研究科物質理学専攻産学官連携研究員 
2006年　岐阜医療科学大学保健科学部放射線技術学科 助教授 
2010年　福井大学大学院工学研究科准教授 
2016年　福井大学学術研究院工学系部門教授（現職）

【役員等】
2014年　国際誌Forma編集長 
2015年　日本衛生学会編集委員会委員 
2016年　IEEE ICCSE Regional Chair 
2017年　HCI International Board Member（Universal Access in Human-Computer Interaction） 
2018年　日本衛生学会評議員
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演者略歴

SY6-01　長谷川 良平
1997年 京都大学大学院理学研究科博士課程卒（理学博士）。米国国立衛生研究所などの研究員
を経て2004年、産業技術総合研究所に着任。現在、同・人間情報インタラクション研究部門 
上級主任研究員。専門は認知神経科学及びその成果を活用した脳科学応用技術の開発。現在、
福井大学、名古屋大学、東京理科大学において客員教授を兼務。昨年7月には一般社団法人日
本ニューロテクノロジー推進センターを設立し、理事長兼センター長に就任。

SY6-02　杉浦 明弘
【学歴】
2003年　岐阜医療技術短期大学診療放射線技術学科卒業 
2008年　名古屋大学大学院医学系研究科博士前期課程修了 修士（医療技術学）
2016年　名古屋大学大学院情報科学研究科博士後期課程修了 博士（情報科学）

【職歴】
2003年　診療放射線技師免許取得
2007年　岐阜医療科学大学保健科学部放射線技術学科 助手
2012年　同 助教 
2018年　同 講師（現在）

【役員等】
2016年　公益社団法人岐阜県診療放射線技師会 理事（現在）
2019年　公益社団法人日本診療放射線技師会 評議員（現在）

SY6-03　平田 仁
名古屋大学医学部附属病院 手の外科・教授
三重大学 医学部　1982年3月卒

【博士】1996年10月　医学博士（三重大学）（指導教員：荻原義郎教授）
【免許】�医師　免許番号（267836）取得年（1982年）
【認定医等の資格】�日本整形外科学会専門医 

日本手外科学会専門医
1984年04月～1988年03月　三重大学医学部附属病院 助手
1988年04月～1989年03月　三重県草の実学園 医員
1989年04月～1996年08月　三重大学医学部附属病院 助手
1996年09月～2003年05月　三重大学医学部附属病院 講師
2003年06月～2005年09月　三重大学医学部 助教授
2005年10月～2015年07月　名古屋大学大学院医学系研究科運動・形態外科学手の外科学 教授
2015年08月～現在　　　　　名古屋大学予防早期医療創成センター 教授
2021年4月1日～　　　　　　医学部人間拡張・手外科学講座へ名称変更となる

【専門分野】手外科、マイクロサージャリー、末梢神経外科
【所属学会等】�日本整形外科学会 

日本手外科学会 
日本マイクロサージャリー学会 
日本運動器疼痛学会 
日本末梢神経学会 
中部日本整形外科災害外科学会

SY6-04　築地原 里樹
2018年 6月　奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科 博士後期課程 修了
2018年 6月　東京理科大学 理工学部 機械工学科 ポストドクトラル研究員
2020年 3月　福井大学 学術研究院工学系部門 知能システム工学講座 助教
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若手研究者の会企画１

衛生学の発展に向けた先制医療の可能性を考える 

 座 長 

鈴木 武博
国立環境研究所

堀中 真野
京都府立医科大学

開催趣旨

　今回の若手研究者の会企画1では、「先制医療」をメインテーマとしたシンポジウムを行う。個々
に対する積極的予防法である「先制医療」の開発研究は、予防を標榜する衛生学領域における最重
要研究課題の一つであると考えられている。しかしながら、多くの研究者にとって、「先制医療と
は。」「どんな技術が活用されているのか。」「どういった疾患が対象になるのか。」、「先制医療が今後
普及していくための課題とは。」といった疑問の声が多く聞かれる。
　今回、下記のシンポジストの先生方に登壇いただき、先制医療を概説する講演を1演題、先制医療
に関わる研究技術・分野に関する講演を2演題、先制医療の普及における課題に関する講演を2演題
の計5題のプログラムとする。

　　「先制医療の概説」
　　　牟礼佳苗先生（和歌山県立医科大学）
　　「先制医療に関わる研究技術・分野」
　　　小林澄貴先生（北海道大学）
　　　川上英良先生（千葉大学）
　　「先制医療の普及における課題について」
　　　井上悠輔先生（東京大学）
　　　小野寿子先生（京都府立医科大学）

　本企画を通して「先制医療」の時代における日本衛生学会の役割について考え、今後の研究にど
のように繋げ、発展させていくかを考える機会としたい。
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若手研究者の会企画1

	YSCM-01

衛生学における先制医療 

牟礼 佳苗
和歌山県立医科大学・医学部・公衆衛生学講座 

「先制医療」は、2010年に科学技術振興機構（JST）
研究開発戦略センターにおいて、日本学士院長、京都
大学名誉教授・元総長である井村裕夫先生が提案さ
れた概念で、2011年3月に、戦略プロポーザルとして
「超高齢化社会における先制医療の推進」を公表さ
れたことをきっかけに広まった。超高齢化にある日
本においては、高齢者のQOLを低下させ、要介護状
態に至らせる「非感染症疾患（Non-Communicable 
Disease、NCD」の予防が重要課題であり、これま
での集団を対象とした予防ではなく、個人の遺伝的
な特徴やバイオマーカーを用いることで、発症を予
測し、介入して発症を遅らせる、あるいは防止する
「個の予防」を目指したものである。
先制医療と聞くと、次世代シークエンサーによる

全ゲノム、エクソーム解析、あるいはオミクス解析
がイメージされるが、必ずしもこれら高額な機器を
必要とする医療にはとどまらない。がんを例にとる
と、胃がんではピロリ菌の除菌、肝がんでは肝炎ウ
イルスの治療、子宮頸がんのHPVワクチン等も含
まれる。喫煙や飲酒、食事などの生活習慣への介入
も先制医療であり、遺伝子変異や1塩基多型（SNP）
などの情報に基づいて行う個別化予防も、先制医療
に含まれる。
衛生学は、環境と密接に関連した学問である。

従って、衛生学における先制医療研究は、個人の生
活習慣、あるいは環境要因への応答の違いを見出
し、介入の方法について検討し、より効果的な予防
法を確立し、提示することにあると考えられる。
発表者が地域住民や大腸がん患者を対象として

行っている、飲酒や喫煙、食生活に着目した個別化
予防研究の1例をご紹介したい。

	YSCM-02

先制医療と一塩基多型（SNPs）：前向き出
生コホート「北海道スタディ」の研究成果
から

小林 澄貴
北海道大学 環境健康科学研究教育センター

　先制医療とは、環境要因と遺伝要因に基づき、特定の疾
患に対して罹患するリスクが高いヒトを選別し、発症よ
りも前に治療または生活習慣の改善等の介入を行い、発
症を遅らせたり未然に防いだりしようとする概念である。
これまでの予防医学はヒトの集団を対象にしていたのに
対し、先制医療は個人に焦点を当て、ゲノム等の解析情報
とバイオマーカーを用いて精密に診断及び予測した上で、
早期介入によって発症の遅延と予防を目指すものである。
　胎児期から生後早期における環境要因が将来のメタボ
リックシンドローム、糖尿病、及び循環器疾患等といった
非感染性疾患（Non-communicable disease; NCD）の発
症リスクに影響を及ぼすという概念をDevelopmental 
Origins of Health and Disease（DOHaD）学説といい、
国内外で多くの出生コホート研究及び動物実験が行われ
ている。遺伝要因を考慮した環境疫学研究からDOHaD
学説に基づく疾患発症に関わる生物学的機序の解明の一
助となる成果が得られている。わが国における環境疫学
研究の一つである前向き出生コホート「環境と子どもの健
康に関する北海道スタディ（以下、北海道スタディとす
る）（研究代表者：岸玲子北海道大学環境健康科学研究教
育センター特別招へい教授）」は2001年に開始し、20年以
上経過した現在も継続中である。
　北海道スタディが開始された2001年頃、大量のゲノム
データを分析することは困難であり、コストが高かった。
この頃は1990年から続いていたヒトゲノム計画（Human 
Genome Project; HGP）の途中段階であった。この2年後
の2003年に、ヒトのDNAを構成する全塩基配列を解読そ
して公表され、ヒトゲノム計画は完了した。2003年以降、
ゲノム解析手法の開発は飛躍的に進んだ。ゲノムワイド
関連解析（Genome-wide association study; GWAS）等の
ゲノム評価手法の普及と、その評価のコストが大幅に低
下したことによって、研究参加者が多数あっても数十万
の遺伝子多型に関するデータを取得することが可能に
なった。
　北海道スタディでは、これまでに胎児期の受動喫煙、能
動喫煙、カフェイン、及び環境化学物質である有機フッ素
化合物とフタル酸エステル類曝露による遺伝環境交互作
用が母体血中の脂肪酸濃度、臍帯血中の性ホルモン濃度、
及び児の出生時体格に影響を及ぼすことを明らかにして
きた。これらの研究結果を出すのに欠かせなかった技術
の一つに、遺伝子多型を評価する手法があった。そこで本
シンポジウムでは、これまでの北海道スタディにおける
研究成果と、遺伝子多型の一つである一塩基多型（Single 
nucleotide polymorphisms; SNPs）解析方法の一例につ
いて紹介したい。
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若手研究者の会企画1

	YSCM-03

予防・先制医療に向けたデータ駆動型アプ
ローチ
川上 英良1,2）、石川 哲朗1）、華井 明子1）、 
大矢めぐみ1,2）

1）理化学研究所 先端データサイエンスプロジェクト 
2）千葉大学大学院医学研究院人工知能（AI）医学

従来の医療は、患者が疾患を発症し来院すること
で初めて診療行為が開始される。しかし、高齢化に
よって一度発症すると完治することが難しい慢性
疾患が増加し、過疎化に加えて新型コロナウイルス
の感染拡大により来院が困難になるケースも増加
しており、日常的な健康状態モニタリングによる疾
患予防と先制的な治療介入の必要性が高まってい
る。予防・先制医療を実現するためには、ある時点
で高精度に診断を行うよりも、疾患発症や病態進行
の経時的変化を理解・予測し、未然に重篤な変化を
防ぐことが重要となる。本講演では、ウェアラブル
デバイスや非侵襲計測に基づく疾患の診断・検知お
よび機械学習と数理モデルに基づく長期的な病態
変化のモデル化を紹介する。ウェアラブルデバイス
や非侵襲計測によって、病院では見ることができな
い発症の前兆や患者の日常における変化を観察す
ることができる。また、長期的な時系列データに基
づいて、個人ごとに異なる発症過程を捉え、発症や
病態変化を早期検知する数理的なフレームワーク
も近年発展しつつある。機械学習や数理モデルを用
いることで、従来は活用が難しかった複雑な時系列
データから疾患に関連する特徴を抽出し、疾患の分
類や予測に活用することができる。本講演では、こ
れらの計測、解析手法を紹介し、将来の医学・医療
をどのように変えて行くのかを考察したい。

	YSCM-04

研究の倫理と社会の連帯 

井上 悠輔
東京大学医科学研究所・公共政策研究分野 

　20世紀末から、医学研究を取り巻く研究者と規制との
関係は大きく変化した。会員諸氏もご存じのように、個人
情報に関する法整備が進み、倫理指針が各領域で整備さ
れ、またその一部については法が制定されている。衛生学
など、一般集団を対象とした社会医学研究については、当
初は独立した指針が設けられていたものの、次第に他の指
針に統合され、今日では指針のあり方をめぐる国の議論
の場において社会医学者が発言する機会は大きく減って
いる。研究にせよ、医療にせよ「public（health）」の視点
は一層重要になっている一方、社会医学をめぐる研究倫
理の議論は、指針の分量とは裏腹に、公的にはあまり展開
してこなかったかもしれない。一学会員であり、近年、研
究倫理に関する研究・教育に従事することが多くなった立
場から、いくつかの論点を挙げつつ、話題提供としたい。
　一つは、知識や情報活用をめぐる公と私の関係である。
ビッグデータを用いて社会と健康に関する検討を行う際、
必然的に個人情報（要配慮個人情報）を用いることになる。
個人情報は個人だけの情報なのだろうか。日本の個人情
報保護が「“連帯”が消えて、保護という名の下で孤立した
個人が残る」（樋口範雄『医療と法を考える』有斐閣・2007
年）とならないよう、連帯のもとに展開される知識の産生
のあり方を議論する時期にある。
　二つは、疾患の予防と生活や社会との接点である。疾患
の素因や兆候の早期探知をめぐる研究開発は、生活や日
常の活動の場を観察しつつ、ますます精緻な手段を社会
に届けることになるだろう。AIの導入など、研究手法の
展開に大きな期待が向けられる一方、人々の生活・行動の
見守りと監視の境界、より精緻に把握される人々のプラ
イバシーの保護など、研究の手法のあり方をめぐって留
意すべき点も多い。
　三つは、得られた知見の取り扱いについてである。予防
的な取り組みには一定の試行錯誤や不確定な部分が伴う。
こうした一種の実験的な試みは、その後の新しい知識の
産生によって補強・更新されていかねばならない。一方、
過去の優生や伝染病行政などを挙げるまでもなく、制度
化された古い知識が、見直されることなく、長く社会を拘
束し続けた苦い歴史が日本にはある。差別や偏見の問題
は21世紀の今日においても解消しきれていないどころか、
インフォデミックにより新たな展開をもたらしている。
　人々の生活環境や行動に関する重要な検討を行ってき
た衛生学者であるからこそ、科学の視点のみで解消しき
れない、多くの「トランスサイエンス」の問題に直面する
ことになる。不確実な知識をもとに行政や政策的な対応
を行う「実験社会」における個人と社会との調和を図るた
めの検討が改めて求められる。
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若手研究者の会企画1

	YSCM-05

先制医療の普及における遺伝性腫瘍の体制
整備について

小野 寿子
京都第二赤十字病院 腫瘍内科 
京都府立医科大学大学院 創薬医学

　日本でもがん遺伝子パネル（CGP）検査といった個
別化医療、また遺伝性腫瘍に対する治療などの先制医
療が導入され、数年が経過している。しかし、がん患
者自身のがんの遺伝子変異にあった分子標的治療や、
生まれながらの体質に合わせた治療を選択できる時代
が到来したというにはまだ早い。現在の日本における
先制医療の大きな課題として、薬剤到達性の向上や遺
伝性腫瘍への体制整備があげられる。本発表では、後
者について議論したい。
　遺伝性腫瘍のなかでもっとも体制が整備されている
のは遺伝性乳癌・卵巣癌症候群（HBOC）である。
HBOC診療が加速した契機はPARP阻害剤という薬剤
の登場である。薬剤が登場するまでは家族歴が濃厚な
方、若年発症の乳癌の方を中心に自費にて生殖細胞系
列BRCA1/2検査が施行されてきた。遺伝性腫瘍に対す
る医療者間での対応の差も大きかった時代だが、一部
の再発乳癌患者にPARP阻害剤の適用が通ってから医
療者はHBOCについての対応について学び、コンパニ
オン診断として通常診療に組み込まれるようになっ
た。また現在では乳癌、卵巣癌だけでなく、HBOC関
連癌として前立腺癌、膵癌でもBRCA検査結果をもと
にPARP阻害剤の適用が通り、広く遺伝学的検査が行
われるようになった。HBOC診療の変遷は目覚ましい
ものの、HBOC診療における問題点として家系員との
情報共有、未発症変異保有者へのサーベイランスやリ
スク低減手術などの対応について課題がある。
　またCGP検査で患者が予想せず遺伝性腫瘍の疑い、
もしくは診断にいたることがある。本来、遺伝性腫瘍
の診断は遺伝カウンセリングを重ね、クライエントの
自由な意志が大切であるが、CGP検査の普及により生
まれながらの体質、家系情報を知る人々が増えてい
る。患者、その家族には遺伝性腫瘍に関する情報につ
いて知る権利・知らない権利があるため、CGP検査前
に遺伝性腫瘍について知りたいか、知りたくないかを
問うことになっている。しかし検査前に具体的なこと
を検討して患者が選択することは難しい。よって検査
後に遺伝性腫瘍の可能性が判明しても、確定診断にい
たらない、もしくは診断がすでについても家系員との
情報共有がうまくすすめられないケースが生じる。当
院でのCGP検査にて診断されたHBOC症例や具体的
なCGP検査における遺伝性腫瘍への対応について紹
介する。
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若手研究者の会企画1

演者略歴

YSCM-01　牟礼 佳苗
1994年　大阪大学大学院医学系研究科環境医学教室博士課程修了
1996年-1998年　京都大学大学院工学研究科附属環境質制御研究センター
1998年-2003年　New York University School of Medicine
2003年-2005年　和歌山県立医科大学医学部 公衆衛生学講座 助教 
2005年-2015年　同 講師 
2015年-現在　　  同 准教授

YSCM-02　小林 澄貴
2008年　摂南大学薬学部薬学科卒業
2010年　北海道大学大学院医学研究科医科学専攻修士課程修了
2014年　同 医学専攻博士課程修了（博士（医学）取得）
2014年　北海道大学環境健康科学研究教育センター 学術研究員
2015年　同 特任助教
2016年　同 特任講師
2021年　同 特任准教授（現在に至る）

【主な受賞歴】�2017年　第78回日本公衆衛生学会総会口演賞 
2019年　北海道公衆衛生協会賞 
2021年　日本衛生学会奨励賞

YSCM-03　川上 英良
2007年　　東京大学医学部医学科卒業
2011年　　東京大学大学院医学系研究科修了
2011年　　JST ERATO河岡プロジェクト 博士研究員
2013年　　理化学研究所 特別研究員
2016年　　理化学研究所 上級研究員
2017年　　理化学研究所 ユニットリーダー　
2019年〜　千葉大学大学院医学研究院・人工知能（AI）医学 教授
2019年〜　千葉大学 治療学人工知能（AI）研究センター センター長
2019年〜　理化学研究所 チームリーダー

YSCM-04　井上 悠輔
東京大学医科学研究所・公共政策研究分野・准教授
日本生命倫理学会理事、日本医事法学会理事、日本公衆衛生学会・研究倫理審査委員会、 
厚生労働省患者申出療養評価会議の各委員など。
2001年　京都大学文学部卒業
　　　　  同 大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻修士、博士後期課程（同博士号）
2009年　東京大学医学部附属病医学系研究科・医療倫理学特任助教
2010年　同 医科学研究所公共政策研究分野助教
2016年　現職

YSCM-05　小野 寿子
【研究歴】�平成30年4月　京都府立医科大学大学院 分子標的がん予防医学 博士研究員 

平成31年4月　京都府立医科大学大学院 創薬医学 特任助教
【職　歴】�平成20年4月　関西労災病院 初期研修医、外科レジデント 

平成24年1月　がん研有明病院 乳腺センター 医員 
平成26年4月　京都府立医科大学 内分泌・乳腺外科 医員 
令和  2年1月　京都府立医科大学 分子診断・治療医学 内分泌・乳腺外科併任 助教 
令和  3年4月　京都第二赤十字病院 腫瘍内科
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若手研究者の会企画2

若手研究者交流会、若手研究者の会定期会合 

 座 長 

小林 果
三重大学

開催趣旨

　日本衛生学会若手研究者の会は、日本衛生学会に所属する若手研究者の交流促進とともに自由闊
達な発言、相互研鑽を促すことを目的として、学術総会と夏の集いにおいてシンポジウム等や交流
会を企画し活動しています。年齢的な「若手」という制限にとらわれず、幅広い年齢層（学生から教
員まで）・研究分野（疫学、実験研究問わず）の研究者の皆様にご参加いただき、活発な交流を行って
おります。今回も、若手研究者の会企画1に引き続き、参加者に1グループ5-6名程度に分かれてい
ただき、交流会を行います。研究の実績を問わず、アイデアや思いを交える場を設定したいと思い
ます。
　交流会の後に、若手研究者の会の定期会合を開催し、次期、若手研究者の会の世話人の選任、活
動計画について話し合います。

日本衛生学会若手研究者の会　世話人
　小林果（代表世話人、三重大学）、飯田裕貴子（環境管理センター）、栄徳勝光（高知大学）、
　北村祐貴（金城学院大学）、木戸尊將（東京慈恵会医科大学）、小林澄貴（北海道大学）、
　崔正国（福井大学）、鈴木武博（国立環境研究所）、原田浩二（京都大学）、
　人見敏明（聖マリアンナ医科大学）、藤谷倫子（京都大学）、堀中真野（京都府立医科大学）、
　道川武紘（東邦大学）、箕浦明（昭和大学）、宮崎航（弘前大学）、盧渓（熊本大学）
　アドバイザー：辻真弓（産業医科大学）
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自由集会

開発途上国そして日本における感染症対策の問題点  
～新型コロナ対策の視点も含めて～

 座 長 

小林 宣道
札幌医科大学

開催趣旨

　明治時代に伝染病予防法、これを引き継いだ平成の感染症法制定に象徴されるように、近代日本における衛生行政で特
に感染症対策が功を奏し、リスクを大きく低下させてきた歴史上の事実が厳然と存在する。このため、感染症は過去の疾
患と認識する傾向が日本では顕著である。
　しかしながら、この流れで、衛生学会でも感染症研究は規模縮小し、本包括感染症研究会を除き、継続的に感染症研究
に取り組む研究者が減少している。
　このような中、新型コロナパンデミックが世界中を襲い、先進国で感染症研究の重要性も再認識されるに至っている。
日本の衛生行政も、保健所が地域保健法制定を契機にリストラの対象になって、その数も半減し、地域の感染症対応の能
力が低下した。保健所業務が市町村保健センタに分権される中、感染症対策部門は移管されず、身近な市町村レベルでの
感染症対策はパンデミックに対処することはできなかった。結果、医療崩壊の原因となった。
　今回発表する本研究会所属の研究者は必ずしもコロナウイルスCOVID19の専門家ではない。各自、同コロナパンデ
ミック発生以前より感染症対策の重要性を確信し、長年感染症を独自のテーマとして扱ってきた。
　例えば本年度の発表内容
1. サルモネラ（三重大学、翠川裕）
2. 寄生虫（広島文化学園大学、中村哲）
3. 衛生害虫（信州大学、平林公男）
4. 薬剤耐性菌（札幌医科大学、小林宣道）
　◇ �本自由集会では、演者各自が上記のテーマにおいて自前のデータを話題提供する。これとともに、長年、感染症に取

り組んできた実績を背景に新型コロナに対する対策へのコメントも加える。
　◇ �さらに、自由集会参加者と共にコロナに対する対策に対する自由な意見交換を行う。日本における各コロナ対策への

評価を行う。以下具体例の一部
　• ダイヤモンド・プリンセス号新型コロナウイルス感染症事例における事例発生初期の疫学
　• 学校一斉休校は適切な対策であったのか
　• 布マスクの全戸配布
　• Go Toは感染拡大の要因か
　• 緊急事態下の東京五輪はコロナ拡大を助長したのか
　以上はあくまで、本の数例で、他にも広く本会・本指定演題参加者の問題提起を求めていく。
　少なくとも日本および世界各国の政府のコロナ対策への論評は欠かせない。コロナが変えた歴史を語ることも含まれる。
　そして忘れてはならないのは、日本衛生学会も感染症対策の責任を担う必要があることである。
　本研究会自由集会では、日本衛生学会が今後の感染症対策の見識を広く全世界に発信する土台となれば幸いである。
　本稿執筆中にオミクロン株の情報が入ってきている。日本では第6波が到来するかどうかが今後の課題となる。
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	SCM-01

サルモネラにみられる開発途上国と日本の
感染症対策 －ラオスにおけるwith サルモ
ネラとゼロコロナ－

翠川 裕
三重大学医学系研究科

自身が27年間継続してきたラオスにおけるサル
モネラ菌保菌率経年変化では、現地住民の非チフス
サルモネラ保菌率は9%から30%を推移している。
0.062%（東京顕微鏡院）の日本のサルモネラ保菌と
比較して明らかにリスクは高い。豚牛肉の場合、日
本では、法律上、屠畜場以外では処理できず、工程
の中で食道と肛門は紐で硬く閉ざされ腸内微生物
の拡散を防止していることが功を奏している。明ら
かに、ヒト検体の場合、日本の場合限りなくゼロサ
ルモネラであるのに対し、ラオスではwith サルモ
ネラ の状態となっている。ラオスの衛生行政上、同
じサルモネラでも、チフス菌の感染者・患者は大幅
にリスクが低下している。ただし、非チフスサルモ
ネラは、ラオスではほとんど衛生行政の対象となっ
ておらず、いわば、サルモネラと現地住民は共存関
係にある。非チフスサルモネラは、コンプロマイズ
ホストにとってリスクが高いが、健常人では常在菌
とみなされているようである。このように、長年サ
ルモネラ保菌を見てきた結果、ラオスにおける公衆
衛生・食品衛生の遅れを指摘してきている。
ところが、新型コロナ感染症においては、日本と

ラオスとでは立場が明確に逆転している。
新型コロナパンデミック宣言以降、ラオスでは

2021年5月2日地点で、累計感染者 933人であり、特
筆すべきは死者0人が報告されている事実である。
ラオスと同程度の人口規模の愛知県では同じ日で
の累積感染者は計3万4213人となり、県内死亡累計 
632 例が報告されている。
その後デルタ株が同国でも蔓延し、パンデミック

（世界的大流行）開始以降、同国では感染者59,895
人、死者119人が報告されている（2021年11月18
日）。対して日本では、累計感染者数 1,726,083 死
亡者数18,341が報じられている（2021年11月19
日）。日本ではwithコロナであるが、ラオスは、0コ
ロナを目指している。ラオスの新型コロナ感染規模
は、日本より軽微にとどまっている。
欧米と比較して日本はコロナ対策がうまくいっ

ているとの評価があるが、我々の長年の調査で公衆
衛生の立ち遅れが指摘されてきたラオスと比較し

て明らかにコロナ対策は失敗している。
様々な意見がある中で、日本におけるコロナ対策

の最大の弱点は、「誰が病原体を拡散しているか？」
を国民に理解させていないことである。コロナを拡
散させている感染源は何か。衛生・公衆衛生研究者
なら誰でもが自明の理となっているはずである。す
なわち、症状が出ている顕性感染者でなく、無症状
の不顕性感染者である。専門家を含む行政担当者は
無症状感染者を発見し、保護する努力を怠ってき
た。PCR無用論もマスメディアで拡散された。コロ
ナ対策はすべての政治信条の違いを乗り越えて一
致して対処する必要がある。感染症には国境がない
ことも認識すべきで、全世界でのワクチン普及を協
力することが必要である。途上国のワクチン普及に
先進国は協力する義務がある。本抄録執筆中にオミ
クロン株の情報が入ってきている。
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	SCM-02

ラオス人民民主共和国のヒトフィラリア症
について

中村 哲
広島文化学園大学看護学部 

ここでは2003-2013年までラオス人民民主共和国
（以下ラオスと略す）政府と共同で実施した野外調
査によるヒトフィラリア症患者再発見の事例につ
いて紹介し、ラオスの感染症対策の一端と同国の医
療の展望について述べる。ラオスのフィラリア症の
発見は1925 年に首都のビエンチャンでBedier記載
した1例のバンクロフト糸状虫症患者にさかのぼ
る。その後は1965年および1974年のそれぞれ1例、
また社会主義革命を経た1977-’78 年に、1例の同患
者が確認された。しかし、それ以降2003に至るまで、
フィラリア症に関わる調査や公的な情報はなかった。
一方21世紀に入った世界では、WHOが全世界から
のフィラリア症の撲滅計画（Global Planning for 
Elimination of Lymphatic Filariasis: GPELF）を
採択し、ラオスでは、その計画に沿い、2004-2007
年間に3回、約15000人を対象とした全国調査が実
施された。その結果、2007年に同国南部のアタプー
県プーボン郡内の1村から4名のバンクロフト糸状
虫症染患者が見出された。そして2008-2009年間に
同郡内で2回のMDA（集団駆虫）が実施された。発表
者らは公的な症例の再発見とは別に、2003年から
同郡に隣接する同県サンサイ郡1村（人口約700）を
調査した結果、W. bancrofti感染が強く疑われる例
を7例見出した。このことから、アタプー県内の異
なる郡にもフィラリア症患者が存在する可能性が
あることが、ほぼ同時期に判明した。そして、2010-
2011年に第3回および第4回目のMDAが同県内全域
で実施された。ところで、ラオスでのヒト糸状虫の
周期性やベクターはまだ判然としていない。流行地
では2012年にラオスパスツール研究所の参画を得
て患者調査に加えて蚊成虫の採取を実施した。その
結果、採取した種（数）はCulex属5種（954）および
Aedes属2種（20）、Anopheles属6種（95）、Armigeres
属1種（4）、Mansonia属（34）であった。最も多い種
はC. quinquefasciatus（439）で、続いてC. sinensis
（237）、C. gelidus（124）、C. whitmorei（98）、C. 
fuscocephala（59）で、全体の86%を占めていた。そ
の後ラオスのヒトフィラリア症対策は特定された
流行地でMDAが2015年まで毎年継続され、2016年

にWHOによる対策評価段階であるTAS1、2019年
にTAS 2に合格した。今後は2021年の最終TAS3に
向けて進展して来ているものの、現今のCOVID-19
流行による障害が憂慮される現状である。
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	SCM-03

激甚災害と動物媒介感染症 

平林 公男
信州大学学術研究院理工学域 

近年、私たちの身の回りでは、これまでに経験し
たことの無い大規模災害が全国各地で頻発してい
る。26年前には阪神淡路大震災が、10年前に東日本
大震災が突如起きた。2年前の令和元年東日本台風
では広範囲に多くの河川で観測史上最大の流量を
記録し、多くの箇所で破堤し、人々の生活に多大な
影響を及ぼした。
災害発生時には、衛生状態が悪化し、人から人へ

の感染症の蔓延が危惧されるが、災害復旧時におい
ても環境の悪化に伴い、媒介動物を介した感染症の
拡大も懸念されている。本講演では、これまでの大
震災と被害と媒介動物についてその実態を把握し、
さらに、今後問題となり得る感染症媒介生物の種類
と防除のターゲットとなる主な生息・発生場所など
について言及し、速やかな感染予防対策等につなげ
ることを目的とする。
數間（2020）は、自然災害時に問題となる可能性

がある感染症媒介動物および考えられる発生/生息
場所を6つのカテゴリーに分類している。具体的な
発生/生息場所は（1）がれき、（2）水たまり、湿地、
放置水田、（3）ヘドロ、（4）魚介類、海藻、動物遺体
や糞、（5）避難所等の屋内、（6）その他野外発生場所
である。（1）のがれき等からはハエ類やコバエ類、ネ
ズミ類が、（2）の水たまりや湿地、放棄水田などか
らは、カ類やチョウバエ類、ユスリカ類などが大量
に発生する。東日本大震災の折には、海沿いの冷凍
庫に保管されていた魚介類が大量に流出し、気温の
上昇とともに腐敗し、キンバエ類、クロバエ類、ニ
クバエ類、ハマベバエ、コバエ類などの多数のハエ
類が発生し、細菌感染が危惧された。加えてドブネ
ズミの大発生も観察された。
今後、数十年以内に発生する確率が高いと予想さ

れる首都直下型地震や南海トラフ地震などにおい
ては、東日本大震災の数倍の規模で災害が起こるこ
とが予測されている（山﨑, 2019）。これらの地震に
おいては、イエバエ類やクロバエ類といったハエ類
が廃棄物や冷凍魚などを中心に大量発生すること
が予想されている（田原, 2020）。1923年に起きた関
東大震災の際には、クロバエ科が大発生し、赤痢や

腸チフスといった感染症が発生した。現在、日本は
赤痢などの感染症の常在地ではないので、災害後に
媒介動物が介在する感染症が大流行する恐れは極
めて少ないと考えられる（田原, 2020）。さらに行政
府からの依頼で、PCOなどが速やかに消毒作業など
の防疫活動を実施する体制も、これまでの大災害の
経験から近年、ようやく構築できつつある。しか
し、COVID-19のように海外から様々なタイプのウ
イルスが国内に簡単に侵入してくる昨今の状況を
鑑みると、更なる防疫活動の備えが必要であり、滞
りの無い実施体制の整備や常日頃からの訓練が必
須であることは言うまでもない。
（本講演に関し、利益相反に関する開示事項はあり
ません。）



S149

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

自由集会

	SCM-04

ミャンマー、バングラデシュにおける病原
細菌の薬剤耐性 －現状と今後の課題

小林 宣道1）、メイジ ソウ アウン1）、 
漆原 範子1）、川口谷 充代1）、 
ウィン ウィン モウ2）、ティダ サン3）、 
シャマル パウル4）

1）札幌医科大学、2）ヤンゴン第二医科大学、 
3）ヤンゴン小児病院、4）マイメンシン医科大学

【背景】開発途上国では多くの場合病原診断を経ず
に抗菌薬が投与され、また患者の自己判断で市販薬
が使用される場合があり、薬剤耐性菌の潜在的増加
が懸念されている。我々は主要な菌種の薬剤耐性の
状況および薬剤耐性菌の特徴について、ミャン
マー、バングラデシュとの共同研究を行ってきた。
その概要を報告するとともに、今後の課題について
考察する。
【方法】共同研究機関であるヤンゴン第二医科大学、
ヤンゴン小児病院（ミャンマー）、マイメンシン医科
大学（バングラデシュ）において、主要な菌種（大腸
菌、肺炎桿菌、黄色ブドウ球菌、腸球菌等）の臨床
分離株を収集し、薬剤感受性試験、遺伝子型、薬剤
耐性遺伝子・耐性関連変異、病原因子の分布を解析
した。
【結果】ミャンマーにおいては、小児由来の大腸菌、
肺炎桿菌（2020年）におけるESBL（基質拡張型βラ
クタマーゼ）保有率が80%に達し、カルバペネム耐
性は42-48%と高率に認められた。成人も含めた全
患者では33-37%がESBL陽性、その主要な型は
CTX-M-15であり、カルバペネム耐性は7-8%でカ
ルバペネマーゼの多くはNDM型（type-1,4,5,7）に
分類された。その他CMY型のベータラクタマーゼ
も12%の大腸菌に検出され、9つの遺伝子型が同定
された。呼吸器感染由来の肺炎桿菌においてキノ 
ロン耐性は62%に認められ、そのすべてでGyrAに
おける変異が検出されたほか、各種プラスミド性耐
性遺伝子も高頻度に見られた。黄色ブドウ球菌に 
おいてメチシリン耐性菌（MRSA）の占める割合は
14－22%と比較的低く、多くの薬剤に感受性を示 
したが、病原因子の一つPVL（Panton-Valentine 
leukocidin）遺伝子を保有する菌株が30-70%と高
かった。
バングラデシュでは、大腸菌、肺炎桿菌の全臨床

分離株で33%、51%がESBLを保有し、CTX-M-15
が多くを占めた。カルバペネム耐性は大腸菌で4%

に認められ、カルバペネマーゼ遺伝子NDM-1, 5, 7
が同定された。MRSAの全黄色ブドウ球菌に占める
割合は31%、PVL陽性率はMSSAでは54%とMRSA
のそれ（24%）よりも高かった。
【考察】ミャンマー、バングラデシュでの研究で、グ
ラム陰性腸内細菌では、ESBLによるセフェム耐
性、NDM型酵素によるカルバペネム耐性が進展し
ていることが判明した。MRSAの割合は比較的低い
が、PVL陽性率が高く、病原性の高さが示唆された。
【結論】途上国における病原菌においては特有の薬
剤耐性や病原因子の保有パターンがあるため、適切
な調査研究により、そのような情報を把握したうえ
で耐性菌対策を進めることが重要であると考えら
れる。コロナ禍においては薬剤耐性に関する調査研
究の停止、医療機関への受診抑制による無処方薬の
使用の増加などによる、潜在的な耐性菌の拡がりが
懸念される。
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演者略歴

SCM-01　翠川 裕
1980年3月　静岡大学農学部卒業
1983年3月　京都大学大学院農学研究科熱帯農学専攻修士課程 修了
1987年7月　京都大学大学院医学研究科社会医学専攻博士課程修了
1988年7月　三重大学医学部公衆衛生学講座助手（1994年1月まで）
1994年2月　鈴鹿医療科学技術大学保健衛生学部医療栄養学科助教授着任
公衆衛生学 食品衛生学担当
2021年3月　同大学退職
2021年4月　三重大学医学系研究科リサーチアソシエート　至 現在

SCM-02　中村 哲
広島文化学園大学 看護学部 看護学科、同大学大学院 看護学研究科

【学歴】�1980年　琉球大学保健学部保健学科卒業 
1984年　東京大学大学院医学系研究科保健学専攻修士課程修了 
1988年　東京大学大学院医学系間休暇第三基礎医学専攻博士課程修了

【職歴】�1988年　琉球大学医学部細菌学講座助手 
1996年　国立国際医療研究センター研究所室長

SCM-03　平林 公男
1991年　信州大学大学院 医学研究科 社会医学系 衛生学 修了（医博）
1991年　�日本学術振興会 特別研究員（PD）文部省国際学術研究「ソロモン諸島国における 

マラリア媒介蚊の駆除/防除に関する研究」に参加
1999年　信州大学助教授
2007年　信州大学教授（現在に至る）

SCM-04　小林 宣道
札幌医科大学医学部医学科（1986年卒）
札幌医科大学医学部衛生学講座助手（1986年）
JICAケニア感染症研究対策プロジェクト 長期専門家 1991-1992
札幌医科大学医学部衛生学講座講師（1993年）
札幌医科大学医学部衛生学講座助教授（1998年）
札幌医科大学医学部衛生学講座教授（2001年9月） 至 現在
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市民公開講座

環境汚染を克服して未来志向の衛生学へ： 
阪神地区における環境と健康

 座 長 

島 正之
兵庫医科大学

山崎 新
国立環境研究所

開催趣旨

　わが国では、第二次大戦後の高度経済成長期に重化学工業の拡大に伴って全国各地で深刻な環境
汚染が発生し、四大公害病に代表されるように、地域住民に多くの健康被害がみられた。関西圏で
も、大阪市、尼崎市を中心とする阪神工業地帯において、深刻な大気汚染によるぜん息等の呼吸器
疾患の増加のほか、水質汚濁、地盤沈下、騒音・振動などの環境汚染が社会問題となった。また、尼
崎市には大規模なアスベスト工場があったことから、その従業員や周辺住民に発生した中皮腫など
の健康被害は全国でも突出している。1960年代以降は自動車交通量が増加し、自動車排出ガスによ
る健康影響も懸念されている。
　一方、1995年1月に発生した阪神淡路大震災は、近代都市における直下型の地震として観測史上
最大のものであった。多くの人的・物的被害をもたらしただけでなく、倒壊したビル解体や災害廃
棄物の処理によって発生する大気汚染や水質汚濁等の二次汚染も問題となった。
　これらの環境問題に対して、衛生学は疫学研究や実験的研究を通じて健康被害の実態やメカニズ
ムの解明などを行い、環境改善対策に大きな役割を果たしてきた。しかし、過去の大気汚染やアス
ベストによる健康被害が今日も持続していることからわかるとおり、ひとたび環境汚染が発生すれ
ば、長期にわたって深刻な影響をもたらすことになる。そのため、影響が生じるよりも前に、環境
汚染を未然に防ぐ取り組みが求められる。
　現在、未来の子どもたちが健康に育つ環境をつくることを目標として、環境省による「子どもの
健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」が実施されている。この調査は、全国15地域、10万
組の親子を対象として、子どもの妊娠中から出生後の成長過程を長期にわたって追跡する調査であ
り、兵庫県では尼崎市の約5,000組の親子が参加されている。
　本公開講座では、過去に経験した環境汚染として、大気汚染、アスベスト、阪神淡路大震災を取
り上げ、これまでに行われてきた研究や行政の取り組みについて、それぞれ第一線で対応に当たっ
てこられた方々から今日的な視点で振り返ってお話しいただく。そして、未来志向の課題として、
現在進められているエコチル調査について紹介していただき、今後の環境問題にどのように対応し
ていくのかを考える契機としたい。



S152

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

市民公開講座

	 CL-01

大気汚染による健康影響の歴史と現状 

島 正之
兵庫医科大学公衆衛生学 

　わが国では、第二次世界大戦前から戦後復興期に石炭
燃焼による降下ばいじんが問題となり、高度経済成長期
（1950～1960年代）には重油への燃料転換が進んで重化
学工業が拡大し、工場や発電所などから二酸化硫黄
（SO2）をはじめとする大気汚染物質が大量に排出された。
その結果、工場周辺の住民に喘息や気管支炎の有病率の
増加、症状の増悪など、呼吸器系を中心に多くの健康被害
がもたらされた。四大公害病の一つとされる四日市喘息
がよく知られているが、関西においても大阪、尼崎、神戸
など多くの都市で深刻な健康被害が発生した。こうした
大気汚染が人の健康に与える影響を明らかにするために
疫学研究が広く実施され、環境基準の設定、企業との大気
汚染防止協定の締結などの公害防止対策において重要な
役割を果たした。その後、低硫黄重油の使用や脱硫装置の
導入などが進められ、全国のSO2濃度は大幅に改善した。
　一方、1970年以降は都市部を中心に自動車交通量が増
加し、自動車排出ガスへの曝露による健康影響が懸念さ
れるようになった。自動車排出ガスはディーゼル車から
排出されるブラックカーボンなどの粒子状物質（PM）や
二酸化窒素（NO2）などの複合物であり、さらに幹線道路
周辺では道路粉じん、タイヤやブレーキの摩耗により生
じる成分の影響も考えられるが、わが国では主な指標と
してNO2と浮遊粒子状物質（SPM、大気中に浮遊するPM
のうち粒径が10μm以下のもの）が用いられることが多
い。全国のNO2及びSPM濃度は、1980年代以降は横ばい
の状態が持続し、特に交通量の多い幹線道路沿道におい
て高濃度であった。阪神地区では、1963年に国道43号線、
1981年に阪神高速道路3号神戸線の供用が開始され、自
動車排出ガスだけでなく、騒音・振動による影響も問題と
なった。環境省では、2005年から関東・中京・関西の3大
都市圏において、幼児、学童、成人を対象に大規模な疫学
研究「局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査（そら
プロジェクト）」を実施し、自動車排ガスの指標である元
素状炭素への個人曝露量と学童の喘息発症との有意な関
連が明らかにされた。自動車排出ガス対策として、自動車
NOx・PM法などによる排出量削減が進められ、全国の
NO2及びSPM濃度は2000年以降に改善傾向となっている。
　近年、微小粒子状物質（PM2.5）の健康影響が国際的に注
目されている。これは粒径が2.5μmよりも小さいため、人
が吸入した場合は肺胞レベルまで到達し、呼吸器・循環器
系のほか、神経系などにも影響を与えることが報告され
ている。また、光化学オキシダント（Ox、主にオゾン
（O3））の濃度も増加傾向にある。これらの物質は、大気中
で二次的に生成されるものや大陸からの越境汚染に由来
するものなど、発生源が多様であり、従来の大気汚染のよ
うに限られた地域だけでなく、広域的な汚染を引き起こ
している。現在の大気汚染は地域的な問題ではなく、地球
規模の問題となっており、改善するためには国際的な取
り組みが必要とされている。

	 CL-02

アスベスト飛散による健康被害 

祖父江 友孝
大阪大学大学院医学系研究科 環境医学 

1. 背景
　尼崎市では、かつての石綿製品加工場（クボタ神崎工
場）の周辺において、石綿取り扱い経験のない住民におけ
る中皮腫死亡例が多発したことをきっかけに、一般環境
由来の石綿ばく露による中皮腫が注目されている。尼崎
市から報告されている中皮腫死亡小票調査報告書（平成
30年3月）によると、2018年の中皮腫死亡数は26例で、
2015年に観察された41例をピークにやや減少傾向がみら
れる。尼崎市の中皮腫死亡者は、全国に比べて女性の割合
が高い。また、遺族に対する聞き取り調査から把握した石
綿ばく露歴分類（直接職歴、間接職歴、家庭内ばく露、立
ち入り等、その他）別にみると、一般環境由来が疑われる
「その他」が近年増加傾向にある（特に女性）。
2. これまでの疫学研究
　尼崎市では、これまで標準化死亡比（SMR: standardized 
mortality ratio）を評価指標とする疫学研究が3者により
行われている（車谷・熊谷2008、環境省・尼崎市2006
（2014）、祖父江班2018）。報告されているSMRは、それ
ぞれ、男2.6・女9.9、男4.6・女10.4、男6.8・女15.0と、
いずれも全国に比べて高い値を示しているが、とりわけ、
男に比べて女のSMRが高い。これは、SMR計算に用いる
中皮腫死亡率の全国値から職業ばく露による中皮腫が含
まれており、男において職業ばく露の影響が大きいため
に期待値が大きくなり、結果的にSMRが小さく計算され
ることによる。車谷・熊谷報告では、特定工場からの距離
別のSMRが推定され、工場からの距離が近いほど高い
SMRが観察されている。環境省・尼崎市報告では、町別
にSMRが報告され、小田地区、中央地区において、他の
地区より高いSMRが観察されている。また、祖父江班報
告では、長期居住者（1975年以前から居住）の方が短期居
住者（1975年以降の転入者）よりもSMRが高く、近年SMR
が増加する傾向（特に女性）が観察されている。
3. コホート内症例対照研究
　尼崎市においては、2002年以降、継続的に中皮腫死亡
小票調査が行われており、中皮腫死亡例については、石綿
ばく露分類別の情報が把握されているが、住民全体につ
いての石綿ばく露分類別情報は存在しない。そこで、一部
の住民（対照）について石綿ばく露分類別情報を聞き取り
調査により把握して、職業ばく露の影響を調整し、さらに
尼崎市内の居住歴（1957年から1975年まで）を把握し、特
定工場からの環境経由累積ばく露量を住所と居住期間か
ら推定して、中皮腫死亡との関連を検討した。結果は、現
在、論文として投稿準備中である。
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	 CL-03

阪神淡路大震災における環境問題への対応 

真継 博
元環境庁（現環境省）大気規制課、 
NPO法人 低炭素未来都市づくりフォーラム

平成7年1月17日に発生した阪神淡路大震災は、
近代都市における直下型の観測史上最大規模で被
害の大きさは、想像を絶するものであった。
全壊・半壊のビル等の解体に伴うアスベスト飛

散、家屋等の災害廃棄物の処理にかかる野焼きや簡
易焼却炉から発生する大気汚染及び工場・事業場の
有害物質漏出による大気汚染及び水質汚濁が発生。
その二次汚染による住民の健康被害を防止するた
め環境省はじめ自治体が実施した対策及びその後
にどう活かされたかを紹介する。
1.  被害を受けた建築物等の解体に伴うアスベスト
対策
環境省は石綿対策関係省庁連絡会議を立上げ、飛

散状況を把握するため緊急調査を実施（2月6日～12
日）。その結果は右表の通りで、高い地点も見られ
たが、これまでの全国アスベスト調査結果の範囲内
であった。今後、解体が集中するので、飛散防止対
策の徹底が必要と認識し、2月23日には、「阪神淡路
大震災に伴う建築物の解体・撤去防止対策」をとり
まとめ、自治体及び関係団体等に通知し、飛散防止
対策の徹底を図るよう指導。
2.  解体に伴う建築物廃材の「野焼き」などによる大
気汚染
木くずなど可燃物は271万トン発生した。処理を

受け持つ市町では、集積場に収容しきれず、野焼き
を決断。野焼きされた量は56万トンとなり、周辺住
民から苦情が殺到した。周辺地域での大気汚染調査
を実施公表し、理解を得ながら、応急的に設置され
た仮設焼却炉で処理したのが、202万トンに上り、
この周辺の調査も実施した。
3. 工場・事業場の被災による有害物質の流出
大気環境については、10市町50地点21項目の緊

急モニタリング調査を実施。また、水質汚濁につい
ては河川及び海域37地点及び井戸29地点で健康項
目23項目、PH、BOD等の生活環境項目6項目を対
象に調査を実施。いずれも、都市地域の環境濃度の
変動の範囲に入っており、有害物質の漏出等によ
り、直ちに健康影響が問題となる二次汚染は生じて

いないとした。その他、廃冷蔵庫などからフロンの
放出が課題となり、兵庫県フロン回収推進協議会
（平成6年12月14日設立）が中心となり、4848台の廃
冷蔵庫からフロン回収が行われた。
4. 教訓
地震発生直後からモニタリング開始の2月6日ま

でが空白の期間となっている、この間をいかに短く
するか。また、アスベスト使用の建築物の解体作業
の把握が重要で、大気汚染防止法を改正し、建築物
の解体等の規制を導入した。今後の課題などを考え
たい。
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	 CL-04

尼崎市におけるアスベスト対策について 

稲村 和美
尼崎市長 

尼崎市はアスベストによる健康被害の発生が全
国でも突出している。
そのような自治体としての役割と責務を強く意

識するなか進めてきた、「クボタショック」から現在
にいたる本市のアスベスト対策について報告する。

① 疫学調査への協力等
　•  潜伏期間が50年のアスベスト禍では、長年にわ
たる調査分析が困難かつ重要

　•  市として中皮腫死亡小票調査を継続的に実施
　•  市以外の主体による調査研究への連携・協力

② 全国レベルでの健康管理体制の確立に向けた取組
　•  国への要望（令和元年の緊急要望の内容） 
恒久的かつ全国的な制度確立の必要性 
胸部CTなどを受診できる制度の構築 
医師の読影技術確保に向けた取組み

　•  県内、大阪府下、その他の自治体とのネット
ワークづくり

③ 新たなばく露を生じさせない（建物のアスベスト
を飛散させない）取組
　•  解体工事現場への立ち入り調査
　•  公共施設についての手引きの作成と取組
　•  災害時のアスベスト調査にかかる民間団体との
協定締結

その他
労災補償との救済格差など、その他の課題について
も国への要望を継続

	 CL-05

次世代の健やかな環境をめざして 
（エコチル調査）

山崎 新
国立環境研究所 

　エコチル調査（子どもの健康と環境に関する全国調査）
は、環境要因、特に胎児期から小児期にかけての化学物質
などへの曝露が、子どもの健康に与える影響を解明する
ために計画・実施されている出生コホート研究です。「エ
コロジー」と「チルドレン」を組み合わせてエコチル調査
と名づけられました。
　エコチル調査は、2010年3月に環境省により基本計画
が作成・公表され、2011年1月から、北海道から沖縄まで
全国15地域で、妊娠中のお母さんに調査への参加リク
ルートが行われ、現在の計画では2011年度から2014年度
に生まれた4学年合計約10万人のお子さんを追跡してい
く出生コホート調査です。兵庫県では、尼崎市が調査対象
地域となり、約5,000人のお子さんが参加されて、兵庫医
科大学の担当で調査が勧められています。
　エコチル調査では、妊娠・生殖、先天性形態異常、精神
神経発達、免疫・アレルギー、代謝・内分泌の各分野で、
環境と子どもの健康に関わる仮説を設定し、その仮説を
検証するために、指標となるアウトカムを測定するとと
もに、化学物質への曝露評価と併せてそれ以外の環境要
因、遺伝要因、社会要因、生活習慣要因等についても検討
を行います。
　これまでに、お母さんの妊娠中に実施したベースライ
ン調査では、血液や尿等の採取を行うとともに、環境要因
や生活習慣等に関わる自記式質問票調査を行い、また、出
生時の医療記録の調査を行いました。出生後は、お子さん
の健康状態や成長の記録の調査等を、主に保護者が記入
する質問票調査（年2回）や、学童期検査（小2と小6時に実
施）等により行っています。また、10万人のお子さんの中
からランダムに抽出し、同意（代諾）いただいたお子さん
を対象に、訪問調査（1歳半、3歳）や採血を含む面接 
式調査（2歳から2年毎）を行う詳細調査を行っています。
　エコチル調査開始以来、調査地域が自然災害にみまわ
れることや感染症の蔓延など、様々な困難がありました
が、2021年度現在においても調査は計画に沿って進めら
れており、エコチル調査に参加している出生初年度のお
子さんは10歳小学4年生になり、最終年度のお子さんは小
学1年生になりました。これまでに、お母さんの妊娠時に
採取した血液や尿の分析と質問票などのデータの整理を
進めてきており、本年度には4歳時点までの質問票データ
の整理を完成させ、解析を進めています。2021年11月ま
でに221編の英文原著論文が出版されました。ここでは、
エコチル調査から得られた研究成果のうち、胎児期の環
境が子どもに与える影響について、いくつかの論文の紹
介を致します。
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演者略歴

CL-01　島 正之
1984年　千葉大学医学部卒業
1984年　船橋二和病院で臨床研修、千葉大学医学部公衆衛生学研究生
1990年　千葉大学医学部助手（公衆衛生学）
1992年　博士（医学）
1996年　千葉大学医学部講師（公衆衛生学）
2000年　千葉大学医学部助教授（公衆衛生学）
2004年　兵庫医科大学公衆衛生学講座主任教授
2010年　兵庫医科大学エコチル調査兵庫ユニットセンター長（兼任）
2016年　金沢大学客員教授（～2020年）

CL-02　祖父江 友孝
1983年3月大阪大学医学部卒業、1983年6月大阪府立成人病センター調査部、1994年4月国
立がんセンター研究所室長、2002年7月同がん情報研究部長、2003年10月がん予防・検診研
究センター部長、2006年10月がん対策情報センター部長、2012年3月大阪大学大学院医学系
研究科環境医学教授、2021年9月国立がん研究センターがん対策研究所副所長（兼務）

CL-03　真継 博
1946年生まれ 神戸大学農学部を卒業後、民間を経て兵庫県に入庁し、一貫して環境畑に従事。
兵庫県大気課副課長、環境庁大気保全局大気規制課課長補佐、 兵庫県環境影響評価室長（神戸製
鋼所石炭火力発電所、神戸空港などの審査を担当）、 兵庫県大気課長、㈶ひょうご環境創造協会
専務理事（兵庫県地球温暖化防止活動推進センター長兼務）、兵庫県立工業技術センター参与、
加古川市ものづくり支援センターディレクターなどを歴任

CL-04　稲村 和美
1972年生まれ。1995年、神戸大学法学部在学中に、阪神淡路大震災。
避難所でボランティア活動を経験。

【最終学歴】神戸大学大学院法学研究科修士課程修了。
1998年　神栄石野証券（現SMBC日興証券）株式会社入社
2002年　同社退職
2003年　兵庫県議会議員（1期目）
2007年　兵庫県議会議員（2期目）
2010年　尼崎市長就任（1期目）
2014年　尼崎市長（2期目）
2018年　尼崎市長（3期目）

CL-05　山崎 新
1991年京都大学工学部衛生工学科卒、京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻博士後
期課程修了（博士（社会健康医学））。国立環境研究所研究員、京都大学医学研究科社会健康医学
系専攻医療疫学分野准教授を経て、2015年国立環境研究所環境疫学研究室長、2017年同環境
リスク・健康研究センター副センター長、2019年から同エコチル調査コアセンター長。
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社会医学系専門医協会指導医講習会

 

 座 長 

小橋 元
獨協医科大学

開催趣旨

　社会医学系専門医制度の指導医講習会として、制度の説明について概説する。また、2020年度の
プログラムの運営状況、新型コロナ流行に伴う措置等についても説明する。
　本指導医講習会は、指導医として専攻医を指導する場合は受講することが義務つけられているも
のであるので、資格更新時に本講習の受講証明が必要である。

演者略歴

FRM-01　大久保 靖司
社会医学系専門医協会、東京大学環境安全本部

1989年  3月　産業医科大学 医学部卒業
1989年  4月　新日本製鐵株式會社 入社 専属産業医
1998年10月　千葉大学医学部衛生学 助手
　　　　　　　Agrifood Research（MTT）Finland  2002年2月～2003年3月
2004年  2月　東京大学保健センター 助教授 産業医
2009年10月　東京大学環境安全本部 安全衛生管理部長 教授 産業医
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共催セミナー１

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）の 
あゆみと今後の展望

 座 長 

島 正之
兵庫医科大学 

 共 催 

エコチル調査兵庫ユニットセンター

演者略歴

LS1-01　山崎 新
国立環境研究所
1991年京都大学工学部衛生工学科卒、京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻
博士後期課程修了（博士（社会健康医学））。国立環境研究所研究員、京都大学医学研究
科社会健康医学系専攻医療疫学分野准教授を経て、2015年国立環境研究所環境疫学研
究室長、2017年同環境リスク・健康研究センター副センター長、2019年から同エコ
チル調査コアセンター長。

LS1-02　蓮沼 英樹
兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター、公衆衛生学
1993年　京都大学工学部衛生工学科卒業
1995年　京都大学大学院工学研究科衛生工学専攻修了
2015年　兵庫医科大学大学院医学研究科医科学専攻修了、博士（医学）取得
2003年～2020年　一般社団法人環境情報科学センターにて環境保健政策に関する業
務に従事。2020年兵庫医科大学公衆衛生学講師、エコチル調査兵庫ユニットセンター
特任講師に就任（現在に至る）。

LS1-03　島 正之
1984年　千葉大学医学部卒業
1984年　船橋二和病院で臨床研修、千葉大学医学部公衆衛生学研究生
1990年　千葉大学医学部助手（公衆衛生学）
1992年　博士（医学）
1996年　千葉大学医学部講師（公衆衛生学）
2000年　千葉大学医学部助教授（公衆衛生学）
2004年　兵庫医科大学公衆衛生学講座主任教授
2010年　兵庫医科大学エコチル調査兵庫ユニットセンター長（兼任）
2016年　金沢大学客員教授（～2020年）
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	 LS1-01

子どもの健康と環境に関する全国調査 
（エコチル調査）の概要

山崎 新
国立環境研究所

エコチル調査（子どもの健康と環境に関する全国
調査）は、環境要因、特に胎児期から小児期にかけ
ての化学物質などへの曝露が、子どもの健康に与え
る影響を解明するために計画・実施されている出生
コホート研究です。「エコロジー」と「チルドレン」
を組み合わせてエコチル調査と名づけられました。
エコチル調査は、2010年3月に環境省により基本

計画が作成・公表され、2011年1月から、北海道か
ら沖縄まで全国15地域で、妊娠中のお母さんに調査
への参加リクルートが行われ、現在の計画では
2011年度から2014年度に生まれた4学年合計約10
万人のお子さんを追跡していく出生コホート調査
です。
エコチル調査では、妊娠・生殖、先天性形態異常、

精神神経発達、免疫・アレルギー、代謝・内分泌の
各分野で、環境と子どもの健康に関わる仮説を設定
し、その仮説を検証するために、指標となるアウト
カムを測定するとともに、化学物質への曝露評価と
併せてそれ以外の環境要因、遺伝要因、社会要因、
生活習慣要因等についても検討を行います。
これまでに、お母さんの妊娠中に実施したベース

ライン調査では、血液や尿等の採取を行うととも
に、環境要因や生活習慣等に関わる自記式質問票調
査を行い、また、出生時の医療記録の調査を行いま
した。出生後は、お子さんの健康状態や成長の記録
の調査等を、主に保護者が記入する質問票調査（年2
回）や、学童期検査（小2と小6時に実施）等により
行っています。また、10万人のお子さんの中からラ
ンダムに抽出し、同意（代諾）いただいたお子さんを
対象に、訪問調査（1歳半、3歳）や採血を含む面接 
式調査（2歳から2年毎）を行う詳細調査を行ってい
ます。
エコチル調査開始以来、調査地域が自然災害にみ

まわれることや感染症の蔓延など、様々な困難があ
りましたが、2021年度現在においても調査は計画
に沿って進められており、エコチル調査に参加して
いるお子さんは小学1～4年生になっています。これ
までに、お母さんの妊娠中に採取した血液や尿の分
析と質問票などのデータの整理を進めてきており、

本年度には4歳時点までの質問票データの整理を完
成させ、解析を進めています。2021年11月までに
221編の英文原著論文が出版されました。ここでは、
エコチル調査から得られた研究成果のうち、胎児期
の環境が子どもに与える影響について、いくつかの
論文を紹介します。
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	 LS1-02

エコチル調査の軌跡  
～初心にかえって次期10年に向けて～

蓮沼 英樹
兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター 

エコチル調査（子どもの健康と環境に関する全国
調査）は、2011年1月にリクルートを開始して11年
経過したところであるが、開始前の過去に遡ると、
子どもに対する環境リスクが増大しているのでは
ないかとの懸念があり、環境中の有害物に対する小
児の脆弱性について大きな関心が払われていた。
1997 年に米国マイアミで開催されたG8環境大臣会
合において、世界中の子どもが環境中の有害物の脅
威に直面していることが認識され、小児の環境保健
をめぐる問題に対して優先的に取り組む必要があ
ることが宣言された。2009年にイタリアのシラク
サで開催されたG8環境大臣会合では、この問題の
重要性が再認識され、子どもの健康と環境に関する
大規模な疫学調査を各国が協力して取り組むこと
が合意された。胎児・小児期は、様々な器官が形成
され発達形成に重要な時期であるため、有害物への
曝露による健康影響を受けやすい。また、器官毎に
その構造と機能が成熟する時期は異なるため、胎児
期、幼児期、小児期のそれぞれにおいて、環境曝露
に対する感受性にどのような違いがあるか科学的
知見は少ない。
エコチル調査は「胎児期から小児期にかけての化

学物質曝露をはじめとする環境因子が、妊娠・生
殖、先天奇形、精神神経発達、免疫・アレルギー、
代謝・内分泌系等に影響を与えているのではない
か」を中心仮説としている。これは、DOHaD学説
（将来の健康や特定の病気へのかかりやすさは、胎
児期や生後早期の環境の影響を強く受けて多くが
決定されるという説）の解明とも言い換えられる。
世界的には、大規模出生コホート調査は、イギリ

スのALSPACに続き、デンマークのDNBC、ノル
ウェーのMoBaが行われている。米国では2009年に
“National Children’s Study”が開始されたため、 
日本から視察に行き、そのノウハウを持ち帰って
「エコチル調査基本計画」をとりまとめた（ただし、
National Children’s Studyは2014年に中止された）。
エコチル調査の基本計画は、行政刷新会議の事業仕
分けで「要求通り」、総合科学技術会議では「S」と
評価され、事業として開始された。さまざまな節目

を乗り越えて、開始に至るまでの軌跡（奇跡）を振り
返り、初心にかえってエコチル調査の次期10年（11
～20年目）の前進につなげたい。



S162

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

共催セミナー1

	 LS1-03

兵庫ユニットセンターにおける取り組み 

島 正之
兵庫医科大学公衆衛生学、 
エコチル調査兵庫ユニットセンター

エコチル調査を実施している全国15地域では、大
学等にユニットセンターが設置されている。その一
つである兵庫ユニットセンターは兵庫県尼崎市を
対象地域とし、同市内及び近隣の産科医療機関の協
力を得て、2011年1月からの3年間で5,189人の妊婦
に参加していただき、出生した子ども（同期間の出
生数の約42%）を対象に年2回の質問票調査と小学2
年時の学童期検査等によるフォローアップを進め
ている。また、このうち250人を対象とした詳細調
査では、環境測定、医学的検査、精神神経発達検査
を行っている。
尼崎市は大阪市に隣接した人口約50万人の都市

であり、高度経済成長期に重化学工業を中心とした
工業都市として発展したが、その一方で、大気汚
染、水質汚濁など、多くの深刻な公害問題を経験し
た。その後、環境・健康対策に重点を置いたまちづ
くりが進められて環境は大きく改善したが、現在も
南部は工業地域であり、自動車交通量の多い幹線道
路が東西に通過するなど、全国のエコチル調査対象
地域の中で大気汚染濃度が高い地域の一つである。
そのため、大気汚染が子どもに与える影響を解明す
ることを目的として、兵庫ユニットセンター独自の
追加調査も実施している。
長期間にわたる調査を円滑に進めるためには、関

連する行政機関等との連携体制を構築することが
不可欠である。人口の移動も多いことから、尼崎市
だけでなく、隣接する西宮市、伊丹市の医師会、産
婦人科医会、小児科医会、協力医療機関、保健所、
環境部局、教育委員会等の代表者による「兵庫エコ
チル調査運営協議会」を設置し、調査の進捗状況に
ついて定期的に報告し、さまざまな助言を得なが
ら、調査を継続している。
また、調査参加者とのコミュニケーションを図る機

会として、各種イベントを実施してきたが、2020年
から新型コロナウイルスの感染防止のため対面式のイ
ベントは休止している。学童期検査も実施を見合わ
せていたが、現在は十分な感染防止対策を講じた上
で実施しており、これまでに約2,100名（同時期の対
象者の50%以上）の検査を実施することができた。

ここでは、兵庫ユニットセンターにおけるこうし
た調査の取り組みとともに、これまでに得られた研
究成果の一部を紹介したい。
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電磁過敏症って本当にあるの？ 
－WHOの見解を紹介します－

 座 長 

高田 雄史
一般財団法人 電気安全環境研究所 電磁界情報センター

 共 催 

一般財団法人 電気安全環境研究所 電磁界情報センター

演者略歴

LS2-01　大久保 千代次
一般財団法人 電気安全環境研究所 電磁界情報センター

2005年　WHOジュネーブ本部 WHO国際電磁界プロジェクト サイエンティスト
2008年　一般財団法人電気安全環境研究所 電磁界情報センター 所長
2014年　電波の日 総務大臣表彰
2015年　瑞宝小綬章
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	 LS2-01

電磁過敏症って本当にあるの？ 
－WHOの見解を紹介します－

大久保 千代次
一般財団法人 電気安全環境研究所 電磁界情報センター 

近年、個人あるいは事業目的による電磁界（EMF; 
electromagnetic fields）の発生源の増加やその形態
の多様性には眼を見張るものがある。これらの技術
は我々の生活をより便利に、より快適にする一方、
電気を使えば必ず電磁界が発生し、その健康影響に
関する国民の不安は少なくない。

1996年に開始した、WHO（世界保健機関）の国際
電磁界プロジェクト（International EMF Project）
の主目的は、0Hzから300GHzまでの電磁界の健康
リスクを行うことである。
健康リスク評価を行う際にその周波数にかか 

わらず問題となるのが、電磁過敏症（EHS; 
electromagnetic hypersensitivity）である。電磁過
敏症は、ICD-11には登録されておらず、電磁界に起
因する特発性環境不耐症idiopathic environmental 
intolerance attributed to electromagnetic fields 
[IEI-EMF] と表現することもあるが、明確に疾病
概念は定まっていない。電磁過敏症に関する調査研
究は、欧州を中心に数多く実施されている。我が国
でも総務省の生体電磁環境研究費で実施された。そ
れらの結論を要約すると、現時点では、電磁過敏症
発症と電磁界ばく露を結び付けるような科学的根
拠は存在していない。電磁過敏症は明確な診断基準
を持たず、その発症原因は不明だが、「ノセボ効果」
が介在していると推察されている。ランチョンセミ
ナーでは、WHOの見解を中心に、電磁過敏症に関
する最新の知見を紹介したい。
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共催セミナー3

気候変動による健康への影響評価と適応 
（環境研究総合推進費 研究成果発表）

 座 長 

中根 英昭
独立行政法人 環境再生保全機構

 共 催 

独立行政法人 環境再生保全機構

開催趣旨

　近年、気候変動の影響は世界各国で顕在化している。特に、人への健康影響は我が国においても
適応策による取り組みが喫緊の社会的課題となっている。
　環境研究総合推進費（以下「推進費」とする）では、戦略研究プロジェクトS-18「気候変動影響予
測・適応評価の総合的研究」における、気候変動による健康影響予測の手法開発をはじめ、環境問
題対応型研究1-1905「気候変動の暑熱と高齢化社会の脆弱性に対する健康と環境の好循環の政策」
等、気候変動による健康影響に関する数多くの研究を推進している。
　今般、推進費で実施している気候変動の健康影響等に関する研究成果を広く発信し、成果を有効
に活用いただくため、以下の講演プログラムにて推進費の研究成果を紹介する。

座長略歴

中根 英昭
環境再生保全機構 環境研究総合推進費プログラムオフィサー（PO）

東京大学大学院理学系研究科博士課程修了（理学博士）。1981年12月より国立公害研
究所（現国立環境研究所）。オゾン層破壊等の地球環境研究、温室効果ガスインベント
リオフィス立ち上げ等を実施した。また、オゾン層破壊科学アセスメントパネル、IPCC
等に貢献した。2012年4月より高知工科大学環境理工学群教授。2019年4月より、高
知工科大学名誉教授。現在、ERCA環境研究総合推進費PO、中央環境審議会臨時委員、
日本環境共生学会会長。
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	 LS3-01

気候変動による健康影響予測と適応 
－デング熱、熱中症、新型コロナウイルス
感染症－

西浦 博
京都大学大学院医学研究科 

世界的な気候変動の影響の顕在化や我が国にお
ける悪影響への対処の必要性を背景にして、2018 
年に「気候変動適応法」が成立した。また、2019 年
の台風 19 号災害などの気象災害の激化などに対応
して、自治体や企業でも適応策の立案・実施が必要
とされている。国際的にはパリ協定の実施に向けた
科学的貢献も求められており、こうした国内外の課
題に応えるため、戦略研究プロジェクトS-18プロ
ジェクト「気候変動影響予測・適応評価の総合的研
究」では、「我が国の気候変動適応の取り組みを支援
する総合的な科学的情報の創出」を目的にして、最
新の科学的知見に基づいて影響予測・適応評価に関
する研究を行っている。
本演題では、戦略研究プロジェクトS-18の研究成

果のうち、気候変動による健康影響予測と適応につ
いて紹介する。

	 LS3-02

高齢化社会における暑熱環境の変化が 
熱中症に与える影響評価 

北詰 恵一
関西大学環境都市工学部 

本演題では、環境問題対応型研究1-1905「気候変
動の暑熱と高齢化社会の脆弱性に対する健康と環
境の好循環の政策」の研究成果について紹介する。
環境問題対応型研究1-1905では、気候変動による

暑熱環境に着目し、健康への影響として重要な関係
が指摘される熱中症等に焦点を当て、それらの関係
を、救急搬送データを中心としたエビデンスベース
の疫学研究により再評価を行っている。
研究の成果のひとつとして、熱中症による救急搬

送の全症例件数と中等症以上症例件数のそれぞれ
を、12時間毎に市町村単位で予測するモデルを開発
した。このモデルは、熱中症発症数が急上昇する日
ピークのであっても高精度に予測することができ
るとともに、天気情報と暦情報と市町村の統計情報
（人口、高齢化率等）といったルーティンで収集され
ている情報を用いているため、実装は比較的容易だ
と考えられる。
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共催セミナー3

演者略歴

LS3-01　西浦 博
京都大学大学院医学研究科 教授

2002年宮崎医科大学医学部 卒業
2006年広島大学大学院博士課程 修了（保健学博士）
英国、ドイツ、オランダ、香港などで感染症数理モデルの研究に従事。
2013年東京大学大学院医学系研究科 国際社会医学講座 准教授
2016年北海道大学大学院医学研究院 社会医学分野衛生学教室 教授
2020年8月から京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻環境衛生学分野 教授
2020年から環境研究総合推進費S-18「気候変動影響予測・適応評価の総合的研究」に参画。

LS3-02　北詰 恵一
関西大学環境都市工学部 教授

関西大学環境都市工学部都市システム工学科 社会資本計画研究室
1989年東京大学大学院工学系研究科土木工学専攻修士課程修了後，株式会社野村総合研究所
研究員を経て，1996年東北大学助手となり2001年に博士（工学）の学位取得．2002年より関
西大学に移り，2015年より現職．専門は，都市・地域計画で，土地利用モデルの開発，公共
事業評価，地域再生などを研究している．現在，健康まちづくりを進めており，環境の側面か
らもアプローチしている．関西大学リビングラボ代表．
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O01-01
中国新郷における環境保護対策の実施と多環芳香族炭

化水素（PAHs）とニトロ多環芳香族炭化水素（NPAHs）

の影響

張 昊1）、張 璇1）、王 琰1）、白 芃楚1）、張 露露2）、早川 和一2）、 
鳥羽 陽3）、唐 寧2,4）

1）金沢大学大学院医薬保健学総合研究科、2）金沢大学 環日本海域環境研究センター、 
3）長崎大学大学院医歯薬学総合研究科 衛生化学分野、4）金沢大学医薬保健研究域

【目的】
To observe the effects of implementing environmental governance policies 
for coal burning equipment with excessive emissions to the polycyclic 
aromatic hydrocarbons (PAHs) and nitro-PAHs (NPAHs) in Xinxiang started 
in 2016.
【方法】
A low-volume air sampler with quartz fiber filters was used to collect the 
fine particulate matter (PM2.5) samples in Xinxiang, including 2015/06/03 
– 2015/06/15 (2015 summer, n = 6), 2015/12/26 – 2016/01/05 (2015 winter, 
n = 6), 2017/06/13 – 2017/06/25 (2017 summer, n = 7) and 2018/01/05 – 
2018/01/17 (2017 winter, n = 7). After the pretreatment, nine PAHs and 
three NPAHs were analyzed by HPLC-FLD.
【結果】
The concentration of PAHs and NPAHs range from 1.65 - 238 ng/m3 and 
0.10 - 2.77 ng/m3, respectively. Both concentrations of PAHs and NPAHs in 
winter were higher than in summer. Comparing with 2015 winter (96.9 ± 
69.9 ng/m3), PAHs concentration in 2017 winter (55.1±45.0 ng/m3) decrease 
about 44%. PAHs in summer showed a decrease from 2015 to 2017 as well. 
The concentration of NPAHs in summer increased (0.34 ng/m3 to 0.46 ng/m3) 
from 2015 to 2017. No significant changes of PAHs and NPAHs composition 
in winter. The proportion of pyrene and 1-nitropyrene increased in summer. 
【考察】
Implementing the policies decreased the PAHs emission from coal 
combustion leading to decrease PAHs and NPAHs from 2015 to 2017. 
However, the increase of NPAHs in summer indicate the emission from the 
vehicle were becoming a source that cannot be ignored. The changes of PAHs 
and NPAHs composition from 2015 to 2017 show the decrease of PAHs and 
NPAHs from coal combustion but higher emission from vehicles.
【結論】
The air pollution control policies decreased the concentration of PAHs and 
NPAHs mainly from coal combustion, but the emission from vehicles needs 
more attention.

O01-02
ロシアウラジオストクにおける大気中多環芳香族炭化水

素及びニトロ多環芳香族炭化水素の経年変動と健康リ 

スク

王 エン1）、張 昊1）、張 セン1）、白 ホウ楚1）、 
アンドイ ネロダー2）、ワシリ ミシュコフ2）、張 露露3）、 
早川 和一3）、長尾 誠也3）、唐 寧3,4）

1）金沢大学医薬保健学総合研究科 創薬科学専攻、 
2）ロシア科学アカデミー極東支部 太平洋海洋研究所、 
3）金沢大学 環日本海域環境研究センター、 
4）金沢大学医薬保健研究域

【目的】
The major objective of this study was to clarify the yearly variations in the 
concentration, compositions, and health risks of atmospheric polycyclic 
aromatic hydrocarbons (PAHs) and nitro-polycyclic aromatic hydrocarbons 
(NPAHs) from1999 to 2020 in Vladivostok.
【方法】
Total suspended particulates were collected by a high-volume air sampler 
equipped with glass fiber filters in Vladivostok, Russia in winter and 
summer from 1999 to 2020. Ten PAHs and six NPAHs in each sample were 
detected by a HPLC system. The potential health risks of PAHs and NPAHs 
were expressed by the incremental lifetime cancer risk (ILCR).
【結果と考察】
Atmospheric PAHs and NPAHs levels and their health risks decreased in 
recent year. Notably, comparing with the sampling periods in 2017-2018, the 
concentrations of PAHs and NPAHs decreased by 83% and 77% in summer 
in 2020 (p＜0.05), respectively. However, there was no significant difference 
in winter (p＞0.05). Several diagnostic ratios indicated that coal combustion 
mainly contributed to the PAHs and NPAHs in winter, and vehicle emission 
was the main source of the PAHs and NPAHs in summer. The ILCRs of 
PAHs and NPAHs from all exposure routes (ingestion, inhalation and 
dermal) were much higher in winter than in summer.
【結論】
Although the concentrations of PAHs and NPAHs were decreasing year 
by year, the ILCRs of PAHs and NPAHs were exceeded an acceptable 
carcinogenic risk value in winter, which needs continuous attention.

O01-03
大気汚染による住民肺機能への影響評価 ： 中国の深刻

な大気汚染都市でのパイロット調査

張 セン1）、張 昊1）、王 エン1）、白 ホウ楚1）、張 露露2）、 
早川 和一2）、魏 永杰3）、唐 寧2,4） 

1）金沢大院医薬保、2）金沢大環日セ、3）中国環境科学研究院、4）金沢大医薬保研

【目的】
Air pollution is a serious global problem, which can pose adverse effect 
to human respiratory health. This study aims to determine the personal 
exposure to typical air pollutants and clarify the relationship between air 
pollutants exposure and lung function on healthy residents living in heavy-
polluted cities. 
【方法】
Fourteen residents were recruited living in typical heavy-polluted cities 
of Beijing and Baoding, China. During continuous 10 days in summer, 
autumn and winter of 2019, personal monitoring were performed for typical 
air pollutants, including fine particulate matter (PM2.5), nitrogen dioxide 
(NO2) and PM2.5-bound polycyclic aromatic hydrocarbons (PAHs). Lung 
function was simultaneously monitored. Exposure-response relationship 
was clarified by a linear mixed model.
【結果】
During the total sampling period, mean personal exposure to PM2.5, 
NO2, total PAHs and benzo[a]pyrene (BaP, a PAH which is a carcinogen 
to human) were 38.5, 46.41 μg/m3, 26.6 and 2.36 ng/m3, respectively. 
Individual daily PM2.5, NO2 and BaP were 8%, 17% and 25% over than 
respective Chinese national standards. Air pollutants revealed significant 
seasonal variation: winter/autumn > summer (p < 0.05). Exposure to PM2.5, 
NO2, total PAHs and BaP has no significant effect on lung dysfunction of the 
subjects.
【考察】
Notable personal exposure level was contributed from severe ambient air 
pollution. Higher level in autumn and winter might be caused by enhanced 
outdoor pollution and unfavorable meteorological conditions. Insignificant 
exposure-response relationship might result from normal lung function 
status of most subjects.
【結論】
Subjects suffered from severe air pollution in the sampling period, especially 
in cold season. No significant relationship was found between air pollutants 
level and lung function in the short-term exposure. 

O01-04
黄砂飛来時に輪島で観測された多環芳香族炭化水素類

の濃度と組成変化

白 ポウ楚1）、王 エン1）、張 昊1）、張 セン1）、張 露露2）、 
早川 和一2）、長尾 誠也2）、唐 寧2,3） 

1）金沢大学医薬保健学総合研究科、2）金沢大学 環日本海域環境研究センター、 
3）金沢大学医薬保健研究域

【目的】
In the present study, our aim was to clarify the effect of Asian dust (AD) on 
the variation of polycyclic aromatic hydrocarbons (PAHs) during the long-
range transportation from the Asian continent.
【方法】
Total suspended particulates (TSP) and PM2.5 were collected at Kanazawa 
University Wajima Air Monitoring Station (KUWAMS) from Feb. 27 to 
Apr. 17, 2021. According to the data from the Toyama Light Detection and 
Ranging Observatory, the sampling period was divided into non-dust periods 
(ND1 - ND5) and Asian dust periods (AD1 - AD2). After pretreatment, ten 
PAHs in each sample were determined by HPLC-FLD. In addition, the 
incremental lifetime cancer risk (ILCR) of PAHs were evaluated.
【結果】
Both the TSP and PM2.5 concentrations were higher in AD. Particularly 
in AD2, the concentration of PM2.5 reached 90 µg/m³. The concentration 
of PAHs was remained high in AD1 (292 pg/m³) and ND3 (268 pg/m³) but 
reduced to 175 pg/m³ in AD2, showing different trend from the concentration 
of TSP and PM2.5. During the whole sampling period, the ILCR of PAHs was 
exceeded the acceptable level (10－6) suggested by the US EPA. 
【考察】
PAHs observed at KUWAMS were mainly associated with particulates 
emitted from combustion sources but not the Asian dust. This result might 
be caused by the different pathway of air masses containing the Asian dust 
or PAHs during the long-range transportation.
【結論】
Although AD caused a significant increase in the concentration of particulate 
matter, AD had no direct effect on the concentration and composition of 
PAHs at KUWAMS. Compared with AD, the concentration of pollutants 
was higher during periods before and after AD, which increased the risk to 
human health.
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O01-05
バングラデシュにおける皮なめし工場由来のフェノール

化合物による水質汚染を浄化するシステムの開発

カーニアサリ フィトリ1）、原 田2）、田崎 啓1）、大神 信孝1）、 
加藤 昌志1） 

1）名古屋大学大学院医学系研究科 環境労働衛生学、 
2）筑波大学大学院生命地球科学研究群 
 

Aim: Previous studies have reported the tannery-related water pollution 
by inorganic chemicals including chromium. However, there is no study 
showing water pollution by organic chemicals in tannery area. This study 
aimed at investigating water pollution by organic chemicals in tannery built-
up area in Bangladesh and developing the remediation system. 
Method: We assessed the organic chemicals in the canal and river of 
tannery built-up area in Bangladesh. We then evaluated our remediation 
system with original hydrotalcite-like compound consisting of magnesium-
iron (MF-HT) for pollution by organic chemicals in canal water.
Results and Discussion: Our qualitative and quantitative analyses 
showed that total phenolic compounds were detected in canal water 
originated from tannery. The concentrations were higher than 
Environmental, Health, and Safety (EHS) guideline value. The application 
of MF-HT to tannery canal water showed that MF-HT with assistance of 
photocatalytic reaction could remove the phenolic compounds pollution 
below the EHS guideline. Furthermore, MF-HT was able to decrease 99.7% 
of chromium pollution in canal water.
Conclusion: This study showed water pollution by organic chemicals 
including phenolic compounds in tannery built-up area in Bangladesh. Our 
remediation material has the ability for solving inorganic pollution as well as 
organic pollution by tannery wastewater.
Reference: Yuan, et al., Chemosphere 280, 130959 (2021).

O02-01
アレルギー性鼻炎患者における鼻腔中鉛レベルと症状

との関連性

香川 匠1,2）、田崎 啓1）、Delgama A.S.M.Nichadhi1）、徐 華東1）、
大神 信孝1）、加藤 昌志1） 

1）名古屋大学大学院医学系研究科 環境労働衛生学、 
2）名古屋大学情報・生命医科学コンボリューション on グローカルアライアンス卓越大
学院 

【目的】アレルギー性鼻炎は世界人口の約20%が罹患する重要な健康問題である。
重金属元素によって引き起こされる健康障害は世界中で広く認識されており、鉛
（Pb）、カドミウム、水銀の曝露は、気管支喘息のリスクを高めることが報告され
ている。一方で、鼻アレルギーのアレルギー反応における特定の重金属の影響は
明らかにされていない。本研究ではスギ花粉症患者を対象とした臨床観察研究を
実施し、鼻腔中Pbレベルと症状の関連性を調べた。
【方法】スギ花粉飛散前と飛散期において、患者および健常者の鼻腔洗浄液を採
取しPb濃度を測定した。さらに、花粉飛散期における鼻腔洗浄液中Pb濃度とア
レルギー症状および花粉飛散量との相関関係を解析した。
【結果・考察】スギ花粉飛散期において、患者の鼻腔洗浄液のPbレベルは健常者
よりも有意に高かった。また、花粉飛散時における患者鼻腔洗浄液のPbレベルは
鼻アレルギーの症状に加え、直近4日間の花粉飛散量と正の相関を示した。以上
より、鼻腔中のPbレベルの増加が鼻アレルギーの増悪に関与することが示唆さ
れ、花粉が鼻腔中のPb供給源の一つであると考えられた。
【結論】鼻腔へのPb曝露がアレルギー性鼻炎を悪化させることが示唆された。今
後、動物実験等により分子メカニズムを解明すると同時に、大気汚染物質が鼻腔
内のアレルギー反応へ与える影響を調査する。
【参考文献】Kagawa et al. J Allergy Clin Immunol. 2021;148(1):139-147.e10.
Xu et al. J Allergy Clin Immunol. 2021;148(2):655-656.

O02-02
モルモットの特異的気道抵抗における亜硝酸の最小毒

性濃度

大山 正幸1）、東 賢一2）、峰島 知芳3）、竹中 規訓4）、安達 修一5） 
 

1）大阪健康安全基盤研究所、 
2）近畿大学、3）国際基督教大学、 
4）大阪府立大学、 
5）相模女子大学

　多くの疫学調査で二酸化窒素（NO2）と喘息との関連が報告されているが、
NO2の測定では亜硝酸（HONO）もNO2として検出される。HONOは屋外より室
内の方が高濃度で、2HONO ⇄ NO + NO2 + H2Oの平衡関係があり、場合に
よっては室内HONOと屋外NO2は相関する。また、我々の5.8 ppm HONOの
ラット曝露実験では、HONOによる肺抵抗の有意な亢進を報告した。ラットは
気道抵抗への影響が出にくい動物種であり、モルモットは気道抵抗への影響が出
やすい動物種である。NO2はモルモットでは特異的気道抵抗（sRaw）の亢進が報
告されているが、ラットで肺抵抗が亢進した報告はない。大気汚染物質では亜硫
酸ガス（SO2）だけがラットでの肺抵抗の亢進の報告があったが、SO2でも250 
ppmの濃度で実験されていることなどから、我々は、HONOはSO2やNO2より喘
息への影響が強いと考察した。
【目的】敏感なモルモットに対しHONO曝露実験を実施し、HONOのベースライ
ンsRawへの影響における最小毒性濃度（LOAEL）を検討する。
【方法】5週令のハートレイ系雄モルモットを4週間慣らし飼育した後、7週間3種
類のHONO濃度（対照群，中濃度群，高濃度群：0.018, 0.659, 3.425 ppm）で曝
露し、毎週、ベースラインsRawを測定した。
【結果】0.659や3.425 ppm HONOの4週間曝露から有意なベースラインsRawの
亢進が認められた。
【考察】この指標におけるHONOのLOAELは0.659 ppm以下であることが示唆
された。NO2のモルモット曝露実験でもベースラインsRawの有意な亢進は2 
ppm NO2の12週間曝露により認められているが、6週間曝露では4 ppmでも有意
な亢進は観察されていない。
【結論】報告されているHONOの濃度は室内では0.036 ppmがあり、NO2の環境
基準値は0.04～0.06 ppm以下であることからもHONOは重大な室内汚染物質で
あると考えられる。

O02-03
室内亜硝酸や屋外二酸化窒素と喘息発作に関する疫学

的試行調査

大山 正幸1）、中島 孝江1）、峰島 知芳2）、東 賢一3）、板野 泰之4）、 
竹中 規訓5） 

1）大阪健康安全基盤研究所、 
2）国際基督教大学、3）近畿大学、 
4）大阪環境科学C、 
5）大阪府立大学

　疫学調査で二酸化窒素（NO2）と喘息の関連が示されているが、亜硝酸
（HONO）もNO2として検出される。HONOと一酸化窒素（NO）は一次燃焼生成
物で、2HONO ⇄ NO + NO2 + H2Oの平衡関係がある。Jarvisらの疫学調査
（2005）はNO2よりHONOの方が呼吸機能と関連すると報告した。我々は世界で
初めて動物実験でHONOの生体影響を報告し（2010）、HONOのLOAELは0.1 
ppm以下と報告した（2020）。
【目的】疫学でのNO2と喘息との関連の矛盾をHONOが説明可能か検討する。
【方法】年間5名の小児喘息患者で秋から冬まで、毎日の喘息発作の調査・1週間
毎の居間でのHONOの能動捕集とNO2、NOの受動捕集・協力者毎の各捕集期間
に対応する環境測定局データの数値化を行った（3年間実施）。解析は、調査期間
全体（EP）と9～10月（FP）について最初の喘息発作と各物質との関連を濃度とそ
の増加率を基にU検定で調べ、室内HONOと各物質の相関を調べた。
【結果】2010年は他の年より室内HONOが高く、4名で喘息発作が起き、3名は室
内HONOが最も高い週に最初の発作が起きた。室内HONOは濃度と増加率で喘
息と関連し、室内NOは増加率で関連した。室内HONOとの相関は室内NOと良
かった。2011年は2名で発作が起きたが関連はなく、室内HONOとの相関は屋外
NO2と良かった。2012年は2名で発作が起き、屋外NO2がFPで濃度と増加率で喘
息と関連した。室内HONOとの相関は、発作が起きた1名は屋外NO2と、1名は
屋外NOと良かった。
【考察】2010年：室内燃焼でのHONOの喘息への影響が示唆される。2011年：室
内HONOの多くは平衡反応で屋外NO2から生成したと示唆される。2012年：屋
外NO2と喘息発作の関連では屋外窒素酸化物と相関する室内HONOの影響を考
慮すべき。
【結論】喘息は屋外NO2と関連しても室内HONOが重要な可能性がある。



S172

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

O02-04
入浴中の傷病発症による救急搬送

梅村 朋弘1）、成定 明彦2）、松永 昌宏1）、堀 礼子1）、若山 玲1）、 
鈴木 孝太1） 

1）愛知医科大学医学部 衛生学講座、 
2）愛知医科大学 産業保健科学センター 
 

【目的】日本では寒い季節になると、脱衣を含めた一連の入浴行動中に温度環境
の急激な変化によって循環器系疾患（ヒートショック）を発症する人が多い。近年
は、冬季になるとマスメディア等はヒートショックに関するニュースや記事を取
りあげて、注意喚起するようになった。しかし、入浴中にヒートショックを起こ
す人は少なくならない。本研究では、最近の全国救急搬送データを元に入浴行動
中に傷病を発症して救急搬送された人の数、亡くなった人の数を調査した。
【方法】2017～2019年の全国救急搬送データから、一般住宅（戸建ておよび集合
住宅）の浴室（シャワー室、洗面所含む）から救急搬送された事例を抽出し、さら
に、初診医が死亡と判断した事例を抽出した。
【結果】浴室から救急搬送された事例は2017年が56760件、2018年が57590件、
2019年が57243件であった。そのうち初診医が死亡と判断した事例は2017年が
7189件、2018年が7037件、2019年が6970件であった。
【考察】直近3年間の救急搬送データから、浴室から救急搬送される事例は年間約
57000件である。初診医が死亡と判断した事例は年間で約7000件であるが、重篤
や重症事例が後に死亡に至る例も考慮する必要がある。入浴行動中に死亡または
重篤な状態になった場合、通常、救急車を呼ぶため、救急搬送データは用いた本
研究結果は循環器系疾患などの傷病発症をよく反映していると考えられる。
【結論】入浴行動中の傷病発症は年間おおよそ57000件で、初診医が死亡と判断
した事例は年間おおよそ7000件である。

O03-01
化学防護服材料における化学物質透過性能についての

検討

宮内 博幸1）、山本 忍1）、青木 隆昌2）、岩澤 聡子3） 
 

1）産業医科大学、 
2）九州工業大学、 
3）防衛医科大学 

【はじめに】化学物質を使用している作業場において、装着されている防護服(防
護衣)の化学物質防護状況を知ることは、経皮曝露による健康への影響リスクを
評価するために重要である。本研究で材料のほか、特に漏れが危惧される縫合部
やファスナ－部位における透過試験についても実施した。代表的な有機溶剤(ト
ルエン)についての透過試験をJIS8030(2005)に準じて行った。
【方法】防護服A(不織布 高密度ポリエチレン製)、防護服B(不織布＋多層膜 無機
化学物質耐透過性能)、防護服C(不織布＋多層膜 有機化学物質耐透過性能)の3種
類を対象とした。試験はトルエン液体、およびトルエン気体（約240 ppm）の接
触について各々3回実施した。分析値より透過速度（0.1 µg/cm2/min）に達する時
間を求めた。
【結果】防護服Cのトルエン液体およびトルエン気体と材料接触試験において、透
過時間は全て480分以上となった。しかし、縫合部位では気体のみが480分以上、
ファスナ－部位では液体、気体とも1分未満となった。防護衣Aと防護衣Bは全て
の試験において10分未満となった。
【考察】防護服Aと防護服Bは耐有機溶剤用の材料ではなく、材料の透過時間は全
て1分未満であった。しかし、耐有機溶剤用においても縫合部は1分未満であっ
た。縫合部は完全に密閉されてなく、液体の一部が浸透した可能性が示唆され
た。ファスナ－部位も完全な密閉構造ではなく、トルエン液体や気体が浸透した
と推測された。防護服製品の縫い目はステッチとテープ貼りが、ファスナーには
カバーが施されているものがあるものの、完全密閉状態にするのは難しいと推定
された。防護服を使用する際にはこれらの部位についての注意喚起が必要と思わ
れた。

O03-02
サージカルマスク着用方法によるマスク内への飛沫侵入

率の違い

大西 一成1）、豊崎 佳奈子2）、松井 晴菜2）、西尾 春奈2）、 
遠藤 文2）、野島 正寛3） 

1）聖路加国際大学大学院公衆衛生学研究科 環境保健学分野、 
2）聖路加国際大学大学院公衆衛生学研究科 修士課程、 
3）東京大学医科学研究所 TR治験センター 

【目的】新型コロナウイルス感染症により、マスクの防護効果の関心が高まった。
本研究では、マスク内に侵入した飛沫数を計測し、マスクの効果的な使い方に関
する知見を得るための科学的検証を行った。
【方法】2021年10月から、大学周辺（東京都中央区）で被験者のリクルートを行
い、空気中に浮遊する微小粒子状物質（粒径0.3μm以上）がどれだけマスク内に侵
入しているのか（侵入率）をマスクフィットテスター（MT-05:SIBATA）を用いて
以下のマスクで計測した。
① 被験者が参加時に着用していたもの, ② サージカル（不織布・PFE試験99%以
上カット）, ③ ②を被験者の鼻の形に沿わせてノーズフィッターを調整,  ④ ③の
上に同一マスクを2枚重ねたもの, ⑤ ③の上にウレタンマスクを重ねたもの。本
研究は、聖路加国際大学倫理審査委員会の承認を得て行った。
【結果】マスクの侵入率の平均はそれぞれ、①83.97%（35人）、②84.35%（40人）、
③58.60%（40人）、④42.74%（40人）、⑤47.02%（40人）だった。
【考察】被験者のほとんどは、不織布マスクを使用しており、①と②の結果はほぼ
同じだった。鼻の部分の隙間からの侵入が大きく、ノーズフィッターを鼻の高さ
に合わせて折ることによって侵入率は大幅に下がった。二重マスクは、マスクが
歪み効果に限界があることが示唆された。感染対策においては、少しでも侵入率
を下げてウイルス曝露量を減少させることに意味がある。
【結論】顔貌には個人差があり、漏れがマスクと顔の間の隙間によって生じる。着
用者のマスクの扱い方次第で飛沫の侵入率が変化し効果が左右されている可能
性が示唆された。医療従事者や一般使用者において、具体的なマスクの運用ルー
ルの策定に役立つ知見を得ることができた。

O03-03
ウイルス感染の複数の発生に関連したコンゴの医療従事

者の労働安全と基準の遵守（エボラ出血熱、 チクングニ

ア熱、 コレラ、 SARS-CoV-2）

Nlandu R. Ngatu1）, Wansu Christian2）, Luzitu S. Nangana2）,  
Alpha N. Kingo3）, Leon Kabamba4）, Adalbert O. Aloki5）,  
Berthier F. Nsadi6）

1）Department of Public Health, Kagawa University Faculty of Medicine, Japan,  
2）Institut Superieur Technique Songwa (ISTS), Congo DR, 3）Universite de Kamina, 
Congo DR, 4）Universite Technologique Horeb (UTH), Congo DR, 5）Institut Superieur 
de Techniques Medicales (ISTM-Kinshasa), Congo DR, 6）Universite de Kinshasa, 
Congo DR.

Objective: To date, very few studies have been conducted in Democratic 
Republic of the Congo (DRC), a country that has been facing recurrent health 
crises since 1997, to determine the occupational safety and adherence to 
standard precautions for prevention of work-related communicable diseases 
in care providers in health care settings; however, none of them evaluated 
work safety status and the risk of occupationally-acquired infection in 
nursing staff amidst ongoing multiple outbreaks between 2018-2020. 
This study evaluated the knowledge and practices of Congolese nurses 
on universal precautions amidst recent epidemics of Ebola, chikungunya, 
cholera and SARS-Cov-2 infection. 
Methods: An analytical cross-sectional study was carried out among 
Congolese nurses (N=493) who answered a self-administered questionnaire 
(25 questions related to work safety and standard precautions) in four 
referral hospitals located in Kongo central and Haut-Katanga provinces, DR 
Congo, from late 2018 to March 2020.
Results: There were 60.9% of female nurses (vs. 39.1% of males); mean 
age of participants was 34 (6.8) years. Only 7.8% of nurses used mask 
consistently during care procedures, whereas 77.7% used gloves always. 
There were 24.7% of nurses who reported the use of safety engineered 
medical devices (SEDs). Periodic safety/ standard precautions training was 
reported by 30.4% of nurses. Occupational injury and BBF splash occurred 
in 38.5% and 59.2% of nurses in previous 12 months, respectively; 3.3% of 
patients involved had a positive serological status, whereas the status was 
unknown for 53.4%. Needle recapping, lack of safety training, working as 
Ebola/cholera outbreak responder, post-exposure anxiety and feeling of 
being abandoned were associated with injury and BBF splash occurrence.
Discussion & conclusion: Findings from this study showed that 
occupational safety for care providers is still alarming in DR Congo, and 
improving OSH status is imperative.
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O03-04
男性従業員の健診者における冠動脈疾患と企業規模、

産業分類との関連

山田 正明1）、関根 道和2）、立瀬 剛志3） 
 

1）富山大学医学部 疫学健康政策学 
 
 

【目的】社会経済的地位による健康格差が注目されている。男性の健診者を対象
に、冠動脈疾患と企業規模、産業分類との関連を明らかにする。
【方法】2016年度に富山県内にある1病院での健診者から、30歳から75歳以下の
男性従業員10572名を分析対象とした。健診での病歴から冠動脈疾患の有無を判
定した。企業規模は正規職員数から4段階（～20、～100、～300、301人～）に分
類し、産業分類は、日本標準産業分類に従った。冠動脈疾患を目的変数、生活習
慣と生活習慣病を調整因子、企業規模あるいは産業分類を説明変数としたロジス
テック回帰分析を行った。
【結果】企業規模を含めた分析では、6814名（最終分析率=64.4%）のうち、104名
に冠動脈疾患を認めた（有病率=1.53%）。多変量解析の結果、BMIと年齢に加え、
過去喫煙(オッズ比:OR=2.60)、不十分な睡眠（OR=1.96）、運動習慣がない（OR= 
1.67）、糖尿病(OR=1.96)が有意な関連を示した。さらに、小さい企業規模（301
人以上の企業に対し）で高いORをみとめ、21～100人の企業は有意に高いOR
（=2.02）を認めた。
　産業分類の分析では、冠動脈疾患と有意な関連は認めなかった。
【考察】規模の小さい企業において、冠動脈疾患の有病率が高い。生活習慣、生活
習慣病を調整しても有意な関連がみられた。今回の調整因子に加え、職場のスト
レスや仕事の不安定性などが影響していることが考えられる。
【結論】中小の企業では冠動脈疾患の有病率が高い。産業医や企業保健師は、生活
習慣病の対策だけでなく、メンタルヘルスや雇用状況にも関心を持つことが求め
られる。

O03-05
多職種連携とリーダーシップ機能との関連性

藤谷 克己1）、田村 由美2）、谷口 優3）、鈴木 里砂1）、松下 博宣4） 
 

1）文京学院大学保健医療技術学部、 
2）日本赤十字広島看護大学看護学部、 
3）国立環境研究所、 
4）東京情報大学看護学部

【目的】チームのリーダーシップに関する、医療職のチームメンバーおける意識
が多職種連携の醸成に及ぼす影響を、評価した研究はみられない。本研究では、
リーダーシップ機能を評価し、多職種連携にどのような影響を与えているかを調
べた。
【方法】本研究では、A病院に勤務する全職員を対象者にオンライン調査を実施し
た。調査に用いた指標は、日本語版多職種連携評価スケールAssessment of 
Interprofessional Team Collaboration Scale（AITCS-Ⅱ-J）と日本語版コラボ
レイティブ・リーダーシップ評価スケールAssessment of Interprofessional 
Collaborative Leadership Scale (AICLS)であった。AICLSは、英語圏の医療現
場で用いられ、実証済である。分析は、まずAICLSの信頼性をクロンバックα係
数により検証し、その後AITCS-Ⅱ-JとAICLSの関係を調べた。更に多職種連携
とリーダーシップとの関連性を調べるために、AITCS-Ⅱ-Jの得点を従属変数、
AICLSの得点を独立変数とした重回帰分析を行った。研究は文京学院大学倫理
審査委員会の承認を得て実施した（承認番号：2021-0006）。
【結果】AICLSのクロンバックαは0.982であった（Friedman検定：χ2＝436  p＜
0.001）。AITCS-Ⅱ-JとAICLSの相関係数αは0.816（p＜0.001）であった。重回帰
分析の結果ではAITCS-Ⅱ-Jに対するAICLSの標準化係数βは0.816（p＜0.001）
で、分散の説明率は74.1%（p＜0.001）であった。
【考察】コラボレイティブ・リーダーシップ評価スケールAICLS の信頼性が高い
ことを確認し、多職種連携評価スケールとの間に強い相関が認められた。また
AICLSのスコアが高いほど、良好な多職種連携が構築されていることが明らか
になった。本研究から、医療職のチームにおける多職種連携を促進するために
は、コラボレイティブ・リーダーの存在が鍵となることが示唆された。本研究は
日本学術振興機構の助成（基盤C：21K10309）を受けて実施した。

O04-01
ラオス北部住民の酸化ストレスと微量元素曝露および食

生活との関連

水野 佑紀1）、稲葉 洋平2）、増岡 弘晃3）、木部 未帆子1）、 
小坂 理子1）、夏原 和美4）、平山 和宏5）、Nouhak Inthavong6）、
Sengchanh Kounnavong6）、富田 晋介7）、梅崎 昌裕1）

1）東京大学大学院医学系研究科、 
2）国立保健医療科学院、3）理化学研究所 生命医科学研究センター、 
4）東邦大学看護学部、5）東京大学大学院農学生命科学研究科、 
6）ラオス熱帯医学・公衆衛生研究所、7）名古屋大学大学院環境学研究科

【目的】酸化ストレスは非感染性疾患のリスク因子であるため、健康転換におい
て重要な役割を担っている可能性がある。しかし、健康転換期にあると予想され
る途上国住民を対象とした酸化ストレスおよびその決定要因に関する知見は少
ない。本研究は、自給自足から市場依存の生業に移行しつつあるラオス北部住民
を対象に、酸化ストレスと微量元素曝露および食生活との関連を検討した。
【方法】近代化の程度が異なる3村落の住民341人を対象に、質問紙調査、身体計
測、生体試料の採取を実施した。尿中の8-OHdGと8-isoprostaneをLC-MS/MS、
As、Cd、SeをICP-MSで定量し、統計解析には比重補正済み対数変換値を用い
た。ろ紙血中DNAのテロメア長はqPCR法で測定した。食品摂取頻度から主成分
得点（野生植物食スコア）を抽出した。酸化ストレス関連マーカー（8-OHdG、
8-isoprostane、テロメア長）と尿中微量元素濃度（交互作用項（As×Se, Cd×Se）
を含む）および野生植物食スコアとの関連を、マルチレベル分析で検討した。
【結果・結論】先行研究と比べて、対象者の尿中8-OHdG濃度は低く、尿中
8-isoprostane濃度は高かった（幾何平均＝3.83, 0.93 µg/L）。尿中微量元素濃度
は酸化ストレス関連マーカーとの間に有意な関連が見られた（AsおよびSeは
8-OHdGと、Cdは8-isoprostaneと正の関連）。また、交互作用項の結果から、As
およびCd曝露と酸化ストレスとの関連はSe摂取量が低いとより強く見られるこ
とが示唆された。野生植物食スコアはテロメア長と負の関連を示した。ラオス北
部住民において、微量元素曝露および食生活が酸化ストレスの個人間差の決定要
因になっていることが示唆された。

O04-02
産後3-5ヶ月の母乳中総水銀に関する基礎的な検討

龍田 希1）、岩井 美幸2）、安里 要1）、岩井 健太2）、中山 祥嗣2）、 
仲井 邦彦1,3） 

1）東北大学大学院医学系研究科 発達環境医学分野、 
2）国立研究開発法人 国立環境研究所 環境リスク・健康領域曝露動態研究室、 
3）東海学園大学・スポーツ健康科学部・公衆衛生学 

【目的】胎児期メチル水銀曝露は出生児の発達に負の影響を及ぼすことが知られ
る。一方、乳児期の曝露に関する知見は少ないため、出生後のメチル水銀摂取量
を把握することを目的とし、母乳調査を進めている。本調査に先立ち母乳採取法
を確立するため、1）授乳前と授乳後、2）朝・昼・夜、3）採取日を変えて母乳を
採取し、総水銀を測定した。また、母児の毛髪総水銀との関連性についても検討
した。
【方法】産後3-5ヶ月の11名の授乳中の女性より授乳前と授乳後の母乳と、母親お
よび児の毛髪を採取した。試料中の総水銀はICP-MSにて測定した。質問票に
て、基本属性や魚摂取量を調査した。
【結果】母乳採取時の母親の平均年齢は33.1歳（標準偏差3.6）であり、第一子の割
合が45.5%、経腟分娩の割合が81.8%であった。対象児は63.6%が男児であった。
これらの基本属性と母乳中水銀濃度との間に関連性は認められなかった。1）授
乳前と比較すると、授乳後の母乳中総水銀の濃度が高いことがわかった。2）日内
変動および3）日間変動は観察されなかった。4）母親の魚摂取量が多いほど母乳
中総水銀濃度が高く、5）母乳中総水銀と児の毛髪総水銀の間に正の関連性が観
察された。
【考察】母乳中総水銀値は授乳前後で変動が見られることが示された。そのため、
本調査では授乳前と授乳後の母乳を採取することとした。現在は、母乳中のメチ
ル水銀分析を進めており、母乳中のメチル水銀割合を調べる計画である。
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O04-03
母乳のラット仔組織水銀濃度への寄与 ： 出生時の母仔交

叉哺育研究

坂本 峰至1）、原口 浩一1）、龍田 希2）、丸本 倍美1）、山元 恵1）、
中村 政明1） 

1）環境省 国立水俣病総合研究センター、 
2）東北大学大学院医学系研究科 
 

【目的】周産期の発達中の脳はメチル水銀(MeHg)曝露に対して脆弱であること
が知られている。本研究では、Wistar rat仔の組織中Hg濃度への母乳の寄与を
出生時の仔母交叉哺育で調べた。
【方法】交配させた母ラットにMeHg(2 ppm)含有または対照飼料を与えた。出産
時に母仔を交叉飼育することで、群の仔：1）妊妊娠中にMeHg曝露された母に
よって哺育されたP群、2）授乳中にMeHg曝露された母によって哺育されたL群、
3）妊娠および授乳中にMeHg曝露された母によって哺育されたPL群、を作成し
た。仔の組織中水銀濃度を新生仔(出生時のPD0)、授乳期(PD,6,12,19)、離乳後
(PD29, 36)に測定した。
【結果】妊娠期にMeHg曝露された母親から生まれた仔PとPL群における、血中
と脳のHgレベルは授乳中に劇的に減少したが、2群間に明確な違いを示さなかっ
た。対照的に、L群の血中および脳のHgレベルは、授乳中にわずかに増加した。
L群のPD12におけるHgレベルは、PおよびPL群の新生仔のHgレベルと比較し
て、血液で約3.3%、脳で1.5%であった。
【考察】MeHgは妊娠期に経胎盤的に仔へ能動的に輸送され、母親より高い水銀
濃度で蓄積しているが、授乳中に仔の血液や脳中水銀濃度は急激に減少した。更
に、母親が授乳期間のみにMeHgに曝露された仔における血液や脳中水銀濃度の
上昇は僅かで、母乳の仔の組織水銀濃度への寄与が小さいことが示唆された。
【結論】妊娠中のMeHg曝露レベルが胎児の神経発達障害を引き起こすほど高く
ない場合、母乳を介したMeHg曝露は懸念するような水銀の負荷を児に与えない
と考えられた。

O04-04
妊娠期のメチル水銀摂取が仔神経幹細胞の増殖能に及

ぼす影響

若杉 拓哉1）、山田 宏哉2）、宗綱 栄二3）、安藤 嘉崇1）、山崎 未来4）、
水野 元貴1）、景山 斎1）、野内 佑起1）、勅使川原 篤志1）、 
榊原 知秀1）、大城 雅貴1）、石川 浩章1）、鈴木 康司1）、大橋 鉱二1）

1）藤田医科大学大学院保健学研究科、 
2）藤田医科大学医学部 衛生学、 
3）藤田医科大学医学部 生化学、 
4）香川県立保健医療大学保健医療学部 臨床検査学科

【目的】妊娠期のメチル水銀摂取は次世代の中枢神経系に強い障害を引き起こす
ことが報告されている。しかし、メチル水銀が次世代の中枢神経系に悪影響を及
ぼすメカニズムについては、未だ不明である。そこで本研究では、神経幹細胞 
(Neural Stem Cell : NSC) に着目し、母体を介したメチル水銀摂取が仔NSCの
機能に及ぼす影響を解析した。
【方法】妊娠期の母獣に、メチル水銀を含む蒸留水 (1 ppm、5 ppm) を自由摂取
させた。生まれた仔をそれぞれ1 ppm群、5 ppm 群とした。蒸留水を与えた母獣
から生まれた仔をコントロール群 (C群) とした。いずれの群においても食餌は自
由摂取させた。出生1-3日齢の仔から大脳を摘出し、NSCを分離培養した。その
後、NSCの増殖能を評価するため、ニューロスフェアアッセイを行った。ニュー
ロスフェアアッセイでは、単一のNSCから形成された50 µm 以上のスフェアを
測定した。
【結果・考察】母獣の体重、カロリー摂取量、飲水量は、いずれの群においても 
有意な差は認められなかった。仔の体重、出生数においても群間で有意な差は認
められなかった。ニューロスフェアアッセイの結果、形成数はC群と比較してメ
チル水銀 (1 ppm群、5 ppm群) において約50%の低下が認められた (p < 0.05)。
以上の結果から、妊娠期のメチル水銀摂取により、仔NSCの機能異常が示唆さ 
れた。
【結論】妊娠期のメチル水銀摂取が仔NSCの増殖能に影響を及ぼした。

O04-05
ヒ素による血圧上昇におけるレニン ‐ アンギオテンシン

系の役割の解明

ラハマン エムディー シブルール1,2）、三瀬 名丹1）、宗 才3）、 
市原 学3）、市原 佐保子1） 

1）自治医科大学、 
2）ノアカリ科学技術大学、 
3）東京理科大学 

It is evident that low concentration and chronic arsenic exposure induced 
hypertension and the renin-angiotensin system (RAS) has a direct 
association with the development of hypertension. Usually, angiotensin 
converting enzyme 2 (ACE2) plays a vital role by catalyzing angiotensin 
II (Ang II) conversion to angiotensin-(1–7) to maintain blood pressure 
homeostasis. However, there is no comprehensive study that can explain the 
regulatory roles of ACE2 in arsenic-induced hypertension. The present study 
aims to clarify the regulatory role of ACE2 in arsenic-induced hypertension 
using the mice model. Mice were exposed to arsenic at 0, 8, 80 and 800 ppb 
of sodium arsenite through drinking water consecutively for 8 weeks. Body 
weight and blood pressure were recorded weekly. After 8 weeks, the mice 
were sacrificed for blood collection and isolation of organs including the 
aortas. Ang II and angiotensin (1-7) levels were assessed in plasma using 
ELISA kits. ACE2 and MasR gene and protein expressions were checked 
in mice aorta and heart using RT-PCR and western blotting respectively. 
Arsenic exposure increased both systolic and diastolic blood pressure in 
mice compared to the control group. Arsenic also increased Ang II levels 
and decreased angiotensin (1-7) levels in the plasma of arsenic-exposed 
groups compared to control. RT-PCR and western blotting results showed 
that arsenic exposure significantly decreases the expressions of genes and 
proteins for ACE2 and MasR in mice aortas and hearts. These results 
suggested that arsenic induced hypertension in mice via inhibition of ACE2 
and enhancement of angiotensin II.

O05-01
ヒト肝細胞株Huh7において無機ヒ素曝露は細胞老化

およびSASP因子の亢進を誘導する

岡村 和幸1）、鈴木 武博1）、中嶋 信美2）、野原 恵子1） 
 

1）国立研究開発法人 国立環境研究所 環境リスク・健康研究領域、 
2）国立研究開発法人 国立環境研究所 生物・生態研究領域 
 

【目的】ヒ素曝露による発癌機序を明らかにするため、これまで肝臓の線維芽細
胞である肝星細胞において無機ヒ素（以下ヒ素）曝露が早期細胞老化およびSASP
因子の亢進を誘導し、発癌に関わる可能性を見出した。本研究では線維芽細胞の
みならず肝細胞においてもヒ素曝露が細胞老化およびSASP因子を誘導するかを
明らかにするため、ヒト肝癌細胞株Huh7においてヒ素曝露を行い、細胞老化お
よびSASP因子の亢進がおこるかを検討した。
【方法】Huh7細胞にヒ素曝露を行い、細胞増殖の変化を検討した。次に、ヒ素曝
露によって不可逆的な細胞増殖抑制がおきるか検討するため、5μMの濃度にお
いて72時間ヒ素曝露を行い、培地からヒ素を除いた後の細胞増殖の変化を観察
した。またヒ素曝露によって細胞老化マーカーおよびSASP因子の亢進がおきて
いるかを明らかにするため、RNA-seqを行い、遺伝子発現解析を行った。発現が
増加したSASP因子のヒト肝細胞癌における発現と予後の関係を、Protein Atlas
のHPから検証した。
【結果】ヒ素曝露によって濃度5μMから有意な細胞増殖の抑制が観察された。ま
た、ヒ素曝露を行った細胞では、培地からヒ素を除いた後も増殖抑制が認めら
れ、不可逆的な増殖抑制が観察された。さらに細胞老化マーカーP21の遺伝子発
現増加,LAMINB1,HMGB1の遺伝子発現の低下、およびSASP因子MMP1, 
MMP3,PAI-1,GDF15,VEGFAの遺伝子発現増加が観察された。これらのSASP
因子の発現増加は全てヒト肝細胞癌において予後不良と有意に関連していた。
【結論】これまで考えられていた線維芽細胞の細胞老化のみならず、肝細胞の細
胞老化およびSASP因子の亢進が、ヒ素曝露による発癌に関わる可能性が示さ 
れた。
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O05-02
銀ナノ粒子による神経芽腫の小胞体ストレス/オートファ

ジーのクロストークと細胞死

宮山 貴光、松岡 雅人 
 

東京女子医科大学医学部 衛生学公衆衛生学（環境・産業医学分野） 
 
 

【目的】銀ナノ粒子はプログラム細胞死を誘導するため、がん治療への医療応用
が期待されているが、個々のがん種における細胞死誘導メカニズムの全容解明に
は至っていない。小児がんにおいて、体幹の交感神経節や副腎髄質から発生する
神経芽腫は、難治性で予後不良であることから、病態メカニズムの解明や新規治
療法の開発が待たれている。本研究では、神経芽腫のモデル疾患細胞であるSH-
SY5Yを用いて、銀ナノ粒子による小胞体ストレス/オートファジー機構の分子基
盤と細胞死との関連を調べた。
【方法】SH-SY5Y細胞に60 nmサイズの銀ナノ粒子を0 - 100 μg Ag/mL、eIF2α
の脱リン酸化阻害剤であるサルブリナルを10 μMの条件下で24時間処理した。
細胞死は光学顕微鏡での観察とMTT assayにて評価した。小胞体ストレスと
オートファジーの各因子の定量解析は、qPCRとwestern blottingで評価した。
【結果】銀ナノ粒子単独処理と比較してサルブリナルの併用により細胞生存率は
有意に低下した。銀ナノ粒子単独処理でリン酸化eIF2α、GRP78、Cathepsin B、
p62およびLC3B-IIの発現が増加し、サルブリナルの併用で、Cathepsin Bの減
少およびp62とLC3B-IIの更なる増加が認められた。
【考察】銀ナノ粒子とサルブリナルの併用で、リソソーム破綻とオートファジー
因子の発現が増加し、相加的に細胞生存率低下を引き起こしたと考えられた。
【結論】銀ナノ粒子は小胞体ストレス/オートファジー機構のクロストークを介し
て、細胞死の決定機構に寄与する可能性が考えられる。

O05-03
酸化亜鉛ナノ粒子曝露によるヒト皮膚角化細胞の細胞老

化に伴うIL-8誘導

与五沢 真吾1）、岩本 武夫2）、須賀 万智1）、柳澤 裕之1） 
 

1）東京慈恵会医科大学医学部 環境保健医学講座、 
2）東京慈恵会医科大学 基盤研究施設 
 

【背景・目的】酸化亜鉛ナノ粒子(Zinc oxide nano-particles, ZnONPs)は、化粧
品などに汎用され肌へ塗布しても安全であると考えられているが、酸化ストレス
の増強や変異原性(Yanagisawa H, et al., Mutat Res Genet Toxicol Environ 
Mutagen. 2018, 834, 25-34.)等、毒性も報告されている。昨年度の本会で、
ZnONPsをヒト角化細胞HaCaTに曝露し放出される細胞外分泌小胞に含まれる
分化型ケラチンに着目し、分化誘導とβ-Gal陽性細胞の増加を報告した。今回は
セネッセンス関連因子の発現動態を調べ、分子機構の解明を目指した。
【方法】ZnONPs（ZnO-650 (住友大阪セメント)）をHaCaTに直接曝露し、間接蛍
光抗体法やイムノブロット法で関連蛋白質の発現を確認した。セネッセンスを制
御するSIRT1の酵素活性を測定した。細胞培養液中に放出されるサイトカイン
をELISAで評価した。
【結果】ZnONPs曝露によりセネッセンスに関連するp21の発現上昇をみとめた
が、SIRT1活性は有意な変化がなかった。また細胞外へのIL-8放出が有意に増加
した。
【考察】セネッセンスが誘導された乳癌細胞においてIL-8を抗体で中和すると
p21発現が低下するという報告や、IL-8が個体老化に伴い皮膚に蓄積し表皮幹細
胞のセネッセンスを誘導するという報告等から、ZnONPsによる細胞分化誘導
やセネッセンスにIL-8が関与する可能性が考えられる。※本研究はJSPS科研費
JP20K10453の助成を受けたものです。

O05-04
亜鉛欠乏が胸腺萎縮と脂肪変性を引き起こしT細胞成熟

過程に影響を与える機序

木戸 尊將1）、須賀 万智1）、中村 杏菜1）、柳澤 裕之2） 
 

1）東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座、 
2）東京慈恵会医科大学 
 

【目的】食生活の変化・偏りにより必須微量元素「亜鉛」の欠乏が指摘されてい
る。先行研究において、亜鉛欠乏が胸腺萎縮と脂肪変性を引き起こし、pre T細
胞(CD4+ CD8+)を減少させることを報告した。しかし、これらがどのような機
序により生じるかは明らかにされていない。そこで、本研究では亜鉛欠乏ラット
を用いて、胸腺萎縮と脂肪変性が生じている領域を特定し、Ｔ細胞成熟過程に影
響を与えるメカニズムを検討した。
【方法】雄SDラット(N=7)に標準食（0.01%亜鉛含有）あるいは亜鉛欠乏食を毎日
17gずつ6週間与え飼育した。各モデル作製後に、病理組織学的検査としてOil red 
O染色を施し陽性面積を算出した。胸腺皮質上皮細胞マーカー(cytokeratin-8)と
脂肪関連遺伝子(PPAR-γ)の蛍光二重免疫染色を施し陽性領域の分布を観察した。
また、T細胞成熟過程に関与する遺伝子(IL-7, SCF, TSLP)のmRNA発現を定量
し、FACS解析を用いて成熟過程のDN1～4細胞数を計測した。
【結果】Oil red O染色陽性面積は亜鉛欠乏ラットの胸腺皮質で有意に増加した。
cytokeratin-8とPPAR-γの陽性領域は同一細胞上に観察された。T細胞成熟過程
のmRNA発現はIL-7のみ亜鉛欠乏ラットで有意に減少した。DN1～4細胞数は
DN3細胞が亜鉛欠乏ラットで有意に減少した。
【考察】亜鉛欠乏ラットの胸腺では、主に皮質領域において萎縮と脂肪変性が観
察された。胸腺皮質上皮細胞の脂肪変性に伴い、IL-7の発現が減少することで、
DN2細胞からDN3細胞への分化が妨げられ、その結果として、pre T細胞数が減
少することが明らかになった。

O06-01
日用品中のフタル酸エステル、 ビスフェノール等の含有

量調査

原田 浩二1）、藤谷 倫子1）、呂 兆卿1）、増田 秀幸2）、山口 健史2）、
アイツバマイ ゆふ2）、池田（荒木）敦子2,3） 

1）京都大学医学研究科 環境衛生学分野、 
2）北海道大学 健康科学研究教育センター、 
3）北海道大学大学院保健科学研究院 

【目的】リン系難燃剤、フタル酸エステル、ビスフェノールは日用品に広く使用さ
れ、内分泌かく乱作用の恐れが報告されている。これらの現在の使用傾向を市販
品の調査により調査した。
【方法】本調査においてサンプル数は215点であった（電化製品：31点、衣類：31
点、調理器具・食品容器包装：47点、文具・雑貨：38点、内装品：36点、パー
ソナルケア用品：32点）。樹脂は細切し、素材に応じて溶解処理を行った。抽出
液はガスクロマトグラフィー質量分析計で分析した。
【結果・考察】フタル酸エステルDEHPが59点、DiNPが21 点、DEHTePは19点
で検出された。非フタル酸化合物では、DEHAが28点と最も多かった。DiNAは
10点,DiNCHは11点であった。リン酸エステル系難燃剤について、TPhP（N=28）
が最もよく検出され、次にEHDPhP （N=11）が検出された。TPhPは、電化製品、
文具・雑貨、内装品で最もよく検出が確認された。特に、電化製品においては、
7点全てでTPhPのみ検出された。内装品では、ウレタンを含むものではTPhPが
検出されず、他の難燃剤が複数検出される傾向にあった。PVC製の壁紙や装飾
シートを中心にTPhPが検出された。BPAの代替物質が確認されたサンプル数
は、電化製品3点、調理器具・食品包装2点、文具・雑貨8点、内装品とパーソナ
ルケア用品では検出されなかった。ヘアドライヤーでは、TBBPAが高い値で確
認されたが、TBBPAは、臭素系難燃剤でありBPを難燃剤として添加しているも
のと考えられる。整理券、プリペイドカード、切符案内など公共交通機関に関係
するサンプルや、感熱ロール紙等からBPSが検出される傾向にあった。
【謝辞】本研究は環境研究総合推進費(5-2002)により行われた。
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O06-02
PFOS異性体がGC-MSおよびLC-MS/MSによる血

中濃度分析に与える影響

Soleman Sani Rachman1,2）、呂 兆卿1）、 
Ang Sea Meng Jeremy1）、李 萌1）、岡田 拓也1）、原田 浩二1） 

1）京都大学医学研究科 環境衛生学、 
2）インドネシア・イスラム大学医学部  
 

Background: Perfluorooctanesulfonate (PFOS) is one of the global 
contaminants in the environment. Since PFOS exists as a mixture of 
multiple isomers in the environment and organisms, and the proportion of 
different isomers may affect its determination when using the traditional 
method to quantify total PFOS. LC-MS/MS has been used for PFOS analysis, 
while GC-MS has higher chromatographic resolution power than LC-MS/MS 
(Harada et al. 2020). In this study we assessed the reliability in blood PFOS 
analysis between LC-MS/MS and GC-MS.  
Methods: We used a dataset of 802 blood PFOS levels determined by GC-MS 
from a previous study (Itoh et al. 2021). Individual isomer concentrations 
were converted using data with response factors at product ion of m/z 80 
and m/z 99 in LC-MS/MS reported by Riddel et al (2009). The results were 
analyzed in a scatter plot, Bland-Altman plot and intraclass correlation in 
JMP software.
Results: Mean total and branched PFOS concentrations (ng/mL) for GC-
MS, m/z 80 and m/z 99 were 16.4 and 4.7; 19.0 and 7.2; 14.4 and 2.6, 
respectively. Scatter plot diagram found that both analytical methods 
showed positive correlations but for m/z 80 was overestimated and m/z 99 
underestimated from GC-MS. ICC for agreement and consistency was found 
> 0.9 in both analytical methods.
Conclusion: Intraclass correlation shows good reliability in both analytical 
methods; however, LCMS/MS might over- or under-estimate the actual 
concentration quantifying total and branched PFOS.

O06-03
1， 2－ジクロロプロパンの毒性におけるNrf2の役割の

検討

木村 優介1）、指宿 大介1）、フレデリック アダムズ エクバン1）、
宗 才1）、伊東 健2）、山本 雅之3）、市原 学1） 

1）東京理科大学薬学部 環境労働衛生学、 
2）弘前大学大学院医学研究科、 
3）東北大学大学院医学系研究科 

【目的】1,2-ジクロロプロパン(1,2-DCP)は大阪の印刷工場において発生した職業
性胆管がんの原因物質とされる。Nrf2はグルタチオン合成酵素やグルタチオン
S-トランスフェラーゼなどの抗酸化遺伝子を上方制御する転写因子である。一部
のジハロゲン炭化水素がグルタチオン抱合により反応性の高いエピスルフォニ
ウムイオンを形成することから、1,2-DCPもグルタチオン抱合により活性化する
可能性が指摘されている一方、1,2-DCPがエピスルフォニウムイオンを形成しな
いことを示す動物実験データも存在し、1,2-DCPのグルタチオンによる活性化に
ついての結論は出ていない。今回の研究ではグルタチオン抱合に促進的に働く
Nrf2が1,2-DCPの毒性に対して抑制的あるいは促進的に働きうるか検討をおこ
なった。
【方法】野生型およびNrf2-ノックアウト(KO)のC57BL/6マウスを実験に用いた。
10-13週齢のマウスに対し1日投与量83、167、250mg/kg、5週間、1,2-DCPを経
口投与した。対照群には溶媒であるコーンオイルのみ投与した。投与終了の翌日
に深麻酔下、パラホルムアルデヒドによる灌流固定を行い、肝臓を摘出しパラ
フィン包埋切片を作製した。1,2-DCP投与後の影響評価として肝内の細胞増殖性
変化を調べるためBrdU標識細胞、Ki67に対する免疫組織化学、肝内アポトーシ
スの変化を調べるためTUNEL法を用いた。陽性の肝細胞について、回帰分析を
用いて1,2-DCP投与量の影響を評価した。
【結果】野生型マウスでBrdU、Ki67陽性肝細胞数と1,2-DCP投与量に有意な正
の相関が見られた。Nrf2-KOにおいてはKi67-陽性細胞のみが有意な正の相関を
見せた。TUNEL陽性細胞数については野生型、Nrf2-KOマウスの両者共に1,2-
DCP投与量による有意な変化は観察されなかった。
【結論】Nrf2は1,2-DCPによる肝細胞増殖に対して大きな影響を与えないことが
わかった。

O06-04
甲状腺ホルモン受容体の作用におけるエクオールの影響 

藤原 悠基1）、宮崎 航2）、天野 出月1）、石井 角保1）、鯉淵 典之1） 
 

1）群馬大学大学院医学系研究科 応用生理学分野、 
2）弘前大学大学院保健学研究科 生体検査科学領域（公衆衛生学） 
 

　エクオールは植物性エストロゲンとも呼ばれる大豆イソフラボンの一種であ
るダイゼインが、腸管内において腸内細菌により代謝を受けて作られる代謝産物
である。エクオールを産生する腸内細菌は日本人の約50%が有すると報告されて
いる。また、エクオールのエストロゲン活性はダイゼインより強いことが報告さ
れている。一方、甲状腺系への毒性影響の可能性も報告されている。当研究室に
おいてエクオールを始めとする大豆イソフラボンがエストロゲン細胞膜受容体
を介してグリア細胞の成長を促進することを報告したが、甲状腺ホルモン系への
影響は十分検討されていない。そこで、甲状腺ホルモン受容体(TR)を介する転写
におけるエクオールの影響をレポーターアッセイ及びT-screen Testを用いて検
討した。
　CV-1細胞にレポーター及びヒトTRβ1を遺伝子導入し、10-5 M～10-10 MのS-
エクオール及び甲状腺ホルモン（T3）の共曝露時の転写活性を比較した。その結
果、S-エクオールが10-6 Mの濃度よりT3による転写活性を増強する結果が得られ
た。T-screen Testでは、TRを発現しているGH3細胞に、10-5 MのS-エクオール
曝露し、CCK-8 assayを用いて細胞数の増減を確認した。その結果、S-エクオー
ルとT3の共曝露群はT3のみの曝露群よりも有意に細胞数が増加する結果が得ら
れた。
　以上の結果より、エクオールはTRを介した転写活性に影響を与えることが明
らかになり、甲状腺ホルモン系に影響を与える可能性があると考えられた。

O06-05
粒子含有消費者製品がアトピー性皮膚炎に及ぼす影響

とその局在

本田 晶子1,2）、丹 嵯織2）、宮坂 奈津子1）、雑賀 大輔2）、 
邱 彬洋2）、田中 満崇3）、長尾 慧1）、李 銀鵬2）、高野 裕久1,2） 

1）京都大学大学院 地球環境学堂、 
2）京都大学大学院工学研究科、 
3）広島国際大学薬学部 

【目的】近年、アレルギー性疾患が増加している背景として、粒子状物質や化学物
質の曝露機会の増加が挙げられ、消費者製品の使用も例外ではない。しかしなが
ら、消費者製品のアレルギーに対する検討は、純品を用いて1つの構成成分に注
目した報告が多く、ヒトに日々曝露される形態である製品そのものに関する知見
はほとんどない。さらに、消費者製品が皮膚内のどこに存在し、病態形成に寄与
するのかは分かっていない。本研究では、実際に流通する粒子含有消費者製品が
アトピー性皮膚炎に及ぼす影響とその局在を検討した。
【方法】アトピー性皮膚炎モデルとしてNC/Ngaマウスの耳介腹側にダニ抽出物
(Dp)を皮内注射し、皮膚炎病態を形成させた。同時に粒子含有消費者製品として
ボディーパウダー (0.022, 0.20 g/mL)を、耳介背部に塗布し、皮膚炎病態の変化
を観察した。また、耳介中マスト細胞数をトルイジンブルー染色標本を用いて、
粒子含有消費者製品の耳介中局在を顕微レーザーラマン分光測定装置を用いて、
それぞれ観察した。
【結果】Dp単独曝露により、痂疲・びらん等の皮膚炎病態や耳介組織中のマスト
細胞の脱顆粒が認められた。Dpおよび粒子含有消費者製品（0.2 mg/mL）の複合
曝露は、Dp単独曝露と比較して、皮膚炎病態やマスト細胞脱顆粒の有意な悪化
や増加が認められた。また、粒子含有消費者製品成分であるタルクや酸化チタン
が、毛包周辺に検出された。
【考察・結論】粒子含有消費者製品は、少なくとも毛包周辺に蓄積し、マスト細胞
の脱顆粒を介して、アトピー性皮膚炎を悪化させうることが示された。
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O07-01
Ret機能障害マウスを用いた小脳失調症の解析

童 科銘、大神 信孝、加藤 昌志 
 

名古屋大学・院・医・環境労働衛生学 
 
 

【目的】ヒルシュスプルング病とダウン症の先天性合併症（HSCR-DS）は小脳失
調症も伴う事が報告されており、発症機序の解明、予防や治療法の開発は母子保
健においても重要な課題となっている。チロシンキナーゼ型受容体RETは
HSCR-DSの関連分子である事が報告されているが、小脳失調に関する情報は限
られている。本研究はRet機能障害マウス（c-Ret Y1062Fホモノックインマウ
ス）が小脳失調症を発症するのか解析した。
【方法】Ret機能障害マウスを対象に、ロータロッド試験と歩行試験で小脳の生理
機能を解析した。小脳のH&E染色、プルキンエ細胞、顆粒細胞等を中心に免疫
組織染色を行い、病理解析を行った。統計解析はMann–Whitney U検定等を用
いてp＜0.05を有意差ありと評価した。
【結果】Ret機能障害マウスは、野生型マウスと比較して、ロータロッド試験と歩
行解析の成績が有意に低下した。Ret機能障害マウスはプルキンエ細胞や顆粒細
胞の発達が不十分で、小脳神経ネットワーク構築に重要な分泌因子のソニック
ヘッジホッグ（Shh）の減少とともに形態学的にも小脳失調の表現型を示すこと
が分かった。Shhのシグナル伝達系分子のSmoothenedの不活化剤（SAG）の皮下
投与実験を行った所、Ret機能障害マウスの小脳失調は有意にレスキューされた。
【結論】本研究より、Ret機能低下マウスは小脳失調症を示す事が分かった。
【参考文献】Ohgami, et al., J Biol Chem, 296, 100389 (2021).

O07-02
脂肪酸代謝異常症におけるストレス脆弱性の解析

牛飼 美晴、小牧 祐雅、堀内 正久 
 

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科 衛生学・健康増進医学分野 
 
 

【目的】ヒト脂肪酸代謝異常症においては、脂肪肝や筋疾患以外に、うつ病や自閉
症についても関連することが報告されている。本研究では、細胞膜カルニチン輸
送体を遺伝的に欠損する全身性カルニチン欠乏症モデル(Juvenile Visceral 
Steatosis：JVS)マウスを用いて、脂肪酸代謝異常における、精神機能障害の1つ
であるストレス脆弱性の有無について検討した。
【方法】摂食条件下における雌雄の野生型(WT)マウスとJVSマウスを、群飼育(複
数匹/ケージ)から単飼育(新規ケージ)にし、1日後の体重変化とその後の生存率を
評価した。ストレス指標となる尿中カテコールアミンについて、雌雄のWTマウ
スとJVSマウスを比較した。
【結果・考察】JVSマウスは、群飼育から単飼育にすると、雌雄ともに、それぞれ
のWTマウスに比べて、有意な体重変化が認められた。単飼育後1週間の観察で、
JVS雌マウスは、JVS雄マウスに比べて、死亡率が高かった。尿中カテコールア
ミンの検討では、群飼育の時点で、雄マウスでは、WTとJVSマウスに有意な差
を認めなかった。雌マウスでは、WTマウスと比較して、JVSマウスでは、ノル
エピネフリンとエピネフリンについて有意に高い値を示した。カルニチン欠乏病
態において、雌雄差を認めるストレス脆弱性が存在することが示唆された。
【結論】これらの結果より、JVS雌マウスは、JVS雄マウスよりもストレスの影響
を受けやすいということが示唆された。

O07-03
頻回の新規環境負荷に対するマウスの応答性について

冨宿 小百合、牛飼 美晴、小牧 祐雅、堀内 正久 
 

鹿児島大学大学院医歯学総合研究科 衛生学・健康増進医学 
 
 

【目的】新しい場所といった新規の環境に暴露されることで、ヒトは交感神経系
が亢進するなどの応答性が知られている。本研究では、マウスを用いて繰り返す
新規環境負荷に対する応答性の解析を行った。
【方法】実験群はケージ交換（別のマウスのケージに入れる）を2時間おきに4回
行った。その間は絶食とし、飲水は自由に摂取できる条件とした。対照群は絶食
のみの条件とした。体温の測定は、頸部に埋め込んだプローベを用いて行った。
尿中のカテコールアミンと体重を測定した。
【結果】ケージ交換後、いずれの場合でも体温が急激に上昇し、その後、約2時間
程度で下降した。4回のケージ交換を繰り返した8時間後、体重減少は実験群の方
が有意に大きかった（対照群：N=9, 0.91 ±0.05;、実験群：N=10, 2.15 ± 0.11, 
P < 0.01）。尿中カテコールアミンは、8時間後において、実験群のノルエピネフ
リン、エピネフリンで有意に高値を示した。
【考察】マウスは、ケージ交換で体温が上昇することは知られているが、複数回の
ケージ交換の影響については報告がなかった。繰り返しのケージ交換でも体温が
上昇することを確認できた。同じ絶食という条件下で、実験群の体重減少がより
大きいことは、ケージ交換による体温変化が影響しているのではないかと考えら
れた。また、尿中のノルエピネフリン、エピネフリンの高値は、副腎機能や交感
神経系の亢進によると考えられた。
【結論】繰り返しのケージ交換によって、その都度生体に対して負荷が生じ、スト
レス度が高まる応答性が認められた。

O07-04
ヒトのライフスタイルを考慮した運動パターンがマウス

の生体に及ぼす影響

竹下 温子1）、片桐 奈保1）、藤雄 まどか1）、堀内 正久2） 
 

1）静岡大学教育学部、 
2）鹿児島大学医歯学総合研究科 衛生学・健康増進医学 
 

【目的】習慣的な運動の獲得が目指されている昨今、「長期間の運動効果」の検証
は重要である。しかしヒトでは多くの要因が存在し、運動そのものの評価が難し
い。そこでげっ歯類を用いた検討が必要とされるが、報告されている長期習慣的
運動のほとんどが、持続的な自発運動の効果である。我々は、ヒトのライフスタ
イルを考慮した運動パターンを設定し、それぞれの効果について、腸内細菌叢か
ら検討を行い報告する中で、ずっと運動を行っているEx群が、自発運動の既報
の結果と相反した。そこで本研究では、Ex群で得られた既報と異なる「生体応
答」が、身体にどの様な影響を及ぼしているのか明らかにすることを目的とした。
【方法】A/Jマウス5週齢の雌を、非運動（Se）群、運動（Ex）群、13週より運動を
開始する（S-Ex）群、13週より運動を停止する（Ex-S）群、13週より3日おきに運
動を行う（Ex-A）群の5群に分け、24週間飼育を行った。解剖後、肝臓と赤筋か
らRNAを抽出し、cDNAを合成後、Real-time PCRにて糖・脂質代謝やOver 
Trainingに関連する遺伝子発現量の測定を行い、比較検討した。
【結果及び考察】Ex群のOver Trainingの可能性を探るために、肝臓中のATF6、
タンパク質合成抑制から筋委縮を引き起こすFoxo1について赤筋の発現量を検
討したが、ATF6、Foxo1のどちらにおいても、他の群と有意な差は見られず、さ
らに低タンパク質食で増加するとされる腸内細菌のウレアーゼ産生菌の増加も
みられなかった。これらの結果から、低栄養やOver Trainingの可能性よりもむ
しろ、運動が身体に順応した可能性が示唆された。その他の検討結果も合わせて
報告したい。
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O07-05
THAラットの学習行動を制御する代謝物の同定と役割

の解明

遠藤 整1）、志田 侑華里1）、大和田 賢1）、稲垣 豊2）、住吉 秀明2）、
紙谷 聡英3）、江藤 智生4）、立道 昌幸1） 

1）東海大学医学部 衛生学公衆衛生学 分子環境予防医学センター、 
2）東海大学医学部 先端医療科学 マトリックス医学生物学センター、 
3）東海大学医学部 分子生命科学、 
4）実験動物中央研究所 生殖工学研究室

【目的】学習行動に関わる分子やその制御機構の理解は、遺伝子改変動物をもと
に大きく進捗した。しかしながら、遺伝子改編ゆえの代償作用が生じるため、健
康個体の解析とは言い難い。Tokai High Avoider (THA)ラットは、人為的な遺
伝子操作を介さず、高学習能力を示した個体をかけ合わせ続け樹立した系統であ
る。THAラットの高学習能力を支える要因を探索するため、表現型に直結する代
謝物に焦点を当て、代謝物の同定と役割の解明を目指した。
【方法】雄性のWistar及びTHAラットを用いて実験を行った。学習能力は、レ
バー押しによるショック回避行動試験の回避率から評価した。両群の海馬を用い
てメタボローム解析を行い、着目すべき代謝物および代謝経路を探索した。血清
や組織の生化学的解析、タンパク発現、および食餌介入試験を行い、表現型にお
ける代謝物の役割を検討した。
【結果】メタボローム解析から、THAラットにおいて有意な代謝物が8つ同定さ
れ、特に3つの必須アミノ酸は顕著な差を示した。当該アミノ酸は血清も高値を
示し、海馬内におけるその代謝経路は学習行動試験と連動し活性化を認めた。ま
た、当該アミノ酸含有量を減少させた食餌介入により、学習能力は低下した。
【考察】高学習能力を有する表現型の選抜により、ある種のアミノ酸保持能力が
高く、かつ、必要な際に速やかに利用出来る個体が濃縮されTHAラットの確立に
至ったものと推察した。
【結論】THAラットの高学習能力は、必須アミノ酸を中心とした特徴的な代謝物
とその経路の制御によって規定されていることが明らかとなった。

O08-01
健康無関心層の行動変容過程 ： 質的研究による検討

島崎 崇史1）、大越 裕人1）、山内 貴史1）、須賀 万智1）、 
竹中 晃二2） 

1）東京慈恵会医科大学医学部 環境保健医学講座、 
2）早稲田大学人間科学学術院 
 

【目的】健康への関心が乏しい人 （々健康無関心層）に対する支援は公衆衛生上の
重要課題である。しかし、健康無関心層の人々が、どのような認知・行動の変容
過程を経て健康行動を開始するのかは明らかにされていない。本研究では、健
康・医療・福祉専門職者の経験に基づき、健康無関心層の人々が健康行動を開始
するまでの変容過程について検討した。
【方法】健康無関心層の人々と接する機会のある専門職者109名を対象とし、自由
記述質問紙による横断調査をおこなった。対象者は「健康に関して全く注意を
払っていない人が、どんな行動、あるいは会話（の内容）をし始めた時に、良い変
化があったと感じますか。」という設問に対して回答した。分析には、質的デー
タの分析手法であるテーマ分析を用いた。
【結果】逐語録から意味単位で文節化した409コードを分析対象とした。これらの
コードは、4つのテーマ、および45のサブテーマに大別された。抽出されたテー
マは、健康に対する態度変容（サブテーマ：自己の健康に対する注意など）、心理
的なレディネスの向上（サブテーマ：外見に対する意識など）、ゲートウェイ行動
変容（サブテーマ：情報収集など）、およびスモールチェンジ行動の開始（サブ
テーマ：食行動の改善など）であった。これらの4つのテーマ間の関連を推察し、
健康無関心層の行動変容過程について仮説モデルを構築した。
【考察】健康無関心層の人々は、即座に健康行動を試行あるいは開始するのでは
なく、健康に対する当事者意識の高まりや、自己の外見に対する意識変容、情報
収集といった、ごくわずかな認知・行動の変化を経て行動変容を始める可能性が
示唆された。

O08-02
更年期女性のヘルスリテラシー， 健康の社会的決定要因

と更年期症状， 生活習慣病， 抑うつとの関連

竹中 加奈枝1）、酒井 ひろ子2） 
 

1）関西医科大学大学院看護学研究科 博士後期課程、 
2）関西医科大学大学院看護学部・看護学研究科 
 

【目的】特定健康診査の受診目的で来院した更年期女性(45～60歳)を対象に、健
康行動、ヘルスリテラシー、健康の社会的決定要因がもたらす更年期症状と生活
習慣病の発症リスクならびに抑うつの有症への影響を検討した。
【方法】調査項目は、更年期症状(KKSI)、生活習慣病の発症リスク(特定健康診査
検査データ)、抑うつ(CES-D)、健康行動(特定健康診査質問票、自記式質問紙票)、
ヘルスリテラシー(HLS-14)、健康の社会的決定要因(自記式質問紙票)とした。分
析対象者162名において更年期症状、生活習慣病と抑うつの有症をアウトカムと
し、ロジスティック回帰分析で解析した。本研究は、発表者の所属施設、研究協
力施設の倫理審査委員会の承認後、実施した。
【結果】更年期症状は、BMI25以上の肥満AOR4.187(1.523-11.511)、現在の運動
習慣AOR2.955(1.141-7.650)に関連を示した。そして、ヘルスリテラシーの低い
対象者では健康行動の1つである喫煙行動AOR4.069(1.337-12.388)、さらに更
年期症状AOR2.482(1.117-5.235)、抑うつAOR6.242(2.421-16.092)に関連が示
された。生活習慣病と仮説の関連は示されなかった。
【考察】喫煙行動と更年期症状の重症度ならびに抑うつの有症はヘルスリテラ
シーと関連しており、更年期女性の健康増進を目的とした支援には、ヘルスリテ
ラシーの発展を考慮する事が重要であると考える。
【結論】更年期女性のヘルスリテラシーは健康アウトカムに影響をもつ。ヘルス
リテラシーの発展は健康維持増進へ寄与する可能性がある。

O08-03
森林嗅覚成分ヒノキ精油の吸入による職場のストレス管

理対策に関する研究

李 卿1,2）、落合 匠2）、萩原 祐希2）、渋谷 愛2）、茂木 朋2）、 
泉女 久美2）、熊川 裕也2）、牧田 有生2）、鶴巻 彩乃2）、 
青柳 陽一郎1）

1）日本医科大学、 
2）介護老人保健施設三郷ケアセンター 
 

【目的】先行研究では森林浴がストレスホルモンを低下させる。本研究は森林環境
の嗅覚成分の吸入による職場のストレス管理対策の有効性の検証を目的とした。
【方法】本研究は三郷ケアセンターの職員79名を対象とし、赤沢自然休養林のヒ
ノキから採取した精油を用い、勤務時間内にアロマ加湿器にて精油を蒸発して勤
務室内空気中に均一拡散した。吸入期間は2021年1月～3月。実験前後に以下の
調査を実施した。
疲労自覚症状への影響：日本産業衛生学会疲労研究会調査用紙を用いた。
感情・気分への影響：POMS調査用紙を用いた。
【結果と考察】精油吸入による疲労自覚症状への影響：精油吸入後の精神的疲労
自覚症状は有意に改善し、精油の吸入は精神的疲労改善に効果的である事が示さ
れ、職場のメンタルヘルス管理に活用できる事が示唆された。先行研究において
も森林浴は精神的疲労改善に有効である事が示されており、精油の吸入は森林浴
と類似な効果があると考えられた。
精油吸入によるPOMS得点への影響：精油吸入後における活気の得点は有意に
増加し、不良気分との合計得点は有意に減少し、ヒノキ精油の吸入による活気の
上昇と不良気分の改善が示され、職場におけるストレス管理に活用できることが
示唆された。先行研究においても森林浴は活気の上昇効果と不良気分の改善効果
を有している事が示されており、精油の吸入は森林浴と類似な効果がある事が示
唆された。
　精油の吸入は室内森林浴としてコロナ感染症による隔離、長期的外出自粛、経
済低迷による失業などに由来するメンタルストレスの管理対策にも貢献できる
と考えられた。
【結論】森林嗅覚成分ヒノキ精油の吸入は職場のストレス管理対策に活用できる
ことが示唆された。
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O08-04
神経線維腫症Ⅰ型患者の症候別ステージが社会的非活

動性に与える影響の検討

藤田 悠希1）、島崎 崇史2）、山内 貴史2）、須賀 万智2）、 
錦織 千佳子3） 

1）東京慈恵会医科大学医学部 医学科、 
2）東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座、 
3）神戸大学大学院医学研究科 

【目的】神経線維腫症Ⅰ型（NF1）はカフェ・オ・レ斑、神経線維腫などの皮膚病
変を特徴とし、神経、骨、眼などにも様々な病変を生じる遺伝性疾患である。本
研究では臨床調査個人票を用いて、就学・就労世代において、3つの主要症状の
うちどの症状が社会的非活動性に影響を与えているのかを検討した。
【方法】厚生労働省健康局難病対策課から臨床調査個人票の匿名化電子データの
提供を受けた。2004年から2013年の10年間の医療費助成新規申請患者のうち6
～24歳を就学世代、25～65歳を就労世代と定義し、これら2群を分析対象とし
た。調査項目のうち、社会活動状況として在宅療養、入院、入所を認めるものを
社会的非活動性と定義し、これを独立変数とした。DNB分類に基づく皮膚症状、
神経症状、骨症状のステージを従属変数、性別および居住地域を調整変数として
多変量ロジスティック回帰分析を行い、オッズ比(OR)と95%信頼区間(CI)を計
算した。
【結果】申請患者2,994人のうち、分析対象者は2,334人で、社会的非活動性を認
めたのは365人(15.6%)であった。全年齢対象に多変量ロジスティック回帰分析
を行った結果、皮膚症状、神経症状、骨症状、年齢、性別と有意な関係を認めた。
就学世代と就労世代の層別に解析した結果、就労世代では神経症状（OR 2.4、
95%CI:2.0-2.9）および骨症状（OR 1.3、95%CI:1.1-1.4）、就学世代では神経症状
（OR 2.8、95%CI:1.8-4.3）と有意な関係を認めた。
【結論】NF1患者において、就学世代では神経症状が、就労世代では神経症状お
よび骨症状が社会的非活動性関係した。特に神経症状は社会的に強い影響を及 
ぼすため、神経症状を有するNF1患者に対する診療を行う際、患者に対して就労
就学面で適切な社会的ケアが施されているかどうかに留意する必要性が示唆さ
れた。

O08-05
臨床調査個人票から見た神経線維腫症2型患者の社会

的自立状況の追跡調査（第2報）

大越 裕人1）、山内 貴史1）、須賀 万智1）、柳澤 裕之2）、 
藤井 正純3）、錦織 千佳子4） 

1）東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座、 
2）東京慈恵会医科大学、 
3）福島県立医科大学医学部 脳神経外科学講座、 
4）神戸大学大学院

【目的】神経線維腫症2型（NF2）は、両側性に発生する聴神経鞘腫を主徴とし、そ
の他の神経系腫瘍や皮膚病変、眼病変を呈する遺伝性疾患である。本研究では追
跡期間中の症状の新規発生の有無と社会的非自立の発生との関連について、症状
別の分析を行った。
【方法】臨床調査個人票の匿名化データを分析した。2004年～2010年までの医療
費助成新規申請患者のうち、6～64歳を就労・就学世代と定義し、2013年までに
1回以上更新申請があった者を適合者とした。社会的自立状況を自立もしくは非
自立に分類し、新規申請時点での社会的自立者における非自立の発生状況を最長
9年間追跡した。各症状について、新規申請時点でその症状を有さない患者の
データセットを作成し、「社会的非自立が発生する以前あるいは同年に出現した
症状の有無」と社会的自立状況との関係を、ロジスティック回帰分析を用いて分
析した。
【結果】2004年～2010年度新規申請者で6～64歳は253人であり、そのうち分析
対象は166人であった。追跡期間中の各症状の発生割合は0%～40.4%であり、症
状発生と同年もしくはそれ以降の社会的非自立発生の割合は21.1%～100%で
あった。追跡期間中の各症状の出現と社会的自立状況との関連については、聴力
低下、顔面麻痺、小脳失調、言語障害、複視、失明、半身麻痺、痙攣が新たに出
現した患者では、症状出現しなかった患者に比べて同年もしくはそれ以降に社会
的非自立が有意に多く発生していた。
【結論】NF2の様々な症状は日常生活に影響するような機能障害を起こしうるこ
とで、長期的観点から見ると患者の社会的自立を阻害することが示唆された。

O09-01
尿中L型脂肪酸結合蛋白（L-FABP）と循環器疾患危険

因子との関連 ： 篠山研究

久保田 芳美1）、東山 綾2）、丸茂 幹雄1）、小西 雅美3）、 
山下 好子3）、岡村 智教4）、宮本 恵宏5）、若林 一郎1） 

1）兵庫医科大学環境予防医学、 
2）和歌山県立医科大学衛生学、3）丹波篠山市保健福祉部、 
4）慶應義塾大学医学部 衛生学公衆衛生学、 
5）国立循環器病研究センター オープンイノベーションセンター

【目的】循環器疾患(CVD)の危険因子と慢性腎臓病(CKD)との関連が報告されて
いる。尿中L型脂肪酸結合蛋白(L-FABP)は、近位尿細管の虚血や酸化ストレスを
反映する。地域住民集団において、推算GFRと尿中アルブミン(Alb)が正常域の
場合(non-CKD)のCVD危険因子とL-FABP軽度高値との関連を検討した。
【方法】篠山研究への協力者でCVDおよび腎障害の既往のない40～64歳のnon-
CKDの男性375名、女性477名を解析対象とした。随時尿中のL-FABP(µg/gCre)
を測定し男女別に5分位に分類、最高分位(Q5)を軽度高値とした。CVD危険因子
とL-FABP軽度高値との関連を多変量ロジスティック回帰分析により検討した。
Albについても同様に検討した。
【結果】L-FABPのQ5は男性≥2.17、女性≥2.83であった。女性では糖尿病有り(無
い群を対照に)のL-FABP軽度高値の多変量オッズ比は3.62(1.45-9.00)であった。
一方Alb軽度高値との関連は有意でなかった。男性では糖尿病有りはAlb軽度高
値と有意に関連し、L-FABP軽度高値とは関連がみられなかった。
【考察】糖尿病患者を対象とした先行研究では、性別の女性はAlb正常域の腎障害
と、男性はAlb陽性の腎障害と関連したと報告されている。L-FABP軽度高値と
CKDリスクとの関連については追跡研究による検証が必要である。
【結論】一般住民集団のnon-CKDの女性において、糖尿病とL-FABP軽度高値と
の関連が示された。本研究内容は、BMC Nephrol.2021;22,189にて報告した。 

O09-02
下肢末梢動脈疾患における飲酒習慣とHDLコレステ

ロールおよびD-ダイマーの関連性

外田 洋孝1）、廣岡 茂樹1）、折田 博之1）、若林 一郎2） 
 

1）恩賜財団済生会 山形済生病院 心臓血管外科 
2）兵庫医科大学環境予防医学 
 

【目的】習慣性飲酒は動脈硬化のさまざまなリスク要因への作用を介して心血管
疾患の発症に影響を与えるとされ、さらに飲酒量によって陰陽両面の作用が存在
することが知られている。本研究では、下肢末梢動脈疾患（Peripheral arterial 
disease, PAD）症例を対象として、飲酒量と動脈硬化促進因子の関連性について
検討した。
【方法】外来通院中のPAD患者174名を対象者とした。対象者の飲酒習慣を1週間
の飲酒回数により非飲酒者（0回/週）、低頻度飲酒者（1‐ 4回/週）、高頻度飲酒者
（5回以上/週）の3群に分類した。飲酒量と動脈硬化促進因子の関連性ならびに動
脈硬化重症度との関連性について分析した。
【結果】対象者174名を飲酒習慣により分類した結果、非飲酒者は75名、低頻度飲
酒者は34名、高頻度飲酒者は61名であった。非飲酒者に比較して低頻度ならび
に高頻度飲酒者において男性の比率が高かった。飲酒習慣と動脈硬化促進因子と
の関連性を分析した結果、非飲酒者に比較して高頻度飲酒者では、HDLコレス
テロール値が高く、Dダイマー値が低かった。非飲酒者に比較した高頻度飲酒者
におけるHDL低値ならびにDダイマー高値のオッズ比は、それぞれ0.28（0.10-
0.79，P＜0.05）、0.35（0.16-0.85，P＜0.01）であった。一方、飲酒習慣と動脈
硬化重症度の関連性について分析した結果、飲酒量による3群間においてABI、
CAVI、IMTの値に有意差を認めなかった。
【考察】PAD症例を対象とした分析の結果、非飲酒者に比較し高頻度飲酒者では
HDLコレステロール値が高く、Dダイマー値が低かったが、この結果はこれまで
のアルコールに関する疫学研究で一般人を対象として得られた結果と一致する
ものであり、適正飲酒の抗動脈硬化作用を示唆するものであると考えられた。
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O09-03
杜仲葉配糖体アスペルロシドによる抗肥満作用および代

謝制御機構の解明

中村 杏菜1,2）、横山 葉子2）4）、田中 一己3,4）、朱 琪2,4）、 
北村 奈穂2,4）、本多 彰6）、福田 真嗣3）、渡辺 光博2,4,5） 

1）東京慈恵会医科大学医学部医学科 環境保健医学講座、 
2）慶應義塾大学 SFC研究所 ヘルスサイエンスラボ、 
3）慶應義塾大学 先端生命科学研究所、 
4）慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科、 
5）慶応義塾大学環境情報学部、 
6）東京医科大学茨城医療センター 消化器内科共同研究センター

【目的】健康茶の一つ“杜仲茶”に含有される成分、アスペルロシドには生活習慣病
のリスクファクターとなる内臓脂肪蓄積を抑制することが報告されている。しか
しこれまで、その作用メカニズムは未解明であった。本研究ではアスペルロシド
による内臓脂肪蓄積予防作用メカニズムを明らかにすることを目的とした。
【方法】6週齢の雄性C57BL/6Jマウスを、通常食(Control)、高脂肪食（HFD）、
0.25%w/wアスペルロシドを混合した高脂肪食（HFD-Asp）を与える3群に分け、
12週間それぞれの餌を自由摂食させた。その後、代謝関連臓器に着目した遺伝子
発現解析・代謝物解析・組織学的解析を行った。
【結果】HFD群では著明な体重増加および内臓脂肪蓄積を観察した。さらに肝臓
では脂肪肝の発症が観察された。一方、HFD-Asp群では高脂肪食を摂取してい
るにも関わらず、体重増加および内臓脂肪の蓄積を抑制した。また脂肪肝の発 
症も抑制されることを確認した。さらに腸内細菌叢解析の結果により、ASP投 
与群ではHFD群で引き起こされた腸内細菌叢の乱れを予防することが明らかに
なった。
【考察】アスペルロシドによる内臓脂肪蓄積抑制作用は、肝臓における脂質代謝
の亢進と、肥満関連臓器の一つとして考えられる腸内細菌叢の変化がもたらす代
謝シグナルの活性化が関与することが示唆された。
【結論】アスペルロシドが肥満をはじめとする生活習慣病の予防に有効な天然物
となる可能性を示した。

O09-04
高脂肪食負荷ラットにおける肝オルガノイドの作製

榊原 知秀1）、山田 宏哉2）、宗綱 栄二3）、山崎 未来4）、安藤 嘉崇1）、
水野 元貴1）、景山 斎1）、野内 佑起1）、若杉 拓哉1）、市川 勇斗1）、 
池谷 美幸1）、石川 浩章1）、鈴木 康司1）、大橋 鉱二1）

1）藤田医科大学大学院保健学研究科、 
2）藤田医科大学医学部 衛生学、 
3）藤田医科大学医学部 生化学、 
4）香川県立保健医療大学保健医療学部 臨床検査学科

【目的】近年、In Vitroにおいて構造や機能を再現することで生体組織を模倣でき
るオルガノイドという培養技術が確立された。この技術は疾患の発症機序に関し
て新たな知見を得ることができると注目されている。また、世界的な高脂肪食消
費量の増加に伴い、肝機能への影響が懸念されているが、発症機序に関して未だ
不明な点が多い。本研究では高脂肪食負荷モデルのラットにおけるオルガノイド
を作製し、形態の評価を行った。
【方法】4週齢のラットに8週間通常食(C群)または高脂肪食(HF群)を摂取させ、体
重・カロリー摂取量を測定した。12週齢における臓器重量、血中総コレステロー
ル(T-cho)、血中グルコース、血中及び肝トリグリセリド(TG)濃度を解析した。ま
た肝臓を摘出し、酵素処理により細胞を分離した後、セルストレーナーを用いて
処理を行った。その後マトリゲル内で1週間培養することで肝オルガノイドを作
製し、形成数と直径を評価した。
【結果・考察】C群と比較してHF群では、体重、カロリー摂取量、脂肪重量、血
中T-cho濃度、肝TG濃度が増加した。肝オルガノイドの形成数を直径毎に比較し
たところHF群で100-200 µmが1.2倍の増加、400 µm以上が0.6倍の減少が認め
られた。また、肝オルガノイドの直径を比較したところ、最大径はHF群で0.8倍
に減少、また上位1-3位の平均も0.8倍に減少が認められた。肝オルガノイド形成
数に差は認められなかった。今後、高脂肪食負荷モデルの肝オルガノイドについ
て、肝臓の主要な機能の一つである脂質代謝に及ぼす影響を解析していく。
【結論】高脂肪食負荷ラットにおける肝オルガノイドの作製が可能であった。ま
た、高脂肪食負荷により、肝オルガノイドに形態学的な変化が認められた。

O09-05
大腸がん幹細胞のメタボローム解析による肝転移機構

の解明

宮崎 利明1）、宮崎 孝1）、太田 晶子1）、岡本 康司2）、 
亀井 美登里1） 

1）埼玉医科大学医学部 社会医学、 
2）国立がん研究センター研究所 がん分化制御解析分野 
 

【目的】近年、大腸がんを含めた多くの難治がん種においてがん幹細胞の存在が
報告されており、転移・腫瘍形成・薬剤抵抗性の過程に大きく関与している事が
明らかになりつつある。そこで、大腸がん臨床検体由来のがん幹細胞様スフェロ
イド細胞を用い、大腸がん肝転移メカニズムを明らかにすることを目的とした。
【方法】大腸がん原発巣から樹立したスフェロイド細胞と肝転移巣から樹立した
スフェロイド細胞の網羅的メタボローム解析とマイクロアレイ解析を行った。
【結果】大腸がん原発巣から樹立したスフェロイド細胞に比べ、肝転移巣から樹
立したスフェロイド細胞においてキヌレニン量が増加し、キヌレニン合成酵素
tryptophan 2,3-dioxygenase (TDO2)の発現が亢進していた。マウス大腸がん細
胞株CT26のTDO2 を過剰発現している細胞（CT26-Tdo2）を構築し肝転移と免
疫細胞の集積を解析したところ、CT26-Tdo2において肝転移が亢進する事又、転
移巣における免疫細胞の減少が認められた。また、免疫チェックポイントPD-L1
がTDO2による肝転移や免疫細胞の集積にも関連していた。
【考察】TDO2-キヌレニン経路の活性化がPD-L1を介した免疫回避と幹細胞性の
維持を介して大腸がんの肝転移を促進することが示唆された。
【結論】1. CT26-Tdo2で肝転移の亢進、転移巣での免疫細胞の集積抑制、PD-L1
の発現の亢進が認められた。
2. TDO2-キヌレニン経路の活性化とPD-L1を介した免疫回避が大腸がんの肝転
移を促進することが示唆された。

O10-01
地域在住高齢者における転倒と口腔機能、 認知機能の

関係 ～いきいき百歳体操参加者の調査から～

林 知里1）、豊田 宏光2,3）、岡野 匡志2） 
 

1）兵庫県立大学地域ケア開発研究所 地域ケア実践研究部門、 
2）大阪市立大学大学院医学系研究科 整形外科、 
3）大阪市立大学大学院医学系研究科 総合医学教育学 

【目的】地域在住高齢者を対象に転倒と口腔・認知機能の関係を検討した。
【方法】2010年4月～2019年12月に、S市の「いきいき百歳体操」に参加し、体力
測定を1回以上受けた者のうち、ベースラインの転倒歴に欠損がない2397名の経
時的測定データを用いた。本研究では、体力測定時の基本チェックリストから、
1年間の転倒の有無（0,1）を従属変数、認知機能得点（0-2）、口腔機能得点（0-2）
を独立変数とし、マルチレベルロジスティック回帰分析を実施した。年齢（75歳
で中心化）、性別（女性=0）、体重(kg)、開眼片足立ち時間(秒)、2年前の転倒歴、
介護度、体操参加期間で調整したものを最終モデルとした。
【結果】1年間の転倒確率は21.1%であった。これは、対象集団の平均年齢（75
歳）、女性、平均体重（52ｋｇ）、平均開眼片足立ち時間（32秒）、2年前の転倒な
し、自立、口腔・認知機能低下なし、体操短期参加の条件下の推定値である。口
腔機能低下ありで1.110倍（95%信頼区間＝1.022-1.205）、認知機能低下ありで
1.171倍（95%信頼区間＝1.057-1.296）、有意に転倒確率が高かった。また、体操
長期参加者（0.774倍）、開眼片足立ち時間（0.994倍）、2年前の転倒歴（2.885倍）、
要支援（1.520倍）、要介護（0.297倍）も有意に影響していた。
【考察】口腔・認知機能の低下が、地域在住高齢者の転倒確率を高めていた。体操
長期参加と開眼片足立ち時間が転倒確率を有意に下げており、体操によるバラン
ス能力の改善が示唆された。また、要支援者では転倒確率が1.5倍となったこと
から、早期介入が重要であると考えられた。
【結論】経時的測定データを用いて個人特性のばらつきを調整しても、口腔・認知
機能低下が転倒リスクを高めていた。
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O10-02
地域在住高齢男性における骨格筋量と認知機能との関

連 ： FORMEN Studyの横断的検討

中間 千香子1）、甲田 勝康1）、藤田 裕規2）、森川 将行3）、 
小原 久未子2）、立木 隆広4）、玉置 淳子5）、由良 晶子2）、 
文 鐘聲6）、梶田 悦子4）、伊木 雅之2）

1）関西医科大学 衛生・公衆衛生学講座、 
2）近畿大学医学部 公衆衛生学教室、3）三重県立こころの医療センター、 
4）中京学院大学看護学部、5）大阪医科薬科大学衛生学・公衆衛生学、 
6）畿央大学健康科学部 看護医療学科

【目的】骨格筋量の低下と認知機能低下に一貫した関連性は得られておらず、ま
た、年齢層別による関連性の違いを検討した報告もない。本研究の目的は、地域
在住高齢男性において、四肢の骨格筋量と認知機能との関係について検討するこ
とである。
【方法】奈良県在住の65歳以上の高齢男性を対象とした前向きコホート研究であ
る藤原京スタディ男性骨粗鬆症研究（FORMEN Study）の1次コホート10年次追
跡調査と2次コホートベースライン調査のデータを用いた。調査に参加した1344
人を対象とし、横断的に解析を行った。除脂肪軟部組織量を二重エネルギーX線
吸収測定法（DXA法）で測定し、骨格筋量の指標として、appendicular skeletal 
muscle mass index (ASMI)を、四肢の除脂肪軟部組織量を身長の2乗で除して
算出した。Mini-Mental State Examination（MMSE）を用いて認知機能を測定
し、本研究ではMMSEスコア<26を認知機能低下と定義した。
【結果】65歳から79歳の男性（819名）においては、ASMIの四分位が最も低い男性
は、ASMIの四分位が最も高い男性と比較し、年齢調整した平均MMSEスコアが
有意に低く（p<0.001）、喫煙、抗認知症薬で補正後も認知機能低下のオッズ比は
2.04（95%信頼区間=1.29-3.23）（p=0.002）であり、ASMIの低値は有意にMMSE
スコアの低値と関連していた（p for trend=0.002）。80歳以上の男性（525名）に
おいては、ASMIとMMSEスコアの間に有意な関連はみられなかった。
【考察】骨格筋量と認知機能低下との関連については、炎症や酸化ストレス等が
関与していることが報告されている。本研究の結果においては、Healthy 
volunteer effectの影響が考えられるが、今後さらなる年齢による解析や縦断的
な研究が必要である。
【結論】65歳から79歳の高齢男性において、四肢の低骨格筋量は、交絡因子を補
正後も低認知機能と有意な関連を示した。

O10-03
「太極拳ゆったり体操」 の中長期的な効果検証 ～喜多方

市のデータの生存分析による検討～

森山 信彰1）、陸 智美1）、大島 鉄三2）、佐藤 久美子2）、 
栗田 美穂2）、安村 誠司1） 

1）福島県立医科大学医学部 公衆衛生学講座、 
2）喜多方市 
 

【目的】喜多方市で行われている「太極拳ゆったり体操」に参加することには、死
亡を遅らせる効果があるか検証すること。
【方法】本研究はヒストリカルコホート研究である。「太極拳ゆったり体操」を行っ
ている太極拳教室に2011－2015年度に1回以上参加した65歳以上の喜多方市民
を参加群とした。参加群の各個人1名に対し、太極拳教室に参加したことがない、
年齢（5歳区分）・性別・居住区でマッチングした2名を住民基本台帳から抽出した
（非参加群）。エンドポイントは死亡とした。参加群の観察開始日は「太極拳ゆっ
たり体操」に初参加した年度の4月1日とし、非参加群は参加群のマッチング対応
者と一致させた。観察終了日は死亡日とし、2021年10月5日で観察を打ち切っ
た。観察開始日に要支援・要介護と認定されていた者は解析から除いた。「太極
拳ゆったり体操」への参加と死亡の関連をKaplan-Meier法により分析し、曲線
の群間差はLogrank 検定で調べた。
【結果】参加群107名（女性91名、観察開始時の年齢78.8±6.6歳）、非参加群225
名（女性187名、79.3±6.6歳）のデータを解析した。追跡終了時までに参加群23
名（21.5%）、非参加群94名（41.8%）が死亡した。生存率は参加群で高かった（p< 
0.001）。
【考察】「太極拳ゆったり体操」参加者は、運動実践の習慣や参加者同士の交流・
情報交換など通じ、望ましい生活習慣を獲得しやすく、それが寿命の延伸に寄与
した可能性がある。
【結論】「太極拳ゆったり体操」への参加には、参加者の健康行動促進を通して、
死亡を遅らせる効果がある可能性が示唆された。

O10-04
日本における血管性及び詳細不明の認知症による死亡

の変動

板東 正記1,2）、宮武 伸行1）、片岡 弘明3）、木下 博之4）、 
鈴木 裕美1）、片山 昭彦5） 

1）香川大学医学部 衛生学、 
2）専門学校健祥会学園、 
3）岡山医療専門職大学理学療法学科， 
4）香川大学医学部 法医学、5）四国学院大学社会学部

【目的】近年血管性及び詳細不明の認知症による死亡は増加傾向にあるが，日本
では過少報告されている可能性が示唆されている．本研究は血管性及び詳細不明
の認知症による死亡の変動を詳細に検討する事と，変動に影響する因子を明らか
にする．
【方法】1995年から2019年までの47都道府県の死因別死亡者数を取得した．対象
となる死因は2018年における　死因別死亡者数で血管性及び詳細不明の認知症
による死亡を含む上位10位までの疾患とした．これらは人口10万人あたりの死
亡者数として換算した．変動に影響すると示唆される社会経済因子として高齢化
率，単身世帯の割合，世帯収入および後期高齢者一人当たりの医療費を抽出し
た．死亡者数のばらつきを比較するためにKruskal-wallis検定とsteel検定を用
いて変動係数を比較した．また，血管性及び詳細不明の認知症による死亡者数と
社会経済因子との関連を単相関と重回帰分析を用いて検討した．
【結果】観察期間中の死亡者数(/10万人/年)は，悪性新生物による死亡（263.5±
29.5）が最も多く，血管性及び詳細不明の認知症による死亡（5.7±4.7）は対象疾
患の中で最も少なかった．変動係数の比較では血管性及び詳細不明の認知症が 
有意に高い値を示した．社会経済因子との関連においては高齢化率（standard 
β=0.523，p<0.001）と後期高齢者一人当たりの医療費（standard β=-0.371，p= 
0.008）が有意な変数となった．
【結論】血管性及び詳細不明の認知症による死亡者数の変動は大きく，高齢化率
の増加や医療介入の差異によって影響を受けていることが示唆された． 

O10-05
長期的な高齢者の熱中症発症リスクに関する予測モデ

ル化の模索

藤本 万理恵、西浦 博 
 

京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 
 
 

【目的】高齢者は熱中症のハイリスク者である。本研究の目的は、長期的な気温上
昇に伴う高齢者の熱中症リスクを定量的に把握し、気温、湿度、全天日射量など
を活用した予測モデルの構築について検討することである。
【方法】熱中症による救急搬送数と人口動態統計から患者数および死亡者数の観
察データを得た。気候シナリオデータについて国立環境研究所より公開されてい
るCMIP6(Coupled Model Intercomparison Project Phase 6)を用いた。特に提
示用の地域データとして東京都内の代々木公園周辺を含む3次メッシュの空間
データを用いた。機構的モデルと外挿的モデルの両方の可能性について模索・検
討することとした。
【結果】CMIP6の過去の気候データと熱中症データを用いて作成したモデルから
予測値と予測区間を計算する手法を考案した。最も気温上昇が穏やかなRCP2.6
においても東京都の熱中症の発症者は増加することが期待された。
【考察】得られたモデルを基に予測可能性や妥当性・信頼性の比較評価が実施可
能となった。今後、異なる地域での検討やダイナミックな人口動態の変化の捕捉
が求められる。
【結論】長期時系列での気象変数データを基にした気候的モデルと外挿的モデル
を基に熱中症のリスク予測を検討した。空間的拡張や人口動態の影響分析が必要
である。
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O11-01
女子大学生のエネルギー摂取量が栄養素摂取状況に及

ぼす影響の検討

篠原 厚子1,2）、松川 岳久2,3）、横山 和仁2,4） 
 

1）清泉女子大学・人文科学研究所、 
2）順天堂大学・医・衛生学・公衆衛生学、 
3）順天堂大学・医・法医学、 
4）国際医療福祉大院・公衆衛生学専攻

【目的】日本の若年女性にはやせや貧血が多く、食習慣やダイエットの影響が指
摘されている。栄養や健康を専門としない女子大学生の栄養摂取状況を数年にわ
たり調べてきた。今回、栄養素とエネルギー摂取量の関係に注目して2018年度
のデータを検討した。
【方法】1年生の「健康に関する授業」で、448名に簡易型自記式食事歴法質問票
（BDHQ）EBNJAPANによる食生活習慣調査を実施し、栄養素の過不足の評価結
果の返却と解説を行い、学生の自己評価と今後の改善提案に関する回答を得た。
【結果】対象者の年齢は18.5±0.8歳（平均±SD）、身長、体重、およびBMIは、国
民健康栄養調査の18-19歳のデータとほぼ一致した。栄養素の過不足について、
とり過ぎの学生の割合が多かった項目は、食塩、脂肪エネルギー比、および飽和
脂肪酸エネルギー比で、それぞれ74、48、および75%、不足の学生の割合が多
かった項目はCa、Fe、ビタミンC、食物繊維およびKで、それぞれ80、85、59、
89、および56%であった。この他、たんぱく質50g/日未満が37%、炭水化物エネ
ルギー比50%未満が34%であった。栄養素摂取量はエネルギー摂取量と正の相関
を示し(r=0.611～0.800, p<0.01)、脂肪エネルギーの総エネルギーに占める割合
ははエネルギー摂取量が少ないほど高い傾向を示した。自己予想と評価結果につ
いて、予想と一致した学生が57%、一致しない学生が38%であり、特に塩分と脂
質について予想との不一致が多かった。
【考察】エネルギー摂取量が少ないとビタミンやミネラルなどの栄養素が不足す
るという結果は、ダイエット目的のカロリー制限の影響を示唆する。主食を抜く
と、脂質の割合が増えることを理解し、自分の食事のバランスを考える力を養う
ことが女子大学生に必要と考えられる。
【結論】若い女性のエネルギー摂取量不足は栄養摂取状況に影響することが示唆
された。

O11-02
女性における喫煙と血中脂質関連指数との関係

千村 百合1,2）、若林 一郎1） 
 

1）兵庫医科大学環境予防医学、 
2）聖路加国際病院附属クリニック 予防医療センター 
 

【目的】喫煙は心血管系疾患の危険因子であり、脂質代謝へ悪影響を及ぼすこと
が知られている。しかし、喫煙率が低いアジア人女性における喫煙の脂質代謝へ
の影響を検討した報告はまれである。そこで日本人女性を対象に、喫煙と脂質関
連指数の関係を明らかにすることを目的として本研究を行った。
【方法】35～70歳の日本人女性18793名を対象とした。分析項目は腹囲、腹囲/身
長比、中性脂肪（TG）、LDL-C（LDLコレステロール）、HDL-C（HDLコレステ
ロール）のほか、LDL-C/HDL-C比、TG/HDL-C比、LAP、CMIの4つの脂質関
連指数とした。各変数の異常値を示す割合の比較をカイ2乗検定、ロジスティッ
ク回帰分析を用いて行い、平均値の比較をt検定、共分散分析を用いて行った。
【結果】飲酒の有無に関わらず喫煙群では非喫煙群に比べTG高値、HDL-C低値
の割合が有意に高かった。一方、LDL-Cは非飲酒群では喫煙者で有意に高値だっ
たが、飲酒群では非喫煙者と喫煙者に有意差がなかった。脂質関連指数では
LDL-C/HDL-C比、TG/HDL-C比、LAP、CMI全てについて非飲酒群、飲酒群と
もに喫煙者が有意に高いオッズ比を示した。平均値は、いずれの指数も飲酒の有
無に関わらず喫煙者で高値だった。
【考察】喫煙者ではLDL-C、TG、脂質関連指数が高値となる一方、HDL-Cは低
値だった。LDL-Cは非飲酒群で喫煙者は高値を示すものの、飲酒群では有意差は
なく、喫煙とLDL-Cの関係に飲酒が交絡することが明らかになった。脂質関連 
指数は飲酒の有無に関わらず喫煙者で高値であり、喫煙者の99.2%が喫煙本数 
20本/日以下だったが、軽度喫煙によっても血中脂質代謝に悪影響を及ぼすこと
がわかった。
【結論】日本人女性では少量喫煙でも脂質代謝への作用を介して心血管系疾患の
リスクを高めると考えられた。

O11-03
たばこ製品喫煙者の有害化学物質の曝露量評価の検討

稲葉 洋平1）、尾上 あゆみ2）、緒方 裕光3）、井上 博雅4）、 
黒澤 一5）、寒川 卓哉6）、町田 健太郎4）、欅田 尚樹7）、 
大森 久光2）

1）国立保健医療科学院、 
2）熊本大学、3）女子栄養大学、 
4）鹿児島大学、5）東北大学、 
6）池田病院、7）産業医科大学

【目的】加熱式たばこは、2014年に販売開始されたIQOS以降、急速に喫煙者へ広
まり、2019年の国民健康・栄養調査によると喫煙者の25%が使用しており、
20-30代での使用率はさらに高くなっていた。この加熱式たばこの喫煙による曝
露実態を指標とした健康影響調査については、まだ進んでいない状況である。本
研究では、加熱式たばこ喫煙者、紙巻たばこ喫煙者と両たばこ製品の併用者の生
体試料からたばこ煙由来の曝露マーカーの分析を行い、曝露量を比較することを
目的とした。本研究の測定対象成分として、ニコチン代謝物、発がん性物質のた
ばこ特異的ニトロソアミン代謝物である4-(methylnitrosamino)-1-(3-pyridyl)-
1-butanol（NNAL）とした。
【方法】本研究の対象者は、加熱式たばこ喫煙者（IQOS製品、glo製品、Ploom製
品）、紙巻たばこ喫煙者と両製品の併用者とした。生体試料は尿を回収し、リク
ルートは2020年から開始した。曝露マーカーは、コチニン（Cot）、3-ハイドロキ
シコチニン（3-OHCot）、NNALとし、全て尿試料を前処理後、それぞれLC/MS/
MSに供して定量した。なお、本研究は熊本大学、国立保健医療科学院の倫理審
査委員会の許可のもと実施した。
【結果及び考察】加熱式たばこ喫煙者のCotと3-OHCot平均値（ng/mg Cre）は、
4,424と6,666であった。紙巻たばこ喫煙者は、2,691（Cot）と8,609（3-OHCot）
であった。さらに併用者は、3,726（Cot）と15,855（3-OHCot）となった。次に
NNAL（pg/mg Cre）は、112（紙巻）、100（併用者）と19.1（加熱式）となった。

O11-04
妊婦と共に受けるパートナーの禁煙支援の効果 －禁煙

への行動変容と親性の関連検討－

林 資子1）、酒井 ひろ子2） 
 

1）関西医科大学大学院看護学研究科 博士前期課程、 
2）関西医科大学大学院看護学部・看護学研究科 
 

【目的】喫煙習慣をもつパートナーとその妊婦へ禁煙支援を実施することにより、
パ－トナ－の禁煙への行動変容と禁煙成果ならびに妊婦の防煙への行動変容、さ
らにパートナーと妊婦の「親の人格的発達」と禁煙成果の関連について明らかに
する。
【方法】喫煙習慣をもつパートナーとその妊婦を対象に、パンフレットと動画を
用いてRCTによる介入研究を行った。Wilcoxonの符号付順位検定を用いてパー
トナーの減煙ならびに禁煙、妊婦の防煙への行動変容を介入前後で分析した。
　Mann-WhitneyのU検定を用いて各群の夫婦間の「親の人格的発達」「夫婦関
係」「胎児とのかかわり」各下位尺度得点の差を分析した。さらに、Kendallの順
位相関係数を用いてパートナーと妊婦の「親の人格的発達」がパートナーの禁煙
成果へ関連するかについて検討した。本研究は、発表者の所属施設、研究協力施
設の倫理審査委員会の承認を得て実施した。
【結果】分析対象は介入群21組、対照群20組の計41組であった。禁煙支援を実施
した群は、実施しない群と比較して有意にパートナーの禁煙・喫煙本数減量に繋
がった(p＜.000)。介入群のパートナーの禁煙成果が認められた群は、禁煙成果が
認められなかった群と比較し、「親の人格的発達」に高得点を示した(p=.012)。
【考察】本研究のパートナーは、8割が中・低度のニコチン依存者であり禁煙達成
に課題をもつ集団であったが介入による禁煙成果が認められた。このことは、妊
婦と共に取り組む禁煙は行動変容を促進し、禁煙成果を高める可能性をもつと考
えられる。
【結論】妊婦と共に取り組むパートナーの禁煙支援は、行動変容を促進する事に
有用性を示した。また、禁煙成果は、パートナーと妊婦の親性尺度得点に関連し
ていた。
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O12-01
放射線健康不安について幼稚園教諭が相談対応する時

の自信を高めるプログラムの効果

陸 智美1）、森山 信彰1）、中山 千尋1）、渡邊 清高2）、安村 誠司1） 
 

1）福島県立医科大学医学部 公衆衛生学講座、 
2）帝京大学医学部 内科学講座 
 

【目的】幼稚園教諭を対象とした、放射線の健康影響について質問された時に回
答できる自信（以下、自信）を高めるための介入プログラムの効果を検証すること
【方法】本研究は、非ランダム化比較試験である。福島市内の2ヶ所の私立幼稚園
に勤務する教職員を対象に、2群に分け、介入群には講義、東日本大震災時の振
り返りや現状について語り合う等のグループディスカッションから成るオンラ
インプログラムを行った。対照群には介入プログラムで用いる資料のみを郵送し
た。自信は4項目のリッカート尺度で評価した（得点範囲：1～4）。放射線に関す
る知識（以下、知識）は放射線に関する5つの文章の正誤を問い、正答に1点を与
えた（範囲：0～5）。リテラシーの評価には、一般向けヘルスリテラシー尺度を用
いた（範囲：1～5）。介入群はプログラムの前後、対照群は資料の郵送の前後での
自信、知識、リテラシーの得点差の群間差を2標本t検定にて調べた。
【結果】解析人数は女性26人で、介入群10人（39.6±12.2歳）、対照群16人（37.9
±11.9歳）であった。介入前後の得点差は、介入群では、自信（1.6±0.7）知識（4.0
±0.8）リテラシー（0.7±0.6）であった。対照群では、自信（-0.2±0.5）知識（1.3
±1.6）リテラシー（-0.3±0.6）であった。介入前後の得点差は、介入群が対照群
に比べて自信、知識、リテラシーのいずれも高かった（p<0.01）。
【考察】資料を読むだけの対照群では、資料の内容への疑問が生じた可能性があ
る。介入群では講義とグループディスカッションによって自信が上昇したと考え
られる。
【結論】今回のプログラムが放射線について質問された際に回答できる自信の向
上に有効であることが示唆された。

O12-02
福島第一原子力発電所事故から10年目における川内村

住民の遺伝的影響に関する放射線リスク認知とメンタル

ヘルス

劉 夢潔1）、松永 妃都美2）、折田 真紀子2）、平良 文亨2）、 
高村 昇2） 

1）長崎大学災害・被ばく医療科学共同専攻、 
2）長崎大学 原爆後障害医療研究所 国際保健医療福祉学研究分野 
 

Objective: To assess the tendency regarding risk perceptions for genetic 
effects of radiation among the residents of Kawauchi village, located within 
30 km of Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant (FDNPP), and the 
relationship between the risk perceptions and mental health.
Methods: We conducted the questionnaire survey in 2021 among the 
residents of Kawauchi and compared it with those conducted in 2015 and 
2017. Mental health was evaluated based on the Post-Traumatic Stress 
Disorder Checklist-Specific (PCL-S) and the Sense of Coherence-13 (SOC-13) 
scales. 
Results: 46.2% (173 persons) of residents thought that genetic effects would 
occur due to the FDNPP accident. In comparison, those in 2015 and 2017 
were 49.1% (140) and 40.9% (145), respectively (p = 0.52). Regarding mental 
health, 14.2% (53) participants reported high-stress levels (PCL-S ≥12), and 
54.0% (202) reported lower stress coping ability (SOC-13 <60). One-way 
ANOVA and Logistic Regression revealed that high stress level (OR = 6.92, 
95% Cl: 3.26–14.71, p < 0.01) and low stress-coping ability (OR =3.79, 95% 
Cl: 2.44-5.90, p < 0.01) were significantly associated with the anxieties of 
genetic effects.
Conclusion: It is clear that even 10 years after the nuclear accident, the 
perception of risk among residents regarding genetic effects is still polarized. 
It is strongly needed to continue the science-based risk communication with 
the residents, especially for the younger generation in Fukushima.

O12-03
福島第一原子力発電所事故後に再稼働した原子力発電

所周辺地域に居住する保護者の原子力災害や放射線被

ばくに関連するリスク認知

松永 妃都美、折田 真紀子、柏崎 佑哉、平良 文亨、高村 昇 
 

長崎大学 原爆後障害医療研究所 国際保健医療福祉学研究分野 
 
 

Ten years have passed since the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 
(FDNPS) accident in Japan, and nine of 33 reactors have gradually restarted 
in accordance with the new regulations outlined by the Nuclear Regulatory 
Authority. The purpose of this study was to determine risk perception 
regarding the health effects of radiation exposure, food consumption, and 
medication among guardians living around the Genkai Nuclear Power 
Station (GNPS), one of the nuclear power stations that restarted after 
the FDNPS accident. We distributed self-administered questionnaires 
to approximately 3400 guardians of children aged 0-6 years in 36 
kindergartens located around the GNPS, including the precautionary action 
zone and urgent protective action planning zone. We obtained responses 
from 2249 guardians. Results showed that 58.9% of guardians thought that 
genetic effects would occur among the generations who were children at the 
time of the FDNPS accident. In contrast, 28.8% of guardians felt anxious 
about their children consuming food from Fukushima. Logistic regression 
analysis revealed that females were 1.9 times more felt anxious about 
administering prophylactic SI, and 1.5 times more thought that genetic 
effects would occur among the generations who were children at the time 
of the FDNPS accident than males. Interestingly, distance from GNPP to 
home were not significantly differ in risk perceptions of the health effects 
of radiation exposure, foods, and medication. It is important to improve or 
change lay people, especially those who living around a restarted nuclear 
power plant recognition of radiation exposure and its health effects not only 
to hasten reconstruction after the FDNPS accident, but also to advance the 
preparations for future unexpected nuclear accidents.

O12-04
人の利己性と環境問題

加藤 貴彦1）、盧 渓1）、菊池 美幸2） 
 

1）熊本大学大学院生命科学研究部 公衆衛生学講座、 
2）立教大学経済学部 経済学科 
 

【背景・目的】環境問題は人間の活動, 特に経済活動と密接に関係している. 演者
は, 環境を軽視した経済活動は, 人の自己の利益（効用）を増やしたいとする欲で
あり, その本質には, 生物としての利己性が存在すると考えている. 本仮説の背景
と課題について考察したい. 
【方法】J-STAGE, PubMedによる検索と関係図書を収集した.　
【結果・考察】1976年, The selfish gene （利己的な遺伝子） という著作のなかで, 
Dawkinsは, 「生命は, 遺伝子が自らのコピーを増やすための生存機械にすぎな
い」という考えを提唱し, 世界を驚愕させた. 遺伝子は, 自己の子孫を残すこと, す
なわち, 自己複製のために極めて利己的にふるまう. 生物にとって, 己の遺伝子保
存が目的であると考えると, 細胞・組織の活動や個体の利他的な行動が説明でき
る. 産業革命後に確立された資本主義は, 市場という仕組みのなかで, 企業や個人
が自由な経済活動を行うことが基本である. Smith などの古典派経済学者たち
は, 「各個人の利益追求（自己利益の増大）による結果として, 社会全体において適
切な資源配分が達成される（見えざる手）」 と考えた.　しかし, 現実には「個人的
合理性」と「社会的合理性」はしばしば矛盾する. また, 資本主義は, 全ての資源
を商品化し拡大するシステムであり, 初期保有を制御しないことによる公平性の
歪みを引き起こしている. 
　人は進化のなかで知性を獲得し, 科学を発展させてきた. しかし, その歴史は浅
く, 知性は利己性や生存欲といった人の生物としての特性を凌駕していない. 
【参考文献】加藤貴彦, 菊池美幸. 人の利己性と環境問題 -医学と経済学的視点か
らの考察-. 日本衛生学雑誌, in press.
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O12-05
「大連衛生研究所＝関東軍防疫給水部大連支部」 が国立

公文書館公文書で明らかとなる

西山 勝夫 
 

滋賀医科大学 
 
 

【目的】本学会2000年総会での発表「15年戦争と日本衛生学会」では、「本学会の
かつての侵略戦争への加担およびその総括・反省が不問・あいまいなまま今日に
至っている」点を論じた。さらに、2007年総会での発表「日本衛生学会の『15
年戦争』への加担について　中国大連市にあった満鉄衛生研究所をめぐって」で
は、同研究所の「実態、戦争加担の解明には 当時の史料の収集・証言が不可欠で
ある。」と結論した。引き続く解明が目的である。
【方法】国立公文書館のアジア歴史資料センター(以下、アジ歴）、デジタルアーカ
イブをインターネットを通じて所蔵公文書を検索し、入手・検討した。
【結果】2016年部分公開の関東軍防疫給水部の『留守名簿』あるいは『復七名簿』
（いずれもほとんどが1945年1月1日調整、）では、所属が同研究所と推察できたの
は35名であった。2020年公開の同部『部隊概況　第四調査室』(デジタルアーカ
イブ: 平29厚労04045100、1951年6月1日作成)によれば同部は、「本部をハルピ
ンに置き第一乃至第四及資材、教育、診療の七部と支部を牡丹江、林口、海拉薾、
孫吳、大連に置き又別にペスト防疫隊を編成して鄭家屯附近に派遣し關東軍各隊
の防疫、給水業務並細菌の研究生産等を實施していた」。大連支部は1940年7月
10日に編成され、「總務、細菌、痘症、血精（ママ）、ペストの五課」があり、「長
技師㋖安東洪次以下約250名」は「終戦時迄主として細菌の研究及生産に従じて
いた」などとある。
【考察】国の公文書により、同研究所が関東軍防疫給水部に編成されたことが明
らかとなった。
【結論】さらなる解明のためには、同研究所の編成後のより詳細な業務内容に関
する史料の入手が必要である。

O13-01
マクロファージのNO産生におけるO-結合型N-アセチ

ルグルコサミン転移酵素の生理的役割

白土 健、木崎 節子 
 

杏林大学医学部 衛生学公衆衛生学 
 
 

【背景と目的】マクロファージ（MΦ）の一酸化窒素（NO）の産生誘導は殺菌のため
に不可欠な応答である。NOの生合成は誘導型NO合成酵素（iNOS）によって触媒
されるが、その基質L-アルギニンはアルギナーゼ（ARG）も利用している。一方、
O-結合型N-アセチルグルコサミン（O-GlcNAc）修飾は、シグナルタンパク質の
Ser/Thr残基にGlcNAcを付加する翻訳後修飾であり、その反応はO-GlcNAc転移
酵素（OGT）によって触媒されている。本研究は、MΦのiNOSとARGの基質競合
におけるOGTの役割を解析し、MΦの殺菌メカニズムを明らかにすることを目的
とした。
【方法】マウスのMΦ細胞株RAW264.7および骨髄由来MΦ（BMDMΦ）のOGTの
活性をsiRNAまたは阻害剤OSMI-4で低下させてLPS/IFN-γで刺激した。細胞内
のNOを蛍光プローブ法で観察し、タンパク質/リン酸化とmRNAのレベルをWB
法と定量PCR法で各々分析した。
【結果と考察】RAW264.7のO-GlcNAcレベルを低下させると、LPS/IFN-γによる
iNOSの発現誘導は影響を受けなかったが、NOの産生誘導は減弱した。
BMDMΦでも同様の現象が認められた。一方、いずれのMΦも、LPS/IFN-γによ
るARG2の発現レベルとARGの比活性の上昇はO-GlcNAcレベルの低下によっ
て増強した。同時に、Aktのリン酸化亢進も増強され、これをperifosineで阻害
するとARG2の発現誘導の増強も抑制された。O-GlcNAcレベルの低下による
NOの産生誘導の減弱には、Aktシグナルの増強によるARG2の発現と活性の上
昇とそれに伴う細胞内L-アルギニン量の減少が関与していると考えられる。
【結論】MΦのOGTはAktシグナルを阻害することでARG2の発現と活性を抑制
し、細菌感染時にNOを十分に産生できるよう寄与していることが示唆された。

O13-02
アミロイドβ凝集阻害剤Myricetinによる酸化的DNA

損傷機構

平生 祐一郎1,2）、小林 果2）、加藤 信哉3）、村田 真理子2）、 
及川 伸二2） 

1）三重県立看護大学看護学部 在宅・公衆衛生看護学、 
2）三重大学大学院医学系研究科 環境分子医学、 
3）三重大学 先端科学研究支援センター アイソトープ実験施設 

【目的】アルツハイマー型認知症は、認知症の原因疾患の中で、最も割合が高い疾
患である。その病態は、アミロイドβの蓄積が特徴的であり、予防策や治療薬の
開発が急務である。アミロイドβの凝集を抑制する薬剤として、抗酸化活性を持
つMyricetinが検討されている。一方、Myricetinは金属イオン存在下で活性酸素
を生成し、酸化的DNA損傷を引き起こすとの報告もある。本研究では、
Myricetinの安全性を検討することを目的に、MyricetinによるDNA損傷機構を
解析した。
【方法】32Pで標識した単離DNA (32P-DNA)を用いて、2価の銅イオン(Cu(II))存
在下におけるMyricetinによるDNA損傷性と、その塩基特異性について検討し
た。また、酸化的DNA損傷の指標となる8-oxo-7,8-dihydro-2’-deoxyguanosine 
(8-oxodG)は、電気化学検出器付HPLC (HPLC-ECD)で定量した。
【結果・考察】MyricetinはCu(II)存在下において、濃度依存的に32P-DNAを損傷
した。また、8-oxodGの生成も認められた。また、DNA損傷は過酸化水素を消去
するカタラーゼや、Cu(I)を捕捉するバソキュプロインにより抑制された。さら
に、メチオナールでもその損傷が抑制されたことから、過酸化水素とCu(I)から
生成される金属酸素錯体がDNA損傷に関与すると考えられた。
【結論】MyricetinはCu(II)存在下において、活性酸素を生成し、酸化的DNA損傷
を引き起こすと考えられる。

O13-03
Effect of RNF213 suppression on 

endoplasmic reticulum stress.

Sharif Ahmed1）、小林 果1）、土生 敏行2）、原田 浩二3）、 
手塚 徹4）、Shohab Youssefian4）、及川 伸二1）、村田 真理子1）、
小泉 昭夫3,6）

1）三重大学大学院医学系研究科 環境分子医学、 
2）武庫川女子大学生活環境学研究科 食物栄養学、 
3）京都大学大学院医学研究科 環境衛生学、 
4）京都大学大学院医学研究科 分子バイオサイエンス、5）社会健康医学福祉研究所

Background: RNF213, a susceptible gene for Moyamoya disease, play an 
important role under various stress condition, although its physiological 
and pathological roles largely remain unknown. We previously reported that 
Rnf213 knockout (KO) mitigate endoplasmic reticulum (ER) stress-induced 
diabetes in a mouse model, suggesting that RNF213 could be associated with 
ER stress. Aim of this study is to check the effect of RNF213 depletion on ER 
stress.
Methods: We used Rnf213 knockdown (KD) human cervical cancer (HeLa) 
cells by siRNA and mouse embryonic fibroblast (MEF) cells from Rnf213 
KO mouse. ER stress induction was performed using tunicamycin and 
thapsigargin, ER stress-inducing agents. Then expression levels of ER stress 
marker (CHOP) and its related molecules (SEL1L, HRD1) were assayed 
through RT-qPCR and western blotting.
Results and discussion: RNF213 KD significantly reduced upregulation 
of CHOP induced by tunicamycin and thapsigargin in HeLa cells. Lowered 
levels of CHOP were also observed in Rnf213 KO MEF. RNF213 KD increase 
the levels of SEL1L and HRD1, which form complex to degrade misfolding 
protein, in HeLa cells under ER stress. In addition, SEL1L suppression 
canceled the inhibitory effect of RNF213 KD on ER stress, indicating a 
critical role of SEL1L. These results demonstrated that RNF213 depletion 
inhibit ER stress possibly through elevation of SEL1L-HRD1 complex 
leading to promotion of misfolded protein degradation.
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O13-04
大腸菌ゲノム資源を用いた機能ゲノミクススクリーニン

グによるがん治療標的の探索

加藤 洋人、山本 麻未、石川 俊平 
 

東京大学大学院医学系研究科 衛生学 
 
 

Aim: Cancer has an aspect of metabolic disease and cancer cells depend 
on cancer-specific and dysregulated metabolome pathways for their 
autonomous survivals. This cancer-specific demand on specific metabolome 
conditions is Achilles’s heel in cancer therapies. Functional genomics 
screening using shRNA/CRISPR libraries have been conducted to discover 
therapeutic targets for cancers with a focus on metabolome pathways, 
obtaining various successes. However, those screenings have explored in a 
limited infospace of human genome (targeting only human genes). To further 
deepen the understanding of cancers and to explore therapeutic modalities, 
it is valuable to use wider ranges of genetic sources in the screening 
including those with unknow functions in human cells. 
Method: A whole genomic ORF library of E.coli was established, and 
functional genomics screening with this genetic library was conducted. 
Result & Discussion: It was hypothesized that the transduction of non-
mammalian E. coli genes in human cancer cells could disturb metabolomic 
homeostasis in cancer cells unpredictably; thus, by observing phenotypic 
changes of the cancer cells, it was considered possible to identify new 
and unforeseen therapeutic targets against human cancers. Detailed 
methodology and discovered candidates of therapeutic targets will be 
presented at the conference. 
Conclusion: By using bacterial ORF libraries, it would be possible to 
discover novel therapeutic targets for human cancers. 

O13-05
SARS-CoV-2の5’ UTRに依存した翻訳活性制御解

明研究

伊藤 達男1）、清水 由梨香1,2）、李 順姫1）、武井 直子1）、 
山本 祥子1）、原 真梨1） 

1）川崎医科大学医学部 衛生学、 
2）岡山大学大学院医歯薬学総合研究科 病態制御科学専攻 病態機構学講座 歯周病態学分野 
 

【目的】ウイルスのRNAと宿主の因子との相互作用を理解することは、COVID 
19に対する有効な治療ターゲットの開発を目指す上で有用である。SARS-
CoV-2の5′UTRはユニークなステムループ構造を持ち，重要な翻訳調節タンパ
ク質をリクルートすることが知られているが、この領域に関する研究はまだ未開
であるため、SARS-CoV-2の5’UTR領域が翻訳活性に及ぼす影響の解明を行
なった。
【方法】SARS-CoV-2ゲノムの翻訳制御機構を理解するために、SARS-CoV-2の
5’UTR配列をpGL3-PromoterベクターのSV40プロモーター配列とルシフェ
ラーゼ遺伝子配列の間にクローニングし，宿主細胞（A549細胞およびHEK293T
細胞）に濃度勾配をつけて導入した。ルシフェラーゼタンパク質の発現量の変化
を発光量の関数として測定した。
【結果】SARS-CoV-2由来の5’UTRに融合したルシフェラーゼRNAは、HEK 
293T細胞およびA549細胞において、ルシフェラーゼRNAのみを発現させた細
胞とは対照的に、より強いルシフェラーゼ活性を示した。
【考察】SARS-CoV-2由来の5’UTRがヒトの細胞内環境で翻訳活性制御を受け持
つことがわかった。
【結論】SARS-CoV-2の5’UTR領域は変異が入りにくく世界中のほぼすべての感
染者で同じ配列を共有している。本研究結果より、ウイルスの変異に影響を受け
ないウイルス増殖薬の開発の可能性が示唆された。

O14-01
技術 ・ 環境 ・ 妊孕力に関する学際研究（IITEF）プロジェ

クト

小西 祥子1）、森木 美恵2）、赤川 学1）、山﨑 一恭3,4）、内田 将央3）、 
猪鼻 達仁4,5）、水野 佑紀1）、シンディ ラーマン アイシャー1）、 
増田 桃佳1）、仮屋 ふみ子1）、岩本 晃明4,5）

1）東京大学、 
2）国際基督教大学、 
3）筑波学園病院、 
4）山王病院、5）国際医療福祉大学

【目的】技術・環境・妊孕力に関する学際研究 (IITEF) プロジェクトは、社会的
および生物的環境が妊孕力に及ぼす影響を解明することを目指している。2019-
2021年度にかけてJSPS 課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業
グローバル展開プログラムの委託を受け実施中である。本報告の目的は研究成果
を小括するとともに、今後の展開についてアイデアを発展させることである。
【方法】IITEFは2つの研究グループから成る。性規範グループは全国8,000名の
20-54歳男性を対象として、性行動の関連要因ならびに経時変化についてのイン
ターネット調査を実施した。生殖機能グループは男性198名を対象として、
International Index of Erectile Function (IIEF)スコアによって性機能を評価
した。同日に尿および精液検体を収集し、精液検査値および血中ホルモン値を入
手した。また胎児期のアンドロゲン曝露の指標として両掌の人差し指と薬指の長
さの比（2D:4D）を測定し、PCR法によって精子ミトコンドリアDNAコピー数を
測定した。環境化学物質の曝露の指標として、尿検体中のフタル酸代謝物および
元素（カドミウム、セレン等）の濃度を測定した。
【結果】性規範グループの調査からは、SNS使用のほかソーシャルキャピタルや
喫煙、また居住地といった個人属性が性行動と関連する可能性が示された。生殖
機能グループの詳細は別報告で述べるが、いくつかの環境曝露指標と生殖機能と
の関連がみられた。
【結論】今後の展開として、追加で環境曝露指標を測定し複合曝露による妊孕力
の影響を評価することを予定している。また両グループから得られる知見を統合
することによって、生物学的および社会文化的な要因の相互作用が人間の再生産
に影響を及ぼす機構の理解を目指す。

O14-02
精子ミトコンドリアDNAコピー数と精液所見の関連 ：

IITEFプロジェクト

増田 桃佳1）、水野 佑紀1）、シンディ・ラーマン・アイシャー1）、
岩本 晃明2,3）、山﨑 一恭2,4）、内田 将央4）、猪鼻 達仁2,3）、 
仮屋 ふみ子1）、小西 祥子1）

1）東京大学、 
2）山王病院、 
3）国際医療福祉大学、 
4）筑波学園病院

【目的】精子ミトコンドリアDNAコピー数（mtDNAcn）は男性の生殖能力のバイ
オマーカーとして着目されている。本研究では、精子mtDNAcnと精液所見の関
連を検討した。
【方法】2つの病院の泌尿器科外来及び不妊外来を受診した198名の男性患者を対
象に、質問票調査と精液検体の採取を実施した。診療の一部として実施された精
液検査値（精液量、精子濃度、運動率、総精子数、総運動精子数）を患者の同意を
得て入手した。精子mtDNAcnはqPCR法で測定した。統計解析は、データが揃っ
ている156名を対象に行った。精子mtDNAcnを三分位数で三群（低（ref）・中・
高）に分け、精液所見との関連を、病院をランダム変数とした混合モデルを用い
て解析した。
【結果・考察】精液所見の中央値（四分位範囲）は、精液量3.4 (2.4–4.2) mL、精子
濃度40 (18–71)x106/mL、運動率39 (27–54) %、総精子数127 (51–222)x106、総
運動精子数47 (17–107)x106であった。精子濃度、運動率、総精子数、総運動精
子数は、精子mtDNAcnの高い群において有意に低かった。精液量はmtDNAcn
と関連が見られなかった。4つの精液所見と関連が見られたことから、造精機能
の低下がmtDNAcnの増加と関連する可能性があることが示唆された。また、運
動率と総運動精子数について、ミトコンドリアは運動に必要なエネルギーを供給
する機能を持っているため、mtDNAcnの増加はミトコンドリアの機能低下と関
連する可能性が示唆された。
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O14-03
喫煙習慣およびカドミウム曝露と精子ミトコンドリア

DNAコピー数の関連 ： IITEFプロジェクト

Cindy Rahman Aisyah1）、水野 佑紀1）、増田 桃佳1）、 
岩本 晃明2,3）、山﨑 一恭3,4）、内田 将央4）、猪鼻 達仁2,3）、 
仮屋 ふみ子1）、桧垣 正吾1）、小西 祥子1）

1）東京大学、 
2）山王病院、 
3）国際医療福祉大学、 
4）筑波学園病院

Background: Smoking and cadmium exposure are potential risk factors 
of low semen quality. Sperm mitochondrial DNA copy number (mtDNAcn) 
is a biomarker for semen quality. The objective of the present study was 
to examine associations between smoking status, cadmium exposure, and 
sperm mtDNAcn.
Methods: Participants are 172 male patients who visited Sanno and 
Tsukuba Gakuen hospitals. They provided urine and semen specimens, 
and reported their smoking status (current, former, or non-smoker). 
Quantitative polymerase chain reaction (qPCR) was used to quantify 
sperm mtDNAcn. Urinary cadmium concentrations of current smokers 
(n=31) were measured using inductively coupled plasma mass spectrometry 
(ICP-MS) and divided by urinary creatinine concentration measured with 
Jaffe method. Fisher’s exact test was used to compare sperm mtDNAcn 
quartiles across smoking categories. Correlation between urinary cadmium 
concentrations and sperm mtDNAcn for current smokers was tested by 
Spearman’s rank correlation coefficient.
Results and Discussion: Proportions of current and former smokers were 
17.4% and 27.9%, respectively. The geometric mean of urinary cadmium 
concentration of the current smokers was 0.366 µg/g creatinine, which is 
lower than most previous reports in Japan. Sperm mtDNAcn did not differ 
across smoking categories (p=0.800). Urinary cadmium concentration 
and sperm mtDNAcn was not significantly associated within current 
smokers (rho=0.173, p=0.352). We also plan to measure urinary cadmium 
concentrations in former and non-smokers to examine association with 
sperm mtDNAcn.

O14-04
フタル酸エステル類曝露と精液所見および精子ミトコン

ドリアDNAコピー数との関連 ： IITEFプロジェクト

水野 佑紀1）、増田 桃佳1）、Cindy Rahman Aisyah1）、 
岩本 晃明2,3）、山﨑 一恭2,4）、内田 将央4）、猪鼻 達仁2,3）、 
仮屋 ふみ子1）、小西 祥子1）

1）東京大学、 
2）山王病院、 
3）国際医療福祉大学、 
4）筑波学園病院

【目的】フタル酸エステル類への曝露は精液所見との関連が報告されているが、
新規の男性生殖機能指標として着目されている精子ミトコンドリアDNAコピー
数（mtDNAcn）への影響は知見が少ない。本研究は、日本人男性を対象にフタル
酸エステル類曝露と精液所見および精子mtDNAcnとの関連の検討を目的とした。
【方法】男性不妊専門外来および泌尿器科（東京都と茨城県の総合病院）を受診し
た男性患者198名（37 ± 6歳）を対象に、質問票調査、採尿、採精、精液検査を実
施した。尿中フタル酸エステル類代謝物（MMP, MEP, MBP, MEHP, MEOHP, 
MEHHP, MBzP）濃度はLC-MS/MSで測定し、クレアチニン補正値を統計解析
に用いた。精子mtDNAcnはqPCR法で測定し、三分位数で3群に分けた。尿中フ
タル酸エステル代謝物濃度と精液所見（重回帰分析）および精子mtDNAcn（順序
ロジスティック回帰分析）との関連を検討した。
【結果・結論】対象集団の尿中フタル酸エステル類代謝物濃度は、先行研究と比べ
て低値を示した（幾何平均：MMP = 2.2, MEP = 5.1, MBP = 5.5, MEHP = 1.1, 
MEOHP = 2.0, MEHHP = 3.2, MBzP = 0.19 µg/g creatinine）。精液所見が
WHOの基準値を下回った対象者は、精液量5%、精子濃度21%、総精子数20%、
運動率56%であった。尿中MEHP濃度は精子濃度 (Coef. (95% CI) = 0.21 (0.00, 
0.42)) と、尿中MEP濃度は精子mtDNAcn (OR (95% CI) = 1.33 (1.04, 1.73)) と
正の関連を示した。その他の関連は見られなかった。低レベルの曝露での生殖機
能指標との関連が示唆されたが、尿中MEHP濃度が高いほど精子濃度が高いと
いう仮説と異なる結果も見られた。多重検定の問題もあるため、フタル酸エステ
ル類への複合曝露を考慮するなど、詳細な検討が必要であると考える。

O15-01
日本人女性のビスフェノール類の曝露の経年的推移の

解析とリスク評価

呂 兆卿、原田 浩二 
 

京都大学医学研究科 環境衛生学 
 
 

Background: Bisphenols (BPs) are widely used for a component of epoxy 
resins and polycarbonate. Bisphenol A (BPA) is a major one of BPs. Due to 
widespread detection and potential health risks, BPA has been replaced by 
other structurally similar bisphenols and it may limit phase-out efforts. The 
current study examined the temporal trends in BP exposure among a group 
of Japanese adult females over 1993 - 2016 and derived associated health 
risks.
Methods: Archived urine samples of healthy Japanese females (N = 133) 
collected in 1993, 2000, 2003, 2009, 2011, and 2016, were employed and 
measured for the concentrations of 11 BPs.
Results: A sharp increase in the detection rates of bisphenol F (BPF) 
was observed after 2000. After 2011, the detection rates of BPA decreased 
dramatically, while the detection rates of bisphenol E (BPE) showed a 
significant increase. A downward trend in urinary BPA concentrations and 
an upward trend in BPE concentrations were observed, respectively, notably 
after 2011. The maximum hazard quotient (HQM) was mostly attributed to 
BPF in place of BPA after 2000. No hazard index (HI) value exceeded 1 in 
any of the subjects.
Discussion: This study firstly reports temporal trends of BP exposure in 
the Japanese population over 20 years. Exposure to BPA has decreased over 
the last two decades, especially after 2011, while BPE exposure increased 
significantly after 2011. BPF has become the most important risk driver in 
various BPs since 2000. HI values suggested that significant health concern 
caused by BP exposure was unlikely among Japanese females. Further 
studies are warranted for exposure and risk assessment of BPF and BPE.

O15-02
日本の女子大生における食事性炎症指数とテロメア長

の関連

増田 桃佳1）、水野 佑紀1）、後藤 千穂2）、吉永 淳3）、小西 祥子1）、
梅﨑 昌裕1）、今井 秀樹4） 

1）東京大学、 
2）名古屋文理大学、 
3）東洋大学、 
4）石川県立看護大学

【目的】細胞老化のバイオマーカーであるテロメア長は食事の影響を受けると考
えられている。また、炎症はテロメア長の変動要因の一つと考えられているた
め、食事性炎症指数（DII）とテロメア長の関連が着目されている。先行研究では、
中高年の集団においてDIIが高いほどテロメア長が短いという関連が報告されて
いる。テロメア長は特に若者において環境要因の影響を受けやすい可能性が示唆
されているが、若者でDIIとテロメア長の関連を調べた研究はない。本研究では、
日本の女子大生を対象に、DIIとテロメア長の関連を調べた。
【方法】東京の大学に通う看護学生183名に対し、質問紙調査（年齢、性別、身長、
体重、飲酒、受動喫煙、食物摂取頻度調査）と全血の採取を実施した。以下の参
加者を除いた137名を本研究の対象者とした：男性（n = 9）、22歳以上（n = 3）、
データが揃っていない（n = 34）。DIIは、食物摂取頻度調査から推定した栄養素
摂取量から算出した。テロメア長は、全血サンプルからDNAを抽出し、qPCR法
で測定した。DIIとテロメア長の関連を、重回帰分析を用いて解析した（共変量：
BMI、受動喫煙、飲酒）。
【結果・考察】対象集団の年齢及びBMIの平均（SD）は年齢19.4 (0.5) 歳、BMI 
20.9 (2.4) であった。重回帰分析の結果、DIIとテロメア長に関連は見られなかっ
た。サンプル数が少ないため断定はできないものの、若者ではDIIとテロメア長
が関連しない可能性が示唆された。
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O15-03
乳歯切片中の元素分布に影響を及ぼす要因の探索

久田 文1）、江口 哲史1）、山本 緑1）、櫻井 健一1）、戸髙 恵美子1）、 
田中 佑樹2）、鈴木 紀行2）、小椋 康光2）、森 千里1） 

1）千葉大学 予防医学センター、 
2）千葉大学大学院薬学研究院 
 

【背景と目的】体内に取り込まれた元素の一部は、歯のエナメル質及び象牙質へ
移行し蓄積されている。また乳歯では、出生時点で形成される新産線が観察され、
胎児期からの元素レベルの曝露情報が経時的に蓄積されている。我々は、乳歯形
成時期ごとの元素摂取・曝露状況の評価、及び疾病等との関連解析を目的とし
て、「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」の追加調査を実施
している。本発表では、乳歯の元素分布に影響を与える要因について、乳児期に
おける授乳状況の違いや、喫煙の有無による元素分布の違いについて報告する。
【方法】エコチル調査参加者のうち、本研究に参加同意の得られたものを対象と
した。郵送にて提供された脱落乳歯（上顎切歯）を分析対象試料とした。乳歯は、
ダイアモンドブレードにより切片作成後、研磨、洗浄処理を行った。NWR213 
laser ablation systemを接続したICP-MSを用い、LA-ICP-MS法による元素
（Ca, Mn, Zn, Sr, Ba, Pb）の測定を行った。精度管理や感度の校正には、NIST 
標準試料等を使用した。質問票から得られた妊娠期の喫煙状況および乳児期の授
乳方法と、乳歯における元素分布との関連を検討した。
【結果と考察】生後1歳まで、母乳だけを哺乳していた児の乳歯中のCaに対する
Ba, Srの相対的シグナル強度は、少なくとも生後2ヵ月まで人工乳のみの哺乳児
に比べ、低いレベルであった。人工乳の哺乳児は、出生直後から徐々にBa, Srレ
ベルの上昇が観察され、乳歯切片中の元素分布から、授乳方法を推定できる可能
性を確認できた。今回の測定では、妊娠中の母親の喫煙の有無による明らかな元
素レベルの違いは見られなかったが、引き続き対象元素、検体数を増やし検討す
る予定である。

O15-04
フリッカー値の時系列データの分散のZungのうつ的傾

向自己評価尺度による評価

原田 暢善1）、有本 英伸2）、岩木 直3）、中川 誠司1）、亀尾 聡美4,5） 
 

1）千葉大学 フロンティア医工学センター、 
2）産業技術総合研究所 センシングシステム研究センター、 
3）産業技術総合研究所 人間情報インタラクション研究部門、 
4）甲子園大学栄養学部 栄養学科、5）群馬大学 院 医 公衆衛生学

【目的】フリッカー値の時系列データの分散（標準偏差）とうつ評価指標の評価 
基準の対応に関して、大阪の産学官協力機関および東京のIT企業にて行ったの
実証実験にて検討を行った。両被験者のZungのうつ的傾向自己評価基準とフ
リッカー値の分散のデータの分布の比較および評価基準との対応に関し検討を
行った。
【方法】2015年2月上旬から2か月の期間、大阪の産学官協力機関にて、2019年5
月中旬から一カ月半の期間、東京のIT企業にて、実証実験を行った。両実験にお
いて、始業時にPC液晶画面にてフリッカー値の計測を行った。実験期間中に4か
ら6回のZungのうつ評価指標の問診を行った。
【結果】2015年に大阪の産学官協力機関、2017年に東京のIT企業の分散の値に有
意差はなかった（p=0.306）。Zungのスコアーで40以上の場合は、軽度のうつ的
傾向と判断される領域となる。両群のデータを用い、Zungのスコアーで、30以
下、30-40、40以上の3郡に分け一元配置分散分析を行た。3群で分散の値が有意
（F=(2/13)=3.81,p=0.0053）に変化した。40以上の群で、軽程度（40-45）の群に対
して中程度（45-50）の群は分散が有意(p=0.036)に減少すること明らかになった。
【考察】Zungのスコアーで3グループ分けした群の間で分散の値が有意に変化し
た。40-30と30未満の間は大きく変化したが、40以上のスコアーと40-30は差は
なかった。フリッカー値でうつ的傾向が進行しているが、自覚的にはうつ的傾向
を感じていない被験者が存在していると考えられた。
【結論】Zungのスコアーとフリッカー値の分散で2被験者群で同様な分布を示す
ことが明らかになった。軽度のうつの発症およびそれ以前の状況でのうつ的傾向
の把握に適用可能であると考えられた。

O16-01
ボディーイメージ及び健康への無関心と妊婦の体重増加

及び出生児のSGA（small-for-gestational-age）

との関連 ： 子どもの健康と環境に関する全国調査（エコ

チル調査）

Naw Awn J-P1）, Marina Minami1）, Masamitsu Eitoku1）,  
Nagamasa Maeda2）, Mikiya Fujieda3）, Narufumi Suganuma1）

1）Department of Environmental Medicine, Kochi Medical School, Kochi University,  
2）Department of Obstetrics and Gynecology, Kochi Medical School, Kochi University,  
3）Department of Pediatrics, Kochi Medical School, Kochi University 

Objective: To identify and characterise groups where the women share 
common reasons to limit gestational weight gain (GWG) and examine how 
these groups are associated with inappropriate GWG and abnormal fetal 
size.
Methods: We studied 92,539 women who gave birth to live singletons from 
the Japan Environment and Children’s Study. We applied latent class 
analysis to group the women based on their reported reasons for limiting 
GWG. We used multinomial logistic regression to compare the risks of 
inappropriate GWG and abnormal fetal size between the identified groups
Results: We identified three groups: Group 1 (76.7%), concerned about 
delivery and newborn health; Group 2 (14.5%), concerned about body shape, 
delivery, and newborn health; and Group 3 (8.8%), women without strong 
reasons. Compared with Group 1, Group 2 tended to be younger, have 
lower prepregnancy weight, be nulliparous, have practiced weight loss 
before pregnancy, and not have chronic medical conditions. Group 3 tended 
to be less educated, unmarried, multiparous, smokers, and have a higher 
prevalence of previous caesarean delivery. Relative to Group 1, Group 3 had 
a higher risk for excess GWG (RRR = 1.28, 95% CI: 1.21–1.35) and SGA birth 
(RRR = 1.11, 95% CI: 1.01–1.22), translated to having 48 more women with 
excessive GWG and seven more women with an SGA birth for every 1000 
women.
Conclusions: Women who were less conscious about body shape and health 
had complex risks for excessive GWG and SGA birth.

O16-02
妊娠中のn-3系多価不飽和脂肪酸摂取量と出産後の不

適切養育行動の関係 ： エコチル調査

松村 健太1,2）、浜崎 景1,2,3）、𡈽田 暁子1,2）、稲寺 秀邦1,2） 
 

1）富山大学学術研究部医学系 公衆衛生学講座、 
2）富山大学 エコチル調査富山ユニットセンター、 
3）群馬大学大学院医学系研究科 公衆衛生学分野 

【目的】n-3系多価不飽和脂肪酸(PUFAs)には、暴力的・攻撃的行動の抑制効果お
よび母性養育行動の促進効果があることが知られている。しかし、妊娠中の母親
におけるn-3 PUFAsの摂取量と、出産後の不適切養育行動（身体的虐待、ネグレ
クト）との関係性については知られていないため、本研究ではこの点について調
べた。
【方法】子どもの健康と環境に関する全国調査(エコチル調査)に参加する92,191
人の母親を対象とした。曝露は妊娠中後期に食物摂取頻度調査票(FFQ)で測定し
た総エネルギー調整済みn-3 PUFAs摂取量、アウトカムは出産後1、6ヶ月にお
ける不適切養育行動(叩く、激しく揺さぶる、家に一人で放置する)のケースとし
た(それぞれ4段階の回答のうち”全くない”以外を”ケース”とした)。潜在的交絡因
子は、曝露とアウトカムの双方に影響を与え得る16変数を選択した。
【結果】修正オッズ比(95%信頼区間)は、”叩く(1ヶ月時点)”のケースに対して、分
位の増加と共に減少する傾向が認められ、第5五分位で0.72(0.59–0.87)であっ
た。”激しく揺さぶる(6ヶ月時点)”でも同様の減少が認められ、第5五分位で
0.78(0.65–0.94)であった。さらに、”家に一人で放置する(1ヶ月時点)”でも同じ傾
向が認められ、第5五分位で0.85(0.80–0.90)であった。
【考察】結果より、妊娠中後期におけるn-3 PUFAs摂取量は、叩く、激しく揺さ
ぶる、家に一人で放置する、の各項目におけるケースの減少と関連しており、こ
れらの間に、用量依存的な関係があることが明らかとなった。
【結論】妊娠中におけるn-3 PUFAsの摂取は、出産後の不適切養育行動の抑制に
有効である可能性が示唆された。
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O16-03
出産前後の心理的ストレスと妊娠時の気持ち及び産後

の対児愛着の関連 ： エコチル調査

德田 成美1,2）、小林 喜子1）、田中 宏幸3）、澤井 英明4）、 
柴原 浩章1,3）、竹島 泰弘1,5）、島 正之1,2） 

1）兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター、 
2）兵庫医科大学公衆衛生学、3）兵庫医科大学産科婦人科学、 
4）兵庫医科大学病院 遺伝子医療部、 
5）兵庫医科大学小児科学

【目的】環境省の「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」のデー
タを用いて、母親の妊娠に対する気持ちと産後の対児愛着が、出産前後の心理的
ストレスの持続に与える影響について検討した。
【方法】妊娠に対する気持ちは妊娠初期に、心理的ストレスはうつと不安の評価
指標であるKessler 6(K6)を用いて妊娠初期と産後12か月に、対児愛着は赤ちゃ
んへの気持ち質問票（MIBS-J）を用いて、産後1か月と6か月では10項目のうち 
5項目、12か月では10項目を評価した。エコチル調査に登録された97,415人の 
妊婦のうち、妊娠初期に心理的ストレスを感じていた（K6≥5）24,324人を対象 
とした。
【結果】妊娠に対して「予想外だった」「困った」と答えた人は、産後12か月まで
の心理的ストレスが持続している割合が大きかった。対児愛着についても、否定
的な気持ちの人でストレスが持続しやすい傾向が見られた。妊娠中から産後12
か月までのストレスの持続は、妊娠に対する気持ちよりも対児愛着から受ける影
響の方が大きかった。
【考察】母親の出産前後の持続的な心理的ストレスには、妊娠に対する否定的な
気持ちと産後の否定的な対児愛着が関連していた。妊娠に対する気持ちは、対児
愛着を通して間接的に心理的ストレスの持続に影響を与える可能性があるため、
妊娠中に心理的ストレスを感じている母親には、妊娠中から対児愛着が良好とな
るように支援を行うことで、ストレスの持続を防ぐ可能性がある。
【結論】対児愛着は妊娠中から形成されるため、妊娠中から対児愛着が良好にな
るような支援を行うことが必要であると考えられた。
(Tokuda, et al. J Psychiatr Res 2021; 140:132-140)

O16-04
子どもの出生月と粗大運動発達の関連について

安光 ラヴェル香保子1,2）、Lucy Thompson1,3）、Elisabeth Fernell1）、
栄徳 勝光2）、菅沼 成文2）、Christopher Gillberg1,3）、 
and the Japan Environment and Childrenʼs Study Group
1）Gillberg Neuropsychiatry Centre, Sahlgrenska Academy, University of Gothenburg, 
Gothenburg, Sweden、 
2）高知大学医学部 環境医学教室、 
3）Institute of Health and Wellbeing, University of Glasgow, Glasgow, Scotland

Aim: The study investigated the association between birth month and child 
gross motor development at 6 and 12 months of age in a large cohort of 
infants (n = 72,203) participating in the Japan Environment and Children’s 
Study (JECS).
Methods: The eligible participants were full-term birth (≥37 gestational 
weeks) with complete set of information on birth month and the Ages and 
Stages Questionnaire (ASQ-3) scores at 6 and 12 months of age. Birth 
month was based on the medical record transcript at birth, and gross motor 
development was assessed by parents using the ASQ-3. Statistical analyses 
were conducted using modified Poisson regression with a robust variance 
estimator.
Results: At 6 months and 12 months, 20.7% and 14.2%, respectively, had 
ASQ-3 indications of gross motor problems. Birth month was strongly 
associated with gross motor development at both time points, particularly at 
6 months. Summer-born infants had the worst outcomes at both 6 months 
and 12 months of age. This outcome applied to the ASQ-3 score itself 
and to the adjusted Relative Risk (aRR), with the highest aRRs (relative 
to January-born) among August-born (aRR 2.51; 95%CI 2.27–2.78 at 6 
months), and June-born (aRR 1.84; 95%CI 1.63–2.09 at 12 months). 
Discussion: We speculate that seasonal factors̶such as maternal vitamin 
D deficiency and influenza infection̶affecting the fetus in early pregnancy 
might account for the findings.
Conclusion: The seasonality during pre-/neonatal periods needs to be 
incorporated in clinical research to properly assess the lifetime health of 
offspring, while further follow-up on the cohort will confirm the long-term 
influence on birth month on child neuromotor development.

O16-05
乳児期に施行した全身麻酔下での外科手術と1歳時点の

発達との関連 ： エコチル調査

小林 喜子1,2）、德田 成美1,3）、足立 祥1,3）、竹島 泰弘1,4）、 
廣瀬 宗孝1,2）、島 正之1,3） 

1）兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター、 
2）兵庫医科大学麻酔科学・疼痛制御科学、 
3）兵庫医科大学公衆衛生学、 
4）兵庫医科大学小児科学

【目的】小児期における全身麻酔の発達への影響が懸念されている。環境省の「子
どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」のデータを用いて、乳児期
に施行した全身麻酔下での外科手術と1歳時点の発達との関連を検討した。
【方法】2011年1月から2014年3月にエコチル調査に登録された妊娠のうち、先天
性疾患のない単胎の正期産児64,141名を対象とした。乳児期に施行された全身
麻酔下の外科手術回数は、児が1歳時の質問票より得た。発達評価には、保護者
が記入する発達スクリーニング質問票である日本語版ASQ-3（Ages and Stages 
questionnaires, Third Edition）を用いた。この質問票は5領域（コミュニケー
ション、粗大運動、微細運動、問題解決、個人社会）により構成されており、各
領域のカットオフ値未満を発達遅延とした。乳児期の全身麻酔下で受けた手術回
数と1歳時点の発達との関連を解析した。
【結果】乳児期に全身麻酔下で受けた外科手術回数は、1回746名、2回90名、3回
以上71名であった。手術回数が増えるほど、5領域全てで1歳時点での発達遅延
の割合が有意に増加した。交絡因子を調整すると、3回以上手術を受けた児は、5
領域全てで発達が有意に遅延していた（手術を受けたことがない児に対するオッ
ズ比[95%CI]：コミュニケーション3.32[1.78-6.20]、粗大運動4.69[2.82-7.81]、
微細運動2.99[1.70-5.28]、問題解決2.47[1.45-4.20]、個人社会2.55[1.51-4.31]）。
【考察】乳児期に受けた全身麻酔下での手術回数が多くなるほど1歳時点での発
達遅延の割合が高く、特に粗大運動領域でその影響が顕著であった。
【結論】乳児期に全身麻酔下の手術を3回以上受けると1歳時点での発達遅延との
関連があり、その影響は粗大運動領域で顕著であった。
 (Kobayashi, et al. Environ Health Prev Med 2020; 25:32)

O17-01
周産期メンタルヘルスの状況 ： 精神科疾患、 新生児体

重、 向精神薬の影響への注目

田中 有咲1,2）、富岡 大1,2）、河合 恵太1,2）、間宮 祥1,2）、沖野 和麿1,2）、
小田 道子1）、野村 美香1）、加藤 明澄3）、松浦 玲3）、長塚 正晃3）、 
山本 和弘4）、佐藤 裕一4）、堀内 健太郎5）、岩波 明2）、稲本 淳子1,2）

1）昭和大学横浜市北部病院 メンタルケアセンター、 
2）昭和大学医学部 精神医学講座、3）昭和大学横浜市病院 産婦人科、 
4）昭和大学横浜市北部病院 総合サポートセンター、 
5）昭和大学藤が丘病院 精神神経科

【目的】妊娠中の精神症状は、妊婦及び新生児の健康状態に影響を与えると予測
され、周産期のメンタルヘルスケアの重要性が注目されている。今回、総合病院
において精神科が治療介入した妊婦に関して精神疾患と治療状況、新生児の状態
を調査し、母子保健に対する精神科介入の有用性を検討した。
【方法】精神科病床を有する昭和大学横浜市北部病院産婦人科と有しない昭和大
学藤が丘病院産婦人科に出産のため受診した妊婦102例を対象とし精神科治療状
況と身体状態、新生児の状態を診療録から後方視的に調査した。本研究は昭和大
学横浜市北部病院臨床試験審査委員会の承認を得て個人情報の保護に関して十
分に配慮して行った。
【結果】ICD-10による診断はF3（気分障害）圏が42例(41.2%)、F4（神経症）圏が
41例(40.2%)であった。両院にて診断割合の比に有意差を認めた(p<0.05)。向精
神薬内服の有無では新生児体重に有意差は認めなかった(p=0.62)。身体疾患を有
した妊婦では新生児体重が低値である傾向があった（p=0.08）。
【考察】精神科病床を有する横浜市北部病院ではF2（統合失調症）圏が多く、両院
全体では精神科疾患はF3圏とF4圏に集中した。向精神薬の内服による新生児体
重への影響は認められず、身体疾患既往といった妊婦自身の身体的問題が新生児
体重に影響を及ぼす可能性が示唆された。
【結論】妊婦には抑うつ気分や不安感が発生した場合、精神科介入による薬物療
法や心理的支援は有用である。精神科介入により、このようなケアの提供だけで
なく妊婦や家族に治療や心理的支援についての正しい情報提供を行うことが重
要である。
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O17-02
1歳6か月児健診総合判定通過児における2年後の支援

を要する判定への変化の寄与要因

西出 りつ子1）、中村 真梨子2）、水谷 真由美1）、谷村 晋1） 
 

1）三重大学大学院医学系研究科 看護学専攻 広域看護学領域、 
2）三重大学大学院医学系研究科 看護学専攻 博士後期課程 
 

【目的】1歳6か月児健診総合判定における通過児が、3歳児健診において要経過観
察以上の支援を要する判定に変化する寄与要因を明らかにする。
【方法】A市の1歳6か月児健診と3歳児健診の両方を受診した児のうち、2011年9
月から2年間の出生児を対象にオプトアウトを行った。1歳6か月総合判定通過児
（異常なし・要指導）について、2年後に支援を要する判定（要経過観察～治療観
察中）への変化の有無2群と1歳6か月児健診16項目の割合を検討、変化を目的変
数とするロジスティック回帰分析によりオッズ比を算出した。
【結果】分析対象は667名、そのうち3歳児健診変化群が190名（28.5%）であった。
ロジスティック回帰分析により調整オッズ比が有意であった項目は、男児1.78 
(95%CI: 1.21-2.64)、「育児環境・保護者支援が必要」3.20 (95%CI: 1.18-8.64)、
観察事項の「積み木ができない／しない」3.90 (95%CI: 1.29-11.85) と「絵板指
差しができない／しない」1.72 (95%CI: 1.01-2.91)であった。
【考察】1歳通過児は5割と少なく、そのうち3割弱が2年後には要経過観察以上の
支援を必要と判定された。判定変化の寄与要因のうち調整オッズ比が有意であっ
たのは4項目であった。うち3項目は保健師の観察事項・判断の項目であり、保健
師の判断の重要性を確認した。
【結論】1歳6か月児健診総合判定における通過児が2年後に要経過観察以上の支
援を要する判定に変化する寄与要因は、男児、育児環境・保護者支援が必要、積
み木または絵板指差しが不可であった。

O17-03
児童用AQ（Autism-Spectrum Quotient） による

分類とGazefinderの視線の関連

加藤 沙耶香、伊藤 由起、榎原 毅、上島 通浩 
 

名古屋市立大学大学院医学研究科 環境労働衛生学 
 
 

【目的】Gazefinderは視線測定装置であり、成人男性の自閉スペクトラム症
(ASD)群と定型発達（TD）群の間に視線の違いがあること、1歳半ではGazefinder
の臨床応用が可能であることの報告がある。しかし、他の年齢の児における評価
結果の報告はない。そこで我々は児童用AQスコアと視線の関連を調べた。
【方法】2011年8月～2014年3月に愛知県一宮市および名古屋市北区に在住の妊
婦に対して調査協力を呼び掛け、約5,500人の子どもが出生した。うち、約5%の
参加者に2年に1回の対面調査を行っている。本研究は、2019年4月から翌年3月
に実施した対面調査に参加し、Gazefinderによる結果が得られた6歳児202名を
対象とした。検査対象者に、1）女性が話しかける場面、2）模様と人物が並んで
いる写真などを見せた。本研究では、ASD群、TD群に分類し各場面での注視時
間の割合を男女別に、2群間の差をt検定により比較した。
【結果】男児91名、女児101名でうちASD群は男児21名、女児16名であった。男
児・女児共に「口静止時における目への注視時間」（男児：ASD群 33±21%、TD
群45±21%　p=0.029；女児:ASD群　29±16%、TD群43±24%　p=0.028）で
あった。
【考察】1歳半児で模様と人物の絵の注視状況がASDとの関連があったと報告が
ある。注視率は成長に伴い変化することも報告されており、今後の視線の変化を
継続して調査をする必要があると考える。

O17-04
小児の携帯情報端末の使用開始年齢と問題行動の程度

との関連 ―北海道スタディ

宮下 ちひろ1）、山崎 圭子1）、田村 菜穂美1）、池田 敦子1,2）、 
福永 久典1）、日景 隆3）、水田 正弘4）、大宮 学4）、岸 玲子1） 

1）北海道大学 環境健康科学研究教育センター、 
2）北海道大学大学院保健科学研究院、 
3）北海道大学大学院情報科学研究院、 
4）北海道大学 情報基盤センター

【目的】海外で携帯情報末端の使用の早期化による小児の問題行動や発達障害の
増加が報告された(Byunら2013; Roserら2016; Thomasら2010)。国内でも携帯
情報末端の使用開始の低年齢化が懸念されている。本研究では、小児の携帯情報
末端の使用開始年齢と問題行動の関連を検討した。
【方法】「環境と子どもの健康に関する北海道スタディ」の参加者で、2021年9月
までに携帯情報末端の使用状況の調査票と子どもの強さと困難さアンケート
(SDQ)の両方が揃う7-18歳の小児を対象とした。小学生・中学生・高生の3群で
層別化した多項ロジスティック回帰分析を用い、従属変数にSDQ（支援の必要性
をHigh Need(高)、Some Need(中)、Low Need(低)の3分類）、独立変数に携帯情
報末端の使用開始の年齢（親が携帯情報末端を子に使わせ始めた年齢や子をあや
すために動画を見せ始めた年齢）、子の調査時年齢、母親の学歴、児の睡眠状況、
インターネット依存、主観的健康観、および発達支援利用の状況を投入した。
【結果・考察】小学生のみで、携帯情報末端の使用開始の年齢が高いほどLow 
need群に対するSome need群とHigh need群の調整済みオッズ比は有意に低下
したが、中高生では関連が認められなかった。携帯情報末端の使用開始年齢だけ
でなく、児の睡眠状況、インターネット依存、主観的健康観、発達支援利用など
もSDQと有意に関連した。
【結論】本結果は横断研究のため因果関係の証明は困難であり、小学生で認めら
れた携帯情報末端の関連は年齢が上がると消失するのか縦断的に追跡する必要
がある。

O17-05
子どものスクリーンタイムおよび問題行動との関連 ： 北

海道スタディ

田村 菜穂美1）、山﨑 圭子1）、宮下 ちひろ1）、池田 敦子1,2）、 
福永 久典1）、日景 隆3）、水田 正弘4）、大宮 学4）、岸 玲子1） 

1）北海道大学 環境健康科学研究教育センター、 
2）北海道大学大学院保健科学研究院、 
3）北海道大学大学院情報科学研究院、 
4）北海道大学 情報基盤センター

【目的】スクリーンタイム(ST)と子どもの問題行動との関連が指摘されている。
本研究では、子どもの使用目的別STと問題行動との関連を評価した。
【方法】対象は環境と子どもの健康に関する北海道スタディの参加者で、2020年
3月～2021年9月までに「携帯電話等の電子機器と無線通信の使用状況に関する
質問票」に回答した7～17歳の3,332人の親子とした。STは、子どもによる回答
で平日・休日1日当たりにテレビ・動画、ゲーム、本・マンガ等の読書、メール・
LINE等の送受信、SNSの閲覧・投稿、授業・宿題などの勉強、描画・写真・動
画の編集をした時間を、6カテゴリ(使用しない、30分未満、30分～1時間、1～2
時間、2～3時間、3時間以上)として分析した。問題行動については、保護者の回
答によるSDQの総得点が13点以上の参加者を何らかの支援が必要なCaseとし
て、ロジスティック回帰分析で分析した。調整要因は子どもの年齢、世帯年収、
兄弟姉妹の有無、発達支援の利用歴、常用薬の服用とした。
【結果】対象者の平均年齢は12.4±2.4歳であり、Caseである子どもは487人
(14.6%)だった。Caseの割合は子どもの年齢が低いほど多くなり、STは子どもの
年齢が上がるにつれて増加した。調整済みモデルで問題行動のCaseは平日に
ゲームを3時間以上使用する子どもでオッズ比 = 3.11(95%信頼区間:1.68-5.74)
となった。また、平日に描画・写真・動画の編集を30分～1時間する子どもでオッ
ズ比 = 2.03(95%信頼区間:1.23-3.34)となった。
【考察】本研究は横断研究であるため、STがCaseのリスク要因となったのか、
Caseの子どもの行動の特徴としてゲーム使用に伴う長いSTとなったのかは不明
である。STと問題行動に関する更なる検討として、今後、縦断的な追跡が必要
と考えられる。
SDQ（Strength and Difficulties Questionnaire：子どもの強さと困難さアン
ケート）
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O18-01
日本人妊婦におけるガラケーとスマートフォンの過剰使

用に関する比較検討

盧 渓、加藤 貴彦 
 

熊本大学大学院生命科学研究部 公衆衛生学講座 
 
 

Objective: Mobile terminals, such as feature phone and smartphone, 
are now established as necessities of our life. Although it has various 
conveniences, it has been reported that mobile phone overuse adversely 
affects mental health such as depression, anxiety, and increased stress 
also. Feature phone uses “calls” rather than “communications” as its main 
function, while smartphones are said to be “net terminals” rather than 
“mobile phones.” In this study, we examined the difference of the evaluation 
scale of overuse due to the difference of the portable terminal and the 
dependence characteristic to the terminal in Japanese pregnant women.
Method: A self-administered questionnaire was distributed to pregnant 
women with consent from the obstetrics and gynecology department of 
a cooperative medical institution in Kumamoto, finally a total of 391 
participators were collected. We evaluated the feature phone use scale 
(STDS), smartphone use scale (J-SDS), and the basic situation of pregnant 
women, performed factor analysis, the finally performed covariance 
structure analysis with AMOS.
Result: A strong correlation was found between feature phone and 
smartphone overuse, with significant differences between Relationship 
maintenance on the STDS subscale, Forbidden feeling painful on the J-SDS 
subscale, and Relationship maintenance seen the association. In addition, a 
positive association was confirmed between the Emotional Reaction of the 
STDS subscale and the Relationship maintenance of the J-SDS subscale.
Conclusion: Feature phone and smartphone overuse showed a significant 
association between emotional subscales, but different characteristics.

O18-02
青森県黒石市小学生児童における歯列状態と生活習

慣 ・ 態癖の関連性

佐藤 啓志1）、森下 聡1）、徳田 糸代2）、和田 啓二2）、山本 幸夫1）、
小林 恒3）、中路 重之4） 

1）ライオン株式会社 研究開発本部 口腔健康科学研究所、 
2）弘前大学大学院医学研究科附属 健康未来イノベーションセンター、 
3）弘前大学大学院医学研究科 歯科口腔外科学講座、 
4）弘前大学大学院医学研究科 社会医学講座

【目的】歯列不正は咬合異常を伴うことが多く、咀嚼等の機能への影響が知られ
ている。また、う蝕や歯周病の2次的要因とも言われており、歯列不正の予防法
の確立は重要課題である。原因として、骨格等の先天的要因に加え後天的要因
（生活習慣・態癖）の関与も報告されているが、十分な知見が蓄積されていない。
本研究では、混合歯列期児童を対象に歯列不正と生活習慣・態癖の関連性を調べ
ることを目的とした。
【方法】青森県黒石市内の全小学校協力の下、小学3～6年生のうち、保護者及び
本人の同意が得られた児童を対象とし、歯列外観写真、生活習慣・態癖(アンケー
ト(計24項目；睡眠時口呼吸、頬杖等）、立ち姿勢(NEC立ち姿勢判別システム)）
のデータを取得した。5、6年生計190名を対象に、各歯列不正と生活習慣・態癖
の関連解析を行った。統計手法は、fisherの正確性検定又はχ二乗検定を用いた。
【結果】53.7%の児童に歯列不正が認められ、上位は叢生27.7%、上顎前突19.3%、
過蓋咬合16.3%であった。叢生と生活習慣・態癖の関連を確認した結果、睡眠時
口呼吸(オッズ比2.3)に有意な関連(p<0.05)、日中口呼吸(オッズ比1.8)、立ち姿勢
(猫背；オッズ比2.2)等に関連傾向（p<0.1）が認められた。
【考察】これまで叢生と生活習慣・態癖の関連は症例報告に留まっていたが、本研
究により200名規模で関連性を確認した。一方で本結果は横断解析による結果で
あり、今後経年データを用いた縦断解析による因果関係の推定が課題である。
【結論】本調査により、叢生と関連が示唆される生活習慣・態癖として、口呼吸や
姿勢等を見出した。

O18-03
学童児の自閉スペクトラム症傾向と感覚特性の関係

伊藤 由起、加藤 沙耶香、金子 佳世、玉田 葉月、松木 太郎、
榎原 毅、上島 通浩 

名古屋市立大学大学院医学研究科 環境労働衛生学分野 
 
 

【背景】自閉スペクトラム症（ASD）は、社会的コミュニケーションおよび対人相
互性反応の持続的な障害、興味の限局と常同的・反復的行動を主徴とする神経発
達症である。米国精神医学会の精神疾患の診断・統計マニュアル第5版（DSM-5）
において、ASDの中核的兆候の1つに感覚過敏や鈍麻といった感覚特性が挙げら
れている。本研究では、非定型の感覚特性が最も顕著であるとされている8歳前
後のASD傾向と、感覚特性の関係を明らかにすることを目的とした。
【方法】環境省エコチル調査愛知ユニットセンターの参加者が7～8歳の時点で、
保護者にAQ日本語版自閉症スペクトラム指数（以下、AQ）および日本版感覚プ
ロファイルSP（以下、SP）の回答をお願いした。両方の回答の得られた1457人の
うち、回答漏れを除いた1265人分（男児638人、女児627人、7.8±0.6歳）を対象
とした。AQは総合点のカットオフ・スコアを、SPは「高い」の各カットオフ・
スコアを基に各象限、セクション、因子別に集計をし、X2乗検定を行い、p<0.05
を有意差ありとした。
【結果・考察】125名がAQの総合点のカットオフ・スコア以上であった。この
ASD傾向児の方が、SPの何れの象限、セクション、因子においても「高い」の
カットオフ・スコア以上の割合が多かった。他方、これまでにASDと診断された
と回答のあった児26名のうち11名は、AQの下位項目の1つ以上がカットオフ・
スコア以上であったが、総合点はカットオフ・スコア未満であり、総合点のみの
判断には注意が必要である。

O18-04
学童期の日常生活習慣と体格 ・ 血清脂質との関連

槙野 裕也1）、蓮沼 英樹1,2）、徳田 成美1,2）、田中 靖彦2,3）、 
谷口 直子2,3）、島 正之1,2） 

1）兵庫医科大学公衆衛生学、 
2）兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター、 
3）兵庫医科大学小児科学 

【目的】わが国では生活習慣病の増加が社会問題となっているが、小児期におけ
る肥満等がそのリスク因子となる可能性が指摘されている。環境省による「子ど
もの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」の追加調査として、学童期に
おける日常生活習慣と体格・血清脂質との関連について検討した。
【方法】兵庫県尼崎市のエコチル調査参加者のうち、小学2年生時の学童期検査に
参加した者を対象とした。同意の得られた児童は身体測定と採血を行い、日常生
活習慣は保護者に質問票に回答してもらった。今回は2019年7月～2021年10月
の参加者を解析対象とした。
【結果】学童期検査には1,987名が参加し、本研究への同意が得られたのは1,894
名（2019年度431名、2020年度803名、2021年度660名、同意率95.3%）であった。
血清総コレステロール値（mg/dL,平均±標準偏差）は、2019年度170.3±26.0、
2020年度176.4±24.9、2021年度173.5±25.8、BMIはそれぞれ15.7±1.8、16.3
±2.0、15.9±1.9、体脂肪率(%)は13.0±5.5、15.0±6.1、13.6±5.6であり、い
ずれも2020年度が最も高かった。一方、テレビ、ゲーム、パソコン等を使用する
時間も2020年度が最も長く、平日に1時間以上または休日に2時間以上使用する
者は体脂肪率とBMIが有意に高かった。また、平日、休日ともに2時間以上使用
する者は血清LDLコレストロール値が有意に高かった。
【考察】2020年度には小学生のテレビ、ゲーム、パソコン等の使用時間が長く、
新型コロナウイルス感染拡大に伴う自粛によって屋外活動が制限された影響と
考えられた。同年には血清脂質値、体脂肪率、BMIも最も高く、特にテレビ等の
使用時間が長い者では有意に高いことから、身体活動の重要性が示唆された。
【結論】コロナ禍による自粛のために小学生のテレビ、ゲーム等の使用時間が長
くなり、それが肥満や血清脂質高値のリスク因子となる可能性が示された。
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O18-05
学童期のアレルギー素因と症状との関連

小嶋 和絵1）、蓮沼 英樹1,2）、徳田 成美1,2）、田中 靖彦2,3）、 
谷口 直子2,3）、島 正之1,2） 

1）兵庫医科大学公衆衛生学、 
2）兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター、 
3）兵庫医科大学小児科学 

【目的】小児のアレルギー疾患は増加傾向にあり、ライフスタイルの変化などの
環境因子の関与が指摘されている。環境省による「子どもの健康と環境に関する
全国調査（エコチル調査）」の追加調査として、学童期における血清IgEとアレル
ギー症状との関連を検討した。
【方法】兵庫県尼崎市のエコチル調査参加者のうち、小学2年生時の学童期検査に
参加した者を対象とした。同意の得られた児童は採血を行い、血清総IgEと特異
IgE抗体（ヤケヒョウヒダニ、スギ、動物上皮等の3項目）を定量した。アレルギー
症状の有無は保護者に質問票に回答してもらった。今回は2019年7月～2021年
10月の参加者を解析対象とした。
【結果】学童期検査には1,987名が参加し、本研究への同意が得られたのは1,894
名（2019年度431名、2020年度803名、2021年度660名、同意率95.3%）であった。
医師に喘息と診断されたことがある割合は、2019年度16.2%、2020年度15.7%、
2021年度11.4%、過去2年間に喘鳴症状があった割合は、それぞれ10.4%、7.4%、
6.0%であり、いずれも年々低下傾向であった。過去1年間の鼻・結膜炎症状につ
いても、29.5%、28.2%、27.3%とわずかに低下傾向が認められた。一方、総IgE
の幾何平均値(IU/mL)は、それぞれ103.1 (95%信頼区間：88.1-120.7)、128.8 
(115.1-144.2)、117.6 (103.9-133.2)であり、2020年度が最も高かった。特異IgE
陽性率（クラス2以上）の割合も、ダニ、スギ、動物上皮のいずれも2020年度が最
も高率であった。
【考察】学童期のアレルギー有症率は年々低下傾向であったが、血清総IgE及び特
異IgEは2020年度が最も高く、アレルギー素因を有していても発症しない者が多
いことが明らかとなった。新型コロナウイルス感染拡大に伴う休校措置などによ
る日常生活の変化が関係しているのかもしれない。
【結論】アレルギー素因がある小児において、症状の発現には日常生活をはじめ
とする環境要因が関与している可能性が示された。

O18-06
幼少期におけるダニアレルゲンとエンドトキシンへの曝

露が喘息及び喘鳴の発症に及ぼす影響

蓮沼 英樹1,2）、余田 佳子1）、徳田 成美2）、谷口 直子2,3）、 
竹島 泰弘3）、島 正之1,2） 

1）兵庫医科大学公衆衛生学、 
2）兵庫医科大学 エコチル調査兵庫ユニットセンター、 
3）兵庫医科大学小児科学 

【目的】幼少期におけるダニアレルゲンとエンドトキシンへの曝露が喘息及び喘
鳴発症に及ぼす影響を検討した。
【方法】エコチル調査の詳細調査の参加者5,017名を対象に、子どもが1歳6か月時
に家庭訪問を行い、子どもの敷き布団からクリーナーでダストを捕集し、ダスト
中のダニアレルゲンとエンドトキシンの濃度を測定した。各濃度を四分位(Q1～
Q4)に分割して、子どもの3歳までの喘息及び喘鳴の発症との関連を発症年齢別
にロジスティック回帰分析により解析した。喘息及び喘鳴は1歳、2歳、3歳時の
質問票で評価した。
【結果】子どもの0～3歳までの喘息、喘鳴の累積発症率はそれぞれ10.9%、38.3%
であった。喘息の発症頻度は、ダニアレルゲン濃度のQ4群はQ1群に比べて、1-2
歳で1.91倍、2-3歳で1.99倍と有意に高かった。喘鳴の発症頻度はQ4群では0-1
歳で1.55倍と高かったが、1歳以降では差はみられなかった。一方、エンドトキ
シン濃度のQ4群はQ1群に比べて、2-3歳における喘息、喘鳴の発症頻度はそれ 
ぞれ2.00倍、1.78倍と有意に高かったが、2歳までの発症頻度に差はみられな
かった。
【考察】幼少期におけるダニアレルゲン及びエンドトキシンへの高濃度曝露によ
り、喘息及び喘鳴の発症頻度が高くなることが観察された。本研究の限界として
は、喘息及び喘鳴の評価には母親からの自記式質問票を用いたこと、ダニアレル
ゲンとエンドトキシンの測定は1歳6か月時点のみであったことである。
【結論】幼少期におけるダニアレルゲンとエンドトキシンへの高濃度曝露により、
0～3歳における喘息及び喘鳴の発症頻度が高まることが認められた。
(Hasunuma H, et al. Clin Transl Allergy. 2021; 11(8): e12071)

O19-01
大阪府内における性感染症の現状分析

（当院現状との比較）

永井 孝尚 
 

TAKA LADIES CLINIC 
 
 

【目的】主に若年者の間で蔓延している性感染症の大阪の現状を報告する。性風
俗従事者の患者が多い当院での結果も併せて評価を行う。
【方法】大阪産婦人科医会の性感染症調査票の結果をもとに大阪府内の現状分析
を行い当院結果についても集計を行う。
【結果】大阪府内における性感染症の罹患状況では最近3年間に年次変化は認め
られなかった。定点医療機関あたり頸管クラミジア1～2人/月、性器ヘルペス0.4
～0.5人/月尖圭コンジローマ0.1～0.2人/月、淋病0.1人未満/人であった。当院の
患者における性感染症の割合は、頸管クラミジア20人程度、ヘルペス15名、尖圭
コンジローマ5名、淋病10名程度であり、大阪府全体の結果に比べ明らかに高
かった。大阪府では口腔内の淋病、クラミジアに関して調査がなされていないが
当院での罹患者でみると、口腔内の割合は子宮頚管の検査と同等に高い水準で
あった。
【考察】一般的な産婦人科診療の施設に比べ、当院は立地条件から性風俗従事者
の患者割合が高く、すべての性病で罹患割合が高い傾向がみられた。また、口腔
内での性感染症の発症率も高い水準であった。複数の性感染症を同時に罹患して
いる患者も多数存在していた。報告は少ないが肛門での性感染症罹患も存在し、
肛門内の性感染症も仕事内容によっては施行する必要がありそうである。

O19-02
インフルエンザワクチン接種による細胞性免疫の測定と

比較

大谷 成人1）、奥野 壽臣2）、植田 貴史3）、中嶋 一彦3）、 
余田 佳子1）、蓮沼 英樹1）、島 正之1） 

1）兵庫医科大学医学部 公衆衛生学、 
2）兵庫医科大学医学部 病原微生物学、 
3）兵庫医科大学医学部 感染制御部 

【目的】インフルエンザワクチンの有効性の評価は、液性免疫にて行われること
が多いが、感染防御能の評価は液性免疫だけでは十分ではなく細胞性免疫（cell-
mediated immunity: CMI）と合わせて考える必要があると考えられている。し
かし、一般的に行われているCMIの測定は、末梢血単核細胞（Peripheral Blood 
Mononuclear Cells：PBMC）に分離するなどの処理が必要であり、簡便に測定
することが出来ない。本研究では、先行研究で行った全血を用いて簡便にCMIの
測定を行う測定法（Otani et al., 2016）とPBMCに分離して行う測定法との比較
を行うことを目的とした。
【方法】健常な成人26名から同意を得て、インフルエンザワクチン接種前後に採
血を行った。得られた全血をPBMCに分離し、4種の抗原 [A (H1N1)、A (H3N2)、
B(山形系統)、B (ビクトリア系統)]をそれぞれ加え、48時間培養したものをPBMC 
(day 2)、96時間培養したものをPBMC (day 4)、抗原と全血を48時間培養したも
のを全血(day 2)とし、ワクチン接種前後にそれぞれのCMIの測定を行った。本
研究は本学倫理委員会において承認を受けている。
【結果】全血(day 2)とPBMC (day 4)の関連のスピアマンの相関係数は、4つの抗
原[A(H1N1)、A(H3N2)、B(山形系統)、B(ビクトリア系統)]について、ワクチン
接種前がそれぞれ(0.55,0.61,0.58,0.70)、ワクチン接種後はそれぞれ(0.40,0.45, 
0.62,0.52)であった。また、これら全血(day 2)とPBMC (day 4)の間ではワクチ
ン接種前後のCMI値においてそれぞれ有意な相関関係を認めた。また、ワクチン
接種前の値を基準値として、ワクチン接種後のIFN-γの産生量が1.5倍以上の上昇
を陽性とした場合の陽性率は、いずれの抗原についても、全血(day 2)とPBMC 
(day 4)の間で、有意な差はなかった。
【結論】CMIの測定を全血で行った場合とPBMCに分離し細胞数を計測して行っ
た場合とでは同様の結果が得られることが示唆された。全血を用いることによ
り、CMIの測定がこれまでより簡便かつ短期間に行うことが可能と考えられる。
【謝辞】本研究はJSPS科研費17K09143の助成を受けた。
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O19-03
母体血と臍帯血のペア検体におけるRSウイルスに対す

る中和抗体価とエピトープ特異抗体

増山 郁1,6）、橋本 浩一1,5）、則藤 桜子1）、佐藤 晶子5）、久米 庸平1）、
前田 亮1）、佐藤 真紀1）、佐藤 晶論1）、経塚 標2,5）、藤森 敬也2,5）、
西郡 和秀3,4）、篠木 恒成5）、安村 誠司4,5）、佐久間 弘子6）、細矢 光亮1,5）

1）福島県立医科大学医学部 小児科学講座、2）福島県立医科大学医学部 産婦人科学講座、
3）福島県立医科大学 ふくしま子ども・女性医療支援センター、 
4）福島県立医科大学医学部 公衆衛生学講座、5）エコチル福島ユニットセンター、 
6）公益財団法人星総合病院 小児科

【目的】小児において1歳までに約80%がRespiratory Syncytial ウイルス(RSV)
感染症に罹患する。特に出生後早期の乳幼児においては、しばしば重症下気道炎
により入院加療が必要になる。一方、RSVへの高い血清中和抗体価（neutralizing 
antibody titer：NAT）を持つ母から出生した児はRSV感染症の重症化から免れ
ることが知られている。今回、RSVへの中和抗体の質的な検討を目的に、出生時
の母児ペア血清検体を用いRSVに対するNAT、中和エピトープ特異抗体（Epitope- 
specific antibodies：ESA）を測定した。
【方法】エコチル調査の追加調査として、環境省および本学の倫理委員会の承認
を得て実施した。エコチル調査参加者のうち、2011年1月から2014年4月までに
福島県内で分娩し、利用可能な412組のペア血清検体（母体血、および臍帯血の
計824検体）を用いた。RSVへのNATは、RSV-A型およびB型を用いてウイルス
中和試験を行い、中和エピトープであるsite φ、site Ⅱaに対するESAはELISA
法にて測定した。研究への協力意思はオプトアウト方式により確認した。
【結果】児の在胎期間の中央値は39週3日だった（四分位範囲：38週1日–40週5
日）。NATとESA値は臍帯血の方が母体血より若干高値であった。母体血と臍帯
血のRSV-A型のNATは正の相関を示した（r=0.75）。また、母体血と臍帯血のsite 
φとsite Ⅱaに対するESA値もそれぞれ正の相関を示した（site φ：r=0.76、site Ⅱ
a：r=0.69）。さらに、母体血では、RSVに対するNATとESA値が正の相関を示
し、特にsite IIaよりsite φに対する相関が高かった（site IIa：RSV-A型 r=0.19、
RSV-B型 r=0.31、site φ：RSV-A型 r=0.70、RSV-B型 r=0.48）。
【考察・結論】正期産の乳児では、RSVのsite φとsite Ⅱaに対するESAが母親か
ら十分な量が移行することが確認された。特にsite φ対するESAはNATに寄与し
ていた。

O19-04
パンデミック後の日本における水痘の疫学動態 ： 新型コ

ロナウイルス感染症の公衆衛生対策の影響の検討

鈴木 絢子、西浦 博 
 

京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 
 
 

【目的】本研究の目的は新型コロナウイルス感染症の世界的流行による公衆衛生
対策が日本における水痘感染症の疫学動態に与える影響を定量的に検討するこ
とである。
【方法】感染症発生動向調査の水痘発生届出数と、人口動態調査（出生数）及び将
来推計人口のデータを用いて、日本における水痘に対する感受性者数を推定する
と共に、新型コロナウイルス感染症の公衆衛生対策の影響を考慮した水痘感染症
の疫学動態の再構築を行なった。2011年から2021年までを水痘ワクチン定期接
種導入前（2011から2014年）、導入後（2015から2019年）、パンデミック期間
（2020から2021年）の3つの年代に分け、週別水痘発生届出数にバランス方程式
を適合し、日本における感受性人口の水痘感染リスクを年代別に推定した。推定
したパラメータを用いてパンデミック後の伝播動態を推計した。
【結果】2020年以降、水痘発生数に急な減少が観察された。感受性人口は経時的
に減少してきたが2020年以降のパンデミック期間は水痘感染リスクの低下を認
め、感受性人口は横ばいに推移し、大規模な流行が発生するような増加は見られ
なかった。パンデミック後に水痘感染者数は、パンデミック前と同等から軽度の
上昇に留まり、感受性人口は再び減少に向かうことが示された。
【結論】新型コロナウイルス感染症の公衆衛生対策により日本における水痘感染
症の疫学動態の急な変化が観察されたが、感受性人口の増加は見られずパンデ
ミック後の大規模流行の可能性は低いことが示唆された。

O19-05
気候変動下でのデング感染症の国内発生リスク評価

林 克磨、西浦 博 
 

京都大学 
 
 

【目的】2014年東京都代々木公園を中心としたデング熱流行以降、国内での大規
模なデング熱流行は観測されていない。しかし、気候変動下でのデング熱の発生
リスクを予測し、可能な適応策を検討するためツールの開発は喫緊の課題であ
り、それにはモデリング技術が必要である。本研究の目的は，日本における気候
変動下でのデング熱のリスクを予測し、さらに、そのリスクを最小化するための
適応策を検討することである。
【方法】国立環境研究所が公開しているCMIP6（Coupled Model Inter-comparison 
Project - 6th generation）を用いた。地理的メッシュの空間解像度は1km四方、
時間解像度は日平均気温と日平均降水量を用いて日単位とした。デング熱流行国
からの渡航者数と2019年までの罹患率を用いて、デング熱輸入のリスクを推定
した。有効繁殖数は、気温と降水量を変化させた場合のAedes albopictusの感染
と可能性のある生息数に関連する変数を用いて計算した。また、デング熱の絶滅
確率を分岐過程モデルから導き出した。
【結果】日本におけるデング熱の発生確率は、最も楽観的なRCP2.6シナリオを採
用した場合でも、将来的に着実に増加すると予測された。また、悲観的である
RCP8.5シナリオでは、人口密度や東南アジアからの渡航者数が多い地域を中心
として、国内のどこかでは小規模なデング熱の流行が、毎年発生することが示唆
された。
【結論】気候変動下での国内における2100年までのデング熱の時空間的リスク評
価を行うことに成功した。

O20-01
日本国内におけるアクティビティごとの新型コロナウイ

ルス集団感染リスクの定量的評価

植田 陽、林 克磨、西浦 博 
 

京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 環境衛生学教室 
 
 

【目的】流行当初より、新型コロナウイルスの感染予防には三密(密接、密集、密
閉)を伴う環境条件が重要であるとされてきた。但し、クラスター発生情報に基
づいて、アクティビティごとの集団発生リスクが十分に定量化されたかと言えば
そうではない。同一アクティビティであっても感染リスクの定性的分類は国に
よって異なる。本研究の目的はその定量化に取り組むことである。
【方法】自治体またはメディアが公表したクラスター発生に係る情報を系統的に
収集し、施設区分ごとにクラスター発生件数と規模を検討した。その上で、施設
の利用単位を示す「イベント」を定義し、「イベントあたりクラスター発生リス
ク指標」を算出した。同期間のイベントあたりの利用人数と利用時間の違いを加
味し、人数調整および人時調整を行った評価も考案した。また、飲酒や学校種別
などの相対リスクを理解するために、特定の施設区分を基準とした相対的評価を
行った。
【結果】人数調整後のイベントあたりクラスター発生件数（件/100万イベント･人）
では、高齢者福祉施設で最も高く、次いで障害者福祉施設、病院、警察、劇場の
順であった。同指標のオッズ比は一般飲食店を1としたとき、接待を伴う飲食店
が73、カラオケが17、酒類を提供する飲食店が9であった。
【考察】施設区分ごとの利用時間は平均値であるが、定量的なリスクの高低につ
いてクラスター形成をアウトカムとした初の評価を行うことができた。クラス
ターの種別による診断バイアスや報告バイアスは加味されておらず、施設間の
オッズ比の違いの解釈には注意を要する。
【結論】アクティビティごとのクラスター発生リスクの定量的な評価が実施された。
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O20-02
ヒト移動の勧奨による新型コロナウイルス感染症流行の

空間的拡大に関する検討

安齋 麻美、Sung-mok Jung、西浦 博 
 

京都大学大学院医学研究科 
 
 

【目的】新型コロナウイルス感染症について、ヒト移動率と都道府県別新規陽性
者数のデータを分析し、ヒト移動の勧奨と感染の空間的拡大の程度を明らかにす
ること。
【方法】国内において2020年7－12月にみられた第2－3波の流行を分析対象とし
た。各都道府県の新規陽性者数の時系列データを用い、過去7日間の人口10万人
当たりの新規陽性者数が1人、3人、5人、7人以上の都道府県数の推移について、
移動の勧奨の影響を分割時系列分析(Interrupted time series: ITS)を用いて検
討した。共変量として気温を含んだモデルでも検討を行った。
【結果】新規陽性者数（/人口10万人/週）が1人、3人、5人、7人以上のいずれの場
合にも観光支援策第2弾の介入前後で傾きに変化が認められた。気温の影響を考
慮したモデルにおいても、傾きの変化があった。
【考察】ヒト移動の勧奨によって流行の空間的拡大が起こったものと考えられる。
流行状況に影響を与える可能性がある気温の変化で調整した場合も移動の勧奨
に関する影響が見られた。他方、流行に対しては様々な対策が実施されていた時
期であり、それらの影響を完全に除外することができないことは限界点である。
【結論】ヒト移動の積極的干渉によって流行の空間的拡大が加速化された。今後
の流行対策で空間的拡大を予防する上において因果推論を事前に可能にしてお
くことが極めて重要であると考えられた。

O20-03
サーベイランスデータを活用した新型コロナウイルス感

染症の予防接種効果の推定

西浦 博 
 

京都大学大学院医学研究科 
 
 

【目的】日本では2021年2月中旬以降に12歳以上の全国民を対象に予防接種が実
施された。その際の観察データに基づく有効性を評価するには、十分に疫学デー
タの生成過程を捉えた推定手法が求められる。
【方法】サーベイランスHER-SYSデータでは感染者の予防接種歴と接種時期を
記録してきた。本研究では同データを利用して予防接種の有効性を推定する手法
を考案した。生存解析で想定されているように、予防接種者の感染ハザードは未
接種者のそれと比較して定数倍に低いと仮定し、それが予防接種効果を反映して
いるものと想定した。
【結果】性・年齢別の有効性の推定値が得られた。デルタ株の割合が急速に拡大す
る2021年6－7月の観察データを分析することにより、1回接種では45－60%、2
回接種では85－95%の有効性を認めた。
【考察】検討時期までに2回接種を終えた者の95%以上はBNT162b2の接種をし
た者である。諸外国における推定値と同等の効果が日本でも認められた。
【結論】予防接種歴と接種時期をサーベイランス情報の一部として収集すること
が極めて重要であることが示された。

O20-04
COVID-19の予防接種により直接回避された感染者

数および死亡者数の推定

茅野 大志、笹波 美咲、小林 鉄郎、西浦 博 
 

京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 
 
 

Purpose: An introduction of vaccination against the severe acute 
respiratory syndrome coronavirus-2 (SARS-CoV-2) has alleviated the 
COVID-19 related burdens, but direct effect has yet to be quantified in 
Japan. The present study aims to estimate the averted number of COVDI-19 
infections and deaths directly attributable to mass vaccination campaign by 
age and sex using a simple statistical model.
Methods: We used confirmed cases as registered to HER-SYS (3 Mar – 
25 Sep 2021) and COVID-19 related deaths publicly reported (3 Mar – 5 
Sep 2021). The immune proportion was estimated from the vaccination 
coverage based on the Vaccination Record System and Vaccination System. 
Multiplying incidence rate differences between unvaccinated and vaccinated 
people to an estimated immune fraction of the population, total averted 
burdens were calculated.
Results: In both outcomes, the numbers of averted estimates were the 
highest in elderly aged 65 years and older. In total, we estimated that 
651,492 (95% confidence interval: 577,890–725,094) COVID-19 cases and 
7,208 (1,783–12,634) deaths associated with SARS-CoV-2 were averted 
during the period of our analysis.
Conclusions: Mass vaccination contributed to reducing the number of 
infections with SARS-CoV-2 and COVID-19-related deaths approximately 
by 40% and 50%, respectively. Preventive effect will be further accumulated 
as the epidemic process moves forward.

O20-05
新型コロナウイルス感染症のワクチン接種のリアルタイ

ムモニタリング

笹波 美咲、茅野 大志、西浦 博 
 

京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 
 
 

Objective: In Japan, COVID-19 vaccination started on February 17, 2021. 
Timing of vaccination and risk of severe illness of COVID-19 greatly vary 
with age. The present study aimed to monitor age-specific fraction immune 
due to vaccination.
Methods: We used the Vaccination System and the Vaccination Record 
System data from February 17 to October 17, 2021. Addressing two 
important sources of time delay, namely, (1) reporting delay and (2) days 
required to build up immunity from the date of vaccination, we estimated the 
immune fraction by age group.
Results: The proportion immune to COVID-19 infection was estimated to 
be 6.7% (95% confidence interval: 6.5–6.9), 49.3% (48.5–50.0), 56.2% (55.4–
56.8), 69.2% (68.6–69.5) and 76.1% (76.0–76.1), respectively, among people 
aged 0–14, 15–29, 30–44, 45–64 years, 65 years old and older. 
Discussion/Conclusion: The proportion immune to COVID-19 infection 
substantially varied by age groups. A substantial proportion of young adults 
remain susceptible.
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O21-01
COVID-19後遺症の実態調査

阿部 夏音1）、実綿 慶2）、北原 良洋2）、沖本 真史2）、杉山 文1）、 
秋田 智之1）、谷峰 直樹3）、大段 秀樹3）、久保 達彦4）、永澤 昌5）、
中西 敏夫5）、高蓋 寿朗2）、田中 純子1）

1）広島大学大学院医系科学研究科 疫学・疾病制御学、 
2）広島市立舟入病院、3）広島大学大学院医系科学研究科 消化器・移植外科学、 
4）広島大学大学院医系科学研究科 公衆衛生学、 
5）市立三次中央病院

【目的】COVID-19治癒後の後遺症の実態を明らかにする。
【方法】2020年8月から2021年3月に広島県内の2病院において、COVID-19治癒
後患者を対象に後遺症、うつ・不安障害 (K6)、労働機能障害 (WFun) 等に関す
るアンケート調査を行い、後遺症の頻布を症状種類別、年代別、COVID-19発症
中の重症度別に算出した。後遺症の有無、うつ・不安障害の有無に関連する因子
をロジスティック回帰モデルを用いて探索した。
【結果】COVID-19治癒後患者140人が回答し、そのうち回答に不備のない127人 
(男性 52.8%、年齢中央値 51 (IQR 32-58) 歳) を解析対象とした。COVID-19発
症から中央値29 (IQR 23-128) 日経過時点で52.0% (COVID-19軽症者の50.5%、
中等症以上の64.7%) に後遺症を認めた。頻度の高い症状は、嗅覚障害 (15.0%)、
味覚障害 (14.2%)、咳 (14.2%) であった。多変量解析の結果、高年齢が後遺症あ
りに有意に関連する独立した因子であった (60歳以上 vs 40歳未満 AOR 3.84、
p=0.0139)。うつ・不安障害の可能性 (K6:5点以上) を30.7% (男性17.9%、女性
45.0%) に認め、女性、後遺症ありが独立したうつ・不安障害リスク因子であっ
た。WFunを用いた評価では29.1% (男性20.9%、女性38.3%) に労働機能障害の
可能性を認めた。
【考察】COVID-19発症中に酸素吸入を必要としなかった軽症者においても、
50.5%が後遺症を有しており、COVID-19発症中の重症度を問わず後遺症に留意
し、フォローアップを行う必要性が示唆された。また後遺症のある患者はうつ・
不安障害のリスクが高く、精神的症状にも留意する必要がある。
【結論】COVID-19治癒後患者の52.0%に後遺症が認められた。今後大規模かつ
長期的なコホート研究による検証が望まれる。

O21-02
新型コロナウイルス感染症流行下における首都圏就労

者の体重、 身体活動、 自覚症状の変化

須賀 万智1）、島崎 崇史1）、山内 貴史1）、柳澤 裕之1）、 
川井 三恵2） 

1）東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座、 
2）公益財団法人 東京都予防医学協会 
 

【目的】2020年11月に首都圏在住者に実施したアンケート調査から、新型コロナ
ウイルス感染症（COVID-19）流行に伴う主観的健康感の悪化を認めた（Suka 
et.al. Environ Health Prev Med 2021）。本研究では、定期健康診断データを用
いて、首都圏就労者の体重、身体活動、自覚症状の変化をCOVID-19流行前
（2018年度から2019年度への変化）と流行下（2019年度から2020年度への変化）
で比較した。
【方法】公益財団法人東京都予防医学協会で2018、2019、2020年度に実施された
職域定期健康診断データを分析した。15～64歳男女のうち受診間隔12±2ヶ月以
内であった者を抽出し、ベースライン（2018、2019年度）から1年後（2019、2020
年度）の変化を調べた。体重は変化量の平均［95%信頼区間］を計算し、肥満
（BMI≧25）とやせ（BMI＜18.5）が生じた割合を求めた。身体活動低下は歩行毎
日1時間と運動週2回30分を止めた割合、自覚症状は全20項目のいずれかが生じ
た割合を求めた。
【結果】分析対象者はCOVID-19流行前が男性42,707名、女性28,035名、流行下
が男性28,988名、女性18,799名である。1年後の体重変化は、COVID-19流行前
が男性＋0.43［0.39-0.46］kg、女性＋0.44［0.40-0.49］kgに対し、流行下で男性
＋0.70［0.69-0.71］kg、女性＋0.49［0.48-0.50］kg（COVID-19流行前を基準と
した年齢調整値）と、特に男性で増加幅の拡大が顕著であった。肥満、やせ、身
体活動低下の発生は、COVID-19流行前を基準とした標準化発生比が男女とも1
を上回り（1.21～1.27）、流行下で発生率が高まった。一方、自覚症状の発生は男
女とも1を下回り（0.85～0.89）、流行下で発生率が下がった。
【考察】COVID-19流行下で身体を動かす機会が減り、体重管理がこれまで以上
に難しくなっている可能性が示唆された。自覚症状の発生減少は当初の予想に反
した結果であったが、テレワークで仕事の裁量度が増したことなどが関係してい
るのかもしれない。ただし、選択バイアスを生じた可能性があることに注意する
必要がある。

O21-03
新型コロナワクチンに対する医療科学部の大学生への

半構造化面接調査結果

吉田 佳督1）、吉田 康子2） 
 

1）修文大学医療科学部、 
2）名古屋市立大学大学院薬学研究科 
 

【目的】今般のコロナ禍に対して、その対策の切り札として新型コロナワクチン
接種があげられるが、世界的にもそのコミュニティーの約7割の市民が接種した
段階で顕著に接種率が頭打ちとなる現象が生じている。このため、この要因を検
討することを目的として本調査研究を行った。
【方法】愛知県下のA大学の臨床検査学科の1,2年生それぞれ男女3名ずつの計12
名を対象に、新型コロナワクチン接種に関連する事項について半構造化面接調査
を行った。
【結果】「ワクチン接種は打ちたくないというわけではないが、不安である」「新
型コロナウイルスが怖いので、早く打ちたい」「ワクチン接種が強制でないのな
らば打たない」「このmRNAワクチンを1年前、2年前に打っている人がいないか
らちょっと怖い」という意見があった。一方で、将来親になった場合に、生まれ
てきた子供に定期予防接種を受けるか否かという問いには、12名とも肯定的な
回答であった。
【考察】自らの子供に定期ワクチンを打つことについては、そのメリットを感じ
ており、接種を希望するという回答であったことから、今回の新型コロナワクチ
ン接種への抵抗感については、ワクチン接種自体への不安感や懸念ということで
はないと思われる。一つには新型コロナワクチンが、新しい機序によるmRNAワ
クチンであることから、長期的な安全性の点で懸念されるという点がワクチン接
種に抵抗感を持つことにつながっていると推察される。
【結論】新型コロナワクチン接種については、その有効性とともに安全性につい
ても、国が中心となり積極的に情報収集を行い、正確な情報提供をすることが、
今後のさらなる感染症対策を行う上で極めて重要であろう。

O21-04
高齢者の通いの場への参加とパンデミック下の感染予

防/健康行動 ： JAGES2019-2020縦断研究

木村 美也子1）、井手 一茂2）、佐藤 豪竜3）、方 恩知4）、 
尾島 俊之5）、近藤 克則2,4,6） 

1）聖マリアンナ医科大学、 
2）千葉大学、3）京都大学大学院医学研究科、 
4）日本老年学的評価研究機構、5）浜松医科大学、 
6）国立長寿医療研究センター

【目的】高齢者のCOVID-19流行前の通いの場の参加の有無とCOVID-19流行期
における感染予防/健康行動の関連を検討することを目的とした。
【方法】日本老年学的評価研究の2019年（COVID-19流行前），2020年（COVID- 
19流行後）の自記式郵送調査を用いた縦断研究で，両時点の調査に回答した全国
10市町の要介護認定を受けていない65歳以上の高齢者9,231人を分析対象とし
た。感染予防/健康行動を目的変数，通いの場の参加の有無を説明変数としたポ
ワソン回帰分析を行った。調整変数は2019年時点の年齢，性，等価所得，教育，
同居，就労，疾患の有無，特定警戒都道府県居住の有無，手段的日常生活自立度
とした。
【結果】COVID-19流行前に通いの場に参加していた高齢者は非参加者に比べ，
COVID-19流行期により「こまめに部屋の換気又は除菌を行う」（IRR=1.09, 
95%CI:1.03-1.15, p=0.004）, 「ストレッチや運動を行う」（IRR=1.51, 95%CI: 
1.42-1.60, p<0.001）,「栄養のある食事をとる」（IRR=1.13, 95%CI:1.07-1.19, 
p<0.001）, 「外出を控えることや外出時のマスクの着用を他人に勧める」（IRR= 
1.18, 95%CI:1.07-1.30, p<0.001）,「徹底した感染予防/健康行動をとる」（IRR= 
1.24, 95%CI:1.15-1.33, p<0.001）ことが示された。
【考察】通いの場の参加者ほどCOVID-19流行期により感染予防/健康行動に努め
ていた。これは，通いの場の参加継続を目指して感染予防に努めた可能性，また
参加により多くの感染予防/健康行動に関連する情報が入手でき，それが行動に
反映された可能性が考えられる。ただし，元々通いの場の参加者ほど健康に関心
があり，COVID-19流行後も普段の健康行動の延長として，感染予防/健康行動に
努めていた可能性もある。
【結論】通いの場に参加していた高齢者はCOVID-19流行期により感染予防/健康
行動に努めており，感染症流行時にも対策を徹底しながら通いの場を継続し得る
のではないかと考えられた。
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O21-05
幼い子をもつ母親のCOVID-19流行前/流行期のスト

レス対処力SOCと感染予防行動及びコーピング

木村 美也子1）、山崎 喜比古2）、井手 一茂3）、尾島 俊之4） 
 

1）聖マリアンナ医科大学、 
2）放送大学、 
3）千葉大学、 
4）浜松医科大学

【目的】ストレス対処力（Sense of coherence: SOC）が幼い子を養育する母親の
COVID-19流行期のwell-beingに寄与する可能性が示されている（Kimura et al 
2021）。本研究では，同対象のCOVID-19流行前/流行期のSOCを比較し，
COVID-19流行期にSOCが高く維持されていた母親/向上した母親に特徴的な行
動について探索する。
【方法】COVID-19流行前の2020年2月中旬に全国の未就学児の母親4,700名（47
都道府県各100名）を対象としたベースライン調査（インターネット調査）を実施
した。また同年6月中旬に追跡調査を実施し，2,489名より回答を得た（回答率
53%）。2時点におけるSOCを比較し，COVID-19流行期のSOCを目的変数，各
種行動を説明変数，COVID-19流行期のネガティブな変化,ベースラインのSOC
及び属性を調整変数とし，ポワソン回帰分析を行った。
【結果】COVID-19流行前に比べ，流行期に母親のSOCは有意に低下していた 
が（p<0.001），SOCが高く維持/向上されていた母親も530人（21.3%）みられた。 
この維持/向上群はそうでない群に比べ，室内の換気をする，自分や子どもが 
栄養バランスのとれた食事をとるように気をつける等の感染予防行動を徹底し
（IRR=1.22, 95%CI: 1.05-1.41，p=0.008），前向きになれるようなことを考える
（IRR=1.34, 95%CI: 1.15-1.55，p<0.001）, 自分自身の努力を肯定的に評価する
（IRR=1.26, 95%CI: 1.03-1.55，p=0.027）等のコーピングをより多く行っていた。
【考察】COVID-19の流行に伴う様々な環境変化の中，感染予防行動を徹底し，ポ
ジティブでいられるように努め，自身を肯定的に評価するといった行動が幼い子
をもつ母親のSOC維持/向上群の特徴であると考えられた。
【結論】感染予防行動及びコーピングをより多く行っている母親はCOVID-19流
行期にSOCが高く維持/向上されており，well-beingの維持/向上のためにもこう
した行動を促すことが望まれる。 
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P-001
東京都区部におけるPM2.5質量及び成分濃度の比較

道川 武紘1）、武田 悠希1）、吉野 彩子2）、高見 昭憲2）、 
今村 晴彦1）、朝倉 敬子1）、西脇 祐司1） 

1）東邦大学医学部 社会医学講座 衛生学分野、 
2）国立研究開発法人 国立環境研究所 地域環境保全領域 
 

【目的】微小粒子状物質（PM2.5）について、生活環境中における質量濃度は広域に
渡って均一と見なせると言われているが、個々の成分濃度についてもそれが当て
はまるとは限らない。我々は、羽田空港のある東京都区部の西側（大田区）に位置
している東邦大学の屋上（地上36m）に設置した大気エアロゾル化学成分自動分
析装置（ACSA-14、紀本電子工業）で測定したPM2.5質量および成分濃度と、環境
省が国設東京（北の丸）測定局（東邦大から北に13km）に設置しているACSAで測
定した濃度とを比較した。
【方法】2020年11月14日（東邦大での測定開始日）から2021年6月末までについ
て、PM2.5質量濃度と成分濃度（黒色炭素粒子（BC）、水溶性有機炭素（WSOC）、
NO3

-、SO4
2-）の日平均濃度を集計した。ピアソンの相関係数を算出した。

【結果および考察】研究期間229日のうち、停電やメンテナンスのために測定でき
なかった日を除き214日について日平均濃度が算出できた。PM2.5質量濃度は、
東邦大で平均11.6（標準偏差6.4）μg/m3、北の丸では11.1（6.3）μg/m3であり、強
い相関が観察された（相関係数=0.97）。日間の濃度変動は概ね一致していた。東
邦大における成分濃度はBC 0.4（0.4）μg/m3、WSOC 0.7（0.5）μg/m3、NO3

- 1.6
（1.7）μg/m3、SO4

2- 2.0（1.1）μg/m3であり、北の丸でのそれぞれの濃度との相関
係数は0.87、0.96、0.82、0.97であった。学会発表当日は、期間を延長し再解析
した結果を報告する予定である。
【結論】今後も観測を継続し、都区部西側におけるPM2.5質量及び成分濃度の推移
を把握するとともに、健康影響評価に利用する計画を立てている。

P-002
大気中粒子状物質のイオン成分が学生の肺機能に及ぼ

す短期的影響

小林 悟1）、余田 佳子1）、高木 洋2）、伊藤 武志2）、若松 純子2）、 
中坪 良平3）、堀江 洋佑3）、平木 隆年3）、島 正之1） 

1）兵庫医科大学公衆衛生学、 
2）弓削商船高等専門学校、 
3）兵庫県環境研究センター 

【目的】大気中の微小粒子状物質(PM2.5)の呼吸器系への短期的影響を生じる成分
を明らかにすることを目的として、大気中PM2.5中のイオン成分を測定し、繰り
返し実施した肺機能検査との関連を評価した。
【方法】瀬戸内海のほぼ中央に位置する弓削島にある高等専門学校の学生を対象
に、2014年10月～2016年11月の毎年5～6月と10～11月にそれぞれ約1か月間、
電子式ピークフローメーターを用いて、毎朝最大呼気流量(PEF)と1秒量(FEV1)
の自己測定を行った。同期間中は校舎屋上で24時間ごとにPM2.5を捕集して質量
濃度とイオン成分の濃度を分析した。混合効果モデルを用いて気温、湿度、年齢、
性別を調整し、肺機能値と検査前24時間のPM2.5成分濃度との関連を解析した。
【結果】検査参加者は48名（男子32名、女子16名、15～20歳）であり、5期の検査
期間中にのべ4,155回の肺機能測定が実施された。検査前24時間のPM2.5濃度 
が四分位範囲（IQR: 9.4μg/m3）増加すると、PEFは-4.22L/min (95%信頼区間: 
-6.27,-2.18)、FEV1は-0.03L (-0.04,-0.01)の有意な低下が認められた。PM2.5中
イオン成分については、硫酸イオン、アンモニウムイオン、カリウムイオン濃度
が上昇するとPEF、FEV1はいずれも有意な低下が示された。IQR 増加あたりの
低下が最大であったのは硫酸イオンであり、PEFは-4.20L/min (-6.40,-2.00)、
FEV1は-0.04L (-0.05,-0.02)低下した。硝酸イオン及びカルシウムイオンは、
PEFとの関連は有意であったが、FEV1との関連はみられなかった。
【考察】近隣に主要な大気汚染の発生源がない瀬戸内海の離島において、大気中
PM2.5濃度が上昇すると学生の肺機能値は有意に低下し、特に硫酸イオン成分と
の関連が大きいことが示された。今後は発生源との関連について検討する予定で
ある。
【結論】PM2.5の呼吸器系への短期的影響は、イオン成分によって異なることが示
唆された。

P-003
日本国内のハウスダストに含有されるフタル酸エステル

類と代替物資の分布状況

稲葉 洋平1）、戸次 加奈江1）、東 賢一2）、金 勲1） 
 

1）国立保健医療科学院、 
2）近畿大学 
 

【目的】可塑剤として最も使用されているフタル酸エステルの特徴は移行性があ
るため，室内空気中及びハウスダスト中の検出が報告されている。このフタル酸
エステルは，実験動物を用いた毒性試験で生殖・発生毒性を示し，子供の喘息や
アレルギー症への関係が疑われている。最近、このフタル酸エステルから代替物
質への変更がヨーロッパにおいて確認されてきている。そこで本研究では高速液
体クロマトグラフタンデム型質量分析装置（LC/MS/MS）を利用したフタル酸エ
ステル類とフタル酸エステル代替物質の16成分について新たに分析法を確立し，
回収ダストについてフタル酸エステル類およびフタル酸エステル代替物質分析
を行い、我が国のフタル酸エステル分布の状況把握を目的とした。
【方法】本研究の家庭のダストは，一般家庭から回収されたダスト試料を使用し
た。回収期間は2019-2020年度に行い，162家屋のダストを分析に適用した。ダ
ストは，電磁振動式篩分器を使用し，100，250，500 μmの3種類のふるいによっ
て分粒した。得られた2種類のダスト（<100 μm，100-250 μm）は，それぞれ5 
mgにアセトニトリル 1 mLを添加し超音波抽出後，LC/MS/MSへ供した。
【結果及び考察】今回確立したLC/MS/MS分析法の各成分の定量下限値は1また
は2 ng/mg dustであり，DINPが20 ng/mg dustとDINAが10 ng/mg dustとなっ
た。この2成分はGC/MS分析時にピークの溶出時間が長くなり，定量性が低い成
分である。今回，Fluoro Phenylカラムによる分離によって，溶出時間が短くな
りピークとして確認が可能となった。
　ダストのフタル酸エステルの分析は，DEHPとDINPの含有量が多い結果であ
り，これまでの日本における先行研究と同等の傾向であった。室内の壁紙、建材
に関してはDEHPからの変更は、まだ進んでいない状況であった。

P-004
国際宇宙ステーションの船内環境曝露（模擬）が循環調

節に与える影響

小川 洋二郎1）、加藤 智一1）、田子 智晴1）、小西 透1,2）、 
大屋 直子1）、柳田 亮1）、岩﨑 賢一1） 

1）日本大学医学部 社会医学系衛生学分野、 
2）防衛省 航空自衛隊 航空幕僚監部 
 

【目的】国際宇宙ステーション船内の二酸化炭素濃度は地上の約10倍（約4000 
ppm）である。加えて、船内の空気循環が乏しい場所では、呼気再吸入の可能性
もあり、宇宙飛行士は高二酸化炭素血症のリスクが高い。さらに微小重力による
「体液上方シフト」が、この「高二酸化炭素環境」と合わさるため、生体への悪
影響が危惧されている。また、高二酸化炭素と体液上方シフトの複合曝露は、地
上での腹腔鏡下手術（炭酸ガスによる気腹と様々な角度の頭低位）と類似する点
が多い。これらの複合曝露が循環調節に及ぼす影響の把握は、宇宙医学と臨床医
学の両分野において重要であり、本研究では用量依存性を検討した。
【方法】健康被験者 10名を対象に、ティルトベッドによる3段階の頭低位（-5度、
-15度、-30度）曝露中に3%二酸化炭素ガス（CO2）を吸入させた。循環調節の評
価は、測定・記録した心電図および非観血連続血圧計による血圧波形を用いて、
心拍数と血圧、さらに両自発変動に周波数解析を施すことで自律神経活動を算出
した。
【結果】心拍数と血圧は、有意な変化を認めなかった。心臓自律神経バランスの指
標も変化を認めなかった。一方、血管運動性交感神経活動の評価指標は、-5度
+CO2では変化しなかったが、-15度+CO2と-30度+CO2で低下した。
【考察】高二酸化炭素環境下で、傾斜角度が15度を超える頭低位の場合、心拍数
や血圧といったバイタルサインに変化がなくとも、血管運動性交感神経活動の減
弱が生じていると考えられた。
【結論】高二酸化炭素と体液上方シフトの複合環境曝露では、閾値をもって、血圧
変動調節に関わる交感神経活動を減弱させることが示唆された。
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P-005
学童期における携帯電話等の電磁波曝露の実態調査 

―北海道スタディ

山崎 圭子1）、田村 菜穂美1）、宮下 ちひろ1）、池田 敦子1,2）、 
福永 久典1）、日景 隆3）、水田 正弘4）、大宮 学4）、岸 玲子1） 

1）北海道大学 環境健康科学研究教育センター、 
2）北海道大学大学院保健科学研究院、 
3）北海道大学大学院情報科学研究院、 
4）北海道大学 情報基盤センター

【目的】携帯電話をはじめとする無線通信機器の普及により、子どもの電波曝露
は増加している。本研究では日本の小中学生における曝露実態を正確に把握する
ことを目的とした。
【方法】北海道スタディ参加者の小中学生107名が、携帯型電波曝露計(ExpoM-
RF)（Field at work, Zurich, Schweiz）を3日間継続して携帯し、日常生活の電波
曝露を測定した。併せて測定中に家、学校、その他の屋内、屋外、交通機関のい
ずれにいたかを15分毎に日誌に記録し、家庭の無線環境や携帯電話の使い方に
ついて等、電波曝露に関連した質問票に記入した。
【結果と考察】データ数が測定期間全体の30%以下の参加者を除外した101名分
の電力密度データを解析した。日中、夜間、全日の曝露について中央値を算出し
たところ、それぞれ55.3、20.2、43.3μW/m2であった。欧州のデータ(Birks et 
al., 2017)と比較すると全体的に電力密度は低値であり、夜間よりも日中の方が
高値になること、家や学校よりも屋外や交通機関で高値になることは共通してい
た。全日の曝露レベルは通学校が札幌市内の場合は市外よりも有意に高く(中央
値で市内53.4、市外34.4 μW/m2)、また子どもが自分の携帯電話を持っている場
合は持っていない場合よりも有意に高かった(持っている45.7、持っていない
41.5 μW/m2)。しかし、年齢や性別、父母の年齢や学歴、年収等の特徴とは関連
しなかった。今後、電波曝露と子どもの健康との関連をさらに検討する上で、こ
れらの要因を考慮する必要がある。

P-006
電磁波の健康影響のリスク認知に関するアンケート調査

宮城 浩明1）、牛山 明1,2） 
 

1）筑波大学大学院人間総合科学学術院 人間総合科学研究群、 
2）国立保健医療科学院 生活環境研究部  
 

【目的】生活環境中での電磁波ばく露レベルは極めて低く、それによって健康被
害が生じるという科学的に確立された証拠はない。しかし、低いレベルのばく露
であっても健康影響について懸念する市民もいる。本研究では市民を対象にアン
ケート調査を実施し、電磁波の健康影響に関する認知とその関連要因を探るとと
もに、エビデンスに基づく情報提示を行うことで認知レベルが緩和されるか否か
を明らかにすることを目的とした。
【方法】各年齢層の一般公衆（20歳代～60歳以上）の男女計1000人を対象に、イン
ターネット調査への回答を依頼し、電磁波の性質および健康影響に関する知識レ
ベル、情報源とそれに対する信頼度、およびリスク認知（懸念の程度）を尋ねた。
また、エビデンスに基づく情報を付与することで、リスク認知が改善するかを検
討した。
【結果】電磁波に関する科学的知識は男性の方が女性よりも知っている一方、電
磁波の健康影響への懸念「あり」は女性の方が高い割合であった。公的機関の発
表に基づく情報提示後、電磁波の健康影響についての懸念「あり」の人々は減少
したが、「なし」の人々も減少し、「どちらともいえない」の人々が増加した。
【考察】電磁波の健康影響に関しては、知識・情報の量と懸念の強さが逆相関の関
係であったが、情報提示の内容によっては必ずしも懸念の軽減に繋がらない場合
もあり、情報提示については更なる検討が必要である。
【結論】電磁波の健康影響に対して漠然とした不安を持っている市民が一定の割
合でおり、これらの層にターゲットを絞ったエビデンスに基づく適切な情報提 
示の方法を開発し、望ましいリスク認知形成のあり方について検討する必要が 
ある。

P-007
発達期に大気汚染物質を曝露されたラットの不安様行

動における神経伝達物質と神経栄養因子の役割

ウィンシュイ ティンティン1）、チー ター トウー チョウ2,3）、 
藤谷 雄二1）、塚原 伸治2）、平野 靖史郎1） 

1）国立環境研究所 環境リスク・健康領域、 
2）埼玉大学大学院理工学研究科 生命科学部門、 
3）国際医療福祉大学医学部 免疫学科 

Background and Aims: Recently, we have reported that developmental 
exposure to diesel exhaust origin secondary organic aerosol (DE-SOA) is 
associated with cognitive deficit and autism-like behaviors in rat offspring. 
However, the effect of DE-SOA on anxiety is not well-understood. We aimed 
to examine the effects of developmental exposure to DE and DE-SOA on 
anxiety-like behaviors and neurotransmitters and neurotrophic factors in 
the rats. 
Methods: Sprague-Dawley pregnant rats were exposed to clean air (control), 
DE (100 μg/m3) and DE-SOA (120 μg/m3) in the inhalation chamber from 
gestational day 14 to postnatal day 21. On 7 to 9-week-old, autism-like 
behaviors such as open field test (OFT), elevated plus maze (EPM), light/
dark test (LDT) and novelty-induced hypophagia (NIH) were performed. 
Then, the hippocampus was collected to examine neurotransmitters and 
neurotrophic factors by real-time RT-PCR method. 
Results and Discussion: Among behavior tests, OPF, EPM and NIH 
showed anxiety-like behaviors in both male and female rat offspring exposed 
to DE and DE-SOA. Serotonin receptor (5HT1A), dopamine receptor (D2R), 
brain-derived neurotrophic factor (BDNF) and vascular endothelial growth 
factor A (VEGFA) mRNAs were significantly decreased in the hippocampus 
of both male and female rats exposed to DE and DE-SOA.
Conclusion: Our results indicate that developmental exposure to 
air pollutants may induce anxiety-like behaviors via modulation of 
neurotransmitters and neurotrophic factors in rats. 

P-008
ディーゼル排気粒子のヒト肺線維芽細胞遊走に及ぼす

影響

李 英姫、清水 孝子、小林 麻衣子、平田 幸代、稲垣 弘文、 
川田 智之 

日本医科大学衛生学公衆衛生学 
 
 

【目的】われわれは、ディーゼル排気粒子（DEP）は酸化ストレス作用によりマウ
ス肺線維症病態を増悪することを報告した。肺組織のリモデリング病態におい
て、肺線維芽細胞の遊走は重要な役割を果している。今回の研究では、DEPの肺
線維芽細胞の遊走に及ぼす影響について検討した。
【方法】細胞株Human fetal lung fibroblast (HFL)1 を用い、DEPはStandard 
Reference Material 2975を使用した。DEPを無血清培地に1mg/mlになるよう
溶解し、フィルター(φ5μm)をかけた。48well Chemotaxis assay chamberを用
い、下層のチャンバーには5µg/ml Fibronectin を28µl/wellを添加し、ウェルの
上にメンブレンフィルター（φ8μm）をカバーした。その上に上層のチャンバーを
セッティングし、DEP、TGF－β添加の無血清培地で調整した1×106/ml細胞懸
濁液50μl/wellを入れて、37°C、5%CO2インキュベーターで6時間培養した。メ
ンブレンのポアを通り抜けた細胞をカウントし、遊走能を評価した。
【結果】DEPの曝露により、肺線維芽細胞遊走能は促進された。また、TGF-βと
の併用により細胞遊走能が促進される傾向がみられた。
【考察】HFL1細胞株において、DEPが肺線維芽細胞の活性化を誘発する可能性
が示唆され、肺線維芽細胞の活性化に及ぼす影響についてさらなる検討が必要で
ある。
【結論】DEPは肺線維芽細胞の遊走を促進する。
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P-009
ゼブラフィッシュを用いた微量鉛曝露による胚発生影響

の解析

蒋池 勇太、松岡 雅人 
 

東京女子医科大学 衛生学公衆衛生学講座 環境・産業医学分野 
 
 

【目的】鉛は地球上に広く分布し、採掘や精錬、加工が比較的容易なことから、さ
まざまな工業資材、趣味娯楽用品、顔料や塗料などの原料として、人類の文明と
ともに広く使用されてきた代表的な重金属である。一方で、鉛の毒性（いわゆる
鉛中毒）が古くから知られており、主に貧血、腹部症状、神経症状が認められて
いる。しかし微量鉛曝露による発生毒性については、いまだ十分な検討が必要で
ある。
【方法】ゼブラフィッシュの受精卵を10 μg/100 mlの鉛を含む飼育水中で、哺乳
類の着床に相当する受精後6時間から出生に相当する受精後3日（3 dpf）まで飼育
し、鉛曝露の胚発生に与える影響について検討を行った。
【結果】1 dpf, 3 dpfでは外表的な異常は観察されなかったが、生存率・孵化率と
もに非曝露群よりも向上する傾向を示した。次に、鉛毒性と酸化ストレスの関係
が示唆されていることから、酸化ストレス関連遺伝子の発現変化をReal-time 
PCR法により比較したところ、1 dpfでは違いがみられなかったが、3 dpfでは検
討した7遺伝子中6遺伝子で有意な発現上昇がみられた。また、活性酸素種の量を
比較したところ、1 dpfでは違いがみられなかったが、3 dpfでは半減していた。
さらに、酸化ストレスに誘導される小胞体ストレス応答関連遺伝子のうち、細胞
保護的に働く小胞体シャペロンが3 dpfで有意に発現上昇していた。
【考察・結論】微量鉛曝露により酸化ストレスが引き起こされるが、それに応じて
活性化された酸化ストレス応答およびその下流経路が、結果的に生体保護的に作
用し、活性酸素種量の減少や生存率・孵化率の向上に寄与している可能性が示唆
された。

P-010
インジウム ・ スズ酸化物ナノ粒子の皮下および気管内投

与による生体影響の比較

田中 昭代1）、松村 渚1）、田中 佑樹2）、小椋 康光2）、 
古閑 一憲3,4）、白谷 正治3）、長野 嘉介5） 

1）九州大学大学院医学研究院、 
2）千葉大学大学院薬学研究院、 
3）九州大学大学院システム情報科学研究院、 
4）自然科学研究機、5）長野毒性病理コンサルティング

【目的】インジウム（In）はインジウム・スズ酸化物　(Indium tin-oxide ; ITO)ナ
ノ粒子として帯電防止、高透明帯防止、ガラスの赤外線カットとしての用途が注
目されているが、ナノサイズのITO粒子の生体影響に関する知見は乏しい。今
回、ITOナノ粒子をラットの皮下および気管内に1回投与し、生体影響について
検討した。
【方法】ITO ナノ粒子（一次粒子径18 nm)をラット（オス）の皮下および気管内に
1回（投与量：20 mg In/kg BW）投与した。対照群は気管内に蒸留水1ml/kg BW
を1回投与し、投与20～23週後に安楽死させ、臓器（肝臓、腎臓、脾臓、肺、頸
部リンパ節、、副腎、血清、全血）In濃度、病理評価、臓器中ITOナノ粒子の解析
を行い、生体影響について比較検討した。
【結果および考察】観察期間中ラットの死亡はなく、ITO皮下および気管内投与
群では体重は対照群と比較して低値で推移した。ITO気管内投与群の腎臓、肺、
頸部リンパ節のIn濃度が皮下投与群に比べて有意に高値を示したが、他の臓器
では両ITO群において有意な差な認められなかった。さらに、SEM-EDXを用い
た元素分析により両ITO群で腎臓組織中にInを含む粒子が検出された。両ITO群
で肺炎、腎臓の慢性腎症が発現した。投与経路にかかわらず肺を除いた体内臓器
のIn分布はほぼ同じであった。皮下および気管内に投与されたITOナノ粒子の一
部は粒子として血行性に体内臓器に分布し、肺に加えて、ITOナノ粒子曝露によ
る腎臓障害の発現には注意を払う必要があると考えられた。

P-011
酸化インジウム点鼻投与によるインジウム肺モデルマウ

スの作成

山﨑 慶子1）、丸尾 奈生1）、栄徳 勝光1）、矢生 健一2）、 
菅沼 成文1） 

1）高知大学医学部 環境医学教室、 
2）高知大学医学部 実験実習機器施設 
 

【目的】職業性肺疾患の1つであるインジウム肺はインジウム化合物の曝露によ
り引き起こされる肺障害であるが、その発症メカニズムは明らかになっていな
い。インジウム肺モデルマウスにおいては気管内投与により作成されることがほ
とんどであるが、その投与経路のため、肺に直接刺激を炎症などの免疫反応を誘
発させる可能性がある。本研究ではアカタラセミアマウスを点鼻投与により酸化
インジウムに曝露させ、インジウム肺モデルマウスを作成し生体内における組織
学的評価を検討する。
【方法】マウスに三種混合麻酔薬(ドミトール,ミダゾラム,べトルファール)麻酔を
かけ、点鼻にて酸化インジウム懸濁液を8週齢のオスに投与した。懸濁液は0 mg/
kg, 1.25 mg/kg, 2.50 mg/kg, 5.00 mg/kg, 10.0 mg/kgの5種類（各1.0ml DDW/
kg）とした。投与は週1回、8週間行い、8週目の投与終了8日後に過剰量のイソフ
ルラン吸入曝露によりマウスを安楽死させた。露出させた気管から気管支肺胞洗
浄液を採取し、その後肺を摘出し、左肺をホルマリン固定して組織切片を作成し
て病理組織学的評価を行った。
【結果】Control (0mg/kg) 群と比較し酸化インジウム投与群ではマウスの体重増
加が少なかった。組織学的評価においても高容量群で肺障害および肺の表面に白
斑が認められた。
【結論】点鼻投与によるインジウム曝露であっても、インジウム肺モデルマウス
の作成は可能であり、その投与経路から気管内投与よりも肺への炎症程度はより
抑えられた可能性がある。酸化ストレスとインジウム曝露の量反応関係を検討す
るなど、更なる研究が必要である。

P-012
低濃度鉛曝露による離乳後の仔ラットの注意力低下と

海馬中D,L-セリンへの影響

大森 由紀1,5）、上窪 裕二2）、関根 正恵3）、杉谷 善信4）、松川 岳久5）、 
小林 桃子1）、武藤 剛1,5）、横山 和仁5,6）、角田 正史7）、片根 真澄3）、 
齋藤 康昭3）、宮本 哲也3）、加藤 くみ子3）、本間 浩3）、堀口 兵剛1）

1）北里大学医学部 衛生学、 
2）順天堂大学医学部 薬理学、3）北里大学薬学部 分析化学、 
4）順天堂大学医学部 病理腫瘍学、5）順天堂大学大学院疫学・環境医学、 
6）国際医療福祉大学大学院公衆衛生学専攻、7）防衛医科大学衛生学公衆衛生学

【背景と目的】近年、鉛は疫学調査で低濃度でも小児に対し、認知能力・注意力の
低下などの影響が報告されている。鉛による神経細胞への影響は、神経伝達の阻
害が考えられるが、その詳細は明らかでない。一方、中枢神経系の障害では海馬
中のアストロサイトやD,L-セリン濃度との関連が報告されている。そこで本研
究では、鉛による小児の中枢神経系の障害における細胞内の神経伝達の関与を疑
い、低濃度鉛曝露による離乳後仔ラットの注意力反応を示すとされるプレパルス
抑制(PPI)試験と海馬中アストロサイトやD,L-セリンへの影響を検討した。
【方法】離乳後3週齢のWistar ratを雄雌各3群(n=12)に分け、自由飲水にて酢酸
鉛水溶液を0、150、750 mg・Pb/L(ppm)の濃度で30日間曝露した。投与後、PPI
試験を行った。70、75または80 dBの聴覚刺激を与え、その後に120 dBの刺激
を与え、聴性驚愕反応を測定して%PPIを算出した。PPI試験後、採血し、安楽
死後に4°Cの生理食塩液で灌流後に脳を採取した。血中と海馬中鉛濃度はICP-
MS、血算検査は全自動血球計数器装置にて測定した。D,L-セリン濃度は蛍光誘
導体化後、HPLCにより光学分割して測定した。脳は、ホルマリンで固定後パラ
フィン包埋し切片を作成した。脳切片はHematoxylin-Eosin(HE)染色と抗GFAP 
(Glial Fibrillary Acidic Protein)抗体を用いて免疫染色した。
【結果と考察】鉛曝露濃度0、150、750 ppmの群間では、体重、飲水量、脳重量
などに有意な差は認められなかった。750 ppm群の血中鉛濃度は15 μg/dLで
あった。HE染色した脳切片には形態学変化は認められなかった。抗GFAP抗体
を用いた免疫染色切片にはアストロサイトの形態および数に変化は認められな
かった。雄 75 dBと80 dBの750 ppm群、雌 80 dBの750 ppm群で対照群に対し
%PPIの減弱が有意に認められた。疫学調査で認められた低濃度鉛曝露による注
意力の低下が本研究でも認められた。雄は鉛曝露に影響を受け易いことが認めら
れた。
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P-013
カドミウム曝露細胞から分泌された微小小胞による骨系

細胞への影響の検討

宮崎 航1）、櫻木 青1）、目加田 京子2）、松丸 大輔2）、中西 剛2） 
 

1）弘前大学大学院保健学研究科 生体検査科学領域、 
2）岐阜薬科大学 生命薬学講座 衛生学研究室  
 

　エクソソームを含む細胞外微小小胞（Micro Vesicles: MVs）は分泌細胞に由来
する核酸・タンパクなどを内包しており、細胞内外の情報伝達経路のひとつとし
て機能する。MVsは特異的・非特異的に標的細胞へ移行し、MVsに内包される
物質により標的細胞の機能的変化を引き起こすことが知られている。これまで、
障害を受けた細胞は通常とは異なるMVsを産生し、他の細胞に影響を及ぼすこ
とが報告されていることから、環境因子の曝露により産生される異常なMVsを
介する新たな毒性発現経路が存在する可能性がある。本研究では、カドミウム
（Cd）曝露による腎障害と骨軟化症の発生において、腎臓の細胞の障害に伴って
産生されるMVsが関与している可能性について検証した。まず、Cdを曝露した
腎臓・肝臓のそれぞれの細胞株（hRPTEC/TERT1・HepG2）から産生される
MVsを培養液から抽出した。骨分化への影響を検証するため、MVs存在下でヒ
ト骨芽細胞株hFOB1.19の骨への分化を誘導した結果、Cd曝露HepG2由来MVs
曝露群にのみ、骨分化抑制効果が認められた。由来の異なるMVsの影響の違いに
ついて、MVs内のmiRNA解析ならびに膜上integrinの発現を検証したところ、
それぞれのMVsに異なる特徴が観察された。さらに骨分化抑制機構の解明のた
め、MVsを曝露した分化細胞における遺伝子発現変化を網羅解析したところ、骨
及び破骨細胞分化に関わる遺伝子の発現変化が確認できた。
　以上から、環境因子の曝露により産生・分泌される異常なMVsを介する新たな
毒性発現経路の存在が示唆された。 

P-014
自家産米摂取によりカドミウム経口曝露を受けた農業従

事者の11年間の追跡調査

堀口 兵剛1）、小熊 悦子1）、大森 由紀1）、小林 桃子1）、 
大野 智子2） 

1）北里大学、 
2）青森県立保健大学 
 

【目的】カドミウム（Cd）濃度の高い自家産米の摂取によりCd経口曝露を受けた
秋田県の農業従事者を対象に11年間の追跡健康調査を行い、Cdの体内蓄積量の
変化及びその腎尿細管機能への影響について明らかにする。
【方法】Cd土壌汚染の認められていた秋田県の農村地域にあるひとつの集落にお
いて、2009年に実施した健康調査の対象者140名のうち、83名（男性41名・女性
42名、ともに平均年齢70.4歳、53歳～93歳）に対して11年後の2020年に再度健
康調査を実施した（追跡率59.2%）。対象者から末梢血と尿を採取し、体内Cd蓄積
量の指標として血中・尿中Cd濃度及び腎尿細管機能障害の指標として尿中α1-
microglobulin（α1MG）・β2-microglobulin（β2MG）濃度を測定した。
【結果】11年前と比較して、血中・尿中Cd濃度の中央値と分布には有意な変化は
認められなかったが、血中・尿中Cd濃度の高かった人では低下する傾向が見ら
れた。尿中α1MG濃度の中央値は女性で有意に上昇した。尿中β2MG濃度の中央
値は男女ともに有意に上昇し、尿中β2MG濃度の高い人の割合は男女ともに有意
に高くなった。しかし、年齢別・血中Cd濃度別で個別の変化を観察すると、血
中Cd濃度の高かった70歳以上の女性では尿中β2MG濃度が10,000 µg/g cr.以上
を示す高度の尿細管機能障害の発生例が見られたが、他では血中Cd濃度による
尿中β2MG濃度上昇の違いは認められなかった。
【考察】対象者の体内Cd蓄積量には大きな変化はなかったが、高度の蓄積量を示
していた人では低下する傾向があった。腎尿細管機能の低下は主に加齢の影響と
考えられたが、高度のCd曝露を受けた高齢女性の中にはCd腎症を発症したと考
えられる人が見られた。
【結論】体内に蓄積したCdの量は、高度の場合は低下する傾向があるが、加齢に
よって大きな変化はせず、また高度の曝露を受けた場合には高齢になってから
Cd腎症を発症する可能性がある。

P-015
中国北京市の小学校における教室内外のPM2.5中多環

芳香族炭化水素類の汚染調査

張 露露1）、森崎 博志2）、魏 永杰3）、島 正之4）、早川 和一1）、 
鳥羽 陽5）、唐 寧1,6） 

1）金沢大学 環日本海域環境研究センター、 
2）金沢大学大学院医薬保健学総合研究科、 
3）中国環境科学研究院、4）兵庫医科大学公衆衛生学、 
5）長崎大学大学院医歯薬学総合研究科、6）金沢大学医薬保健研究域

【目的】
This study investigated the exposure situation of children to PM2.5-bound 
polycyclic aromatic hydrocarbons (PAHs) and nitro-PAHs (NPAHs) in a 
primary school in Beijing to evaluate the health risk to children during 
school time.
【方法】
Daily PM2.5 samples were collected in January (heating period) and 
September (non-heating period) in 2015. Eleven PAHs and nine NPAHs in 
each sample were extracted and then were quantified using a HPLC system. 
The toxic equivalent concentration relative to Benzo[a]pyrene (BaPeq) 
of PAHs and NPAHs was calculated using the toxicity equivalent factor 
method. The inhalation cancer risk of PAHs and NPAHs to children during 
primary education was calculated based on BaPeq.
【結果】
The concentrations of PM2.5-bound PAHs and NPAHs inside the classroom 
were lower than outside during the heating and non-heating periods. 
Moreover, the composition of PAHs and NPAHs in indoor and outdoor 
PM2.5 was similar in both periods. Due to the infiltration and ventilation 
of outdoor air, PAHs and NPAHs inside the classroom mainly depended on 
outdoor sources in both periods. The inhalation cancer risk of PAHs and 
NPAHs to children during the primary school year exceeded the acceptable 
level suggested by the USEPA. Benzo[c]fluorene, whose mutagenicity is 20 
times that of BaP, was the biggest contributor to the cancer risk. This result 
indicates that neglecting PAHs with low abundance but high toxicity leads to 
an underestimation of the overall PAH toxicity.
【結論】
Children in Beijing in China had high exposure levels to PM2.5-bound PAHs 
and NPAHs in the primary school, which might cause a high inhalation 
cancer risk and was not conducive to the healthy development of children.

P-016
ベトナムの最も汚染された地域に居住する男性におけ

る周産期ダイオキシン暴露の脳領域体積への影響

Vu Thi Hoa1）、Pham Ngoc Thao2）、西条 旨子1）、余川 隆3）、
Pham The Tai2）、瀧口 知彌1）、西野 善一1）、西条 寿夫4） 

1）金沢医科大学公衆衛生学、 
2）ベトナム軍医科大学、 
3）バイオビュー神戸BMA研究所、 
4）富山大学学術研究部（医学系）

【目的】
Our previous study reported that current dioxin exposure indicated by blood 
levels alter regional brain volume using MRI analysis in Vietnamese men. 
In the present study, we investigated effects of perinatal dioxin exposure 
estimated from residency of their mothers on their brain structure. 
【方法】
A total of 33 men living near Bien Hoa airbase in Vietnam, participated 
in brain MRI examinations. The total gray matter, white matter, brain 
volumes, and the gray matter volume of regions of interest were extracted 
using the computational anatomy toolbox from SPM12 package on the 
Matlab software, and compared between men with and without perinatal 
exposure by ANCOVA analysis.
【結果】
The total gray matter and brain volumes, especially in frontal and temporal 
lobes, were significantly higher in men with perinatal dioxin exposure than 
in men without the exposure. In both hemispheres, significantly increased 
gray matter volumes were found in the superior frontal and temporal gyri, 
and temporal pole in men with perinatal dioxin exposure. The volume of left 
middle frontal gyrus and right middle temporal gyrus were also higher in 
men with perinatal exposure.
【考察】
These results suggest that perinatal dioxin exposure may enlarge brain 
volume in men, particularly in some brain regions belong to frontal and 
temporal lobes. However, affected regions by perinatal exposure were wider 
than those by current exposure and all areas were increased in the present 
analysis.
【結論】
Perinatal dioxin exposure may widely increase brain regional volume, 
particularly in frontal and temporal lobes.
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P-017
ベトナムの高濃度汚染地域における周産期ダイオキシン

暴露とADHD傾向との関連性 －5歳と8歳時点での比

較－

西条 旨子1）、Pham The Tai2）、Pham Ngoc Thao2）、 
Vu Thi Hoa1）、Tran Ngoc Nghi3）、瀧口 知彌1）、西野 善一1）、 
西条 寿夫4）

1）金沢医科大学公衆衛生学、 
2）ベトナム軍医科大学、 
3）ベトナム厚生省、 
4）富山大学学術研究部（医学系）

【目的】これまで我々は、周産期ダイオキシン暴露が自閉症傾向を増強させるこ
とを報告してきたが、同じ発達障害の1つである注意欠陥多動性障害（ADHD）と
ダイオキシン暴露との関連性について、5歳と8歳の2時点で比較検討した。
【方法】2007-8年にベトナム国ダナン市で立ち上げた出生コホートの内、5歳と8
歳時点で実施した追跡調査に参加した小児（男児94名、女児69名）に、注意欠陥
性と多動性の下位指標からなるADHD―RSを実施し、得点の調整平均値を周産
期ダイオキシン高暴露群と低暴露群で男女児別に比較した。この時、共変量は母
親の年齢、教育年数、家庭の収入、児の出生時体重と在胎週数および調査時の年
齢とし、生後1か月時に採取した母乳中TCDD濃度およびTEQ-PCDD/Fsを周産
期暴露指標とした。
【結果】5歳では、高TCDD暴露群の多動性得点が低暴露群に比べ、男児で有意に
高かったが、TEQ-PCDD/Fs暴露の違いによる有意の差は男女児共に認められな
かった。しかし、8歳では、女児のみでTCDDおよびTEQ-PCDD/Fs高暴露群の
多動性の得点が有意に高かった。このため、2時点でのADHD指標の相関を、
TCDD高暴露群と低暴露群に分けて検討したところ、低暴露群では5歳と8歳時
点の各指標の得点の相関性が高いのに対して、高TCDD暴露群では、女児のみで
有意な相関が認められた。
【考察】以上のことから、男児では周産期TCDD高暴露により5歳で多動傾向とな
るが、一過性であるのに対して、女児では8歳で多動傾向が、より明らかになっ
てくると考えられた。今後さらに追跡し、女児の多動傾向について再調査する予
定である。
【結論】周産期ダイオキシン暴露は出生児の多動傾向を増加させる可能性が示唆
された。

P-018
思春期のパーソナルケア製品の使用状況 ： 北海道スタ

ディ

増田 秀幸1）、アイツバマイ ゆふ1）、藤谷 倫子2）、山口 健史1）、 
宮下 ちひろ1）、岸 玲子1）、橘田 岳也3）、中村 明枝3）、 
原田 真理子2）、原田 浩二2）、池田（荒木）敦子1,4）

1）北海道大学 健康科学研究教育センター、 
2）京都大学大学院医学研究科、 
3）北海道大学大学院医学研究科、 
4）北海道大学大学院保健科学研究院

【目的】化粧品などのパーソナルケア製品（PCP）に含まれる化学物質による二次
性徴などへの影響が懸念されている。しかし思春期のPCPの使用状況は詳細に
把握されていない。本報告では思春期の児を対象にPCPの使用状況を明らかに
する。
【方法】出生コホート「北海道スタディ」の対面調査に参加した15-17歳の80名（男
児44名・女児36名）を対象に質問紙調査を実施した。調査は、対面調査で採取す
る生体試料中の化学物質測定とPCPの使用との関連を評価するため、「最近3ヵ月
間のPCP使用頻度（使わない・年1回程度～1日2回以上）」と「対面調査前日の使
用の有無（使わなかった/使った）」の2回実施した。対象のPCPは27品目であり、
化粧品など肌に塗布するものをリーブオン、ハンドソープなど洗い流すものをリ
ンスオフに分類し、品目ごとの使用状況を調査した。
【結果】男児の30%以上が、乳液・化粧水、ハンドソープ、洗顔料、シャンプー、
リンス・コンディショナー、ボディソープ、歯磨き粉の7品目を最近3ヵ月間で週
5回以上使用していた。また対面調査前日においても男児の30%以上がこれらを
使用していた。女児では、30%以上が上記7品目に加えて、整髪料、日焼け止め、
リップクリームを最近3ヵ月間で週5回以上使用し、対面調査前日においても使
用していた。さらに女児のうち約15%がファンデーションやアイメイク用品、口
紅などの化粧品を週5回以上使用していた。
【考察・結論】思春期の児は恒常的にパーソナルケア用品を使用し、かつ女児は男
児よりも整髪料、日焼け止め、メイク用品など、リーブオンPCPを使用する傾向
が高かった。

P-019
尿中有機リン系殺虫剤代謝物濃度と便中短鎖脂肪酸濃

度の関係

林 舞衣1）、平山 正昭2）、角田 菜緒1）、北原 悠吾2）、斎藤 勲2）、
伊藤 美佳子3）、大野 欽司3）、上山 純2） 

1）名古屋大学医学部 保健学科 検査技術科学専攻、 
2）名古屋大学大学院医学系研究科 医療技術学専攻 病態解析学、 
3）名古屋大学大学院医学系研究科 神経遺伝情報学 

【目的】近年、腸内環境と健康との関連に関わる研究が増加している。本研究で
は、便中短鎖脂肪酸(SCFA)濃度を腸内環境指標として、尿中有機リン系殺虫剤
(Organophosphorus insecticide, OP)濃度から推測される曝露がヒトの腸内環
境に影響を与えるかを観察した。
【方法】名古屋大学医学部付属病院受診患者の配偶者のうち、研究対象者として
リクルートできた36人（男性18人、女性18人）から得られた尿および便を用いて
各種分析を行った。尿中農薬代謝物としてジメチルリン酸類（DAMP）、ジエチル
リン酸類（DEAP）、それらの総量であるΣDAPをLC-MS/MS、凍結乾燥・粉砕
処理した便中(FD)のSCFAをGC-MSで定量分析した。また、腸内細菌組成は
16SrRNA解析で評価した。
【結果】対象者を尿中DAP高濃度群・低濃度群に分け便中酢酸濃度を指標に解析
を行なったところcut off値を中央値とした場合の高濃度群便中酢酸濃度(10.2 
mg/g FD便)は低濃度群のそれ（17.3 mg/g FD便）に比べて統計的有意に減少して
いた(Mann–Whitney U test)。この結果はΣDMAPおよびΣDEAPにおいても
同様に観察された。高濃度群における便中酢酸低下の傾向はプロピオン酸や酪酸
でも見られた。また、尿中DAP高濃度群において短鎖脂肪酸産生菌の一部の存在
比(Peptococcus属等)が低下していた。
【考察】動物実験を用いたOP曝露によって腸内細菌組成が変化し、組成割合の減
少を示す菌にSCFA産生菌が含まれる可能性がすでに報告されており、本研究で
はそれと同様の傾向をヒトにおいて観察した。逆に、OP高曝露群で細菌叢組成
割合が増加しているSCFA産生菌もあったが、腸内環境全体におけるSCFA産生
に関わる程度は不明である。
【結論】本研究では、ヒトを対象とした調査で、日常的な有機リン系殺虫剤曝露と
便中SCFA濃度との関連性の可能性を示した。

P-020
乳幼児用玩具を介したフタル酸エステル類の曝露評価

に関する研究

戸次 加奈江、稲葉 洋平 
 

国立保健医療科学院・生活環境研究部 
 
 

【目的】プラスチックを原材料とする乳幼児用玩具には様々な可塑剤・難燃剤が
使用され、これらは接触頻度の高い小児に対する特異的な曝露機会となる。厚生
労働省が定める「指定おもちゃ」では、フタル酸エステル類6成分（DBP、BBP、
DEHP、DNOP、DINP、DIDP）の使用が規制されているものの、近年、代替成
分や未規制成分の使用増加が懸念されている。そこで本研究では、玩具を介した
乳幼児の可塑剤・難燃剤曝露の実態について調べることとした。
【方法】国内で販売される乳幼児用玩具を含む幅広い玩具製品を対象に、規制及
び未規制のフタル酸エステル類20種類の使用実態及び口腔内への溶出量を調べ
た。また、乳幼児を対象とした室内行動調査から、マウシング行動時間を調べる
ことで、玩具を介した各成分の曝露量を推定した。
【結果・考察】対象とした成分の中でもDBP、DEHP、TOTM、DEHAは検出頻
度が高く、特にDEHPは比較的濃度も高い傾向が見られたものの、「指定おも
ちゃ」からは規制値を超える成分は検出されなかった。また、室内行動調査から、
マウシング行動が比較的長く観察された11カ月男児（37分）の場合の曝露量を推
定したところ、DINP：12 ng/kg bw/day、DEHP：17 ng/kg bw/dayとなり、玩
具を介した各成分の曝露量が推定された。
【結論】今後、玩具製品の海外輸入や化学物質の種類がさらに増加することを考
慮すると、国内で販売される玩具製品については、継続したモニタリングにより
安全性を管理していく必要があると考えられた。
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P-021
有機フッ素化合物と白血球DNAメチル化レベルの関

連 ： 主成分回帰分析

伊藤 弘明1,2）、原田 浩二3）、春日 好雄4,5）、横山 和仁1,6）、 
吉田 輝彦7）、津金 昌一郎8）、岩崎 基2,8） 

1）順天堂大学医学部 衛生学・公衆衛生学講座（衛生学）、 
2）国立がん研究センター がん対策研究所 疫学研究部、 
3）京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 環境衛生学分野、 
4）長野松代総合病院外科、5）信州大学医学部、6）国際医療福祉大学大学院公衆衛生学専攻、 
7）国立がん研究センター研究所 臨床ゲノム解析部門、 
8）国立がん研究センター がん対策研究所 コホート研究部

【目的】末梢血白血球のゲノム全体のメチル化レベルと発がんリスクの関連の知
見が集積されてきた。何がメチル化レベルに影響しているのかを明らかにする必
要がある。本研究では複数物質曝露を考慮し、有機フッ素化合物（PFASs）の血
清中濃度の主成分と末梢血白血球DNAメチル化レベルの関連を横断研究で検討
した。
【方法】長野県内の4病院で日本人女性を対象に行った乳がん症例対照研究のう
ち対照群のデータ（397名）を用いて横断研究を行った。血清50 μLにPFASsの安
定同位元素標識体等を添加して前処理後、高温注入口にて誘導体化しガスクロマ
トグラフィー負化学イオン化質量分析法によりPFASsを異性体別に分析した。
白血球DNAメチル化レベルはluminometric methylation assay（LUMA）法を
用いて測定し、メチル化された割合を算出して従属変数とした。血清中の各
PFAS濃度を標準化等の処理をした上で主成分分析を行い、各主成分（四分位）を
独立変数として重回帰分析を行った。その際、年齢、body mass index、飲酒習
慣、喫煙習慣等を調整した。有意水準は5%（両側検定）とした。
【結果】第一主成分と末梢血白血球DNAメチル化レベルの間に有意な正の関連を
認めた。第二、第三主成分では有意な関連を認めなかった。
【考察】主成分回帰分析でも個別のPFASを独立変数とした場合（昨年発表）と同
様に正の関連を認めた。PFASs間に正の相関があることが一因と思われた。
【結論】有機フッ素化合物への曝露がヒトのエピジェネティックな変化に関与し
ている可能性が示唆された。

P-022
3T3-L1脂肪細胞のキャラクターはヘキサクロロシクロ

ヘキサンにより変化する

小笠原 準悦1）、アリム アミラ1）、白土 健2）、吉田 貴彦1） 
 

1）旭川医科大学医学部 社会医学講座、 
2）杏林大学医学部 衛生学公衆衛生学講座 
 

【目的】先進諸国ではすでに農薬としての使用が禁止されているにもかかわらず、
安価なためにいまだ開発途上国で使用されているヘキサクロロシクロヘキサン
(HCH)は、成熟型白色脂肪細胞にインスリン抵抗性を引き起こす。白色脂肪組織
には前駆脂肪細胞も含まれるため、前駆脂肪細胞の分化過程にHCHが存在する
ことによって、成熟型脂肪細胞のキャラクターに何らかの変化が生じる可能性が
考えられる。そこで、前駆3T3-L1脂肪細胞の分化過程にHCHを投与し、生理応
答変化について検討した。
【方法】前駆3T3-L1細胞の分化誘導時にHCHを添加し、成熟型3T3-L1脂肪細胞
を得た（HCH群）。一方で、HCH非添加添加群をコントロール群とした。7日間
の培養終了後に両群の細胞を回収し、様々な調製を経て各アッセイを行った。
【結果】コントロール群と比較して、HCH群は中性脂肪の含量が有意に増加する
成熟型脂肪細胞へと変化した。この条件下では、脂肪合成酵素であるFASの
mRNAとタンパク質の発現が有意に増加し、FASの転写調節因子であるNF-YA
のmRNAとタンパク質の発現も有意に増加した。さらに、核内におけるNF-YA
タンパク質の発現も有意に増加し、NF-YAとFASのプロモータ領域との結合も
有意に増加した。
【考察】HCHは前駆脂肪細胞の分化過程でNF-YAの転写調節機能を介したFAS
の発現亢進を誘導し、中性脂肪に富んだ成熟型白色脂肪細胞へと変化させること
が示唆された。
【結論】一連の結果は、HCHの摂取は脂肪細胞の肥大化を介した2型糖尿病の発
症因子となりえる可能性を示している。

P-023
メチル水銀およびポリ塩化ビフェニルの妊娠期低用量複

合曝露による仔への影響

柳澤 利枝1）、小池 英子1）、鈴木 武博1）、嶋田 努2）、山元 恵3） 
 

1）国立環境研究所、 
2）金沢大学附属病院、 
3）国立水俣病総合研究センター 

【目的】日本における水銀摂取は主に魚介類に由来するが、残留性有機汚染物質
(POPs)等の他の化学物質も検出されることから、これらの複合曝露による健康
影響が懸念されている。本研究では、塩化メチル水銀(MeHg)とPOPsの中でも魚
摂取からの曝露割合が高いポリ塩化ビフェニル(PCB)の妊娠期における低用量
複合曝露による仔獣への影響について検討した。
【方法】妊娠5日目のC3H/HeJSlcマウスをControl群、MeHg群、PCB群、MeHg 
+PCB群の4群に分けた。MeHgは生理食塩水（L-Cystein 4.8μMを含む）、PCB
（Aroclor 1254）はcorn oilに溶解し、各々0.5、0.02μg/kg/day を10日間経口投与
し(土日を除く)、4、20週齢における仔獣への影響解析(血液検査、腸内細菌叢解
析等)を実施した。
【結果】4週齢の各曝露群において、雌雄仔いずれもControl群に比し血清中グル
コース値の上昇を認め、雌仔でより顕著であった。20週齢の雄仔ではPCB群で
総コレステロール値の上昇を認めた一方、MeHg+PCB群ではMeHg群、PCB群
に比し有意に減少した。糞便中DNAを用いた腸内細菌叢解析では、いずれの週
齢、雌雄においても、各曝露群の菌叢構成が異なっていた。
【考察】MeHgとPCBの妊娠期曝露は、単独、複合いずれも仔獣に対して週齢、性
別で異なる作用を示す可能性が示唆された。加えて、複合曝露は、生体内におけ
る直接、あるいは間接的な相互作用を介して新たな影響を顕在化させ得ることが
考えられた。
【結論】MeHgとPCBの妊娠期低用量複合曝露は、年齢、性別により単独曝露と
は異なる影響を示し、成長後にもその影響が現れる可能性が示唆された。現在、
影響が検出された指標と腸内細菌叢との関連について解析中である。

P-024
フラーレン（C60）ナノ粒子の変異原性評価

関 良子1）、須賀 万智1）、柳澤 裕之2） 
 

1）東京慈恵会医科大学 環境保健医学講座、 
2）東京慈恵会医科大学 
 

【目的】フラーレン（C60）ナノ粒子は多数の炭素原子のみで構成される球形の炭
素同素体で、ドラッグデリバリーシステム、化粧品、スポーツ用品などに活用さ
れているが、ヒトへの健康影響はまだよく知られていない。今回、我々はC60の
変異原性を評価する為に、チャイニーズハムスター雌新生仔肺由来の繊維芽様細
胞（CHL/IU、以下CHLと略）を用いたin vitro小核試験を行った。
【方法】細胞は、10%仔牛血清を添加したMEM培地を用いて培養した。試験は、
連続処理（24、48、72時間）と短時間処理（代謝活性化系および非代謝活性化系）
で検討した。被験物質には、フラーレン（C60）(富士フィルム和光（株))を0、39、
78、156、312.5、625、1250、2500、5000 µｇ/mlに調整した溶液を用いた。被
験物質を処理後、細胞を回収し、低張処理、半固定・固定操作後、浮遊液を作り、
標本を作製した。標本はギムザ染色を行い、1000個/プレートの細胞を3プレート
ずつ観察し、小核を有する細胞数を記録した。
【結果】連続処理法および短時間処理法の非代謝活性化系では、いずれの条件に
おいても溶媒対照群と比較して、小核誘発頻度の増加は見られなかった。しか
し、短時間処理法の代謝活性化系では、6-18h（C60にS9mixを加えて6時間処理
し、その後18時間回復させたもの）の156、312.5 µｇ/mlにおいて、それぞれ溶
媒対照群と比較して小核誘発頻度の有意な増加を認めた。
【結論】フラーレン（C60）は、生体内で代謝を受けた場合に遺伝子に影響を及ぼ
す可能性が示唆された。様々な分野で利用されている物質であることから、ヒト
への安全性を今後も慎重に評価していく必要がある。
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P-025
主成分分析による悪性中皮腫のニボルマブ治療効果に

関わる免疫動態の評価⇔

西村 泰光1）、李 順姫1）、武井 直子1）、伊藤 達男1）、上月 稔幸2）、 
藤本 伸一3）、大槻 剛巳1,4） 

1）川崎医科大学衛生学、 
2）四国がんセンター 臨床研究センター、 
3）岡山労災病院 腫瘍内科/呼吸器内科、 
4）新庄村国民健康保険内科診療所

【目的】石綿曝露が引き起こす悪性中皮腫は石綿大量消費の時代を経て我が国で
は現在増加傾向にある。免疫チェックポイント分子PD-1に対する分子標的薬ニ
ボルマブは悪性中皮腫にも適応され効果を示すが、治療効果は一様では無い。治
療前後の末梢血の免疫機能解析を実施し、主成分分析による包括的評価を実施 
した。
【方法】ニボルマブ治療前、1週間後、3ヶ月後に患者より末梢血を得た。翌日、血
漿を分離し凍結保存、PBMCを調整した。PBMCの一部はフローサイトメトリー
を用いて細胞表面分子発現量を測定し、残りはCD4+T細胞(Th),CD8+T細胞
(CTL),CD56+細胞(NK),単球にソートし凍結保存した。RT-qPCRにより各細胞
集団のmRNA発現レベルを測定した。luminexを用いて血漿中サイトカイン濃
度を測定した。治療効果に関わり差を示す項目を抽出し、主成分分析による解析
を行った。
【結果】何れの測定項目もSD+PR群とPD群の群間比較、両群における治療前後
の変化の特徴は見られなかった。一方、治療効果PRを示した1例では、Th上CD 
25%、CTLA-4%、CTL上のHLA-DR%、刺激後NK中のIFN-γ mRNAが継続し
高値を示した。これら4因子の主成分分析の結果、主成分1,2はPR例で常に高値
を示し、主成分1,2の散布図でPR例は独立した座標に位置した。 
【考察】悪性中皮腫のニボルマブ治療の奏効と関わる特徴として、NKの高い
IFN-γ産生誘導能、多い活性化CTL、多いTreg細胞が多いという知見を見出し
た。ニボルマブによる免疫抑制解除により強い抗腫瘍免疫が誘導されたことが示
唆される。

P-026
行動学試験によるメスラットの中枢神経系への飲み水を

介したフッ化物の影響評価

鈴木 聡子1）、坂元 崇洋1,2）、杉浦 由美子1）、菅谷 ちえみ1）、 
吉岡 範幸1）、三好 優香1,3）、岩澤 聡子1）、角田 正史1） 

1）防衛医科大学校 衛生学公衆衛生学講座、 
2）防衛医科大学校 産婦人科講座、 
3）防衛医科大学校病院 総合臨床部 

【目的】フッ素は地下水汚染による健康障害が中国やインドで大きな問題となっ
ている一方、う蝕予防のため一部の国で水道水添加が行われている。近年、中枢
神経系への影響が注目され、学習能力の低下や統合失調症等が懸念されている
が、性差など不明の点が多い。そこで本研究では、フッ素による神経系への影響
を検討するため、メスのラットにフッ素を飲み水を介し曝露し、Open field(OF)
試験とPrepulse inhibition（PPI）試験を行った。
【方法】曝露するフッ素水濃度を0ppm、50ppm、100ppm、150ppm（n=10/群）
とし、5週齢のメスのラットに8週間、曝露した。曝露期間中は体重、餌と水の 
摂取量を測定し、曝露後にOF試験とPPI試験を行った。OF試験では総移動距離、
5分毎移動距離、Center stay率、Wall rearing・Center rearing・Grooming回
数を指標とし、PPI試験では各プレパルスに対する120dBへの反応を測定し、
%PPIを算出して、群間で比較した。
【結果】体重増加は対照群と曝露群で差はなかったが、100ppm曝露群より150 
ppm曝露群の方が有意に低い結果となった。水摂取量は150ppm曝露群が他の3
群に比べ有意に少なく、餌摂取量は対照群と比べて有意に少なかった。OF試験
とPPI試験ともに有意差はなかった。
【考察】フッ素の数週間にわたる摂取は体重に負の影響を与えることが示唆され
た。ただしこれは、餌水摂取量に関して、高濃度群が有意に少ないことも影響し
ている可能性がある。OF試験とPPI試験では有意な差は見られなかった。昨年の
検討からオスでも行動学試験で有意な変化は見られず、この評価法では成獣ラッ
トの影響は顕著ではない。但し、胎児期などより感受性が高い時期がある可能性
はある。
【結論】フッ素曝露は体重増加に影響を引き起こす可能性があるが、神経学的影
響は小さい。

P-027
経口摂取されたマイクロプラスチックから溶出する化学

物質と生体影響の検討

苣田 慎一、吉田 正雄、苅田 香苗 
 

杏林大学医学部 衛生学公衆衛生学教室 
 
 

【目的】ヒトを含む様々な生物においてマイクロプラスチック（粒径5mm以下の
プラスチック片や粒子；以下MP）の経口曝露による生体影響が懸念されている
が、その機序や起因分子は明らかでない。本研究では、OECD化学物質安全性試
験の評価対象生物であるメダカを用いて、MPの経口曝露による生体影響とMP
から溶出する化学物質（MP溶出化学物質）の関連を検討する。
【方法】メダカ24尾にMP（ポリエチレン製ビーズ、粒径60μm以下）を2.5mgMP/
g体重/日で12週間曝露し、飼育期間中にMPが含まれる排泄物を回収した。曝露
前のMPと排泄物中のMPの化学組成をガスクロマトグラフ質量分析計等で分析
し比較した。
【結果】排泄されたMPには、曝露前のMPに添加剤として含まれていた7種の疎
水性化合物（アジピン酸ジ(2-エチルヘキシル)やフェノール系アルキルスルホン
酸エステルなど）が検出されなかった。
【考察】先行研究では、0.25から5.0mgMP/g体重/日の濃度によるMPの経口曝露
が濃度依存的にメダカの生殖機能や生体組織に影響を与えることを明らかにし
た。影響を受けた組織周辺でMPが観察されなかったため、生体影響の原因の一
つとしてMP溶出化学物質の作用が示唆されていた。本研究で同定した7種の疎
水性化合物は水に難溶であるため、飼育水でなくメダカの体内で溶出した可能性
が高く、生体影響に関連する候補物質であると考えられた。
【結論】生体影響に関わる可能性のあるMP溶出化学物質が同定された。今後、こ
の候補物質と生体影響の因果関係を検証し、MPの経口曝露による生体影響の分
子メカニズムの解明を目指す。

P-028
アルツハイマー病患者尿中代謝産物の網羅的解析

渡邊 裕美1）、春日 健作2）、徳武 孝允3）、北村 香織1）、池内 健2）、
中村 和利1） 

1）新潟大学大学院医歯学総合研究科 社会・環境医学、 
2）新潟大学脳研究所 遺伝子機能解析学、 
3）新潟大学脳研究所 脳神経内科学 

【目的】我々は地域在住高齢者が気軽に受検可能な検査を目指し、尿を用いた認
知症バイオマーカーの探索研究を行っている。本研究ではメタボロミクス及びリ
ピドミクスにより、アルツハイマー病患者と認知機能正常高齢者の尿中代謝産物
の比較解析を行った。
【方法】新潟大学医歯学総合病院受診AD患者18名 (AD群)と、AD群と性、年齢を
マッチさせた認知機能正常高齢者18名を対照群とし、随時尿を採取した。両群と
もに男性8名、女性10名；平均年齢は各72.9歳、72.8歳；MMSE得点平均値は 
各21.6点、28.8点であった。メタボロミクス（尿中イオン性代謝物分析）は 
CE-TOFMS、リピドミクス（尿中脂質分子種分析）はLC-FTMSで行った。2変 
量解析はWilcoxon’s rank-sum test、判別分析はOPLA-DAを用いた。KEGG, 
Metaboanalysitによるパスウェイ解析を行った。
【結果】AD患者尿、対照尿から304のイオン性代謝物と81の脂質分子種が同定さ
れた。そのうち26分子でAD群と対照群の間で有意に濃度差があった。この26分
子によって2群を有意に判別することが出来た。これら分子のパスウェイ解析の
結果、グリセロ脂質代謝、熱産生、カフェイン代謝に関するパスウェイの変化が
重要である可能性が示唆された。
【考察・結論】血液や脳のメタボロミクス研究でADにおけるグリセロ脂質の変化
が示唆されている。また､ ADとカフェイン摂取の負の関連は複数の疫学研究で
示唆されている。これらのことから本研究結果は尿を用いた認知症（アルツハイ
マー病）バイオマーカーの可能性を示唆するものと考える。
　本研究は新潟大学倫理審査委員会の承認を得て行った。
【参考文献】Watanabe Y, Kasuga K, Tokutake T, et al. Front Neurol (2021) 
12: doi:10.3389/fneur.2021.719159
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P-029
頸動脈狭窄症の血液バイオマーカーの探索

北村 祐貴1）、等 浩太郎1）、福石 華果1）、坂梨 まゆ子1）、 
矢田 健一郎2） 

1）金城学院大学薬学部、 
2）三重大学大学院医学系研究科 
 

【目的】プラークは動脈内膜に生じた動脈硬化性の肥厚であり、長い時間をかけ
て無症候性に進展する。プラークの内出血を伴うような不安定プラークを持つ頸
動脈狭窄症患者は、プラークが破綻することによる脳梗塞を発症するリスクが高
い。一旦、脳梗塞を発症すれば、後遺症を残すことが多いため、脳梗塞発症前に
不安定プラークの頸動脈狭窄症患者を同定し、適切な治療を開始する事が重要で
ある。不安定プラークの判別には、頸動脈エコーやMRIなどが用いられている
が、手技的および費用的に負担が大きいため、低コストで簡便な検査ができるバ
イオマーカーの開発が必要とされている。本研究では、頸動脈狭窄症患者の末梢
血を用いて、網羅的遺伝子発現量解析を行い、頸動脈狭窄症の同定に利用できる
バイオマーカー候補となる遺伝子を探索した。
【方法】頸動脈狭窄症と診断された患者および対照者の末梢血を用いて、RNAを
抽出し、マイクロアレイ法によって遺伝子発現の網羅的解析を行った。さらに、
目的遺伝子のmRNA量をreal-time PCR法で測定した。
【結果】マイクロアレイ解析の結果、92個のmRNAの発現量が、対照群と比較し
て有意に変化した。発現量の変動が大きかった遺伝子に対して、real-time PCR
法を行った結果、細胞接着に関わる遺伝子の発現量が、対照群と比較して有意に
変化した。
【考察・結論】同定された遺伝子は頸動脈狭窄症の診断バイオマーカーとして利
用できる可能性が見出された。診断バイオマーカーを確立することにより、脳梗
塞発症前に不安定プラーク患者を同定することが可能となり、脳梗塞発症予防に
つながることが期待される。

P-030
IQOSエアロゾルばく露は肺組織及び肺胞マクロファー

ジに酸化ストレスを発生させる

澤 麻理恵1）、石川 智1）、牛山 明2）、服部 研之1） 
 

1）明治薬科大学、 
2）国立保健医療科学院 
 

【目的】IQOSをはじめとする加熱式たばこは若い世代を中心にその使用者が増
えているが、加熱式たばこの使用による健康影響は未だ報告が少ない。本研究で
はIQOSエアロゾルをマウスへばく露した際の酸化ストレスに着目し、肺組織お
よび肺胞マクロファージ内のグルタチオンを定量することで生体影響について
検討することを目的とした。
【方法】動物ばく露用喫煙装置を用いてC57BL/6Nマウス（7～8週齢・雄性）に
IQOSヒートスティック5本分のエアロゾルを1日（5s1d群）または2日間（5s2d群）
ばく露し、ばく露終了24時間後の気管支肺胞洗浄液（BALF）、肺組織及び血漿を
回収した。各サンプルに各種試薬を用いてグルタチオンまたは総抗酸化能を定量
した。
【結果】5s1d群および5s2d群の肺胞マクロファージ中の還元型グルタチオン量は
Control群と比較し有意に減少した。また、肺組織内の酸化型グルタチオン量の
割合は5s1d群および5s2d群ともにControl群と比較して有意に増加したが、群間
の量反応関係は認められなかった。一方で、還元型グルタチオン量および総グル
タチオン量はグループ間に差は認められなかった。また、BALFおよび血漿の総
抗酸化能はグループ間に差は認められなかった。
【考察】マウスへのIQOSエアロゾルばく露によって肺胞マクロファージ中の還
元型グルタチオン量が減少したことから、加熱式たばこ喫煙によって酸化ストレ
スが発生し、発生した酸化ストレスの多くは肺胞マクロファージで処理されてい
ることが示唆された。一方で、この酸化ストレスが健康影響にどの程度つながる
かはさらなる検討が必要である。
【結論】本報告の条件下でのIQOS喫煙は肺胞マクロファージ内に酸化ストレス
を発生させる可能性がある。

P-031
マウスを用いたヒト殺菌剤の網羅的曝露評価方法確立

の試み

和佐田 ひと実、伊藤 由起、ナヤン チャンドラ モハント、 
豊田 佳代、加藤 沙耶香、上島 通浩 

名古屋市立大学大学院医学研究科 環境労働衛生学分野 
 
 

【背景】令和元年の殺菌剤の国内出荷量は約4万トンで農薬全体の18%を占めて
おり（農薬要覧2020）、殺菌剤の健康影響が注目されている。現在は主に作物中
の残留量からヒトの曝露量が推定されているが、個人の曝露量をより正確に測定
するには、尿中の殺菌剤の代謝物の検出が有用である。殺虫剤では実際に尿を用
いた曝露評価方法が確立されているが、殺菌剤は尿中代謝物の情報がほとんどな
く、尿を用いた曝露評価は殆ど行われていない。そこで本実験では、尿を用いた
殺菌剤の曝露評価をするために必要な代謝物の参照ライブラリを作成すること
を目的とする。
【方法】まず1) 厚生労働省の食品中の残留農薬検査結果で検出頻度が3%以上、2) 
農薬要覧2016で出荷量300トン以上、3) 小児の推定摂取量が対一日摂取許容量
比30%以上の3つの観点よりヒトが曝露する可能性が高い殺菌剤を絞り込んだ。
次にICR雄10週齢のマウスを1週間馴化した後、1・2・4日目に、それぞれ溶媒の
み・殺菌剤溶液（2濃度）を経口投与し、投与後24時間の尿を回収した。回収した
尿を前処理して液体クロマトグラフ－高分解能質量分析計 (LC-HRMS)にて親
物質と代謝物の精密質量・保持時間・フラグメントの情報を得た。
【結果・考察】対象の殺菌剤として32種類を選定した。投与したマウスに神経症
状などは見られなかった。尿の前処理として親物質を用いた検討の結果、残留農
薬分析で汎用されるQuEChERS法はロスが多くなるため行わず、除タンパクの
みを行うこととした。現在LC-HRMSで検出されたピークと文献から代謝物情報
の特定を行っている。

P-032
幼児の使用済みオムツからの抽出尿を用いたフタル酸エ

ステル類の曝露評価

ナヤン チャンドラ モハント1）、伊藤 由起1）、加藤 沙耶香1）、 
榎原 毅1）、杉浦 真弓2）、齋藤 伸治3）、上島 通浩1） 

名古屋市立大学大学院医学研究科　 
1）環境労働衛生学分野 
2）産婦人科学 
3）小児科学

Purpose: Biomonitoring of phthalates in toddler urine has not been 
conducted in Japan. This adjunct study of Japan Environment and 
Children’s Study aimed to develop and validate a biomonitoring method for 
the measurement of urinary phthalate metabolites in 1.5-year Japanese 
toddlers using LC-MS/MS.
Methods: The limit of detection (LOD), accuracy, precision, recovery, and 
stability were validated. The internal quality was assured using low- and 
high-concentration standards, and duplicate urine samples. A total of 16 
metabolites were measured in diaper-extracted urine of 671 toddlers from 
Aichi regional center.
Results and discussion: All validation parameters were within the 
US FDA acceptable ranges. The LODs were 0.01 ̶ 0.66 ng/ml. The 
detection frequencies ranged from 84 ̶ 100%. The median and maximum 
concentrations varied from 0.0009 ̶ 0.24, and 0.07 ̶ 15.62 mg/g creatinine, 
respectively. The geometric means of creatinine-adjusted and unadjusted Σ
di(2-ethylhexyl) phthalate (DEHP), Σdibutyl phthalate (DBP), Σdiisononyl 
/diisodecyl phthalate and Σ16 were 0.62, 0.46, 0.03 and 1.5 mg/g creatinine; 
and 0.31, 0.23, 0.01, and 0.69 mg/L, respectively. The 95th percentile values 
of Σmono(2-ethyl-5-hydroxyhexyl) phthalate (MEHHP)+ mono(2-ethyl-5-
oxohexyl) phthalate, ΣMEHHP+ mono(2-ethyl-5-carboxypentyl) phthalate, 
monoisobutyl phthalate and mono-n-butyl phthalate were 2, 3, 6, and 3.5 
times higher (0.78, 0.95, 0.93 and 0.42 mg/L, respectively) than respective 
HBM guidance values for European children (6 ̶ 13 yrs). 
Conclusion: Our method is useful for biomonitoring of phthalate metabolites 
in diaper-extracted urine. Higher exposure levels of DEHP and DBP suggest 
the necessity to investigate health risk in these children.
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P-033
尿中忌避剤および代謝物同時測定法の妥当性評価とそ

の応用

西原 奈波1）、藪本 奈那2）、白石 愛深2）、髙木 麻衣3）、 
磯部 友彦3）、上山 純1） 

1）名古屋大学大学院医学系研究科 総合保健学専攻、 
2）名古屋大学医学部 保健学科、 
3）国立環境研究所 環境リスク・健康領域 曝露動態研究室 

【目的】蚊やダニ等による刺咬予防のため、人体に塗布する忌避剤(以下、忌避 
剤)は広く使用されているが、影響や動態に関する研究はほとんどない。本研 
究では、忌避剤曝露評価にバイオモニタリング手法を応用することを将来の目 
的とし、尿中の忌避剤Picaridin、DEETおよび代謝物であるN,N-diethyl-3-
hydroxymethylbenzamide(DHMB)、3-(diethylcarbamoyl)benzoic acid 
(DCBA)の測定法を確立し、ヒト検体に測定法を応用した。
【方法】尿前処理には親水性ポリマーベース固相抽出カラムを、定量分析にはLC-
MS/MSを用いた同位体希釈法を採用した。各種妥当性評価(日内および日間再現
性試験等)を行い、加えて尿中保存性および凍結融解試験を行った。男女100名を
対象としたパーソナルケア製品使用に関する介入試験被検者の中から、自記式の
製品使用記録でPicaridinおよびDEETを含む製品の使用が認められた5名を測
定対象とした。
【結果および考察】日内および日間再現性試験は、各物質の濃度範囲0.5-40μg/L
で20%以下と概ね良好な結果が得られた。7日間の室温、4°C保存、および凍結融
解による統計的有意な分解(濃度の低下)はなかった。5名のうち男性1名の尿(42
検体)を先行して測定した結果、Picaridin使用から9時間後に未変化体の尿中濃
度が最大 (50μg/L)となり、急性相および遅延相の排泄半減期は2.8および12.4時
間と算出された。また、DEET使用から7時間後にDEET、DHMBおよびDCBA
の尿中濃度が最大となった。発表当日には複数対象者の結果を示す。
【結論】本測定法は、忌避剤曝露を検出できる感度を有した方法であり、疫学調査
への応用が期待される。

P-034
学童のプラスチック添加剤への曝露実態 ： 北海道スタ

ディ

池田 敦子1,2）、アイツバマイ ゆふ2）、Rahel Mesfin Ketema1,2,3）、
Celine Gys4）、Michiel Bastiaensen4）、Adrian Covaci4）、 
岸 玲子2）

1）北海道大学大学院保健科学研究院、 
2）北海道大学 環境健康科学研究教育センター、 
3）北海道大学大学院保健科学院、 
4）Toxicological Centre, University of Antwerp

【目的】プラスチックやビニル製品には可塑剤、硬化剤、定着材、難燃剤など様々
な化学物質が添加されており、中には内分泌かく乱作用の懸念がある物質もあ
る。多くは半減期が数時間～数日と短いが、恒常的に曝露される。本報告では、
学童の尿中に含まれるプラスチック添加剤であるフタル酸エステル類とリン酸
トリエステル類代謝物、ビスフェノール類濃度を測定し、その曝露実態を明らか
にする。
【方法】出生コーホート「環境と子どもの健康に関する北海道スタディ」に参加す
る7歳児400人を対象とした。健康に関する調査票と尿を収集した。後日アレル
ギーと曝露との関連を検討するため、ISAAC調査票からWheeze、Rhino-
conjunctivitis、Eczemaを定義し、それぞれに該当する児各100人を抽出した。
うち60人は症状の重複があり、最終的に240人を定めた。また、症状がない子
160人を無作為に抽出した。収集した尿からフタル酸エステル類代謝物10化合物
とリン酸トリエステル類代謝物14化合物をLC-MSMSで、ビスフェノール類7化
合物をGC-MSMSで分析した。
【結果】フタル酸エステル類代謝物のうち最も濃度（中央値）および検出頻度が高
かったのは、MECPP(38.4 ng/mL、100%)次いでMnBP(35.1 ng/mL、100%)
だった。ビスフェノール類はリン酸トリエステル類はDPHP(0.46 ng/mL, 97%)
ついでBCIPHIPP(0.38 ng/mL, 99%)だった。ビスフェノール類では、BPA(0.89 
ng/mL, 89%)、BPS(0.11 ng/mL. 79%)だった。2012-2017年の濃度変化を確認
したところ、リン酸トリエステル類のBCIPHIPP、BDCIPP、EHPHPに濃度の
増加傾向が認められた。
【考察・結論】多くの化合物が子どもの尿から検出された。中にはフタル酸エステ
ル類の一部、また BPAなど使用に規制がある物質もあった。

P-035
COVID-19パンデミック時の急性アルコール中毒よる

救急搬送の変化

南 まりな1）、木所 和資2）、栄徳 勝光1）、川内 淳文3）、 
宮内 雅人4）、菅沼 成文1）、西山 謹吾4） 

1）高知大学医学部 環境医学教室、 
2）高知大学医学部 医学科、3）高知県健康政策部、 
4）高知大学医学部 災害・救急医療学講座、 
5）高知大学 次世代医療創造センター

【目的】COVID-19が救急システムに与える影響について、急性アルコール中毒
による救急搬送への影響に関連する研究は現在ほとんどない。そこで本研究では
COVID-19パンデミックが急性アルコール中毒による救急搬送に及ぼす影響を
調べることを目的とした。
【方法】高知県の救急医療・広域災害情報システムである「こうち医療ネット」の
データベースに登録されている180,747救急搬送データを用いて研究を行なっ
た。分析には、カイ二乗検定と多重ロジスティック回帰分析を行った。日本にお
ける自主的自粛期間（2020年3月、4月）の搬送件数と、2016年～2019年の同期間
と比較をおこなった。
【結果】2020年の急性アルコール中毒による救急搬送は、例年に比べて0.2%減少
した。急性アルコール中毒による救急搬送は、交絡因子を調整しても、2020年3
月から4月にかけて、2016～2019年の同時期と比較して有意に減少した（調整
オッズ比0.67、95%信頼区間0.47-0.96）。
【考察】本研究の結果、3月と4月の時期は年末年始に次いで、急性アルコール中
毒の救急搬送が発生しやすい季節であるにもかかわらず他の年の同時期（2016
年～2019年）と比較して、2020年は急性アルコール中毒による救急搬送件数が
減少していた。感染症の流行が一定の終息を見せ、社会的に平常に戻った後も、
飲み会での急性アルコール中毒による救急搬送を減らすためには、お酒を飲まな
い人にアルコールを強要して飲ませない、「一気飲み」をしないなど節度のある
飲み方を文化的に養うことが必要だと考える。
【結論】COVID-19パンデミックによるライフスタイルの変化が、救急搬送件数
に影響を与えていることが示唆された。中でも急性アルコール中毒による救急搬
送件数に大きな影響を与えていた。

P-036
地域中高年者におけるβ3アドレナリン受容体遺伝子多

型と生活習慣の体格に及ぼす影響

原 章規1）、辻口 博聖1）、中村 正治1）、鈴木 啓太1）、鈴木 史彦2）、
笠原 友子1）、Kim Oanh Pham1）、觀音 隆幸3）、佐藤 丈寛3）、 
細道 一善3）、田嶋 敦3）、中村 裕之1）

1）金沢大学医薬保健研究域医学系 衛生学・公衆衛生学、 
2）奥羽大学歯学部 口腔外科学講座、 
3）金沢大学医薬保健研究域医学系 革新ゲノム情報学 

【目的】β3アドレナリン受容体(ADRB3)遺伝子多型は肥満／過体重との関連が示
唆されている。本研究では地方住民を対象として、生活習慣を考慮したADRB3
遺伝子多型の体格指数に及ぼす影響を検討した。
【方法】石川県志賀町在住の40歳以上の住民600名を対象とした。末梢血より
DNA抽出を行い、ADRB3遺伝子多型を決定した。栄養素摂取を含む生活習慣を
共変量とし、ジェノタイプとBMI、腹囲および体脂肪率との関連を多重ロジス
ティック回帰分析で評価した。
【結果】対象集団の平均年齢は62.0±10.9歳で、女性334名であった。ADRB3遺
伝子のArg64キャリアは36%にみられた。Trp64Arg多型の有無によるBMI、腹
囲および体脂肪率の差はみられなかった。多変量解析では、Trp64Arg多型とこ
れら3つの体格指数との関連はみられず、身体活動不足、エネルギーおよびナト
リウムの摂取過多、ならびに動物性蛋白の摂取不足が腹囲と体脂肪率の増加に関
連していた。
【考察】地域の中高年者における体格には、ADRB3遺伝子のTrp64Arg多型より
も生活習慣の影響が大きいことを示唆するものと考えられた。
【結論】中高年の地域住民において、ADRB3遺伝子のTrp64Arg多型はBMI、腹
囲および体脂肪率とは関連しなかった。他方、栄養素摂取を含む生活習慣の体格
指数に及ぼす影響が確認された。
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P-037
成人女性におけるイソフラボンEquol代謝腸内細菌タイ

プと尿中亜鉛濃度の関連

藤谷 倫子1）、呂 兆卿1）、藤井 由希子2）、原田 真理子1）、 
原田 浩二1） 

1）京都大学大学院医学研究科 環境衛生学分野、 
2）第一薬科大学薬学部 健康・環境衛生学講座 
 

【目的】腸内細菌の代謝は、体内での植物成分の活性化に必要である。大豆
Isoflavonの代表的物質であるEquolは、腸内細菌がdaidzeinを代謝する事で生
成されるが、ある腸内細菌タイプと異なる物質の代謝や利用能の報告は少ない。
しかし、亜鉛の吸収と腸内細菌間での競合は動物実験で報告があるため、Equol
を生成する腸内細菌が亜鉛の利用能を修飾する可能性が考えられる。本研究では
成人女性のEquol生産者(EQP)における尿中亜鉛濃度を検討した。
【方法】宮城県、沖縄県、京都府、高知県、北海道の健診に参加した女性の尿試料
を使用した。13,000検体から地域毎に30～60代の各年代別に、約25検体をラン
ダム抽出した後(n=520）、尿中亜鉛濃度、腸内細菌タイプが利用可能な444検体
を分析した(フレーム原子吸光分析)。尿試料500μlに内部標準D6-Daidzein 20 ng
添加しglucronidase/sulfatase処理し、抽出後、TMS化の後、GC/MSで分析を
行った。EQPは、log(equol/daidzein)≧-1.42と定義し、尿中濃度はCreatinine
濃度で補正した。尿中濃度はstudentのt検定で比較した。
【結果】EQPでは、尿中の亜鉛幾何平均濃度（ug/g-Cr）が、Non-EQPより低かっ
た（p=0.0038 by t-test）。大豆は亜鉛も含有する為、大豆摂取との交絡の可能性
を検討したが、指標となるdaizeinの摂取量による影響はなかった(p>0.05 by 
analysis of covariance)。
【考察】Equolを生成する腸内細菌が亜鉛の代謝へ関与する事が示唆された。先行
研究から、両物質の代謝に影響する菌はEnterococcus等と推定される。今後は腸
内細菌を同定し、微量栄養素の作用の個人差の理解が期待される。

P-038
レスベラトロールによる血小板内Ca2+流入および血小

板凝集抑制

江川 可純、丸茂 幹雄、若林 一郎 
 

兵庫医科大学 環境予防医学講座 
 
 

【目的】赤ワインに含まれる抗酸化物質であるレスベラトロールは、血小板凝集
を抑制し抗血栓作用を有することが知られている。しかしそのメカニズムは未 
だ明らかではない。そこで今回我々は、Ca2+流入を介した血小板凝集におけるレ
スベラトロールの抑制作用について、細胞内Ca2+流入及び血小板凝集能を検討
した。
【方法】健常成人から採取した血液を用いて洗浄血小板浮遊液を作成し検体と 
し、血小板内Ca2+濃度 ([Ca2+]i) および血小板凝集能を測定した。生理的アゴニ
ストであるthrombin、容量性Ca2+流入 (store-operated Ca2+ influx: SOCI) を
惹起するthapsigargin、及びdiacylglycerol (DG) のアナログである1-oleoyl-2-
acetylglycerol (OAG) をそれぞれ血小板刺激剤として用いた。[Ca2+]iは蛍光色素
を用いて分光分析にて、血小板凝集能は比濁法にてそれぞれ測定した。
【結果】血小板凝集能はthrombinおよびthapsigarginによる刺激では6.25 μM以
上のレスベラトロール存在下で有意に抑制されたが、OAGによる刺激では抑制
は認められなかった。
　血小板内Ca2+流入はthrombinによる刺激では12.5 μM以上、thapsigarginに
よる刺激では6.25 μM以上のレスベラトロールで有意に抑制された。
　Ca2+投入前の検体において、thrombinによる細胞内Ca2+ストアからのCa2+放
出がみられたが、12.5 μM以上のレスベラトロール存在下ではその反応は抑制さ
れた。thrombinによる血小板内Ca2+流入および血小板凝集は12.5 μM以上のレ
スベラトロール存在下で抑制された。
【考察】レスベラトロールはストアからのCa2+放出の減少およびSOCIの阻害を
介してthrombinおよびthapsigarginによる血小板凝集を抑制する可能性が示唆
された。一方OAGによるCa2+流入はSOCIを介さないため、OAG刺激下ではレ
スベラトロールによる抑制効果が得られないと考えられた。

P-039
運動は肥満によるブラウンアディポカインの発現異常を

減弱する

櫻井 拓也1）、福冨 俊之2）、山本 幸子3）、野崎 江里子4）、 
木崎 節子1） 

1）杏林大学医学部 衛生学公衆衛生学、 
2）杏林大学医学部 薬理学、 
3）杏林大学医学部 化学、 
4）杏林大学医学部 共同研究施設

【目的】熱産生を行う褐色脂肪組織（BAT）から分泌される液性因子（ブラウンア
ディポカイン）について、運動や肥満による影響はほとんどわかっていない。本
研究では、主にこのブラウンアディポカインに焦点をあて、運動や肥満による影
響を検討することを目的に検討を行った。
【方法】HB2褐色脂肪細胞から分泌される液性因子について質量分析装置を用い
て網羅的解析を行った。また、C57BL/6Jマウスに4ヵ月の高脂肪食摂取と回転
かごを用いた自発運動走を施行した後に、肩甲骨間BATにおける遺伝子発現を
検討した。
【結果】HB2褐色脂肪細胞から分泌されることが確認された ガレクチン3 （Lg 
als3）やLgals3 binding protein（Lgals3bp）などの遺伝子発現が、肥満させたマ
ウスのBATで大きく上昇し、自発運動走はそれらの発現増加を有意に減弱させ
た。さらに、肥満マウスのBATではPeroxisome proliferator-activated receptor 
γ coactivator 1αなどの褐色脂肪細胞分化関連因子の遺伝子発現低下も観察され
たが、自発運動走はそれらの発現低下を抑制した。一方、HB2細胞にLgals3を
過剰発現させるとコントロール細胞よりも脂肪合成が高まり、Lgals3bpを過剰
発現させるとミトコンドリア量が減少した。
【考察】運動は肥満によるブラウンアディポカインの発現異常を減弱し、Lgals3
とLgals3bpは褐色脂肪細胞の分化に関わることが推測された。
【結論】運動は肥満によるブラウンアディポカインの発現異常の改善に有効で 
ある。

P-040
アロマ芳香浴が女子大学生アスリートの睡眠に与える

影響

高橋 珠実 
 

東洋大学 
 
 

【目的】本研究はアロマ芳香浴を用いることで、女子大学生アスリートの睡眠の
質が向上するのか、主観的および客観的睡眠評価を用いて検討することを目的と
した。
【方法】A大学体育会サッカー部女子部の選手を対象とした。実施期間は2020年
11月～12月の計4週間であった。好みの香りを事前に調査した上で、上位2種類
のグレープフルーツとベルガモット精油を本実験で使用することとした。芳香に
は、エッセンシャルオイルディフューザーを使用した。主観的睡眠評価には、
PSQI-J（ピッツバーグ睡眠質問票 日本語版）とOSA-MA（OSA睡眠感調査票MA
版）を用いた。客観的な睡眠評価は、MicroTag活動量計MTN-220（アコーズ社
製）を使用し、被験者の4週間の睡眠・覚醒リズムの測定を行った。また、疲労ス
トレス測定システムVM500（疲労科学研究所社製）を用いて、自律神経機能を数
値化し、疲労・ストレスを評価した。
【結果および考察】女子大学生アスリートを対象としたアロマ芳香浴の効果につ
いて、主観的睡眠評価および客観的睡眠評価を用いた検討から、アロマ芳香浴が
睡眠評価を高める効果は認められなかった。しかし、もともとの睡眠効率が低い
被験者の結果をみていくと、アロマ芳香浴が睡眠効率を高める可能性が考えられ
た。また、ベッドに入り、眠るまでの時間（睡眠潜時）が有意に短くなった被験者
が確認され、好みの香りのアロマの芳香浴により、入眠がスムーズになる可能性
が示唆された。さらに、アロマ芳香浴が起床時の自律神経機能に与える影響につ
いて、有意差は認められなかったものの、アロマ芳香浴介後でよりリラックスし
た状態となる可能性が示唆された。
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P-041
高校生における共食と精神的健康との関連

黒岩 美紅1）、丸山 紗季1）、春井 彩花1）、山本 佳苗1）、 
瀨川 悠紀子1,2）、橋本 弘子1,3）、大瀬良 知子1,4）、栗原 伸公1） 

1）神戸女子大学大学院・家政・衛生学、 
2）大阪成蹊短期大学・調理製菓、 
3）大阪成蹊短期大学・栄養、 
4）東洋大学・食環境科学・健康栄養

【目的】誰かと一緒に食事をする”共食”の頻度が高いほどうつ症状の発生は低く、
自殺念慮の有訴率も低いことなど、共食頻度と精神的健康との関連が示されてい
る。共食の重要性は広く認知され、食育推進基本計画をはじめ様々な取り組みで
共食頻度の増加が推進されてきた。しかし実際の共食頻度はこの10年横ばい状
態が続いていることから、共食頻度の増加を目指すだけでなく、共食したくても
できない者への対策も必要である。
　そこで本研究では、共食頻度が少ないにもかかわらず精神健康度が良好である
者に着目し、良好な精神健康度を保つための家族との共食のあり方を明らかにす
ることを目的とした。
【方法】兵庫県内の高校に通う192名のうち同意が得られた者を対象にアンケー
ト調査を行い、共食頻度と精神健康度との関連を調査した。また共食頻度が少な
い者のみを解析対象とし、精神健康良好群と不良群に分けて家族との共食のあり
方を比較した。
【結果と考察】先行研究と同様に、共食頻度と精神健康度との正の関連を確認し
た。また共食頻度が少なくても精神健康度が良好な群は不良群と比べて、食事中
の会話をしている者が有意に多いことと、食事に関する楽しい思い出があると答
えた者が多いことが分かった。
　共食頻度の少ないものにとっては、限られた共食の機会に会話をすることや将
来思い出として残るような楽しい食事をすることが重要となる可能性が示唆さ
れた。
【結論】共食頻度と精神健康度との正の関連を確認した。また、共食頻度が少なく
ても精神健康度は良好である者は、食事中の会話をしている者が有意に多いこ
と、食事に関する楽しい思い出があると答えた者が多いことが示された。

P-042
高血圧ラットの血圧に対する海藻摂取の影響と人工消

化処理をした飼料粘度との関連

丸山 紗季1）、瀬川 悠紀子1,2）、春井 彩花1）、大瀬良 知子1,3）、 
橋本 弘子1,4）、栗原 伸公1） 

1）神戸女子大学・院・家政・衛生学、 
2）大阪成蹊短期大学・調理製菓、 
3）東洋大学・食環境科学・健康栄養、 
4）大阪成蹊短期大学・栄養

【目的】腎血管性高血圧(2K1C)ラットに昆布を摂取させると、血圧(BP)の上昇が
抑制される。その機序は未だ不明であるが、先行研究では、海藻のBP上昇抑制
効果には粘性多糖であるアルギン酸(Alg)の関与が示唆されていた。しかし、私
たちが2K1CラットにAlg量が異なるとされる数種類の海藻を摂取させてもBP上
昇抑制効果を示されなかった。よって、海藻中のAlg量依存的にBP上昇を抑制す
るとは限らない可能性があると考えられた。一方で、Algを含む高粘性を示す多
糖を持つ海藻を摂取した際、消化管内容物の粘性の高低により血糖値や血中脂質
の上昇抑制効果に違いが認められることが報告されている。そこで、本研究では
各海藻に含まれるAlg量と粘度、および人工消化した飼料の粘度を調べ、2K1C
ラットにおける海藻摂取によるBPへの影響との関連を明らかにすることとした。
【方法】2K1Cラットの血圧に対する効果をすでに観察している昆布を含めた海
藻5種からAlgを抽出し、ゲル濾過クロマトグラフィーにより量を、B型粘度計に
より粘度を測定した。また、それぞれの海藻を混和して作成した飼料をペプシン
-パンクレアチン酵素法で人工消化し、上記方法と同様に粘度を測定した。それ
らの結果と、各海藻を混和した飼料を摂取した2K1CラットのBPとの関係をス
ピアマンの順位相関係数を用いて評価した。
【結果・考察】各海藻を摂取した2K1CラットにおけるBP上昇抑制の有無や程度
と、Alg量及び粘度との間に有意な関連が見られない一方で、人工消化をした飼
料の粘度との間には有意な逆相関関係が存在した。詳細な機序の検討は今後の課
題とするが、海藻摂取によるBP上昇抑制効果の有無や程度には摂取した飼料の
粘度が関与している可能性がある。

P-043
異なる量の昆布添加食の摂取が腎血管性高血圧モデル

ラットの血圧に及ぼす影響

瀬川 悠紀子1,2）、橋本 弘子1）3）、丸山 紗季1）、春井 彩香1）、 
黒岩 美紅1）、山本 佳苗1）、大瀬良 知子1）4）、栗原 伸公1） 

1）神戸女子大学・家政・衛生学、 
2）大阪成蹊短期大学・調理製菓、 
3）大阪成蹊短期大学・栄養、 
4）東洋大学・食環境科学・健康栄養

【目的】当研究室ではこれまで、腎血管性高血圧モデル(2K1C)ラットにおいて、
5%(w/w)昆布混合食の経口摂取が血圧上昇抑制作用を示すことを観察してきた。
研究に用いた昆布の量は、高血圧自然発症ラットに昆布混合食を与え、血圧上昇
抑制効果が観察されたという報告に基づいて決定した。しかしながら、5%未満
の昆布添加食の摂取が血圧上昇抑制効果を示すかどうかは明らかでない。さらに
5%昆布の量は、ヒトの食事量に体重換算すると、乾燥重量で1日あたり300gを超
え、実際の食事に応用することは困難である。したがって、少量の昆布でも効果
が得られるかを観察することは意義がある。そこで本研究では、5%未満の昆布
添加食を2K1Cラットに摂取させ、血圧への影響を観察した。
【方法】6週齢SD系雄ラットに銀製クリップを左腎動脈に設置した2K1C群と対
照(SHAM)群を作成し、術後control食(C)、1%(w/w)昆布混合食（SJ）、3%(w/w) 
SJ、5%(w/w) SJをそれぞれ摂取させ、6週間飼育した。飼育期間中、週1回収縮
期血圧(SBP)の測定を行い、実験期間終了時、麻酔下にて平均血圧(MAP)を測定
した。
【結果と考察】2K1C-C群のSBPはSHAM-C群に比べて有意に上昇し、2K1C-5%, 
-3%, -1% SJ群では、それぞれ2K1C-C群よりも有意に低下した。この3群間にお
けるSBPの上昇抑制は、2K1C-5% SJ群、-3% SJ群、-1% SJ群の順に強い効果
がみられた。MAPにおいてもSBPと矛盾のない効果が観察された。本研究の結
果から、2K1Cラットにおいて、5%未満の量の昆布摂取であっても血圧上昇を抑
制する可能性が示された。
　今後は、日常生活で摂取可能な量の昆布と、降圧効果をもつ食品との組み合わ
せによる効果を観察したい。
【結論】2K1Cラットにおいて、5, 3, 1%(w/w)昆布混合食の摂取はそれぞれ血圧
上昇を抑制する可能性がある。

P-044
妊娠中の環境化学物質曝露と胎児発育 ： 遺伝環境交互

作用の疫学研究（文献レビュー）

小林 澄貴1）、佐田 文宏1,2）、岸 玲子1） 
 

1）北海道大学 環境健康科学研究教育センター、 
2）中央大学保健センター 
 

【目的】妊娠中の環境化学物質曝露が胎児発育に及ぼす遺伝環境交互作用を調査
する研究は増加しているものの、文献レビューは限られている。そこで、環境化
学物質曝露と母児の遺伝型によって胎児発育に及ぼす遺伝環境交互作用に関す
る疫学文献をレビューすることを本研究の目的とした。
【方法】PubMedを用いて2021年10月までに刊行された文献を検索した。遺伝要
因のキーワードはgenotype及びpolymorphismとした。胎児発育のキーワード
は、birth size、low birth weight、preterm birth、及びintrauterine growth 
restrictionとした。検索キーワードは、遺伝要因と胎児発育のキーワードの組合
せとした。
【結果】環境化学物質曝露と胎児発育との関連に焦点を当てた遺伝環境交互作用
に関する論文は全部で68編あった。このうち30編は喫煙への曝露との関連、38
編は化学物質曝露との関連だった。
【考察】環境化学物質曝露に関する論文は、次世代の健康影響に及ぼす遺伝環境
交互作用に焦点を当てたものがほとんどあった。胎児期から成人期までのヒトの
健康影響に及ぼす生物学的なメカニズムを解明するためには、ライフコース疫学
研究によって遺伝環境交互作用を明らかにすることが最適のアプローチの一つ
であると考えられた。
【結論】本レビューにより、胎児発育への遺伝環境交互作用を示唆するエビデン
スが得られた。遺伝環境交互作用に関する疫学研究の知見により、環境化学物質
曝露と母児の遺伝型による胎児発育への影響が明らかになり、今後の環境予防医
学研究の発展に役立つと考えられた。
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P-045
妊婦の口腔内細菌叢と出生体重

池上 昭彦1）、ファトミ ザファー2）、吉田 明弘3）、香山 不二雄1） 
 

1）自治医科大学、 
2）アガカーン大学、 
3）松本歯科大学 

【目的】歯周病は細菌感染によって引き起こされる口腔内の炎症性疾患で、妊娠
に悪影響をおよぼすリスク要因として注目されている。我々は、第91回本学術総
会にて、妊娠期に歯肉から出血が見られたパキスタンの妊婦は、低出生体重児
（出生体重2500g未満）の出産比率が高いことを報告してきた。本研究では、パキ
スタンの妊婦の口腔内細菌叢を出生体重に着目して解析した。
【方法】低出生体重児の出産（低体重児出産）であったパキスタンの妊婦9名と正
出生体重児（出生体重2500g以上4000g未満）の出産であった妊婦9名の口腔内細
菌叢を比較した。口腔内細菌叢は、「オーラルケアチップ（三菱ケミカル株式会
社）」を用いて、主に歯周病関連細菌を対象に解析した。
【結果】口腔内細菌叢解析の結果、低体重児出産であった全妊婦の口腔内から、嫌
気性グラム陰性細菌Fusobacterium nucleatumを共通して検出した。
【考察】歯周病関連細菌の一つであるFusobacterium nucleatumは、これまでに
早産・低体重児出産のリスク要因の一つであることが報告されており、本研究に
おいても同様に低体重児出産であったの妊婦口内細菌叢から同細菌が共通して
検出された。
【結論】歯周病関連細菌のなかでも、特にFusobacterium nucleatumが低体重児
出産の重要なリスク要因である可能性が示唆された。

P-046
母親の妊娠中の受動喫煙と低出生体重との関連

辻 桜弓1）、森脇 なつみ1）、青地 ゆり2）、谷川 果菜美2）、 
池原 賢代2）、磯 博康2） 

1）大阪大学医学部、 
2）大阪大学大学院医学系研究科 公衆衛生学 
 

【目的】母親の妊娠中の受動喫煙と低出生体重との関連についてメタアナリシス
を行う。
【方法】PubMedで受動喫煙と低出生体重との関連について報告した論文を検索
した。検索式は、「(”passive smoking” OR “secondhand smoking”) AND low 
birth weight」とした。母親の妊娠中の受動喫煙と低出生体重との関連について
報告した論文（134編）を抽出し、アブストラクト及び論文本文の内容を検討し、
その中から英語で執筆され、かつオッズ比を算出した論文14編を解析対象とし
た。解析にはRを用い、母親の妊娠中の受動喫煙と低出生体重との関連における
統合オッズ比（95%信頼区間）を算出した。また、①対象者が非喫煙者に限られて
いる論文9編と、②対象者に喫煙者を含む論文5編に分けた解析も行った。
【結果】14研究の結果から、「受動喫煙なし」と比較し「受動喫煙あり」の低出生
体重の統合オッズ比は1.64（95%信頼区間：1.28‐ 2.09）であった。また、①対
象者が非喫煙者に限られている研究の統合オッズ比は1.81（95%信頼区間：1.30
‐ 2.54）であり、②対象者に喫煙者も含まれている場合の統合オッズ比は1.33
（95%信頼区間：1.02-1.73）であった。
【考察】本研究では、母親の妊娠中の受動喫煙が低出生体重のリスク増加と関連
することをメタアナリシスによって明らかにした。たばこの煙に多く含まれるニ
コチンは臍帯や胎児の血管収縮、血流量の減少を引き起こし、胎児への酸素や栄
養素の供給が低下することが先行研究により報告されている。これらのメカニズ
ムにより、受動喫煙が低出生体重のリスクを誘発すると考えられる。
【結論】本研究において、母親の妊娠中の受動喫煙と低出生体重との間に正の関
連が認められた。

P-047
母親の妊娠中の受動喫煙とsmall for gestational 

ageとの関連

森脇 なつみ1）、辻 桜弓1）、谷川 果菜美2）、青地 ゆり2）、 
池原 賢代2）、磯 博康2） 

1）大阪大学医学部、 
2）大阪大学大学院医学系研究科 公衆衛生学 
 

【目的】妊娠中の母親の受動喫煙とsmall for gestational age (SGA)の関連につ
いて、メタアナリシスを用いて検討する。
【方法】PubMedで受動喫煙とSGAとの関連について報告した論文を検索した。
検索式は、(“passive smoking” OR “secondhand smoking”) AND small for 
gestational ageとした。検索式に該当した40編の論文のうち、アブストラクト及
び論文本文の内容を検討し、英語以外で記載された論文、オッズ比や相対リスク
の記載がない論文等を除外した11編の論文を解析対象とした。解析にはRを用
い、統合オッズ比（95%信頼区間）を算出した。また、①非喫煙者のみを対象とし
た研究と、②対象に喫煙者を含む研究に分けた解析も行った。
【結果】「受動喫煙なし」と比較して、「受動喫煙あり」でのSGAの統合オッズ比
は1.37 (95%信頼区間: 1.08-1.75)であった。また、①非喫煙者のみを対象とした
研究（7編）と、②対象に喫煙者を含む研究（6編）に分けた場合の「受動喫煙なし」
と比較した「受動喫煙あり」のSGAの統合オッズ比は、それぞれ1.36 (95%信頼
区間: 0.99-1.87)、1.63 (95%信頼区間: 1.10-2.40)であった。
【考察】本研究では、母親の妊娠中の受動喫煙がSGAのリスク増加と関連するこ
とをメタアナリシスによって明らかにした。タバコの煙中のニコチンや他の化合
物による子宮及び臍帯動脈の収縮、カルボキシヘモグロビンの増加等による胎児
の低酸素症が生じる。また、ニコチンは胎児の循環器系に直接的影響し、血流の
低下を引き起こす。これらのメカニズムによって、受動喫煙がSGAのリスクを誘
発すると考えられる。
【結論】本研究において、母親の妊娠中の受動喫煙とSGAとの間に正の関連が認
められた。

P-048
帝王切開と3歳児の機能性便秘との関連 ： エコチル調査

より

稲寺 秀邦1,2）、中村 万理1）、松村 健太1,2）、大沼 芳子2）、 
吉田 丈俊3）、土田 暁子1,2）、浜崎 景4） 

1）富山大学学術研究部 医学系公衆衛生学、 
2）富山大学 エコチル調査富山ユニットセンター、 
3）富山大学附属病院 周産母子センター、 
4）群馬大学大学院医学系研究科 公衆衛生学分野

【目的】小児の慢性便秘は生活の質を低下させる。慢性の機能性便秘の発生には
腸内細菌叢が関連することが報告されている。一方、帝王切開で生まれた児は経
腟分娩で生まれた児に比べ、腸内細菌叢の多様性が少ないことが知られている。
そこで「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」のデータを用
い、分娩様式と3歳児の機能性便秘との関連について検討した。
【方法】エコチル調査に参加している71,878組の母子を対象として検討した。3歳
児の機能性便秘の診断はRoma IIIの基準に従った。腸管閉鎖症など器質的な原
因で便秘を発生したと思われる児は除外した。多変量ロジスティック回帰分析を
行い、帝王切開で生まれた児の経腟分娩で生まれた児に対する機能性便秘発生の
オッズ比を算出した。
【結果】日本の3歳児における機能性便秘の頻度は全体で12.3%であり、経膣分娩
児12.1%、帝王切開児13.1%であった。帝王切開児の3歳時点における機能性便秘
のcrude オッズ比は、経腟分娩児に対し1.101 （95% confidence interval（CI）
=1.041-1.164）であった。22の共変量で調整したadjustedオッズ比は1.064 （95% 
CI=1.004-1.128）であった。
【考察】本研究の限界として、緊急時に行った帝王切開か、予定した帝王切開であ
るかを判別していないこと、機能性便秘の診断は母親が記入した質問票に基づい
たものであること、腸内細菌叢の解析は行っていないこと等があげられる。また
年齢とともに結果が異なる可能性があり、今後も追跡調査が必要である。
【結論】日本の3歳児における機能性便秘の頻度を明らかにした。分娩様式は3歳
児の機能性便秘と関連することが明らかになった。

　本研究は環境省の「子どもの健康と環境に関する全国調査」に係る予算の一部
を使用した。本発表に示した見解は演者自らのものであり、環境省の見解ではあ
りません。
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P-049
富山県の父親の乳児期の育児行動の傾向について ―全

国との比較 ： エコチル調査より

土田 暁子1,2）、笠松 春花3）、松村 健太1,2）、浜崎 景1,4）、 
稲寺 秀邦1,2） 

1）富山大学学術研究部 医学系公衆衛生学、 
2）富山大学 エコチル調査富山ユニットセンター、 
3）高岡市きずな子ども発達支援センター、 
4）群馬大学大学院医学系研究科 公衆衛生学分野

【目的】令和元年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査より、富山県の男性
職員の育児休業取得率は全国ワースト5位であり県内全体の事業社においても低
いことが推察される。しかし、これまでに父親が乳児期にどの程度育児行動を
行っているか富山県と全国の傾向を比較した報告はなかったため、傾向を比較す
ることとした。
【方法】子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）に参加している
74,565名の児の父親を対象とした。父親の育児行動は、児が生後6か月時点に配
布した質問票で「室内で遊ぶ」、「外出して遊ぶ」、「食事の世話をする」、「おむつ
替えをする」、「着替えをする」、「入浴させる」、「寝かしつけをする」の7項目の
実施頻度を母親が回答し、情報を得た。全対象者のうち、富山ユニットセンター
（富山群）に登録された対象者4,259例と、富山UC以外（全国群）に登録されてい
た対象者70,306例について各行動の頻度の傾向を比較した。
【結果】乳児に対する育児行動のうち「食事の世話をする」行動のみ、「まったく
しない」、「ほとんどしない」ものの比率が富山群のほうが全国群より高かった。
しかし、他の6項目については全国的な傾向とほぼ同様の頻度構成を示した。
【考察】本研究の限界として、父親の育児行動は母親が記入した質問票に基づい
たものであり実際の行動頻度を定量的に測定していないことがあげられる。また
情報を得た時期が2011～2014年ころのため2020年代以降は傾向が異なる可能
性がある。
【結論】富山県と全国の父親の乳児に対する育児行動は、食事の世話の頻度の少
ない傾向があるが、調べたほかの6項目ではほとんど差がないことが明らかに
なった。
【キーワード】父親の育児行動　エコチル調査

P-050
エコチル調査学童期検査（小学2年生）受検と質問票提

出状況

北瀬 晶子1）、畠山 岳大1）、土田 暁子1,2）、山崎（長井）輝美1）、 
田中 朋美1,3）、松村 健太1,2）、稲寺 秀邦1,2） 

1）富山大学 エコチル調査富山ユニットセンター、 
2）富山大学学術研究部 医学系公衆衛生学講座、 
3）富山大学学術研究部 医学系小児科学講座 

【目的】「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」では、2019年
度から小学2年生を対象とした学童期検査（身体計測・精神神経発達・尿採取）を
行っている。出産後、初めての対面検査となる学童期検査と質問票提出状況を検
討し、学童期検査受検と縦断的に行ってきた質問票の提出状況との関連について
検討した。
【方法】エコチル調査参加者が学童期検査を受検するまで合計15回質問票（年2
回、生後1か月～小学1年生）の配布回収を行った。各質問票の提出を1点として
加算し、0～15点で質問票の提出状況を判定した。学童期検査の受検状況は、「受
検済み」と「未受検・意思表示あり」、「未受検・意思表示なし」の3群に分類し、
実施年度3年間（2019年、2020年、2021年）の受検状況別に質問票の提出傾向を
検討した。
【結果】2019年度の受検率は62.6%（616名）であった。受検済み群の質問票提出
状況は87%が満点であり、未受検・意思表示あり群は77%が満点であった。一方、
未受検・意思表示なし群では27%が満点であり、10点以下が過半数を占めた。
2020年度の受検率は33.9%（520名）であり、受検済み群が90%、未受検・意思表
示あり群が85%、未受検・意思表示なし群は52%が満点であった。2020年度未受
検・意思表示あり群は、約4割が新型コロナウイルス感染症を理由に受検を辞退
した。2021年度については現在解析中である。
【考察・結論】2019、2020年度とも学童期検査受検者の約9割が満点であり、受
検前に収集した質問票の欠損が少ないことが明らかとなった。また、未受検でも
意思表示あり群においては約8割が満点であった。2020年度は新型コロナウイル
スによる受検への影響があり、未受検者内に受検希望者が多数存在したことが推
察された。

P-051
妊娠中の母体の体重増加と児の精神神経発達との関

係 ： エコチル調査より

元木 倫子1）、塚原 照臣1,2）、稲葉 雄二1,3）、柴崎 拓実4）、 
三澤 由佳1,5）、大平 哲史1）、金井 誠1）、栗田 浩1）、 
野見山 哲生1,2）

1）信州大学医学部 小児環境保健疫学研究センター、 
2）信州大学医学部 衛生学公衆衛生学教室、3）長野県立こども病院 神経小児科、 
4）信州大学医学部 小児医学教室、 
5）長野県立こども病院 リハビリテーション科

【目的】妊娠中の母体の体重増加（GWG）の異常は、産科合併症のリスクを高め出
産転帰に影響する。生後12か月の児の精神神経発達に対するGWGの影響につい
て調べることを目的とした。
【方法】GWGは米国医学研究所（IOM）の妊娠体重ガイドラインに準じ、適正、過
多、不十分の3群に分類した。精神神経発達の評価は日本語版ASQ-3を用い、コ
ミュニケーション、粗大運動、微細運動、問題解決、個人・社会の5項目につい
て評価した。各項目において点数の-2SD未満を陽性と定義した。各項目で異常
の有無とGWGの関連について、二項ロジスティック回帰分析を行なった。
【結果】単胎生産30,694人を解析対象とした。GWGは、不十分60.4%、適正32.1 
%、過多7.5%であった。ASQ-3の5項目のうち、少なくとも1つで異常であった
児は10,934人（35.7%）であった。二項ロジスティック回帰分析で交絡因子を調整
した結果、体重増加不十分の母で、出生児の12か月時のASQ-3の全5項目で陽性
となるリスクが高いという結果が得られた。
【考察】GWGが不十分であることと、12か月時の児のASQ-3陽性との関連が示
された。胎児の神経発達に必要な栄養摂取の不足などが理由として考えられる。
しかし、ASQ-3は両親の回答による主観的評価であること、GWG過多妊婦が少
ない集団であるため過多が発達に与える影響については正確に評価できていな
い可能性が残ることなどが限界として挙げられる。
【結論】GWGが不十分である場合、生まれてくる児の精神神経発達に異常をきた
すリスクが示唆された。妊婦の栄養・体重管理について見直しが必要である。

P-052
ビタミンDとアトピー性皮膚炎 ―エコチル調査よりー

羊 利敏、佐藤 未織、齋藤 麻耶子、西里 美菜保、目澤 秀敏、
宮地 裕美子、山本 貴和子、大矢 幸弘 

国立成育医療研究センターエコチル調査研究部（エコチル調査メディカルサポートセン
ター） 
 

【目的】本検討では、2歳時の血清 25 (OH) Dが3歳児の皮膚炎発症に影響を与え
るかどうかを明らかにすることを目的とした。
【方法】2歳詳細調査データと3歳固定データを用い分析した。エコチル詳細調査
の参加者を対象とした。血清 25 (OH) Dが採血時期と関連があるため、調整し 
た血清 25 (OH) Dを計算した、ロジスティック回帰分析により多変量解析を
行った。
【結果】合計4378例の子ども参加者のデータが収集されました。交絡因子を調整
した後、2歳の血清 25 (OH) Dは3歳の皮膚炎発症と関連していなかった。また季
節調整した血清 25 (OH) Dと3歳児の皮膚炎との関連も認められなかった。
【考察】本研究では大規模出生コホートデータを用い、血清 25 (OH) Dが子ども
の皮膚炎発症に影響を与えないことを明らかにした。研究の限界としては、1）子
の皮膚炎の診断は質問票より得られた、医師からの判断ではない。2）血清 25 
(OH) Dの測定回数は一回だけでした。3）統計モデルには重要な交絡因子（紫外
線）を調整していなかった。
【結論】4378例の参加者の結果からみると、2歳時の血清 25 (OH) Dが3歳児の皮
膚炎発症に大きな影響を与えないと考えられる。
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P-053
妊婦における社会的孤立と不眠との関連：三世代コホー

ト調査

村上 慶子1,2）、石黒 真美1,2）、上野 史彦1,2）、野田 あおい1,2,3）、 
大沼 ともみ1）、松崎 芙実子1,2）、小原 拓1,2,3）、栗山 進一1,2,4） 

1）東北大学 東北メディカル・メガバンク機構、 
2）東北大学大学院医学系研究科、 
3）東北大学病院、 
4）東北大学 災害科学国際研究所

【目的】社会的ネットワーク・社会的サポートの少ない者ほど睡眠に問題を有する
割合が高いことが一般成人で示されてきたが、妊婦での関連は不明である。本研
究では、妊婦における社会的孤立と不眠との関連を検討することを目的とする。
【方法】東北メディカル・メガバンク計画三世代コホート調査に参加した妊娠中
期の女性のうち、必要項目に有効回答が得られた17,476名を分析対象とした。家
族に関する3項目と友人に関する3項目から成るLubben Social Network Scale
短縮版の総得点12点未満、家族・友人は各々6点未満を社会的孤立ありとした。
アテネ不眠尺度の総得点6点以上を不眠ありとした。多重ロジスティック回帰分
析を用いて社会的孤立と不眠の関連を検討し、年齢、出産歴、世帯所得、就労状
況、body mass index、心理的ストレス反応、妊娠判明時の気持ち、つわりで調
整した。
【結果】社会的孤立、家族・友人からの孤立ありの割合は各々、19.6%、9.4%、
30.8%であった。不眠の割合は37.1%であった。社会的に孤立している者ほど不
眠症状ありの割合が高く、孤立なしと比較した孤立ありのオッズ比（95%信頼区
間）は1.26 (1.16-1.36)であった。家族からの孤立、友人からの孤立のオッズ比
（95%信頼区間）は各々、1.41 (1.26-1.57)、1.15 (1.07-1.23)であった。世帯所得、
心理的ストレス反応、妊娠判明時の気持ち、つわりが不眠と関連していた。
【考察】妊婦において社会的孤立は不眠と関連していた。
【結論】社会的孤立を早期にスクリーニングし介入につなげることで、妊娠中の
不眠症状の軽減につながる可能性が示唆された。

P-054
自己記入式質問紙による産後うつハイリスク群の抽出の

有用性と心理社会的背景の特徴

間宮 祥1,2）、河合 恵太1,2）、富岡 大1,2）、田中 有咲1,2）、沖野 和麿1,2）、 
小田 道子1）、野村 美香1）、加藤 明澄3）、松浦 玲3）、長塚 正晃3）、 
山本 和弘4）、佐藤 裕一4）、堀内 健太郎5）、岩波 明2）、稲本 淳子1,2）

1）昭和大学横浜市北部病院 メンタルケアンセンター、 
2）昭和大学医学部 精神医学講座、3）昭和大学横浜市北部病院 産婦人科、 
4）昭和大学横浜市北部病院 総合サポートセンター、 
5）昭和大学藤が丘病院 精神神経科

【目的】横浜市は合計特殊出生率が全国平均より低く、高齢出産や外国籍の妊婦
が多い。母子保健コーディネーターによる相談事業等、ハイリスク妊婦も含め妊
娠中から産後まで継続した支援を実施している。昭和大学では精神科有床総合病
院（横浜市北部病院）と無床総合病院（藤が丘病院）を市内に構え、精神科専門職
が妊婦へ精神・心理支援に携わり、横浜市北部病院では2020年6月より精神科ハ
イリスク妊娠のスクリーニングを目的に、産婦人科外来内に「産科カウンセリン
グ外来」を設置した。今回、その活動状況を調査した。
【方法】2020年6月から2021年7月までに産科カウンセリング外来を受診した妊婦
の精神科診断、PHQ-9、GAD-7、エジンバラ産後うつ病質問票(EPDS)、育児支
援チェックリストを診療録から後方視的に調査した。本研究は昭和大学横浜市北
部病院臨床試験審査委員会の承認を得て個人情報の保護に十分注意して行った。
【結果】両院にて精神科が診療した妊婦は102例で、藤が丘病院では気分障害圏が
多かった。横浜市北部病院の産科カウンセリング外来を受診した妊婦は104例、
EPDSが9点以上を産後うつと定義し、40例(38.5%)が該当した。育児支援チェッ
クリストの「夫に相談できる」「母に相談できる」に有意差は認められず、「夫と
母以外に相談できる」では産後うつ群にて「いいえ」が有意に多く、第三者から
の支援の重要性が示唆された。
【結論】産科カウンセリング外来でのスクリーニングが産後うつハイリスクの抽
出に有効であった。38.5%と多くの妊婦が産後うつを発症しており、継続した治
療や支援をさらに充実させる必要がある。

P-055
スマートフォンのアプリケーションによる産後うつ病予

防プログラム

西岡 笑子1）、三上 由美子1）、今野 友美2）、松川 岳久3,4）、 
横山 和仁3,5） 

1）防衛医科大学校医学教育部 看護学科 母性看護学講座、 
2）防衛医科大学校医学教育部 看護学科 地域看護学講座、 
3）順天堂大学大学院疫学・環境医学、4）順天堂大学医学部 法医学講座、 
5）国際医療福祉大学大学院医学研究科 公衆衛生学専攻

【目的】本研究の目的は、電子母子健康手帳アプリケーションプログラム（アプ
リ）を用いた産後うつ病予防プログラムを実施しその効果を明らかにすることで
ある。
【方法】妊娠期から産後5か月までの妊産婦へのアンケート調査を実施した。既存
の電子母子健康手帳機能に追加し産後うつ病予防メッセージの送信を行う群（追
加アプリ群）、既存の電子母子健康手帳アプリのみの情報提供を行う群（対照群）
の2群について、メンタルヘルスへの影響を評価し比較した。追加アプリ群に対
しては、産後うつ病予防のための情報提供やコラムの配信内容については、助産
師3名によりメッセージ内容の妥当性の検討を行った後に、妊産婦にとって、読
みやすい文章や構成とするために、女性向けの雑誌、インターネット記事等の編
集の経験のあるプロのライターによるメッセージの校正を受けた。
【結果】研究参加者は、妊娠期154名（追加アプリ群77名、対照群77名）であった。
アプリ使用継続者数は、産後1か月時点82名（妊娠期からの継続回答率53.2%）
（追加アプリ群48名：62.3%、対照群34名：44.2%）、産後3か月時点73名（47.4%）
（追加アプリ群42名：54.5%、対照群31名：40.3%）、産後5か月時点64名（41.6%）
（追加アプリ群35名：45.5%、対照群29名：37.7%）であった。
【考察および結論】妊娠期から産後1か月にかけての脱落者が多かった。妊娠期は
アプリの利用やアンケートに回答する時間的な余裕もあるが、出産後、特に出産
後0～1か月間は育児に伴い生活スタイルが劇的に変化していることから、脱落
者が多い結果となってしまったと考えられる。今後はより脱落者が少なくなるよ
うな介入方法および内容の工夫が必要である。

P-056
妊娠期から出産後5か月の母親のうつリテラシーと産後

うつ情報源に関する縦断研究

今野 友美1）、西岡 笑子2） 
 

1）防衛医科大学校医学教育部 看護学科 地域看護学講座、 
2）防衛医科大学校医学教育部 看護学科 母性看護学講座 
 

【目的】妊娠期、産後1か月、産後5か月の母親のうつリテラシーと母親の産後う
つに関する情報源との関連を明らかにすることである。
【方法】2019年6月26～28日の間、Web調査会社に登録している妊娠16週から40
週の妊婦をリクルートし、調査に同意した550人に対して妊娠期のWeb調査を実
施した。その後2020年5月11日までの間に産後1か月、産後5か月に調査を行い、
3時点とも回答した231人(追跡率42%)を分析の対象とした。調査項目は、妊娠
期、産後1か月、産後5か月の3時点とも産後うつに関する情報源(複数回答可で選
択)、産後うつに関するリテラシーの程度とした。産後うつに関するリテラシー
の程度は日本語版「うつ」に関するリテラシー尺度(以下うつリテラシーとする)
で評価した。産後うつ情報源とうつリテラシーとの関連において、各時期のうつ
リテラシー得点の中央値以上をうつリテラシー高群、中央値未満をうつリテラ
シー低群の2郡に分けχ2検定にて検討した。
【結果】産後うつ情報利用源としてうつリテラシー高群低群とも妊娠期はイン
ターネットやスマートフォンアプリケーション(以下アプリ)であり、うつリテラ
シー高群低群との利用割合に違いは見られなかった。産後1か月は出産機関の医
療従事者、産後5か月は新生児訪問・乳児訪問をうつリテラシー高群低群とも最
も高い割合で情報源とし、共にうつリテラシー高群の方が低群に比べ有意に利用
割合は高かった。
【考察および結論】産後うつ情報は、妊娠期は非対面から得られる情報を、産後は
対面から得られる情報を主に利用していた。妊娠期に利用されていたインター
ネットやアプリの情報源は妊娠期のうつリテラシーに関連していることが低い
ことが考えられ、妊娠期における情報提供の方法に関して構築する必要性が示唆
された。



S212

日衛誌 （Jpn. J. Hyg.）  第77巻　第92回学術総会講演集号　2022年3月

P-057
幼児と高校生の嫌いな食品の色に関するクラスター解析

大瀬良 知子1,2）、粟井 光代3）、橋本 弘子2,4）、瀬川 悠紀子2,4）、 
丸山 紗季2）、栗原 伸公2） 

1）東洋大学・食環境科学、 
2）神戸女子大学・衛生、 
3）関西看護医療大学、 
4）大阪成蹊短期大学

【目的】幼児期の食生活の課題として好き嫌いが挙げられる。これまで、幼児の好
き嫌い改善に寄与するための研究を行い、本学会においても報告を行ってきた
（82、83、90）。本報では、これまでの結果に基づいて、嫌いな食品の色に着目
し、嫌いな食品の色と好き嫌いの強さによって、幼児のタイプを分類する目的で
解析を行った。また、好き嫌いや新奇性恐怖症のピークが過ぎた高校生において
も同様の分類が成立するか否かを検討した。
【方法】平成23年～29年、3～5歳の幼児の保護者（有効回答数1396枚）、平成27
年、高校生（有効回答数1300枚）に実施した食生活に関するアンケートのうち、
1.好き嫌いの有無、2.嫌いな食品についての2問を解析の対象とした。嫌いな食
品は55個より選択させ、先行研究の因子分析結果に基づき、10色に分類した。各
色ごとに嫌いと答えた食品の数により重みをつけたデータをWard法にてクラス
ター解析を行い、各グループの特徴を確認した。
【結果】幼児の79%、高校生の68.5%に好き嫌いがあった。階層クラスター解析の
結果、幼児、高校生とも、好き嫌いの強さにより3群に分類された。幼児では、1
グループは各色3-20%の好き嫌いがあり (N＝76.8%)、2グループは各色40-80%
の好き嫌いがあり (2%)、3グループはオレンジ・赤に90%に好き嫌いがあった 
(0.07%)。高校生では、幼児とほぼ同様に、1グループ 各色1-20% (N＝67.8%)、
2グループ30-60% (0.6%)、3グループ70-90% (0.08%)となっていた。
【結論】幼児と高校生において同様のグループ分けを行うことができ、色と好き
嫌いの強さに対する反応は一定の割合で継続される可能性が示唆された。

P-058
中学生の骨密度の検討 ―A県の3地域の比較から―

谷川 涼子1）、古川 照美1）、清水 亮1）、戸沼 由紀2） 
 

1）青森県立保健大学、 
2）弘前医療福祉大学 
 

【目的】骨粗鬆症の予防には、成長期である小中学生の頃に最大骨量を高めるこ
とが最も効果的であるとされている。そのため、A県内3地域（A・B・C地域）の
中学生の骨密度に関連する要因について地域性に焦点を当て検討した。
【方法】A県内に在住している中学生262名を対象に問診、身体組成値、骨密度の
測定を行った。問診では、1週間の運動時間、1日当たりの睡眠時間とテレビ・ビ
デオ視聴時間について調査を行った。身体組成値は、身長、体重、体脂肪率、筋
肉量を測定した。食事調査は、BDHQ15yを用い相対的評価となる栄養密度法を
用いた。骨密度は、骨評価装置AOS-100を用いて、右踵骨の音響的骨評価値
(OSI)を算出し、被検者の測定値と同性、同年齢の標準値と比較した値Zスコアを
指標とした。3地域の比較について一元配置分散分析を実施し、3群間に差のあっ
た項目について多重比較にて検討した。本研究は倫理委員会の承認を受けて実施
した。
【結果】3地域はそれぞれ男女、平均年齢などほとんど同じ集団であるが、B域の
骨密度が他の地域と比較し低かった(P<0.05)。B地域と他の地域の身体組成や食
事摂取状況に有意差はなく、B地域は勉強時間が有意に長かった(P<0.001)。それ
ぞれの地域により体組成や食事に相違がみられた。
【考察】座位行動と骨強度は負の相関があると報告されているが、勉強時間が長
くなると座位の姿勢が多くなり骨密度に影響した可能性がある。
【結論】骨密度は、食事や運動などの習慣だけではなく、座位行動など身体活動が
影響している可能性があり、地域性を考慮した指導の必要性が示唆された。

P-059
東京都における社会環境要因とインフルエンザ報告数と

の関連

武田 悠希1）、道川 武紘1）、朝倉 敬子1）、今村 晴彦1）、 
村上 義孝2）、西脇 祐司1） 

1）東邦大学医学部 社会医学講座 衛生学分野、 
2）東邦大学医学部 社会医学講座 医療統計学分野 
 

【目的】インフルエンザの流行に関連する社会環境要因として、気象条件（特に絶
対湿度）が知られている。この他に人口やワクチン接種状況、社会経済状態など
も要因として挙げられているが、それらを包括的に解析した研究は少ない。今回
我々は、社会環境要因と地域のインフルエンザ流行との関連を調査するための予
備的検討として生態学的研究を実施した。
【方法】解析対象地域は東京都（島しょ除く）の保健所管轄区域（30地域）で、定点
医療機関当たりインフルエンザ年間報告数（2014-2016年度の平均値）を東京都
感染症情報センターのデータから算出した。常住人口、流入および流出人口の常
住人口比、世帯当たり人数（平成27年国勢調査）、65歳以上のインフルエンザワ
クチン接種率（地域保健・健康増進事業報告；厚生労働省）、生活保護割合（生活
福祉部保護課資料；東京都福祉保健局）の社会環境要因6項目を説明変数とした。
重回帰分析を行い定点医療機関当たりインフルエンザ年間報告数と社会環境要
因との関連を調べた。
【結果・考察】定点医療機関当たりインフルエンザ年間報告数は平均値249.4人
(SD:75.5）であった。世帯当たり人数が1人増えると定点医療機関当たりインフ
ルエンザ年間報告数は293.1人(95%CI: 178.0-408.2)多くなるという正の関連を
認めた。その他の常住人口、流出および流入人口の常住人口比、インフルエンザ
ワクチン接種率、生活保護割合との間には関連を認めなかった。本研究は試行的
な取り組みとして東京都内だけに限定して実施したので、今後対象地区数を拡大
して検討を継続する必要がある。

P-060
全国労災病院病職歴データベースにおける職業性身体

活動 －心血管疾患編

古屋 佑子1）、深井 航太1）、中澤 祥子1）、小島原 典子2）、 
星 佳芳3,4）、豊田 章宏5）、立道 昌幸1） 

1）東海大学・医学部・基盤診療学系・衛生学公衆衛生学、 
2）地方独立行政法人静岡県立病院機構・静岡県立総合病院・社会健康医学研究部疫学研究班、 
3）国立保健医療科学院・研究情報支援研究センター、4）北里大学・医学部・衛生学、 
5）独立行政法人労働者健康安全機構・中国労災病院治療就労両立支援センター

【目的】身体活動PAは心血管疾患CVDリスクを減少させるが、職業性身体活動
OPAはむしろリスクを高めることが知られている（Physical activity paradox）。
我々は全国労災病院入院患者病職歴調査データを用いて、日本におけるOPAと
CVDとの関連について検討した。
【方法】本研究は症例対照研究である。2005‐ 2015年に全国34労災病院に初回
入院した患者のうち、調査に同意・参加した20歳以上の患者756,863名を対象と
した。職業歴等は専門の調査員がインタビューで詳細に収集した。主病名がCVD
（脳梗塞・脳出血・クモ膜下出血、心筋梗塞・狭心症等の虚血性心疾患）である初
回入院患者を症例群、循環器系疾患（ICD-10 code-I）以外の入院患者を対照群と
して、年齢、性別、入院年度、病院で1:2マッチングした。日本標準職業分類を
用いて分類したOPAを曝露因子（低OPA群、中OPA群、高OPA群）とし、CVD
との関連を条件付き多重ロジスティック回帰分析で検討した。
【結果】症例群53,944名、対照群107,834名であった。低OPA群をreferenceとし
たところ、現在の職業によるOPA区分ではCVDのリスクとの有意な関連は見ら
れなかった。同様に、低OPA群をreferenceとして最長職業のOPA区分との関連
を検討したところ、中OPA群と高OPA群の調整済みオッズ比[95%信頼区間]は
それぞれ1.03 [0.99-1.06]、1.07 [1.03-1.11]であった。
【結論】本研究の結果から、CVDの発症には、患者がこれまでどのような職業に
就いてきたか（最長職業）が関わる可能性があると考えられたが、現在の職業で 
の身体活動に限定すると職業性身体活動では有意な関連が指摘できなかった。 
職業性身体活動は活動量が増えるほど、CVDの発症リスクが高まる可能性があ
り、循環器疾患の予防において、職業歴の詳細な聴取も有用である可能性が考え
られる。
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P-061
全国労災病院病職歴データベースにおける職業性身体

活動 －がん編

深井 航太1）、古屋 佑子1）、中澤 祥子1）、小島原 典子2）、 
星 佳芳3,4）、豊田 章宏5）、立道 昌幸1） 

1）東海大学・医学部・基盤診療学系・衛生学公衆衛生学、 
2）地方独立行政法人静岡県立病院機構・静岡県立総合病院・社会健康医学研究部疫学研究班、 
3）国立保健医療科学院・研究情報支援研究センター、4）北里大学・医学部・衛生学、 
5）独立行政法人労働者健康安全機構・中国労災病院治療就労両立支援センター

【目的】身体活動PAはがんのリスクを減少させることが知られているが、職業性
身体活動OPAで検討した研究は少ない。我々は全国労災病院入院患者病職歴調
査データを用いて、日本における職業性身体活動とがんのリスクとの関連につい
て検討した。
【方法】本研究は症例対照研究である。2005‐ 2015年に全国34労災病院に初回
入院した患者のうち、調査に同意・参加した20歳以上の患者756,863名を対象と
した。職業歴等は専門の調査員がインタビューで詳細に収集した。主病名ががん
である初回入院患者を症例群、新生物（ICD-10 code C00-D48）以外の入院患者
を対照群として、年齢、性別、入院年度、病院で1:2マッチングした。日本標準
職業分類を用いて分類したOPAを曝露因子（低OPA、中OPA、高OPA）とし、が
んとの関連を条件付き多重ロジスティック回帰分析で検討した。
【結果】症例群101,245名、対照群200,100名であった。低OPAの職業群を
referenceとしたところ、現在の職業によるOPA区分で、中OPAの職業群と高
OPA職業群の調整済みオッズ比 [95%信頼区間]がそれぞれ1.02 [0.99-1.05]、
0.95 [0.91-0.98]であった。最長職業におけるOPA区分との関連も検討したとこ
ろ、同様に、高OPA職業群で有意な関連が見られた（調整済みオッズ比[95%信頼
区間]=0.97 [0.94-0.99]）。
【結論】本研究において、職業性身体活動の高い群ではがんの発症リスクの有意
な減少がみられた。本結果は、海外における先行研究と一致しており、がんの発
症リスクと職業性身体活動は活動量が増えるほど、がん発症リスクが低下する可
能性がある。がんの発症予防には、職業性身体活動を含めた身体活動の向上が効
果的な可能性が示唆される。

P-062
EQ-5D-5Lによる肺 ・ 食道癌放射線治療後の晩期有害

事象のQOL値

澤田 拓哉1）、近藤 正英2）、馬場 敬一郎1）、村上 基弘1）、石田 俊樹3）、 
中村 雅俊1）、廣嶋 悠一1）、飯泉 天志1）、関野 雄太1）、大川 綾子4）、 
大城 佳子5）、水本 斉志1）、玉木 義雄3）、奥村 敏之1,6）、櫻井 英幸1）

1）筑波大学医学医療系 放射線腫瘍学、 
2）筑波大学医学医療系 保健医療政策学・医療経済学、3）茨城県立中央病院 放射線治療科、 
4）国立研究開発法人量子科学研究開発機構 QST病院、5）水戸医療センター 放射線科、 
6）筑波メディカルセンター病院 放射線治療科、7）茨城西南医療センター 放射線科

【目的】放射線治療の1つである粒子線治療についてはその費用が高額なことか
ら医療経済評価がしばしば議論になる。しかし本邦では評価に必要なQOL値な
どの基礎データが不足している。本研究では食道癌/肺癌の放射線治療によって
生じた晩期有害事象についてQOL値を明らかにする。
【方法】2021年1月-10月にかけて放射線治療を実施する総合病院5か所で胸部へ
の放射線治療(X線/陽子線)後3カ月以上経過した患者を対象にQOLを調査した。
調査にはEuroQol 5 Dimension (EQ-5D-5L)を用いた。また治療後のQOL低下
の主な原因となる晩期有害事象(放射線肺臓炎/胸水/心嚢水貯留)についても同時
に評価を行い、有害事象共通用語基準(CTCAE ver5.0)をもとにGrade0/1/2以上
に分けてQOL値の測定を試みた。
【結果】患者は食道癌52名、肺癌92名、その他6名であった。癌腫ごとかつCTCAE
でのGrade別でのQOL値は食道癌の放射線肺臓炎ではG0:0.91,G1:0.87,G2:0.83、
胸水ではG0:0.91,G1:0.87,G2:0.53、心嚢水ではG0:0.90, G2:0.87であった。また
肺癌では放射線肺臓炎がG0:0.86,G1:0.90,G2:0.82、胸水ではG0:0.86,G1:0.90、
心嚢水ではG0:0.87,G2:0.71であった。
【考察】食道癌では副作用のGradeが増悪するほどQOL値が下がる負の相関がみ
られたが、肺癌では有害事象とQOL値の間には逆の相関が生じてしまった。これ
は肺癌のほうが食道癌に比べて高齢で、ADL低下につながる併存疾患を多く有
していたことが原因として考えられる。実際にEQ-5D-5Lの質問紙では、運動能
力に関する質問での低評価が目立った。
【結論】医療経済評価の先行研究として、食道癌の放射線治療によって生じる晩
期有害事象でのQOL値が明らかになった。

P-063
NDBから早産 ・ 低出生体重児の初回入院費の探索的 

検討

目澤 秀俊1）、蓋 若琰2） 
 

1）国立成育医療研究センター、 
2）国立社会保障・人口問題研究所 
 

【目的】早産関連による出産時から初回退院までの入院医療費をNDBから算出
し、疾病費用研究の基礎資料とする。
【方法】2015年の1、4、7、10月の4つの月において報告されたすべての入院患者
の10%のNDBデータから検討を行った。対象は傷病名コードから早産に対応す
るコード（自然早産、切迫早産、早産児、早産関連新生児黄疸、人口早産、妊娠
28週後早産）から抽出を行い、1歳以上、DPCコードや手技情報で早産児と考え
らない例、再入院が疑われる例を除外した。入院費に関連する因子として、
NICU入室、出生体重（正常体重児、低出生体重児、極低出生体重児、超低出生
体重児）、DPCの退院時予後、合併症を抽出した。解析は一般化線形回帰モデル
にて、関連要因を含めて初回入院の入院医療総額の検討を行った。
【結果】0歳児は10,589件のDPCデータが登録されており、そのうちの1526件が、
早産児として登録されていた。各月中に退院していない場合、最終的な入院表の
算出ができないため、674件を除外し、852件が解析対象となった。対象は平均
体重が2032.3g(標準偏差558.2g)、18.1%がNICUに入室し、平均入院期間が29.4
日（標準偏差27.9日）であった。32.5%に一つ以上の合併症を認めた。入院費は全
体として1,558,835円（95%信頼区間(CI):1,496,989-1,620,682円）で、出生体重
により医療費は正常体重児で1,223,289円 (95%CI:1,092,713-1,353,865円), 低
出生体重児で 1,961,642円(95%CI 1,796,287–2,126,996円), 極低出生体重児で
2,124,460円(95%CI: 1,977,519-2,271,402円)、超低出生体重児で1,282,582円
(95%CI:1,210,163–1,355,001円)であった。
【考察】初回入院費用のみで、退院後の費用に関して検討できていない。
【結論】早産に対する日本での初回入院費用の平均値を算出した。入院後の医療
費を検討していく必要は引き続き検討が必要である。

P-064
市区町村の子宮頸がん検診の受診勧奨の実施状況と受

診率の関連

飯島 佐知子1）、大久保 美保1）、西岡 笑子2）、大西 麻未1）、 
遠藤 源樹3）、横山 和仁4） 

1）順天堂大学大学院医療看護学研究科、 
2）防衛医科大学校医学教育部看護学科、 
3）順天堂大学医学部 公衆衛生学、 
4）国際医療福祉大学大学院医学研究科 公衆衛生学専攻

【目的】子宮頸がん検診の対象年齢別に有効な受診勧奨の方法は不明である。市
町村の受診勧奨の実施状況と年齢階級別受診率の関連を検討した。
【方法】2021年2～3月に1741市町村の女性の健康支援担当者に質問紙を郵送し
た。調査項目は年齢階級別検診受診率、個別勧奨の方法、リコール方法、等で
あった。検診受診率を従属変数とし、各種勧奨方法の実施有無を独立変数とし多
変量解析をした。
【結果】回収数360（回収率20.7%）で、平均子宮頸がん検診受診率は17.5%であり
20歳代9.4%、30歳代17.8%、40歳代20.5%であった。医療機関検診自己負担費
の平均は1123円であった。勧奨方法は、スピーカーによる放送84%、広報誌82%, 
ホームページ80%,個別勧奨はがき78%,等であった。20歳代受診率は集団検診自
己負担費（β=0.50;p=0.05）,1人あたり検診予算（0.38;0.02）,電話リコール（0.34; 
0.04）,医療機関検診自己負担費（-0.46;0.04）電話個別勧奨（-0.46;0.04）と関連し
ていた。40歳代受診率は圧着はがき（0.35;0.02）,広報誌（0.33;0.03）,集団検診の
予約（-0.31;0.05）,医療機関検診自己負担費（-0.42;0.01）と関連していた。
【考察】実施率の高い広報誌への掲載は40歳代の受診率の高さと関連していた
が、20歳代は広報誌を読まず、電話による個別リコールが受診率を高める可能性
がある。
【結論】受診率の低い20歳代の受診率を高める勧奨方法の実施率を高める必要が
ある。
　本研究は厚生労働科学研究費（20FB1002）の助成を受けた。
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P-065
北海道内の市町村国保加入者の特定健診受診率に寄与

する要因の検討

山﨑 尚二郎1）、森井 康博1）、市村 剛一2）、本間 達也2）、 
柴山 渉3）、椎名 希美4）、中谷 純5）、小笠原 克彦1） 

1）北海道大学大学院保健科学研究院、 
2）凸版印刷株式会社 東日本事業本部 北海道事業部、 
3）凸版印刷株式会社 事業開発本部 ヘルスケア事業開発センター、 
4）北海道大学産学地域協働推進機構、5）北海道大学大学院医学研究院

【目的】生活習慣病予防を目的としてH20年から実施されている特定健診に関し
て、市町村国保は加入者の受診率が他の健康保険よりも低い状態にある。本研究
では北海道内の市町村における特定健診受診率に寄与する社会的要因の経年変
化について検討した。
【方法】北海道内の市町村のうち特定健診受診率がインターネット上に公開され
ている自治体を対象とした(H22年度:90市町村、H27年度:179市町村)。人口動
態、産業構造、医療・保健資源、経済及び社会因子に関する20項目のパラメータ
を各年度の国勢調査等の公開データから収集した。市町村を各年度の特定健診受
診率によって高(第3四分位点超)、中(第1四分位点～第3四分位点)、低(第1四分位
点未満)に分類し、①パラメータについて3群で分散分析の実施②分類を目的変数
とした正準判別分析の実施し、判別係数から各変数の判別に対する重要度を検討
した。統計解析にはJMPPro15を用いた。
【結果・考察】分散分析の結果、H22年度は9項目、H27年度は15項目に有意差が
認められた(有意水準p<0.05)。正準判別分析により各年度それぞれ2つの関係式
が得られ、これらの関係式による群の判別精度は両年度とも66%だった。算出さ
れた判別係数から、両年度ともに特定健診受診率に対して「保健師数」「漁業従
事者割合」及び「独居高齢者割合」の影響が大きいことが示され、先行研究と合
致する結果が得られた。またH27年度にはH22年度と比べて受診率に対する自治
体の経済状況に関するパラメータの影響が大きくなり、受診勧奨に用いる資源量
の影響が実施からの年数とともに現れてきた可能性を示唆している。

P-066
地域在住高齢者におけるオーラルディアドコキネシスと

歩行速度との関連

瀧口 知彌1）、西条 旨子1）、奥野 太寿生2）、入谷 敦2）、 
松本 剛一3）、出村 昇3）、長澤 晋哉1）、西野 善一1） 

1）金沢医科大学医学部 公衆衛生学、 
2）金沢医科大学医学部 高齢医学科、 
3）金沢医科大学医学部 顎口腔外科学講座 

【目的】在宅の健常高齢者を対象として口腔機能と歩行速度との関連性を検討 
する。
【方法】石川県U町に在住する高齢者47名（男16名、女31名；平均年齢77.3±4.9
歳）を対象とし、オーラルディアドコキネシスと歩行機能について調査を行った。
オーラルディアドコキネシスは「パ」「タ」「カ」の単音節をそれぞれ5秒ずつで
きるだけ早く繰り返し発音させて2回計測を行った。計測には「健口くんハン
ディ」を使用した。1秒あたりの発音回数をそれぞれ計算し、2回の計測の平均値
をそれぞれのオーラルディアドコキネシスの計測値とした。歩行速度はシート式
下肢加重計 「ウォークWay MW-1000」を用いて計測を行った。
　解析は「パ」「タ」「カ」1秒あたりの発音回数と歩行速度の相関を検討し、そ
の後、性別、年齢を交絡要因として重回帰分析を行った。
【結果】「パ」「タ」「カ」、それぞれの1秒あたりの発音回数はいずれも男の方が女
よりも少なく。歩行速度も男の方が女よりも遅かった。「パ」「タ」「カ」、それぞ
れの1秒あたりの発音回数はいずれも歩行速度と統計学的有意な相関を認めた。
　性別、年齢を交絡要因として調整しても、重回帰分析では「パ」「タ」「カ」、 
それぞれの1秒あたりの発音回数はいずれも歩行速度と統計学的有意な関連を認
めた。
【考察】オーラルディアドコキネシスと歩行機能については年齢や性別の影響を
調整しても有意な正の関連が認められた。この結果は舌口唇運動機能が低いもの
は歩行能力が低いことを示唆している。
【結論】在宅健常高齢者においても、舌口唇運動機能の良否が、身体機能である歩
行に影響を与えている可能性が示唆された。

P-067
域在住高齢者における咀嚼回数及び摂食利用食品摂取

量と栄養素摂取量の関連

橋本 弘子1,3）、谷口 信子1）、松野 陽2）、瀬川 悠紀2,3）、 
丸山 紗季3）、大瀬良 知子3,4）、栗原 伸公3） 

1）大阪成蹊短期大学・栄養学科、 
2）大阪成蹊短期大学・調理製菓学科、 
3）神戸女子大学・院・家政・衛生学、 
4）東洋大学・食環境科学・健康栄養

【目的】高齢者は栄養素摂取状況が悪くなる。この要因として咀嚼運動が困難に
なることが考えられる。咀嚼機能の低下を知る方法として客観的に測定する方法
と主観的なアンケートが報告されている。しかし、これらと日常的な栄養素摂取
量の関連についての報告は少ない。
【方法】大阪府に居住する高齢者を対象とした「健康教室」を開催し、他記式によ
る食物摂取頻度調査（FFQgVer.3.5）、摂食可能食品に関するアンケートを実施
し咀嚼スコア（越野ら）を算出した、さらに昼食提供を行いビデオ観察法にて咀嚼
回数を計測し比較を行った。
【結果・考察】参加者は男性18名、女性30名であった。男性には咀嚼回数、摂取
可能食品と日常的な栄養素摂取量に関連はみられなかったが、女性は、ビデオ撮
影から計測した咀嚼回数と日常的な栄養素と摂取食品の間には、食物繊維
（r=0.607、p=0.000）その他の野菜（r=0.539, p=0.002）、鉄(r=0.473, p=0.008)、
カルシウム（r=0.436, p=0.016）の関連がみられ、アンケートによる摂食可能食品
と日常的に摂取している食品には、肉類（r=0.558, p=0.001）、その他の野菜
(r=0.394, p=0.031)の関連がみられた。このことから、咀嚼に関する調査の方法
によって日常的な栄養素や食品は異なることが示唆された。
【まとめ】身長、体重、咀嚼回数、肉類の摂取量に男女差がみられ、女性には1食
あたりの咀嚼回数と日常的な食物繊維、野菜、鉄、カルシウム、咀嚼スコアと肉
類、野菜に相関がみられた。

P-068
出身地、 入学試験、 奨学金と地方勤務の関連 ： 旭川医科

大学卒業生質問紙調査

西條 泰明1）、吉岡 英治1）、佐藤 遊洋1）、井上 裕靖2）、 
大関 智史2）、牧野 雄一3） 

1）旭川医科大学 社会医学講座 公衆衛生学・疫学分野、 
2）旭川医科大学 インスティテューショナル・リサーチ室、 
3）旭川医科大学 地域共生医育統合センター 

【目的】旭川医科大学の卒業生において、出身地が地方であること、入試形態の違
い、地方勤務の義務がある奨学金受給の有無の地方勤務の意思との関連について
明らかにすることを目的とした。
【方法】旭川医科大学卒業生の質問票調査により、出身地が都市部か地方か、地域
枠入試、地方勤務義務の義務がある奨学金、地方勤務の意思を把握した。多変量
ロジスティック回帰にて地方勤務の意思ありとなるオッズ比(OR)を算出した。
【結果】都市部勤務者では地域枠入試のOR=3.11と有意な上昇を、地方勤務者で
は地域枠入試がOR=0.17と有意な低下を認めた。北海道出身者に限定した場合、
地域枠入試と地方勤務義務のある奨学金に有意なOR上昇が認められた。北海道
出身者の都市部勤務者の限定でも地域枠入試で有意なOR上昇が認められた。
【考察】都市部医師では、地域枠入試でORが有意に高く、地方勤務者ではORが
有意に低い結果となったのは、ある程度地方勤務の義務を果たせばよいと考えて
いることが影響しているのかもしれない。北海道出身者に限定した解析では、現
在都市部医師でも地域枠入試が有意に地方勤務の意思のOR上昇につながり、現
在地方勤務者でも有意ではないがORの点推定は3.24と高い状況で、北海道を出
身地としてとらえている入学者には、北海道の地域医療への貢献への意識を高め
る効果があるのかもしれない。有意差はないが義務年限のある奨学金によりOR
が高くなる傾向を認め、特に北海道出身者に限定した解析では有意に地ORが高
い結果で、もともと地方の医療への意識が高い人が受給するのかもしれない。
【結論】地域枠入試者と地方勤務の義務がある奨学金は地方勤務の継続につなが
る可能性が考えられた。
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P-069
医学生が普段用いている避妊方法と大学での性教育の

関連について

二武 有紀、余田 佳子、島 正之 
 

兵庫医科大学医学部 公衆衛生教室 
 
 

【目的】コロナ禍によって10代の女性から妊娠に関する相談件数が急増するな
ど、若年層における性教育のあり方が問題となっている。本研究では医学生を対
象にアンケート調査を行い、学生が用いている避妊方法と性教育との関係を検討
した。
【方法】2020年11～12月にH医科大学の学生に無記名で自記式質問調査を行っ
た。調査は倫理審査委員会の承認後に実施し、個人が特定されないよう注意を
払った。調査項目は、普段用いている避妊法、大学で受けた性教育の内容等と 
した。
【結果】有効回答が得られた246名（男性118名、女性127名、回答率42%）を解析
対象とした。普段用いている避妊方法について尋ねたところ、性交経験がない
100人を除き、88%がコンドーム、7%が経口避妊薬、5%が膣外射精であった。大
学の授業で使用を勧められたものとして「コンドーム」64%、「経口避妊薬」14%
があげられた。女性でピルの服用をしている人は14%であり、その理由は「月経
痛の改善」57%、「避妊」43%、「月経不順の改善」38%であった。服用をしてい
ない人に理由を尋ねたところ「生理に関して問題がない」47%、「副作用が心配」
33%との回答であった。
【結論】コンドームの使用率が高いのは、一般的な避妊方法であることと、大学の
授業で使用を勧められたことの影響が考えられた。経口避妊薬は女性主体で行う
ことのできる確実性の高い避妊方法であるが、日本ではまだ服用率は低い。若年
層における性教育では、避妊方法としてコンドームが主体であったが、経口避妊
薬についても指導するのが良いと考える。今後、経口避妊薬についての性教育と
その後の服用率の変化を検討したい。

P-070
大学生の体力 ・ 運動能力の推移について（平成元年度〜

平成31年度まで）

黒川 修行、西村 涉、阿部 哲也、佐藤 綾人、下田 榛乃、 
池田 晃一 

宮城教育大学 
 
 

【目的】大学生の体力について、長期的に観察することで各年代の時代背景の変
化が、体力に及ぼす影響の検討を可能とし、体力低下への因果関係の推察も可能
にすることが報告されている。しかし、これらの多くが平均値の推移による変化
に着目しており分布の変化については明らかになっていない。本研究では、大学
生の体力について、平均値およびその分布の推移について、明らかにすることを
目的とした。
【方法】対象者は、平成元年度から平成31年度までに本学へ入学した新入生で
あった。解析種目は、対象期間中継続して測定の行われた50m走、ハンドボール
投げ、握力、上体起こし、背筋力、懸垂腕屈伸および斜懸垂の6種目であった。
【結果】平成元年度から平成11年度までの間では、すべての項目で平均値の低下
がみられた。その後、男子50m走と上体起こしにおいて平均値が向上し、ハンド
ボール投げ、懸垂腕屈伸および斜懸垂、背筋力、握力において平均値の低下か横
ばいの推移を示した。また、懸垂腕屈伸が1回もできない学生の増加を確認する
ことができた。
【考察・まとめ】成人期以降の体力・運動能力は中学生から高校生までの体力・運
動能力の変化と関係のあることが示唆されている。この観察期間に、学習指導要
領の改訂があった。この改訂では体育・健康教育のポイントとして、生涯にわ
たって運動に親しみ基礎的体力を高めることを重視している。このことが平成
11年度以降の測定項目の推移との変化に関係している可能性がある。その他に
も、30年間において、様々な環境の変化があり、このようなことが、学生の体
力・運動能力に、直接的および間接的に関連していると考えられた。

P-071
女子大学生アスリートの睡眠と心理状態および疲労との

関連

高橋 珠実 
 

東洋大学 
 
 

【目的】本研究は女子大学生アスリートを対象とし、調査用紙を用いた主観的睡
眠評価、および睡眠計測用の活動量計を用いた客観的評価を用いて検討すること
を目的とした。また、夜間睡眠と気分状態および体調との関連についても検討 
した。
【方法】被験者はA大学の女子サッカー部員であった。測定・調査項目は、身体組
成測定、質問紙を用いた主観的睡眠調査（PSQI-J）、および活動量計（MTN-220）
を用いた客観的睡眠測定、気分状態（POMS2）の調査、体調面に関する悩みにつ
いてであった。
【結果】PSQI-Jで「睡眠に障害がある」と判定された者は4名（11.4%）であった。
客観的睡眠評価の睡眠効率（SE）の値は84.9±6.7%であった。睡眠と気分状態と
の関連について、PSQI-Jの睡眠の質（C1）とFI、睡眠時間（C3）とVAおよびTMD
得点、睡眠効率（C4）とVA、日中の覚醒困難（C7）とDD、TMD得点との間に有
意な相関が認められた。また、本研究の睡眠効率（SE）の平均値以上を睡眠効率
高値群、平均値未満を低値群として比較を行ったところ、「常に疲労を感じる」
等、疲労に関する記述の有無について、低値群は高値群と比較し、疲労に関する
記述が多くみられた。
【考察】主観的および客観的睡眠評価から、本研究集団の睡眠状態は比較的良好
であることが確認された。しかし、主観的な睡眠評価と気分状態との関連が示唆
され、気分状態改善のために睡眠時間延長の必要性が考えられた。また、夜間睡
眠の覚醒時間・回数を減らし、睡眠効率を高め、夜間睡眠の質を改善することで、
女子大学生アスリートが抱える疲労に関する悩みを解消できる可能性が考えら
れた。

P-072
高校生アスリートの食事の好き嫌いと食行動の関連

伊藤 央奈 
 

郡山女子大学 
 
 

【目的】高校生アスリートは、成長が完成する大切な時期であり、健康的な競技生
活を送るためには、望ましい食事からエネルギーと栄養素を摂取することが重要
である。食事を好き嫌いなく食べることで、過不足なくエネルギーと栄養素を摂
取できると考え、高校生アスリートの食事の好き嫌いに関連する食行動を明らか
にすることを目的とした。
【方法】2020年7月13日～24日にG高校の男子寮で生活する198名に無記名自記
式質問紙調査を実施し、完全に回答が得られた195名を解析対象者とした。連続
変数間についてMann–WhitneyのU検定を行った（EZR Ver.1.38）。
【結果】好き嫌いの有無と「栄養素バランスの整った食事は大切か」について、好
き嫌いがない人は有意に栄養素バランスの整った食事は大切だと思っていた（P
＜0.02）。好き嫌いの有無と「寮の食事を残さず食べるか」について、好き嫌い
がない人は有意に寮の食事を残さず食べていた（P＜0.03）。
【考察】好き嫌いがない人は、食事をバランスよく食べることが大切だと認識し
ており、寮の食事を残さず食べていることが示唆された。一方、好き嫌いがある
人は、栄養素バランスが大切だという意識が低く、嫌いな食べ物を残すことで栄
養素の摂取に偏りが生じる可能性がある。
【結論】好き嫌いの有無に関連する食行動は、「栄養バランスが整った食事は大切
かどうか」と「寮の食事を残さず食べるかどうか」であった。好き嫌いせずに食
事を食べると、栄養素バランスを考慮して寮の食事を食べることができるため、
必要なエネルギー量と栄養素量を摂取できる可能性が示俊された。また、嫌いな
食べ物があっても残さず食べるためには、栄養教育などの手立てが必要であると
考える。
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P-073
高校生のインターネット依存と身体活動および運動の心

理学的指標との関連

衞藤 佑喜1）、岡本 希2） 
 

1）兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科、 
2）兵庫教育大学大学院学校教育研究科 
 

【目的】高校生を対象にInternet Addiction（IA）傾向と身体活動時間と運動の心
理学的指標との関連について検証した。
【方法】2021年にH県の高校1～3年生（在籍生徒1569名）を対象とし、横断研究で
無記名自記式質問紙調査を行った。1487名から回答を得た（回収率94.8%）。質問
項目はYoung’s Diagnostic Questionnaire for IA（YDQ，8項目）（0-2点:適応使
用、3-4点:不適応使用、5点以上:病的使用）、国際標準化身体活動質問票、運動の
態度、感情経験尺度とした。カテゴリ変数の比較はχ2検定により、2群比較は男
女別でMann-Whitney検定により検討した。IAとの関連を二項ロジスティック
回帰分析により検討した。独立変数は性別、中高強度身体活動時間（420分/週以
上か否か）、運動の態度および感情経験尺度（各下位因子を平均±1/2標準偏差で
低・中・高群に分類）とし、従属変数はYDQ（5点以上:病的使用）とした。多変量
解析では、YDQ4点以下（適応使用と不適応使用）を統一した。
【結果】解析対象者は1242名（男子595名、女子647名）であった（有効回答率83.5 
%)。対象者の12.5%（男子9.8%、女子14.9%）が病的使用であった。単変量解析
の結果、男女とも適応使用群に比べ病的使用群では運動の否定的感情得点が有意
に高かった。女子において、適応使用群に比べ病的使用群では肯定的感情および
手段的態度および感情的態度得点が有意に低かった。多変量解析の結果、手段的
態度の高群を基準とすると、低群のオッズ比（95%信頼区間）は1.90（1.01-3.57）
であった。否定的感情の低群を基準とすると、中群1.71（1.02-2.85）、高群2.51
（1.52-4.12）であった。
【考察と結論】男女とも病的使用群において運動の否定的感情得点が有意に高
かった。運動の否定的感情経験を軽減させることがIAの予防につながる可能性
がある。

P-074
ウェラブルセンサーを用いた小児の睡眠時間と生活習

慣との関連

神田 かなえ、Nlandu Roger Ngatu、Syed Mahfuz Al Hasan、
村上 あきつ、山鳥 佑輔、平尾 智広 

香川大学医学部 公衆衛生学 
 
 

【目的】小学4年生の児童を対象とし、ウェラブルセンサー装着により睡眠時間、
活動量の測定、及び生活習慣のアンケート調査を行う。睡眠時間と生活習慣因子
との関連を調査することを目的とする。
【方法】香川県内の小学4年生の児童40名（男子26名、女性14名）を対象とした。
ウェラブルセンサーの測定は、アクチグラフGT3X-BTを7日間装着し、活動量
（歩数、METs、座位時間）、睡眠時間を測定した。生活習慣調査は、寝た時間、
起きた時刻、登下校で歩いた時間、スポーツ活動の有無、スクリーンを見ていた
時間（ゲーム機・スマホ・PC・タブレット・TV等）を、7日間調査した。延べ280
日の測定結果（40名×7日）を得た。そのうちセンサー装着率が90%未満を除く
256日を分析対象とした。対象児の親権者にはインフォームドコンセントを取
り、同意を得た上で調査を開始した。
【結果】平均の睡眠時間は7時間39分、入床時間は8時間46分であった。睡眠効率
は87.4%で、85%を下回る睡眠が1/3でみられた。Sedentary（座位または立位の
静的な活動）時間は平均12時間14分と長く、歩数は平均14,315歩で平日の登校・
下校での歩数が多くを占めていた。スクリーンを見ていた時間は、中央値1時間
30分、一日2時間以上使用している割合は41.4%であった。単相関分析の結果、
睡眠時間と座位時間との間に弱い負の相関（r=-0.25, p<0.001）、睡眠時間と睡眠
効率との間に正の相関（r=0.54, p<0.001）が認められた。さらに重回帰分析を行
い、他の変数の影響を調整した後も睡眠時間と座位時間、睡眠効率との関連が示
された。
【結論】ウェアラブルセンサーにより客観的に小児の睡眠時間を測定した。睡眠
時間には座位時間、睡眠効率との関連が認められた。

P-075
地方と都市における小学生の生活習慣と食事調査によ

る比較

古川 照美1）、谷川 涼子1）、清水 亮2）、戸沼 由紀3）、鈴川 一宏4） 
 

1）青森県立保健大学、 
2）弘前医療福祉大学、 
3）日本体育大学 

【目的】本研究では、地方と都市における小学生の生活習慣と食事調査による比
較を通して、地方における子どもの頃からの生活習慣病予防対策について示唆を
得ることを目的とした。
【方法】2021年5月～7月に地方と都市の小学5、6年生を対象に、生活習慣と食事
歴法であるBDHQ15yを用いた調査を実施した。生活習慣は、朝食欠食、睡眠時
間、運動時間、テレビ・ビデオ時間、ゲーム時間についてであった。身長、体重
は自己申告値を用いた。本研究は倫理委員会の承認を受けて実施した。
【結果】朝食欠食について差はみられなかった。男女ともテレビ・ビデオ時間、
ゲーム時間が地方で長く、勉強時間は都市で長かった。体重は男子で地方が重
かった。男女とも地方では白米、都市ではパンが主食として食べられており、
ラーメンは地方で摂取頻度が高かった。地方では緑葉野菜、男子ではにんじん・
かぼちゃ、トマトの摂取頻度が低かった。地方では、みかんなどの柑橘類、その
他の果物、季節によって食べ方がちがう果物など、食べない人の割合が高かっ
た。みそ汁を飲まない人の割合は都市に多く、地方では男女とも緑茶や水の摂取
頻度が低く、女子ではスナック菓子、チョコレート、コーラ等のジュースの摂取
頻度が高かった。
【考察】地方の生活習慣病に関連する健康課題の背景に、子どもの頃からの生活
習慣や食生活が影響している可能性が示唆された。しかしながら本研究は横断調
査であり、今後は縦断的に調査し、分析する必要がある。
【結論】地方の小学生はテレビ・ビデオ時間、ゲーム時間が長く、また、野菜摂取
不足など、よくない生活習慣が伺え、これらの対策の必要性が示唆される。

P-076
小学生における食事速度が身体に及ぼす影響の検討

清水 亮1）、古川 照美1）、谷川 涼子1）、戸沼 由紀2） 
 

1）青森県立保健大学、 
2）弘前医療福祉大学 
 

【背景】早食いは肥満に繋がり、ゆっくり食べることは血糖上昇を緩やかにする
など、食事速度が体重や血液生化学検査結果に影響することが知られている。本
研究では、小学5、6年生を対象にし、食事速度の違いによる身体、血液生化学検
査、栄養摂取量との関連について調査した。
【方法】2021年に青森県内の小学5、6年生、計92名(男子58名、女子37名)を対象
に、身体測定、血液生化学検査、簡易型自記式食事歴法質問票（BDHQ15y）を用
いた栄養・食事調査、質問紙を用いた生活調査を実施した。得られた結果の解析
にはIBM SPSS statistics26を使用し、平均値の比較にはt検定、単相関分析には
Spearmanの順位相関係数を用いた。
【結果】食事速度が「かなり速い」「やや速い」と回答したのは男子36.2%、女子
16.2%と有意に女子で低かった。男子では食事速度との相関がみられた項目はな
かった。一方、女子では身長（r=-.457）、体重（r=-.547）、BMI（r=-.379）、体脂
肪率（r＝-.393）、ヘマトクリット（r=-.371,）、HDL（r=-.358）、ビタミンD摂取
量（r=-.425）、ビタミンB12摂取量（r=-.386）との相関がみられた。
【考察】女子において食事速度は、身長、体重、体脂肪率や貧血関連検査値、血清
脂質に関連する可能性が示唆された。他方、本調査では食事速度が栄養摂取量の
違いを介してそれらに影響していることは確認できなかった。
【結論】横断調査の結果、食事速度は、身体状況や貧血関連検査値との関連が示さ
れたが、何を介して影響するかは確認できなかった。
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P-077
Self-Endangering Work Behavior（SEWB）評価

尺度日本語版の妥当性と信頼性

横山 和仁1,2） 
 

1）国際医療福祉大学大学院・公衆衛生学専攻、 
2）順天堂大学医学部 衛生学講座 
 

【目的】近年、テレワーク等の柔軟で自律的な働き方が普及してきたが、これには
自己管理と自律性の責任という負担がある。最近、Jan Dettmersらは、自己を
危険にさらす働き方（SEWB）－例えば、病気であるにもかかわらず働く―とい
う概念を提唱した（Healthy at Work, Springer, 2016）。この行動様式は、当面
の目標の達成には役立つかもしれないが、健康や長期的労働能力を損なう危険性
がある。今回の研究は、彼らによるSEWB評価尺度(ドイツ語）の日本語版を作成
し、妥当性・信頼性を検証した。
【方法】SEWB評価尺度を日本語訳し、次いで逆翻訳を行った。結果はJan 
Dettmers教授と確認した。作成した日本語版を、インターネット調査会社に登
録した600（男329、女271）名にした。SEWB評価尺度は21項目から成り、①仕
事の強化、②余暇に及ぶ仕事と待機、③レクリエーションの断念、④疾病休業、
⑤パフォーマンス向上のための物質摂取の5つの下位尺度を有する。
【結果】各下位尺度のCronbachα係数は0.846～0.946であった。探索的因子分析
（主因子法）では、各下位尺度に対応する因子が抽出された。
【考察】実用可能なSEWB評価尺度日本語版を得ることができた。今後、労働者
の社会生活や健康への影響を検討したい。
　本研究は、中田光紀（国際医療福祉大学）、齋藤照代教授（同）、亀山晶子講師
（同）および金成祐人講師（帝京大学）との共同で、国際医療福祉大学研究倫理委
員会の承認のもので行われた（21-Ig-13, 2021年5月19日）。申告すべき利益相反
（COI）はない。

P-078
医療従事者の夜間勤務における血漿中微量ミネラルと

疲労指標との関連

亀尾 聡美1,2）、星野 泰栄3）、原田 暢善4）、近藤 泰之2,5）、 
山崎 千穂2）、井上 顕6）、小山 洋2） 

1）甲子園大学栄養学部 栄養学科、 
2）群馬大学大学院・医学系研究科・公衆衛生学、 
3）群馬パース大学・保健科学部、4）千葉大学・フロンティア医工学センター、 
5）自治医科大学、6）高知大学教育研究部医療学系・保健管理センター 

【目的】医療職において夜間勤務・交代制勤務はさけられないが勤務に伴う過度
の疲労の防止は重要な課題となっており、夜間勤務時の疲労の客観的かつ簡便な
評価法が求められている。今回の調査では、疲労・ストレスを客観的に評価し、
主観的疲労評価を同時に行い検討すること、また、血中微量ミネラルと疲労との
関連を評価することを目的とした。
【方法】群馬県内の療養病床を持つ病院、および介護老人保健施設の看護職員（23
名）および介護職員（23名）において、夜間勤務（2交代夜勤）における疲労調査を
夜間勤務前（15時-16時）、夜間勤務時（午前2時-4時）、夜間勤務終了後、朝9時半
頃）の計3回行った。客観的疲労評価としてフリッカー値（FHM社製システム）を
測定し、主観的疲労評価として疲労感検査Visual Analogue Scale (VAS)、「自覚
症しらべ」（25項目）を行った。血漿中微量元素は、ICP-MSにて測定した。
【結果】フリッカー値は、時間経過に伴い有意に低下した（p=0.032）。VASは、時
間経過に伴い有意に上昇した（p<0.001）。「自覚症しらべ」の25項目を5項目ずつ
5群に分けた結果、I群ねむけ感、III群不快感、IV群だるさ、V群ぼやけ感は、 
有意に増加した（p<0.001）。血漿亜鉛濃度とフリッカー値は有意な正の相関を 
示した。一方、銅とセレンについては、フリッカー値との有意な相関は見られな
かった。
【考察】フリッカー値の測定により夜間勤務による疲労度の増加を客観的に検出
できたと考えられる。血漿亜鉛濃度とフリッカー値の有意な正の相関の結果から
血漿亜鉛レベルが低いほど、疲労度が高いことが示唆された。
　亜鉛欠乏とメンタルヘルス・うつ病との関連については多くの報告があり、血
漿中亜鉛が、疲労の生物学的指標になる可能性が考えられた。

P-079
外国人介護職の雇用に関する質的研究 ： 高齢者介護施

設における定着にむけた取り組み

富永 真己1）、田中 真佐恵1）、杉山 智子2）、矢吹 知之3）、 
中西 三春4） 

1）摂南大学看護学部、 
2）順天堂大学医療看護学部、 
3）東北福祉大学、 
4）東北大学大学院医学系研究科

【目的】外国人介護職を雇用する高齢者介護施設の施設長を対象に、定着に向け
た取り組みの実態を明らかにする。
【方法】質的記述的研究法を用いた。倫理委員会の承認後、、2020年秋に協力の承
諾が得られた施設長・管理者9名に対し半構造化面接を実施し、外国人介護職の
雇用に際して、定着を目指し取り組んだ工夫と配慮について尋ねた（平均時
間:54.67±10.02分）。音声データの逐語録を用いてテーマに関する内容からコー
ド、さらに意味内容が類似するコードを集め抽象度を上げ、サブカテゴリ、さら
にカテゴリを抽出した。
【結果】対象者9名中、7名が男性であった。雇用した者の母国はインドネシア、次
いでベトナムが多かった。工夫と配慮について7カテゴリ、すなわち＜外国人の
母国で築く人脈＞といった『外国人材の採用における戦略』、＜生活や通勤での
必需品の無償提供＞といった『安心して働くための暮らしの支援』、＜日本文化
に触れる機会の提供＞といった『生活の質のための心配りと機会』、＜外国人の
母国の理解のための職員教育＞といった『外国人との相互理解の推進』、＜業務
マニュアルの見える化＞といった『外国人材の受け入れのための組織体制の整
備』、＜日本語の上達のための個別支援＞といった『日本での仕事の適応に向け
た支援』、＜根気強い指導と丁寧な説明＞といった『職場の根気づよく丁寧な人
材育成』が抽出された。
【考察】職場や組織、さらに地域を巻き込み仕事と生活を支える取り組みが外国
人の採用前から展開され、施設が人材確保のみならず国際交流の機会と捉える状
況が示唆された。
【結論】外国人介護職を雇用する高齢者介護施設の取り組みが明らかとなった。

P-080
高齢がん患者の治療とその家族の介護 ・ 就労に関する

実態

仁科 聖子1）、横山 和仁2）、遠藤 源樹3）、白濱 龍太郎3）、 
松川 岳久3）

1）防衛医科大学校医学教育部 看護学科、 
2）国際医療福祉大学大学院、 
3）順天堂大学医学部 衛生・公衆衛生学講座

【目的】高齢がん患者の治療とその家族の介護と就労に関する実態を明らかにする。
【方法】高齢がん患者を就労しながら介護している家族介護者を対象とし、イン
ターネット調査を実施した。対象者の年齢，性別，職業，勤務形態，高齢がん患
者の疾患，治療，要介護度，介護期間，介護協力者、就労状況、介護者の健康状
態・生活、がん患者の家族介護者のQOLについて調査した。対象者のQOLに関
しては、がん患者の家族介護者のQuality of lifeに関する尺度日本語版CQOLを
用いた。就労介護者の仕事のパフォーマンスに関しては「WHO健康と仕事のパ
フォーマンスに関する調査票」短縮版を使用した。一次集計、二次集計として、
性別、就労状況による比較を行うためにχ2検定、t検定，Mann-Whitney U検定
を行った。倫理委員会に諮り，防衛医科大学校学校長の承認（4057）を得た後に
研究を開始した。
【結果】対象者は229名（100.0%）、男性150名（65.5名）、女性79名（34.5%）、年
齢は40～69歳であった。介護のために就労を短縮勤務などの勤務形態の変更を
している者は、73名（31.9%）、転職32名（14.0%）、退職41名（17.9%）であった。
就労支援制度は150名が利用し、有給休暇139名（89.7%）、介護休暇38名（24.5 
%）、労働時間の短縮27名（17.4%）、在宅勤務などを利用していた。介護のため
に残業できない理由は「診察の介助、付き添い」、「身体介護、見守り（食事、排
泄等）」、「治療のための付き添い（化学療法、放射線療法等）」であった。就労に
おいて「上司・同僚との付き合い」、「集中力」については、男性より女性の方が
影響していた。CQOLでは「将来を落胆している」、「死を恐れている」、「ストレ
スや心配は前よりも増えてきている」など8項目において有意な差があり、男性
より女性の方がより負担を感じていた。
【考察】高齢がん患者の治療に関わる家族は、高齢者のがんの治療や症状により
介護状況が変化し、就労に影響を与えていると考えられる。高齢がん患者の病状
の変化に対する不安やストレスは男女ともに感じているが、より女性の負担感が
大きいことが考えられる。
【結論】高齢がん患者の就労介護者は、半数以上の者がなんらかの勤務形態の変
更をして、がん患者の治療に関わる介護を行っていた。高齢がん患者の介護に関
わる負担は、男女ともに大きいが、男性より女性の方が強かった。
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P-081
乳製品の定期提供が日常生活および身体/認知機能に与

える影響

門倉 悠真1,2）、佐々木 夏子1）、中村 真奈子1） 
 

1）NPO法人かえるハーモニー、 
2）東京大学大学院総合文化研究科 
 

【背景/目的】厚生労働省の指針では、高齢者のフレイル予防の観点から、タンパ
ク質の積極的な摂取が推奨されているが、健康意識の高い人でも摂取量が不足し
ていることが多い。タンパク質を摂取する方法は複数あるが、中でも乳製品は運
動機能や認知機能向上を増進させる可能性が示唆されている。しかし、長期間摂
取した場合の運動/認知機能への影響を評価した研究は少ない。そこで本研究で
は高齢者を対象に、乳製品を定期的に摂取した場合の日常生活および身体/認知
機能の変化を明らかにすることを目的とした。
【方法】対象は自主的に運動を行う自主サークルに参加する高齢者59名（7拠点）
とし、食品を提供する介入群（29名）と提供しない対照群（30名）に分けた。介入
期間は12週間とし、介入群、対照群ともに週1回の運動指導と栄養に関する情報
提供を実施した。また、介入群のみに、カマンベールチーズを2ピース/日（タン
パク質：5.8g）を12週分提供した。介入の前後に、握力、FRT(Functional Reach 
Test)、TUG、5m歩行、2ステップテスト、重心動揺（開眼/閉眼）、認知機能テス
ト、血液検査、ウェアラブルセンサによる1週間のライフログ（歩数/運動量/睡眠
/ストレス）を測定した。分析は介入の有無、測定時期による2元配置分散分析を
行った。その後、TukeyのHSD検定を用いて多重比較を行った（p<0.05）。
【結果/考察】介入群において1日の運動量、睡眠時間、FRT、TUG、2ステップテ
スト、認知機能テスト、中性脂肪の値、血糖値が有意に改善した。介入群におい
ては、食品を定期的に摂取することで生活リズムが改善したなどの行動変容も 
生じており、身体/認知機能の改善理由については詳細な検討が必要であると考
える。

P-082
介護保険の居宅療養管理指導における歯科と栄養の連

携状況にみられる課題

岡本 希1）、郡 俊之2）、天野 信子2） 
 

1）兵庫教育大学人間発達教育専攻、 
2）甲南女子大学医療栄養学部 
 

【目的】本研究ではケアマネジャーを対象にアンケート調査を実施し、介護保険
の居宅療養管理指導における歯科と栄養の関わり方で改善すべき点を検討した。
【方法】対象者は居宅介護支援に関わるケアマネジャーであった。性別、栄養ケ
ア・マネジメントでみられる課題、他の職種との連携、居宅療養管理指導の訪問
栄養食事指導の利用状況を尋ねた。
【結果】281名のケアマネジャーから回答を得た（男性71名、女性210名）。栄養ケ
ア・マネジメントで挙がる課題として回答数が多かった順に、食事摂取量の減少
（213名）、食事の準備が困難（203名）、嚥下障害（183名）、低栄養（172名）、体重
減少（154名）、脱水（147名）、褥瘡（139名）、治療食の調理（109名）であった（複
数回答形式）。栄養ケア・マネジメントで連携を図る職種として回答数が多かっ
た順に、訪問看護師（207名）、かかりつけ医（188名）、通所介護スタッフ（167
名）、訪問介護事業所スタッフ（158名）、配食サービスのスタッフ（107名）、管理
栄養士（98名）、かかりつけ歯科医師（49名）であった（複数回答形式）。訪問栄養
食事指導の導入経験がある者は32名（11.4%）であった。
【考察と結論】ケアマネジャーが栄養ケア・マネジメントで連携を図る職種とし
て、管理栄養士と歯科医師の順位は低かった。栄養ケア・マネジメントで挙がる
課題は専門的で多岐に渡るため、管理栄養士による介入が望ましい。食事摂取量
の減少、嚥下障害、低栄養、体重減少は歯科的介入で改善する可能性があり、ケ
アマネジャーと管理栄養士と歯科専門職の連携強化が必要と考える。
【謝辞】調査協力の依頼に関わって下さいましたI＆H株式会社阪神調剤グループ
の小湊英範氏、大河内祐貴氏、今井晶子氏に深謝いたします。

P-083
転倒不安をもつ高齢者に関与する因子の検討

西山 緑、大森 玲子 
 

宇都宮大学地域デザイン科学部 
 
 

【目的】超高齢社会においては自立して生き生き暮らすアクティブシニアの増加
が望まれる。しかし転倒は健康状態から急に要介護状態になる原因となることが
ある。そのため健康な人であっても転倒することに大きな不安を持っている。そ
こで本研究は、地域の健康教室に参加した要介護状態にない元気な高齢者を対象
に転倒不安が大きい人の特徴を検討して若干の知見が得られたので報告する。
【方法】対象は、2018年から2021年に栃木県M町で行われたフレイル予防のため
の健康教室参加者のうちアンケートに回答した86名(平均年齢7.23±5.69)であ
る。アンケートの項目は、年齢、性別、主観的健康状態、生活満足度、および厚
生労働省作成の基本チェックリストのうちの20項目である。基本チェックリス
トのうち「転倒する不安は大きいですか」にチェックした人が最も多かったこと
より、転倒不安をもつ群32人(37.2%)ともたない群54人(62.8%)で比較検討した。
【結果】転倒不安をもつ群の平均年齢は75.06±5.70歳、もたない群は75.33±
5.74歳で後期高齢者の割合とともに年齢に有意差はなかった。主観的健康状態と
生活満足感の関与もなかった。しかし、転倒不安をもつ群は、「手すりなしで階
段の昇り降りができない」「この1年間に転んだことがある」「お茶や汁物でむせ
ることがある」にチェックした割合が高く、有意差が認められた。
【考察】転倒不安は心理的に含まれる。しかもアクティブシニアであっても転倒
する不安があるものは身体的フレイルやオーラルフレイルが危惧されることが
示唆された。さらに、年齢の関与がなかったことより、不安を軽減するためには
地域の健康教室において早期から転倒予防体操等の適切な介入が期待される。

P-084
ニューラルネットワークによる後期高齢者の低栄養に影

響する要因の検討

小林 和成1）、中塚 美帆1）、小島 ひとみ2）、纐纈 朋弥1） 
 

1）岐阜大学大学院医学系研究科 看護学専攻、 
2）岐阜聖徳学園大学 
 

【目的】本研究の目的は、後期高齢者の低栄養に影響する要因について、ニューラ
ルネットワークを用いたアプローチ方法の有用性について検討することである。
【方法】2019年10月1日-2021年3月31日の期間、岐阜県のKDBシステムに収録さ
れた後期高齢者の内、問診票データまで揃っていた34,796人分を対象とした。調
査項目は、対象者の基本属性(性別、年齢)、BMI(kg/m2)、栄養関連指標(血清
Alb(g/dL)、RBC(106/μL)、Hb(g/dL)、Ht(%)）、フレイル関連の問診項目6項目
とした。ニューラルネットワークの多層パーセプトロンにより、従属変数に血清
Albの低栄養:1、非低栄養:0、独立変数として因子に各問診項目の該当:1、非該
当:0、共変量に年齢・BMI・栄養関連指標を投入し、血清Albのカットオフ値を
4.0-4.5の間に設定した解析を性別に試みた。解析にはIBM SPSS Statistics26を
用いた。
【結果】男性は出力層2、中間層9、女性は出力層2、中間層8から構成され、血清
Alb値が4.0の時に学習/テストの特異度が高く、4.5の時に敏感度が高かった。独
立変数の重要度は、何れの血清Albのカットオフ値でも栄養関連指標が上位を占
め、以下、年齢やBMI、フレイル関連の問診項目の順であった。
【結論】ニューラルネットワークを用いた後期高齢者の低栄養に影響する要因と
して、栄養関連指標の重要度が高いことを確認できた。血清Albのカットオフ値
により敏感度や特異度が異なることより、目的により使い分けること、また統計
解析と比較検討した結果から有用性を吟味する必要がある。
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P-085
中山間地域に在住する高齢者の就労状況とソーシャル ・

キャピタルの関係

小林 和成1）、中塚 美帆1）、石原 多佳子2）、纐纈 朋弥1） 
 

1）岐阜大学大学院医学系研究科 看護学専攻、 
2）岐阜聖徳学園大学 
 

【目的】本研究の目的は、中山間地域に在住する高齢者の就労状況とソーシャル・
キャピタル（以下、SCとする）の関係を明らかにすることである。
【方法】中山間地域である群馬県A町、及び岐阜県B市の高齢者406名を対象に自
記式無記名の調査票を用いた集合調査を実施した。就労状況は0:働いていない/1:
働いているの2値、SCは吉村らが開発した5因子（1.地域に対する気持ちや態度,2.
地域の人や近所の人との人間関係,3.地域内の関係性,4.自然との関係性,5.政治意
識）計36項目から構成される「中山間地域におけるSC尺度」を用いた。分析は従
属変数に就労状況、独立変数に各因子の合計得点、調整変数に年齢や性別等を設
定し、前期/後期高齢者別の二項ロジスティック回帰分析を行った。統計解析に
はIBM SPSS Statistics 26を使用し、有意水準は5%（両側）とした。
【結果】就労状況へのオッズ比は、前期高齢者では年齢0.783（95%CI:0.671-0.914, 
p<0.01）、性別（1:女性）3.053（95%CI1.274-7.319，p=0.012）、後期高齢者では
SC尺度の1.地域に対する気持ちや態度1.187（95%CI: 1.014-1.390,p<0.033）で
あった。
【結論】中山間地域に在住する前期高齢者は、加齢が非就労の要因になるものの、
女性は男性と比較して就労していること、後期高齢者では地域に対する気持ちや
態度が就労の要因であることが示唆された。

P-086
高齢者における避難指示の入手方法と避難意向との

関連

小泉 沙織、太田 晶子、仁科 基子、本橋 千恵美、井上 直子、
宮崎 利明、宮崎 孝、高橋 美保子、植村 真喜子、辻 翔平、 
武田 光史、亀井 美登里
埼玉医科大学医学部 社会医学 
 
 

【目的】台風19号（2019年）による避難指示が発令された地域の高齢者における、
避難指示の入手方法と避難意向（避難指示が出された場合に最寄りの避難場所へ
避難するか）との関連について検討する。
【方法】埼玉県A市B地区に在住する30歳以上の者（施設入所者を除く）全てを対
象に、2020年9月に自記式質問票調査を実施した。避難意向について回答のある
65歳以上の者472人を解析対象とし、避難指示の入手方法（防災行政無線、テレ
ビ・ラジオ、自治会からの連絡、緊急速報メール、家族・知人からのメールや電
話、消防団の広報）と避難意向との関連を分析した。
【結果】避難指示が出された場合に最寄りの避難場所に「避難する」と答えた者は
218人（46.2%）、「避難しない」及び「わからない」と答えた者は254人（53.8%）
であった。避難指示の入手方法の割合は、防災行政無線73.1%、テレビ・ラジオ
64.4%、自治会からの連絡51.1%、緊急速報メール44.5%、家族・知人からのメー
ルや電話31.4%、消防団の広報11.9%であった。消防団の広報と自治会からの連
絡は避難意向と関連があった。
【考察】当該地域では、消防団や自治会等の地域のコミュニティを活用すること
が避難の契機となる可能性が示された。
【結論】消防団や自治会等の地域のコミュニティによる防災活動は避難意向と関
連があった。
謝辞：本研究は令和2年度（一財）厚生労働統計協会調査研究委託事業「高齢者の
社会参加に関する研究　その2（地域包括ケアシステムの観点から）」の一環とし
て実施した。

P-087
Setanaxibは肝臓がんの低酸素領域を標的とした抗が

ん候補化合物として有用である

大和田 賢1）、遠藤 整1）、岡田 千沙2）、志田 侑華里1）、 
木ノ上 高章1）、古屋 博行1）、立道 昌幸1） 

1）東海大学医学部 衛生学公衆衛生学、 
2）東海大学 生命科学統合支援センター 
 

　肝臓がんは極めて予後が悪いことが知られている。また、肝臓がん組織には、
低酸素領域が存在する。そのような環境では、既存の抗がん剤の効果が著しく減
弱するため、低酸素環境を標的とした新たな抗がん候補化合物の提示が待たれて
いる。これまでに、活性酸素種を産生する分子であるNOX4は、低酸素環境下で
がんの悪性化に密接にかかわることが報告されたものの、細胞の生存に及ぼす影
響の検討は十分にされていない。近年、NOX4の選択的阻害剤であるSetanaxib
が開発され、低酸素環境下での知見の集積が待たれている。
　本研究では、Setanaxibを用いて、低酸素環境下での細胞の生存に及ぼす影響
及び治療標的としての有用性を示すことを目的とした。Setanaxibは、低酸素環
境選択的な細胞毒性を示すとともに、アポトーシスを惹起した。更に、低酸素環
境下で、Setanaxibはミトコンドリア由来の活性酸素種を蓄積させることを明ら
かにした。この時、抗酸化剤を処理すると、Setanaxibによる低酸素環境選択的
な細胞毒性及びアポトーシスは顕著に減弱した。これらのことより、Setanaxib
は低酸素環境選択的にミトコンドリア由来の活性酸素種を蓄積させ、アポトーシ
スを誘導することで細胞毒性を惹起させることを明らかにした。従って、
Setanaxibは低酸素環境を標的にした新規抗がん候補化合物として非常に魅力的
であることが明らかになった。

P-088
グリチルリチンによる発がん抑制に伴うマウス脾臓の免

疫細胞への影響

王 桂鳳1,2）、平本 恵一3）、有馬 寧4,5）、大西 志保3）、 
村田 真理子1）、川西 正祐3） 

1）三重大学・院・医・環境分子医学、 
2）鈴鹿医療科学大学・保健衛生・鍼灸、 
3）鈴鹿医療科学大学・薬学、4）鈴鹿医療科学大学・院・医療科学、 
5）鈴鹿医療科学大学・東洋医学研究所

【目的】抗炎症・抗がん作用などを持つ漢方薬甘草(Licorice)の主成分はグリチル
リチン(GL)である。我々は発がん物質azoxymethane (AOM) +大腸起炎性 
dextran sodium sulfate (DSS)誘導性大腸がんマウスを用いて、GLが大腸炎大
腸がんを抑制することを実証してきた。また、興味深いことに、大腸がんで増加
した脾臓重量と赤脾髄の面積をGLが抑制した。そこで我々はGLによる発がん抑
制に伴うマウス脾臓の免疫細胞への影響について検討した。
【方法】ICRマウスを用いて、1)対照群(Control)、2)GL投与群(GL)、3)AOM+ 
DSS誘導性大腸がんモデル群(Colon Cancer：CC)、4)CC+GL投与群(CC+GL)
の計4群を比較した。AOM+DSS処理20週後に屠殺した。制御性T細胞（Treg）
マーカーFoxP3、ヘルパーT細胞17（Th17）、免疫抑制性サイトカインTGF-β1に
ついて脾臓組織を用い免疫組織化学染色法にて解析した。
【結果】GLはCC群で減少した脾臓のTreg細胞を回復させた。一方、CC群で増加
した脾臓のTh17細胞はGLにより抑制された。GLは脾臓のTreg細胞を誘導する
可能性があり、Th17細胞とTreg細胞のバランス（Th17/Treg）に影響を与えた。
また、Control群に対し、CC群のTGF-β1染色性が有意に減少し、CC+GL群での
染色性は有意に増加した。
【考察】GLがTreg細胞を誘導して、Th17よりTregの方が優位になり、また、TGF- 
β1を増加することで、脾臓の免疫細胞バランスを制御したと考えられる。
【結論】GLによる大腸炎大腸がんの抑制と免疫器官である脾臓との一定の関連を
示唆する。
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P-089
上咽頭癌細胞のオートファジー及びアポトーシス関連分

子発現に対するタウリンの影響

岡野 元彦1,2）、何 峰1）、有馬 寧3）、小林 果1）、及川 伸二1）、 
西村 廣明2）、俵 功2）、村田 真理子1） 

1）三重大学大学院医学系研究科 環境分子医学、 
2）三重大学大学院医学系研究科 血液・腫瘍内科学、 
3）鈴鹿医療科学大学大学院医療科学研究科 

【目的】我々はタウリンがin vitroでヒト上咽頭癌細胞にアポトーシスを誘導する
ことを報告してきた。今回、我々はヌードマウス移植モデルを用いてin vivoでの
タウリンのヒト上咽頭癌細胞に対する影響を検討した。In vitro及びin vivoにお
いてタウリンがヒト上咽頭癌細胞のオートファジー関連分子発現に与える影響
を検討した。
【方法】HK1-EBV細胞をヌードマウスの皮下に注射し、腫瘍が2–3mmに達した
時点で無作為にタウリン処理群とコントロール群に割り付けた。タウリン処理群
には0.5%タウリン水溶液、コントロール群には蒸留水を自由飲水にて投与し、3
日毎に腫瘍径を測定し割り付けの13日後に腫瘍を摘出した。免疫組織化学法を
用い目的分子の発現量を評価した。また、HK1-EBV細胞をタウリン加培地で処
理し、ウエスタンブロットで目的分子について定量評価した。
【結果】腫瘍の体積及び重量はタウリン処理群で有意に小さかった。また免疫組
織学的に腫瘍病巣はタウリン処理群で有意に小さく、アポトーシス関連分子及び
オートファジー関連分子の発現がタウリン処理群で有意に高かった。ウエスタン
ブロットによるin vitroの検討でも同様であった。
【考察】オートファジー関連分子Beclin 1はアポトーシスに重要な役割を果たす
p53を安定化する報告があり、上咽頭癌において、タウリンがオートファジーと
アポトーシスの両者を促進する機序の存在が示唆された。
【結論】タウリンは上咽頭癌細胞にオートファジー及びアポトーシスを促進して
抗がん作用をもつことが示された。

P-090
高齢男性におけるCD34陽性細胞数と身長低下の関係

清水 悠路1,2）、川㞍 真也1）、山梨 啓友1）、木山 昌彦2）、 
林田 直美1）、永田 康浩1）、前田 隆浩1） 

1）長崎大学大学院、 
2）大阪がん循環器病予防センター 
 

【目的】中年における身長低下は、循環器疾患の死亡リスク因子であると報告さ
れている。血流障害は、循環器疾患の主な病因であるが、CD34陽性細胞などの
造血幹細胞は、微小循環の動態を維持し、血流障害の予防に貢献する。その為、
末梢血CD34陽性細胞が少ないことは、循環器疾患リスク因子である。このこと
から、末梢血CD34陽性細胞数が少ないことは、血流維持に不利であり、身長低
下に影響している可能性が考えられたため検討を行った。
【方法】末梢血CD34陽性細胞数と身長低下の関係に関しての検討を目的に、特定
健診を受診した60－69歳の男性363人を対象に2年の観察研究を実施した。一年
間あたりの身長変化程度を算出し、身長変化程度を5分位に分け、最も低下度合
いの大きな第5分位を「身長低下あり」と定義した。Logistic regression model
を用いて、身長低下とCD34陽性細胞数の関係について検討を行った。
【結果】CD34陽性細胞数(対数表示)は、身長低下と有意な負の関連を認めた[既知
の心臓血管病リスク因子調整オッズ比(95%信頼区間)は、0.45(0.28, 0.72)]。
【考察】CD34陽性細胞は、微小循環動態の維持や血流障害の予防に重要な役割を
担う因子である。末梢血CD34陽性細胞数と身長低下との負の関連は、微小循環
維持機能の低下が、身長低下の要因になり得る事を示しており、身長低下の有す
る循環器疾患死亡リスクの要因を説明し得る。
【結論】CD34陽性細胞数は、身長低下と有意な負の関連を認めた。微小循環障害
など血流障害が、身長低下に影響している可能性が示唆された。

P-091
慢性血液透析患者における連続した座位行動と健康関

連QOLとの関係

浪尾 敬一1,2）、宮武 伸行1）、菱井 修平1）、近藤 隆司3）、 
西 宏行3）、片山 昭彦4）、氏家 一尋3）、河本 紀一3）、鈴木 裕美1）、
橋本 洋夫3）

1）香川大学医学部 衛生学、 
2）九州医療スポーツ専門学校、 
3）因島総合病院、 
4）四国学院大学社会学部

【目的】近年，座位行動の量だけでなく座位行動の質（連続した座位行動）が健康
関連の生活の質（HRQOL）と関連することが報告されているが，慢性血液透析
（CHD）患者における座位行動の質とHRQOLとの関係についての報告はない．
本研究はCHD患者における座位行動の質とHRQOLとの関係を明らかにする．
【方法】2013年9月から2019年9月までに広島県Ａ病院でCHDの治療を受けた外
来患者208名のうち，3軸加速度計内蔵身体活動量計を用いた身体活動量測定と，
EuroQol（EQ-5D）を用いたHRQOL調査，書面によるインフォームド・コンセン
トを得られた84名（男性42名，女性42名）を対象とした．連続した座位行動は，
30分以上と60分以上のバウト数（bouts）と装着時間に対する相対値（%）により評
価した．
【結果】全日で30分以上の連続した座位行動は，6.2±2.7（bouts），44.0±18.2
（%），60分以上の連続した座位行動は2.7±1.6（bouts），29.8±16.5（%）であっ
た．EQ-5Dは0.728±0.220であった．単相関分析で，全日および非血液透析日
において，すべての連続した座位行動の指標はHRQOLとの有意な負の相関を示
した．重回帰分析により，全日と非血液透析日で，交絡因子を調整しても，すべ
ての連続した座位行動の指標はEQ-5D スコアの決定因子であった．
【結論】CHD患者においては，非血液透析日の連続した座位行動を減少すること
がHRQOLを改善させる可能性が示唆された．

P-092
糖尿病患者における動脈硬化性疾患のリスクと尿中プ

テリジンの関連性

丸茂 幹雄、江川 可純、若林 一郎 
 

兵庫医科大学 環境予防医学講座 
 
 

【目的】最近我々は一般集団において尿中プテリジンが酸化的ストレスを反映す
る有用なバイオマーカーであることを報告した。一方、糖尿病患者における尿中
プテリジンの意義は不明である。
【方法】外来通院中の2型糖尿病患者257名(男性158名、女性99名)を対象とした。
内服治療歴、喫煙歴及び飲酒歴を聴取し、血圧、ABI (ankle-brachial index)及
びBMIを計測した。空腹時に採血し、血中d-ダイマー、グルコース、HbA1c、
HDLコレステロール、LDLコレステロール、中性脂肪、eGFRを測定した。また
尿中プテリジン、15-イソプロスタンF2t、尿中クレアチニンを測定した。
【結果】尿中プテリジン濃度は尿中15-イソプロスタンF2t、性別（女性）、喫煙歴、
d-ダイマーと有意な正の相関を示し、飲酒歴、BMI、ABIと有意な負の相関を示
した。尿中プテリジンの第3三分位群では、第1三分位群よりもABIは有意に低
く、d-ダイマーは有意に高かった。第3三分位群の第1三分位群に対する低ABIお
よび高d-ダイマーのオッズ比はいずれも有意に高かった。上記の尿中プテリジン
とABI及びd-ダイマーの関係は、年齢、性別、BMI、HbA1c、飲酒歴を調整した
多変量解析にても変わらなかった。喫煙歴はプテリジンとABIの関係に交絡した
が、d-ダイマーとの関係には影響はなかった。一方、ロジスティック回帰分析で
は、喫煙歴を調整後もプテリジンとABIの関連は有意であった。
【考察】尿中プテリジン濃度は、血液凝固マーカーであるd-ダイマー及び下肢動
脈血流を反映するABIとそれぞれ有意に関連することから、糖尿病患者の動脈硬
化リスク判定における簡易で有用な尿中分子マーカーであると考えられる。
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P-093
昆布摂取は糞便移植による血圧上昇を抑制する

春井 彩花1）、丸山 紗季1）、瀨川 悠紀子1,2）、黒岩 美紅1）、 
山本 佳苗1）、大瀬良 知子1,3）、橋本 弘子1,4）、栗原 伸公1） 

1）神戸女子大学・院・家政・衛生学、 
2）大阪成蹊短期大学・調理製菓・調理コース、 
3）東洋大学・食環境科学・健康栄養、 
4）大阪成蹊短期大学・栄養

【目的】高血圧自然発症モデルラット(SHR)や食塩感受性高血圧モデルラットの
糞便移植によって、腸内細菌叢が変化し、血圧を変動させることが報告されてい
る。例えば、正常血圧ラットWKYでは、SHRの糞便移植は、WKYの糞便移植を
した場合と比較して、収縮期血圧(SBP)、拡張期血圧が有意に上昇することが報
告されている。
　私たちは昆布摂取による血圧上昇抑制効果をSHRや腎血管性高血圧モデル
(2K1C)ラットにおいて観察している。昆布に含まれる食物繊維であるアルギン
酸やラミナランの摂取による腸内細菌叢の変化が報告されていることから、この
糞便移植による血圧上昇についても昆布摂取は抑制効果を持つ可能性がある。
　そこで本研究では、WKYにおいて、SHRの糞便移植により上昇する血圧に対
して、昆布摂取の抑制効果の有無を観察した。
【方法】糞便移植のレシピエントとして4週齢WKYラットを、ドナーは20週齢時
のSHRを使用した。糞便移植はToralらの方法を基に実施した。5日間の抗生剤
投与後から、7週間糞便移植を行った。飼料は標準餌または5%昆布混合餌を与え
た。SBPはtail-cuff法により毎週測定し、体重、摂食量についても継続的に観察
した。
【結果および考察】飼育期間全体を通して体重や摂食量に群間差はみられなかっ
た。SHRの糞便移植によるWKYのSBP上昇を確認した。このSBPは昆布摂取に
より有意に低下したことから、SHR、2K1Cモデルだけでなく、糞便移植による
血圧上昇に対しても昆布の血圧上昇抑制効果が観察された。糞便移植による血圧
上昇に昆布がどのように影響するのか詳細なメカニズムについては、現在検討中
である。
【結論】SHRからの糞便移植によるWKYの血圧上昇に対しても、昆布摂取の高血
圧予防効果が観察された。

P-094
授乳期母ラットの緑茶抽出物摂取が雄性仔ラットの肝臓

に対する長期的な保護効果

山﨑 尚二郎1）、ラヘル・メスフィン・ケテマ2）、大野 由貴2）、
小泉 一成2）、戴 寧2）、佐藤 伸3）、藏崎 正明4）、細川 敏幸5）、 
齋藤 健1）

1）北海道大学大学院保健科学研究院、 
2）北海道大学大学院保健科学院、3）青森県立保健大学大学院健康科学研究科、 
4）北海道大学大学院地球環境科学研究院、 
5）北海道大学高等教育推進機構

【目的】周産期における母親の過剰な脂質摂取は子どもの種々の疾患のリスクを
長期的に高めることが報告されている。緑茶抽出物(GTE)は、高脂肪食(HFD)に
よる脂肪肝に対する保護作用が期待されているが、周産期の母親が摂取した際の
子どもへの長期的な効果は明らかではない。本研究は、授乳期における母親の
GTE摂取がHFDを持続的に与えられた雄性仔ラットの肝臓脂質蓄積に対する長
期的な効果を検討した。
【方法】妊娠中Wisterラットに13%(control, CON)あるいは45%(high-fat, HF)の
脂質を含む餌を与えた。出産後、授乳中にはCON、HFあるいはHFにGTE(0.24 
%)を添加したものを与えた。離乳後の雄の仔ラットにはCONあるいはHFを与
え、CON/CON/CON(CON群)、HF/HF/HF(HF群)、HF/HF+GTE/HF(GTE群)
の3群に分けて51週まで飼育した。
【結果】HF群の肝臓に中性脂肪(TG)の蓄積が認められたが、血漿TGはCON群お
よびGTE群と比較して減少していた。さらに、肝臓中のタンパク量の測定によ
り、TG合成の促進とともに脂肪酸合成および血液への脂質の供給の抑制が認め
られた。一方GTE群では肝臓中脂質代謝が改善され、肝臓への脂質蓄積が抑制さ
れた。また、HF群の肝臓にはFeの蓄積、8-OHdGの増加、組織への炎症細胞の
浸潤及び胆汁のうっ滞が認められたが、GTE群ではこれらの異常は軽減された。
【結論】授乳期母ラットのGTE摂取は継続的なHFD摂取による脂質代謝、酸化ス
トレスの異常から仔ラットの肝臓を長期的に保護することが示された。

P-095
プロテオーム解析を用いた降圧剤による肝炎・肝線維化

抑制因子の探索

内藤 久雄1）、山口 央輝2）、橋本 沙幸3）、浅野 友美1）、 
北森 一哉1）、那須 民江3） 

1）金城学院大学生活環境学部、 
2）四日市看護医療大学、 
3）神戸松蔭女子学院大学、 
4）中部大学健康科学部

【目的】我々は、高脂肪食（HFC）摂取により短期間に肝炎・線維化に進展する
SHRSP5/Dmcrラットを開発し、肝炎・線維化進展メカニズムの研究をしてき
た。SHRSP5/Dmcrは高血圧ラットであり、先行研究により高血圧の存在が重要
であることが判明した。この研究では、高血圧自然発症ラット（SHR）に降圧剤
を投与した肝臓を用いてプロテオーム解析を行い、降圧剤による肝線維化進展抑
制に関与するたんぱく質の検討をした。
【方法】10週齢のSHR雄にコントロール飼料またはHFCを8週間摂取させ、肝臓
サンプルを採取した（各群3匹）。肝ホモジネートをRIPA bufferで作成・精製し、
Orbitrap LC-MSで測定し、プロテオーム解析を行った。
【結果】Orbitrap LC-MSにより、2500種類のたんぱく質が同定された。近年
NASHの新規バイオマーカーとして注目されているCD44 antigenも検出され、
HFC摂取によりコントロール群より100倍以上高値であり、降圧剤によりHFC+
降圧剤群/HFC群比は0.75とやや改善傾向を認めた。HFC摂取により降圧剤の有
無で差があったものとして、コラーゲン合成に関与する複数のマーカーが有意に
減少しており、Wnt/GSK-3β/β-cateninの炎症シグナル系に関連する蛋白にも有
意な差を認めた。また、脂肪酸結合蛋白については、肝臓内ではなく脂肪細胞由
来のものに降圧剤の投与により発現の差が認められた。
【考察】先行研究により、HFC摂取ラットへの降圧剤投与の影響は病理学的には
炎症・線維化の軽減が認められたが、完全に抑制していたわけではなく、プロテ
オーム解析結果についてもその影響が小さかったと考えられた。しかし、コラー
ゲン合成、一部の炎症シグナルに差を認めており、また脂肪酸合成については肝
細胞ではなく脂肪細胞への影響も認め、今後はこれらのたんぱく質についてウェ
スタンブロット法により確認し、肝炎・線維化進展メカニズムの解明を目指す。

P-096
miR-140-3pによる骨代謝への影響

勝山 博信1）、伏見 滋子1）、森本 和恵1）、寺田 久美子2）、 
依田 健志1）、濃野 勉1） 

川崎医科大学　 
1）公衆衛生学、 
2）自然科学（生物） 

【目的】骨芽細胞様MC3T3-E1細胞にmicroRNAの一つであるmiR140-3pを作用
させると、TGFβ3の抑制とオステオカルシンの産生促進が見られ、骨芽細胞分
化を制御することを明らかにした。そこで、miR-140-3pをマウスに投与して骨
代謝に及ぼす影響を検討した。
【方法】miR-140-3pをliposomeに封入し、80週齢C57BL/6Jマウスに全身麻酔下
で計5回左脛骨骨髄内に投与した。採血後、屠殺したマウスから右下肢を摘出し、
骨形態計測を行った。又、採取した血液および尿から骨代謝マーカーや生化学検
査を行った。本研究は川崎医科大学動物実験委員会の承認(20-088)を受けて実施
した。
【結果および考察】liposomeを脛骨骨髄内投与したマウスの運動に支障はなかっ
たが、最終体重はliposome投与群で若干低かった。骨代謝マーカーでは
liposome群で骨形成マーカーであるカルボキシル化オステオカルシン(Gla)とア
ルカリフォスファターゼ(ALP)が増加したが、非カルボキシル化オステオカルシ
ン(Glu)は差が無かった。骨吸収マーカーである酒石酸抵抗性酸フォスファター
ゼ(TRACP5b)、I型コラーゲン架橋N-テロペプチド(NTX)、I型コラーゲン架橋
C-テロペプチド(CTX)に差は無かったが、尿中カルシウム排泄量はliposome群
で高かった。骨形態計測ではliposome群で骨量、骨石灰化速度、類骨幅が増加
し、多核破骨細胞数が減少した。これらの結果より、miR-140-3pは培養細胞だ
けでなく、生体内に投与しても骨代謝改善作用を有する可能性が示唆された。
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P-097
妊娠期無機ヒ素曝露によって孫世代の精子に伝達され

る遺伝子領域のDNAメチル化変化

鈴木 武博、岡村 和幸、野原 恵子 
 

国立環境研究所 
 
 

【目的】化学物質曝露が次世代やそれ以降の世代にまで健康に悪影響を及ぼすこ
とが指摘されているがその詳細はほとんど明らかになっていない。我々は、次世
代への健康影響が報告されているヒ素を対象に、次世代にゲノム情報を伝える精
子に着目して次世代影響メカニズム解析をすすめている。これまで、妊娠期にヒ
素曝露したF0から生まれたヒ素群F1及びF2の精子DNAでは、ゲノムワイドに
メチル化が変化することを見出している。本研究では、ゲノム領域特異的な
Differentially Methylated Cytosine (DMC)に着目し、F1、F2ともに変化して
いるDMCについて解析した。
【方法】F0妊娠中に無機ヒ素を飲水投与したF1とF2マウスの精子から抽出した
ゲノムDNAをバイサルファイト処理し、Reduced representation bisulfite 
sequencing (RRBS)法でメチル化解析を行った。対照群に対してヒ素群でメチル
化が10%以上上昇または低下したCpGをDMCとし、各CpGのannotation の付
与はHomerで行った。
【結果・考察】RRBS解析の結果、F1とF2の両方で変化したDMCは159個あっ
た。プロモーターに分類されるDMCは7個あり、そのうち5個は遺伝子Xのプロ
モーター領域に存在することがわかった。また、The Cancer Genome Atlas 
(TCGA)の膀胱がんにおける遺伝子Xの発現は、プロモーター領域のメチル化変
化と対応していた。以上の結果から、妊娠期ヒ素曝露によりF2精子DNAまで伝
達されるDMCを明らかにできた。

P-098
GDF10はTGF-β/Smad/NF-κB経路を介して上咽頭

癌の進展を抑制する

Guofei Feng1,2）、Feng He1,2）、有馬 寧3）、翠川 薫1）、 
及川 伸二1）、小林 果1）、竹内 万彦2）、村田 真理子1） 

1）三重大・院・医・環境分子医学、 
2）三重大・院・医・耳鼻咽喉・頭頸部外科学、 
3）鈴鹿医療科学大・院・医療科学研究科 

【目的】
Growth differentiation factor-10 (GDF10) has been implicated a tumor 
suppressor gene in many cancers. Our previous data found GDF10 was 
silenced in nasopharyngeal carcinoma (NPC) caused by aberrant promoter 
methylation. However, the roles of GDF10 in NPC development and 
the molecular mechanisms remain unclear. In this study, we explore its 
biological function of GDF10 by the downregulation in an NPC cell line and 
silencing in a normal nasopharyngeal cell line NP460.
【方法】
Overexpression of GDF10 in NPC cell line HK1-EBV was established. We 
determined the effects of GDF10 on biological function of NPC cells in vitro 
and in nude mouse xenografts in vivo. In addition, siRNA was transfected in 
NP460 cells for GDF10 knockdown. Proteins regarding to GDF10 biological 
function were detected by western blot. 
【結果】
We found that overexpression of GDF10 significantly decreased cell 
proliferation and tumor growth both in vitro and in vivo through the 
induction of apoptosis. GDF10 overexpression in NPC cells suppressed cell 
migration and invasion by regulating epithelial-to-mesenchymal transition 
markers. Further results found GDF10 exerted a tumor suppressive role 
by inhibiting the activity of TGF-β/Smad and NF-κB signaling pathways 
with a decrease in nuclear Smad2 and NF-κB protein accumulation. GDF10 
silencing in NP460 cells resulted in higher cell growth, and the increase of 
anti-apoptotic protein.
【考察】
These data highlight the importance of the GDF10/TGF-β/Smad/NF-κB axis 
in NPC progression. 
【結論】
In summary, GDF10 could act as a tumor suppressor via TGF-β/Smad/
NF-κB axis, and could be a novel therapeutic target in NPC.

P-099
小児四肢疼痛発作症モデルマウスの減圧に対する疼痛

行動解析

奥田 裕子1）、杉 昌樹2）、原田 浩二2）、Shohab Youseffian1）、 
小泉 昭夫1） 

1）京都大学大学院医学研究科 疼痛疾患創薬科学、 
2）京都大学大学院医学研究科 環境衛生学 
 

【目的】我々は、①乳幼児期から周期性四肢大関節痛を生じる、②思春期以降に緩
和する、③寒冷曝露及び悪天候により誘発・増悪するという特徴的症状を示す日
本人家系を対象に原因遺伝子の探索を行い、SCN11A遺伝子変異を原因として
特定し（Okuda et al., 2016, Kabata et al., 2018)、本症を「小児四肢疼痛発作
症」と命名した。本疾患の遺伝子変異の一つであるSCN11Ap.R222S変異を持つ
モデルマウスの機能解析により、臨床症状である寒冷曝露による疼痛増悪を証明
した(Matsubara et al., 2020)。本研究ではさらに悪天候（大気圧変化）に対する
症状増悪を同モデルマウスで検証するため、人工的低気圧環境下における疼痛行
動解析を行った。
【方法】野生型(n=4)およびSCN11Ap.R222S変異を持つノックインマウス（RSマ
ウス, n=6）を減圧チャンバーに入れ30分静置し、減圧前後の1、熱刺激に対する
逃避行動をhot plate法、2、目視による歩行の減退、蹲りの程度を数値化し計測
した。
【結果】減圧による熱刺激に対する逃避行動は、RSマウスが野生型マウスより、
顕著に反応速度が速くなった。また、目視による行動観察では、減圧によりRS
マウスの方が有意に行動の減少、蹲り行動が多くなった。
【考察】減圧により疼痛行動実験の一つである熱刺激に対する反応や目視による
行動の減少が見られたことは、臨床症状の再現を示唆する可能性があるが、他行
動実験での評価も必要である。
【結論】小児四肢疼痛発作症の症状である悪天候に対する疼痛増悪がモデルマウ
スでも生じている可能性が示唆された。

P-100
SARS-CoV-2 Sタンパク質によるマクロファージの

IL-6/1β発現誘導に対するEASの阻害機序

白土 健1）、高成 準2）、木崎 節子1） 
 

1）杏林大学医学部 衛生学公衆衛生学、 
2）株式会社アミノアップ 
 

【背景と目的】重症COVID-19に対するIL-6/1受容体拮抗薬の有効性が示唆され
ている。私達は前回の本学術総会において、SARS-CoV-2 Sタンパク質S1サブユ
ニット（S1）がマクロファージ（MΦ）のTLR4シグナルを介してIL-6/1βの産生を
促すことを報告した。一方、紫外線による線維芽細胞の炎症性応答に対するアス
パラガス茎抽出物EASの抑制効果も明らかにしてきた。本研究では、COVID-19
の重症化予防という観点から、S1によるMΦのIL-6/1β発現誘導に対するEASの
阻害作用およびその機序を検討した。
【方法】マウス腹腔MΦをS1とEASで同時刺激した後、細胞生存率をWST-1アッ
セイ法で測定し、炎症性サイトカインの分泌・mRNAレベルをELISA・定量
PCR法で各々分析した。シグナルタンパク質のリン酸化レベルおよび細胞内局
在はWB法とICC法で分析した。
【結果と考察】EASはMΦの生存率を低下させずに、S1によるIL-6の分泌誘導を
濃度依存的に軽減した。EASはIL-6/1βの分泌誘導だけでなく、これらのmRNA
発現誘導に対しても著明な抑制効果を示した。一方、EASはS1によるIκBαのタ
ンパク質分解、NF-κBの核内移行、JNKのリン酸化亢進には影響を及ぼさずに、
p44/42 MAPKおよびAktのリン酸化亢進を阻害した。S1によるIL-6/1βの
mRNA発現誘導は、MAPKキナーゼ阻害剤U0126によって著しく抑制され、そ
の効果はAkt阻害剤perifosineによってさらに増強された。以上より、EASは、
S1によるp44/42 MAPKおよびAktシグナルの活性化を阻害することでIL-6/1β
発現誘導を抑制すると考えられる。
【結論】EASはS1によるMΦの炎症性応答を抑制することで、COVID-19の重度
炎症に対して有益な効果を及ぼす可能性があることが示唆された。
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P-101
鼻腔への鉛曝露は鼻アレルギー症状を増悪する

デルガマ ニシャディ1）、田崎 啓1）、香川 匠1,2）、徐 華東1）、 
童 科銘1）、大神 信孝1）、加藤 昌志1） 

1）名古屋大学大学院医学系研究科 環境労働衛生学、 
2）名古屋大学 情報・生命医科学コンボリューション on グローカルアライアンス卓越大
学院 

Objectives: The effect of intranasal Pb exposure was investigated in allergic 
rhinitis (AR) mice model. 
Methods: Ovalbumin (OVA) was used as an antigen to develop AR mice 
model. The mice were divided into 4 groups, treated with OVA and Pb, 
OVA alone, Pb alone and control group without treatment. Frequencies of 
sneezing and nasal rubbing were used as an indicator for the level of AR 
symptoms. Nasal lavage fluid (NLF), serum, nasal tissue was collected 
after final intranasal challenge. Pb concentration in NLF was measured by 
inductively coupled plasma mass spectrometry (ICP-MS). Distribution of Pb 
in nasal tissue was determined by using laser ablation-ICP-MS. 
Results & Discussion: Levels of symptoms in Pb alone group were 
comparable to those with control group. However, levels of symptoms in 
OVA+Pb group were significantly higher than those in OVA alone group. 
These results suggested Pb as an exacerbation factor for AR. The Pb levels 
in epithelial lining fluid (ELF) in Pb alone group was comparable to those 
of the control group. In OVA+Pb group, the mean level of Pb in ELF was 
significantly higher than that of OVA alone and Pb alone group. Pb was 
distributed on the surface of nasal mucosa in OVA+Pb group.
Conclusion: Intranasal exposure to Pb exacerbate symptoms of AR in mice.
References: 1. Xu et al.  Journal of Allergy and Clinical Immunology. 2021, 
148: 139-147.
2. Kagawa et al. Journal of Allergy and Clinical Immunology. 2021, 148: 
655-656.

P-102
女子駅伝選手における20km走によるエネルギー消耗

の違いが免疫機能に及ぼす影響について

梅田 孝1）、米田 勝朗1）、小泉 和也1）、上原 優香2）、北田 典子2）、
益子 俊志2）、椿原 徹也3）、小室 輝明4）、清水 宏保5）、 
中路 重之5）

1）名城大学、 
2）日本大学、 
3）東京都市大学、 
4）京都産業大学、5）弘前大学

【目的】大学女子駅伝選手における20kmペース走によるエネルギー消耗の違い
が身体疲労に及ぼす影響を筋逸脱酵素値と好中球機能から検討した。
【方法】対象者は大学女子駅伝部に所属する選手19名であった。全対象者を走行
前後の遊離脂肪酸変化率（＝20km走行によるエネルギーの消耗の程度）の平均値
で高変化率群8名（252.6±47.3%）と低変化率群11名（93.5±33.1%）の2つの群に
区分した。調査当日、選手は1kmを4分で走るペースで20km走行した。走行前後
に身体組成値、遊離脂肪酸、筋逸脱酵素、免疫グロブリン、補体、白血球数、好
中球数、好中球機能（貪食量、ROS産生量）を測定した。
【結果】筋逸脱酵素値、免疫グロブリン、補体、白血球数、好中球数は両群共に走
行前に比べ走行後に有意に上昇した。貪食量は両群共に走行後、有意に低下し
た。ROS産生量は低変化率群のみで走行後、有意に上昇していた。
【考察】両群共に20kmペース走により発現する筋の変性・損傷とこれに由来する
炎症反応、走行そのものに対するストレス反応が亢進した可能性が示唆された。
一方、同程度の運動負荷を与えられた場合、活動によるエネルギー消耗（＝走行
前後の遊離脂肪酸の減少率）の小さい選手の方がより正常に好中球機能が働く可
能性が示唆された。

P-103
女子バレーボール選手における練習時のエネルギー消

耗が免疫機能に及ぼす影響について

小椋 圭祐1）、矢野 智彦2）、片桐 夏海2）、金子 美由紀1）、 
神田 翔太1）、鈴川 一宏3）、谷本 歩実4）、福井 真司5）、 
岩根 かほり6）、梅田 孝1）

1）名城大学、 
2）環太平洋大学、 
3）日本体育大学、4）コマツ、 
5）尚絅学院大学、6）弘前大学

【目的】女子バレーボール選手における練習前後のエネルギー消耗の度合い（血中
遊離脂肪酸の上昇）が身体的疲労に及ぼす影響を検討した。
【方法】対象者は体育大学の女子バレーボール部に所属する選手26名であった。
対象者を2時間30分の練習後における遊離脂肪酸変化率（エネルギー消耗の度合
い）の平均値で高変化率群13名（361.5±80.2%）と低変化率群13名（165.4±
47.0%）の2つに群に区分した。練習前後に身体組成値、遊離脂肪酸、筋逸脱酵素、
免疫グロブリン、補体、白血球数、好中球数、好中球機能（貪食能、ROS産生量）
を測定した。
【結果】筋逸脱酵素では高変化率群においてすべての項目が有意に上昇し、低変
化率群ではAST、CK、LDHが有意に上昇した。免疫グロブリン・補体では、低
変化率群のC4のみが有意に減少した。白血球数・好中球数は高変化率群で有意
に上昇した。低変化率群では好中球数のみ有意に上昇した。貪食能は高変化率群
で有意に低下し、低変化率群では有意に変化しなかった。ROS産生量は両群で有
意に上昇した。
【考察】両群において練習による筋組織の変性・損傷が引き起こされ、炎症反応・
ストレス反応が亢進した可能性が示唆された。また、高変化率群（エネルギー消
耗の大きい群）において、筋肉の変性・損傷がより高度に引き起こされた可能性
が示唆された。さらに、高変化率群では、炎症反応・ストレス反応が亢進し、白
血球・好中球がより多く動員された可能性が示唆された。一方で、高変化率群で
は練習後の貪食能が低下し免疫抑制が強く起こった可能性が示唆された。

P-104
女子器械体操選手における運動前のE2値の違いが免疫

機能に及ぼす影響について

澤 菜々実1）、瀬尾 京子2）、笠井 里津子2）、山本 博2）、 
小川 武志2）、田辺 勝2）、佐藤 弘道3）、廣瀬 かほる4）、 
野村 忠宏5）、梅田 孝1）

1）名城大学、 
2）日本体育大学、 
3）太田プロダクション、 
4）防衛医大、5）ミキハウス

【目的】女子器械体操選手を対象に、運動前のE2値の違いが免疫機能に及ぼす影
響について好中球機能をもとに検討した。
【方法】対象者は体育系大学器械体操部に所属する女子選手15名であった。全対
象者を練習前のE2値の中央値(41pg/ml)によりE2高値群8名(E2平均値89.8±
63.6pg/ml)とE2低値群7名(E2平均値28.1±7.4pg/ml)の2つの群に区分した。調
査当日、全員に通常実施している2時間15分間の練習メニューを試行した。運動
前後に身体組成値、筋逸脱酵素、免疫グロブリン、補体、白血球数、好中球数、
好中球機能（貪食量、ROS産生量）を測定した。
【結果】筋逸脱酵素値は両群共に運動前に比べ運動後に有意に上昇したが、E2低
値群でより高度に上昇した。免疫グロブリン、補体は両群共に運動後、有意に変
化しなかった。白血球数、好中球数はE2低値群では運動後、有意に上昇したが、
E2高値群では運動後、有意に変化しなかった。好中球の貪食量、ROS産生量は
E2低値群では運動後、有意に変化しなかったが、E2高値群では運動後、有意に
上昇した。
【考察】E2高値群では、筋組織の変性・損傷が少ないため、白血球・好中球の動
員も少なかったが、好中球は運動負荷に対して正常に機能したと考えられる。一
方で、E2低値群では、筋組織がより高度に変性・損傷したため、白血球・好中球
の動員も多かったが、好中球は運動負荷に対して正常に機能しなかったと考えら
れる。したがって、E2低値時に免疫が抑制され、易感染性となる可能性があると
推察される。
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P-105
人囮法によるヒトスジシマカ雌成虫の捕獲数を予測する

モデルの開発

渡邉 悟1,3）、北原 悠吾1）、西原 奈波1）、中根 邦彦2）、 
近藤 高明1）、上山 純1） 

1）名古屋大学大学院医学系研究科 総合保健学専攻、 
2）岡崎市保健所、 
3）株式会社ツムラ ツムラ先端技術研究所 

【目的】蚊の動態把握や保有病原体検査を主目的とした衛生行政によるサーベイ
ランスでは、人囮法による調査が増加している（渡邉ら、第91回衛生学会学術総
会）。ヒトに誘引された雌成虫を捕獲するため、人囮法は実質的な吸血リスクを
評価する手法と言える。人囮法に加え、蚊の発生数を予測できれば、吸血リスク
を低減できる可能性がある。本研究では、人囮法によるヒトスジシマカ雌成虫の
捕獲数をwebにて収集し、捕獲数を蚊の発生数と見立て、その予測モデルの開発
と検証を行った。
【方法】webで公開中であった2010年から2019年の実績より、調査日、施設およ
び調査地点数が明らかな人囮法によるヒトスジシマカ雌成虫の捕獲数を収集し
た。次に、気象庁のHPより収集した調査前日までの気象情報を捕獲数と併合し
てデータセットとした。データセットを訓練集合：テスト集合=8:2に無作為に分
け、各データの気象情報を正規化した。訓練集合の下での一個抜き交差検証によ
り求めた超パラメータを用い、誤差構造に負の二項分布を置いた部分的最小二乗
回帰モデルを開発した。
【結果および考察】848のデータを収集し、超パラメータを1とした。テスト集合
におけるRMSEは1.6匹であった。さらに、2020年から2021年に愛知県岡崎市に
て独自に人囮法による調査を実施して得た捕獲数でのRMSEは1.5匹であった。
このことから、Webでの公開情報における年や施設等の偏りを考慮しても、モデ
ルの高い汎化性能が示された。
【結論】本研究により、人囮法によるヒトスジシマカ雌成虫の捕獲数(発生数)を予
測可能なモデルを開発した。蚊の発生予測情報を広く提供することで、行政や個
人レベルの重点的対策により吸血リスクを低減できる可能性がある。

P-106
北海道のウェルシュ菌臨床分離株における各種毒素遺

伝子の保有状況と分子疫学的特徴

小林 宣道1）、アウン メイジソウ1）、松田 亜沙実1）、 
漆原 範子1）、川口谷 充代1）、伊藤 政彦2）、幅寺 敏2） 

1）札幌医科大学医学部、 
2）札幌臨床検査センター 
 

【目的】ウェルシュ菌（Clostridium perfringens）はヒト腸管の常在菌であるとと
もに、多種の毒素を産生し、食中毒および様々な感染症の原因となる。本研究で
は、北海道における感染症例から分離されたウェルシュ菌株を対象として、各種
毒素遺伝子の保有状況と遺伝子型を解析した。
【方法】2019-2020年に北海道各地の医療機関で分離されたウェルシュ菌585株
について8種の毒素遺伝子をPCR法により検出した。異なる毒素型の菌株を今回
の対象から78株、2017-2018年の46株（既報）を選び、多座位遺伝子配列型別
（MLST）とアルファ毒素（PLC）の遺伝子配列に基づく型別を行った。
【結果】PLC遺伝子は全株が保有し、エンテロトキシン遺伝子（cpe）は32%に検出
され、cpb2、netB、bec/cpileが少数の菌株に同定された。調べられた124株で62
のSTが同定され、うち27 STは6つのクローン群（CC）に分類された。cpe陽性株
の多くがCC36、CC41、CC117に属していた。PLCは22ヵ所のアミノ酸の違い
に基づいて、4つの型および21の亜型に分類された。PLC型IIg、IIIaは多くのcpe
陽性株を含んでいた。二成分腸管毒素（bec/cpile）陽性の2株は、異なる遺伝子型
（ST95、ST131）に属していた。
【考察】ウェルシュ菌の遺伝子型と特定の毒素遺伝子保有の関連が認められ、ま
た菌の遺伝子型分布には地理的な偏りがあることが示唆された。
【結論】日本（北海道）のウェルシュ菌臨床分離株における毒素遺伝子の分布状況
と、主要ないくつかの遺伝子型が明らかとなった。

P-107
ミャンマーにて分離されたST9-MRSAの全ゲノム解析

漆原 範子、アウン メイジソウ、川口谷 充代、小林 宣道 
 

札幌医科大学医学部 
 
 

【目的】家畜関連メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（LA-MRSA）は多剤耐性であり，
人獣共通感染症対策，及び薬剤耐性対策の上で重要な監視対象である。我々は，
ミャンマー，ヤンゴン市内の病院患者より，アジアにおける主要なLA-MRSAの
遺伝子型ST9に属するMRSA（ST9-MRSA; S286株）を分離した。本研究では比
較ゲノム解析により，起源や進化の過程を推察することを目的とした。
【方法】次世代シークエンス法にてS286株の全ゲノム配列を決定し，公共の遺伝
子バンクに登録されている既報配列と比較解析を行った。
【結果と考察】S286株のゲノムは2.8 Mbの染色体DNAと2つのプラスミドにより
構成されていた。National Center for Biotechnology Informationに登録され
ている黄色ブドウ球菌全ゲノム配列の中からST9に型別される配列を選び，コア
ゲノムの一塩基置換に基づいた系統樹を推定すると，欧米から分離された株と近
縁であった。メチシリン耐性を担うmecA遺伝子を含む可動性遺伝因子SCCmec 
はタイの豚から多く検出されるIX型であり，他方，ゲノムアイランドのひとつ 
vSa_alphaは中国のLA-MRSA株のそれと相同性が高かった。しかしながらこれ
らの領域内には遺伝子の欠失等が見られ，独自の起源を持つか，菌体内で更なる
遺伝子変異が起こったものと考えられた。プラスミドはいずれも欧米で主要な 
LA-MRSAの遺伝型，即ちST398型の黄色ブドウ球菌から検出されるプラスミド
とほぼ同一であった。
【結論】S286は家畜内で欧米由来株にアジアに特徴的な稼働性遺伝因子やゲノム
アイランド等が組み込まれて形成され，その後，人へと伝播したと推測された。

P-108
本邦での複発性 ・ 多発性帯状疱疹の文献的考察

奥田 浩人1,2）、余田 佳子2）、横田 智弘1）、藤原 仁史1）、島 正之2） 
 

1）千春会病院、 
2）兵庫医科大学 公衆衛生学教室 
 

【はじめに】帯状疱疹は水痘帯状疱疹ウイルスの再活性化により、片側の1か所も
しくは隣接する数か所の神経支配領域に皮膚病変を生じる。しかし、稀に全く隣
接しない複数個所の神経領域に生じることがある。今回、本邦で発症した複発
性・多発性帯状疱疹を文献的に考察した。
【方法】医学中央雑誌を用いて、1970年から2021年までの複発性・多発性帯状疱
疹として報告された106症例について調べ、発症年齢、性別、病型、部位、基礎
疾患、治療期間、経過等を検討した。
【結果】症例報告数は1970年から25年間に31例、1995年から26年間に75例と、
近年大幅に増加している。発症年齢は50～80歳台に多くみられ、男女比は1:1.3
であった。病型では、両側性非対称性44%で最も多く、片側性25%、両側性対称
性21%であった。発生部位は胸神経領域を含むものが70%と最も多く、頸神経領
域を含むもの30%、三叉神経領域を含むもの24%であった。基礎疾患としては、
悪性腫瘍20%や膠原病11%の合併を認めたが、大多数は通常の抗ウイルス薬7日
間投与で改善がみられた。
【結論】複発性・多発性帯状疱疹は、高齢女性の胸神経領域を含む両側性非対称性
が多くみられ、悪性腫瘍など基礎疾患の検索が重要である。  
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P-109
COVID-19対策下における日本の心疾患による超過

死亡

髙橋 美保子、亀井 美登里、植村 真喜子 
 

埼玉医科大学医学部 社会医学 
 
 

【目的】COVID-19対策の死亡への影響を検討する目的で、先に2020年の主要10
死因の月別死亡率を分析し、心疾患(高血圧症を除く)に最大の超過死亡を観察し
た。本研究ではさらに、2020年1月以降の死亡率の動向を心疾患の構成死因別に
検討した。
【方法】2015年1月-2021年5月の人口動態統計から、心疾患とその構成死因(慢性
リウマチ性心疾患、急性心筋梗塞、心筋症、不整脈及び伝導障害、心不全等)の
月別死亡率を得た。年間死亡率と季節指数を用いたモデルを適用し、2015-2019
年のデータから平時の死亡率の期待値と95%範囲(基準範囲)を求めた。実際の死
亡率と期待値との差から超過死亡率の点推定値を求め、基準範囲限界値(上限値、
下限値)との差から超過死亡率の範囲を求めた。超過死亡の点推定値と範囲を算
出した。
【結果】心疾患の死亡率は、基準範囲より、2020年1月に減少、8-10, 12, 翌年4-5
月に増加した。心不全、不整脈および伝導障害、急性心筋梗塞の死亡率は心疾患
と概ね同様の時間的変動を示した。死亡率が基準範囲を上回った月の総超過死亡
は、心疾患 6,726(最小 2,392-最大 10,833)、心不全 2,419(1,092-3,689)、不整脈
および伝導障害 1,199(358-1,988)、急性心筋梗塞 1,032(385-1,632)であった。慢
性リウマチ性心疾患と心筋症に超過死亡は見られなかった。
【結論】COVID-19対策下、特定死因の死亡に異常現象が生じていたことが明ら
かになった。
　本研究は三井住友海上福祉財団、埼玉医科大学学内グラント(番号21-B-1-12)
の助成を受けて行った。

P-110
通いの場への参加とCOVID-19流行期の高齢者の

well-beingの関連 ： JAGES2019- 2020縦断調査

による検証

木村 美也子1）、井手 一茂2）、佐藤 豪竜3）、方 恩知4）、 
尾島 俊之5）、近藤 克則2,4,6） 

1）聖マリアンナ医科大学、 
2）千葉大学、3）京都大学大学院医学研究科、 
4）日本老年学的評価研究機構、 
5）浜松医科大学、6）国立長寿医療研究センター

【目的】本研究では，高齢者のCOVID-19流行前の通いの場の参加とCOVID-19
流行期のwell-beingとの関連を検証することを目的とした。
【方法】自記式アンケート郵送法で65歳以上の高齢者を対象に行われた日本老年
学的評価研究（JAGES）における2019年度（COVID-19流行以前），2020年度
（COVID-19流行期）の両時点の調査に回答した全国10市町の要介護認定を受け
ていない9,231人を分析対象とした。Well-beingはポジティブ感情（Murata, 
2016）とうつ（Geriatric Depression Scale5点以上）で測定した。2020年度調査
のポジティブ感情，うつを目的変数とし，説明変数は2019年度調査の通いの場
の参加の有無，調整変数も同年の年齢，性，等価所得，教育，同居，就労，疾患
の有無，特定警戒都道府県居住の有無，手段的日常生活自立度，ポジティブ感情，
うつとし，ポワソン回帰分析を行った。
【結果】2019年の調査時に通いの場に参加していなかった高齢者と比べ，参加者
していた高齢者のIRRはポジティブ感情が1.12（95%CI: 1.05-1.19，p=0.001），
うつが0.91（95%CI:0.84-0.99, p=0.036）と，それぞれ有意な関連がみられた。
【考察】COVID-19流行前における通いの場の参加が，COVID-19流行期のポジ
ティブ感情と正の関連，うつと負と関連を示していた。COVID-19流行期は外出
や社会参加の機会も減少し，人との交流も継続が難しく，高齢者のwell-beingに
ネガティブな影響がもたらされる可能性が高いのではないかと考えられる。しか
しこうした状況下においても，通いの場のつながりが高齢者のwell-beingに寄与
する可能性が示唆された。
【結論】高齢者における通いの場の参加は，COVID-19流行期という緊急事態下
のｗell-beingにも重要であると考えられ，こうした側面が通いの場の強みの1つ
ではないかと考えられる。

P-111
コロナ禍における衛生学実習

田中 里枝、北川 恭子、辻 真弓 
 

産業医科大学医学部 衛生学 
 
 

【目的】新型コロナウイルス感染症流行状況に応じ、当講座では対面とオンライ
ンとを組み合わせた衛生学実習を実施した。本報告では衛生学教育における新た
な取り組みとしてオンラインを併用した実習を紹介する。
【方法】本報告対象は2020年度（医学部2年・3年次）、2021年度（医学部3年次）の
本学における衛生学実習である。2020年度は自宅にて大気環境、暑熱環境、食生
活について調べ学習と自身の生活記録を行う実習とした。2021年度は大学にて
室内環境、大気環境、暑熱環境、生活習慣（飲酒、喫煙、食生活）に関する実習を
実施した。両年度ともに後日、オンライン講義形式で教員がレポートを紹介しな
がら実習を振り返り行った。また、臨床医・産業医としてアドバイスする場面を
想定した実践演習を行った。
【結果】自宅で行う実習のレポートでは、自宅で過ごす時間の増加に伴う食生活
の変化への気づき等、個々人から様々な結果が報告された。オンライン講義形式
の実践演習では感染症流行時における室内環境を意識した考察等、活発な意見が
学生内でかわされた。
【考察】受け身で教わるのではなく主体的かつ双方向に学ぶ実習となるよう、後
日学生自身のレポートをもとにオンライン講義ならびに実践演習を行った。学生
自身のレポートを教材にすることで、主体性が増した。また、オンラインでは多
くの学生の実習内容やレポート内容を共有する時間を設けることが可能となり、
それぞれが自身の考察を深めることができていたようである。
【結論】実習後にレポート紹介や実習で得た経験及び知識を他者に伝えるシミュ
レーションの機会を設けることで、より深い学びが得られるのではないかと考え
られる。

P-112
非接触型、 顔認証型体表面温度および腋窩体温の関係

坂﨑 貴彦、小村 龍樹 
 

福井工業大学スポーツ健康科学部 
 
 

【目的】コロナ禍では、非接触型の体表面温度測定が主流となっているが、特に冬
場に顔認証型等の非接触型の測定値が低い値を示す傾向があるという見解もあ
る。そこで非接触型の中で顔認証型を区別し、顔認証型体表面温度（顔認証型）、
非接触型体表面温度（非接触型）および腋窩体温（腋窩）の3つの測定値の関係につ
いて調べてみることとした。
【方法】男子大学生32名を対象に、3つの計測を行った。その際、各測定時の室温
及び湿度についても計測した。得られた結果から各測定値間の有意差と相関係数
を調べた。危険率5%未満を有意とした。
【結果】顔認証型では正規分布が確認できなかった。そのためフリードマン検定
を用いた所、有意差が得られた。更にボンフェロー二の多重比較検定の結果、腋
窩と非接触型、非接触型と顔認証型との間には有意な差が認められたが、腋窩と
顔認証型との間には認められなかった。また、全ての測定値間で有意な相関は認
められなかった。室温の影響を取り除いた偏相関を調べた結果、有意な相関は認
められなかったが、各測定値から室温を減じ、スピアマンの順位相関係数を調べ
た結果、すべての測定値間で有意な相関が認められた。
【考察】腋窩では他の測定値とは外気温との接触状況が異なるにもかかわらず、
同じように室温を減じたことにより相関が認められたことから、測定機器の使用
前の取扱いについてのルールを定義する必要があり、今後は室温を一定させた中
での測定が必要である。
【結論】腋窩、非接触型および顔認証型それぞれの測定値間に有意な差および相
関を認めることはできなかったが、各測定値から室温を減じると、全ての測定値
間で有意な相関が確認された。
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P-113
バングラデシュにおける干ばつの死因への影響

Intekhab Alam1）、Shahriar Khan2）、大谷 眞二2）、増本 年男1）、
天野 宏紀1）、黒沢 洋一1） 

1）鳥取大学医学部 健康政策医学、 
2）鳥取大学国際乾燥地研究教育機構 
 

Objectives: Drought is responsible for exacerbate morbidity and mortality 
worldwide, which is also a key disaster in northern Bangladesh. In this 
study, for the first time in northern Bangladesh a time-series study was 
conducted to evaluate the health impact of drought measured by the 
Standardized Precipitation Index (SPI) and Standardized Precipitation 
Evaporation Index (SPEI) on the select causes of mortality from 2007-2017. 
Methods: This study is mainly based on secondary data collected from 
different national organizations. Rainfall and temperature data from 
six stations of northern Bangladesh were collected from Bangladesh 
Meteorological Department (BMD) and used to assess drought and non-
drought period as well as categorize mild, moderate, severe, and extreme 
drought based on 3 and 12 SPI timescales with SPI and SPEI. Generalized 
linear model (GLM) with the Poisson regression link were used to find the 
association between drought severity and mortality
Results: Drought analyzing presents slightly different results between SPI 
and SPEI, though SPI is more correlated and sensitive to mortality than 
SPEI. Only short-term drought had impact on mortality, and long-term 
drought period showed impact on mortality with temperature or humidity 
only. Natural cause and respiratory disease related mortality are only 
affected by extreme or severe drought. High temperature during drought 
period is associated with suicide related mortality in Rajshahi station.
Discussion: Drought impact on mortality differs with slight change in 
climate.
Conclusion: This study improves our understanding about the difference 
between two most used drought indicator as well as the impact of drought on 
mortality. Future research will be critical to reduce drought-related risks of 
health.

P-114
ラオスにおける高齢者の生活習慣病の現状について

翠川 薫1,4）、ウーダボン・ラタナボン2）、中村 哲3）、翠川 裕4）、
村田 真理子4） 

1）鈴鹿大学、 
2）マホソート病院、 
3）広島文化学園大学、 
4）三重大学

【目的】WHOは現在世界で5500万人の認知症患者が2050年には約3倍になり、特
にアジア太平洋地域の低中所得国での患者が増大すると推定している。我々は
20年以上、ラオスにおいて、食や水環境が健康に及ぼす影響について検討し、高
齢者の健康調査を行ってきた。近年ラオスではマラリア等の感染症は減少し、肥
満と糖尿病が有意に増加してきた。生活習慣病は認知症発症のリスク要因である
ことから、高齢者の健康調査を行い10年間の変化について調べた。
【方法】ラオス首都近郊の2農村（人口約1600人と約1500人）のラオ・ルム族の60
歳以上の高齢者でインフォームド・コンセントを得た対象者（男性37名・女性83
名）に健康調査を実施した。年齢、性別、身長、体重、腹囲、血圧、血糖値、
HbA1c、長谷川式テスト、飲酒・喫煙・病歴アンケート、医師による問診および
食事調査を行った。
【結果】高血圧が60%、糖尿病が疑われる者は32%、BMI25以上の者が32%で、約
10年前の同村での結果と比較し、体重、血糖値およびHbA1cに有意な増加が認
められた。認知症スケールが20点以下の認知症が疑われる者は約49%であった。
【考察】この10年で、都市周辺部での高齢者の生活習慣病が増加していることが
明らかになり、現時点では認知症患者は統計上現れてこないが、その増加のリス
クは増大していることが推察された。
【結論】途上国においても高齢者の寿命の延長と生活習慣病の増加が認知症増加
につながる可能性が示唆された。

P-115
COVID-19流行開始下のフィリピン ・ レイテ島の飲料

水の衛生状況

中村 哲1）、ラバトゥス-ルエタス ローリー2）、翠川 裕3）、 
翠川 薫4）、大竹 英博5） 

1）広島文化学園大学、 
2）東ビサヤ行政区中央病院、 
3）三重大学、4）鈴鹿大学、 
5）元広島文化学園大学

【目的】国内外において、市民が利用する公共・民間施設の水道水の残留塩素濃度
に関する情報を実地収集することは、ウイルス疾患を含む感染症予防のために重
要である。我々は2017年以降フィリピン共和国レイテ島において住民の飲料水
の水質調査を継続してきた。折しも、COVID-19の流行が始まったばかりの2020
年2月にタクロバン市を中心とした地域で得た上水サンプルの残留塩素濃度の分
析を実施する機会を得た。この結果について報告する。
【方法】残留塩素の確認は、タクロバン市内のトイレの各所から水道水を採取し、
DPD試薬を用いた携帯型光度計（MI404、MK Scientific Inc.）で全残留塩素値
（mg/L）を分析した。他の化学的水質項目(pH，アルカリ度，硬度，硝酸性窒素，
亜硝酸性窒素，リン酸塩，アンモニウム)は迅速化学試験法で、また、大腸菌は
X-Gal試験紙で測定した。
【結果】タクロバン市エリアの8施設のトイレの蛇口から8つの水サンプルを採取
し分析した。その結果、1宿泊施設(0.02)を除くすべてのサンプルで、残留塩素濃
度の範囲と平均は0.14-0.65、0.43±0.21であった。平均以上の残留塩素濃度
(>0.44)が見られたサンプルは公共市場や大型商業施設、ファストフード店、宿
泊施設であった。また、0.2以上の濃度では細菌汚染は見られなかった。
【考察と結論】塩素濃度が極めて低い場所は地下水を使用しているものと考えら
れた。タクロバン市の上水の塩素処理は概して良好で、COVID-19ウイルスの流
行時期に市民のウイルス・細菌性下痢症感染を防ぐ上で、ある程度有益であると
考えられた。
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 氏  名  演題番号  氏  名  演題番号  氏  名 演題番号

Ａ

Adamek, Melanie H.	 SY1-05
Ahmed, Sharif	 O13-03
Al Hasan, Syed Mahfuz 	 P-074
Alam, Intekhab	 P-113
Aloki, Adalbert O.	 O03-03

Ｂ

Bastiaensen, Michiel	 P-034
Becheri, Francesco Riccardo	 SY1-06

Ｃ

Capon, Tony	 MSY-01
Christian, Wansu	 O03-03
Covaci, Adrian	 P-034

Ｄ

Du, Min	 SY1-02

Ｅ

Eitoku, Masamitsu	 O16-01
Evans, Gary	 SY1-07

Ｆ

Feng, Guofei	 P-098
Fernell, Elisabeth	 O16-04
Fujieda, Mikiya	 O16-01

Ｇ

Gillberg, Christopher	 O16-04
Guo, Xinbiao	 SL-01
Gys, Celine	 P-034

Ｈ

He, Feng	 P-098
Hoa, Vu Thi	 P-016, P-017

Ｉ

Inthavong, Nouhak	 O04-01

Ｊ

the Japan Environment and Children’s 
Study Group	 O16-04
Jeremy, Ang Sea Meng	 O06-02
J-P, Naw Awn	 O16-01
Jung, Sung-mok	 O20-02

Ｋ

Kabamba, Leon	 O03-03
Ketema, Rahel Mesfin	 P-034
Khan, Shahriar	 P-113
Kingo, Alpha N.	 O03-03
Kounnavong, Sengchanh	 O04-01

Ｌ

Li, Qing	 SY1-01, SY1-08
Li, Yinpeng	 O06-05
Liefring, Volker	 SY1-05

Ｍ

Maeda, Nagamasa	 O16-01
McEwan, Kirsten	 SY1-07
Minami, Marina	 O16-01

Ｎ

Nangana, Luzitu S.	 O03-03
Ngatu, Nlandu R.	 O03-03
Ngatu, Nlandu Roger	 P-074
Nghi, Tran Ngoc	 P-017
Nichadhi, Delgama A.S.M.	 O02-01
Nsadi, Berthier F.	 O03-03

Ｐ

Pham, Kim Oanh	 P-036
Poklitar, Christian	 SY1-05

Ｑ

Qiu, Binyang	 O06-05

Ｒ

Rachman, Soleman Sani	 O06-02
Rahman Aisyah, Cindy	 O14-03, O14-04
Rahman, Mohammad Shafiur	 SY3-05
Rey, Bernadette	 SY1-04

Ｓ

Shin, Won Sop	 SY1-03
Suganuma, Narufumi	 O16-01

Ｔ

Tai, Pham The	 P-016, P-017
Thao, Pham Ngoc	 P-016, P-017
Thompson, Lucy	 O16-04

Ｙ

Youseffian, Shohab	 P-099
Youssefian, Shohab	 O13-03

あ
アイツバマイ ゆふ	  

O06-01, P-018, P-034
アウン メイジソウ 

SCM-04, P-106, P-107
青木　隆昌	 O03-01
青地　ゆり	 P-046, P-047
青柳陽一郎	 O08-03
赤川　　学	 O14-01
秋田　智之	 O21-01
朝倉　敬子	 P-001, P-059
安里　　要	 O04-02
浅野　友美	 P-095
東　　賢一	 SY2-03, O02-02,  

O02-03, P-003
安達　修一	 O02-02
足立　　祥	 O16-05
阿部　夏音	 O21-01
阿部　哲也	 P-070
天野　出月	 O06-04
天野　信子	 P-082
天野　宏紀	 P-113
荒木　　真	 SY5-05
有馬　　寧	 P-088, P-089, P-098
アリム アミラ　P-022
有本　英伸	 O15-04
粟井　光代	 P-057
安齋　麻美	 O20-02
アンドイ ネロダー　O01-02
安藤　嘉崇	 O04-04, O09-04

い
飯島佐知子	 P-064
飯泉　天志	 P-062
伊木　雅之	 O10-02
池内　　健	 P-028
池上　昭彦	 P-045
池田　敦子	 O06-01, O17-04, 

O17-05, P-005,  
P-018, P-034

池田　晃一	 P-070
池原　賢代	 P-046, P-047
池谷　美幸	 O09-04
石井　角保	 O06-04
石井菜穂子	 MSY-04
石川　　智	 P-030
石川　俊平	 O13-04
石川　哲朗	 YSCM-03
石川　浩章	 O04-04, O09-04
石黒　真美	 P-053
石田　俊樹	 P-062
石原多佳子	 P-085
泉女　久美	 O08-03
磯　　博康	 P-046, P-047
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磯部　友彦	 P-033
板野　泰之	 O02-03
市川　勇斗	 O09-04
市原　　学	 O04-05, O06-03
市原佐保子	 O04-05
市村　剛一	 P-065
井手　一茂	 O21-04, O21-05, P-110
伊東　　健	 O06-03
伊藤　武志	 P-002
伊藤　達男	 O13-05, P-025
伊藤　央奈	 P-072
伊藤　弘明	 P-021
伊藤　政彦	 P-106
伊藤美佳子	 P-019
伊藤　由起	 SY4-03, O17-03, 

O18-03, P-031, P-032
稲垣　弘文	 P-008
稲垣　　豊	 O07-05
稲寺　秀邦	 O16-02, P-048,  

P-049, P-050
稲葉　雄二	 P-051
稲葉　洋平	 O04-01, O11-03, 

P-003, P-020
稲村　和美	 CL-04
稲本　淳子	 O17-01, P-054
井上　　顕	 P-078
井上　直子	 P-086
井上　博雅	 O11-03
井上　裕靖	 P-068
井上　悠輔	 YSCM-04
猪鼻　達仁	 O14-01, O14-02, 

O14-03, O14-04
指宿　大介	 O06-03
今井　秀樹	 O15-02
今野　友美	 P-055, P-056
今村　晴彦	 P-001, P-059
入谷　　敦	 P-066
岩井　健太	 O04-02
岩井　美幸	 SY4-01, O04-02
岩木　　直	 O15-04
岩﨑　賢一	 P-004
岩崎　　基	 P-021
岩澤　聡子	 SY2-04, O03-01, P-026
岩波　　明	 O17-01, P-054
岩根かほり	 P-103
岩本　武夫	 O05-03
岩本　晃明	 O14-01, O14-02, 

O14-03, O14-04

う
ウィンシュイ ティンティン　P-007
植田　貴史	 O19-02
植田　　陽	 O20-01
上野　史彦	 P-053
上原　優香	 P-102

植村真喜子	 P-086, P-109
上山　　純	 P-019, P-033, P-105
牛飼　美晴	 O07-02, O07-03
氏家　一尋	 P-091
牛山　　明	 P-006, P-030
内田　将央	 O14-01, O14-02, 

O14-03, O14-04
梅崎　昌裕	 O04-01, O15-02
梅田　　孝	 P-102, P-103, P-104
楳田　雄大	 SY6-02
梅村　朋弘	 O02-04
漆原　範子	 SCM-04, P-106, P-107

え
栄徳　勝光	 O16-04, P-011, P-035
江川　可純	 P-038, P-092
江口　哲史	 O15-03
エクバン フレデリック アダムズ	

O06-03
江藤　智生	 O07-05
衞藤　佑喜	 P-073
榎原　　毅	 O17-03, O18-03, P-032
遠藤　　文	 O03-02
遠藤　　整	 O07-05, P-087
遠藤　源樹	 P-064, P-080

お
及川　伸二	 O13-02, O13-03,  

P-089, P-098
王　　　琰	 O01-01
王　　エン	 O01-02, O01-03, 

O01-04
王　　桂鳳	 P-088
大神　信孝	 O01-05, O02-01, 

O07-01, P-101
大川　綾子	 P-062
大久保千代次　LS2-01
大久保美保	 P-064
大久保靖司	 FRM-01
大越　裕人	 O08-01, O08-05
大迫誠一郎	 SY4-04
大島　鉄三	 O10-03
大城　雅貴	 O04-04
大城　佳子	 P-062
大関　智史	 P-068
大瀬良知子	 P-041, P-042, P-043, 

P-057, P-067, P-093
太田　晶子	 O09-05, P-086
大竹　英博	 P-115
大谷　眞二	 P-113
大谷　成人	 O19-02
大段　秀樹	 O21-01
大槻　剛巳	 P-025
大西　一成	 O03-02
大西　志保	 P-088

大西　麻未	 P-064
大沼ともみ	 P-053
大沼　芳子	 P-048
大野　欽司	 P-019
大野　智子	 P-014
大野　由貴	 P-094
大橋　鉱二	 O04-04, O09-04
大平　哲史	 P-051
大宮　　学	 O17-04, O17-05, P-005
大森　久光	 O11-03
大森　由紀	 P-012, P-014
大森　玲子	 P-083
大屋　直子	 P-004
大矢めぐみ	 YSCM-03
大矢　幸弘	 P-052
大山　正幸	 O02-02, O02-03
大和田　賢	 O07-05, P-087
小笠原克彦	 P-065
小笠原準悦	 P-022
岡田　拓也	 O06-02
岡田　千沙	 P-087
緒方　裕光	 O11-03
岡野　匡志	 O10-01
岡野　元彦	 P-089
岡村　和幸	 O05-01, P-097
岡村　智教	 O09-01
岡本　康司	 O09-05
岡本　　希	 P-073, P-082
小川　武志	 P-104
小川洋二郎	 P-004
沖野　和麿	 O17-01, P-054
沖本　真史	 O21-01
萩原　祐希	 O08-03
奥田　裕子	 P-099
奥田　浩人	 P-108
奥野太寿生	 P-066
奥野　壽臣	 O19-02
小熊　悦子	 P-014
奥村　二郎	 SY2-03
奥村　敏之	 P-062
小椋　圭祐	 P-103
小椋　康光	 O15-03, P-010
小嶋　和絵	 O18-05
尾島　俊之	 O21-04, O21-05, P-110
小田　道子	 O17-01, P-054
落合　　匠	 O08-03
小野　寿子	 YSCM-05
尾上あゆみ	 O11-03
小原久未子	 O10-02
小原　　拓	 P-053
折田　博之	 O09-02
折田真紀子	 O12-02, O12-03
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か
カーニアサリ フィトリ　O01-05
蓋　　若琰	 P-063
香川　　匠	 O02-01, P-101
景山　　斎	 O04-04, O09-04
笠井里津子	 P-104
笠原　友子	 P-036
笠松　春花	 P-049
梶田　悦子	 O10-02
柏崎　佑哉	 O12-03
春日　健作	 P-028
春日　好雄	 P-021
片岡　弘明	 O10-04
片桐　夏海	 P-103
片桐　奈保	 O07-04
片根　真澄	 P-012
片山　昭彦	 O10-04, P-091
勝山　博信	 P-096
加藤　明澄	 O17-01, P-054
加藤くみ子	 P-012
加藤沙耶香	 O17-03, O18-03, 

P-031, P-032
加藤　信哉	 O13-02
加藤　貴彦	 O12-04, O18-01
加藤　智一	 P-004
加藤　洋人	 O13-04
加藤　昌志	 O01-05, O02-01, 

O07-01, P-101
門倉　悠真	 P-081
金井　　誠	 P-051
金谷久美子	 SY5-02
金子　佳世	 O18-03
金子美由紀	 P-103
上窪　裕二	 P-012
上島　通浩	 SY4-03, O17-03,  

O18-03, P-031, P-032
紙谷　聡英	 O07-05
亀井美登里	 O09-05, P-086, P-109
亀尾　聡美	 O15-04, P-078
茅野　大志	 O20-04, O20-05
香山不二雄	 P-045
苅田　香苗	 P-027
仮屋ふみ子	 O14-01, O14-02, 

O14-03, O14-04
河合　恵太	 O17-01, P-054
川井　三恵	 O21-02
川内　淳文	 P-035
川上　英良	 YSCM-03
川口谷充代	 SCM-04, P-106, P-107
川㞍　真也	 P-090
川田　智之	 P-008
川西　正祐	 P-088
神田かなえ	 P-074
神田　翔太	 P-103

觀音　隆幸	 P-036

き
魏　　永杰	 O01-03, P-015
菊池　美幸	 O12-04
木崎　節子	 O13-01, P-039, P-100
岸　　玲子	 O17-04, O17-05, P-005, 

P-018, P-034, P-044
北川　恭子	 P-111
北瀬　晶子	 P-050
北田　典子	 P-102
北詰　恵一	 LS3-02
北原　悠吾	 P-019, P-105
北原　良洋	 O21-01
北村　香織	 P-028
北村　奈穂	 O09-03
北村　祐貴	 P-029
北森　一哉	 P-095
橘田　岳也	 P-018
木戸　尊將	 O05-04
木所　和資	 P-035
木ノ上高章	 P-087
木下　博之	 O10-04
木部未帆子	 O04-01
金　　　勲	 P-003
木村美也子	 O21-04, O21-05, 

P-110
木村　優介	 O06-03
木山　昌彦	 P-090
経塚　　標	 O19-03

く
陸　　智美	 O10-03, O12-01
欅田　尚樹	 O11-03
久保　達彦	 O21-01
久保田芳美	 O09-01
熊川　裕也	 O08-03
久米　庸平	 O19-03
藏崎　正明	 P-094
倉渕　　隆	 SY2-02
栗田　　浩	 P-051
栗田　美穂	 O10-03
栗原　伸公	 P-041, P-042, P-043, 

P-057, P-067, P-093
栗山　進一	 P-053
黒岩　美紅	 P-041, P-043, P-093
黒川　修行	 P-070
黒澤　　一	 O11-03
黒沢　洋一	 P-113

け
ケテマ ラヘル メスフィン　P-094
原　　　田	 O01-05

こ
小池　英子	 P-023
小泉　昭夫	 O13-03, P-099
小泉　一成	 P-094
小泉　和也	 P-102
小泉　沙織	 P-086
鯉淵　典之	 O06-04
纐纈　朋弥	 P-084, P-085
甲田　勝康	 O10-02
上月　稔幸	 P-025
河本　紀一	 P-091
郡　　俊之	 P-082
古閑　一憲	 P-010
古川　照美	 P-058, P-075, P-076
小坂　理子	 O04-01
小島ひとみ	 P-084
小島原典子	 P-060, P-061
後藤　千穂	 O15-02
小西　祥子	 O14-01, O14-02, 

O14-03, O14-04, 
O15-02

小西　　透	 P-004
小西　雅美	 O09-01
小林　和成	 P-084, P-085
小林　　悟	 P-002
小林　澄貴	 YSCM-02, P-044
小林　鉄郎	 O20-04
小林　宣道	 SCM-04, P-106, P-107
小林　　果	 O13-02, O13-03, P-089, 

P-098
小林麻衣子	 P-008
小林　桃子	 P-012, P-014
小林　喜子	 O16-03, O16-05
小林　　恒	 O18-02
小牧　祐雅	 O07-02, O07-03
小村　龍樹	 P-112
小室　輝明	 P-102
蒋池　勇太	 P-009
小山　　洋	 P-078
近藤　克則	 O21-04, P-110
近藤　高明	 P-105
近藤　隆司	 P-091
近藤　正英	 P-062
近藤　泰之	 P-078

さ
雑賀　大輔	 O06-05
西條　泰明	 P-068
斎藤　　勲	 P-019
齋藤　伸治	 P-032
齋藤　　健	 P-094
齋藤麻耶子	 P-052
齋藤　康昭	 P-012
酒井ひろ子	 O08-02, O11-04
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榊原　知秀	 O04-04, O09-04
坂﨑　貴彦	 P-112
坂梨まゆ子	 P-029
坂元　崇洋	 P-026
坂本　峰至	 O04-03
佐久間弘子	 O19-03
櫻井　健一	 O15-03
櫻井　拓也	 P-039
櫻井　英幸	 P-062
櫻木　　青	 P-013
佐々木夏子	 P-081
笹波　美咲	 O20-04, O20-05
佐田　文宏	 SY3-01, P-044
佐藤　晶子	 O19-03
佐藤　綾人	 P-070
佐藤久美子	 O10-03
佐藤　啓志	 O18-02
佐藤　豪竜	 O21-04, P-110
佐藤　　伸	 P-094
佐藤　丈寛	 P-036
佐藤　弘道	 P-104
佐藤　真紀	 O19-03
佐藤　晶論	 O19-03
佐藤　未織	 P-052
佐藤　倫広	 SY3-06
佐藤　裕一	 O17-01, P-054
佐藤　遊洋	 P-068
寒川　卓哉	 O11-03
澤　菜々実	 P-104
澤　麻理恵	 P-030
澤井　英明	 O16-03
澤田　拓哉	 P-062
サン ティダ	 SCM-04

し
椎名　希美	 P-065
志田侑華里	 O07-05, P-087
篠木　恒成	 O19-03
篠原　厚子	 O11-01
柴崎　拓実	 P-051
柴原　浩章	 O16-03
柴山　　渉	 P-065
渋谷　　愛	 O08-03
島　　正之	 CL-01, LS1-03,  

O16-03, O16-05, 
O18-04, O18-05, 
O18-06, O19-02, P-002, 
P-015, P-069, P-108

島崎　崇史	 O08-01, O08-04, 
O21-02

嶋田　　努	 P-023
清水　厚志	 SY3-03
清水　孝子	 P-008
清水　宏保	 P-102
清水　悠路	 YIA-01, P-090

清水由梨香	 O13-05
清水　　亮	 P-058, P-075, P-076
下田　榛乃	 P-070
朱　　　琪	 O09-03
徐　　華東	 O02-01, P-101
白石　愛深	 P-033
白谷　正治	 P-010
白土　　健	 O13-01, P-022, P-100
白濱龍太郎	 P-080

す
須賀　万智	 O05-03, O05-04, 

O08-01, O08-04, 
O08-05, O21-02, P-024

菅沼　成文	 O16-04, P-011, P-035
菅谷ちえみ	 P-026
杉　　昌樹	 P-099
杉浦　明弘	 SY6-02
杉浦　真弓	 P-032
杉浦由美子	 P-026
杉谷　善信	 P-012
杉山　　文	 O21-01
杉山　智子	 P-079
鈴川　一宏	 P-075, P-103
鈴木　絢子	 O19-04
鈴木　啓太	 P-036
鈴木　康司	 O04-04, O09-04
鈴木　孝太	 O02-04
鈴木　聡子	 P-026
鈴木　武博	 O05-01, P-023, P-097
鈴木　紀行	 O15-03
鈴木　裕美	 O10-04, P-091
鈴木　史彦	 P-036
鈴木　里砂	 O03-05
住吉　秀明	 O07-05

せ
瀬尾　京子	 P-104
瀬川　悠紀	 P-067
瀨川悠紀子	 P-041, P-042, P-043, 

P-057, P-093
関　　良子	 P-024
関根　正恵	 P-012
関根　道和	 O03-04
関野　雄太	 P-062

そ
宗　　　才	 O04-05, O06-03
外田　洋孝	 O09-02
祖父江友孝	 CL-02

た
戴　　　寧	 P-094
平良　文亨	 O12-02, O12-03
高木　　洋	 P-002

髙木　麻衣	 P-033
髙田　宗樹	 SY6-02
高成　　準	 P-100
高野　裕久	 O06-05
高橋　珠実	 P-040, P-071
高橋美保子	 P-086, P-109
髙橋　泰岳	 SY6-04
高蓋　寿朗	 O21-01
高見　昭憲	 P-001
高村　　昇	 O12-02, O12-03
瀧口　知彌	 P-016, P-017, P-066
武井　直子	 O13-05, P-025
竹内　万彦	 P-098
竹下　温子	 O07-04
竹島　泰弘	 O16-03, O16-05, 

O18-06
武田　光史	 P-086
武田　悠希	 P-001, P-059
竹中加奈枝	 O08-02
竹中　晃二	 O08-01
竹中　規訓	 O02-02, O02-03
田崎　　啓	 O01-05, O02-01, P-101
田嶋　　敦	 P-036
立木　隆広	 O10-02
田子　智晴	 P-004
立瀬　剛志	 O03-04
龍田　　希	 O04-02, O04-03
立道　昌幸	 O07-05, P-060,  

P-061, P-087
田中　昭代	 P-010
田中　有咲	 O17-01, P-054
田中　一己	 O09-03
田中　邦彦	 SY6-02
田中　純子	 O21-01
田中　朋美	 P-050
田中　宏幸	 O16-03
田中真佐恵	 P-079
田中　満崇	 O06-05
田中　靖彦	 O18-04, O18-05
田中　佑樹	 O15-03, P-010
田中　里枝	 P-111
田辺　　勝	 P-104
谷川　涼子	 P-058, P-075, P-076
谷川果菜美	 P-046, P-047
谷口かおり	 SY5-04
谷口　直子	 O18-04, O18-05, 

O18-06
谷口　信子	 P-067
谷口　　優	 O03-05
谷峰　直樹	 O21-01
谷村　　晋	 O17-02
谷本　歩実	 P-103
玉置　淳子	 O10-02
玉木　義雄	 P-062
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玉田　葉月	 O18-03
田村　太朗	 SY5-04
田村菜穂美	 O17-04, O17-05, P-005
田村　由美	 O03-05
俵　　　功	 P-089
丹　　嵯織	 O06-05

ち
チー ター トウー チョウ　P-007
苣田　慎一	 P-027
千村　百合	 O11-02
張　　　昊	 O01-01, O01-02, 

O01-03, O01-04
張　　　璇	 O01-01
張　　セン	 O01-02, O01-03, 

O01-04
張　　露露	 O01-01, O01-02, 

O01-03, O01-04, P-015

つ
築地原里樹	 SY6-04
津金昌一郎	 P-021
塚原　伸治	 P-007
塚原　照臣	 P-051
辻　　桜弓	 P-046, P-047
辻　　翔平	 P-086
辻　　真弓	 P-111
辻口　博聖	 P-036
𡈽田　暁子	 O16-02
土田　暁子	 P-048, P-049, P-050
土屋　賢治	 SY3-05
角田　菜緒	 P-019
角田　正史	 P-012, P-026
椿原　徹也	 P-102
坪倉　　誠	 SY2-01
鶴巻　彩乃	 O08-03

て
勅使川原篤志　O04-04
手塚　　徹	 O13-03
出村　　昇	 P-066
寺田久美子	 P-096

と
童　　科銘	 O07-01, P-101
唐　　　寧	 O01-01, O01-02, 

O01-03, O01-04, P-015
徳田　糸代	 O18-02
德田　成美	 O16-03, O16-05, 

O18-04, O18-05, 
O18-06

徳武　孝允	 P-028
戸髙恵美子	 O15-03
戸沼　由紀	 P-058, P-075, P-076
富岡　　大	 O17-01, P-054

富田　晋介	 O04-01
富永　真己	 P-079
豊崎佳奈子	 O03-02
豊田　章宏	 P-060, P-061
豊田　佳代	 P-031
豊田　宏光	 O10-01
鳥羽　　陽	 O01-01, P-015

な
内藤　久雄	 P-095
仲井　邦彦	 O04-02
永井　孝尚	 O19-01
中尾　智博	 EL1-01
長尾　誠也	 O01-02, O01-04
長尾　　慧	 O06-05
中川　誠司	 O15-04
中澤　祥子	 P-060, P-061
永澤　　昌	 O21-01
長澤　晋哉	 P-066
中路　重之	 O18-02, P-102
中嶋　一彦	 O19-02
中島　孝江	 O02-03
中嶋　信美	 O05-01
永田　康浩	 P-090
中塚　美帆	 P-084, P-085
長塚　正晃	 O17-01, P-054
中坪　良平	 P-002
中西　　剛	 P-013
中西　敏夫	 O21-01
中西　三春	 P-079
中根　邦彦	 P-105
長野　嘉介	 P-010
中間千香子	 O10-02
中村　明枝	 P-018
中村　杏菜	 O05-04, O09-03
中村　和利	 P-028
中村　　哲	 SCM-02, P-114, P-115
中村　裕之	 P-036
中村　政明	 O04-03
中村　雅俊	 P-062
中村　正治	 P-036
中村真奈子	 P-081
中村　万理	 P-048
中村真梨子	 O17-02
中谷　　純	 P-065
中山　祥嗣	 O04-02
中山　千尋	 O12-01
名越　　究	 SY5-04
那須　民江	 P-095
夏秋　　優	 EL3-01
夏原　和美	 O04-01
浪尾　敬一	 P-091
成定　明彦	 O02-04
南齋　規介	 MSY-03

に
西　　宏行	 P-091
西浦　　博	 LS3-01, O10-05, 

O19-04, O19-05, 
O20-01, O20-02, 
O20-03, O20-04, 
O20-05

西尾　春奈	 O03-02
西岡　笑子	 P-055, P-056, P-064
西郡　和秀	 O19-03
錦織千佳子	 O08-04, O08-05
西里美菜保	 P-052
西条　寿夫	 P-016, P-017
西条　旨子	 P-016, P-017, P-066
西出りつ子	 O17-02
仁科　聖子	 P-080
仁科　基子	 P-086
西野　善一	 P-016, P-017, P-066
西原　奈波	 P-033, P-105
西村　廣明	 P-089
西村　　涉	 P-070
西村　倫子	 SY3-05
西村　泰光	 P-025
ニシャディ デルガマ　P-101
西山　勝夫	 O12-05
西山　謹吾	 P-035
西山　　緑	 P-083
西脇　祐司	 LPE-01, P-001, P-059
二武　有紀	 P-069
丹羽　政美	 SY6-02

の
野内　佑起	 O04-04, O09-04
濃野　　勉	 P-096
野崎江里子	 P-039
野島　正寛	 O03-02
野田あおい	 P-053
野原　恵子	 O05-01, P-097
野見山哲生	 P-051
野村　忠宏	 P-104
野村　美香	 O17-01, P-054
則藤　桜子	 O19-03

は
何　　　峰	 P-089
白　ホウ楚	 O01-02, O01-03
白　ポウ楚	 O01-04
白　　芃楚	 O01-01
パウル シャマル　SCM-04
橋爪　真弘	 MSY-05
橋本　浩一	 O19-03
橋本　沙幸	 P-095
橋本　洋夫	 P-091
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橋本　弘子	 P-041, P-042, P-043, 
P-057, P-067, P-093

蓮沼　英樹	 LS1-02, O18-04, 
O18-05, O18-06, 
O19-02

長谷川良平	 SY6-01
畠山　岳大	 P-050
服部　研之	 P-030
華井　明子	 YSCM-03
馬場敬一郎	 P-062
幅寺　　敏	 P-106
土生　敏行	 O13-03
浜崎　　景	 O16-02, P-048, P-049
早川　和一	 O01-01, O01-02, 

O01-03, O01-04, P-015
早川　彩希	 SY6-02
林　　克磨	 O19-05, O20-01
林　　知里	 O10-01
林　　舞衣	 P-019
林　　資子	 O11-04
林田　直美	 P-090
原　　章規	 P-036
原　　真梨	 O13-05
原口　浩一	 O04-03
原田　浩二	 O06-01, O06-02, 

O13-03, O15-01, P-018, 
P-021, P-037, P-099

原田　暢善	 O15-04, P-078
原田真理子	 P-018, P-037
春井　彩花	 P-041, P-042, P-093
春井　彩香	 P-043
方　　恩知	 O21-04, P-110
板東　正記	 O10-04

ひ
桧垣　正吾	 O14-03
日景　　隆	 O17-04, O17-05, P-005
東山　　綾	 O09-01
久田　　文	 O15-03
菱井　修平	 P-091
等　浩太郎	 P-029
平尾　智広	 P-074
平生祐一郎	 O13-02
平木　隆年	 P-002
平田　　仁	 SY6-03
平田　幸代	 P-008
平野靖史郎	 P-007
平林　公男	 SCM-03
平本　恵一	 P-088
平山　和宏	 O04-01
平山　正昭	 P-019
廣岡　茂樹	 O09-02
廣嶋　悠一	 P-062
廣瀬かほる	 P-104
廣瀬　宗孝	 O16-05

ふ
ファトミ ザファー　P-045
冨宿小百合	 O07-03
深井　航太	 P-060, P-061
福井　真司	 P-103
福石　華果	 P-029
福田　真嗣	 O09-03
福冨　俊之	 P-039
福永　久典	 O17-04, O17-05, P-005
藤井　正純	 O08-05
藤井由希子	 P-037
藤雄まどか	 O07-04
藤田　悠希	 O08-04
藤田　裕規	 O10-02
藤谷　克己	 O03-05
藤谷　倫子	 O06-01, P-018, P-037
藤谷　雄二	 P-007
伏見　滋子	 P-096
藤本　伸一	 P-025
藤本万理恵	 O10-05
藤森　敬也	 O19-03
藤原　仁史	 P-108
藤原　悠基	 O06-04
古屋　博行	 P-087
古屋　佑子	 P-060, P-061

へ
戸次加奈江	 P-003, P-020

ほ
星　　佳芳	 P-060, P-061
星野　泰栄	 P-078
細川　敏幸	 P-094
細道　一善	 P-036
細矢　光亮	 O19-03
堀　　礼子	 O02-04
堀内健太郎	 O17-01, P-054
堀内　正久	 O07-02, O07-03, 

O07-04
堀江　洋佑	 P-002
堀川　玲子	 SY3-04
堀口　兵剛	 P-012, P-014
本田　晶子	 O06-05
本多　　彰	 O09-03
本間　達也	 P-065
本間　　浩	 P-012

ま
前田　隆浩	 P-090
前田　　亮	 O19-03
牧田　有生	 O08-03
牧野　雄一	 P-068
槙野　裕也	 O18-04
益子　俊志	 P-102

増山　　郁	 O19-03
増岡　弘晃	 O04-01
増田　秀幸	 O06-01, P-018
増田　桃佳	 O14-01, O14-02, 

O14-03, O14-04, 
O15-02

増本　年男	 P-113
町田健太郎	 O11-03
松井　晴菜	 O03-02
松浦　　玲	 O17-01, P-054
松岡　雅人	 O05-02, P-009
松川　岳久	 O11-01, P-012,  

P-055, P-080
松木　太郎	 O18-03
真継　　博	 CL-03
松崎芙実子	 P-053
松下　博宣	 O03-05
松田亜沙実	 P-106
松永妃都美	 O12-02, O12-03
松永　昌宏	 O02-04
松野　　陽	 P-067
松丸　大輔	 P-013
松村　健太	 O16-02, P-048,  

P-049, P-050
松村　　渚	 P-010
松本　明子	 EL2-01
松本　剛一	 P-066
松本　伸哉	 SY5-04
間宮　　祥	 O17-01, P-054
丸尾　奈生	 P-011
丸茂　幹雄	 O09-01, P-038, P-092
丸本　倍美	 O04-03
丸山　紗季	 P-041, P-042, P-043, 

P-057, P-067, P-093

み
三上由美子	 P-055
三澤　由佳	 P-051
水越　厚史	 SY2-03
水田　正弘	 O17-04, O17-05, P-005
水谷真由美	 O17-02
水野　元貴	 O04-04, O09-04
水野　佑紀	 O04-01, O14-01, 

O14-02, O14-03, 
O14-04, O15-02

水本　斉志	 P-062
三瀬　名丹	 O04-05
道川　武紘	 SY5-01, P-001, P-059
翠川　　薫	 P-098, P-114, P-115
翠川　　裕	 SCM-01, P-114, P-115
南　まりな	 P-035
峰島　知芳	 O02-02, O02-03
宮内　博幸	 O03-01
宮内　雅人	 P-035
宮城　浩明	 P-006
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宮坂奈津子	 O06-05
宮崎　　孝	 O09-05, P-086
宮崎　利明	 O09-05, P-086
宮崎　　航	 O06-04, P-013
宮地裕美子	 P-052
宮下ちひろ	 SY4-02, O17-04, 

O17-05, P-005, P-018
宮武　伸行	 O10-04, P-091
宮本　哲也	 P-012
宮本　恵宏	 O09-01
宮山　貴光	 O05-02
三好　優香	 P-026
実綿　　慶	 O21-01

む
武藤　　剛	 P-012
宗綱　栄二	 O04-04, O09-04
村上あきつ	 P-074
村上　慶子	 P-053
村上　任尚	 SY3-06
村上　基弘	 P-062
村上　義孝	 P-059
村田真理子	 O13-02, O13-03, P-088, 

P-089, P-098, P-114
牟礼　佳苗	 YSCM-01
文　　鐘聲	 O10-02

め
目加田京子	 P-013
目澤　秀敏	 P-052, P-063
目時　弘仁	 SY3-06

も
モウ ウィン ウィン　SCM-04
茂木　　朋	 O08-03
元木　倫子	 P-051
本橋千恵美	 P-086
モハント ナヤン チャンドラ	

P-031, P-032
森　　千里	 O15-03
森井　康博	 P-065
森川　将行	 O10-02
森木　美恵	 O14-01
森崎　菜穂	 SY3-02
森崎　博志	 P-015
森下　　聡	 O18-02
森本　和恵	 P-096
森山　信彰	 O10-03, O12-01
森脇なつみ	 P-046, P-047

や
矢生　健一	 P-011
安光ラヴェル香保子　O16-04
安村　誠司	 O10-03, O12-01, 

O19-03

矢田健一郎	 P-029
柳澤　裕之	 O05-03, O05-04, 

O08-05, O21-02, P-024
柳澤　利枝	 P-023
柳田　　亮	 P-004
矢野　智彦	 P-103
矢吹　知之	 P-079
藪本　奈那	 P-033
山内　貴史	 YIA-02, O08-01,  

O08-04, O08-05, 
O21-02

山口　健史	 O06-01, P-018
山口　央輝	 P-095
山﨑　一恭	 O14-01, O14-02, 

O14-03, O14-04
山﨑　慶子	 P-011
山﨑尚二郎	 P-065, P-094
山崎　圭子	 O17-04, O17-05, P-005
山崎　　新	 CL-05, LS1-01
山崎　千穂	 P-078
山崎　輝美	 P-050
山崎　未来	 O04-04, O09-04
山崎喜比古	 O21-05
山下　好子	 O09-01
山田　宏哉	 O04-04, O09-04
山田　正明	 O03-04
山鳥　佑輔	 P-074
山梨　啓友	 P-090
山本　麻未	 O13-04
山本　和弘	 O17-01, P-054
山本　佳苗	 P-041, P-043, P-093
山本貴和子	 P-052
山本　幸子	 P-039
山本　　忍	 O03-01
山本　祥子	 O13-05
山本　　博	 P-104
山本　雅之	 O06-03
山本　　緑	 O15-03
山元　　恵	 O04-03, P-023
山本　幸夫	 O18-02

ゆ
由良　晶子	 O10-02

よ
羊　　利敏	 P-052
余川　　隆	 P-016
与五沢真吾	 O05-03
横田　智弘	 P-108
横山　和仁	 O11-01, P-012, P-021, 

P-055, P-064, P-077, 
P-080

横山　葉子	 O09-03
吉岡　英治	 P-068
吉岡　範幸	 P-026

吉田　明弘	 P-045
吉田　貴彦	 P-022
吉田　丈俊	 P-048
吉田　輝彦	 P-021
吉田　正雄	 P-027
吉田　康子	 O21-03
吉田　佳督	 O21-03
吉永　　淳	 O15-02
吉野　彩子	 P-001
依田　健志	 P-096
余田　佳子	 SY5-03, O18-06, 

O19-02, P-002,  
P-069, P-108

米田　勝朗	 P-102

ら
ラーマン アイシャー シンディ	

O14-01, O14-02
ラタナボン ウーダボン　P-114
ラバトゥス-ルエタス ローリー	

P-115
ラハマン エムディー シブルール	

O04-05

り
李　　英姫	 P-008
李　　　卿	 JAL-01, O08-03
李　　順姫	 O13-05, P-025
李　　　萌	 O06-02
劉　　夢潔	 O12-02

る
盧　　　渓	 O12-04, O18-01

ろ
呂　　兆卿	 O06-01, O06-02, 

O15-01, P-037

わ
若杉　拓哉	 O04-04, O09-04
若林　一郎	 O09-01, O09-02, 

O11-02, P-038, P-092
若松　純子	 P-002
若山　　玲	 O02-04
和佐田ひと実　P-031
ワシリ ミシュコフ　O01-02
和田　啓二	 O18-02
渡邊　清高	 O12-01
渡邉　　悟	 P-105
渡辺　知保	 MSY-02
渡辺　光博	 O09-03
渡邊　裕美	 P-028
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□ 化学物質
今、化学物質の使用・生産においては、人の健康や

環境にもたらす悪影響を最小化することが国際的に

求められています。JANUSは、リスク評価の支援やSDS
の作成等を行っています。

リスク評価
化学物質による⼈の健康や⽣態系へのリスク評価
の実施と、その評価結果に基づいた政策・事業の
⽀援、リスク管理に関する様々な⽀援サービス

国際条約等対応⽀援
条約関連対応（国内対応）⽀援、国際会議への参
加・運営⽀援、諸外国の化学物質管理制度の調査
条約対象物質の環境モニタリング

化学プラント被害度評価
化学プラントにおける⽕災や爆発等による周辺影
響評価（有毒ガス・可燃性ガスの濃度分布計算）

新しい課題への対応
内分泌かく乱化学物質やPPCPsに関する調査、ナ
ノマテリアルの環境影響、複合影響問題への取組
の⽀援

□ 医薬品のＰＤＥ(一日曝露許容量)設定

PDEの設定の⼿順

PDE（Permitted Daily Exposure、一日曝露許容量）の設

定が、医薬品製造の共用設備における洗浄バリデーショ

ンや、産業衛生管理に必要となります。

JANUSは、化学物質や大気汚染物質の人健康リスク評

価の支援で培った経験を活かし、PDE設定をサポート

します。

■最新のガイドラインに準拠
■医薬品の添付⽂書、⾮臨床・臨床データ（⼊⼿可能な場合）などの薬理・毒性学的情報を⼊⼿
■NOAEL（無毒性量）等のPDE設定の基になるPOD（point of departure）の選定、調整係数の設定を
 ⾏い、PDEを算出
■PDE設定レポートの作成

□ 環境アセスメント

国内外の資源開発、電力等社会インフラ開

発に伴う環境や地域社会への影響につい

て負の影響を最小限に抑えた事業とすべく、

環境影響評価の的確な実施を支援します。

海外F/S調査等
⺠間資⾦または政府開発援助を利⽤する事業の計
画段階における環境社会配慮⾯の調査・⼿続き、
現地コンサルタントの影響評価作成⽀援

環境デューデリジェンス
⾦融機関等が融資／保険の付保にあたって実施す
る環境審査の⽀援

環境法規制調査
諸外国の環境アセスメント制度や法規制・枠組み
の調査、国際機関のガイドライン改訂に係る調査

国内環境影響評価
⼿続き、各種⽂書（準備書・評価書等）作成、審
査会、住⺠説明会対応、モニタリング、事後調査

⽇本エヌ・ユー・エス株式会社
本社 〒160-0023 東京都新宿区⻄新宿7丁⽬5番25号 TEL 03-5925-6710（代表） FAX 03-5925-6715（代表）
URL:https://www.janus.co.jp    

□ 大気環境

拡散シミュレーションによる
影響評価解析

プラント内噴出有毒ガス、化学・放射
性物質の漏洩、市街地
動⾞排ガス等の影響評価解析

健康影響調査・評価
健康影響に関する疫学・毒性学分野等
の科学的知⾒の提供、疫学調査の解析
サポート、シミュレーションを活⽤し
た健康影響評価解析

気象シミュレーションによる数値解析
⼊⼿不可能な地点、気象変数の⾼解像度気象データの提供
突⾵･⾼温事象などの原因把握･対策検討に係るイベント解析

⼤気環境政策に係る数値解析
東アジア各国･⾃治体の環境政策に係るシミュレーションの実施･数
値解析 (PM2.5及び光化学オキシダント濃度への排出源寄与解析･統
計モデルによるソース・リセプター解析など)

プラントからの排煙
複雑地形上での⾵況

PM2.5濃度

エネルギーと環境を考える

大気汚染の現況把握や対策効果の

推定、危険物を取り扱う事業所の環

境影響・リスク評価等のニーズに対

して、気象・大気環境学の知見を含

む数値シミュレーションの実施・解析

や健康影響評価を実施しています。



日本衛生学雑誌  第77巻  第92回日本衛生学会学術総会講演集
Nippon Eiseigaku Zasshi, Japanese Journal of Hygiene, Vol.77. Supplement

 　　2022年3月発行
 　　発行者 　 島　正之　第92回日本衛生学会学術総会会長 

〒663-8501　兵庫県西宮市武庫川町1-1 
兵庫医科大学 公衆衛生学

 　　発行所 　 第92回日本衛生学会学術総会事務局 
TEL：0798-45-6566　FAX：0798-45-6567




